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第１章 調査の概要 
 

１．調査名 
 「裁量労働制等の労働時間制度に関する調査」 

 

２．調査の趣旨 
 これまで、調査研究ベースで、裁量労働制等弾力的労働時間制度を中心とした、事業場お
よびそこで働く労働者に対する大規模アンケート調査は行われていない。そこで、弾力的労
働時間制度を中心とした労働時間制度について、事業場およびそこで働く労働者の実態や要
望を把握するために本調査を実施した。なお、本調査は、厚生労働省からの要請に基づくも
のである。 

 

３．調査の方法 
（１）調査対象の抽出 

 専門業務型裁量労働制については、平成 24 年度に協定を届け出た事業場、企画業務型裁
量労働制については、平成 25 年 3 月 31 日時点で有効な決議届又は平成 24 年 10 月 1 日か
ら平成 25 年 3 月 31 日までの間に定期報告をした事業場のうち、厚生労働省労働基準局が無
作為抽出した 5,414 事業場（うち、専門業務型裁量労働制導入事業場 3,159、企画業務型裁
量労働制導入事業場 2,255。以下、「厚労省抽出分」という。）を抽出。また、5,414 事業場
で働く、適用される労働時間制度の区分（①専門業務型裁量労働制適用者、②企画業務型裁
量労働制適用者、③フレックスタイム制適用者、④管理監督者、⑤その他一般労働者各 2 人）
に応じた一事業場当たり計 10 人の常用正社員、合計 54,140 人の労働者である。 

 また、平成 25 年 10 月時点で民間調査会社の事業所データベースに登録されている全国の
常用労働者 30 人以上規模の事業場のうち、産業大分類別・従業員規模別1に、経済センサス
に基づいて割り付け、無作為抽出した 7,586 の事業所（以下、「事業所 DB 抽出分」という。）
及びそれら事業所で働く、上記①から⑤の労働時間制度区分別に、一事業所当たり各 2 人計
10 人、合計 75,860 人の労働者である2。 

 したがって、調査対象となる事業場数は 13,000 場、労働者数は 130,000 人である。 

なお、厚労省抽出分については、可能な限り事業場の重複（専門業務型と企画業務型の重
複）を排除した。また、厚労省抽出分と事業所 DB 抽出分の各事業場について、重複送付が
あった場合は、厚労省抽出分の事業場として取り扱った。 

 

                                                 

 
1
 従業員規模区分は、30-99 人、100-299 人、300-499 人、500-999 人、1,000 人以上の五区分とした。 

 
2
 実査の際、該当する労働者が事業場にいない場合は、その他の区分の労働者に多めに調査票を配布するよう
依頼した。 
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（２）調査方法 

アンケート調査票郵送法。回答・返送方法は、事業場票については、人事等担当者が回答・
返送し、労働者票については、人事等担当者を通じて配布してもらい、労働者本人が回答し、
直接返送してもらう方法を取った。 

 

（３）調査時期 

平成 25 年 11 月中旬から同年 12 月中旬。 

 

（４）集計方法、回収率 

厚労省抽出分については、一定期間において届出、定期報告がなされた事業場を対象とし
て選定されたが、上記調査時点において、導入していた裁量労働制を廃止し、別の労働時間
制度へと変更している事業場（80 事業場）についても、今回調査では除外せず集計している。 

有効回収率は以下のとおりである。 

・厚労省抽出分事業場：29.8％（1,614 票）〔厚労省抽出分（事業場）〕 

・厚労省抽出分事業場で働く労働者：18.5％（10,023 票）〔厚労省抽出分（労働者）〕 

・事業所 DB 事業場：32.0％（2,428 票）〔事業所 DB 抽出分（事業場）〕 

・事業所 DB 事業場で働く労働者：17.1％（12,983 票）〔事業所 DB 抽出分（労働者）〕 

 本調査シリーズ（事業場調査結果）では、集計結果の対象となる事業場について、「裁量労
働制を導入している蓋然性が極めて高い事業場」（厚労省抽出分（事業場））と「全国の常用
労働者 30 人以上規模の事業場」（事業所 DB 抽出分（事業場））といった、想定している母
集団が質的に大きく異なるため、別々に集計している。 

 

（５）調査項目 

 事業場調査項目を大まかに示すと、従業員規模・業種等フェース項目、労働時間・休憩・
休日等、裁量労働制。詳細は、本調査シリーズ末尾掲載の調査票を参照。 

 

４．本書の構成 

 本調査シリーズは、本調査事業場調査結果を取りまとめ、示すものである。 

第 2 章では、厚労省抽出分（事業場）と事業所 DB 抽出分（事業場）とを併記、比較する
形で、各抽出分の特徴を示す。特に、各抽出分の属性、採用している労働時間制度の傾向、
所定労働時間の傾向、長時間労働削減策、今後の労働時間管理に対する考えについて記述す
る。 

 第 3 章では、厚労省抽出分（事業場）を用いて、導入している裁量労働制に係る回答項目
全般の傾向を記述する。また、調査票の設計あるいは集計上可能な場合、裁量労働制以外の
労働時間制度と裁量労働制とを比較する形で、概括的に比較し、記述する。 

－ 2 －
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 第 4 章では、事業所 DB 抽出分（事業場）を用いて、フレックスタイム制について記述す
る。特に、コアタイムの有無、清算期間、フレックスタイム制における実労働時間の把握方
法、フレックスタイム制適用者に対する評価制度、フレックスタイム制の不便、課題、未導
入の理由について記述する。 

 なお、付属資料として、厚労省抽出分（事業場）単純集計結果、同基本クロス集計結果、
事業所 DB 抽出分（事業場）単純集計結果、同基本クロス集計結果、事業場用調査票（厚労
省抽出分（事業場）・事業所 DB 抽出分（事業場）に共通のもの）を掲げる。 

  

－ 2 － － 3 －
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第２章 全体の傾向 
 

本章では、各サンプルにおける回答事業場の傾向を示す。 

 

１．従業員数、正社員数（F1） 

まず、回答事業場の従業員規模をみると、厚労省抽出分では従業員数「30～99 人」の事業
場が 30.5%、「30 人未満」が 19.8%あった。一方、事業所 DB 抽出分では「100~299 人」が
34.2%、「300~499 人」が 19.8%あった（図表 2－1）。 

正社員数については、厚労省抽出分では「30～99 人」が 30.7%、「30 人未満」が 25.5%で
ある。一方、事業所 DB 抽出分では「100~299 人」が 34.0%、「300~499 人」が 15.4%あっ
た（図表 2－2）。 

 

 

 

 

 

 

２．業種（F3） 

回答事業場の業種は、厚労省抽出分では、相対的に「情報通信業」（21.9%）、「学術研究、
専門・技術サービス業」（15.9%）の割合が高いという特徴がある。これに対し、事業所 DB

抽出分では、「卸売業、小売業」（10.2%）、「医療、福祉」（17.7%）といった業種の割合が相
対的に高い特徴がある（図表 2－3）。 

19.8%

2.6%

30.5%

14.0%

21.9%

34.2%

6.4%

19.8%

7.7%

16.9%

9.8%

9.4%

4.0%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

厚労省抽出分（N=1614）

事業所DB抽出分（N=2428）

図表2－1 従業員数
－抽出別－

30人未満 30～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 不明

25.5%

8.8%

30.7%

21.6%

20.0%

34.0%

5.9%

15.4%

7.2%

11.2%

7.4%

6.1%

3.3%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

厚労省抽出分（N=1614）

事業所DB抽出分（N=2428）

図表2－2 正社員数
－抽出別－

30人未満 30～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 不明
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図表 2－3 回答事業場の業種 
－抽出別－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2－4 採用している労働時間制度（複数回答） 
－抽出別－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．採用している労働時間制度（問 5） 

採用している労働時間制度の特徴をみると、厚労省抽出分では「専門業務型裁量労働制」
（85.8%）、「企画業務型裁量労働制」（69.9%）の採用割合が高いことは調査設計から導かれ
る妥当な結果であるが、「フレックスタイム制」（41.3%）、「事業場外労働のみなし労働時間
制」（29.3%）の採用割合も高い。これに対し、事業所 DB 抽出分では、「変形労働時間制」
（49.9%）、「交替制」（34.8%）の採用割合が相対的に高い（図表 2－4）。 

  

62.6%

25.8%

16.0%

41.3%

29.3%

85.8%

69.9%

0.1%

56.0%

49.9%

34.8%

21.6%

8.2%

6.2%

4.0%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

通常の労働時間制度
変形労働時間制

交替制
フレックスタイム制

事業場外労働のみなし労働時間制
専門業務型裁量労働制
企画業務型裁量労働制

不明

厚労省抽出分（N=1614） 事業所DB抽出分（N=2428）

－ 4 － － 5 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



- 6 - 

４．所定労働時間（問 1） 

次に、所定労働時間について結果をみよう。1 日の所定労働時間について、厚労省抽出分
では「7 時間以上 8 時間未満」が 66.4%、「8 時間」が 32.9%であり、事業所 DB 抽出分では
「7 時間以上 8 時間未満」が 54.1%、「8 時間」が 44.6%であった。なお、「7 時間未満」「8

時間超」という回答は両抽出分ともほとんど見られなかった（図表 2－5）。 

1 週間の所定労働時間については、厚労省抽出分では「35 時間以上 40 時間未満」が 62.1%、
「40 時間」が 33.4%であり、事業所 DB 抽出分では「35 時間以上 40 時間未満」が 47.6%、
「40 時間」が 48.6%であった。なお、「35 時間未満」「40 時間超」という回答は両抽出分と
もほとんど見られなかった（図表 2－6）。 

 

図表 2－5 1 日の所定労働時間 
－抽出別－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.2%

0.3%

62.1%

47.6%

33.4%

48.6%

1.1%

1.5%

3.2%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

厚労省抽出分（N=1614）

事業所DB抽出分（N=2428）

図表2－6 1週間の所定労働時間
－抽出別－

35時間未満 35時間以上40時間未満 40時間 40時間超 不明

0.1%

0.4%

66.4%

54.1%

32.9%

44.6%

0.3%

0.4%

0.2%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

厚労省抽出分（N=1614）

事業所DB抽出分（N=2428）

7時間未満 7時間以上8時間未満 8時間 8時間超 不明
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５．長時間労働削減策（問 3） 

長時間労働削減策についてみると、両抽出分とも、「残業をしている者の上長に対する注
意・助言」「ノー残業デーの設定」「従業員ごとの業務の内容・配分の見直し」「文書の掲示に
よる周知・啓発、社内放送による注意喚起」などが挙げられる割合が高いが、厚労省抽出分
のほうがそれぞれの長時間労働削減策が挙げられる割合が高い（図表 2－7）。 

 

図表 2－7 長時間労働削減策（複数回答） 
－抽出別－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．今後の労働時間管理のあり方（問 6） 

今後の労働時間管理のあり方としては、「現行制度のままでよい」という意見が厚労省抽
出分で 60.2%、事業所 DB 抽出分で 66.7%と 6 割以上を占めている。その他、厚労省抽出分
では「専門業務型裁量労働制の拡大」（15.6%）、「企画業務型裁量労働制の拡大」（13.0%）、
「労働時間規制が適用されない新制度の導入」（13.2%）といった割合も相対的に高いという
特徴がみられた（図表 2－8）。 

 

  

48.5%

36.7%

56.1%

9.5%

65.3%

48.4%

37.1%

9.6%

2.5%

0.6%

35.5%

28.4%

41.6%

3.0%

60.2%

40.8%

32.2%

5.9%

5.0%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

文書の掲示による周知・啓発、社内放送による注意喚起
人事担当者等による直接の声掛け

ノー残業デーの設定
強制消灯、ＰＣの一斉電源オフ

残業をしている者の上長に対する注意・助言
従業員ごとの業務の内容・配分の見直し
部・課・係の業務の内容・配分の見直し

その他
特に行っていない

不明

厚労省抽出分（N=1614） 事業所DB抽出分（N=2428）
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図表 2－8 今後の労働時間管理のあり方（複数回答） 
－抽出別－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

60.2%

2.7%

4.5%

3.5%

15.6%

13.0%

13.2%

3.1%

7.1%

2.0%

66.7%

10.6%

5.3%

2.0%

5.5%

4.2%

7.4%

2.3%

5.6%

2.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

現行制度のままでよい
変形労働時間制度の拡大

フレックスタイム制度の拡大
事業場外労働のみなし制の拡大
専門業務型裁量労働制の拡大
企画業務型裁量労働制の拡大

労働時間規制が適用されない新制度の導入
その他

わからない
不明

厚労省抽出分（N=1614） 事業所DB抽出分（N=2428）
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第３章 裁量労働制 
 

 本章では、厚労省抽出分に基づいて、事業場における裁量労働制の運用などについての傾
向を見る。 

 

１．導入のきっかけ（問 10 (1)） 

 制度導入のきっかけは、複数回答で、専門業務型裁量労働制（以下、「専門業務型」という。）、
企画業務型裁量労働制（以下、「企画業務型」という。）ともに、「労働者の創造力を高め、能
力発揮を促す」が最も高く、それぞれ、64.5%、47.8%となっている。次いで、「成果主義・
業績評価制度導入の一環として」で、それぞれ、42.8%、36.7%となっている。さらに、「労
働者のワーク・ライフ・バランスを推進する」が、それぞれ、32.1%、29.1%、「従業員の意
識改革を行う」で、28.3%、28.2%などとなっている。なお、企画業務型については、「不明」
が 42.6%みられる（図表 3－1）。 

 

 

２．導入手続の負担感（問 10 (2)） 

 周知のとおり、裁量労働制、とりわけ企画業務型については、さまざまな実体および手続
要件が課されているところ、本調査では、このような点や、実務上の負担感について尋ねて

42.8%

64.5%

12.7%

26.2%

32.1%

28.3%

9.0%

3.8%

6.5%

7.6%

2.4%

10.5%

36.7%

47.8%

3.2%

14.5%

29.1%

28.2%

5.7%

0.9%

1.4%

2.2%

1.0%

42.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

成果主義・業績評価制度導入の一貫として

労働者の創造力を高め、能力発揮を促す

残業代を削減する

長時間労働を削減する

労働者のワーク・ライフ・バランスを推進する

従業員の意識改革を行う

仕事の成果で評価してほしいと要望が労働者からあった

労働時間管理に対する労働者の不満が多かった

同業他社が導入しているため

その他

わからない

不明

図表3－1 裁量労働制導入のきっかけ（厚労省抽出分 複数回答 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128）
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いる。 

 専門業務型については、「かなり感じた」「ある程度感じた」の合計で、49.0%の事業場が
「労働時間の状況の把握方法の検討」に負担感を感じると回答している。次いで、「深夜また
は休日労働の労働時間管理方法の検討」が 48.9%などとなっている。一方で、「苦情処理措
置」に係る負担感は 35.4%と、相対的に低い割合にとどまっている（図表 3－2）。 

 

 

 

 

 

9.2%

8.2%

8.3%

3.5%

8.4%

7.5%

39.8%

36.2%

37.1%

31.9%

40.5%

37.4%

25.2%

28.5%

29.8%

36.4%

27.4%

26.4%

10.3%

11.7%

9.0%

12.4%

8.2%

10.3%

15.5%

15.5%

15.8%

15.8%

15.5%

18.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

労働時間の状況の把握方法の検討

みなし労働時間の設定

健康福祉確保措置

苦情処理措置

深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討

協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出

図表3－2 裁量労働制導入手続の負担感 専門業務型
（厚労省抽出分 各選択肢単一回答 ％ n=1385）

かなり感じた ある程度感じた あまり感じなかった ほとんど感じなかった 不明

4.2%

1.8%

4.1%

1.0%

2.0%

9.8%

5.3%

4.7%

6.1%

3.1%

9.0%

7.9%

11.4%

27.1%

26.7%

19.3%

17.1%

22.1%

17.7%

18.0%

28.0%

21.1%

24.6%

22.4%

24.5%

22.2%

15.8%

18.4%

24.4%

27.7%

23.4%

20.6%

22.1%

15.3%

20.9%

18.8%

16.3%

13.6%

12.5%

7.8%

8.2%

7.2%

9.3%

7.4%

5.9%

8.5%

6.0%

5.9%

7.4%

6.3%

8.1%

7.9%

45.1%

44.9%

45.0%

44.9%

45.1%

46.0%

46.1%

45.9%

45.9%

46.1%

45.9%

46.0%

46.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

労働時間の状況の把握方法の検討
みなし労働時間の設定

健康福祉確保措置
苦情処理措置

深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討
労使委員会の設置

労働側委員の指名のための代表者の選出
労使委員会の運営規定の策定
労使委員会の議事録の作成

決議事項の委員の５分の４以上による合意
個別労働者からの同意

協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出
報告の作成及び労働基準監督署長への届出

図表3－3 裁量労働制導入手続の負担感 企画業務型
（厚労省抽出分 各選択肢単一回答 ％ n=1128）

かなり感じた ある程度感じた あまり感じなかった ほとんど感じなかった 不明
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 企画業務型については、すべての選択肢について、「不明」の割合が概ね 45%前後となっ
ているものの、「（企画業務型裁量労働制に関する：筆者注。調査票の選択肢。以下同じ。）報告の作
成及び労働基準監督署長への届出」が最も高い割合で 33.6%、次いで、「労使委員会の運営
規定の作成」が 32.7%、「（企画業務型裁量労働制に関する）決議届の作成及び労働基準監督
署長への届出」が 32.4%、「個別労働者からの同意」が 31.4%、「労働時間の状況の把握方法
の検討」が 31.3%などとなっている（図表 3－3）。 

 

３．対象業務別みなし労働時間数・平均実労働時間数の傾向（問 14 (1)(2)） 

 図表 3－4 から、専門業務型・対象業務別の「みなし時間数」と「平均実労働時間数」を
見てみる（なお、サンプルサイズ 20 以下の業務は図表から除外している。）。 

対象業務ごとに「みなし時間数」と「平均実労働時間数」は異なるため、全体として、一
概にこれといった傾向があるとは言えない。しかし、サンプルサイズが最も小さい「インテ
リアコーディネーターの業務」を除き、「みなし時間数」と「平均実労働時間数」が一致して
いる業務は見られない（強いて言えば、「大学における教授研究の業務」の「8 時間以上 9 時
間未満」カテゴリーである。）。 

「みなし時間数」を見ると、「インテリアコーディネーターの業務」を除き、「7 時間未満」、
「7 時間以上 8 時間未満」、「8 時間以上 9 時間未満」のカテゴリーの合計で（「7 時間未満」
カテゴリーの「みなし時間数」がない業務もある。）、最も割合が低い「建築士の業務」の 31.7%

から、最も割合の高い「大学における教授研究の業務」の 86.0%まで大きな幅がある。 

一方、「平均実労働時間数」を見ると、多くの業務で、「7 時間以上 8 時間未満」、「8 時間
以上 9 時間未満」のカテゴリーの割合が概ね 20%前後くらいまで減っている。また、「平均
実労働時間数」「9 時間以上」のカテゴリーの割合が増加したり、さらに長時間の「10 時間
以上 11 時間未満」あるいはより長時間の「平均実労働時間数」カテゴリーに、僅かではあ
るが回答割合が見られるようになっている。 

ところで、「みなし時間数」に「7 時間未満」カテゴリーの回答が見られない業務であって
も、「平均実労働時間数」を見ると、概ね 1%程度の回答が見られる業務もある。 

なお、いずれの業務についても、「平均実労働時間数」の回答については、「不明」の割合
が一定程度あることに留意すべきであろう（以上、図表 3－4）。 
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図表 3－4 みなし時間数と実労働時間数 専門業務型（厚労省抽出分 ％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、図表 3－5 から、企画業務型・対象業務別の「みなし時間数」と「平均実労働時間
数」を見てみる。 

 企画業務型についても、対象業務ごとに「みなし時間数」と「平均実労働時間数」は異な
り、明確な傾向は見出せないように思われる。ただし、「みなし時間数」と「平均実労働時間
数」の割合がほぼ一致している業務は、「その他」の業務を除き、「全社的な生産計画を策定
する業務」の、「みなし時間数」と「平均実労働時間数」カテゴリーの、それぞれ、「8 時間
以上 9 時間未満」と「9 時間以上（みなし時間）／9 時間以上 10 時間未満（平均実労働時間）」
の回答割合であると言えそうである。 

 「みなし労働時間数」を見ると、「7 時間未満」「7 時間以上 8 時間未満」「8 時間以上 9 時
間未満」カテゴリーの合計で、最も割合の低い「広報を企画・立案する業務」の 45.1%から、
最も割合の高い「全社的な営業に関する計画を策定する業務」の 69.3%まで幅がある。 

 一方、「平均実労働時間数」を見ると、これら 3 つのカテゴリー合計の回答割合は、概ね、
20%から 35%の範囲へと減少している。そして、業務によっては「不明」カテゴリーが相当
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新商品・新技術の研究開発
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情報処理システムの分析、
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記事の取材、編集の業務
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デザイナーの業務（n=173）

プロデューサー、ディレク
ターの業務（n=143）

コピーライターの業務
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システムコンサルタントの業
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インテリアコーディネーター
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ゲーム用ソフトウェアの創
作の業務（n=32）
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建築士の業務（n=41）
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程度見られる点に留意する必要があるが、「9 時間以上 10 時間未満」カテゴリーの割合が増
加するか、あるいはそれ以上の時間数カテゴリーの回答割合が、僅かではあるが見られるよ
うになっている（以上、図表 3－5）。 

 

図表 3－5 みなし時間数と平均実労働時間数 企画業務型（厚労省抽出分 ％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ところで、みなし労働時間数の決定については、専門業務型では「通常の所定労働時間」
が用いられる割合が最も高く 47.6%、次いで「今までの実績から算出」が 33.5%などとなっ
ており、企画業務型では、「不明」が 44.9%みられるものの、「通常の所定労働時間」が 31.7%、
「今までの実績から算出」が 20.0%、となっている（図表 3－6）。 
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 また、「今までの実績から算出」と回答した事業場のうち、実績として用いたものを尋ねた
ところ、専門業務型、企画業務型ともに、「裁量労働制適用労働者の平均実労働時間」の回答
割合が最も高く、それぞれ、60.8%、71.7%であり、次いで、「裁量労働制が適用される部門、
部署の平均実労働時間」が、それぞれ、36.9%、23.5%となっている（図表 3－7）。 

 

 

 

４．実労働時間の把握方法（問 2） 

 裁量労働制適用者の実労働時間の把握方法について、専門業務型については、「自己申告制」
が最も高い割合で 36.3%、次いで「タイムカード・IC カード」で 28.3%、「PC のログイン・
ログアウト」で 6.6%などとなっている。 

 企画業務型については、「タイムカード・IC カード」が 16.1%、「自己申告制」が 15.9%、
「PC のログイン・ログアウト」が 8.2%となっている（図表 3－8）。 

47.6%

33.5%

5.3%

13.6%

31.7%

20.0%

3.3%

44.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

通常の所定労働時間

今までの実績からの算出

その他

不明

図表3－6 みなし労働時間の根拠（厚労省抽出分 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128）

60.8%

36.9%

1.9%

0.4%

71.7%

23.5%

3.5%

1.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

裁量労働制適用労働者の平均実労働時間

裁量労働制が適用される部門、部署の平均実労働時間

その他

不明

図表3－7 みなし労働時間の実績として用いたもの（厚労省抽出分 ％）

専門業務型（n=464） 企画業務型（n=226）
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５．業務遂行（問 12） 

 裁量制適用者の業務遂行について、専門業務型、企画業務型ともに、「出退勤の時刻は自由
だが、出勤の必要はある」が最も高い割合で、それぞれ、48.7%と 33.2%となっているが、
「不明」回答を除き、次いで、「一律の出退勤時刻がある」との回答が、それぞれ 29.7%、
19.6%みられる（図表 3－9）。なお、労働者調査結果では、専門業務型、企画業務型ともに、
「一律の出退勤時刻がある」が最も割合が高く、次いで、「出退勤の時刻は自由だが、出勤の
必要はある」との回答が続いており、事業場調査結果とは異なっている3。 

 

                                                 

 
3
 本調査結果「労働者調査結果」JILPT 調査シリーズ No.125（以下、本調査シリーズにおいて同じ。）第 4 章
図表 4－9 参照。 

28.3%

16.1%

15.7%

34.3%

31.4%

6.6%

8.2%

5.9%

11.3%

7.7%

36.3%

15.9%

15.6%

38.4%

29.4%

1.7%

0.1%

2.4%

5.0%

3.2%

0.5%

0.6%

4.0%

3.7%

1.1%

4.2%

14.2%

30.1%

58.7%

2.1%

14.6%

8.8%

28.7%

3.0%

3.3%

8.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

専門業務型適用者

企画業務型適用者

フレックスタイム制適用者

管理監督者

その他の労働時間制で働く労働者

図表3－8 実労働時間の把握方法（厚労省抽出分 ％ n=1614）

タイムカード・ＩＣカード ＰＣのログイン・ログアウト 自己申告制
管理監督者の承認 予め一定時間数を決めている 把握していない
該当者はいない 不明

29.7%

7.6%

48.7%

3.0%

11.1%

19.6%

3.0%

33.2%

1.4%

42.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

一律の出退勤時刻がある

決められた時間帯に職場にいれば出退勤時刻は自由

出退勤の時刻は自由だが、出勤の必要はある

出勤するかしないかは自由

不明

図表3－9 裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用
（厚労省抽出分 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128）

－ 14 － － 15 －
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「一律の出退勤時刻がある」または「決められた時間帯に職場にいれば出退勤時刻は自由」
と回答した事業場に、遅刻した場合の対応を尋ねたところ、「特に何もしない」との回答が
30.8%あったものの、最も高い割合の回答は「上司が口頭で注意する」で 42.6%、また、「勤
務評定に反映させる」との回答も 22.1%あった（図表 3－10）。こうした傾向は、労働者調査
結果と同様である4。 

 

 

 

 

 業務の指示については、専門業務型、企画業務型ともに、「業務の目的、目標や期限等、基
本的事項を指示」するが最も高い割合で、それぞれ、68.3%、50.2%、次いで、「指示はしな
い」が、それぞれ、12.2%、3.7%となっており、その他の労働者について最も高い割合の「具

                                                 

 
4
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－10 参照。 

42.6%

3.3%

1.7%

7.4%

22.1%

30.8%

9.9%

3.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

上司が口頭で注意する
場合によっては懲戒処分を科す
裁量制の適用をいったん外す

賃金をカットする
勤務評定に反映させる

特に何もしない
その他
不明

図表3－10 「一律の出退勤時刻がある」「決められた時間帯に職場に
いれば出退勤時刻は自由」の場合の遅刻への対応（厚労省抽出分 ％）

12.2%

68.3%

5.7%

0.5%

1.4%

11.9%

3.7%

50.2%

2.4%

0.1%

0.2%

43.4%

1.3%

30.8%

37.5%

12.3%

0.9%

17.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

指示はしない

業務の目的、目標や期限等、基本的事項を指示

具体的な仕事の内容について指示

業務の遂行手段、時間配分の決定等を含め具体的に指示

その他

不明

図表3－11 仕事の指示（厚労省抽出分 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128） その他の労働者（n=1534）

図表 3－10 「一律の出退勤時刻がある」「決められた時間帯に職場にいれば出退勤時刻は自由」
の場合の遅刻への対応（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=516） 

－ 16 －
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体的な仕事の内容について指示」するの 37.5%とは対照的な結果となっている。なお、専門
業務型、企画業務型ともに、「具体的な仕事の内容について指示」する割合が、それぞれ、
5.7%、2.4%と僅かながら見られる（図表 3－11）。こうした傾向は、概ね、労働者調査結果
と同様である5。 

 仕事の期限設定について、専門業務型、企画業務型ともに、最も高い割合は「（仕事の緊急
度等に応じて管理監督者が決めるが、）労働者の意見を聴くよう努める」が、それぞれ、30.5%、
21.7%となっている。次いで、専門業務型については、「労働者が期限をすべて自ら設定して
いる」の 25.3%、企画業務型については、「必ず労働者の意見を聴いて、管理監督者が決め
ている」の 18.1%となっている（図表 3－12）。 

 

 

 

 

                                                 

 
5
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－12 参照。 

25.3%

22.8%

30.5%

7.1%

0.7%

13.6%

11.4%

18.1%

21.7%

4.1%

0.4%

44.2%

4.5%

14.3%

36.0%

22.9%

5.1%

17.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

労働者が期限をすべて自ら設定している

必ず労働者の意見を聴いて、管理監督者が決めている

労働者の意見を聴くよう努める

仕事の緊急度等に応じ管理監督者が決める

労働者の意向に関わらず管理責任者が期限を設定する

不明

図表3－12 仕事の期限設定（厚労省抽出分 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128） その他の労働者（n=1534）

40.9%

8.2%

33.6%

4.3%

12.9%

22.5%

5.1%

27.8%

1.2%

43.4%

42.7%

11.1%

27.2%

2.7%

16.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

定期的に報告させている

仕事の期限の一定期日前に報告させている

不定期に把握している

その他

不明

図表3－13 仕事の進捗状況の把握（厚労省抽出分 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128） その他の労働者（n=1534）
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 仕事の進捗状況の把握については、専門業務型では「定期的に報告させている」が 40.9%

と最も高い割合で、次いで「不定期に把握している」が 33.6%などとなっている。企画業務
型では、「不明」回答の割合が高いものの、それを除き、「不定期に把握している」の 27.8%

が最も高い割合で、次いで、「定期的に報告させている」が 22.5%などとなっている（図表 3

－13）。 

 どの程度の頻度で仕事の進捗状況の報告を受けているかを尋ねたところ、専門業務型、企
画業務型ともに、「1 週間ごと」が最も高い割合で、それぞれ、54.7%、57.9%となっており、
その他の労働者について最も高い割合の「1 日ごと」の 40.6%と対照的な結果となっている
（図表 3－14）。なお、その他の労働者の進捗状況報告の「1 日ごと」が最も割合が高く、一
方で専門業務型、企画業務型について「1 週間ごと」の割合が相対的に高いという傾向は、
労働者調査結果でも同様である6。 

 

 

６．評価制度（問 7） 

 労働時間制度別に適用している評価制度を複数回答で尋ねたところ、専門業務型、企画業
務型ともに、「仕事の成果による評価」が最も高い割合で、それぞれ、62.3%、35.1%であり、
次いで、「職務遂行能力による評価」が、それぞれ、53.7%、29.6%、「仕事の種類や性質に
よる評価」が、それぞれ、32.5%、15.1%などとなっている。こうした傾向は、適用してい
る労働時間制度が異なっても、概ね変わらないようである（図表 3－15）。 

                                                 

 
6
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－13 参照。 

19.2%

54.7%

15.0%

1.1%

3.5%

3.7%

2.8%

15.7%

57.9%

10.6%

2.8%

11.0%

0.0%

2.0%

40.6%

39.7%

8.9%

1.4%

5.0%

0.8%

3.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１日ごと

１週間ごと

１ヶ月ごと

四半期ごと

半年ごと

１年ごと

不明

図表3－14 仕事の進捗状況報告の頻度（厚労省抽出分 ％）

専門業務型（n=567） 企画業務型（n=254） その他の労働者（n=655）
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７．特別手当（問 13） 

 回答事業場の過半数の 57.5%の事業場で、裁量労働制適用者に対してのみ支払われる特別
な手当制度がある（図表 3－16）。 

 

 特別手当の支払単位となる期間は、ほとんどの場合「月単位」であり（96.7%。図表 3－
17）、また、そのうち 90.2%が「1 ヶ月」を単位としている（図表 3－18）。 

21.1%

53.7%

32.5%

62.3%

2.3%

14.2%

9.2%

4.8%

29.6%

15.1%

35.1%

1.3%

30.1%

29.2%

7.9%

27.4%

13.1%

32.0%

1.1%

58.7%

2.9%

17.6%

63.1%

40.1%

78.6%

2.8%

2.5%

4.5%

27.4%

58.7%

32.8%

57.1%

2.4%

14.6%

8.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

年齢・勤続年数による評価

職務遂行能力による評価

仕事の種類や性質による評価

仕事の成果による評価

その他

該当者はいない

不明

図表3－15 労働時間制度別、適用している評価制度
（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=1614）

専門業務型裁量制適用者 企画業務型裁量制適用者
フレックスタイム制適用者 管理監督者
その他の労働時間制で働く労働者

57.5%

40.1%

2.4%

図表3－16 特別手当の有無 専門業務型・企画業務型
（厚労省抽出分 ％ n=1534）

ある ない 不明
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 多くの場合、1 ヶ月単位で支払われる特別手当額の設定基準は、複数回答で、「通常の所定
労働時間を超える残業代相当分」が圧倒的に多く 75.7%であり、次いで、「業務遂行の結果
や成果」が 25.3%などとなっている（図表 3－19）。 

 

96.7%

1.7%
1.6%

図表3－17 特別手当の期間 専門業務型・企画業務型
（厚労省抽出分 ％ n=882）

月単位 年単位 不明

90.2%

0.2%

4.3%

5.3%

図表3－18 特別手当の期間 専門業務型・企画業務型
（厚労省抽出分 ％ n=853）

1ヶ月 3ヶ月ないし4ヵ月 6ヶ月 不明

75.7%

10.4%

25.3%

11.1%

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

通常の所定労働時間を超える残業代相当分

業務遂行の能力や態度

業務遂行の結果や成果

その他

不明

図表3－19 特別手当の金額設定基準 専門業務型・企画業務型
（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=882）
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 実際の特別手当の額は、専門業務型では、「1 万円以上 5 万円未満」が最も多く 18.7%、次
いで「5 万円以上 6 万円未満」が 15.8%、「10 万円以上」が 11.7%などとなっている。企画
業務型では、「不明」割合が高いが、最も高いのは「10 万円以上」の 18.9%、次いで、「5 万
円以上 6 万円未満」が 9.9%、「1 万円以上 5 万円未満」が 8.9%などとなっている（図表 3－
20）。 

 

 なお、平均額は、専門業務型で 64,600 円、企画業務型で 78,300 円となっており（厚労省
抽出分基本クロス集計表、問 13 付問 2 参照）、また、中央値では、専門業務型で 58,000 円、
企画業務型では 78,000 円となっていた。 

 

８．健康・福祉確保措置（問 15） 

 実施することとなっている健康・福祉確保措置について見ると、裁量労働制が適用されて
いる場合でも、その他の労働者でも、概ね傾向は変わらない。 

最も割合が高いのは、いずれの場合でも、「産業医等による助言・指導または保健指導」
であり（専門業務型：68.5%、企画業務型：51.4%、その他の労働者：66.7%）、次いで、「心
と体の健康相談窓口を設置する」（専門業務型：63.6%、企画業務型：46.5%、その他の労働
者：62.5%）となっている。そして三番目に割合が高いのは、専門業務型とその他の労働者
では、「年次有給休暇の連続取得を含む休暇取得促進措置」（専門業務型：46.4%、その他の
労働者：47.5%）、四番目に、「一定時間以上の勤務や休日労働に対する代償休日」（専門業務
型：43.0%、その他の労働者：46.5%）となっているが、企画業務型では、三番目に、「一定
時間以上の勤務や休日労働に対する健康相談の実施」で 37.2%、四番目に、「年次有給休暇
の連続取得を含む休暇取得促進措置」で 36.6%などとなっている（図表 3－21）。 

 

1.8%

0.4%

18.7%

8.9%

15.8%

9.9%

7.4%

2.3%

7.7%

4.7%

4.5%

3.2%

3.7%

3.4%

11.7%

18.9%

28.6%

48.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

専門業務型（n=758）

企画業務型（n=729）

図表3－20 特別手当の金額 専門業務型・企画業務型
（厚労省抽出分 ％）

1万円未満 1万円以上5万円未満 5万円以上6万円未満
6万円以上7万円未満 7万円以上8万円未満 8万円以上9万円未満
9万円以上10万円未満 10万円以上 不明
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 また、実際に実施した健康・福祉確保措置について見ても、ほぼ同様の傾向にあり、かつ、
裁量労働制の適用いかんにかかわらず、割合の高い順に、「産業医等による助言・指導または
保健指導」（専門業務型：55.7%、企画業務型：41.8%、その他の労働者：55.7%）、「心と体
の健康相談窓口を設置する」（専門業務型：54.6%、企画業務型：41.1%、その他の労働者：
55.3%）、「年次有給休暇の連続取得を含む休暇取得促進措置」（専門業務型：42.7%、企画業
務型：35.2%、その他の労働者：44.5%）、「一定時間以上の勤務や休日労働に対する代償休
日」（専門業務型：39.6%、企画業務型：30.5%、その他の労働者：43.4%）、「一定時間以上
の勤務や休日労働に対する健康相談の実施」（専門業務型：25.5%、企画業務型：30.4%、そ
の他の労働者：29.3%）などとなっている（図表 3－22）。なお、労働者調査結果を見ると、
労働者の要望としては、連続休暇や特別休暇の付与、取得促進が高い割合で回答されている7。 

 

                                                 

 
7
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－19 参照。 

14.2%

9.0%

43.0%

46.4%

63.6%

12.9%

35.5%

32.2%

23.8%

68.5%

13.0%

10.1%

5.4%

33.2%

36.6%

46.5%

7.4%

37.2%

28.0%

16.0%

51.4%

43.4%

15.6%

7.4%

46.5%

47.5%

62.5%

7.8%

36.5%

27.6%

11.5%

66.7%

17.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

定期的に特別な休暇を付与する

一定時間以上の勤務や休日労働に対する特別休暇

一定時間以上の勤務や休日労働に対する代償休日

年次有給休暇の連続取得を含む休暇取得促進措置

心と体の健康相談窓口を設置する

定期健康診断以外に一定期間ごとの健康診断の実施

一定時間以上の勤務や休日労働に対する健康診断の実施

労働者の希望に応じ臨時診断を実施

裁量労働制が適用されない部署への配置転換

産業医等による助言・指導または保健指導

不明

図表3－21 健康・福祉確保措置 実施することになっているもの
（厚労省抽出分 複数回答 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128） その他の労働者（n=1534）

－ 22 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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９．苦情処理措置（問 16） 

 事業場が設けている苦情処理措置の内容は、専門業務型、企画業務型、その他の労働者、
それぞれで、企画業務型についての「不明」回答割合を考慮すると、大きな相違はないよう
である。強いて言えば、企画業務型については、専門業務型やその他の労働者と比べて、「労
使委員会に相談窓口を設置」と「労働組合が相談窓口を設置」の割合がやや高く、一方で、
「苦情処理を行う独自の委員会を会社組織内に設置」と「相談窓口を会社の組織以外に設置」
がやや低い割合に、また、「人事担当部署等に独自の相談窓口を設置」と「上司への申し出」
が低い割合となっている（図表 3－23）。なお、労働者調査結果を見ると、専門業務型、企画
業務型ともに、苦情を申し出たことはなく、また、会社の苦情処理体制・対応は十分と感じ
ている割合が高いものの、不十分と感じている少数の回答を見ると、「どこの誰に相談すれば
よいのか明確でない」の割合が最も高くなっている8。 

 

                                                 

 
8
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－20～22 参照。 

13.4%

7.1%

39.6%

42.7%

54.6%

10.7%

25.5%

18.3%

13.2%

55.7%

20.4%

9.2%

4.3%

30.5%

35.2%

41.1%

6.5%

30.4%

19.1%

7.7%

41.8%

47.6%

14.9%

6.1%

43.4%

44.5%

55.3%

6.4%

29.3%

19.2%

7.2%

55.7%

23.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

定期的に特別な休暇を付与する

一定時間以上の勤務や休日労働に対する特別休暇

一定時間以上の勤務や休日労働に対する代償休日

年次有給休暇の連続取得を含む休暇取得促進措置

心と体の健康相談窓口を設置する

定期健康診断以外に一定期間ごとの健康診断の実施

一定時間以上の勤務や休日労働に対する健康診断の実施

労働者の希望に応じ臨時診断を実施

裁量労働制が適用されない部署への配置転換

産業医等による助言・指導または保健指導

不明

図表3－22 健康・福祉確保措置 実際に実施したもの
（厚労省抽出分 複数回答 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128） その他の労働者（n=1534）

－ 22 － － 23 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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10．導入の効果（問 19） 

 裁量制導入の効果としては、複数回答で、「効率よく仕事を進めるように従業員の意識が変
わった」が最も割合が高く 57.6%、次いで、「従業員のモチベーションが向上した」が 27.8%、
「労働時間短縮につながった」が 19.5%、「人件費の抑制につながった」が 18.8%、「多様な
人材の活用につながった」が 15.5%などとなっている。なお、13.8%が「特に効果として感
じていることはない」と回答している（図表 3－24）。 

 

17.1%

15.2%

18.4%

57.4%

13.4%

47.8%

4.5%

11.8%

23.1%

9.9%

26.7%

43.2%

9.5%

31.9%

1.1%

42.7%

15.0%

13.6%

23.1%

55.2%

13.2%

48.9%

3.5%

17.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

労使委員会に相談窓口を設置

苦情処理を行う独自の委員会を会社組織内に設置

労働組合が相談窓口を設置

人事担当部署等に独自の相談窓口を設置

相談窓口を会社の組織以外に設置

上司への申し出

その他

不明

図表3－23 苦情処理措置（厚労省抽出分 複数回答 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128） その他の労働者（n=1534）

27.8%

57.6%

5.6%

19.5%

18.8%

10.1%

15.5%

3.5%

13.8%

4.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

従業員のモチベーションが向上した

効率よく仕事を進めるように従業員の意識が変わった

従業員の間での競争意識が高まった

労働時間短縮につながった

人件費の抑制につながった

企業業績の向上につながった

多様な人材の活用につながった

その他

特に効果として感じていることはない

不明

図表3－24 裁量労働制導入の効果
（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=1534）

－ 24 －
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11．運用及び今後の課題（問 20、問 17、問 18） 

 裁量労働制の運用や今後の課題について尋ねたところ、「今のままでよい」が 72.0%と非
常に高い割合を示している。一方で、「変更すべき」との回答も 25.9%みられる（図表 3－25）。
こうした傾向は、労働者調査結果でも同様である9。 

 

 

 「変更すべき」と回答した事業場のうち、どのように変更すべきかを尋ねたところ、複数
回答で、「一定以上の年収の確保で労働時間規制を適用除外すべき」との回答割合が最も高く
48.9%、次いで、1 日ではなく、「1 週間や 1 ヵ月のみなし労働時間を認めるべき」が 29.5%、
「深夜労働に関する規制を適用除外すべき」が 25.4%、「休日労働に関する規制を適用除外
すべき」が 24.4%、などとなっている（図表 3－26）。なお、労働者調査結果を見ても、「一
定以上の高い年収が確保されるなら規制を適用除外」との回答割合が最も高い点、また、1

日ではなく、「1 週や 1 月のみなし労働時間を認めてもよい」との回答割合が比較的高い点で
同様である。ただし、労働者調査結果のうち、企画業務型については、「一定日数の休日・休
暇が確保されるなら規制を適用除外」との回答が 2 番目に高い割合となっている点で異なって
いる10。 

                                                 

 
9
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－31 参照。 

10
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－32 参照。 

72.0%

25.9%

2.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

今のままでよい

変更すべき

不明

図表3－25 今後の裁量労働制について
（厚労省抽出分 ％ n=1534）

－ 24 － － 25 －
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 また、対象業務の範囲の広さについての意見を尋ねてみたところ、専門業務型、企画業務
型ともに、「現行制度のままでよい」が最も高い割合で、それぞれ、67.9%、40.8%となって
いるが、「不明」回答を除き、「狭い」と回答した割合も、専門業務型では 17.0%、企画業務
型では 21.6%みられる（図表 3－27）。なお、労働者調査結果を見ると、「現行制度でよい」
との回答が最も割合が高い点では同じだが、2 番目に「範囲が不明確」の回答割合が高くな
っており、事業場調査結果で 2 番目に高い割合となっている「狭い」という回答とは傾向が
異なっている11。 

                                                 

11
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－27 参照。 

29.5%

20.2%

48.9%

25.4%

24.4%

3.0%

19.6%

9.3%

1.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

１週間や１ヶ月のみなし労働時間を認めるべき
労働時間等に関する規制をすべて適用除外すべき

一定以上の年収の確保で労働時間規制を適用除外すべき
深夜労働に関する規制を適用除外すべき

休日に関する規制を適用除外すべき
年次有給休暇に関する規定を適用除外すべき

休日が確保されるなら、労働時間規制を適用除外すべき
その他
不明

図表3－26 今後の裁量労働制について変更すべき事項
（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=397）

17.0%

67.9%

1.3%

4.4%

9.4%

21.6%

40.8%

1.4%

3.4%

32.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

狭い

現行制度のままでよい

広い

範囲が不明確

不明

図表3－27 裁量労働制の対象業務の範囲の広さ
（厚労省抽出分 ％）

専門業務型（n=1385） 企画業務型（n=1128）

－ 26 －
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 そして、「狭い」と回答した事業場に対して、どのようにすべきかを複数回答で尋ねたとこ
ろ、専門業務型については、「広く対象業務として認めるべき」12が最も高い割合で 82.2%、
次いで、「労使に委ねるべき」が 48.7%などとなっている（図表 3－28）。こうした傾向は、
労働者調査結果においても同様である13。 

 

 

 

 また、企画業務型については、「労使委員会で合意できれば対象業務として認めるべき」14

が最も高い割合で 72.5%、次いで、「対象業務の要件を拡大すべき」15が 59.4%、「「主として」
従事していればよいこととすべき」16が 31.1%などとなっている（図表 3－29）。なお、労働
者調査結果では、回答割合（複数回答）の高い順に、「対象業務の限定は不要である」、「対象
業務の範囲は労使に委ねるべき」、「使用者が具体的な指示をしない業務は対象とすべき」な
どとなっており、回答傾向が事業場調査結果とはやや異なっている17。 

 

                                                 

12
 調査票では、この選択肢は、「業務遂行の手段や時間配分について使用者が具体的な指示をすることが困難で
あるものについては広く対象業務として認めるべき」である。 

13
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－28 参照。 

14
 調査票では、この選択肢は、「法令上限定された業務でなくても、労使委員会で労使が合意できれば、対象業
務として認めるべき」である。 

15
 調査票では、この選択肢は、「現在、事業運営についての企画・立案・調査・分析に限られている対象業務の
要件を拡大すべき」 

16
 調査票では、この選択肢は、「現在、対象業務に「常態として」従事すべきこととなっている対象労働者につ
いて、「主として」従事していればよいこととすべき」である。 

17
 「労働者調査結果」第 4 章図表 4－29 参照。なお、事業場票の問 17 付問 1-2 と労働者票の Q30 付問 2(1)と
では選択肢が同一ではなく、比較には慎重を要する。 

82.2%

48.7%

10.2%

6.8%

2.5%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

広く対象業務として認めるべき

労使に委ねるべき

一定以上の年収という要件に変えるべき

他にも対象とすべき業務がある

その他

不明

図表3－28 対象業務の範囲 専門業務型
（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=236）

－ 26 － － 27 －
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 さらに、法令上定められている諸手続に係る意見について尋ねたところ、専門業務型につ
いては、「現行制度でよい」が最も高い割合の 74.0%を示しているものの、「有用でない手続
があり、煩雑である」との回答も 13.7%あった（図表 3－30）。 

 

 

 

 企画業務型については、「不明」回答が多い点で専門業務型の回答とは異なるものの、ほぼ
同様の傾向で、「現行制度でよい」が 38.2%と比較的高く、次いで、「有用でない手続があり、
煩雑である」が 28.9%となっている（図表 3－31）。 

59.4%

72.5%

18.9%

31.1%

0.4%

6.1%

2.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

対象業務の要件を拡大すべき

労使委員会で合意できれば対象業務として認めるべき

一定以上の年収を条件に対象業務として認めるべき

「主として」従事していればよいこととすべき

他にも対象とすべき業務がある

その他

不明

図表3－29 対象業務の範囲 企画業務型
（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=244）

13.7%

74.0%

0.9%

11.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

有用でない手続があり、煩雑である

現行制度でよい

より厳格にすべきである

不明

図表3－30 法令上の手続についての考え 専門業務型
（厚労省抽出分 ％ n=1385）
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 具体的にどのような手続が有用でなく煩雑かを選択肢 3 つまで回答する形で尋ねてみたと
ころ、専門業務型では、「労使協定の労働基準監督署長への届出」が最も高い割合で 82.6%、
次いで、「労使協定の締結」が 48.4%、などとなっている（図表 3－32）。 

 企画業務型については、「報告の作成および労働基準監督署長への届出」が最も高い割合で
68.7%、次いで、「決議届の作成および労働基準監督署長への届出」が 52.1%、「個別労働者
からの同意」が 35.9%、「労使委員会の設置」が 29.4%、などとなっている（図表 3－33）。 

 

 

 

28.9%

38.2%

0.5%

32.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

有用でない手続があり、煩雑である

現行制度でよい

より厳格にすべきである

不明

図表3－31 法令上の手続についての考え 企画業務型
（厚労省抽出分 ％ n=1128）

48.4%

82.6%

27.4%

23.7%

2.1%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

労使協定の締結

労使協定の労働基準監督署長への届出

健康福祉確保措置

苦情処理措置

その他

不明

図表3－32 法令上の煩雑な手続 専門業務型
（厚労省抽出分 回答は3つまで ％ n=190）
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 法令上さまざまな手続が課されている企画業務型について、特に「決議届の作成および労
働基準監督署長への届出」または／および「報告の作成および労働基準監督署長への届出」
の選択肢を回答した事業場に対して、どのように制度を変えるべきと考えるか、複数回答で
意見を聴いたところ、前者の選択肢については、「本社で一括届出できるようにする」が最も
高い割合で 60.6%、次いで「決議の届出を廃止する」が 34.1%、「届出を 1 年に 1 回に緩和
する」が 10.0%となっている（図表 3－34）。後者の選択肢については、「報告の届出を廃止
する」が最も高く 50.0%、次いで「本社で一括届出できるようにする」が 42.0%、「届出を 1

年に 1 回に緩和する」が 29.0%となっている（図表 3－35）。 

 

 

1.2%

3.7%

29.4%

19.6%

6.7%

9.2%

7.1%

35.9%

52.1%

68.7%

1.5%

1.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

健康福祉確保措置
苦情処理措置

労使委員会の設置
労働側委員の指名のための代表者選出

労使委員会の運営規定の策定
労使委員会の議事録の作成

決議事項の委員の５分の４以上による合意
個別労働者からの同意

決議届の作成および労働基準監督署長への届出
報告の作成および労働基準監督署長への届出

その他
不明

図表3－33 法令上の煩雑な手続 企画業務型
（厚労省抽出分 回答は3つまで ％ n=326）

34.1%

10.0%

60.6%

0.0%

2.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

決議の届出を廃止する

届出を１年に１回に緩和する

本社で一括届出できるようにする

その他

不明

図表3－34 決議届の作成及び届出の現制度の変更について
（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=170）
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12．未導入の理由（問 8 付問 1） 

 本章の最後に、事業所 DB 抽出分から、回答事業場が裁量労働制を導入していない理由を
見てみる（事業場票の問 8 で、裁量労働制を導入していないが裁量労働制について「知って
いる」と回答した事業場に対する付問）。 

 複数回答で最も高い割合が、「対象となりうる業務がない」の 63.7%である。この回答割
合よりは相当低いが、次いで、「対象業務に常態として従事している労働者がいない」で 15.7%、
「法的効果、メリットが少ない」で 12.1%、「法令上の要件が煩雑」で 10.0%などとなって
いる（図表 3－36）。 

 

50.0%

29.0%

42.0%

0.4%

1.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

報告の届出を廃止する

届出を１年に１回に緩和する

本社で一括届出できるようにする

その他

不明

図表3－35 報告の作成及び届出の現制度の変更について
（厚労省抽出分 複数回答 ％ n=224）

63.7%

15.7%

8.6%

10.0%

6.7%

9.2%

12.1%

6.1%

2.1%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

対象となりうる業務がない

対象業務に常態として従事している労働者がいない

労働者から反対がある

法令上の要件が煩雑

手続きが煩雑

フレックスタイム制を活用している

法的効果、メリットが少ない

その他

わからない

不明

図表3－36 裁量労働制を導入していない理由
（事業所DB抽出分 複数回答 ％ n=1221）
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第４章 フレックスタイム制 
 

 本章では、フレックスタイム制の導入事業場の傾向について、事業所 DB 抽出分の集計結
果を示す。 

 

１．コアタイムの有無（問 5－4）、清算期間（問 5 付問 1－1） 

 

図表 4－1 コアタイムの有無（n=524） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 まず、フレックスタイム制を導入している事業場に対してコアタイムを設定しているかど
うかたずねたところ、68.6％が「あり」、19.8％が「なし」と回答している（図表 4－1）。 

 また、フレックスタイム制の清算期間については 86.2％が「１ヶ月」であり、それ以外の
回答はほとんどない（図表 4－2）。 

 

図表 4－2 フレックスタイム制の清算期間（n=524） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．実労働時間の把握方法（問 2） 

 フレックスタイム制の適用者に対する実労働時間の把握方法は、「該当者はいない」（78.5％）
を除いて最も割合が高いのが「タイムカード・IC カード」の 8.9％であり、次いで「自己申
告制」の 6.6％、「PC のログイン・ログアウト」の 2.5％などとなっている（図表 4－3）。 

あり
68.6%

なし
19.8%

不明
11.6%

１週間
1.7%

１週間超
２週間以内

0.4%

２週間超
３週間以内

0.0%

３週間超
４週間以内

0.2%

１ヶ月
86.2%

不明
11.5%
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図表 4－3 実労働時間の把握方法 
（フレックスタイム制適用者，n=524） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．評価制度（問 7） 

 フレックスタイム制の適用者に対する評価制度は、「該当者はいない」（78.4％）を除くと
「職務遂行能力による評価」の割合が 15.0％で最も高く、次いで高いのは「仕事の成果によ
る評価」の 13.2％である。その他には、「年齢・勤続年数による評価」が 6.8％、「仕事の種
類や性質による評価」が 6.5％となっている（図表 4－4）。 

 

図表 4－4 適用している評価制度 
（フレックスタイム制適用者）（複数回答 n=2428） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．不便、課題（問 5 付問 1－2～1－4） 

 フレックスタイム制を導入している事業場に対して「フレックスタイム制を運用するうえ
で不便を感じたことがありますか」とたずねたところ、「ある」と回答したのは 51.3％で、「な
い」は 39.3％であった（図表 4－5）。 

 

タイムカード・
ＩＣカード

8.9%

ＰＣのログイン・
ログアウト

2.5%

自己申告制
6.6% 管理監督者

の承認
0.6%

予め一定時間数
を決めている

0.3%

把握していない
0.0%

該当者はいない
78.5%

不明
2.6%

6.8%

15.0%

6.5%

13.2%

0.3%

78.4%

2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

年齢・勤続年数による評価

職務遂行能力による評価

仕事の種類や性質による評価

仕事の成果による評価

その他

該当者はいない

不明
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図表 4－5 フレックスタイム制の不便（n=524） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、フレックスタイム制の運用に関して不便を感じたことが「ある」と回答した事業場
に対してその理由をたずねたが、「清算期間が短い」の割合が最も高く、92.6％と、該当する
事業場のほとんどが選択している（図表 4－6）。その他の理由では、「複数月をまたいだ清算
ができない」が 13.8％、「その他」が 10.4％などとなっている。 

 

図表 4－6 フレックスタイム制の不便の理由 
（複数回答 n=269） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、労働者調査結果では、フレックスタイム制適用者のうち、現行のフレックスタイム
制について「見直すべき」と考えている回答者は 15.2％であり18、見直すべき点については
「コアタイムをなくすべき」（40.0％）の割合が最も高く、その他は、「清算期間を長くすべ
き」（19.5％）、「コアタイムを短くすべき」（15.7％）、「出退勤管理を緩やかにすべき」（14.6％）
の順となっている19。      

                                                 

18
 「労働者調査結果」第 3 章図表 3-10 参照 

19
 「労働者調査結果」第 3 章図表 3-11 参照。 

ある
51.3%

ない
39.3%

不明
9.4%

5.9%

5.6%

13.8%

92.6%

4.8%

10.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

週休２日の場合に法定労働
時間枠を超える月がある

週休２日の場合に最終週の
労働時間が制限される月あり

複数月をまたいだ清算ができない

清算期間が短い

法令に定められた手続、
就業規則の変更・届出が煩雑

その他
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図表 4－7 最良な清算期間（n=249） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 フレックスタイム制で不便を感じた理由として「清算期間が短い」と回答した事業場に対
して、具体的にどの程度の期間が良いと思うかをたずねた結果が図表 4－7 である。94.8％
が不明であり、具体的な清算期間としては、「労使で自由に決定できるようにする」が 2.4％、
「1 年程度」が 1.6％などとなっている。 

 さらに、フレックスタイム制を導入している事業場に対してフレックスタイム制の問題点
についてもたずねている。その中で「特に問題はない」の割合が 39.9％で最も高かったが、
問題点の中で最も割合が高いのは「従業員の時間意識がルーズになる」の 29.4％であり、次
いで高いのが「人事担当における時間管理が煩雑になる」の 19.3％、「社内のコミュニケー
ションに支障が出る」の 17.6％などとなっている（図表 4－8）。 

 

図表 4－8 フレックスタイム制の問題点（複数回答 n=524） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

労使で自由に決
定できるようにす

る
2.4%

１年程度
1.6%

６ヶ月程度
0.0%

３ヶ月程度
0.8%

１ヶ月以上３ヶ月
未満
0.4%

不明
94.8%

29.4%

19.3%

3.4%

17.6%

9.4%

5.7%

4.0%

2.9%

39.9%

12.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

従業員の時間意識がルーズになる

人事担当における時間管理が煩雑になる

業務遂行の効率性、生産性が低下する

社内のコミュニケーションに支障が出る

取引先・顧客に迷惑をかけてしまう

清算期間中の特定期間に
始業・就業時間を固定できない

清算期間が限定される

その他

特に問題はない

不明
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５．導入していない理由（問 5 付問 2） 

 フレックスタイム制を導入していない事業場のその理由については、最も割合が高いのが
「適した業務・職種がなく、必要性がない」の 67.8％である（図表 4－9）。その他の理由と
しては、「取引先・顧客に迷惑をかけるおそれがある」が 20.7％、「業務遂行の効率性、生産
性が低下するおそれがある」が 20.1％、「従業員の時間意識がルーズになるおそれがある」
が 16.0％などとなっている。 

 

 

 
 

 

67.8%

20.1%

16.0%

12.5%

20.7%

12.9%

4.3%

3.7%

2.1%

11.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

適した業務・職種がなく、必要性がない

業務遂行の効率性、生産性が低下するおそれがある

従業員の時間意識がルーズになるおそれがある

人事担当における時間管理が煩雑になるおそれがある

取引先・顧客に迷惑をかけるおそれがある

社内のコミュニケーションに支障が出るおそれがある

法令に定められた手続き、就業規則の変更・届出が煩雑

その他

わからない

不明

図表4－9 フレックスタイム制を導入しない理由
（複数回答 n=1891）
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付属資料 
 

１．単純集計結果（厚労省抽出分） 

２．基本クロス集計結果（厚労省抽出分） 

３．単純集計結果（事業所 DB 抽出分） 

４．基本クロス集計結果（事業所 DB 抽出分） 

５．アンケート調査票（事業場用調査票） 

 

統計利用上の注意 
 

 Ⅰ 単純集計結果 

  １．上段には度数（n）を、下段には構成比（％）を示している。 

  ２．構成比は（％）は、小数点第 2 位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100％に
ならない場合がある。また、複数回答項目の構成比は、内訳の合計が 100％になら
ない。 

  ３．数値回答については、基本的に、右端上段に平均値を掲げている。 

  ４．裁量労働制対象業務に係る設問（事業場調査票の問 9、問 14）について、当該業務
があるとする事業場の回答がなかった業務については、集計表を掲げていない。 

 

 Ⅱ 基本クロス集計結果 

  １．集計結果の合計には、規模・業種等が不明な回答を含む。 

  ２．表頭には回答選択肢またはカテゴリーを、表側には基本属性を示している。 

  ３．表側右方には基本属性ごとの度数（n）を、表中には構成比（％）を示している。 

  ４．構成比は（％）は、小数点第 2 位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100％に
ならない場合がある。また、複数回答項目の構成比は、内訳の合計が 100％になら
ない。なお、「－」は、非該当、無回答または 0.1％未満を示している。 

  ５．数値回答については、基本的に、右側に平均値および標本標準偏差を示している。
平均値と標本標準偏差の集計では、無回答を除外し算出している。 

  ６．裁量労働制対象業務に係る設問（事業場調査票の問 9、問 14）について、当該業務
があるとする事業場の回答がなかった業務については、集計表を掲げていない。 
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１．単純集計結果（厚労省抽出分） 
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Ｆ１－１　従業員数  正社員

ｎ=
３０人未

満
３０～９９

人
１００～２
９９人

３００～４
９９人

５００～９
９９人

１０００人
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1614 412 495 323 96 116 119 53 327.5

100 25.5 30.7 20.0 5.9 7.2 7.4 3.3

 
Ｆ１－１　従業員数  非正社員

ｎ=
３０人未

満
３０～９９

人
１００～２
９９人

３００～４
９９人

５００～９
９９人

１０００人
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1614 1,049 229 120 35 42 37 102 109.9

100 65.0 14.2 7.4 2.2 2.6 2.3 6.3

 
Ｆ１－１　従業員数  合計

ｎ=
３０人未

満
３０～９９

人
１００～２
９９人

３００～４
９９人

５００～９
９９人

１０００人
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1614 319 492 353 104 124 158 64 434.4

100 19.8 30.5 21.9 6.4 7.7 9.8 4.0

 
Ｆ１－２　正社員の平均勤続年数

ｎ=
１年未満

１年以上
～５年未

満

５年以上
～１０年
未満

１０年以
上～１５
年未満

１５年以
上～２０
年未満

２０年以
上～３０
年未満

３０年以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1614 1 135 322 392 470 145 25 124 13.1

100 0.1 8.4 20.0 24.3 29.1 9.0 1.5 7.7

 
Ｆ２　管理監督者の職位

ｎ=

支社長・
事業部
長・工場
長クラス

部長クラ
ス

部次長ク
ラス

課長クラ
ス

課長代理
クラス その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 213 226 97 867 118 52 41

100 13.2 14.0 6.0 53.7 7.3 3.2 2.5

 
Ｆ３　事業の種類

ｎ=

林業
鉱業、採
石業、砂
利採取業

建設業 製造業
電気・ガ
ス・熱供
給・水道

業

情報通信
業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

不動産
業、物品
賃貸業

学術研
究、専門・
技術サー
ビス業

宿泊業、
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業、娯楽

業

教育、学
習支援

医療、福
祉

複合サー
ビス業（郵
便局、農
業組合
等）

その他
サービス
業（他に
分類され
ないもの）

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 0 1 27 480 2 353 5 55 75 21 257 2 8 140 6 0 164 8 10

100 0.0 0.1 1.7 29.7 0.1 21.9 0.3 3.4 4.6 1.3 15.9 0.1 0.5 8.7 0.4 0.0 10.2 0.5 0.6

 
Ｆ４　事業場の種類

ｎ=
本社、本

店
支社、支

店 営業所 研究所 その他 不明
 上段：度数
 下段：%

1614 780 459 75 118 178 4

100 48.3 28.4 4.6 7.3 11.0 0.2

 
Ｆ５　過去３年間の業績の推移

ｎ=
上昇して
いる

ゆるやか
に上昇し
ている

横ばい
ゆるやか
に低下し
ている

低下して
いる その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 174 542 451 160 93 141 53

100 10.8 33.6 27.9 9.9 5.8 8.7 3.3

 
Ｆ６　労働組合の有無

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

1614 838 765 11

100 51.9 47.4 0.7

 
問１　１日の所定労働時間

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間
８時間超
～９時間
未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1614 0 2 1,072 531 2 3 4 7.7

100 0.0 0.1 66.4 32.9 0.1 0.2 0.2

 
問１　１週間の所定労働時間

ｎ=

２５時間
以上～３
０時間未

満

３０時間
以上～３
５時間未

満

３５時間
以上～４
０時間未

満
４０時間

４０時間
超～４５
時間未満

４５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1614 1 2 1,002 539 2 16 52 38.8

100 0.1 0.1 62.1 33.4 0.1 1.0 3.2
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問２　実労働時間の把握方法  専門業務型裁量労働制適用者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 456 106 586 27 51 17 229 142

100 28.3 6.6 36.3 1.7 3.2 1.1 14.2 8.8

 
問２　実労働時間の把握方法  企画業務型裁量労働制適用者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 260 132 257 7 8 0 486 464

100 16.1 8.2 15.9 0.4 0.5 0.0 30.1 28.7

 
問２　実労働時間の把握方法  フレックスタイム制適用者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 253 95 251 9 10 0 947 49

100 15.7 5.9 15.6 0.6 0.6 0.0 58.7 3.0

 
問２　実労働時間の把握方法  管理監督者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 554 182 619 38 65 68 34 54

100 34.3 11.3 38.4 2.4 4.0 4.2 2.1 3.3

 
問２　実労働時間の把握方法  その他の労働時間制で働く労働者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 507 124 475 80 60 0 235 133

100 31.4 7.7 29.4 5.0 3.7 0.0 14.6 8.2

 
問３　長時間労働削減策（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

文書の掲
示による
周知・啓
発、社内
放送によ
る注意喚

起

人事担当
者等によ
る直接の
声掛け

ノー残業
デーの設

定

強制消
灯、ＰＣの
一斉電源

オフ

残業をし
ている者
の上長に
対する注
意・助言

従業員ご
との業務
の内容・
配分の見

直し

部・課・係
の業務の
内容・配
分の見直

し

その他 特に行っ
ていない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 783 593 905 153 1,054 781 599 155 40 10

100 48.5 36.7 56.1 9.5 65.3 48.4 37.1 9.6 2.5 0.6

 
問４　全従業員一律の休憩時間

ｎ=
設定して
いる

設定して
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 1,117 495 2

100 69.2 30.7 0.1

 
問４付問１　異なる休憩時間の検討

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

1117 59 1,045 13

100 5.3 93.6 1.2

 
問４付問２　異なる休憩時間を設定していない理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

業務内容
は労働者
が一体に
なり行う
ので分割
付与は困

難

職場の一
体性を保
つため分
割付与は
適当でな

い

労働者や
労働組合
が一斉休
憩を希望
している

労働者や
労働組合
から分割
付与の希
望が特に

ない

分割付与
のための
労使協定
の締結が
困難

分割付与
のための
労使協定
の締結が
煩雑で時
間がかか

る

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

59 5 23 5 7 4 3 14 9

100 8.5 39.0 8.5 11.9 6.8 5.1 23.7 15.3
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問４付問３　全従業員一律でない休憩時間の付与方法（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

一定の
部・課ごと
にずらし
て付与し
ている

部課内の
一定の
係・職種
等ごとに
ずらして
付与して
いる

労働者の
自由裁量
に任せて

いる

上長の判
断に任せ
ている

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

495 140 139 217 44 54 9

100 28.3 28.1 43.8 8.9 10.9 1.8

 
問５　採用している労働時間制度

ｎ=

通常の労
働時間制

度
変形労働
時間制 交替制 フレックス

タイム制

事業場外
労働のみ
なし労働
時間制

専門業務
型裁量労
働制

企画業務
型裁量労
働制

不明

 上段：度数
 下段：%

1614 1,011 416 258 667 473 1,385 1,128 2

100 62.6 25.8 16.0 41.3 29.3 85.8 69.9 0.1

 
問５－２　変形労働時間制の単位となる期間

ｎ=
１ヶ月単

位 １年以内 その他 不明
 上段：度数
 下段：%

416 189 159 16 52

100 45.4 38.2 3.8 12.5

 
問５－４　コアタイムの有無

ｎ= あり なし 不明
 上段：度数
 下段：%

667 488 86 93

100 73.2 12.9 13.9

 
問５付問１－１　フレックスタイム制の清算期間

ｎ=
１週間

１週間超
２週間以

内

２週間超
３週間以

内

３週間超
４週間以

内
１ヶ月 不明

 上段：度数
 下段：%

667 5 3 0 1 637 21

100 0.7 0.4 0.0 0.1 95.5 3.1

 
問５付問１－２　フレックスタイム制の不便

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

667 301 350 16

100 45.1 52.5 2.4

問５付問１－３　フレックスタイム制の不便理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

週休２日
の場合に
法定労働
時間枠を
超える月
がある

週休２日
の場合に
最終週の
労働時間
が制限さ
れる月あ

り

複数月を
またいだ
清算がで
きない

清算期間
が短い

法令に定
められた
手続、就
業規則の
変更・届
出が煩雑

その他

 上段：度数
 下段：%

301 16 13 54 288 7 19

100 5.3 4.3 17.9 95.7 2.3 6.3

 
問５付問１－３付問　最良な清算期間

ｎ=

労使で自
由に決定
できるよう
にする

１年程度 ６ヶ月程
度

３ヶ月程
度

１ヶ月以
上３ヶ月
未満

不明

 上段：度数
 下段：%

288 8 1 0 7 22 250

100 2.8 0.3 0.0 2.4 7.6 86.8

 
問５付問１－４　フレックスタイム制の問題点（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

従業員の
時間意識
がルーズ
になる

人事担当
における
時間管理
が煩雑に

なる

業務遂行
の効率
性、生産
性が低下

する

社内のコ
ミュニ

ケーション
に支障が

出る

取引先・
顧客に迷
惑をかけ
てしまう

清算期間
中の特定
期間に始
業・就業
時間を固
定できな

い

清算期間
が限定さ
れる

その他 特に問題
はない 不明

 上段：度数
 下段：%

667 185 72 21 81 45 38 60 9 353 27

100 27.7 10.8 3.1 12.1 6.7 5.7 9.0 1.3 52.9 4.0

問５付問２　フレックスタイムを導入しない理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

適した業
務・職種
がなく、必
要性がな

い

業務遂行
の効率
性、生産
性が低下
するおそ
れがある

従業員の
時間意識
がルーズ
になるお
それがあ

る

人事担当
における
時間管理
が煩雑に
なるおそ
れがある

取引先・
顧客に迷
惑をかけ
るおそれ
がある

社内のコ
ミュニ

ケーション
に支障が
出るおそ
れがある

法令に定
められた
手続き、
就業規則
の変更・
届出が煩

雑

その他 わからな
い 不明

 上段：度数
 下段：%

945 469 217 259 153 276 218 27 69 40 98

100 49.6 23.0 27.4 16.2 29.2 23.1 2.9 7.3 4.2 10.4
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問６　今後の労働時間管理のあり方（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

現行制度
のままで
よい

変形労働
時間制度
の拡大

フレックス
タイム制
度の拡大

事業場外
労働のみ
なし制の
拡大

専門業務
型裁量労
働制の拡

大

企画業務
型裁量労
働制の拡

大

労働時間
規制が適
用されな
い新制度
の導入

その他 わからな
い 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 972 43 72 56 252 210 213 50 114 32

100 60.2 2.7 4.5 3.5 15.6 13.0 13.2 3.1 7.1 2.0

 
問７　適用している評価制度  専門業務型裁量労働制適用者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 340 866 525 1,005 37 229 148

100 21.1 53.7 32.5 62.3 2.3 14.2 9.2

 
問７　適用している評価制度  企画業務型裁量労働制適用者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 78 478 243 566 21 486 471

100 4.8 29.6 15.1 35.1 1.3 30.1 29.2

 
問７　適用している評価制度  フレックスタイム制適用者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 128 443 211 517 17 947 46

100 7.9 27.4 13.1 32.0 1.1 58.7 2.9

 
問７　適用している評価制度  管理監督者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 284 1,019 647 1,268 45 41 72

100 17.6 63.1 40.1 78.6 2.8 2.5 4.5

 
問７　適用している評価制度  その他の労働時間制で働く労働者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

1614 443 947 530 921 39 235 141

100 27.4 58.7 32.8 57.1 2.4 14.6 8.7

 
問８　裁量労働制度の認知

ｎ=
知ってい

る 知らない 不明
 上段：度数
 下段：%

78 54 13 11

100 69.2 16.7 14.1

 
問８付問１　裁量労働制を導入していない理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

対象とな
りうる業
務がない

対象業務
に常態と
して従事
している
労働者が
いない

労働者か
ら反対が

ある

法令上の
要件が煩

雑
手続きが
煩雑

フレックス
タイム制
を活用し
ている

法的効
果、メリッ
トが少な

い
その他 わからな

い 不明

 上段：度数
 下段：%

54 20 17 1 4 3 7 5 9 1 1

100 37.0 31.5 1.9 7.4 5.6 13.0 9.3 16.7 1.9 1.9

 
問８付問２　裁量労働制の煩雑な手続き（複数回答：○は３つまで）　専門業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成及び
労働基準
監督署長
への届出

報告の作
成及び労
働基準監
督署長へ
の届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

3 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

100 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7
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問８付問２　裁量労働制の最も煩雑な手続き　専門業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成及び
労働基準
監督署長
への届出

報告の作
成及び労
働基準監
督署長へ
の届出

その他

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問８付問２　裁量労働制の煩雑な手続き（複数回答：○は３つまで）　企画業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成及び
労働基準
監督署長
への届出

報告の作
成及び労
働基準監
督署長へ
の届出

その他

 上段：度数
 下段：%

3 0 0 1 0 2 2 2 0 0 3 0 0 0

100 0.0 0.0 33.3 0.0 66.7 66.7 66.7 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

 
問８付問２　裁量労働制の最も煩雑な手続き　企画業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成及び
労働基準
監督署長
への届出

報告の作
成及び労
働基準監
督署長へ
の届出

その他

 上段：度数
 下段：%

3 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0

100 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制対象業務　専門業務型

ｎ=

新商品・
新技術の
研究開発
業務

情報処理
システム
の分析、
設計の業

務

記事の取
材、編集
の業務

デザイ
ナーの業

務

プロ
デュー

サー、ディ
レクター
の業務

コピーライ
ターの業

務

システム
コンサル
タントの業

務

インテリア
コーディ
ネーター
の業務

ゲーム用
ソフトウェ
アの創作
の業務

証券アナ
リストの
業務

金融派生
商品等の
開発の業

務

大学にお
ける教授
研究の業

務

公認会計
士の業務

弁護士の
業務

建築士の
業務

不動産鑑
定士の業

務
弁理士の
業務

税理士の
業務

中小企業
診断士の
業務

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 539 497 91 173 143 42 119 21 32 6 4 176 2 10 41 0 18 2 2 151

100 38.9 35.9 6.6 12.5 10.3 3.0 8.6 1.5 2.3 0.4 0.3 12.7 0.1 0.7 3.0 0.0 1.3 0.1 0.1 10.9

 
問９（２）　裁量労働制対象業務　企画業務型

ｎ=

経営に関
する計画
を策定す
る業務

新たな社
内組織を
策定する
業務

新たな人
事制度を
策定する
業務

社員の教
育・研修
計画を策
定する業

務

財務に関
する計画
を策定す
る業務

広報を企
画・立案
する業務

全体的な
営業に関
する計画
を策定す
る業務

全社的な
生産計画
を策定す
る業務

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1128 318 180 260 207 253 142 373 253 173 487

100 28.2 16.0 23.0 18.4 22.4 12.6 33.1 22.4 15.3 43.2

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

539 73 54 51 34 28 23 27 14 20 36 115 64 5.1

100 13.5 10.0 9.5 6.3 5.2 4.3 5.0 2.6 3.7 6.7 21.3 11.9

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

497 86 55 23 30 31 26 24 13 26 22 90 71 4.8

100 17.3 11.1 4.6 6.0 6.2 5.2 4.8 2.6 5.2 4.4 18.1 14.3

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  記事の取材、編集の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

91 9 12 8 8 3 9 3 6 5 1 21 6 5.1

100 9.9 13.2 8.8 8.8 3.3 9.9 3.3 6.6 5.5 1.1 23.1 6.6

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  デザイナーの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

173 19 29 20 22 7 8 5 3 6 5 28 21 4.2

100 11.0 16.8 11.6 12.7 4.0 4.6 2.9 1.7 3.5 2.9 16.2 12.1
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問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

143 5 20 22 14 9 8 6 9 14 4 27 5 5.1

100 3.5 14.0 15.4 9.8 6.3 5.6 4.2 6.3 9.8 2.8 18.9 3.5

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  コピーライターの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

42 11 14 2 4 1 0 1 0 0 0 3 6 2.1

100 26.2 33.3 4.8 9.5 2.4 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 7.1 14.3

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  システムコンサルタントの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

119 8 19 8 2 5 4 5 3 1 5 14 45 4.5

100 6.7 16.0 6.7 1.7 4.2 3.4 4.2 2.5 0.8 4.2 11.8 37.8

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

21 5 2 1 0 1 0 0 0 0 0 10 2 5.8

100 23.8 9.5 4.8 0.0 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 47.6 9.5

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

32 0 1 3 2 0 4 1 2 3 7 6 3 6.9

100 0.0 3.1 9.4 6.3 0.0 12.5 3.1 6.3 9.4 21.9 18.8 9.4

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  証券アナリストの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

6 1 2 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 3.1

100 16.7 33.3 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 16.7

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  金融派生商品等の開発の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 7.3

100 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 50.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  大学における教授研究の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

176 2 6 8 6 14 11 16 6 5 16 79 7 7.6

100 1.1 3.4 4.5 3.4 8.0 6.3 9.1 3.4 2.8 9.1 44.9 4.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  公認会計士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 3.7

100 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  弁護士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 9 10.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 90.0

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  建築士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

41 1 0 1 4 3 4 3 1 3 3 16 2 7.3

100 2.4 0.0 2.4 9.8 7.3 9.8 7.3 2.4 7.3 7.3 39.0 4.9
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問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  弁理士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

18 1 0 1 1 0 2 0 1 0 1 2 9 5.7

100 5.6 0.0 5.6 5.6 0.0 11.1 0.0 5.6 0.0 5.6 11.1 50.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  税理士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 8.5

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  中小企業診断士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.5

100 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  事業場全体

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1385 116 102 90 107 121 67 77 49 56 76 201 323 5.2

100 8.4 7.4 6.5 7.7 8.7 4.8 5.6 3.5 4.0 5.5 14.5 23.3

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

318 109 38 23 19 10 12 6 4 4 0 15 78 2.2

100 34.3 11.9 7.2 6.0 3.1 3.8 1.9 1.3 1.3 0.0 4.7 24.5

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

180 62 29 19 7 1 6 4 2 3 1 8 38 2.1

100 34.4 16.1 10.6 3.9 0.6 3.3 2.2 1.1 1.7 0.6 4.4 21.1

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

260 109 37 29 15 3 11 0 1 4 0 9 42 1.7

100 41.9 14.2 11.2 5.8 1.2 4.2 0.0 0.4 1.5 0.0 3.5 16.2

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  社員の教育・研修計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

207 83 34 16 8 5 6 0 1 2 1 12 39 1.9

100 40.1 16.4 7.7 3.9 2.4 2.9 0.0 0.5 1.0 0.5 5.8 18.8

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

253 91 32 23 21 5 14 6 1 2 1 9 48 2.0

100 36.0 12.6 9.1 8.3 2.0 5.5 2.4 0.4 0.8 0.4 3.6 19.0

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  広報を企画・立案する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

142 65 15 10 7 2 4 0 0 1 1 7 30 1.7

100 45.8 10.6 7.0 4.9 1.4 2.8 0.0 0.0 0.7 0.7 4.9 21.1
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問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

373 79 48 41 27 14 19 13 3 9 3 46 71 3.5

100 21.2 12.9 11.0 7.2 3.8 5.1 3.5 0.8 2.4 0.8 12.3 19.0

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

253 78 41 22 17 10 12 5 2 6 3 14 43 2.5

100 30.8 16.2 8.7 6.7 4.0 4.7 2.0 0.8 2.4 1.2 5.5 17.0

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  その他

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

173 30 22 14 19 5 7 10 6 3 0 40 17 4.5

100 17.3 12.7 8.1 11.0 2.9 4.0 5.8 3.5 1.7 0.0 23.1 9.8

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  事業場全体

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1128 188 141 64 42 17 10 4 3 7 3 102 547 3.0

100 16.7 12.5 5.7 3.7 1.5 0.9 0.4 0.3 0.6 0.3 9.0 48.5

 
問１０（１）　裁量労働制導入のきっかけ  専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

成果主
義・業績
評価制度
導入の一
貫として

労働者の
創造力を
高め、能
力発揮を
促す

残業代を
削減する

長時間労
働を削減

する

労働者の
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスを推
進する

従業員の
意識改革
を行う

仕事の成
果で評価
してほし
いと要望
が労働者
からあっ

た

労働時間
管理に対
する労働
者の不満
が多かっ

た

同業他社
が導入し
ているた

め
その他 わからな

い 不明

 上段：度数
 下段：%

1385 593 894 176 363 444 392 124 52 90 105 33 145

100 42.8 64.5 12.7 26.2 32.1 28.3 9.0 3.8 6.5 7.6 2.4 10.5

 
問１０（１）　裁量労働制導入のきっかけ  企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

成果主
義・業績
評価制度
導入の一
貫として

労働者の
創造力を
高め、能
力発揮を
促す

残業代を
削減する

長時間労
働を削減

する

労働者の
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスを推
進する

従業員の
意識改革
を行う

仕事の成
果で評価
してほし
いと要望
が労働者
からあっ

た

労働時間
管理に対
する労働
者の不満
が多かっ

た

同業他社
が導入し
ているた

め
その他 わからな

い 不明

 上段：度数
 下段：%

1128 414 539 36 164 328 318 64 10 16 25 11 480

100 36.7 47.8 3.2 14.5 29.1 28.2 5.7 0.9 1.4 2.2 1.0 42.6

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  労働時間の状況の把握方法の検討

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 128 551 349 142 215

100 9.2 39.8 25.2 10.3 15.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  みなし労働時間の設定

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 113 501 395 162 214

100 8.2 36.2 28.5 11.7 15.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  健康福祉確保措置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 115 514 413 124 219

100 8.3 37.1 29.8 9.0 15.8

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  苦情処理措置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 48 442 504 172 219

100 3.5 31.9 36.4 12.4 15.8
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問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 116 561 380 113 215

100 8.4 40.5 27.4 8.2 15.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 104 518 366 142 255

100 7.5 37.4 26.4 10.3 18.4

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労働時間の状況の把握方法の検討

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 47 306 178 88 509

100 4.2 27.1 15.8 7.8 45.1

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  みなし労働時間の設定

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 20 301 208 93 506

100 1.8 26.7 18.4 8.2 44.9

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  健康福祉確保措置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 46 218 275 81 508

100 4.1 19.3 24.4 7.2 45.0

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  苦情処理措置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 11 193 312 105 507

100 1.0 17.1 27.7 9.3 44.9

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 23 249 264 83 509

100 2.0 22.1 23.4 7.4 45.1

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の設置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 110 200 232 67 519

100 9.8 17.7 20.6 5.9 46.0

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労働側委員の指名のための代表者の選出

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 60 203 249 96 520

100 5.3 18.0 22.1 8.5 46.1

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の運営規定の策定

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 53 316 173 68 518

100 4.7 28.0 15.3 6.0 45.9
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問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の議事録の作成

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 69 238 236 67 518

100 6.1 21.1 20.9 5.9 45.9

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  決議事項の委員の５分の４以上による合意

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 35 277 212 84 520

100 3.1 24.6 18.8 7.4 46.1

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  個別労働者からの同意

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 102 253 184 71 518

100 9.0 22.4 16.3 6.3 45.9

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 89 276 153 91 519

100 7.9 24.5 13.6 8.1 46.0

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  報告の作成及び労働基準監督署長への届出

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 129 250 141 89 519

100 11.4 22.2 12.5 7.9 46.0

 
問１１　裁量労働制で働く労働者の適用対象要件  専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労働者本
人の同意

試験（採
用試験含

む）

採用区分
（総合職、
専門職な

ど）

職種（事
務職、営
業職、専
門職など）

職位（課
長など） 勤続年数 年齢

一定の人
事等級以
上（職能
クラスな

ど）

事業部門 年収 特別な処
遇制度

職務経験
年数（他
社での経
験年数を
含む）

その他 特にない 不明

 上段：度数
 下段：%

1385 690 92 221 880 213 70 25 429 178 9 17 81 66 30 148

100 49.8 6.6 16.0 63.5 15.4 5.1 1.8 31.0 12.9 0.6 1.2 5.8 4.8 2.2 10.7

 
問１１　裁量労働制で働く労働者の適用対象要件  企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労働者本
人の同意

試験（採
用試験含

む）

採用区分
（総合職、
専門職な

ど）

職種（事
務職、営
業職、専
門職など）

職位（課
長など） 勤続年数 年齢

一定の人
事等級以
上（職能
クラスな

ど）

事業部門 年収 特別な処
遇制度

職務経験
年数（他
社での経
験年数を
含む）

その他 特にない 不明

 上段：度数
 下段：%

1128 574 74 142 372 162 71 12 423 77 5 10 84 12 4 480

100 50.9 6.6 12.6 33.0 14.4 6.3 1.1 37.5 6.8 0.4 0.9 7.4 1.1 0.4 42.6

 
問１１付問１　専門業務型対象労働者の同意を要件とする理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

適用対象
労働者の
モラルの
向上のた

め

適用対象
労働者の
不平・不
満を緩和
するため

応募制の
ため、実
質的に同
意である
ため

労働組合
からの要
望がある
ため

企画業務
型と同じ
扱いとす
るため

採用の時
点で本人
の同意を
得ている
ため

その他 わからな
い 不明

 上段：度数
 下段：%

690 273 219 118 60 195 166 26 27 3

100 39.6 31.7 17.1 8.7 28.3 24.1 3.8 3.9 0.4

 
問１１付問２　労使委員会等での決議

ｎ=

労使委員
会で行っ
ている

労働時間
等設定改
善委員会
で行って
いる

行ってい
ない 不明

 上段：度数
 下段：%

690 310 26 324 30

100 44.9 3.8 47.0 4.3
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問１１付問３　労使委員会等での決議を行う理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

適用対象
労働者の
モラルの
向上のた

め

適用対象
労働者の
不平・不
満を緩和
するため

労働組合
からの要
望がある
ため

企画業務
型と同じ
扱いとす
るため

その他 わからな
い 不明

 上段：度数
 下段：%

310 112 120 120 141 23 4 1

100 36.1 38.7 38.7 45.5 7.4 1.3 0.3

 
問１２（１）　裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用  専門業務型

ｎ=

一律の出
退勤時刻
がある

決められ
た時間帯
に職場に
いれば出
退勤時刻
は自由

出退勤の
時刻は自
由だが、
出勤の必
要はある

出勤する
かしない
かは自由

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 411 105 674 41 154

100 29.7 7.6 48.7 3.0 11.1

 
問１２（１）　裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用  企画業務型

ｎ=

一律の出
退勤時刻
がある

決められ
た時間帯
に職場に
いれば出
退勤時刻
は自由

出退勤の
時刻は自
由だが、
出勤の必
要はある

出勤する
かしない
かは自由

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 221 34 375 16 482

100 19.6 3.0 33.2 1.4 42.7

 
問１２（１）付問　遅刻への対応（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

上司が口
頭で注意

する

場合に
よっては
懲戒処分
を科す

裁量制の
適用を
いったん
外す

賃金を
カットする

勤務評定
に反映さ
せる

特に何も
しない その他 不明

 上段：度数
 下段：%

516 220 17 9 38 114 159 51 18

100 42.6 3.3 1.7 7.4 22.1 30.8 9.9 3.5

 
問１２（２）　仕事の指示  専門業務型

ｎ=

指示はし
ない

業務の目
的、目標
や期限
等、基本
的事項を
指示

具体的な
仕事の内
容につい
て指示

業務の遂
行手段、
時間配分
の決定等
を含め具
体的に指

示

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1385 169 946 79 7 19 165

100 12.2 68.3 5.7 0.5 1.4 11.9

 
問１２（２）　仕事の指示  企画業務型

ｎ=

指示はし
ない

業務の目
的、目標
や期限
等、基本
的事項を
指示

具体的な
仕事の内
容につい
て指示

業務の遂
行手段、
時間配分
の決定等
を含め具
体的に指

示

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1128 42 566 27 1 2 490

100 3.7 50.2 2.4 0.1 0.2 43.4

 
問１２（２）　仕事の指示  その他の労働者

ｎ=

指示はし
ない

業務の目
的、目標
や期限
等、基本
的事項を
指示

具体的な
仕事の内
容につい
て指示

業務の遂
行手段、
時間配分
の決定等
を含め具
体的に指

示

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1534 20 473 576 189 14 262

100 1.3 30.8 37.5 12.3 0.9 17.1

 
問１２（３）　仕事の期限設定  専門業務型

ｎ=

労働者が
期限をす
べて自ら
設定して
いる

必ず労働
者の意見
を聴い
て、管理
監督者が
決めてい

る

労働者の
意見を聴
くよう努め

る

仕事の緊
急度等に
応じ管理
監督者が
決める

労働者の
意向に関
わらず管
理責任者
が期限を
設定する

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 350 316 422 99 10 188

100 25.3 22.8 30.5 7.1 0.7 13.6
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問１２（３）　仕事の期限設定  企画業務型

ｎ=

労働者が
期限をす
べて自ら
設定して
いる

必ず労働
者の意見
を聴い
て、管理
監督者が
決めてい

る

労働者の
意見を聴
くよう努め

る

仕事の緊
急度等に
応じ管理
監督者が
決める

労働者の
意向に関
わらず管
理責任者
が期限を
設定する

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 129 204 245 46 5 499

100 11.4 18.1 21.7 4.1 0.4 44.2

 
問１２（３）　仕事の期限設定  その他の労働者

ｎ=

労働者が
期限をす
べて自ら
設定して
いる

必ず労働
者の意見
を聴い
て、管理
監督者が
決めてい

る

労働者の
意見を聴
くよう努め

る

仕事の緊
急度等に
応じ管理
監督者が
決める

労働者の
意向に関
わらず管
理責任者
が期限を
設定する

不明

 上段：度数
 下段：%

1534 69 219 552 352 78 264

100 4.5 14.3 36.0 22.9 5.1 17.2

 
問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  専門業務型

ｎ=

定期的に
報告させ
ている

仕事の期
限の一定
期日前に
報告させ
ている

不定期に
把握して
いる

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1385 567 114 466 60 178

100 40.9 8.2 33.6 4.3 12.9

 
問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  企画業務型

ｎ=

定期的に
報告させ
ている

仕事の期
限の一定
期日前に
報告させ
ている

不定期に
把握して
いる

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1128 254 57 314 13 490

100 22.5 5.1 27.8 1.2 43.4

 
問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  その他の労働者

ｎ=

定期的に
報告させ
ている

仕事の期
限の一定
期日前に
報告させ
ている

不定期に
把握して
いる

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1534 655 170 417 42 250

100 42.7 11.1 27.2 2.7 16.3

 
問１２（４）付問　報告の頻度  専門業務型

ｎ= １日ごと １週間ご
と １ヶ月ごと 四半期ご

と 半年ごと １年ごと 不明

 上段：度数
 下段：%

567 109 310 85 6 20 21 16

100 19.2 54.7 15.0 1.1 3.5 3.7 2.8

 
問１２（４）付問　報告の頻度  企画業務型

ｎ= １日ごと １週間ご
と １ヶ月ごと 四半期ご

と 半年ごと １年ごと 不明

 上段：度数
 下段：%

254 40 147 27 7 28 0 5

100 15.7 57.9 10.6 2.8 11.0 0.0 2.0

 
問１２（４）付問　報告の頻度  その他の労働者

ｎ= １日ごと １週間ご
と １ヶ月ごと 四半期ご

と 半年ごと １年ごと 不明

 上段：度数
 下段：%

655 266 260 58 9 33 5 24

100 40.6 39.7 8.9 1.4 5.0 0.8 3.7

 
問１３　特別手当の有無

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

1534 882 615 37

100 57.5 40.1 2.4

 
問１３　特別手当の期間

ｎ= 月単位 年単位 不明
 上段：度数
 下段：%

882 853 15 14

100 96.7 1.7 1.6
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問１３　特別手当の期間　月単位

ｎ= １ヶ月 ２ヶ月 ３ヶ月 ４ヶ月 ５ヶ月 ６ヶ月 ７ヶ月～１
１ヶ月 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

853 769 0 1 1 0 37 0 45 1.2

100 90.2 0.0 0.1 0.1 0.0 4.3 0.0 5.3

 
問１３付問１　特別手当の金額設定基準（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

通常の所
定労働時
間を超え
る残業代
相当分

業務遂行
の能力や
態度

業務遂行
の結果や
成果

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

882 668 92 223 98 30

100 75.7 10.4 25.3 11.1 3.4

 
問１３付問２　特別手当　金額  専門業務型

ｎ=
１万円未

満
１万円以
上～５万
円未満

５万円以
上～６万
円未満

６万円以
上～７万
円未満

７万円以
上～８万
円未満

８万円以
上～９万
円未満

９万円以
上～１０
万円未満

１０万円
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

758 14 142 120 56 58 34 28 89 217 64.6

100 1.8 18.7 15.8 7.4 7.7 4.5 3.7 11.7 28.6

 
問１３付問２　特別手当　金額  企画業務型

ｎ=
１万円未

満
１万円以
上～５万
円未満

５万円以
上～６万
円未満

６万円以
上～７万
円未満

７万円以
上～８万
円未満

８万円以
上～９万
円未満

９万円以
上～１０
万円未満

１０万円
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

729 3 65 72 17 34 23 25 138 352 78.3

100 0.4 8.9 9.9 2.3 4.7 3.2 3.4 18.9 48.3

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

539 0 0 174 181 148 36 8.4

100 0.0 0.0 32.3 33.6 27.5 6.7

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

497 0 0 114 159 174 50 8.6

100 0.0 0.0 22.9 32.0 35.0 10.1

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  記事の取材、編集の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

91 0 0 6 27 43 15 8.9

100 0.0 0.0 6.6 29.7 47.3 16.5

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  デザイナーの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

173 0 1 24 47 83 18 8.7

100 0.0 0.6 13.9 27.2 48.0 10.4

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

143 0 1 13 41 75 13 8.9

100 0.0 0.7 9.1 28.7 52.4 9.1

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  コピーライターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

42 0 0 4 11 20 7 8.8

100 0.0 0.0 9.5 26.2 47.6 16.7
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問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  システムコンサルタントの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

119 0 0 51 29 23 16 8.3

100 0.0 0.0 42.9 24.4 19.3 13.4

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

21 0 0 1 0 15 5 9.1

100 0.0 0.0 4.8 0.0 71.4 23.8

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

32 0 0 2 15 11 4 8.6

100 0.0 0.0 6.3 46.9 34.4 12.5

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  証券アナリストの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

6 0 0 1 1 3 1 9.1

100 0.0 0.0 16.7 16.7 50.0 16.7

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  金融派生商品等の開発の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

4 0 0 1 1 1 1 8.2

100 0.0 0.0 25.0 25.0 25.0 25.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  大学における教授研究の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

176 0 0 140 29 2 5 7.8

100 0.0 0.0 79.5 16.5 1.1 2.8

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  公認会計士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 1 0 0 1 7.8

100 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  弁護士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

10 0 0 0 1 0 9 8.0

100 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 90.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  建築士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

41 0 0 2 11 25 3 8.9

100 0.0 0.0 4.9 26.8 61.0 7.3

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  弁理士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

18 0 0 1 2 5 10 8.6

100 0.0 0.0 5.6 11.1 27.8 55.6
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問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  税理士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 1 1 0 7.8

100 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  中小企業診断士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 2 10.6

100 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

539 1 2 15 119 205 63 7 1 0 0 0 126 9.1

100 0.2 0.4 2.8 22.1 38.0 11.7 1.3 0.2 0.0 0.0 0.0 23.4

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

497 0 2 21 94 211 45 7 1 0 0 0 116 9.1

100 0.0 0.4 4.2 18.9 42.5 9.1 1.4 0.2 0.0 0.0 0.0 23.3

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  記事の取材、編集の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

91 0 1 1 14 26 16 7 1 0 0 0 25 9.4

100 0.0 1.1 1.1 15.4 28.6 17.6 7.7 1.1 0.0 0.0 0.0 27.5

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  デザイナーの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

173 0 0 8 26 55 29 10 3 0 0 0 42 9.4

100 0.0 0.0 4.6 15.0 31.8 16.8 5.8 1.7 0.0 0.0 0.0 24.3

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

143 1 0 2 28 34 25 11 5 0 0 0 37 9.5

100 0.7 0.0 1.4 19.6 23.8 17.5 7.7 3.5 0.0 0.0 0.0 25.9

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  コピーライターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

42 0 0 2 7 7 8 5 0 0 0 0 13 9.4

100 0.0 0.0 4.8 16.7 16.7 19.0 11.9 0.0 0.0 0.0 0.0 31.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  システムコンサルタントの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

119 0 0 3 22 60 5 2 0 0 0 0 27 9.0

100 0.0 0.0 2.5 18.5 50.4 4.2 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 22.7

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

21 0 0 0 1 15 0 0 0 0 0 0 5 9.2

100 0.0 0.0 0.0 4.8 71.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 23.8
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問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

32 0 0 1 4 8 12 0 0 0 0 0 7 9.5

100 0.0 0.0 3.1 12.5 25.0 37.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 21.9

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  証券アナリストの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

6 0 0 0 1 2 2 0 0 0 0 0 1 9.3

100 0.0 0.0 0.0 16.7 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  金融派生商品等の開発の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

4 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 1 9.3

100 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  大学における教授研究の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

176 0 2 55 31 12 5 0 0 0 0 0 71 8.1

100 0.0 1.1 31.3 17.6 6.8 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.3

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  公認会計士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 7.8

100 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  弁護士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

10 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 9 8.0

100 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 90.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  建築士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

41 0 0 2 4 23 7 1 1 0 0 0 3 9.3

100 0.0 0.0 4.9 9.8 56.1 17.1 2.4 2.4 0.0 0.0 0.0 7.3

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  弁理士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

18 0 0 0 2 3 1 0 0 0 0 0 12 9.1

100 0.0 0.0 0.0 11.1 16.7 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  税理士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 9.8

100 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  中小企業診断士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 9.3

100 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

16/22－ 54 － － 55 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

318 1 1 119 80 73 44 8.3

100 0.3 0.3 37.4 25.2 23.0 13.8

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

180 1 0 38 58 50 33 8.4

100 0.6 0.0 21.1 32.2 27.8 18.3

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

260 1 0 70 76 65 48 8.4

100 0.4 0.0 26.9 29.2 25.0 18.5

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  社員教育・研修計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

207 0 0 50 61 51 45 8.4

100 0.0 0.0 24.2 29.5 24.6 21.7

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

253 0 0 79 69 67 38 8.4

100 0.0 0.0 31.2 27.3 26.5 15.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  広報を企画・立案する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

142 1 0 25 38 54 24 8.5

100 0.7 0.0 17.6 26.8 38.0 16.9

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

373 1 1 145 111 80 35 8.2

100 0.3 0.3 38.9 29.8 21.4 9.4

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

253 0 0 86 71 61 35 8.4

100 0.0 0.0 34.0 28.1 24.1 13.8

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  その他

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

9時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

173 0 0 47 43 50 33 8.4

100 0.0 0.0 27.2 24.9 28.9 19.1

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

318 1 2 23 64 93 27 8 0 0 0 0 100 9.0

100 0.3 0.6 7.2 20.1 29.2 8.5 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 31.4
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問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

180 1 2 8 33 42 15 4 0 0 0 0 75 9.0

100 0.6 1.1 4.4 18.3 23.3 8.3 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 41.7

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

260 2 0 8 43 75 24 6 1 0 0 0 101 9.2

100 0.8 0.0 3.1 16.5 28.8 9.2 2.3 0.4 0.0 0.0 0.0 38.8

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  社員教育・研修計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

207 0 1 6 45 43 14 5 2 0 0 0 91 9.1

100 0.0 0.5 2.9 21.7 20.8 6.8 2.4 1.0 0.0 0.0 0.0 44.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

253 0 0 6 45 66 31 10 0 0 0 0 95 9.3

100 0.0 0.0 2.4 17.8 26.1 12.3 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 37.5

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  広報を企画・立案する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

142 1 0 3 24 23 18 4 0 0 0 0 69 9.3

100 0.7 0.0 2.1 16.9 16.2 12.7 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 48.6

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

373 1 2 34 96 123 28 4 2 0 0 0 83 8.9

100 0.3 0.5 9.1 25.7 33.0 7.5 1.1 0.5 0.0 0.0 0.0 22.3

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

253 0 0 7 73 65 22 6 0 0 0 0 80 9.1

100 0.0 0.0 2.8 28.9 25.7 8.7 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 31.6

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  その他

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

173 0 2 7 47 55 18 3 0 0 0 0 41 9.1

100 0.0 1.2 4.0 27.2 31.8 10.4 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 23.7

 
問１４（２）　みなし労働時間の根拠  専門業務型

ｎ=

通常の所
定労働時

間

今までの
実績から
の算出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1385 659 464 74 188

100 47.6 33.5 5.3 13.6

 
問１４（２）　みなし労働時間の根拠  企画業務型

ｎ=

通常の所
定労働時

間

今までの
実績から
の算出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1128 358 226 37 507

100 31.7 20.0 3.3 44.9
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問１４（２）付問　実績として用いたもの  専門業務型

ｎ=

裁量労働
制適用労
働者の平
均実労働
時間

裁量労働
制が適用
される部
門、部署
の平均実
労働時間

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

464 282 171 9 2

100 60.8 36.9 1.9 0.4

 
問１４（２）付問　実績として用いたもの  企画業務型

ｎ=

裁量労働
制適用労
働者の平
均実労働
時間

裁量労働
制が適用
される部
門、部署
の平均実
労働時間

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

226 162 53 8 3

100 71.7 23.5 3.5 1.3

 
問１４（３）　特別休暇の有無

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

1534 47 1,374 113

100 3.1 89.6 7.4

 
問１５　健康・福祉確保措置　専門業務型  実施することになっているもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 197 124 596 643 881 179 492 446 329 949 180

100 14.2 9.0 43.0 46.4 63.6 12.9 35.5 32.2 23.8 68.5 13.0

 
問１５　健康・福祉確保措置　専門業務型  実際に実施したもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 186 98 549 591 756 148 353 253 183 772 283

100 13.4 7.1 39.6 42.7 54.6 10.7 25.5 18.3 13.2 55.7 20.4

 
問１５　健康・福祉確保措置　企画業務型  実施することになっているもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 114 61 374 413 524 83 420 316 181 580 489

100 10.1 5.4 33.2 36.6 46.5 7.4 37.2 28.0 16.0 51.4 43.4

 
問１５　健康・福祉確保措置　企画業務型  実際に実施したもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 104 49 344 397 464 73 343 216 87 472 537

100 9.2 4.3 30.5 35.2 41.1 6.5 30.4 19.1 7.7 41.8 47.6

 
問１５　健康・福祉確保措置　その他  実施することになっているもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

1534 240 113 713 729 958 120 560 423 177 1,023 268

100 15.6 7.4 46.5 47.5 62.5 7.8 36.5 27.6 11.5 66.7 17.5
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問１５　健康・福祉確保措置　その他  実際に実施したもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

1534 228 93 666 683 849 98 449 295 111 855 359

100 14.9 6.1 43.4 44.5 55.3 6.4 29.3 19.2 7.2 55.7 23.4

 
問１６（１）　苦情処理措置  専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労使委員
会に相談
窓口を設

置

苦情処理
を行う独
自の委員
会を会社
組織内に
設置

労働組合
が相談窓
口を設置

人事担当
部署等に
独自の相
談窓口を
設置

相談窓口
を会社の
組織以外
に設置

上司への
申し出 その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1385 237 211 255 795 185 662 62 163

100 17.1 15.2 18.4 57.4 13.4 47.8 4.5 11.8

 
問１６（１）　苦情処理措置  企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労使委員
会に相談
窓口を設

置

苦情処理
を行う独
自の委員
会を会社
組織内に
設置

労働組合
が相談窓
口を設置

人事担当
部署等に
独自の相
談窓口を
設置

相談窓口
を会社の
組織以外
に設置

上司への
申し出 その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1128 261 112 301 487 107 360 12 482

100 23.1 9.9 26.7 43.2 9.5 31.9 1.1 42.7

 
問１６（１）　苦情処理措置  その他の労働者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労使委員
会に相談
窓口を設

置

苦情処理
を行う独
自の委員
会を会社
組織内に
設置

労働組合
が相談窓
口を設置

人事担当
部署等に
独自の相
談窓口を
設置

相談窓口
を会社の
組織以外
に設置

上司への
申し出 その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1534 230 209 355 847 203 750 54 264

100 15.0 13.6 23.1 55.2 13.2 48.9 3.5 17.2

 
問１６（２）　苦情の有無

ｎ= あった なかった わからな
い 不明

 上段：度数
 下段：%

1534 97 1,104 249 84

100 6.3 72.0 16.2 5.5

 
問１７　現在の対象業務の範囲の広さ  専門業務型

ｎ=
狭い

現行制度
のままで
よい

広い 範囲が不
明瞭 不明

 上段：度数
 下段：%

1385 236 940 18 61 130

100 17.0 67.9 1.3 4.4 9.4

 
問１７　現在の対象業務の範囲の広さ  企画業務型

ｎ=
狭い

現行制度
のままで
よい

広い 範囲が不
明瞭 不明

 上段：度数
 下段：%

1128 244 460 16 38 370

100 21.6 40.8 1.4 3.4 32.8

 
問１７付問１－１　対象業務の範囲　専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

広く対象
業務とし
て認める
べき

労使に委
ねるべき

一定以上
の年収と
いう要件
に変える
べき

他にも対
象とすべ
き業務が

ある
その他 不明

 上段：度数
 下段：%

236 194 115 24 16 6 1

100 82.2 48.7 10.2 6.8 2.5 0.4

 
問１７付問１－２　対象業務の範囲　企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

対象業務
の要件を
拡大すべ

き

労使委員
会で合意
できれば
対象業務
として認
めるべき

一定以上
の年収を
条件に対
象業務と
して認め
るべき

「主とし
て」従事し
ていれば
よいことと
すべき

他にも対
象とすべ
き業務が

ある
その他 不明

 上段：度数
 下段：%

244 145 177 46 76 1 15 6

100 59.4 72.5 18.9 31.1 0.4 6.1 2.5
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問１７付問１－２　「主として」従事する割合

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

76 0 0 0 3 2 50 17 1 0 0 0 3 5.2

100 0.0 0.0 0.0 3.9 2.6 65.8 22.4 1.3 0.0 0.0 0.0 3.9

 
問１７付問２（１）　業務範囲についての具体的な考え　専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

対象業務
を増やし
てほしい

対象業務
は限定列
挙ではな
く、例示に
とどめて
ほしい

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

61 27 28 7 1

100 44.3 45.9 11.5 1.6

 
問１７付問２（２）　業務範囲についての具体的な考え　企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

対象業務
の例示を
増やして
ほしい

対象業務
を限定し
て示して
ほしい

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

38 20 16 2 1

100 52.6 42.1 5.3 2.6

 
問１８（１）　手続きについての考え  専門業務型

ｎ=

有用でな
い手続き
であり、煩
雑である

現行制度
でよい

より厳格
にすべき
である

不明

 上段：度数
 下段：%

1385 190 1,025 13 157

100 13.7 74.0 0.9 11.3

 
問１８（１）　手続きについての考え  企画業務型

ｎ=

有用でな
い手続き
であり、煩
雑である

現行制度
でよい

より厳格
にすべき
である

不明

 上段：度数
 下段：%

1128 326 431 6 365

100 28.9 38.2 0.5 32.4

 
問１８（２）　煩雑な手続き（複数回答：○は３つまで）　専門業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成およ
び労働基
準監督署
長への届

出

報告の作
成および
労働基準
監督署長
への届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

190 92 157 52 45 0 0 0 0 0 0 0 0 4 5

100 48.4 82.6 27.4 23.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.1 2.6

 
問１８（２）　最も煩雑な手続き　専門業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成およ
び労働基
準監督署
長への届

出

報告の作
成および
労働基準
監督署長
への届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

185 32 123 16 5 0 0 0 0 0 0 0 0 4 5

100 17.3 66.5 8.6 2.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 2.7

 
問１８（２）　煩雑な手続き（複数回答：○は３つまで）　企画業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成およ
び労働基
準監督署
長への届

出

報告の作
成および
労働基準
監督署長
への届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

326 0 0 4 12 96 64 22 30 23 117 170 224 5 6

100 0.0 0.0 1.2 3.7 29.4 19.6 6.7 9.2 7.1 35.9 52.1 68.7 1.5 1.8

 
問１８（２）　最も煩雑な手続き　企画業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成およ
び労働基
準監督署
長への届

出

報告の作
成および
労働基準
監督署長
への届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

320 0 0 1 5 27 41 3 5 5 71 64 75 5 18

100 0.0 0.0 0.3 1.6 8.4 12.8 0.9 1.6 1.6 22.2 20.0 23.4 1.6 5.6
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問１８（２）付問１－１　過半数組合の有無

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

64 18 42 4

100 28.1 65.6 6.3

 
問１８（２）付問１－２　過半数代表者の選出方法

ｎ=

労使協議
機関から
選出して
いる

全従業員
の投票に
より選出
している

全従業員
の挙手に
より選出
している

全従業員
へ文書回
覧により
選出して
いる

親睦会長
等から自
動的に選
出してい

る

全従業員
の中から
会社側が
指名して
選出して
いる

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

42 2 11 16 5 0 6 0 2

100 4.8 26.2 38.1 11.9 0.0 14.3 0.0 4.8

 
問１８（２）付問１－３　労働者側委員の指名方法（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

事業場の
過半数組
合または
労使協議
機関から
指名する

適用対象
労働者の
中から指
名する

適用対象
労働者の
上司の中
から指名
する

適用対象
業務に従
事する労
働者から
指名する

全従業員
から万遍
なく指名し
ている

労働組合
の執行部
から指名
している

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

64 12 16 2 7 11 11 3 11

100 18.8 25.0 3.1 10.9 17.2 17.2 4.7 17.2

 
問１８（２）付問２　決議届の作成及び届出の現制度の変更について（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

決議の届
出を廃止

する

届出を１
年に１回
に緩和す

る

本社で一
括届出で
きるように

する
その他 不明

 上段：度数
 下段：%

170 58 17 103 0 5

100 34.1 10.0 60.6 0.0 2.9

 
問１８（２）付問３　報告の作成及び届出の現制度の変更について（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

報告の届
出を廃止

する

届出を１
年に１回
に緩和す

る

本社で一
括届出で
きるように

する
その他 不明

 上段：度数
 下段：%

224 112 65 94 1 3

100 50.0 29.0 42.0 0.4 1.3

 
問１９　裁量労働制導入の効果（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

従業員の
モチベー
ションが
向上した

効率よく
仕事を進
めるよう
に従業員
の意識が
変わった

従業員の
間での競
争意識が
高まった

労働時間
短縮につ
ながった

人件費の
抑制につ
ながった

企業業績
の向上に
つながっ

た

多様な人
材の活用
につな
がった

その他
特に効果
として感じ
ていること
はない

不明

 上段：度数
 下段：%

1534 426 884 86 299 288 155 238 53 212 64

100 27.8 57.6 5.6 19.5 18.8 10.1 15.5 3.5 13.8 4.2

 
問２０　今後の裁量労働制について

ｎ=
今のまま
でよい

変更すべ
き 不明

 上段：度数
 下段：%

1534 1,105 397 32

100 72.0 25.9 2.1

 
問２０付問　今後の裁量労働制の変更すべき事項（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

１週間や
１ヶ月の
みなし労
働時間を
認めるべ

き

労働時間
等に関す
る規制を
すべて適
用除外す

べき

一定以上
の年収の
確保で労
働時間規
制を適用
除外すべ

き

深夜労働
に関する
規制を適
用除外す

べき

休日に関
する規制
を適用除
外すべき

年次有給
休暇に関
する規定
を適用除
外すべき

休日が確
保される
なら、労
働時間規
制を適用
除外すべ

き

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

397 117 80 194 101 97 12 78 37 6

100 29.5 20.2 48.9 25.4 24.4 3.0 19.6 9.3 1.5
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２．基本クロス集計結果（厚労省抽出分） 
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計(

n)

３
０
人
未
満

３
０～

９
９
人

１
０
０～

２
９

９
人

３
０
０～

４
９

９
人

５
０
０～

９
９

９
人

１
０
０
０
人
以

上 不
明 平

均（

人）

標
本
標
準
偏
差

Total 1,614 25.5 30.7 20.0 6.0 7.2 7.4 3.3 327.5 941.74 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 99.4 - - - - - 0.6 14.6 6.81 
30-99人 492 17.5 82.5 - - - - - 47.7 19.58 
100-299人 353 0.6 23.0 76.5 - - - - 140.8 55.73 
300-499人 104 - 2.9 40.4 56.7 - - - 312.1 93.35 
500-999人 124 0.8 1.6 6.5 25.8 64.5 - 0.8 557.9 191.76 
1000人以上 158 - - 0.6 3.2 21.5 74.7 - 2073.1 2249.80 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 100.0 - - - - - - 16.3 7.46 
30-99人 495 - 100.0 - - - - - 57.3 19.54 
100-299人 323 - - 100.0 - - - - 173.4 56.65 
300-499人 96 - - - 100.0 - - - 388.7 59.73 
500-999人 116 - - - - 100.0 - - 709.1 144.06 
1000人以上 119 - - - - - 100.0 - 2526.0 2432.74 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - - 99.0 - 
建設業 27 51.9 14.8 29.6 - - - 3.7 69.9 75.7 
製造業 480 17.3 21.2 20.8 9.2 12.9 12.3 6.2 499.0 1018.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 50.0 50.0 - - - - 86.5 72.8 
情報通信業 353 28.3 35.4 22.1 4.2 4.0 4.2 1.7 211.3 686.6 
運輸業、郵便業 5 40.0 20.0 20.0 - - - 20.0 74.3 110.4 
卸売業、小売業 55 43.6 29.1 14.5 3.6 5.5 - 3.6 107.9 173.5 
金融業、保険業 75 45.3 24.0 10.7 4.0 1.3 13.3 1.3 819.9 2699.6 
不動産業、物品賃貸業 21 23.8 57.1 9.5 - 4.8 4.8 - 312.6 1066.5 
学術研究、専門・技術サービス業 257 30.4 38.1 18.3 3.9 4.3 4.3 0.8 187.9 467.9 
宿泊業、飲食サービス業 2 100.0 - - - - - - 15.5 12.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 37.5 50.0 - - - - 12.5 32.4 16.5 
教育、学習支援業 140 8.6 22.9 30.0 11.4 15.0 12.1 - 464.3 654.8 
医療、福祉 6 16.7 16.7 16.7 - 16.7 33.3 - 602.2 651.6 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 31.1 45.1 15.2 3.0 1.2 0.6 3.7 105.2 368.2 
その他 8 - 25.0 25.0 12.5 - 25.0 12.5 474.3 541.2 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 24.6 34.1 20.0 5.4 5.9 7.3 2.7 345.7 1043.44 
支社、支店 459 28.8 32.0 19.0 4.1 5.2 4.8 6.1 216.6 541.25 
営業所 75 65.3 22.7 8.0 4.0 - - - 51.7 93.13 
研究所 118 19.5 30.5 24.6 11.0 5.1 7.6 1.7 272.2 490.86 
その他 178 9.0 14.6 25.3 10.7 21.9 17.4 1.1 677.2 1449.32 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 24.7 36.2 19.0 3.5 5.8 8.6 2.3 481.4 1436.97 
やや上昇している 542 24.9 29.0 19.9 6.6 5.7 7.6 6.3 282.7 649.29 
横ばい 451 25.1 33.3 21.5 6.0 7.1 6.0 1.1 318.2 1168.71 
ゆるやかに低下している 160 35.0 30.6 19.4 2.5 5.6 5.0 1.9 250.3 694.83 
低下している 93 35.5 26.9 14.0 7.5 8.6 3.2 4.3 189.8 316.71 
その他 141 15.6 24.8 19.9 9.2 17.7 12.8 - 485.0 781.59 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 19.3 22.8 20.4 8.6 11.7 13.0 4.2 523.4 1223.56 
ない 765 31.5 39.5 19.9 3.1 2.4 1.3 2.4 121.5 398.59 

Ｆ１－１　従業員数  正社員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％　
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計(

n)

３
０
人
未
満

３
０～

９
９
人

１
０
０～

２
９

９
人

３
０
０～

４
９

９
人

５
０
０～

９
９

９
人

１
０
０
０
人
以

上 不
明 平

均（

人）

標
本
標
準
偏
差

Total 1,614 65.0 14.2 7.4 2.2 2.6 2.3 6.3 109.9 434.09 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 93.4 - - - - - 6.6 2.5 3.42 
30-99人 492 89.8 7.7 - - - - 2.4 10.2 11.97 
100-299人 353 62.0 30.0 6.8 - - - 1.1 33.5 38.14 
300-499人 104 41.4 32.7 24.0 1.0 - - 1.0 69.2 73.42 
500-999人 124 25.8 23.4 31.5 14.5 4.0 - 0.8 161.9 171.54 
1000人以上 158 8.9 13.9 20.3 10.1 23.4 23.4 - 770.5 1126.34 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 89.8 3.2 0.5 - 0.2 - 6.3 8.1 35.59 
30-99人 495 81.6 11.5 3.2 0.2 0.4 - 3.0 21.8 63.98 
100-299人 323 58.5 28.5 9.0 1.2 0.9 - 1.9 48.8 88.58 
300-499人 96 39.6 22.9 21.9 9.4 2.1 3.1 1.0 148.2 246.57 
500-999人 116 27.6 21.6 27.6 7.8 7.8 6.0 1.7 289.2 571.94 
1000人以上 119 11.8 16.8 16.8 10.1 21.0 22.7 0.8 762.3 1214.15 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - 18.0 - 
建設業 27 88.9 7.4 - - - - 3.7 10.6 14.2 
製造業 480 55.9 16.6 11.9 2.6 3.0 1.6 8.4 94.1 264.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 50.0 - - - - - 16.0 22.6 
情報通信業 353 79.8 8.0 1.3 0.6 0.6 - 9.6 17.5 60.0 
運輸業、郵便業 5 60.0 20.0 - - - - 20.0 18.5 16.1 
卸売業、小売業 55 74.0 14.0 4.0 - 2.0 2.0 4.0 70.1 232.8 
金融業、保険業 75 78.7 4.0 1.3 4.0 2.7 5.3 4.0 256.6 1073.7 
不動産業、物品賃貸業 21 76.2 14.3 4.8 - - 4.8 - 77.4 227.0 
学術研究、専門・技術サービス業 257 61.2 18.7 7.9 2.8 3.3 1.9 4.2 124.3 533.7 
宿泊業、飲食サービス業 2 100.0 - - - - - - 2.0 2.8 
生活関連サービス業、娯楽業 8 85.7 - - - - - 14.3 13.0 19.0 
教育、学習支援業 140 23.4 24.2 23.4 7.8 9.4 10.9 0.8 400.5 733.2 
医療、福祉 6 16.7 33.3 - - 33.3 16.7 - 518.3 598.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 80.0 12.5 2.5 - - - 5.0 24.2 94.6 
その他 8 70.6 14.1 6.1 1.8 1.2 3.1 3.1 60.6 91.2 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 68.5 13.5 5.6 2.3 2.7 2.7 4.7 128.0 550.36 
支社、支店 459 69.9 10.0 5.9 1.1 1.7 1.1 10.2 63.3 247.24 
営業所 75 85.3 4.0 - - - - 10.7 4.5 9.67 
研究所 118 54.2 30.5 10.2 1.7 1.7 - 1.7 62.7 122.17 
その他 178 36.5 21.4 20.8 5.6 6.2 6.2 3.4 216.7 409.31 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 70.7 13.2 6.3 1.7 4.0 1.2 2.9 80.6 222.00 
やや上昇している 542 69.4 12.9 4.6 1.5 1.7 1.7 8.3 63.8 204.91 
横ばい 451 67.2 14.9 7.3 1.8 1.3 2.2 5.3 112.0 546.05 
ゆるやかに低下している 160 68.1 13.8 5.0 0.6 1.9 - 10.6 44.5 125.93 
低下している 93 69.9 12.9 10.8 1.1 - - 5.4 40.6 75.77 
その他 141 37.6 16.3 19.2 8.5 9.9 8.5 - 322.9 647.96 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 54.3 16.8 10.1 3.2 4.2 3.9 7.4 178.7 584.96 
ない 765 76.3 11.5 4.6 1.1 0.9 0.5 5.1 37.7 127.61 

Ｆ１－１　従業員数  非正社員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

2－ 64 － － 65 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

３
０
人
未
満

３
０～

９
９
人

１
０
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２
９

９
人

３
０
０～

４
９

９
人

５
０
０～

９
９

９
人

１
０
０
０
人
以

上 不
明 平

均（

人）

標
本
標
準
偏
差

Total 1,614 19.8 30.5 21.9 6.4 7.7 9.8 4.0 434.4 1243.89 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 100.0 - - - - - - 17.0 7.03 
30-99人 492 - 100.0 - - - - - 57.6 20.15 
100-299人 353 - - 100.0 - - - - 173.9 55.57 
300-499人 104 - - - 100.0 - - - 380.6 56.60 
500-999人 124 - - - - 100.0 - - 720.0 137.27 
1000人以上 158 - - - - - 100.0 - 2843.6 2887.58 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 76.9 20.9 0.5 - 0.2 - 1.5 24.0 35.90 
30-99人 495 - 82.0 16.4 0.6 0.4 - 0.6 78.6 66.91 
100-299人 323 - - 83.6 13.0 2.5 0.3 0.6 222.0 115.66 
300-499人 96 - - - 61.5 33.3 5.2 - 535.4 259.35 
500-999人 116 - - - - 69.0 29.3 1.7 999.1 599.96 
1000人以上 119 - - - - - 99.2 0.8 3284.6 3191.98 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - 117.0 - 
建設業 27 44.4 22.2 25.9 3.7 - - 3.7 80.5 87.1 
製造業 480 14.8 20.0 21.5 9.6 12.9 14.8 6.5 586.0 1198.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 50.0 50.0 - - - - 102.5 95.5 
情報通信業 353 21.0 38.8 23.2 4.2 4.0 4.5 4.2 230.8 713.2 
運輸業、郵便業 5 40.0 20.0 20.0 - - - 20.0 92.8 114.9 
卸売業、小売業 55 34.5 27.3 21.8 1.8 9.1 1.8 3.6 178.1 333.3 
金融業、保険業 75 34.7 32.0 13.3 4.0 1.3 13.3 1.3 1069.5 3630.6 
不動産業、物品賃貸業 21 23.8 47.6 19.0 - - 9.5 - 390.0 1292.0 
学術研究、専門・技術サービス業 257 22.2 35.4 23.3 6.2 5.8 6.2 0.8 308.4 891.5 
宿泊業、飲食サービス業 2 100.0 - - - - - - 17.5 14.9 
生活関連サービス業、娯楽業 8 25.0 75.0 - - - - - 42.0 25.4 
教育、学習支援業 140 4.3 19.3 22.9 11.4 17.1 24.3 0.7 867.9 1293.3 
医療、福祉 6 16.7 16.7 16.7 - - 50.0 - 1120.5 1141.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 25.0 42.7 22.6 3.7 1.2 1.2 3.7 129.0 404.3 
その他 8 - 25.0 25.0 - 12.5 25.0 12.5 534.9 565.7 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 18.5 35.0 22.1 5.5 6.2 9.6 3.2 468.6 1435.55 
支社、支店 459 22.2 32.0 22.4 3.3 6.1 6.8 7.2 281.4 734.16 
営業所 75 65.3 21.3 9.3 2.7 1.3 - - 55.7 98.94 
研究所 118 9.3 27.1 30.5 16.1 6.8 8.5 1.7 334.8 544.09 
その他 178 7.3 12.9 19.1 14.0 21.9 23.6 1.1 889.0 1716.10 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 19.5 34.5 24.1 4.6 6.3 9.2 1.7 558.2 1623.22 
やや上昇している 542 20.7 29.5 20.9 7.6 5.9 8.9 6.6 344.9 759.31 
横ばい 451 18.6 35.7 23.5 6.0 6.9 8.0 1.3 424.9 1614.01 
ゆるやかに低下している 160 25.6 28.1 23.1 3.8 6.3 6.3 6.9 304.4 776.21 
低下している 93 31.2 25.8 17.2 3.2 12.9 6.5 3.2 235.7 362.07 
その他 141 8.5 22.0 17.7 9.2 17.7 24.8 - 807.9 1254.03 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 15.4 21.2 20.8 8.7 11.5 17.1 5.4 699.9 1640.42 
ない 765 23.9 40.7 23.4 4.1 3.7 2.0 2.4 158.0 447.61 

Ｆ１－１　従業員数  合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

3－ 66 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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偏
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Total 1,614 0.1 8.4 20.0 24.3 29.1 9.0 1.6 7.7 13.1 6.35 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 - 12.2 29.5 20.7 22.3 9.1 1.9 4.4 11.7 6.67 
30-99人 492 0.2 12.8 27.2 23.2 21.5 8.7 0.8 5.5 11.6 6.28 
100-299人 353 - 7.4 16.4 26.1 31.2 9.6 2.6 6.8 13.9 6.85 
300-499人 104 - 2.9 13.5 21.2 38.5 13.5 2.9 7.7 15.3 5.78 
500-999人 124 - 1.6 5.7 30.7 46.0 8.1 - 8.1 15.3 4.11 
1000人以上 158 - 0.6 7.6 36.7 34.8 9.5 1.9 8.9 15.2 4.74 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 - 12.1 29.6 21.4 22.1 9.2 1.7 3.9 11.7 6.66 
30-99人 495 0.2 12.9 23.4 24.0 23.4 8.5 0.8 6.7 11.8 6.18 
100-299人 323 - 4.6 17.3 24.8 31.6 10.5 3.4 7.7 14.5 6.89 
300-499人 96 - 4.2 11.5 28.1 41.7 9.4 - 5.2 14.5 4.81 
500-999人 116 - 0.9 6.0 30.2 49.1 7.8 0.9 5.2 15.7 4.14 
1000人以上 119 - - 7.6 34.5 34.5 10.9 1.7 10.9 15.4 4.89 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - - 6.0 - 
建設業 27 - 7.4 3.7 40.7 29.6 7.4 - 11.1 13.7 4.48 
製造業 480 - 1.5 7.7 23.8 46.0 12.9 2.3 5.8 16.2 5.57 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 50.0 - 50.0 - - - 12.5 9.19 
情報通信業 353 - 13.6 33.1 21.2 22.7 3.7 1.1 4.5 10.8 5.90 
運輸業、郵便業 5 - - 20.0 20.0 20.0 20.0 - 20.0 14.2 6.33 
卸売業、小売業 55 - 3.6 18.2 29.1 36.4 9.1 - 3.6 13.4 4.86 
金融業、保険業 75 - 1.3 9.3 33.3 22.7 22.7 - 10.7 14.8 5.38 
不動産業、物品賃貸業 21 - 4.8 4.8 71.4 19.0 - - - 12.6 3.37 
学術研究、専門・技術サービス業 257 - 12.5 23.0 20.6 23.0 11.7 1.9 7.4 12.4 6.98 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - 100.0 - - - - - 5.5 0.71 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - 25.0 25.0 - - - 25.0 25.0 16.3 18.01 
教育、学習支援業 140 - 2.9 15.0 32.1 25.7 5.7 1.4 17.1 13.4 4.83 
医療、福祉 6 - 16.7 16.7 33.3 16.7 - - 16.7 9.7 4.83 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 0.6 19.5 36.6 20.1 10.4 2.4 - 10.4 8.5 4.95 
その他 8 - 12.5 - 25.0 37.5 25.0 - - 14.1 5.66 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 0.1 14.0 32.3 22.8 18.1 3.6 0.9 8.2 10.4 5.82 
支社、支店 459 - 4.1 8.5 24.8 41.4 12.4 1.3 7.4 15.1 5.52 
営業所 75 - 2.7 13.3 32.0 44.0 5.3 2.7 - 14.5 6.15 
研究所 118 - 2.5 6.8 23.7 32.2 21.2 5.9 7.6 17.2 6.89 
その他 178 - 1.1 7.3 26.4 37.6 17.4 1.7 8.4 16.2 5.12 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 - 21.3 20.7 24.1 23.0 5.2 1.7 4.0 11.0 6.90 
やや上昇している 542 0.2 8.7 20.7 24.9 29.9 7.6 1.1 7.0 12.8 6.10 
横ばい 451 - 5.1 22.2 25.3 27.3 10.9 1.6 7.8 13.4 6.34 
ゆるやかに低下している 160 - 7.5 14.4 13.8 45.6 10.0 2.5 6.3 14.5 6.52 
低下している 93 - 7.5 23.7 24.7 28.0 9.7 1.1 5.4 12.8 6.14 
その他 141 - 2.1 17.0 32.6 22.0 13.5 0.7 12.1 14.0 5.16 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 - 1.1 4.8 24.8 43.3 15.4 1.8 8.8 16.3 5.03 
ない 765 0.1 16.5 36.6 23.5 13.9 2.0 1.2 6.3 9.6 5.76 

Ｆ１－２　正社員の平均勤続年数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

4－ 66 － － 67 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

支
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長
・
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業
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長
・
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場
長
ク
ラ
ス

部
長
ク
ラ
ス

部
次
長
ク
ラ
ス

課
長
ク
ラ
ス

課
長
代
理
ク
ラ
ス

そ
の
他

不
明

Total 1,614 13.2 14.0 6.0 53.7 7.3 3.2 2.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 16.9 19.4 6.9 44.8 4.7 4.1 3.1 
30-99人 492 14.2 18.9 10.2 44.5 6.5 3.3 2.4 
100-299人 353 11.6 10.8 5.1 57.5 10.5 2.8 1.7 
300-499人 104 11.5 7.7 1.9 65.4 8.7 4.8 - 
500-999人 124 8.9 4.0 0.8 71.8 9.7 3.2 1.6 
1000人以上 158 13.9 6.3 2.5 66.5 6.3 2.5 1.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 16.5 18.7 7.0 45.2 4.9 3.9 3.9 
30-99人 495 13.7 18.4 9.1 46.9 7.1 3.0 1.8 
100-299人 323 10.8 9.6 5.0 58.5 10.2 4.0 1.9 
300-499人 96 7.3 7.3 2.1 74.0 9.4 - - 
500-999人 116 8.6 5.2 0.9 72.4 6.9 4.3 1.7 
1000人以上 119 17.7 5.0 3.4 60.5 8.4 1.7 3.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - 100.0 - - 
建設業 27 7.4 7.4 11.1 59.3 11.1 - 3.7 
製造業 480 10.8 7.1 0.8 67.5 9.0 1.9 2.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 50.0 - - 50.0 - - 
情報通信業 353 11.6 17.3 9.3 49.0 5.9 4.5 2.3 
運輸業、郵便業 5 20.0 - - 80.0 - - - 
卸売業、小売業 55 5.5 12.7 1.8 56.4 20.0 1.8 1.8 
金融業、保険業 75 34.7 10.7 5.3 46.7 2.7 - - 
不動産業、物品賃貸業 21 4.8 9.5 61.9 23.8 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 16.3 18.7 9.3 44.4 4.3 3.9 3.1 
宿泊業、飲食サービス業 2 - 100.0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 25.0 37.5 12.5 - - 12.5 
教育、学習支援業 140 7.9 11.4 2.9 64.3 6.4 6.4 0.7 
医療、福祉 6 50.0 - - 50.0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 164 16.5 25.0 4.9 37.2 9.1 4.3 3.0 
その他 8 25.0 12.5 - 62.5 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 10.4 20.8 6.2 47.4 8.6 4.2 2.4 
支社、支店 459 17.0 6.3 8.3 59.9 6.3 0.9 1.3 
営業所 75 4.0 5.3 1.3 77.3 6.7 - 5.3 
研究所 118 18.6 11.9 5.9 54.2 5.1 - 4.2 
その他 178 16.3 9.6 1.7 55.1 6.2 8.4 2.8 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 10.9 13.2 9.8 50.0 8.6 5.8 1.7 
やや上昇している 542 12.7 12.7 4.1 57.4 8.3 2.6 2.2 
横ばい 451 14.6 15.1 8.0 51.2 7.5 2.0 1.6 
ゆるやかに低下している 160 12.5 16.3 1.9 58.8 6.3 1.9 2.5 
低下している 93 19.4 24.7 9.7 34.4 4.3 4.3 3.2 
その他 141 10.6 9.2 7.1 58.2 7.1 5.7 2.1 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 14.0 7.8 4.2 66.1 4.4 1.7 1.9 
ない 765 12.4 20.9 7.7 40.5 10.5 5.0 3.0 

Ｆ２　管理監督者の職位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

5－ 68 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

林
業

鉱
業、

採
石
業、

砂
利
採

取
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・

水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業、

郵
便
業

卸
売
業、

小
売
業

金
融
業、

保
険
業

不
動
産
業、

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究、

専
門
・
技
術

サー

ビ
ス
業

宿
泊
業、

飲
食
サー

ビ
ス

業 生
活
関
連
サー

ビ
ス
業、

娯
楽
業

教
育、

学
習
支
援

医
療、

福
祉

複
合
サー

ビ
ス
業（
郵
便

局、

農
業
組
合
等）

そ
の
他
サー
ビ
ス
業（

他

に
分
類
さ
れ
な
い
も
の）

そ
の
他

不
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Total 1,614 - 0.1 1.7 29.7 0.1 21.9 0.3 3.4 4.6 1.3 15.9 0.1 0.5 8.7 0.4 - 10.2 0.5 0.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 - - 3.8 22.3 - 23.2 0.6 6.0 8.2 1.6 17.9 0.6 0.6 1.9 0.3 - 12.9 - 0.3 
30-99人 492 - - 1.2 19.5 0.2 27.8 0.2 3.0 4.9 2.0 18.5 - 1.2 5.5 0.2 - 14.2 0.4 1.0 
100-299人 353 - 0.3 2.0 29.2 0.3 23.2 0.3 3.4 2.8 1.1 17.0 - - 9.1 0.3 - 10.5 0.6 - 
300-499人 104 - - 1.0 44.2 - 14.4 - 1.0 2.9 - 15.4 - - 15.4 - - 5.8 - - 
500-999人 124 - - - 50.0 - 11.3 - 4.0 0.8 - 12.1 - - 19.4 - - 1.6 0.8 - 
1000人以上 158 - - - 44.9 - 10.1 - 0.6 6.3 1.3 10.1 - - 21.5 1.9 - 1.3 1.3 0.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 - - 3.4 20.1 - 24.3 0.5 5.8 8.3 1.2 18.9 0.5 0.7 2.9 0.2 - 12.4 - 0.7 
30-99人 495 - 0.2 0.8 20.6 0.2 25.3 0.2 3.2 3.6 2.4 19.8 - 0.8 6.5 0.2 - 14.9 0.4 0.8 
100-299人 323 - - 2.5 31.0 0.3 24.1 0.3 2.5 2.5 0.6 14.6 - - 13.0 0.3 - 7.7 0.6 - 
300-499人 96 - - - 45.8 - 15.6 - 2.1 3.1 - 10.4 - - 16.7 - - 5.2 1.0 - 
500-999人 116 - - - 53.4 - 12.1 - 2.6 0.9 0.9 9.5 - - 18.1 0.9 - 1.7 - - 
1000人以上 119 - - - 49.6 - 12.6 - - 8.4 0.8 9.2 - - 14.3 1.7 - 0.8 1.7 0.8 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 27 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 480 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 353 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 5 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 55 - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 75 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 21 - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - 
教育、学習支援業 140 - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - 
医療、福祉 6 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 8 - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 - 0.1 1.3 17.4 0.1 29.7 0.5 3.1 2.7 0.9 15.1 0.3 0.8 9.4 0.4 - 17.1 0.6 0.5 
支社、支店 459 - - 1.7 32.0 0.2 21.8 0.2 6.1 11.3 3.1 11.3 - 0.4 7.0 0.2 - 4.6 - - 
営業所 75 - - 10.7 58.7 - 10.7 - 4.0 - - 6.7 - - - - - 6.7 - 2.7 
研究所 118 - - - 33.9 - 3.4 - - - - 56.8 - - 2.5 - - 1.7 0.8 0.8 
その他 178 - - 0.6 62.4 - 5.1 - - 1.1 - 7.9 - - 18.0 1.1 - 1.7 1.1 1.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 - - 2.9 27.6 0.6 17.2 1.7 2.9 5.7 9.8 17.8 0.6 0.6 1.1 - - 10.9 0.6 - 
やや上昇している 542 - - 2.2 37.6 0.2 22.9 0.4 3.0 4.4 - 12.2 - 0.2 3.7 0.4 - 12.4 0.4 0.2 
横ばい 451 - - 1.1 26.2 - 22.6 - 4.4 7.3 0.4 16.9 0.2 1.3 8.9 0.2 - 8.4 0.4 1.6 
ゆるやかに低下している 160 - - 0.6 24.4 - 38.1 - 5.6 3.8 0.6 10.0 - - 4.4 0.6 - 11.9 - - 
低下している 93 - - 2.2 40.9 - 22.6 - 5.4 1.1 - 14.0 - - 3.2 1.1 - 8.6 1.1 - 
その他 141 - 0.7 - 13.5 - 8.5 - - 0.7 0.7 29.8 - - 40.4 - - 5.0 0.7 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 - - 2.3 45.5 0.1 11.5 0.1 2.5 7.8 2.1 13.4 - 0.1 10.0 0.6 - 2.9 0.6 0.6 
ない 765 - 0.1 0.8 12.5 0.1 33.2 0.5 4.3 1.2 0.4 19.0 0.3 0.9 7.3 0.1 - 18.3 0.4 0.5 

Ｆ３　事業の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

6－ 68 － － 69 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)
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研
究
所

そ
の
他
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Total 1,614 48.3 28.4 4.7 7.3 11.0 0.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 45.1 32.0 15.4 3.5 4.1 - 
30-99人 492 55.5 29.9 3.3 6.5 4.7 0.2 
100-299人 353 48.7 29.2 2.0 10.2 9.6 0.3 
300-499人 104 41.4 14.4 1.9 18.3 24.0 - 
500-999人 124 38.7 22.6 0.8 6.5 31.5 - 
1000人以上 158 47.5 19.6 - 6.3 26.6 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 46.6 32.0 11.9 5.6 3.9 - 
30-99人 495 53.7 29.7 3.4 7.3 5.3 0.6 
100-299人 323 48.3 26.9 1.9 9.0 13.9 - 
300-499人 96 43.8 19.8 3.1 13.5 19.8 - 
500-999人 116 39.7 20.7 - 5.2 33.6 0.9 
1000人以上 119 47.9 18.5 - 7.6 26.1 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - 
建設業 27 37.0 29.6 29.6 - 3.7 - 
製造業 480 28.3 30.6 9.2 8.3 23.1 0.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 50.0 - - - - 
情報通信業 353 65.7 28.3 2.3 1.1 2.5 - 
運輸業、郵便業 5 80.0 20.0 - - - - 
卸売業、小売業 55 43.6 50.9 5.5 - - - 
金融業、保険業 75 28.0 69.3 - - 2.7 - 
不動産業、物品賃貸業 21 33.3 66.7 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 45.9 20.2 1.9 26.1 5.4 0.4 
宿泊業、飲食サービス業 2 100.0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 75.0 25.0 - - - - 
教育、学習支援業 140 52.1 22.9 - 2.1 22.9 - 
医療、福祉 6 50.0 16.7 - - 33.3 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 164 81.1 12.8 3.0 1.2 1.8 - 
その他 8 62.5 - - 12.5 25.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 100.0 - - - - - 
支社、支店 459 - 100.0 - - - - 
営業所 75 - - 100.0 - - - 
研究所 118 - - - 100.0 - - 
その他 178 - - - - 100.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 54.6 30.5 2.3 4.6 8.1 - 
やや上昇している 542 48.3 26.8 10.3 5.5 8.9 0.2 
横ばい 451 50.6 30.2 2.2 5.8 11.1 0.2 
ゆるやかに低下している 160 45.6 41.9 1.9 3.1 7.5 - 
低下している 93 54.8 24.7 1.1 1.1 18.3 - 
その他 141 36.2 17.7 - 27.7 18.4 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 24.5 40.0 7.0 11.2 17.1 0.2 
ない 765 74.9 15.4 2.1 3.1 4.3 0.1 

Ｆ４　事業場の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

7－ 70 －

調査シリーズNo.124
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Total 1,614 10.8 33.6 27.9 9.9 5.8 8.7 3.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 10.7 35.1 26.3 12.9 9.1 3.8 2.2 
30-99人 492 12.2 32.5 32.7 9.2 4.9 6.3 2.2 
100-299人 353 11.9 32.0 30.0 10.5 4.5 7.1 4.0 
300-499人 104 7.7 39.4 26.0 5.8 2.9 12.5 5.8 
500-999人 124 8.9 25.8 25.0 8.1 9.7 20.2 2.4 
1000人以上 158 10.1 30.4 22.8 6.3 3.8 22.2 4.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 10.4 32.8 27.4 13.6 8.0 5.3 2.4 
30-99人 495 12.7 31.7 30.3 9.9 5.1 7.1 3.2 
100-299人 323 10.2 33.4 30.0 9.6 4.0 8.7 4.0 
300-499人 96 6.3 37.5 28.1 4.2 7.3 13.5 3.1 
500-999人 116 8.6 26.7 27.6 7.8 6.9 21.6 0.9 
1000人以上 119 12.6 34.5 22.7 6.7 2.5 15.1 5.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 100.0 - 
建設業 27 18.5 44.4 18.5 3.7 7.4 - 7.4 
製造業 480 10.0 42.5 24.6 8.1 7.9 4.0 2.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 50.0 - - - - - 
情報通信業 353 8.5 35.1 28.9 17.3 5.9 3.4 0.8 
運輸業、郵便業 5 60.0 40.0 - - - - - 
卸売業、小売業 55 9.1 29.1 36.4 16.4 9.1 - - 
金融業、保険業 75 13.3 32.0 44.0 8.0 1.3 1.3 - 
不動産業、物品賃貸業 21 81.0 - 9.5 4.8 - 4.8 - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 12.1 25.7 29.6 6.2 5.1 16.3 5.1 
宿泊業、飲食サービス業 2 50.0 - 50.0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 12.5 75.0 - - - - 
教育、学習支援業 140 1.4 14.3 28.6 5.0 2.1 40.7 7.9 
医療、福祉 6 - 33.3 16.7 16.7 16.7 - 16.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 164 11.6 40.9 23.2 11.6 4.9 4.3 3.7 
その他 8 12.5 25.0 25.0 - 12.5 12.5 12.5 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 12.2 33.6 29.2 9.4 6.5 6.5 2.6 
支社、支店 459 11.6 31.6 29.6 14.6 5.0 5.5 2.2 
営業所 75 5.3 74.7 13.3 4.0 1.3 - 1.3 
研究所 118 6.8 25.4 22.0 4.2 0.9 33.1 7.6 
その他 178 7.9 27.0 28.1 6.7 9.6 14.6 6.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 100.0 - - - - - - 
やや上昇している 542 - 100.0 - - - - - 
横ばい 451 - - 100.0 - - - - 
ゆるやかに低下している 160 - - - 100.0 - - - 
低下している 93 - - - - 100.0 - - 
その他 141 - - - - - 100.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 9.8 32.6 26.0 10.3 5.7 12.5 3.1 
ない 765 12.0 35.2 30.2 9.5 5.8 4.3 3.0 

Ｆ５　過去３年間の業績の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

8－ 70 － － 71 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)
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い

不
明

Total 1,614 51.9 47.4 0.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 40.4 57.4 2.2 
30-99人 492 36.2 63.2 0.6 
100-299人 353 49.3 50.7 - 
300-499人 104 70.2 29.8 - 
500-999人 124 77.4 22.6 - 
1000人以上 158 90.5 9.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 39.3 58.5 2.2 
30-99人 495 38.6 61.0 0.4 
100-299人 323 52.9 47.1 - 
300-499人 96 75.0 25.0 - 
500-999人 116 84.5 15.5 - 
1000人以上 119 91.6 8.4 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - 
建設業 27 70.4 22.2 7.4 
製造業 480 79.4 20.0 0.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 50.0 - 
情報通信業 353 27.2 72.0 0.8 
運輸業、郵便業 5 20.0 80.0 - 
卸売業、小売業 55 38.2 60.0 1.8 
金融業、保険業 75 86.7 12.0 1.3 
不動産業、物品賃貸業 21 85.7 14.3 - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 43.6 56.4 - 
宿泊業、飲食サービス業 2 - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 87.5 - 
教育、学習支援業 140 60.0 40.0 - 
医療、福祉 6 83.3 16.7 - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 164 14.6 85.4 - 
その他 8 62.5 37.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 26.3 73.5 0.3 
支社、支店 459 73.0 25.7 1.3 
営業所 75 78.7 21.3 - 
研究所 118 79.7 20.3 - 
その他 178 80.3 18.5 1.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 47.1 52.9 - 
やや上昇している 542 50.4 49.6 - 
横ばい 451 48.3 51.2 0.4 
ゆるやかに低下している 160 53.8 45.6 0.6 
低下している 93 51.6 47.3 1.1 
その他 141 74.5 23.4 2.1 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 100.0 - - 
ない 765 - 100.0 - 

Ｆ６　労働組合の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

9－ 72 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 1,614 - 0.1 66.4 32.9 0.1 0.2 0.3 7.7 0.29 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 - - 55.8 43.9 - 0.3 - 7.8 0.33 
30-99人 492 - 0.2 62.2 36.6 0.2 0.4 0.4 7.7 0.34 
100-299人 353 - 0.3 68.8 30.6 0.3 - - 7.7 0.27 
300-499人 104 - - 83.7 16.4 - - - 7.7 0.21 
500-999人 124 - - 82.3 17.7 - - - 7.7 0.20 
1000人以上 158 - - 81.7 18.4 - - - 7.7 0.22 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 - - 58.3 41.3 - 0.2 0.2 7.7 0.33 
30-99人 495 - 0.2 63.2 35.4 0.4 0.4 0.4 7.7 0.33 
100-299人 323 - 0.3 73.1 26.6 - - - 7.7 0.26 
300-499人 96 - - 81.3 18.8 - - - 7.7 0.22 
500-999人 116 - - 81.9 18.1 - - - 7.7 0.19 
1000人以上 119 - - 79.0 21.0 - - - 7.7 0.25 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - 7.5 - 
建設業 27 - - 55.6 44.4 - - - 7.8 0.21 
製造業 480 - - 67.7 31.5 - 0.4 0.4 7.8 0.19 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 50.0 50.0 - - - 7.9 0.18 
情報通信業 353 - 0.3 60.3 38.5 0.3 0.3 0.3 7.7 0.34 
運輸業、郵便業 5 - - 20.0 80.0 - - - 8.0 0.08 
卸売業、小売業 55 - - 72.7 27.3 - - - 7.7 0.22 
金融業、保険業 75 - - 72.0 28.0 - - - 7.4 0.44 
不動産業、物品賃貸業 21 - - 95.2 4.8 - - - 7.4 0.24 
学術研究、専門・技術サービス業 257 - - 61.9 38.1 - - - 7.8 0.25 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - 100.0 - - - 8.0 0.00 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - 37.5 62.5 - - - 7.8 0.35 
教育、学習支援業 140 - - 91.4 7.9 0.7 - - 7.7 0.19 
医療、福祉 6 - - 100.0 - - - - 7.6 0.31 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 - 0.6 56.7 42.7 - - - 7.7 0.35 
その他 8 - - 75.0 25.0 - - - 7.7 0.33 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 - 0.3 54.4 44.5 0.3 0.3 0.4 7.8 0.33 
支社、支店 459 - - 70.4 29.4 - 0.2 - 7.7 0.31 
営業所 75 - - 90.7 9.3 - - - 7.7 0.14 
研究所 118 - - 83.9 16.1 - - - 7.8 0.15 
その他 178 - - 87.1 12.9 - - - 7.7 0.15 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 - 0.6 55.2 43.7 - - 0.6 7.7 0.36 
やや上昇している 542 - - 66.2 33.4 - 0.4 - 7.8 0.28 
横ばい 451 - 0.2 63.9 35.5 0.4 - - 7.7 0.29 
ゆるやかに低下している 160 - - 70.6 28.8 - - 0.6 7.7 0.28 
低下している 93 - - 59.1 38.7 - 1.1 1.1 7.7 0.39 
その他 141 - - 84.4 15.6 - - - 7.7 0.23 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 - - 81.0 18.9 0.1 - - 7.7 0.25 
ない 765 - 0.3 50.3 48.5 0.1 0.4 0.4 7.8 0.33 

問１　１日の所定労働時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

10－ 72 － － 73 －
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Total 1,614 0.1 0.1 62.1 33.4 0.1 1.0 3.2 38.8 1.64 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 - - 51.4 43.6 0.3 1.6 3.1 39.0 1.80 
30-99人 492 0.2 0.2 56.7 37.8 - 1.2 3.9 38.8 1.88 
100-299人 353 - 0.3 67.4 29.8 0.3 0.6 1.7 38.8 1.46 
300-499人 104 - - 79.8 15.4 - 1.0 3.9 38.7 1.35 
500-999人 124 - - 72.6 21.8 - 0.8 4.8 38.9 1.27 
1000人以上 158 - - 77.2 19.6 - 0.6 2.5 38.7 1.28 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 - - 53.2 42.5 0.2 1.2 2.9 38.9 1.74 
30-99人 495 0.2 0.2 59.2 35.2 - 1.6 3.6 38.8 1.93 
100-299人 323 - 0.3 70.6 26.0 0.3 0.3 2.5 38.7 1.36 
300-499人 96 - - 79.2 18.8 - - 2.1 38.7 1.02 
500-999人 116 - - 70.7 23.3 - 0.9 5.2 38.9 1.23 
1000人以上 119 - - 74.8 21.9 - 0.8 2.5 38.7 1.43 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - 37.5 - 
建設業 27 - - 25.9 44.4 - 3.7 25.9 39.7 2.22 
製造業 480 0.2 - 59.8 34.4 - 1.0 4.6 39.3 1.26 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 50.0 50.0 - - - 39.4 0.88 
情報通信業 353 - 0.3 57.2 38.2 0.3 1.1 2.8 38.8 1.73 
運輸業、郵便業 5 - - - 100.0 - - - 40.0 - 
卸売業、小売業 55 - - 76.4 21.8 - 1.8 - 38.6 1.37 
金融業、保険業 75 - 1.3 65.3 28.0 - 1.3 4.0 37.0 2.70 
不動産業、物品賃貸業 21 - - 95.2 4.8 - - - 37.2 1.18 
学術研究、専門・技術サービス業 257 - - 60.3 37.4 - 0.4 1.9 38.9 1.30 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - 100.0 - - - 40.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - 37.5 50.0 - - 12.5 38.9 1.83 
教育、学習支援業 140 - - 88.6 9.3 0.7 - 1.4 38.7 0.85 
医療、福祉 6 - - 100.0 - - - - 38.1 1.53 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 - - 56.7 41.5 - 1.8 - 38.8 2.09 
その他 8 - - 62.5 25.0 - - 12.5 38.8 1.00 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 0.1 0.1 50.8 44.4 0.1 1.3 3.2 38.9 1.85 
支社、支店 459 - 0.2 65.6 30.3 0.2 1.1 2.6 38.7 1.74 
営業所 75 - - 82.7 6.7 - 1.3 9.3 38.8 1.03 
研究所 118 - - 81.4 17.8 - - 0.9 38.8 0.79 
その他 178 - - 80.9 15.7 - - 3.4 38.8 0.80 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 - - 52.9 44.8 - 0.6 1.7 38.6 1.87 
やや上昇している 542 0.2 - 61.8 32.7 0.2 1.7 3.5 38.9 1.79 
横ばい 451 - 0.4 59.7 36.6 - 0.9 2.4 38.8 1.64 
ゆるやかに低下している 160 - - 65.6 29.4 0.6 - 4.4 38.8 1.33 
低下している 93 - - 52.7 43.0 - 2.2 2.2 39.1 1.94 
その他 141 - - 81.6 15.6 - - 2.8 38.8 0.82 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 - 0.1 75.7 20.3 - 0.6 3.3 38.7 1.41 
ない 765 0.1 0.1 47.2 47.8 0.3 1.4 3.0 39.0 1.87 

問１　１週間の所定労働時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,614 28.3 6.6 36.3 1.7 3.2 1.1 14.2 8.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 22.9 4.1 28.2 2.2 1.6 0.6 27.6 12.9 
30-99人 492 30.9 3.7 37.4 1.2 2.6 0.6 14.4 9.1 
100-299人 353 30.9 7.6 35.4 2.3 4.5 0.8 9.6 8.8 
300-499人 104 19.2 9.6 44.2 1.9 1.0 2.9 10.6 10.6 
500-999人 124 22.6 9.7 51.6 1.6 4.0 2.4 5.6 2.4 
1000人以上 158 21.5 13.3 43.0 1.3 6.3 1.9 7.6 5.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 23.8 4.6 30.1 1.9 1.7 1.0 24.0 12.9 
30-99人 495 30.3 3.2 38.0 1.2 3.4 0.6 13.9 9.3 
100-299人 323 30.7 7.7 37.2 2.8 4.0 0.9 9.6 7.1 
300-499人 96 19.8 11.5 43.8 1.0 4.2 3.1 8.3 8.3 
500-999人 116 25.0 11.2 48.3 0.9 4.3 1.7 5.2 3.4 
1000人以上 119 24.4 14.3 40.3 1.7 3.4 1.7 10.1 4.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - 100.0 - 
建設業 27 22.2 18.5 18.5 7.4 - - 18.5 14.8 
製造業 480 32.3 9.2 23.5 1.2 1.0 0.2 25.2 7.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 100.0 - - - - - 
情報通信業 353 36.8 5.1 49.3 1.4 2.0 0.3 4.0 1.1 
運輸業、郵便業 5 - - - - - - 80.0 20.0 
卸売業、小売業 55 16.4 3.6 7.3 - - - 47.3 25.5 
金融業、保険業 75 - 5.3 6.7 - - - 25.3 62.7 
不動産業、物品賃貸業 21 57.1 - - - 4.8 - 28.6 9.5 
学術研究、専門・技術サービス業 257 26.5 7.0 49.4 2.3 4.7 1.6 4.7 3.9 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - - 50.0 50.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 25.0 12.5 50.0 12.5 - - - - 
教育、学習支援業 140 5.7 - 61.4 3.6 15.0 7.1 2.1 5.0 
医療、福祉 6 - 50.0 33.3 16.7 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 164 36.0 4.9 36.6 0.6 2.4 - 9.8 9.8 
その他 8 37.5 12.5 37.5 - 12.5 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 31.3 4.0 41.2 2.3 3.3 1.0 8.6 8.3 
支社、支店 459 30.5 7.8 25.3 1.5 2.8 0.2 18.5 13.3 
営業所 75 12.0 10.7 10.7 - - - 62.7 4.0 
研究所 118 18.6 9.3 60.2 0.8 4.2 1.7 2.5 2.5 
その他 178 22.5 11.2 38.8 0.6 3.9 3.4 14.0 5.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 31.6 11.5 33.9 1.1 3.4 - 9.2 9.2 
やや上昇している 542 29.9 6.1 34.3 0.9 1.1 0.2 20.1 7.4 
横ばい 451 27.9 6.4 33.3 2.0 3.1 1.8 13.3 12.2 
ゆるやかに低下している 160 41.9 9.4 23.8 1.2 2.5 0.6 9.4 11.2 
低下している 93 31.2 7.5 35.5 3.2 3.2 - 10.8 8.6 
その他 141 7.8 0.7 68.8 3.5 9.2 3.5 4.3 2.1 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 25.4 8.6 30.9 1.3 2.6 1.6 18.9 10.7 
ない 765 31.5 4.4 42.4 2.1 3.8 0.5 8.8 6.5 

問２　実労働時間の把握方法  専門業務型裁量労働制適用者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,614 16.1 8.2 15.9 0.4 0.5 - 30.1 28.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 20.4 9.4 14.7 0.3 0.6 - 22.9 31.7 
30-99人 492 10.0 5.1 15.4 1.0 - - 32.7 35.8 
100-299人 353 16.4 6.5 15.3 - 0.3 - 32.3 29.2 
300-499人 104 8.7 7.7 23.1 - 2.9 - 35.6 22.1 
500-999人 124 17.7 11.3 25.0 - - - 30.6 15.3 
1000人以上 158 16.5 18.4 13.9 - 0.6 - 33.5 17.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 17.2 9.0 14.1 1.0 0.5 - 27.2 31.1 
30-99人 495 12.7 4.4 14.3 0.4 - - 32.7 35.4 
100-299人 323 13.9 6.2 17.3 - 0.9 - 33.1 28.5 
300-499人 96 10.4 12.5 25.0 - 1.0 - 33.3 17.7 
500-999人 116 21.6 12.9 22.4 - - - 25.0 18.1 
1000人以上 119 17.6 20.2 15.1 - 0.8 - 30.3 16.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - 
建設業 27 11.1 25.9 18.5 - - - 18.5 25.9 
製造業 480 28.5 10.6 23.5 0.6 0.8 - 15.8 20.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 50.0 - - - 50.0 - 
情報通信業 353 12.7 2.5 12.2 - 0.6 - 27.8 44.2 
運輸業、郵便業 5 60.0 - - - 20.0 - 20.0 - 
卸売業、小売業 55 30.9 27.3 21.8 - - - 9.1 10.9 
金融業、保険業 75 4.0 37.3 44.0 - 1.3 - 12.0 1.3 
不動産業、物品賃貸業 21 9.5 28.6 4.8 - - - - 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 257 8.6 3.1 8.6 - - - 42.8 37.0 
宿泊業、飲食サービス業 2 50.0 - - - - - 50.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 - - 12.5 - - 25.0 50.0 
教育、学習支援業 140 - - 4.3 - - - 79.3 16.4 
医療、福祉 6 - 33.3 - - - - 33.3 33.3 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 164 14.0 3.0 12.2 1.8 - - 34.8 34.1 
その他 8 25.0 12.5 - - - - 50.0 12.5 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 11.2 4.2 12.8 0.8 0.9 - 30.0 40.1 
支社、支店 459 21.6 13.5 21.1 0.2 - - 23.1 20.5 
営業所 75 58.7 10.7 9.3 - - - 12.0 9.3 
研究所 118 6.8 5.1 10.2 - - - 61.0 16.9 
その他 178 11.8 12.9 22.5 - 0.6 - 35.4 16.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 13.8 12.6 17.2 0.6 1.1 - 20.1 34.5 
やや上昇している 542 19.4 8.3 19.2 0.2 0.2 - 23.8 29.0 
横ばい 451 12.2 9.1 16.0 0.7 0.4 - 34.6 27.1 
ゆるやかに低下している 160 30.6 6.9 11.9 1.2 1.2 - 18.8 29.4 
低下している 93 18.3 8.6 12.9 - - - 19.4 40.9 
その他 141 5.0 0.7 9.2 - 0.7 - 62.4 22.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 22.8 13.5 20.9 0.4 0.6 - 27.3 14.6 
ない 765 8.9 2.4 10.3 0.5 0.4 - 33.3 44.2 

問２　実労働時間の把握方法  企画業務型裁量労働制適用者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,614 15.7 5.9 15.6 0.6 0.6 - 58.7 3.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 11.3 5.6 8.8 0.6 0.6 - 69.0 4.1 
30-99人 492 12.8 1.6 12.8 0.4 0.4 - 68.1 3.9 
100-299人 353 16.4 5.9 16.7 0.3 1.1 - 56.1 3.4 
300-499人 104 9.6 9.6 26.0 1.0 1.0 - 52.9 - 
500-999人 124 18.5 9.7 25.0 0.8 - - 44.4 1.6 
1000人以上 158 15.2 13.9 26.6 1.3 - - 41.8 1.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 11.2 4.9 7.8 0.5 0.7 - 70.9 4.1 
30-99人 495 14.3 1.4 13.1 0.4 0.4 - 65.9 4.4 
100-299人 323 15.5 6.5 18.9 0.3 1.2 - 55.7 1.9 
300-499人 96 12.5 13.5 25.0 3.1 - - 44.8 1.0 
500-999人 116 20.7 11.2 29.3 - - - 37.9 0.9 
1000人以上 119 16.8 15.1 28.6 0.8 - - 37.8 0.8 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - 
建設業 27 3.7 25.9 7.4 - - - 59.3 3.7 
製造業 480 23.8 11.0 22.3 0.4 0.6 - 41.5 0.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 100.0 - - - - - 
情報通信業 353 18.1 2.5 17.8 0.6 0.6 - 58.1 2.3 
運輸業、郵便業 5 20.0 - 20.0 - - - 60.0 - 
卸売業、小売業 55 10.9 1.8 25.5 - - - 61.8 - 
金融業、保険業 75 1.3 6.7 5.3 - - - 84.0 2.7 
不動産業、物品賃貸業 21 - 28.6 - - - - 66.7 4.8 
学術研究、専門・技術サービス業 257 14.0 1.9 14.0 0.8 1.9 - 59.9 7.4 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - - - - - 75.0 25.0 
教育、学習支援業 140 1.4 - - 1.4 - - 90.0 7.1 
医療、福祉 6 16.7 16.7 - - - - 66.7 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 164 13.4 4.3 11.0 - - - 69.5 1.8 
その他 8 37.5 12.5 12.5 - - - 25.0 12.5 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 11.8 3.2 11.3 0.4 0.5 - 70.4 2.4 
支社、支店 459 22.2 7.2 15.3 0.4 - - 52.3 2.6 
営業所 75 20.0 13.3 8.0 - - - 56.0 2.7 
研究所 118 12.7 7.6 27.1 1.7 3.4 - 35.6 11.9 
その他 178 15.7 10.1 30.3 1.1 1.1 - 40.4 1.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 9.8 9.2 15.5 0.6 0.6 - 62.6 1.7 
やや上昇している 542 15.7 6.1 17.3 - 0.2 - 59.0 1.7 
横ばい 451 14.6 6.0 16.9 0.4 0.9 - 59.0 2.2 
ゆるやかに低下している 160 34.4 6.9 10.0 - - - 46.2 2.5 
低下している 93 21.5 6.5 12.9 2.2 3.2 - 51.6 2.2 
その他 141 5.0 - 14.9 2.1 0.7 - 66.7 10.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 20.6 9.4 20.6 0.8 0.7 - 45.1 2.6 
ない 765 10.3 2.1 10.2 0.3 0.5 - 73.1 3.5 

問２　実労働時間の把握方法  フレックスタイム制適用者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 1,614 34.3 11.3 38.4 2.4 4.0 4.2 2.1 3.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 33.2 10.7 35.1 1.9 1.9 3.5 6.0 7.8 
30-99人 492 37.2 8.3 40.5 2.0 3.1 4.3 2.0 2.6 
100-299人 353 35.1 9.6 38.5 2.6 7.1 3.7 0.9 2.6 
300-499人 104 23.1 11.5 54.8 3.9 1.9 3.9 1.0 - 
500-999人 124 27.4 16.1 40.3 3.2 4.8 8.1 - - 
1000人以上 158 27.2 20.9 36.7 3.2 7.0 4.4 - 0.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 33.5 11.2 34.2 2.2 2.9 3.6 5.3 7.0 
30-99人 495 38.2 7.3 40.2 2.0 3.8 4.2 1.8 2.4 
100-299人 323 32.2 9.3 43.0 3.4 5.6 4.0 0.6 1.9 
300-499人 96 22.9 17.7 50.0 2.1 4.2 2.1 1.0 - 
500-999人 116 29.3 17.2 38.8 2.6 4.3 6.9 - 0.9 
1000人以上 119 29.4 21.9 34.5 2.5 5.9 5.9 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - 
建設業 27 22.2 22.2 37.0 7.4 - - - 11.1 
製造業 480 43.8 13.5 34.0 1.5 1.5 4.0 - 1.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 100.0 - - - - - 
情報通信業 353 34.8 4.0 47.6 1.4 0.3 3.4 4.2 4.2 
運輸業、郵便業 5 80.0 - 20.0 - - - - - 
卸売業、小売業 55 38.2 29.1 29.1 - - 1.8 1.8 - 
金融業、保険業 75 4.0 33.3 52.0 1.3 - 5.3 2.7 1.3 
不動産業、物品賃貸業 21 61.9 28.6 - - - 4.8 4.8 - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 30.7 9.3 35.4 3.9 8.9 3.9 2.7 5.1 
宿泊業、飲食サービス業 2 50.0 - - - 50.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 12.5 62.5 - - - - 12.5 
教育、学習支援業 140 14.3 3.6 40.7 5.7 22.1 10.0 1.4 2.1 
医療、福祉 6 16.7 50.0 - 33.3 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 164 38.4 8.5 38.4 1.2 0.6 4.3 3.7 4.9 
その他 8 37.5 12.5 25.0 12.5 12.5 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 34.1 7.2 39.7 2.4 3.0 5.6 3.5 4.5 
支社、支店 459 36.2 16.3 37.5 1.7 3.5 2.2 1.3 1.3 
営業所 75 68.0 10.7 18.7 - - - - 2.7 
研究所 118 21.2 11.0 39.0 5.9 11.9 5.9 - 5.1 
その他 178 25.3 16.9 42.7 1.7 6.7 3.9 0.6 2.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 36.2 16.7 36.2 0.6 1.7 1.7 2.9 4.0 
やや上昇している 542 38.2 9.4 39.9 1.3 2.0 4.8 1.9 2.6 
横ばい 451 31.9 12.9 40.1 2.4 4.4 2.9 1.8 3.6 
ゆるやかに低下している 160 46.3 11.9 27.5 1.3 2.5 4.4 3.8 2.5 
低下している 93 39.8 14.0 25.8 4.3 3.2 5.4 1.1 6.5 
その他 141 13.5 5.7 48.2 5.0 12.8 9.9 1.4 3.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 35.1 17.1 35.6 2.4 4.3 3.5 0.5 1.7 
ない 765 33.7 5.0 41.1 2.4 3.8 5.1 3.9 5.1 

問２　実労働時間の把握方法  管理監督者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,614 31.4 7.7 29.4 5.0 3.7 - 14.6 8.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 32.6 7.8 24.8 1.6 1.9 - 22.3 9.1 
30-99人 492 30.7 4.7 31.9 4.5 3.9 - 15.2 9.1 
100-299人 353 34.0 7.4 28.6 4.8 5.4 - 12.2 7.6 
300-499人 104 24.0 8.7 33.7 5.8 6.7 - 15.4 5.8 
500-999人 124 21.8 10.5 35.5 8.9 3.2 - 11.3 8.9 
1000人以上 158 26.6 14.6 34.2 12.0 3.2 - 5.1 4.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 32.3 8.5 24.3 2.4 2.9 - 21.1 8.5 
30-99人 495 32.3 4.0 31.7 4.8 4.4 - 13.3 9.3 
100-299人 323 32.2 6.8 31.3 5.6 4.6 - 13.0 6.5 
300-499人 96 21.9 13.5 32.3 7.3 4.2 - 13.5 7.3 
500-999人 116 21.6 10.3 35.3 9.5 3.4 - 11.2 8.6 
1000人以上 119 30.3 15.1 32.8 8.4 2.5 - 5.9 5.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - 
建設業 27 33.3 25.9 11.1 11.1 - - 18.5 - 
製造業 480 42.3 8.1 27.9 4.8 1.7 - 8.5 6.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 100.0 - - - - - 
情報通信業 353 33.1 2.0 32.6 1.7 0.6 - 19.5 10.5 
運輸業、郵便業 5 60.0 - - - - - 20.0 20.0 
卸売業、小売業 55 38.2 14.5 40.0 - - - 5.5 1.8 
金融業、保険業 75 4.0 22.7 42.7 2.7 - - 13.3 14.7 
不動産業、物品賃貸業 21 57.1 23.8 9.5 - - - - 9.5 
学術研究、専門・技術サービス業 257 20.6 7.8 23.3 5.1 8.6 - 23.0 11.7 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - - 50.0 50.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 12.5 25.0 - 12.5 - 12.5 25.0 
教育、学習支援業 140 16.4 7.1 38.6 18.6 16.4 - 0.7 2.1 
医療、福祉 6 33.3 - 16.7 33.3 - - 16.7 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 164 35.4 4.3 27.4 3.0 1.8 - 20.7 7.3 
その他 8 - 12.5 25.0 - 12.5 - 37.5 12.5 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 32.4 4.6 29.2 4.7 2.3 - 17.1 9.6 
支社、支店 459 32.5 11.1 30.7 4.1 2.4 - 12.0 7.2 
営業所 75 56.0 10.7 10.7 - 1.3 - 17.3 4.0 
研究所 118 16.9 9.3 31.4 6.8 13.6 - 15.3 6.8 
その他 178 23.6 10.1 34.3 8.4 7.9 - 8.4 7.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 35.6 13.8 19.5 4.0 0.6 - 15.5 10.9 
やや上昇している 542 37.1 5.5 32.5 3.0 2.4 - 12.2 7.4 
横ばい 451 23.7 9.3 28.2 4.4 4.4 - 21.1 8.9 
ゆるやかに低下している 160 45.6 6.9 23.1 1.2 3.8 - 10.6 8.8 
低下している 93 40.9 7.5 19.4 2.2 - - 20.4 9.7 
その他 141 12.8 5.7 44.0 18.4 9.9 - 3.5 5.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 31.6 11.5 29.7 6.7 3.5 - 10.3 6.8 
ない 765 31.5 3.7 28.5 3.1 4.1 - 19.2 9.9 

問２　実労働時間の把握方法  その他の労働時間制で働く労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,614 48.5 36.7 56.1 9.5 65.3 48.4 37.1 9.6 2.5 0.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 41.4 44.2 45.1 10.0 64.6 48.6 28.2 14.1 6.6 0.3 
30-99人 492 39.4 35.8 43.7 7.7 65.5 47.6 36.4 7.9 2.6 1.0 
100-299人 353 52.4 29.8 60.1 9.6 66.9 42.5 35.1 8.2 1.7 0.3 
300-499人 104 63.5 35.6 76.9 1.9 69.2 54.8 39.4 7.7 - - 
500-999人 124 70.2 34.7 83.9 8.1 66.9 50.0 45.2 8.1 - - 
1000人以上 158 64.6 43.7 81.7 17.1 67.1 48.7 44.3 13.9 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 41.0 41.8 43.9 11.2 63.4 48.1 29.6 12.4 6.1 0.5 
30-99人 495 42.0 34.6 48.1 7.5 66.5 46.3 35.2 7.9 2.4 1.0 
100-299人 323 52.6 31.0 63.8 9.0 68.1 46.1 39.6 8.4 0.9 0.3 
300-499人 96 66.7 35.4 75.0 2.1 64.6 50.0 37.5 5.2 - - 
500-999人 116 69.8 39.7 87.1 9.5 69.8 49.1 42.2 9.5 - - 
1000人以上 119 68.1 43.7 80.7 21.0 69.8 52.1 48.7 18.5 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - 100.0 - - - - - 
建設業 27 59.3 33.3 74.1 11.1 40.7 37.0 29.6 7.4 3.7 - 
製造業 480 59.4 42.5 71.9 7.5 69.4 51.9 43.1 15.4 0.4 0.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 100.0 50.0 - 100.0 50.0 - - - - 
情報通信業 353 42.8 38.2 40.2 14.4 77.9 49.6 33.4 11.3 3.1 - 
運輸業、郵便業 5 60.0 40.0 20.0 20.0 60.0 60.0 80.0 - - - 
卸売業、小売業 55 50.9 41.8 54.5 1.8 74.5 52.7 34.5 1.8 1.8 1.8 
金融業、保険業 75 73.3 37.3 84.0 29.3 54.7 56.0 37.3 8.0 - 1.3 
不動産業、物品賃貸業 21 57.1 66.7 85.7 81.0 85.7 9.5 61.9 4.8 4.8 - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 44.0 30.0 51.0 3.1 52.9 49.0 32.7 5.8 4.7 - 
宿泊業、飲食サービス業 2 - 50.0 - - 50.0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 75.0 50.0 - - 50.0 25.0 25.0 12.5 - 12.5 
教育、学習支援業 140 32.9 16.4 66.4 - 44.3 40.7 45.0 5.0 2.1 0.7 
医療、福祉 6 33.3 33.3 33.3 - 50.0 66.7 33.3 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 32.9 37.2 29.3 8.5 67.1 42.7 27.4 4.9 5.5 1.2 
その他 8 87.5 50.0 75.0 - 87.5 50.0 37.5 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 35.6 34.0 38.3 6.0 65.4 46.2 31.4 8.0 4.4 0.5 
支社、支店 459 59.0 39.0 66.7 18.1 67.8 55.6 49.9 6.3 0.4 0.9 
営業所 75 73.3 65.3 86.7 20.0 85.3 29.3 18.7 53.3 - 1.3 
研究所 118 61.9 23.7 69.5 1.7 49.2 38.1 32.2 8.5 0.9 - 
その他 178 59.6 40.5 84.8 3.4 61.8 55.1 40.5 7.9 1.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 43.7 39.1 52.9 17.8 69.0 48.9 43.7 12.6 3.5 0.6 
やや上昇している 542 49.6 36.2 56.1 7.9 69.4 46.1 34.7 14.8 1.9 0.2 
横ばい 451 49.5 36.8 52.3 7.5 65.0 51.9 38.1 7.1 2.0 0.4 
ゆるやかに低下している 160 50.6 44.4 58.8 23.1 68.1 57.5 41.3 3.1 6.3 1.3 
低下している 93 38.7 45.2 44.1 4.3 69.9 50.5 29.0 3.2 3.2 1.1 
その他 141 51.1 25.5 72.3 1.4 48.9 33.3 35.5 6.4 1.4 0.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 64.3 40.1 80.2 14.6 64.4 48.8 42.2 11.2 0.5 0.4 
ない 765 31.4 33.2 29.8 4.1 66.5 48.1 31.6 8.0 4.7 0.8 

問３　長時間労働削減策　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

17－ 80 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

設
定
し
て
い
る

設
定
し
て
い
な
い

不
明

Total 1,614 69.2 30.7 0.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 72.4 27.3 0.3 
30-99人 492 73.2 26.8 - 
100-299人 353 72.2 27.8 - 
300-499人 104 74.0 26.0 - 
500-999人 124 62.1 37.9 - 
1000人以上 158 52.5 47.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 72.1 27.7 0.2 
30-99人 495 73.1 26.7 0.2 
100-299人 323 72.1 27.9 - 
300-499人 96 63.5 36.5 - 
500-999人 116 66.4 33.6 - 
1000人以上 119 52.1 47.9 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 
建設業 27 88.9 11.1 - 
製造業 480 73.8 26.2 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 - - 
情報通信業 353 68.8 31.2 - 
運輸業、郵便業 5 80.0 20.0 - 
卸売業、小売業 55 89.1 10.9 - 
金融業、保険業 75 45.3 54.7 - 
不動産業、物品賃貸業 21 66.7 33.3 - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 75.1 24.5 0.4 
宿泊業、飲食サービス業 2 50.0 50.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 50.0 50.0 - 
教育、学習支援業 140 50.0 50.0 - 
医療、福祉 6 66.7 33.3 - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 164 65.2 34.8 - 
その他 8 62.5 37.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 66.7 33.3 - 
支社、支店 459 68.2 31.6 0.2 
営業所 75 92.0 8.0 - 
研究所 118 86.4 13.6 - 
その他 178 61.8 38.2 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 64.4 35.1 0.6 
やや上昇している 542 68.1 31.9 - 
横ばい 451 70.7 29.3 - 
ゆるやかに低下している 160 78.1 21.9 - 
低下している 93 71.0 29.0 - 
その他 141 61.0 39.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 69.3 30.6 0.1 
ない 765 69.3 30.7 - 

問４　全従業員一律の休憩時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

18－ 80 － － 81 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

あ
る

な
い

不
明

Total 1,117 5.3 93.6 1.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 2.6 96.1 1.3 
30-99人 360 2.8 95.8 1.4 
100-299人 255 4.3 95.3 0.4 
300-499人 77 3.9 96.1 - 
500-999人 77 11.7 85.7 2.6 
1000人以上 83 19.3 78.3 2.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 297 2.7 95.6 1.7 
30-99人 362 3.6 95.6 0.8 
100-299人 233 3.9 95.7 0.4 
300-499人 61 4.9 95.1 - 
500-999人 77 15.6 81.8 2.6 
1000人以上 62 16.1 80.7 3.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - 
建設業 24 4.2 95.8 - 
製造業 354 7.6 92.1 0.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 100.0 - 
情報通信業 243 2.5 96.7 0.8 
運輸業、郵便業 4 25.0 75.0 - 
卸売業、小売業 49 2.0 95.9 2.0 
金融業、保険業 34 2.9 97.1 - 
不動産業、物品賃貸業 14 - 78.6 21.4 
学術研究、専門・技術サービス業 193 2.1 96.9 1.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 4 25.0 75.0 - 
教育、学習支援業 70 18.6 77.1 4.3 
医療、福祉 4 25.0 75.0 - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 107 1.9 98.1 - 
その他 5 - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 520 6.2 93.1 0.8 
支社、支店 313 5.8 93.0 1.3 
営業所 69 1.5 98.6 - 
研究所 102 1.0 97.1 2.0 
その他 110 6.4 90.9 2.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 112 5.4 91.1 3.6 
やや上昇している 369 4.3 95.7 - 
横ばい 319 5.3 93.4 1.3 
ゆるやかに低下している 125 6.4 92.8 0.8 
低下している 66 - 98.5 1.5 
その他 86 12.8 84.9 2.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 581 6.2 92.4 1.4 
ない 530 4.3 94.7 0.9 

問４付問１　異なる休憩時間の検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

19－ 82 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

業
務
内
容
は
労
働
者
が

一
体
に
な
り
行
う
の
で

分
割
付
与
は
困
難

職
場
の
一
体
性
を
保
つ

た
め
分
割
付
与
は
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で
な
い

労
働
者
や
労
働
組
合
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一
斉
休
憩
を
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望
し
て

い
る

労
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や
労
働
組
合
か

ら
分
割
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与
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希
望
が

特
に
な
い

分
割
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与
の
た
め
の
労

使
協
定
の
締
結
が
困
難

分
割
付
与
の
た
め
の
労

使
協
定
の
締
結
が
煩
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で
時
間
が
か
か
る

そ
の
他

不
明

Total 59 8.5 39.0 8.5 11.9 6.8 5.1 23.7 15.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 6 - 16.7 33.3 - - - 33.3 16.7 
30-99人 10 10.0 20.0 10.0 10.0 - - 30.0 30.0 
100-299人 11 9.1 54.6 - 18.2 9.1 9.1 18.2 9.1 
300-499人 3 33.3 33.3 - - - - 33.3 - 
500-999人 9 - 33.3 22.2 11.1 11.1 22.2 11.1 22.2 
1000人以上 16 6.3 62.5 - 12.5 12.5 - 18.8 12.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 8 - 12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 25.0 25.0 
30-99人 13 7.7 30.8 7.7 15.4 - 7.7 30.8 15.4 
100-299人 9 22.2 44.4 - 11.1 11.1 - 22.2 11.1 
300-499人 3 - 33.3 - - - 33.3 33.3 - 
500-999人 12 8.3 50.0 16.7 16.7 16.7 - 8.3 25.0 
1000人以上 10 - 70.0 - - - - 20.0 10.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 1 - - - - - - - 100.0 
製造業 27 14.8 48.1 11.1 - - - 11.1 18.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 6 - 33.3 - - - 33.3 16.7 16.7 
運輸業、郵便業 1 - - - 100.0 - - - - 
卸売業、小売業 1 - - - 100.0 - - 100.0 - 
金融業、保険業 1 - 100.0 - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 4 - 50.0 50.0 25.0 25.0 25.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 13 - 38.5 - 30.8 15.4 - 53.8 7.7 
医療、福祉 1 - - - - - - 100.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 2 50.0 - - - 50.0 - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 32 9.4 40.6 6.3 15.6 9.4 6.3 28.1 6.3 
支社、支店 18 - 44.4 11.1 11.1 5.6 5.6 16.7 27.8 
営業所 1 - - 100.0 - - - - - 
研究所 1 - - - - - - - 100.0 
その他 7 28.6 28.6 - - - - 28.6 14.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - 83.3 - 16.7 - - - - 
やや上昇している 16 12.5 31.3 18.8 - 6.3 6.3 12.5 18.8 
横ばい 17 11.8 35.3 11.8 17.7 - - 29.4 11.8 
ゆるやかに低下している 8 12.5 50.0 - - - 12.5 12.5 12.5 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 11 - 27.3 - 27.3 27.3 9.1 45.5 27.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 36 5.6 41.7 11.1 11.1 5.6 - 22.2 19.4 
ない 23 13.0 34.8 4.4 13.0 8.7 13.0 26.1 8.7 

問４付問２　異なる休憩時間を設定していない理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ％

20－ 82 － － 83 －
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計(

n)

一
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課
ご
と
に

ず
ら
し
て
付
与
し
て
い

る 部
課
内
の
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定
の
係
・
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労
働
者
の
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由
裁
量
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任
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て
い
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上
長
の
判
断
に
任
せ
て

い
る

そ
の
他

不
明

Total 495 28.3 28.1 43.8 8.9 10.9 1.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 87 9.2 20.7 67.8 8.1 5.8 2.3 
30-99人 132 13.6 27.3 61.4 11.4 3.8 3.0 
100-299人 98 27.6 38.8 39.8 13.3 11.2 1.0 
300-499人 27 29.6 33.3 33.3 3.7 22.2 - 
500-999人 47 42.6 25.5 25.5 6.4 21.3 - 
1000人以上 75 48.0 33.3 16.0 6.7 22.7 1.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 114 8.8 22.8 66.7 7.0 4.4 3.5 
30-99人 132 17.4 28.0 56.8 14.4 7.6 1.5 
100-299人 90 30.0 40.0 38.9 8.9 13.3 1.1 
300-499人 35 37.1 25.7 28.6 5.7 20.0 - 
500-999人 39 41.0 33.3 20.5 7.7 15.4 2.6 
1000人以上 57 49.1 29.8 15.8 7.0 24.6 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 3 - - 100.0 - - - 
製造業 126 61.9 22.2 11.1 3.2 10.3 0.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 110 10.9 26.4 70.9 18.2 3.6 2.7 
運輸業、郵便業 1 - - 100.0 100.0 - - 
卸売業、小売業 6 66.7 33.3 16.7 - 16.7 - 
金融業、保険業 41 17.1 56.1 29.3 9.8 9.8 - 
不動産業、物品賃貸業 7 - - 14.3 - 85.7 - 
学術研究、専門・技術サービス業 63 17.5 19.0 55.6 9.5 14.3 3.2 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 4 - 25.0 75.0 - - - 
教育、学習支援業 70 31.4 47.1 31.4 2.9 18.6 1.4 
医療、福祉 2 - 100.0 50.0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 57 5.3 14.0 77.2 12.3 7.0 3.5 
その他 3 66.7 - 33.3 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 260 20.0 21.5 57.3 10.4 8.1 2.7 
支社、支店 145 39.3 40.0 31.7 9.7 7.6 - 
営業所 6 33.3 16.7 50.0 - - 16.7 
研究所 16 37.5 6.3 31.3 12.5 31.3 - 
その他 68 33.8 33.8 20.6 1.5 25.0 1.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 61 23.0 13.1 55.7 13.1 13.1 1.6 
やや上昇している 173 34.1 23.1 38.2 6.9 9.3 2.3 
横ばい 132 22.7 35.6 49.2 12.9 8.3 0.8 
ゆるやかに低下している 35 17.1 28.6 54.3 8.6 2.9 2.9 
低下している 27 40.7 22.2 40.7 7.4 3.7 3.7 
その他 55 30.9 41.8 32.7 3.6 25.5 1.8 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 256 44.1 36.3 21.5 7.8 16.8 0.8 
ない 235 11.5 18.3 68.5 10.2 4.7 3.0 

問４付問３　全従業員一律でない休憩時間の付与方法　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　％

21－ 84 －
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明

Total 1,614 62.6 25.8 16.0 41.3 29.3 85.8 69.9 0.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 56.7 16.3 2.2 31.0 24.5 72.4 77.1 - 
30-99人 492 66.1 19.9 4.9 31.9 28.9 85.6 67.3 - 
100-299人 353 62.0 24.4 15.9 43.9 34.3 90.4 67.7 - 
300-499人 104 62.5 29.8 24.0 47.1 19.2 89.4 64.4 - 
500-999人 124 67.7 33.1 32.3 55.7 33.1 94.4 69.4 - 
1000人以上 158 74.1 50.0 49.4 58.2 34.8 92.4 66.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 59.0 16.0 2.2 29.1 24.5 76.0 72.8 - 
30-99人 495 65.7 22.2 6.9 34.1 31.7 86.1 67.3 0.2 
100-299人 323 63.2 24.2 17.0 44.3 32.2 90.4 66.9 - 
300-499人 96 66.7 35.4 22.9 55.2 17.7 91.7 66.7 - 
500-999人 116 62.9 36.2 39.7 62.1 34.5 94.8 75.0 - 
1000人以上 119 71.4 48.7 54.6 62.2 37.8 89.9 69.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 100.0 - 100.0 - 
建設業 27 44.4 40.7 3.7 40.7 25.9 81.5 81.5 - 
製造業 480 55.8 34.6 38.1 58.5 33.5 74.8 84.2 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 - - 100.0 - 100.0 50.0 - 
情報通信業 353 60.6 17.8 6.2 41.9 34.3 96.0 72.2 - 
運輸業、郵便業 5 20.0 60.0 - 40.0 - 20.0 80.0 - 
卸売業、小売業 55 74.5 29.1 5.5 38.2 34.5 52.7 90.9 - 
金融業、保険業 75 80.0 5.3 6.7 16.0 33.3 74.7 88.0 - 
不動産業、物品賃貸業 21 71.4 4.8 - 33.3 61.9 71.4 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 66.1 18.3 6.2 40.1 23.0 95.3 57.2 0.4 
宿泊業、飲食サービス業 2 50.0 - - - - 50.0 50.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 62.5 25.0 - 25.0 - 100.0 75.0 - 
教育、学習支援業 140 88.6 47.9 8.6 10.0 14.3 97.9 20.7 - 
医療、福祉 6 50.0 66.7 66.7 33.3 - 100.0 66.7 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 164 54.3 18.9 6.1 30.5 26.2 90.2 65.2 - 
その他 8 37.5 12.5 12.5 75.0 37.5 100.0 50.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 61.0 26.9 9.6 29.6 27.6 91.4 70.0 - 
支社、支店 459 61.0 25.3 17.0 47.7 40.5 81.5 76.9 0.2 
営業所 75 68.0 13.3 5.3 44.0 12.0 37.3 88.0 - 
研究所 118 75.4 18.6 10.2 64.4 18.6 97.5 39.0 - 
その他 178 62.9 31.5 48.9 59.6 22.5 86.0 64.6 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 54.6 24.1 12.6 37.4 43.7 90.8 79.9 - 
やや上昇している 542 62.9 26.2 20.3 41.0 28.2 79.9 76.2 0.2 
横ばい 451 61.2 23.1 11.5 41.0 22.6 86.7 65.4 - 
ゆるやかに低下している 160 46.9 25.6 16.3 53.8 46.9 90.6 81.3 - 
低下している 93 59.1 29.0 21.5 48.4 22.6 89.3 80.7 - 
その他 141 90.1 31.9 14.9 33.3 22.0 95.7 37.6 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 65.3 25.9 23.5 54.9 33.3 81.2 72.7 0.1 
ない 765 59.7 25.9 8.0 26.9 25.1 91.2 66.7 - 

問５　採用している労働時間制度　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

１ヶ

月
単
位

１
年
以
内

そ
の
他

不
明

Total 416 45.4 38.2 3.9 12.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 52 50.0 34.6 7.7 7.7 
30-99人 98 37.8 52.0 3.1 7.1 
100-299人 86 37.2 51.2 4.7 7.0 
300-499人 31 51.6 38.7 3.2 6.5 
500-999人 41 63.4 26.8 2.4 7.3 
1000人以上 79 64.6 25.3 2.5 7.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 66 48.5 36.4 6.1 9.1 
30-99人 110 40.0 46.4 4.6 9.1 
100-299人 78 35.9 55.1 3.9 5.1 
300-499人 34 55.9 38.2 - 5.9 
500-999人 42 61.9 28.6 2.4 7.1 
1000人以上 58 67.2 22.4 5.2 5.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 11 72.7 18.2 - 9.1 
製造業 166 30.1 47.6 1.8 20.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 63 61.9 27.0 4.8 6.3 
運輸業、郵便業 3 33.3 33.3 - 33.3 
卸売業、小売業 16 62.5 25.0 - 12.5 
金融業、保険業 4 50.0 50.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - 100.0 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 47 48.9 29.8 12.8 8.5 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - 100.0 - - 
教育、学習支援業 67 61.2 28.4 4.5 6.0 
医療、福祉 4 100.0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 31 35.5 54.8 3.2 6.5 
その他 1 - 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 210 44.3 49.1 2.4 4.3 
支社、支店 116 42.2 30.2 4.3 23.3 
営業所 10 70.0 10.0 10.0 10.0 
研究所 22 45.5 4.6 18.2 31.8 
その他 56 53.6 33.9 1.8 10.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 42 42.9 45.2 4.8 7.1 
やや上昇している 142 38.0 38.0 1.4 22.5 
横ばい 104 51.0 45.2 1.0 2.9 
ゆるやかに低下している 41 43.9 26.8 12.2 17.1 
低下している 27 37.0 55.6 - 7.4 
その他 45 64.4 20.0 6.7 8.9 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 217 49.3 27.2 4.6 18.9 
ない 198 41.4 50.0 3.0 5.6 

問５－２　変形労働時間制の単位となる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

あ
り

な
し

不
明

Total 667 73.2 12.9 13.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 99 70.7 15.2 14.1 
30-99人 157 67.5 17.8 14.7 
100-299人 155 72.3 14.8 12.9 
300-499人 49 77.6 6.1 16.3 
500-999人 69 75.4 4.4 20.3 
1000人以上 92 79.4 10.9 9.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 120 71.7 14.2 14.2 
30-99人 169 69.2 16.6 14.2 
100-299人 143 71.3 15.4 13.3 
300-499人 53 73.6 7.6 18.9 
500-999人 72 75.0 5.6 19.4 
1000人以上 74 82.4 10.8 6.8 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 
建設業 11 54.5 36.4 9.1 
製造業 281 76.5 9.3 14.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 - - 
情報通信業 148 81.1 6.8 12.2 
運輸業、郵便業 2 100.0 - - 
卸売業、小売業 21 85.7 - 14.3 
金融業、保険業 12 66.7 8.3 25.0 
不動産業、物品賃貸業 7 14.3 85.7 - 
学術研究、専門・技術サービス業 103 70.9 19.4 9.7 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - 100.0 - 
教育、学習支援業 14 42.9 35.7 21.4 
医療、福祉 2 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 50 60.0 16.0 24.0 
その他 6 50.0 33.3 16.7 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 231 67.1 18.2 14.7 
支社、支店 219 72.2 12.8 15.1 
営業所 33 72.7 6.1 21.2 
研究所 76 85.5 6.6 7.9 
その他 106 79.3 8.5 12.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 65 78.5 13.9 7.7 
やや上昇している 222 77.9 8.1 14.0 
横ばい 185 65.4 17.3 17.3 
ゆるやかに低下している 86 81.4 9.3 9.3 
低下している 45 68.9 13.3 17.8 
その他 47 68.1 17.0 14.9 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 460 76.5 10.4 13.0 
ない 206 65.5 18.5 16.0 

問５－４　コアタイムの有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 667 0.8 0.5 - 0.2 95.5 3.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 99 2.0 1.0 - - 90.9 6.1 
30-99人 157 1.9 0.6 - 0.6 90.5 6.4 
100-299人 155 - - - - 98.1 1.9 
300-499人 49 - - - - 100.0 - 
500-999人 69 - - - - 100.0 - 
1000人以上 92 - - - - 98.9 1.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 120 1.7 1.7 - - 90.8 5.8 
30-99人 169 1.8 - - 0.6 91.7 5.9 
100-299人 143 - - - - 98.6 1.4 
300-499人 53 - - - - 100.0 - 
500-999人 72 - - - - 98.6 1.4 
1000人以上 74 - - - - 100.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - 100.0 - 
建設業 11 - - - - 81.8 18.2 
製造業 281 0.4 - - - 98.2 1.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - 100.0 - 
情報通信業 148 0.7 1.4 - - 94.6 3.4 
運輸業、郵便業 2 - - - - 100.0 - 
卸売業、小売業 21 - - - - 100.0 - 
金融業、保険業 12 - - - - 83.3 16.7 
不動産業、物品賃貸業 7 - - - - 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 103 1.0 1.0 - 1.0 94.2 2.9 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - 100.0 - 
教育、学習支援業 14 - - - - 71.4 28.6 
医療、福祉 2 - - - - 100.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 50 4.0 - - - 94.0 2.0 
その他 6 - - - - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 231 1.7 0.9 - - 92.2 5.2 
支社、支店 219 - - - - 97.3 2.7 
営業所 33 - - - - 97.0 3.0 
研究所 76 1.3 1.3 - 1.3 94.7 1.3 
その他 106 - - - - 99.1 0.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 65 - - - - 98.5 1.5 
やや上昇している 222 0.9 - - - 95.5 3.6 
横ばい 185 1.6 0.5 - - 95.7 2.2 
ゆるやかに低下している 86 - - - - 96.5 3.5 
低下している 45 - 2.2 - - 93.3 4.4 
その他 47 - 2.1 - 2.1 89.4 6.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 460 0.4 0.2 - 0.2 97.6 1.5 
ない 206 1.5 1.0 - - 90.8 6.8 

問５付問１－１　フレックスタイム制の清算期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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あ
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な
い

不
明

Total 667 45.1 52.5 2.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 99 41.4 53.5 5.1 
30-99人 157 42.7 52.9 4.5 
100-299人 155 39.4 58.7 1.9 
300-499人 49 42.9 57.1 - 
500-999人 69 42.0 58.0 - 
1000人以上 92 55.4 43.5 1.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 120 43.3 52.5 4.2 
30-99人 169 39.1 56.2 4.7 
100-299人 143 39.9 58.7 1.4 
300-499人 53 41.5 58.5 - 
500-999人 72 45.8 52.8 1.4 
1000人以上 74 55.4 44.6 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 
建設業 11 81.8 9.1 9.1 
製造業 281 52.3 46.3 1.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 50.0 - 
情報通信業 148 29.1 68.9 2.0 
運輸業、郵便業 2 50.0 50.0 - 
卸売業、小売業 21 14.3 85.7 - 
金融業、保険業 12 25.0 66.7 8.3 
不動産業、物品賃貸業 7 28.6 71.4 - 
学術研究、専門・技術サービス業 103 49.5 47.6 2.9 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 100.0 - - 
教育、学習支援業 14 50.0 28.6 21.4 
医療、福祉 2 - 100.0 - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 50 48.0 50.0 2.0 
その他 6 50.0 50.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 231 46.8 48.9 4.3 
支社、支店 219 42.5 56.2 1.4 
営業所 33 75.8 21.2 3.0 
研究所 76 46.1 52.6 1.3 
その他 106 37.7 61.3 0.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 65 50.8 49.2 - 
やや上昇している 222 51.4 46.0 2.7 
横ばい 185 44.9 55.1 - 
ゆるやかに低下している 86 29.1 65.1 5.8 
低下している 45 42.2 53.3 4.4 
その他 47 48.9 46.8 4.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 460 45.2 53.5 1.3 
ない 206 45.2 50.5 4.4 

問５付問１－２　フレックスタイム制の不便　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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他
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Total 301 5.3 4.3 17.9 95.7 2.3 6.3 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 41 7.3 12.2 7.3 90.2 2.4 - - 
30-99人 67 3.0 1.5 7.5 92.5 1.5 4.5 - 
100-299人 61 1.6 3.3 8.2 95.1 3.3 14.8 - 
300-499人 21 - - 4.8 100.0 9.5 9.5 - 
500-999人 29 17.2 6.9 20.7 100.0 3.5 6.9 - 
1000人以上 51 7.8 3.9 19.6 98.0 - 2.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 52 7.7 9.6 7.7 88.5 1.9 1.9 - 
30-99人 66 1.5 1.5 6.1 92.4 1.5 6.1 - 
100-299人 57 1.8 3.5 10.5 98.3 5.3 14.0 - 
300-499人 22 - - 4.6 100.0 9.1 4.6 - 
500-999人 33 15.2 9.1 15.2 97.0 - 9.1 - 
1000人以上 41 9.8 2.4 24.4 100.0 - 2.4 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 - - - 
建設業 9 - 44.4 11.1 100.0 - - - 
製造業 147 10.9 4.1 29.9 95.9 0.7 4.1 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - 100.0 - - - 
情報通信業 43 - - 2.3 95.3 2.3 14.0 - 
運輸業、郵便業 1 - - - 100.0 - - - 
卸売業、小売業 3 - - - 66.7 33.3 33.3 - 
金融業、保険業 3 - 33.3 - 100.0 33.3 - - 
不動産業、物品賃貸業 2 - - 50.0 50.0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 51 - 2.0 5.9 96.1 3.9 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - 100.0 - - - 
教育、学習支援業 7 - - - 100.0 14.3 - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 24 - - 12.5 95.8 - 8.3 - 
その他 3 - - - 100.0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 108 1.9 2.8 14.8 96.3 1.9 7.4 - 
支社、支店 93 6.5 6.5 28.0 93.6 2.2 6.5 - 
営業所 25 - 12.0 4.0 100.0 - - - 
研究所 35 14.3 - 22.9 91.4 5.7 11.4 - 
その他 40 7.5 2.5 7.5 100.0 2.5 2.5 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 33 6.1 - 24.2 97.0 9.1 - - 
やや上昇している 114 2.6 5.3 27.2 95.6 - 4.4 - 
横ばい 83 8.4 6.0 7.2 95.2 1.2 12.1 - 
ゆるやかに低下している 25 - - 8.0 96.0 - 4.0 - 
低下している 19 - 5.3 5.3 94.7 - 5.3 - 
その他 23 17.4 4.4 26.1 95.7 8.7 8.7 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 208 7.7 6.3 23.1 96.2 1.9 6.7 - 
ない 93 - - 6.5 94.6 3.2 5.4 - 

問５付問１－３　フレックスタイム制の不便理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　％
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不
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Total 288 2.8 0.4 - 2.4 7.6 86.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 37 - - - 2.7 - 97.3 
30-99人 62 - - - 4.8 - 95.2 
100-299人 58 1.7 - - 1.7 1.7 94.8 
300-499人 21 - - - - - 100.0 
500-999人 29 3.5 3.5 3.5 - 89.7 
1000人以上 50 12.0 - - 2.0 - 86.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 46 - - - 2.2 - 97.8 
30-99人 61 - - - 4.9 - 95.1 
100-299人 56 1.8 - - 1.8 1.8 94.6 
300-499人 22 - - - - - 100.0 
500-999人 32 3.1 3.1 - 3.1 - 90.6 
1000人以上 41 14.6 - - 2.4 - 82.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 100.0 
建設業 9 - - - - - 100.0 
製造業 141 5.7 0.7 - 0.7 15.6 77.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - 100.0 
情報通信業 41 - - - 2.4 - 97.6 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 2 - - - - - 100.0 
金融業、保険業 3 - - - - - 100.0 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - - - 100.0 
学術研究、専門・技術サービス業 49 - - - 4.1 - 95.9 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 7 - - - - - 100.0 
医療、福祉 0 - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 23 - - - 8.7 - 91.3 
その他 3 - - - - - 100.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 104 3.9 - - 3.9 1.0 91.4 
支社、支店 87 3.5 1.2 - - 21.8 73.6 
営業所 25 - - - - - 100.0 
研究所 32 3.1 - - - 3.1 93.8 
その他 40 - - - 7.5 2.5 90.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 32 15.6 - - 3.1 - 81.3 
やや上昇している 109 1.8 0.9 - 1.8 20.2 75.2 
横ばい 79 1.3 - - 1.3 - 97.5 
ゆるやかに低下している 24 - - - 4.2 - 95.8 
低下している 18 - - - 5.6 - 94.4 
その他 22 - - - 4.6 - 95.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 200 4.0 0.5 - 2.0 11.0 82.5 
ない 88 - - - 3.4 - 96.6 

問５付問１－３付問　最良な清算期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 667 27.7 10.8 3.2 12.1 6.8 5.7 9.0 1.4 52.9 4.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 99 19.2 10.1 2.0 7.1 6.1 6.1 7.1 1.0 57.6 5.1 
30-99人 157 22.3 9.6 1.9 12.1 7.6 5.7 4.5 0.6 53.5 7.6 
100-299人 155 23.2 12.9 4.5 11.0 4.5 3.9 4.5 1.3 58.1 4.5 
300-499人 49 24.5 14.3 - 14.3 8.2 10.2 2.0 - 55.1 2.0 
500-999人 69 31.9 5.8 8.7 20.3 13.0 7.3 8.7 2.9 58.0 - 
1000人以上 92 32.6 14.1 3.3 13.0 6.5 7.6 8.7 2.2 43.5 2.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 120 18.3 10.0 2.5 9.2 8.3 5.0 7.5 0.8 57.5 4.2 
30-99人 169 21.9 8.9 1.2 10.1 5.3 5.9 3.6 1.2 55.6 8.9 
100-299人 143 23.1 15.4 4.9 11.9 5.6 4.9 4.9 0.7 58.0 2.8 
300-499人 53 28.3 11.3 1.9 15.1 7.6 5.7 - - 56.6 1.9 
500-999人 72 31.9 8.3 6.9 18.1 12.5 8.3 8.3 4.2 54.2 1.4 
1000人以上 74 33.8 12.2 4.1 14.9 5.4 8.1 10.8 1.4 43.2 1.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - 
建設業 11 27.3 63.6 18.2 36.4 9.1 9.1 27.3 - 9.1 9.1 
製造業 281 37.0 7.1 3.6 12.8 7.5 5.3 15.7 2.1 47.3 2.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 - - 50.0 - - - - 50.0 - 
情報通信業 148 21.6 11.5 4.1 13.5 6.8 1.4 1.4 - 68.2 4.1 
運輸業、郵便業 2 50.0 - - - - - - - 50.0 - 
卸売業、小売業 21 4.8 - - 4.8 4.8 - 4.8 - 85.7 4.8 
金融業、保険業 12 8.3 8.3 - 25.0 8.3 - - - 66.7 8.3 
不動産業、物品賃貸業 7 14.3 - - - - - - 14.3 71.4 14.3 
学術研究、専門・技術サービス業 103 18.4 11.7 2.9 7.8 3.9 15.5 4.9 1.0 47.6 4.9 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 100.0 - - 100.0 100.0 - - - - - 
教育、学習支援業 14 - 50.0 - 7.1 - - - - 28.6 21.4 
医療、福祉 2 - - - - - - - - 100.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 50 28.0 14.0 - 8.0 10.0 4.0 8.0 2.0 52.0 2.0 
その他 6 16.7 16.7 - 16.7 - 33.3 - - 50.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 231 26.8 13.9 3.9 14.7 11.3 5.2 6.5 1.3 49.4 5.6 
支社、支店 219 25.1 7.3 1.4 9.6 4.6 5.9 13.2 2.3 57.1 3.2 
営業所 33 60.6 18.2 3.0 12.1 - 6.1 6.1 - 18.2 6.1 
研究所 76 26.3 14.5 6.6 11.8 6.6 6.6 10.5 1.3 54.0 4.0 
その他 106 26.4 6.6 2.8 12.3 3.8 5.7 5.7 - 61.3 1.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 65 26.2 9.2 3.1 12.3 6.2 1.5 15.4 - 50.8 1.5 
やや上昇している 222 37.8 11.3 5.4 13.5 8.1 4.1 15.3 - 47.8 3.2 
横ばい 185 23.2 10.8 - 10.8 5.4 12.4 4.3 2.7 54.6 2.7 
ゆるやかに低下している 86 18.6 9.3 2.3 8.1 5.8 - - 1.2 66.3 5.8 
低下している 45 26.7 8.9 2.2 17.8 6.7 2.2 2.2 2.2 51.1 8.9 
その他 47 21.3 17.0 8.5 12.8 10.6 8.5 14.9 4.3 46.8 6.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 460 30.0 9.8 3.5 12.0 4.6 4.6 11.5 2.0 53.7 3.0 
ない 206 22.8 13.1 2.4 12.6 11.7 8.3 3.4 - 51.0 6.3 

問５付問１－４　フレックスタイム制の問題点　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 945 49.6 23.0 27.4 16.2 29.2 23.1 2.9 7.3 4.2 10.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 220 53.6 26.8 30.9 13.2 28.2 20.5 2.3 5.5 5.9 8.2 
30-99人 335 41.2 22.1 28.7 13.7 33.7 24.2 2.4 6.0 4.8 14.0 
100-299人 198 51.0 21.2 24.8 19.2 23.7 22.7 5.1 9.1 3.5 9.1 
300-499人 55 60.0 29.1 23.6 21.8 47.3 34.6 3.6 1.8 1.8 5.5 
500-999人 55 56.4 12.7 25.5 16.4 14.6 21.8 - 16.4 3.6 5.5 
1000人以上 66 63.6 24.2 19.7 21.2 24.2 16.7 - 13.6 - 7.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 292 52.1 23.6 28.4 13.7 28.8 21.6 3.4 5.5 6.5 8.2 
30-99人 325 43.1 22.2 29.5 15.1 31.7 22.2 2.2 7.1 4.3 13.2 
100-299人 180 51.7 22.8 22.2 17.2 26.7 25.0 4.4 7.8 2.2 10.0 
300-499人 43 55.8 27.9 27.9 27.9 37.2 34.9 2.3 7.0 4.7 4.7 
500-999人 44 68.2 20.5 29.6 13.6 20.5 20.5 - 13.6 - - 
1000人以上 45 57.8 22.2 20.0 24.4 26.7 17.8 - 15.6 - 11.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - 
建設業 16 56.3 18.8 18.8 18.8 25.0 25.0 - - 6.3 12.5 
製造業 199 48.7 48.7 45.2 9.0 33.2 25.6 0.5 6.0 2.0 7.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - 
情報通信業 205 40.0 17.1 36.1 22.4 40.5 28.8 4.4 8.3 2.9 10.2 
運輸業、郵便業 3 100.0 33.3 33.3 - 33.3 - - - - - 
卸売業、小売業 34 50.0 23.5 29.4 17.6 11.8 32.4 2.9 - 5.9 8.8 
金融業、保険業 63 60.3 19.0 15.9 15.9 38.1 20.6 9.5 6.3 14.3 7.9 
不動産業、物品賃貸業 14 7.1 7.1 14.3 - 7.1 14.3 - - - 85.7 
学術研究、専門・技術サービス業 153 44.4 12.4 15.7 13.1 30.7 21.6 2.0 11.1 4.6 9.8 
宿泊業、飲食サービス業 2 50.0 50.0 - - 50.0 50.0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 16.7 33.3 16.7 - - 16.7 16.7 - - 33.3 
教育、学習支援業 126 82.5 9.5 6.3 17.5 7.9 11.9 1.6 8.7 2.4 4.0 
医療、福祉 4 50.0 25.0 - - 25.0 - - 25.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 114 38.6 21.1 30.7 24.6 28.9 23.7 3.5 6.1 7.0 14.0 
その他 2 50.0 50.0 50.0 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 549 46.8 21.9 28.6 16.9 30.4 27.5 3.8 6.6 2.7 10.4 
支社、支店 239 49.4 18.4 20.5 16.7 31.8 18.0 2.5 5.4 8.8 13.4 
営業所 42 78.6 73.8 76.2 4.8 21.4 7.1 - 2.4 - 2.4 
研究所 42 47.6 16.7 19.1 4.8 26.2 11.9 - 16.7 4.8 7.1 
その他 72 55.6 20.8 18.1 22.2 18.1 22.2 - 16.7 2.8 6.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 109 38.5 19.3 17.4 13.8 33.9 30.3 1.8 7.3 4.6 20.2 
やや上昇している 319 44.8 30.7 36.1 17.2 31.0 24.1 2.8 4.7 3.8 10.3 
横ばい 266 53.0 25.9 28.2 16.9 33.5 24.4 3.0 6.4 4.1 8.7 
ゆるやかに低下している 74 46.0 12.2 27.0 20.3 23.0 20.3 6.8 13.5 6.8 5.4 
低下している 48 45.8 12.5 25.0 12.5 27.1 25.0 2.1 4.2 8.3 12.5 
その他 94 67.0 11.7 12.8 14.9 17.0 12.8 - 14.9 3.2 6.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 377 55.2 28.9 28.9 14.3 29.4 20.4 2.7 7.2 5.0 10.1 
ない 559 45.6 19.3 26.8 17.7 29.5 25.2 3.0 7.3 3.6 10.6 

問５付問２　フレックスタイムを導入しない理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,614 60.2 2.7 4.5 3.5 15.6 13.0 13.2 3.1 7.1 2.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 69.3 1.6 2.5 3.1 9.4 9.1 8.8 1.6 5.3 2.8 
30-99人 492 63.4 1.8 4.3 3.7 14.2 9.3 12.6 3.0 5.9 2.4 
100-299人 353 58.6 4.2 3.7 3.7 15.0 13.0 15.3 3.7 9.1 1.1 
300-499人 104 59.6 2.9 1.9 3.8 15.4 14.4 16.3 3.8 8.7 1.0 
500-999人 124 54.8 4.0 11.3 1.6 16.9 14.5 10.5 4.8 6.5 0.8 
1000人以上 158 50.6 1.9 7.6 4.4 20.9 18.4 20.9 3.8 10.8 0.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 66.5 1.5 3.6 3.4 10.4 11.2 9.0 1.9 5.3 2.7 
30-99人 495 64.8 3.6 3.6 3.8 14.1 7.9 13.1 3.2 6.3 2.2 
100-299人 323 58.8 3.1 3.4 3.1 13.9 12.4 15.2 3.4 9.3 1.2 
300-499人 96 55.2 2.1 8.3 3.1 15.6 15.6 16.7 5.2 6.2 2.1 
500-999人 116 53.4 2.6 7.8 0.9 21.6 15.5 12.1 3.4 9.5 - 
1000人以上 119 49.6 0.8 7.6 5.9 21.8 21.8 22.7 3.4 10.9 0.8 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - 100.0 100.0 100.0 - - - 
建設業 27 66.7 - 3.7 7.4 - 7.4 11.1 - 3.7 3.7 
製造業 480 58.3 2.1 4.2 3.5 18.3 21.3 13.1 4.2 6.3 1.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - 100.0 50.0 50.0 - - - 
情報通信業 353 60.9 2.8 3.7 2.8 15.0 7.9 12.5 3.1 9.9 1.1 
運輸業、郵便業 5 40.0 20.0 - - - 20.0 20.0 - - - 
卸売業、小売業 55 61.8 9.1 10.9 21.8 12.7 25.5 14.5 - 1.8 1.8 
金融業、保険業 75 60.0 - 6.7 5.3 6.7 26.7 9.3 1.3 4.0 1.3 
不動産業、物品賃貸業 21 95.2 - - - - - - - 4.8 - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 57.2 3.1 4.3 1.2 19.5 10.5 17.1 3.1 6.2 2.3 
宿泊業、飲食サービス業 2 100.0 - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 50.0 - 12.5 - 50.0 25.0 37.5 - - - 
教育、学習支援業 140 76.4 2.1 4.3 - 6.4 0.7 2.9 2.9 7.9 1.4 
医療、福祉 6 50.0 16.7 - - - - - - 33.3 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 164 53.0 2.4 4.9 4.3 18.9 6.1 17.1 3.0 8.5 4.3 
その他 8 62.5 - - - - - 25.0 12.5 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 58.8 4.0 5.5 4.7 15.4 9.7 15.1 2.9 6.5 2.4 
支社、支店 459 61.2 1.3 3.7 2.8 15.5 18.3 12.4 2.4 8.3 1.7 
営業所 75 72.0 2.7 1.3 1.3 9.3 2.7 12.0 5.3 2.7 2.7 
研究所 118 55.1 1.7 5.9 - 22.0 9.3 10.2 5.1 7.6 1.7 
その他 178 61.8 1.1 2.2 2.8 15.7 20.8 9.6 3.4 7.9 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 60.9 - 7.5 8.6 19.5 17.8 15.5 1.7 5.2 2.3 
やや上昇している 542 55.9 3.1 3.5 3.1 19.6 14.4 13.5 3.9 7.2 3.1 
横ばい 451 61.2 1.8 3.5 2.0 16.0 13.3 16.0 2.4 6.0 0.4 
ゆるやかに低下している 160 70.6 5.0 4.4 5.0 8.1 6.2 10.6 0.6 8.1 1.2 
低下している 93 60.2 3.2 7.5 7.5 8.6 14.0 10.8 5.4 7.5 1.1 
その他 141 58.9 5.0 6.4 - 12.1 7.8 7.8 5.7 12.1 1.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 61.7 1.4 3.9 3.2 14.7 16.8 11.7 2.7 7.9 1.7 
ない 765 59.0 4.1 5.0 3.7 16.9 8.5 15.0 3.5 6.3 2.2 

問６　今後の労働時間管理のあり方　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,614 21.1 53.7 32.5 62.3 2.3 14.2 9.2
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 17.9 46.7 30.1 43.6 0.6 27.6 13.5 
30-99人 492 21.5 53.0 33.3 62.0 2.2 14.4 10.0 
100-299人 353 21.5 52.7 34.3 70.0 2.3 9.6 8.2 
300-499人 104 20.2 52.9 24.0 65.4 3.8 10.6 10.6 
500-999人 124 26.6 59.7 37.9 77.4 3.2 5.6 4.0 
1000人以上 158 23.4 57.6 34.2 77.2 3.8 7.6 5.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 19.7 48.5 31.1 46.4 0.5 24.0 14.1 
30-99人 495 21.0 51.5 32.7 63.2 3.2 13.9 9.7 
100-299人 323 22.9 54.8 35.9 70.9 1.5 9.6 6.2 
300-499人 96 20.8 57.3 31.2 74.0 4.2 8.3 9.4 
500-999人 116 21.6 58.6 34.5 77.6 4.3 5.2 4.3 
1000人以上 119 22.7 58.8 31.1 75.6 3.4 10.1 4.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 100.0 - 
建設業 27 14.8 51.9 40.7 63.0 - 18.5 14.8 
製造業 480 15.6 49.6 26.3 53.8 1.5 25.2 7.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 50.0 50.0 100.0 - - - 
情報通信業 353 22.4 75.4 40.2 82.2 2.5 4.0 1.4 
運輸業、郵便業 5 - - - - - 80.0 20.0 
卸売業、小売業 55 3.6 18.2 10.9 27.3 - 47.3 25.5 
金融業、保険業 75 1.3 8.0 1.3 5.3 1.3 25.3 65.3 
不動産業、物品賃貸業 21 - 4.8 4.8 57.1 - 28.6 9.5 
学術研究、専門・技術サービス業 257 28.8 63.4 42.0 75.1 1.9 4.7 3.9 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - 50.0 50.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 87.5 62.5 87.5 - - - 
教育、学習支援業 140 47.9 37.9 45.7 61.4 7.1 2.1 7.1 
医療、福祉 6 16.7 50.0 50.0 66.7 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 164 20.1 55.5 29.9 61.6 3.0 9.8 9.8 
その他 8 25.0 75.0 62.5 100.0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 26.3 59.7 35.1 67.2 2.4 8.6 8.7 
支社、支店 459 12.2 45.1 29.8 54.5 0.4 18.5 13.5 
営業所 75 6.7 25.3 13.3 25.3 1.3 62.7 5.3 
研究所 118 29.7 64.4 32.2 78.8 5.1 2.5 2.5 
その他 178 21.3 53.9 36.5 65.7 5.1 14.0 6.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 20.1 55.2 32.2 68.4 3.4 9.2 8.6 
やや上昇している 542 16.6 52.2 27.1 56.3 1.8 20.1 7.9 
横ばい 451 20.4 50.1 29.5 60.8 2.2 13.3 13.3 
ゆるやかに低下している 160 20.6 63.8 46.9 62.5 1.2 9.4 11.2 
低下している 93 30.1 53.8 34.4 66.7 2.2 10.8 6.5 
その他 141 38.3 58.9 46.8 79.4 4.3 4.3 2.8 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 14.6 47.0 29.5 58.5 2.4 18.9 11.3 
ない 765 28.4 61.2 35.7 66.8 2.2 8.8 6.7 

問７　適用している評価制度  専門業務型裁量労働制適用者　（複数回答：該当するものすべてに○）　％
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Total 1,614 4.8 29.6 15.1 35.1 1.3 30.1 29.2
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 4.7 37.6 17.9 40.1 0.3 22.9 32.6 
30-99人 492 3.9 23.2 11.2 27.2 1.8 32.7 36.2 
100-299人 353 3.7 23.8 17.0 34.3 0.8 32.3 29.2 
300-499人 104 2.9 31.7 11.5 37.5 1.9 35.6 21.2 
500-999人 124 9.7 37.9 21.0 49.2 0.8 30.6 15.3 
1000人以上 158 8.9 30.4 17.1 44.9 2.5 33.5 17.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 4.9 34.0 16.3 36.2 0.5 27.2 32.3 
30-99人 495 4.4 22.8 12.1 27.9 1.8 32.7 35.8 
100-299人 323 2.2 23.2 16.4 34.7 0.6 33.1 28.2 
300-499人 96 5.2 38.5 13.5 42.7 2.1 33.3 16.7 
500-999人 116 8.6 37.1 23.3 52.6 0.9 25.0 18.1 
1000人以上 119 10.1 34.5 17.6 48.7 4.2 30.3 16.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - 100.0 - - - 
建設業 27 7.4 37.0 37.0 51.9 3.7 18.5 25.9 
製造業 480 7.9 47.5 21.9 53.3 1.5 15.8 20.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - 50.0 - 50.0 - 
情報通信業 353 0.6 19.3 13.6 24.4 1.7 27.8 45.0 
運輸業、郵便業 5 20.0 40.0 40.0 60.0 - 20.0 - 
卸売業、小売業 55 16.4 60.0 14.5 78.2 3.6 9.1 10.9 
金融業、保険業 75 16.0 74.7 45.3 73.3 4.0 12.0 2.7 
不動産業、物品賃貸業 21 - 33.3 - 42.9 4.8 - 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 257 2.3 12.8 7.8 17.5 - 42.8 36.6 
宿泊業、飲食サービス業 2 - 50.0 50.0 - - 50.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - - - - 25.0 75.0 
教育、学習支援業 140 - - - 4.3 - 79.3 16.4 
医療、福祉 6 - 16.7 16.7 33.3 - 33.3 33.3 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 164 4.3 21.3 7.9 24.4 0.6 34.8 34.8 
その他 8 12.5 25.0 12.5 37.5 - 50.0 12.5 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 4.9 20.1 10.0 24.9 1.5 30.0 40.5 
支社、支店 459 5.2 40.7 23.1 46.4 0.9 23.1 22.0 
営業所 75 - 78.7 16.0 77.3 - 12.0 8.0 
研究所 118 4.2 16.9 7.6 16.9 2.5 61.0 15.3 
その他 178 6.2 30.3 21.3 44.4 1.1 35.4 16.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 6.3 32.2 16.1 38.5 1.1 20.1 36.2 
やや上昇している 542 3.5 37.6 13.7 38.0 1.1 23.8 29.2 
横ばい 451 5.8 25.7 14.6 34.8 1.8 34.6 27.1 
ゆるやかに低下している 160 4.4 39.4 31.9 42.5 0.6 18.8 32.5 
低下している 93 11.8 24.7 16.1 38.7 2.2 19.4 38.7 
その他 141 2.1 9.2 5.0 14.9 - 62.4 21.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 6.0 42.5 23.0 50.4 1.8 27.3 14.7 
ない 765 3.5 15.7 6.4 18.3 0.8 33.3 45.0 

問７　適用している評価制度  企画業務型裁量労働制適用者　（複数回答：該当するものすべてに○）　％

33－ 96 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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に
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事
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に
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他

該
当
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は
い
な
い

不
明

Total 1,614 7.9 27.4 13.1 32.0 1.1 58.7 2.9
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 4.1 21.6 12.5 23.8 - 69.0 3.1 
30-99人 492 5.9 18.9 8.9 23.8 1.0 68.1 4.1 
100-299人 353 6.8 27.8 14.7 34.0 1.1 56.1 3.1 
300-499人 104 11.5 32.7 9.6 41.3 1.9 52.9 - 
500-999人 124 11.3 37.1 19.4 51.6 0.8 44.4 0.8 
1000人以上 158 19.6 38.6 20.3 50.0 2.5 41.8 1.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 4.1 20.4 12.1 22.3 - 70.9 3.4 
30-99人 495 6.3 20.0 9.7 25.7 1.2 65.9 4.4 
100-299人 323 6.5 28.2 14.9 34.4 0.9 55.7 1.9 
300-499人 96 17.7 38.5 17.7 51.0 2.1 44.8 - 
500-999人 116 11.2 42.2 19.8 56.9 0.9 37.9 0.9 
1000人以上 119 20.2 42.0 19.3 53.8 4.2 37.8 1.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - 100.0 - - - 
建設業 27 - 33.3 25.9 33.3 3.7 59.3 3.7 
製造業 480 11.0 42.1 17.5 47.1 1.3 41.5 0.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 - 50.0 50.0 - - - 
情報通信業 353 6.5 29.5 17.6 34.3 1.4 58.1 2.0 
運輸業、郵便業 5 - 20.0 20.0 20.0 - 60.0 - 
卸売業、小売業 55 9.1 29.1 9.1 38.2 1.8 61.8 - 
金融業、保険業 75 4.0 9.3 4.0 9.3 4.0 84.0 2.7 
不動産業、物品賃貸業 21 28.6 28.6 - 28.6 - 66.7 4.8 
学術研究、専門・技術サービス業 257 8.6 20.6 10.5 27.6 - 59.9 5.8 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - - - - 75.0 25.0 
教育、学習支援業 140 3.6 2.1 2.1 2.1 - 90.0 6.4 
医療、福祉 6 - 16.7 16.7 33.3 - 66.7 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 164 4.3 20.7 8.5 23.2 0.6 69.5 2.4 
その他 8 25.0 37.5 25.0 62.5 - 25.0 12.5 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 6.7 19.0 8.7 21.9 1.0 70.4 2.6 
支社、支店 459 6.8 31.6 14.6 36.8 0.7 52.3 2.6 
営業所 75 - 38.7 8.0 41.3 - 56.0 2.7 
研究所 118 12.7 39.0 15.3 46.6 3.4 35.6 9.3 
その他 178 16.9 41.6 28.7 50.6 1.1 40.4 0.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 11.5 28.2 16.1 31.0 1.1 62.6 1.1 
やや上昇している 542 6.8 30.6 10.0 30.4 0.9 59.0 2.0 
横ばい 451 8.0 23.7 9.5 33.0 1.6 59.0 2.0 
ゆるやかに低下している 160 7.5 41.2 33.8 44.4 0.6 46.2 3.8 
低下している 93 16.1 30.1 17.2 41.9 - 51.6 - 
その他 141 4.3 14.2 8.5 22.0 - 66.7 8.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 10.3 38.5 19.2 43.2 1.7 45.1 2.6 
ない 765 5.5 15.7 6.4 20.3 0.4 73.1 3.1 

問７　適用している評価制度  フレックスタイム制適用者　（複数回答：該当するものすべてに○） ％

34－ 96 － － 97 －
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(
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齢
・
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続
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に
よ
る
評
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職
務
遂
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に

よ
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の
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に
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事
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に
よ

る
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の
他

該
当
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は
い
な
い

不
明

Total 1,614 17.6 63.1 40.1 78.6 2.8 2.5 4.5
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 14.1 62.4 35.7 68.0 0.9 6.0 10.0 
30-99人 492 19.7 64.6 42.3 79.7 2.9 2.6 4.1 
100-299人 353 18.1 60.9 45.9 81.9 2.0 1.7 2.3 
300-499人 104 14.4 57.7 32.7 80.8 3.9 1.0 1.0 
500-999人 124 22.6 66.9 38.7 81.5 5.7 - 0.8 
1000人以上 158 19.0 62.0 39.2 84.2 5.7 - 1.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 16.3 64.1 36.9 69.2 1.0 5.6 8.5 
30-99人 495 20.0 63.4 42.8 81.2 3.6 2.4 3.6 
100-299人 323 18.6 61.3 45.5 80.5 1.2 1.2 2.2 
300-499人 96 15.6 59.4 37.5 83.3 6.3 1.0 1.0 
500-999人 116 15.5 61.2 39.7 81.9 5.2 - 2.6 
1000人以上 119 17.7 64.7 36.1 87.4 5.9 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 100.0 - - 
建設業 27 11.1 48.1 40.7 81.5 3.7 3.7 11.1 
製造業 480 10.8 66.0 37.7 87.9 2.1 0.2 2.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 50.0 50.0 100.0 - - - 
情報通信業 353 15.3 66.6 41.9 79.3 2.3 4.8 5.1 
運輸業、郵便業 5 20.0 40.0 80.0 80.0 - - - 
卸売業、小売業 55 5.5 69.1 32.7 96.4 3.6 1.8 - 
金融業、保険業 75 14.7 82.7 52.0 82.7 4.0 1.3 4.0 
不動産業、物品賃貸業 21 - 38.1 9.5 85.7 - 4.8 - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 23.7 62.3 41.6 75.5 3.1 2.7 5.4 
宿泊業、飲食サービス業 2 50.0 100.0 100.0 50.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 62.5 50.0 75.0 - - 25.0 
教育、学習支援業 140 50.7 50.7 45.7 52.9 7.1 3.6 5.7 
医療、福祉 6 16.7 50.0 50.0 33.3 - - 16.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 164 14.0 57.3 34.1 68.3 1.2 4.3 6.7 
その他 8 12.5 62.5 50.0 100.0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 20.6 61.8 38.6 73.3 3.1 4.2 5.9 
支社、支店 459 13.7 65.1 44.4 85.6 1.3 1.5 2.4 
営業所 75 4.0 76.0 22.7 89.3 1.3 - 4.0 
研究所 118 20.3 63.6 36.4 80.5 3.4 - 4.2 
その他 178 18.0 58.4 45.5 77.5 5.6 0.6 3.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 14.9 62.6 37.4 81.6 2.9 2.3 3.5 
やや上昇している 542 12.0 67.5 35.6 82.7 2.0 1.9 4.4 
横ばい 451 19.1 60.3 41.9 77.8 2.9 3.1 3.6 
ゆるやかに低下している 160 16.9 68.1 53.8 73.8 - 3.8 6.3 
低下している 93 19.4 50.5 33.3 75.3 2.2 2.2 5.4 
その他 141 36.2 62.4 46.1 75.2 8.5 2.1 4.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 12.5 65.2 42.0 84.7 3.3 0.8 2.3 
ない 765 23.1 61.1 37.9 71.8 2.2 4.4 6.8 

問７　適用している評価制度  管理監督者（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　％

35－ 98 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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齢
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続
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に
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に
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に
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に
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該
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い

不
明

Total 1,614 27.4 58.7 32.8 57.1 2.4 14.6 8.7
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 319 20.7 57.1 28.8 51.4 0.6 22.3 8.2 
30-99人 492 26.4 56.5 31.3 55.9 2.6 15.2 9.6 
100-299人 353 28.6 58.1 35.7 59.2 2.0 12.2 7.6 
300-499人 104 26.9 58.7 25.0 56.7 3.8 15.4 8.7 
500-999人 124 29.8 57.3 30.6 60.5 3.2 11.3 11.3 
1000人以上 158 34.2 66.5 37.3 74.7 4.4 5.1 6.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 412 22.3 57.0 30.3 51.7 0.7 21.1 8.3 
30-99人 495 27.9 57.2 31.1 58.2 3.4 13.3 9.7 
100-299人 323 28.2 58.5 37.2 58.5 0.9 13.0 6.2 
300-499人 96 30.2 60.4 28.1 59.4 6.2 13.5 10.4 
500-999人 116 24.1 54.3 29.3 61.2 3.4 11.2 12.1 
1000人以上 119 32.8 68.9 33.6 76.5 5.0 5.9 5.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - 100.0 
建設業 27 25.9 66.7 55.6 74.1 - 18.5 - 
製造業 480 32.3 66.0 35.6 65.2 1.5 8.5 8.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 - 50.0 50.0 - - - 
情報通信業 353 20.4 58.4 30.9 57.2 2.5 19.5 9.3 
運輸業、郵便業 5 - 60.0 40.0 40.0 - 20.0 20.0 
卸売業、小売業 55 21.8 70.9 23.6 83.6 3.6 5.5 3.6 
金融業、保険業 75 14.7 65.3 38.7 60.0 4.0 13.3 10.7 
不動産業、物品賃貸業 21 28.6 38.1 4.8 90.5 4.8 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 257 28.8 51.0 31.9 42.4 1.9 23.0 11.3 
宿泊業、飲食サービス業 2 - - - - - 50.0 50.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - 50.0 50.0 50.0 - 12.5 25.0 
教育、学習支援業 140 52.1 54.3 41.4 53.6 7.1 0.7 5.7 
医療、福祉 6 16.7 50.0 50.0 33.3 - 16.7 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 164 17.7 53.0 23.2 47.0 1.2 20.7 7.9 
その他 8 12.5 37.5 25.0 37.5 - 37.5 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 780 28.2 54.2 30.1 51.8 2.8 17.1 9.9 
支社、支店 459 28.1 63.2 39.0 62.3 1.1 12.0 7.4 
営業所 75 12.0 76.0 18.7 70.7 1.3 17.3 5.3 
研究所 118 27.1 61.9 29.7 58.5 3.4 15.3 6.8 
その他 178 29.2 57.3 36.5 60.1 3.9 8.4 10.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 174 25.3 56.3 29.3 55.7 1.7 15.5 12.1 
やや上昇している 542 27.9 64.0 33.0 60.9 1.7 12.2 7.9 
横ばい 451 26.6 52.5 28.2 50.6 2.7 21.1 8.2 
ゆるやかに低下している 160 23.1 63.1 44.4 56.2 1.2 10.6 11.9 
低下している 93 26.9 45.2 28.0 53.8 2.2 20.4 9.7 
その他 141 39.0 65.2 43.3 67.4 6.4 3.5 6.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 838 26.0 63.2 36.8 64.9 2.9 10.3 7.3 
ない 765 29.3 53.7 28.5 48.1 2.0 19.2 10.5 

問７　適用している評価制度  その他の労働時間制で働く労働者　（複数回答：該当するものすべてに○）　％

36－ 98 － － 99 －
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計(

n)

知っ

て
い
る

知
ら
な
い

不
明

Total 78 69.2 16.7 14.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 27 59.3 25.9 14.8 
30-99人 29 72.4 10.3 17.2 
100-299人 15 80.0 20.0 - 
300-499人 4 50.0 - 50.0 
500-999人 1 100.0 - - 
1000人以上 1 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 34 61.8 23.5 14.7 
30-99人 25 76.0 8.0 16.0 
100-299人 13 76.9 23.1 - 
300-499人 3 33.3 - 66.7 
500-999人 1 100.0 - - 
1000人以上 1 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 3 66.7 33.3 - 
製造業 24 70.8 8.3 20.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - 
情報通信業 13 76.9 7.7 15.4 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - 
卸売業、小売業 4 75.0 25.0 - 
金融業、保険業 7 28.6 42.9 28.6 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 6 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - 
教育、学習支援業 3 33.3 66.7 - 
医療、福祉 0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 16 75.0 12.5 12.5 
その他 0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 35 80.0 11.4 8.6 
支社、支店 29 58.6 24.1 17.2 
営業所 5 60.0 20.0 20.0 
研究所 3 66.7 - 33.3 
その他 6 66.7 16.7 16.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 16.7 50.0 33.3 
やや上昇している 24 75.0 4.2 20.8 
横ばい 29 75.9 13.8 10.3 
ゆるやかに低下している 10 60.0 40.0 - 
低下している 4 75.0 - 25.0 
その他 3 66.7 33.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 34 61.8 17.7 20.6 
ない 43 74.4 16.3 9.3 

問８　裁量労働制度の認知　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

37－ 100 －
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不
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Total 54 37.0 31.5 1.9 7.4 5.6 13.0 9.3 16.7 1.9 1.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 16 50.0 31.3 - 6.3 6.3 12.5 6.3 6.3 - - 
30-99人 21 33.3 38.1 - 9.5 - 9.5 9.5 14.3 4.8 - 
100-299人 12 41.7 16.7 8.3 - - 16.7 8.3 25.0 - 8.3 
300-499人 2 - 50.0 - - - 50.0 - 50.0 - - 
500-999人 1 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - 
1000人以上 1 - - - - 100.0 - 100.0 - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 21 42.9 33.3 - 4.8 4.8 9.5 9.5 4.8 4.8 - 
30-99人 19 36.8 31.6 5.3 10.5 - 10.5 10.5 21.1 - - 
100-299人 10 40.0 20.0 - - - 20.0 - 30.0 - 10.0 
300-499人 1 - 100.0 - - - 100.0 - - - - 
500-999人 1 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - 
1000人以上 1 - - - - 100.0 - 100.0 - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - 
建設業 2 50.0 100.0 - - - - - - - - 
製造業 17 41.2 17.6 5.9 5.9 5.9 5.9 17.6 23.5 - 5.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - 
情報通信業 10 20.0 20.0 - 30.0 - 30.0 10.0 20.0 10.0 - 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - - - 100.0 - - - - 
卸売業、小売業 3 100.0 - - - - - - - - - 
金融業、保険業 2 - 50.0 - - 50.0 - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 6 33.3 33.3 - - - 33.3 - 16.7 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 100.0 - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 12 25.0 58.3 - - 8.3 - 8.3 16.7 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 28 32.1 25.0 - 14.3 7.1 10.7 14.3 17.9 3.6 - 
支社、支店 17 47.1 41.2 - - 5.9 11.8 - 11.8 - 5.9 
営業所 3 66.7 33.3 - - - 33.3 - - - - 
研究所 2 - - - - - - - 100.0 - - 
その他 4 25.0 50.0 25.0 - - 25.0 25.0 - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - - - - 100.0 - - 
やや上昇している 18 38.9 44.4 - 5.6 5.6 11.1 5.6 16.7 - 5.6 
横ばい 22 45.5 18.2 - 9.1 - 18.2 - 18.2 - - 
ゆるやかに低下している 6 33.3 16.7 16.7 - - - 33.3 16.7 16.7 - 
低下している 3 33.3 66.7 - 33.3 33.3 33.3 - - - - 
その他 2 - - - - 50.0 - 100.0 - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 21 28.6 47.6 - 4.8 9.5 14.3 - 19.1 - 4.8 
ない 32 43.8 18.8 3.1 9.4 3.1 12.5 15.6 15.6 3.1 - 

問８付問１　裁量労働制を導入していない理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 3 33.3 - - 33.3 - - - - - - - - - 66.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 1 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 
ない 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 

問８付問２　裁量労働制の煩雑な手続き　専門業務型　（複数回答：○は３つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問８付問２　裁量労働制の最も煩雑な手続き　専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 3 - - 33.3 - 66.7 66.7 66.7 - - 100.0 - - - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - 100.0 - 100.0 - - 100.0 - - - - 
1000人以上 1 - - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - 100.0 - 100.0 - - 100.0 - - - - 
1000人以上 1 - - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 1 - - - - 100.0 - 100.0 - - 100.0 - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - 100.0 50.0 50.0 - - 100.0 - - - - 
支社、支店 1 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - 100.0 - 100.0 - - 100.0 - - - - 
その他 1 - - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - 50.0 - 50.0 50.0 100.0 - - 100.0 - - - - 
ない 1 - - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - - - - 

問８付問２　裁量労働制の煩雑な手続き　企画業務型　（複数回答：○は３つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 3 - - 33.3 - 33.3 - - - - 33.3 - - - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 
1000人以上 1 - - - - 100.0 - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 
1000人以上 1 - - - - 100.0 - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 1 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - 50.0 - - - - 50.0 - - - - 
支社、支店 1 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - 50.0 - - - - - - 50.0 - - - - 
ない 1 - - - - 100.0 - - - - - - - - - 

問８付問２　裁量労働制の最も煩雑な手続き　企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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の
研

究
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情
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シ
ス
テ
ム
の

分
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設
計
の
業
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記
事
の
取
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編
集
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業
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デ
ザ
イ
ナー

の
業
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プ
ロ
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レ
ク
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の
業
務

コ
ピー

ラ
イ
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の
業
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ス
テ
ム
コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト
の
業
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イ
ン
テ
リ
ア
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の
業
務

ゲー

ム
用
ソ
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ア
の
創
作
の
業
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証
券
ア
ナ
リ
ス
ト
の
業

務 金
融
派
生
商
品
等
の
開

発
の
業
務

大
学
に
お
け
る
教
授
研

究
の
業
務

公
認
会
計
士
の
業
務

弁
護
士
の
業
務

建
築
士
の
業
務

不
動
産
鑑
定
士
の
業
務

弁
理
士
の
業
務

税
理
士
の
業
務

中
小
企
業
診
断
士
の
業

務 不
明

Total 1,385 38.9 35.9 6.6 12.5 10.3 3.0 8.6 1.5 2.3 0.4 0.3 12.7 0.1 0.7 3.0 - 1.3 0.1 0.1 10.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 29.0 37.7 10.0 21.2 14.7 4.8 12.6 0.4 3.0 0.9 0.4 2.2 0.4 - 4.8 - 0.9 0.9 - 19.1 
30-99人 421 28.5 33.7 9.3 17.8 16.4 4.8 8.1 3.1 2.9 0.5 0.2 6.7 - 1.2 4.0 - 1.4 - 0.5 11.9 
100-299人 319 39.2 35.7 6.3 7.2 8.2 1.9 8.8 1.6 2.8 0.6 0.6 14.4 0.3 0.3 2.8 - 0.9 - - 9.4 
300-499人 93 47.3 25.8 1.1 5.4 3.2 1.1 5.4 1.1 - - - 19.4 - - 2.2 - 1.1 - - 11.8 
500-999人 117 57.3 35.0 2.6 6.8 3.4 1.7 4.3 - 0.9 - - 27.4 - 0.9 - - 1.7 - - 3.4 
1000人以上 146 53.4 34.3 1.4 6.9 0.7 0.7 5.5 0.7 1.4 - - 31.5 - 2.1 0.7 - 2.7 - - 6.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 30.0 34.8 11.5 19.2 13.4 3.8 11.2 0.3 3.5 1.3 0.3 4.2 0.3 - 3.8 - 0.6 0.6 - 18.9 
30-99人 426 29.3 34.0 7.3 16.4 16.0 4.9 8.5 3.3 2.6 0.2 0.2 9.6 - 1.2 4.2 - 1.4 - 0.5 11.3 
100-299人 292 40.1 35.3 5.1 6.5 6.5 1.4 9.6 1.7 2.1 0.3 0.7 17.5 0.3 0.3 3.1 - 1.4 - - 7.5 
300-499人 88 45.5 31.8 2.3 5.7 4.6 2.3 5.7 - 1.1 - - 22.7 - - - - - - - 9.1 
500-999人 110 60.9 38.2 1.8 5.5 1.8 0.9 4.6 - 0.9 - - 21.8 - 0.9 - - 1.8 - - 4.6 
1000人以上 107 60.8 39.3 1.9 8.4 0.9 0.9 7.5 0.9 0.9 - - 25.2 - 2.8 0.9 - 3.7 - - 5.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 22 18.2 22.7 - 9.1 - - - 18.2 - - - - - - 36.4 - - - 22.7 - 
製造業 359 78.0 34.8 1.9 10.0 1.9 0.6 1.4 - 0.8 - - - - - 0.3 1.4 - - 10.9 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 - - - - - 50.0 - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 339 27.4 76.7 11.8 10.9 14.7 2.7 25.7 0.6 5.9 0.3 0.3 - - 2.7 - 2.7 - - 0.9 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - 
卸売業、小売業 29 24.1 31.0 10.3 27.6 3.4 - 6.9 - - - - - - - - - - - 48.3 - 
金融業、保険業 56 - 1.8 - - - - - - - 1.8 3.6 - - - - - - - 94.6 - 
不動産業、物品賃貸業 15 6.7 - - - - - - 86.7 - - - - - - 86.7 - - - 13.3 - 
学術研究、専門・技術サービス業 245 47.3 19.6 4.5 13.5 9.0 5.3 4.5 - 0.8 - 0.4 17.6 - - 5.7 0.4 0.4 0.4 4.1 - 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - 25.0 12.5 87.5 - - - 25.0 12.5 - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 137 2.9 - 0.7 - - - - - - - - 93.4 - - - - - - 5.8 - 
医療、福祉 6 16.7 33.3 - - - - - - - - - 50.0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 16.9 28.4 18.2 35.8 35.1 11.5 8.1 1.4 2.7 2.0 - 0.7 0.7 0.7 3.4 2.0 0.7 0.7 9.5 - 
その他 8 62.5 25.0 - 12.5 25.0 - - - - - - - 12.5 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 26.9 37.5 10.9 20.6 17.8 5.5 7.9 1.0 3.9 0.8 0.3 10.9 0.3 0.3 2.8 - 0.8 0.3 0.3 8.7 
支社、支店 374 41.7 43.6 3.5 4.8 2.9 0.5 14.7 3.5 0.8 - 0.3 11.0 - 1.9 5.6 - 2.7 - - 18.5 
営業所 28 32.1 46.4 - 7.1 14.3 3.6 17.9 3.6 - - - - - - - - - - - 21.4 
研究所 115 84.4 8.7 - 3.5 - - 0.9 - - - 0.9 13.0 - 0.9 - - 1.7 - - 2.6 
その他 153 54.9 28.1 - 1.3 0.7 - 1.3 - 0.7 - - 26.8 - - - - - - - 7.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 34.8 35.4 3.2 21.5 13.9 5.7 7.6 7.6 4.4 0.6 - 4.4 - - 8.9 - - 0.6 0.6 12.0 
やや上昇している 433 41.1 40.9 7.9 12.9 11.3 2.8 8.6 0.9 2.8 0.2 0.2 5.1 0.2 2.1 3.5 - 3.0 - 0.2 11.1 
横ばい 391 33.5 33.0 4.4 11.8 11.3 3.3 6.7 1.0 1.3 0.8 0.8 12.0 0.3 0.3 2.6 - 0.3 0.3 - 14.8 
ゆるやかに低下している 145 55.2 52.4 9.7 12.4 9.0 2.1 27.6 - - - - 4.8 - - - - 1.4 - - 11.7 
低下している 83 42.2 47.0 10.8 13.3 13.3 1.2 3.6 1.2 4.8 1.2 - 3.6 - - 2.4 - 1.2 - - 6.0 
その他 135 37.8 8.9 6.7 0.7 0.7 0.7 - - 2.2 - - 51.9 - - - - 0.7 - - 2.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 54.3 31.9 2.5 3.2 2.5 0.2 7.4 2.1 - 0.2 0.3 15.7 - - 2.8 - 0.7 - - 15.2 
ない 698 24.2 39.8 10.2 21.6 18.1 5.9 9.9 0.9 4.6 0.7 0.3 9.9 0.3 1.4 3.0 - 1.9 0.3 0.3 6.6 

問９（１）　裁量労働制対象業務　専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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不
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Total 1,128 28.2 16.0 23.1 18.4 22.4 12.6 33.1 22.4 15.3 43.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 16.7 6.1 5.3 9.4 7.7 3.7 32.9 7.7 15.9 43.5 
30-99人 331 18.1 9.7 12.4 10.3 13.0 7.9 23.3 9.7 10.3 55.3 
100-299人 239 28.5 12.6 23.9 13.0 20.5 8.8 28.0 20.9 12.1 44.8 
300-499人 67 20.9 17.9 26.9 17.9 23.9 10.5 22.4 32.8 20.9 35.8 
500-999人 86 55.8 31.4 45.4 38.4 51.2 23.3 57.0 57.0 30.2 23.3 
1000人以上 105 53.3 37.1 59.1 45.7 51.4 30.5 49.5 47.6 27.6 26.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 16.7 6.7 6.0 9.0 7.7 4.0 30.0 7.7 15.3 45.7 
30-99人 333 19.2 11.4 14.4 11.1 13.5 8.1 25.8 11.1 10.5 54.4 
100-299人 216 28.7 10.7 23.6 12.0 22.2 8.3 26.4 20.8 13.4 44.0 
300-499人 64 37.5 20.3 34.4 26.6 31.3 17.2 35.9 46.9 26.6 28.1 
500-999人 87 52.9 33.3 46.0 39.1 50.6 23.0 52.9 52.9 21.8 25.3 
1000人以上 83 55.4 39.8 65.1 50.6 56.6 33.7 51.8 51.8 30.1 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - 
建設業 22 31.8 4.5 18.2 4.5 13.6 4.5 18.2 31.8 13.6 31.8 
製造業 404 32.2 20.3 31.7 25.0 31.9 16.3 44.1 40.8 27.2 26.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - 100.0 - 100.0 - - - 100.0 - 
情報通信業 255 28.2 9.4 12.2 9.4 12.2 9.8 23.1 10.6 2.4 63.9 
運輸業、郵便業 4 50.0 25.0 25.0 25.0 50.0 25.0 50.0 75.0 - - 
卸売業、小売業 50 34.0 10.0 24.0 14.0 22.0 8.0 70.0 26.0 12.0 12.0 
金融業、保険業 66 33.3 28.8 27.3 48.5 24.2 22.7 65.2 10.6 31.8 3.0 
不動産業、物品賃貸業 21 33.3 28.6 23.8 19.0 23.8 19.0 33.3 14.3 33.3 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 147 19.0 15.0 19.7 15.0 19.7 8.8 11.6 10.2 6.8 64.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 10.3 10.3 6.9 3.4 3.4 6.9 20.7 - - 79.3 
医療、福祉 4 25.0 - 25.0 - 50.0 - - 25.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 107 24.3 13.1 23.4 10.3 19.6 8.4 16.8 8.4 7.5 54.2 
その他 4 25.0 25.0 50.0 50.0 25.0 25.0 75.0 25.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 24.9 14.8 22.7 15.0 21.8 16.1 24.0 15.2 9.2 59.3 
支社、支店 353 35.7 17.3 21.0 20.7 21.8 9.1 48.7 21.8 12.5 29.5 
営業所 66 18.2 7.6 13.6 7.6 12.1 9.1 31.8 22.7 54.6 10.6 
研究所 46 23.9 21.7 26.1 21.7 21.7 13.0 17.4 26.1 19.6 45.7 
その他 115 28.7 20.0 33.9 32.2 33.9 8.7 35.7 56.5 28.7 27.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 27.3 20.9 27.3 20.1 26.6 14.4 32.4 20.1 12.2 49.6 
やや上昇している 413 27.9 17.4 25.9 20.6 23.7 15.5 36.8 24.5 20.3 38.5 
横ばい 295 28.5 15.9 24.1 21.4 24.1 12.5 29.5 21.0 13.9 42.7 
ゆるやかに低下している 130 37.7 9.2 13.9 10.8 16.9 6.9 38.5 19.2 10.0 41.5 
低下している 75 22.7 12.0 18.7 10.7 16.0 6.7 32.0 30.7 12.0 50.7 
その他 53 24.5 15.1 15.1 13.2 17.0 11.3 15.1 18.9 9.4 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 39.1 21.7 30.9 26.9 30.2 16.1 47.3 33.2 24.5 22.2 
ない 510 15.7 9.4 14.1 8.4 13.5 8.6 15.9 10.0 4.7 68.0 

問９（２）　裁量労働制対象業務　企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 539 13.5 10.0 9.5 6.3 5.2 4.3 5.0 2.6 3.7 6.7 21.3 11.9 5.1 3.75 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 67 4.5 11.9 11.9 4.5 4.5 6.0 1.5 3.0 3.0 10.5 19.4 19.4 5.5 3.68 
30-99人 120 3.3 6.7 9.2 7.5 5.8 2.5 5.0 4.2 3.3 6.7 34.2 11.7 6.5 3.52 
100-299人 125 11.2 12.0 7.2 5.6 4.0 4.8 4.8 3.2 7.2 5.6 23.2 11.2 5.5 3.73 
300-499人 44 18.2 18.2 4.6 6.8 4.6 4.6 6.8 2.3 2.3 2.3 27.3 2.3 4.8 3.86 
500-999人 67 16.4 6.0 11.9 1.5 9.0 7.5 10.5 3.0 1.5 6.0 17.9 9.0 4.9 3.52 
1000人以上 78 11.5 10.3 16.7 12.8 6.4 3.9 5.1 - 2.6 11.5 9.0 10.3 4.2 3.38 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 94 3.2 8.5 9.6 5.3 5.3 4.3 3.2 2.1 3.2 9.6 25.5 20.2 6.1 3.62 
30-99人 125 4.8 8.8 8.8 8.8 4.0 3.2 4.0 6.4 4.0 5.6 31.2 10.4 6.2 3.60 
100-299人 117 12.0 15.4 7.7 2.6 6.0 4.3 5.1 0.9 6.0 5.1 21.4 13.7 5.1 3.78 
300-499人 40 27.5 7.5 7.5 7.5 2.5 5.0 5.0 2.5 2.5 5.0 25.0 2.5 4.7 3.93 
500-999人 67 13.4 7.5 9.0 7.5 10.5 9.0 10.5 3.0 1.5 4.5 13.4 10.5 4.6 3.25 
1000人以上 65 9.2 9.2 20.0 10.8 4.6 1.5 6.2 - 3.1 13.9 9.2 12.3 4.5 3.49 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 4 50.0 25.0 25.0 - - - - - - - - - 1.1 0.82 
製造業 280 21.1 10.4 10.7 5.4 6.4 4.6 6.4 2.9 3.9 4.6 18.2 5.4 4.5 3.70 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
情報通信業 93 5.4 14.0 7.5 3.2 2.2 3.2 3.2 1.1 - 3.2 11.8 45.2 4.4 3.75 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 7 42.9 - - - - - - 14.3 14.3 - 14.3 14.3 4.5 4.31 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 116 1.7 5.2 5.2 12.1 5.2 6.0 1.7 3.4 5.2 13.8 37.9 2.6 7.1 3.24 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 4 - 25.0 25.0 - 25.0 - - - - - 25.0 - 4.3 4.03 
医療、福祉 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 25 8.0 4.0 24.0 8.0 - - 12.0 - 8.0 8.0 16.0 12.0 5.2 3.57 
その他 5 - 20.0 - - - - 20.0 - - 40.0 20.0 - 7.1 3.39 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 192 13.0 13.5 14.6 6.8 4.2 4.7 3.1 2.6 3.1 6.8 18.8 8.9 4.7 3.69 
支社、支店 156 20.5 8.3 7.1 4.5 3.9 4.5 5.1 2.6 1.9 2.6 12.8 26.3 4.1 3.65 
営業所 9 22.2 11.1 - - - 11.1 33.3 - 11.1 11.1 - - 4.7 3.06 
研究所 97 4.1 4.1 5.2 8.3 6.2 6.2 5.2 3.1 6.2 13.4 37.1 1.0 7.0 3.25 
その他 84 11.9 11.9 8.3 6.0 9.5 - 6.0 2.4 4.8 6.0 27.4 6.0 5.4 3.82 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 55 7.3 9.1 20.0 - 7.3 5.5 1.8 - 3.6 9.1 27.3 9.1 5.6 3.77 
やや上昇している 178 23.6 9.6 7.3 5.6 3.9 3.9 4.5 3.4 3.4 6.2 18.0 10.7 4.5 3.82 
横ばい 131 9.9 13.0 7.6 7.6 3.8 3.1 6.9 3.1 3.1 6.9 29.0 6.1 5.6 3.81 
ゆるやかに低下している 80 10.0 12.5 7.5 6.3 5.0 1.3 2.5 2.5 5.0 2.5 8.8 36.3 4.1 3.50 
低下している 35 11.4 8.6 17.1 2.9 5.7 5.7 5.7 2.9 2.9 5.7 22.9 8.6 5.1 3.69 
その他 51 3.9 3.9 9.8 9.8 11.8 11.8 7.8 2.0 3.9 9.8 25.5 - 6.1 3.18 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 369 15.5 9.5 8.9 6.2 5.4 4.9 5.7 2.4 3.5 6.2 19.5 12.2 5.0 3.73 
ない 169 9.5 11.2 10.7 5.9 4.7 3.0 3.6 3.0 4.1 7.7 25.4 11.2 5.5 3.79 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 497 17.3 11.1 4.6 6.0 6.2 5.2 4.8 2.6 5.2 4.4 18.1 14.3 4.8 3.74 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 87 2.3 10.3 6.9 5.8 3.5 2.3 2.3 5.8 5.8 5.8 28.7 20.7 6.4 3.63 
30-99人 142 7.0 9.9 2.8 8.5 4.9 8.5 7.8 2.8 11.3 7.0 20.4 9.2 5.9 3.38 
100-299人 114 17.5 10.5 6.1 6.1 11.4 2.6 3.5 0.9 2.6 4.4 21.1 13.2 4.7 3.84 
300-499人 24 16.7 16.7 4.2 8.3 4.2 8.3 12.5 4.2 4.2 - 20.8 - 4.7 3.52 
500-999人 41 29.3 17.1 4.9 7.3 4.9 4.9 4.9 2.4 2.4 - 4.9 17.1 2.7 2.86 
1000人以上 50 30.0 16.0 4.0 2.0 10.0 8.0 4.0 2.0 - 2.0 4.0 18.0 2.7 2.83 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 109 3.7 11.9 5.5 5.5 4.6 2.8 2.8 4.6 6.4 4.6 25.7 22.0 6.0 3.69 
30-99人 145 9.7 8.3 4.1 9.0 3.5 7.6 7.6 2.8 9.7 7.6 21.4 9.0 5.8 3.50 
100-299人 103 14.6 9.7 4.9 5.8 12.6 2.9 2.9 1.9 3.9 3.9 21.4 15.5 5.0 3.79 
300-499人 28 28.6 25.0 3.6 3.6 3.6 7.1 10.7 - - - 14.3 3.6 3.3 3.39 
500-999人 42 21.4 16.7 4.8 9.5 7.1 7.1 7.1 2.4 2.4 - 4.8 16.7 3.1 2.80 
1000人以上 42 31.0 14.3 4.8 - 9.5 7.1 2.4 2.4 - 2.4 4.8 21.4 2.7 2.97 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 5 60.0 - 40.0 - - - - - - - - - 1.1 0.86 
製造業 125 47.2 8.8 5.6 3.2 4.8 3.2 3.2 0.8 1.6 1.6 8.0 12.0 2.5 3.20 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 260 2.7 10.0 3.5 8.1 8.8 4.6 5.4 3.1 5.8 4.6 24.2 19.2 6.0 3.44 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 9 66.7 11.1 - - - - - - - - - 22.2 0.4 0.52 
金融業、保険業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 48 8.3 16.7 4.2 6.2 4.2 6.2 4.2 6.2 10.4 16.7 16.7 - 5.8 3.62 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.6 0.64 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 42 11.9 16.7 7.1 4.8 - 14.3 7.1 2.4 7.1 - 19.0 9.5 4.8 3.58 
その他 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.8 0.35 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 267 12.4 12.4 4.5 7.1 3.4 6.7 6.0 4.1 8.2 6.0 22.5 6.7 5.4 3.69 
支社、支店 163 22.7 9.2 3.1 4.9 8.6 2.5 2.5 1.2 2.5 1.8 13.5 27.6 3.9 3.71 
営業所 13 7.7 7.7 - - 15.4 23.1 23.1 - - - 23.1 - 5.6 2.94 
研究所 10 50.0 - 10.0 10.0 - - - - - - 10.0 20.0 2.1 3.14 
その他 43 23.3 11.6 11.6 4.7 14.0 2.3 2.3 - - 7.0 9.3 14.0 3.5 3.37 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 56 23.2 7.1 8.9 7.1 3.6 5.4 1.8 3.6 1.8 7.1 17.9 12.5 4.5 3.85 
やや上昇している 177 24.3 9.0 3.4 6.2 1.7 3.4 6.2 4.0 6.8 4.0 21.5 9.6 4.9 3.91 
横ばい 129 12.4 13.2 5.4 7.0 14.7 7.0 5.4 1.6 4.7 6.2 16.3 6.2 4.8 3.47 
ゆるやかに低下している 76 11.8 13.2 4.0 1.3 5.3 5.3 1.3 1.3 4.0 1.3 13.2 38.2 4.4 3.79 
低下している 39 12.8 12.8 2.6 10.3 2.6 7.7 5.1 - 7.7 2.6 25.6 10.3 5.3 3.82 
その他 12 - 8.3 8.3 - 8.3 8.3 8.3 8.3 - - 8.3 41.7 5.0 2.83 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 217 28.6 14.3 5.1 3.7 8.3 3.7 2.3 0.5 1.4 0.9 8.3 23.0 2.8 3.19 
ない 278 8.6 8.6 4.3 7.9 4.7 6.5 6.8 4.3 8.3 7.2 25.9 6.8 6.0 3.53 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 91 9.9 13.2 8.8 8.8 3.3 9.9 3.3 6.6 5.5 1.1 23.1 6.6 5.1 3.58 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 23 - 17.4 4.4 13.0 4.4 13.0 8.7 8.7 4.4 - 21.7 4.4 5.4 3.21 
30-99人 39 - 7.7 10.3 12.8 5.1 12.8 2.6 10.3 7.7 2.6 23.1 5.1 5.9 3.09 
100-299人 20 40.0 20.0 10.0 - - - - - 5.0 - 15.0 10.0 2.8 3.66 
300-499人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.1 - 
500-999人 3 33.3 - - - - - - - - - 33.3 33.3 5.3 4.75 
1000人以上 2 - - - - - 50.0 - - - - 50.0 - 7.5 2.50 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 36 - 11.1 5.6 13.9 5.6 13.9 5.6 8.3 8.3 - 22.2 5.6 5.7 3.12 
30-99人 31 3.2 16.1 12.9 9.7 3.2 9.7 3.2 9.7 6.5 3.2 19.4 3.2 5.2 3.34 
100-299人 15 46.7 13.3 6.7 - - - - - - - 20.0 13.3 2.8 3.95 
300-499人 2 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.1 - 
500-999人 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.3 4.75 
1000人以上 2 - - - - - 50.0 - - - - 50.0 - 7.5 2.50 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 7 - 42.9 14.3 - - - - 14.3 - - 28.6 - 4.7 4.20 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 40 2.5 5.0 12.5 5.0 2.5 10.0 7.5 7.5 5.0 - 35.0 7.5 6.5 3.36 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 1.0 0.91 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 27.3 18.2 - 9.1 - 9.1 - 18.2 - - 18.2 - 4.1 3.95 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 4.5 0.71 
教育、学習支援業 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 27 11.1 18.5 3.7 18.5 3.7 11.1 - - 11.1 - 11.1 11.1 4.1 3.27 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 78 11.5 14.1 10.3 10.3 2.6 11.5 2.6 6.4 6.4 1.3 15.4 7.7 4.5 3.39 
支社、支店 13 - 7.7 - - 7.7 - 7.7 7.7 - - 69.2 - 8.4 2.82 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 40.0 - 40.0 - - 20.0 - - - - - - 2.2 1.64 
やや上昇している 34 8.8 14.7 14.7 11.8 5.9 8.8 5.9 2.9 - - 23.5 2.9 4.6 3.48 
横ばい 17 11.8 11.8 5.9 5.9 5.9 11.8 - 5.9 23.5 5.9 5.9 5.9 5.0 3.29 
ゆるやかに低下している 14 7.1 21.4 - 14.3 - 14.3 - 14.3 7.1 - 14.3 7.1 4.8 3.33 
低下している 9 11.1 11.1 - 11.1 - - 11.1 22.2 - - 11.1 22.2 5.0 3.29 
その他 9 - 11.1 - - - 11.1 - - - - 77.8 - 8.4 3.06 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 17 11.8 17.7 - 11.8 - - 11.8 5.9 - - 35.3 5.9 5.6 3.94 
ない 71 9.9 12.7 11.3 8.5 4.2 12.7 1.4 7.0 7.0 1.4 16.9 7.0 4.8 3.39 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  記事の取材、編集の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 173 11.0 16.8 11.6 12.7 4.1 4.6 2.9 1.7 3.5 2.9 16.2 12.1 4.2 3.52 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 49 - 20.4 10.2 6.1 6.1 10.2 6.1 4.1 8.2 4.1 18.4 6.1 5.2 3.35 
30-99人 75 6.7 13.3 17.3 16.0 5.3 2.7 2.7 1.3 2.7 4.0 18.7 9.3 4.5 3.47 
100-299人 23 26.1 17.4 - 21.7 - 4.4 - - - - 17.4 13.0 3.3 3.60 
300-499人 5 20.0 20.0 - - - - - - - - 20.0 40.0 3.9 4.29 
500-999人 8 37.5 - 25.0 12.5 - - - - - - - 25.0 1.3 1.08 
1000人以上 10 30.0 30.0 - 10.0 - - - - - - - 30.0 1.0 0.87 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 60 - 20.0 11.7 8.3 5.0 6.7 5.0 5.0 6.7 5.0 20.0 6.7 5.3 3.45 
30-99人 70 8.6 14.3 15.7 15.7 5.7 2.9 2.9 - 2.9 2.9 18.6 10.0 4.3 3.48 
100-299人 19 31.6 10.5 - 21.1 - 5.3 - - - - 15.8 15.8 3.2 3.55 
300-499人 5 40.0 20.0 - 20.0 - - - - - - - 20.0 1.2 1.11 
500-999人 6 16.7 - 33.3 16.7 - - - - - - - 33.3 1.8 0.97 
1000人以上 9 33.3 33.3 - - - - - - - - - 33.3 0.7 0.34 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 2 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
製造業 36 11.1 8.3 13.9 22.2 - 2.8 5.6 - 2.8 - 13.9 19.4 4.0 3.33 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 37 18.9 18.9 18.9 10.8 - 2.7 - 5.4 - 2.7 8.1 13.5 3.0 3.11 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 8 50.0 12.5 - 12.5 - - - - - - 12.5 12.5 2.1 3.61 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 33 6.1 6.1 9.1 9.1 6.1 15.2 - 3.0 9.1 6.1 27.3 3.0 6.0 3.49 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 53 3.8 22.6 7.5 11.3 9.4 1.9 5.7 - 3.8 3.8 18.9 11.3 4.6 3.55 
その他 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 147 11.6 17.7 11.6 13.6 3.4 3.4 2.0 2.0 3.4 2.0 17.7 11.6 4.2 3.58 
支社、支店 18 5.6 11.1 16.7 11.1 11.1 5.6 5.6 - 5.6 - 11.1 16.7 4.1 3.03 
営業所 2 - - - - - 50.0 - - - 50.0 - - 7.3 1.75 
研究所 4 25.0 25.0 - - - 25.0 - - - - - 25.0 2.2 2.01 
その他 2 - - - - - - 50.0 - - 50.0 - - 7.5 1.50 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 34 20.6 11.8 11.8 11.8 2.9 8.8 - - 2.9 2.9 14.7 11.8 3.8 3.50 
やや上昇している 56 8.9 21.4 12.5 10.7 7.1 3.6 1.8 1.8 1.8 - 17.9 12.5 4.0 3.47 
横ばい 46 6.5 13.0 10.9 17.4 2.2 4.4 6.5 4.4 6.5 2.2 17.4 8.7 4.8 3.42 
ゆるやかに低下している 18 16.7 16.7 11.1 11.1 5.6 - 5.6 - - 11.1 11.1 11.1 3.9 3.55 
低下している 11 9.1 18.2 18.2 9.1 - 9.1 - - 9.1 - 18.2 9.1 4.4 3.62 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 22 22.7 13.6 - 4.6 - 4.6 4.6 - - - 13.6 36.4 3.5 3.84 
ない 151 9.3 17.2 13.3 13.9 4.6 4.6 2.7 2.0 4.0 3.3 16.6 8.6 4.3 3.47 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  デザイナーの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 143 3.5 14.0 15.4 9.8 6.3 5.6 4.2 6.3 9.8 2.8 18.9 3.5 5.1 3.38 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 34 - 8.8 23.5 14.7 8.8 5.9 5.9 - 5.9 2.9 20.6 2.9 4.9 3.27 
30-99人 69 1.5 15.9 17.4 13.0 5.8 4.4 2.9 5.8 10.1 1.5 18.8 2.9 5.0 3.35 
100-299人 26 11.5 15.4 7.7 - 7.7 7.7 - 7.7 15.4 7.7 15.4 3.9 5.3 3.58 
300-499人 3 - 33.3 - - - - 33.3 - - - 33.3 - 5.7 3.68 
500-999人 4 25.0 25.0 - - - 25.0 - 25.0 - - - - 3.7 2.85 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 42 - 11.9 21.4 16.7 9.5 4.8 4.8 - 4.8 2.4 21.4 2.4 4.8 3.32 
30-99人 68 1.5 14.7 16.2 10.3 5.9 4.4 2.9 7.4 11.8 1.5 20.6 2.9 5.3 3.37 
100-299人 19 15.8 15.8 10.5 - 5.3 10.5 - 5.3 10.5 10.5 10.5 5.3 4.6 3.58 
300-499人 4 25.0 25.0 - - - - 25.0 25.0 - - - - 3.8 3.05 
500-999人 2 - 50.0 - - - 50.0 - - - - - - 3.5 1.95 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 7 14.3 42.9 - 14.3 - - - - - - 28.6 - 3.8 4.35 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 50 6.0 10.0 22.0 14.0 6.0 4.0 2.0 6.0 6.0 6.0 14.0 4.0 4.6 3.32 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 22 - 18.2 18.2 9.1 4.5 9.1 - 4.5 9.1 - 27.3 - 5.3 3.63 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 7 - - 14.3 - 14.3 14.3 - 14.3 28.6 - 14.3 - 6.3 2.75 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 52 1.9 13.5 11.5 7.7 7.7 5.8 5.8 7.7 11.5 1.9 21.2 3.8 5.5 3.36 
その他 2 - - - - - - 50.0 - 50.0 - - - 7.1 1.27 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 127 3.9 15.0 15.0 8.7 5.5 5.5 4.7 6.3 8.7 3.2 20.5 3.2 5.2 3.45 
支社、支店 11 - - 18.2 27.3 9.1 9.1 - - 27.3 - - 9.1 4.7 2.35 
営業所 4 - 25.0 25.0 - 25.0 - - 25.0 - - - - 3.7 2.44 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 22 9.1 9.1 13.6 13.6 13.6 - - 9.1 9.1 4.6 18.2 - 5.0 3.38 
やや上昇している 49 6.1 8.2 16.3 10.2 4.1 4.1 6.1 10.2 10.2 4.1 18.4 2.0 5.3 3.35 
横ばい 44 - 20.5 11.4 9.1 9.1 11.4 2.3 - 11.4 2.3 20.5 2.3 5.1 3.37 
ゆるやかに低下している 13 - 15.4 7.7 15.4 - - 7.7 7.7 7.7 - 23.1 15.4 5.5 3.50 
低下している 11 - 18.2 45.5 - - - - 9.1 9.1 - 9.1 9.1 3.8 3.11 
その他 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 17 5.9 17.7 17.7 - - - - 5.9 17.7 5.9 17.7 11.8 5.3 3.77 
ない 126 3.2 13.5 15.1 11.1 7.1 6.4 4.8 6.4 8.7 2.4 19.1 2.4 5.1 3.33 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ％
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 42 26.2 33.3 4.8 9.5 2.4 - 2.4 - - - 7.1 14.3 2.1 2.70 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 11 27.3 36.4 9.1 9.1 9.1 - - - - - - 9.1 1.5 1.24 
30-99人 20 25.0 30.0 5.0 15.0 - - - - - - 15.0 10.0 2.7 3.38 
100-299人 6 33.3 33.3 - - - - - - - - - 33.3 0.6 0.45 
300-499人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
500-999人 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.5 - 
1000人以上 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 6.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 25.0 33.3 16.7 8.3 8.3 - - - - - - 8.3 1.5 1.20 
30-99人 21 23.8 33.3 - 14.3 - - - - - - 14.3 14.3 2.7 3.40 
100-299人 4 50.0 25.0 - - - - - - - - - 25.0 0.4 0.42 
300-499人 2 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.0 - 
500-999人 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.5 - 
1000人以上 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 6.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 2 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - 1.6 2.05 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 9 33.3 33.3 - - - - 11.1 - - - - 22.2 1.3 2.11 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 13 38.5 15.4 15.4 7.7 - - - - - - 23.1 - 3.2 3.98 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 17 11.8 47.1 - 11.8 5.9 - - - - - - 23.5 1.6 1.20 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 39 23.1 33.3 5.1 10.3 2.6 - 2.6 - - - 7.7 15.4 2.2 2.78 
支社、支店 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.6 0.45 
営業所 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.5 - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 9 55.6 22.2 - 11.1 - - - - - - - 11.1 0.8 0.91 
やや上昇している 12 16.7 33.3 16.7 - - - - - - - - 33.3 1.2 0.66 
横ばい 13 30.8 30.8 - 7.7 7.7 - - - - - 15.4 7.7 2.8 3.45 
ゆるやかに低下している 3 - 66.7 - - - - - - - - 33.3 - 4.0 4.24 
低下している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
その他 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 6.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
ない 41 26.8 31.7 4.9 9.8 2.4 - 2.4 - - - 7.3 14.6 2.1 2.73 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  コピーライターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 119 6.7 16.0 6.7 1.7 4.2 3.4 4.2 2.5 0.8 4.2 11.8 37.8 4.5 3.67 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 29 3.5 17.2 6.9 3.5 6.9 3.5 - 3.5 - 3.5 10.3 41.4 4.2 3.58 
30-99人 34 5.9 20.6 11.8 2.9 5.9 2.9 5.9 - 2.9 2.9 14.7 23.5 4.3 3.55 
100-299人 28 10.7 10.7 - - 3.6 7.1 - 3.6 - 10.7 14.3 39.3 5.4 3.95 
300-499人 5 - - 40.0 - - - 20.0 20.0 - - 20.0 - 5.4 3.03 
500-999人 5 40.0 20.0 - - - - 20.0 - - - - 20.0 2.1 2.53 
1000人以上 8 - 12.5 - - - - 12.5 - - - 12.5 62.5 5.7 3.68 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 35 2.9 14.3 8.6 2.9 5.7 2.9 - 2.9 - 2.9 8.6 48.6 4.1 3.51 
30-99人 36 5.6 25.0 8.3 2.8 5.6 2.8 5.6 - 2.8 5.6 13.9 22.2 4.3 3.62 
100-299人 28 10.7 3.6 3.6 - 3.6 7.1 - 3.6 - 7.1 14.3 46.4 5.6 3.87 
300-499人 5 20.0 - 20.0 - - - 20.0 20.0 - - 20.0 - 5.1 3.41 
500-999人 5 20.0 20.0 - - - - 20.0 - - - - 40.0 2.7 2.72 
1000人以上 8 - 12.5 - - - - 12.5 - - - 12.5 62.5 5.7 3.68 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 5 40.0 - - - - - 20.0 - - - 20.0 20.0 4.2 4.92 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
情報通信業 87 4.6 17.2 5.7 1.1 2.3 3.4 3.4 3.4 - 2.3 9.2 47.1 4.1 3.60 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 2 - - - - - - - - - - 50.0 50.0 10.0 - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 9.1 9.1 18.2 9.1 9.1 - - - - 9.1 27.3 9.1 5.2 4.08 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 12 8.3 25.0 8.3 - 16.7 8.3 - - 8.3 16.7 - 8.3 4.2 3.38 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 56 10.7 23.2 14.3 1.8 8.9 1.8 5.4 - 1.8 8.9 14.3 8.9 4.2 3.62 
支社、支店 55 3.6 10.9 - 1.8 - 3.6 - 1.8 - - 9.1 69.1 4.5 4.02 
営業所 5 - - - - - - 40.0 40.0 - - - 20.0 6.5 0.50 
研究所 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 2 - - - - - 50.0 - - - - 50.0 - 7.5 2.50 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 12 25.0 16.7 8.3 - - - 8.3 - - 8.3 33.3 - 5.0 4.29 
やや上昇している 37 8.1 16.2 5.4 5.4 8.1 - 2.7 - 2.7 8.1 10.8 32.4 4.5 3.66 
横ばい 26 3.9 11.5 11.5 - 3.9 11.5 11.5 7.7 - - 19.2 19.2 5.3 3.32 
ゆるやかに低下している 40 2.5 17.5 2.5 - 2.5 - - 2.5 - 2.5 2.5 67.5 3.0 3.35 
低下している 3 - - 33.3 - - 33.3 - - - - - 33.3 3.5 1.50 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 50 2.0 14.0 2.0 - - - 8.0 6.0 - - 4.0 64.0 4.1 3.33 
ない 69 10.1 17.4 10.1 2.9 7.3 5.8 1.5 - 1.5 7.3 17.4 18.8 4.6 3.76 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  システムコンサルタントの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 21 23.8 9.5 4.8 - 4.8 - - - - - 47.6 9.5 5.8 4.46 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
30-99人 13 30.8 - - - 7.7 - - - - - 53.9 7.7 6.3 4.48 
100-299人 5 20.0 20.0 20.0 - - - - - - - 40.0 - 4.8 4.31 
300-499人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
30-99人 14 35.7 - - - 7.1 - - - - - 50.0 7.1 5.8 4.58 
100-299人 5 - 20.0 20.0 - - - - - - - 40.0 20.0 5.9 4.15 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.5 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 4 - 25.0 - - - - - - - - 75.0 - 7.8 4.45 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - 50.0 - 50.0 - - - - - - - 3.2 1.13 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 13 38.5 7.7 - - - - - - - - 53.8 - 5.7 4.89 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 7 - 28.6 - - 14.3 - - - - - 28.6 28.6 5.3 3.95 
支社、支店 13 38.5 - - - - - - - - - 61.5 - 6.3 4.67 
営業所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.4 - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 12 41.7 8.3 - - - - - - - - 50.0 - 5.3 4.72 
やや上昇している 4 - - 25.0 - 25.0 - - - - - 25.0 25.0 5.5 3.27 
横ばい 4 - 25.0 - - - - - - - - 50.0 25.0 7.0 4.20 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 14 35.7 7.1 - - - - - - - - 50.0 7.1 5.7 4.70 
ない 6 - 16.7 16.7 - 16.7 - - - - - 33.3 16.7 5.5 3.79 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 32 - 3.1 9.4 6.3 - 12.5 3.1 6.3 9.4 21.9 18.8 9.4 6.9 2.91 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 7 - - 28.6 - - 14.3 - - - - 42.9 14.3 6.5 3.64 
30-99人 12 - - - 16.7 - 25.0 8.3 - 8.3 16.7 16.7 8.3 6.7 2.56 
100-299人 9 - 11.1 11.1 - - - - 11.1 11.1 44.4 - 11.1 6.8 3.11 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
1000人以上 2 - - - - - - - 50.0 50.0 - - - 7.5 0.50 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 11 - - 18.2 - - 9.1 - 9.1 9.1 9.1 36.4 9.1 7.4 3.09 
30-99人 11 - - - 18.2 - 27.3 9.1 - 9.1 18.2 9.1 9.1 6.3 2.41 
100-299人 6 - 16.7 16.7 - - - - - - 50.0 - 16.7 6.0 3.69 
300-499人 1 - - - - - - - 100.0 - - - - 7.0 - 
500-999人 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
1000人以上 1 - - - - - - - - 100.0 - - - 8.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 3 - - - - - - - - - 66.7 33.3 - 9.3 0.58 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 20 - 5.0 10.0 5.0 - 20.0 5.0 - 15.0 15.0 10.0 15.0 6.2 2.99 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - 50.0 - - - - - - 50.0 - - 5.5 4.95 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - 50.0 - - - - - - 50.0 - 6.5 4.95 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - - - - - - 50.0 - 25.0 25.0 - 8.3 1.50 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 28 - 3.6 7.1 7.1 - 7.1 3.6 7.1 10.7 21.4 21.4 10.7 7.2 2.89 
支社、支店 3 - - 33.3 - - 33.3 - - - 33.3 - - 5.3 2.87 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 - - - - - 14.3 - - 14.3 42.9 14.3 14.3 8.4 1.59 
やや上昇している 12 - 8.3 8.3 - - 25.0 8.3 16.7 - 8.3 16.7 8.3 6.1 2.81 
横ばい 5 - - - 20.0 - - - - 20.0 20.0 40.0 - 8.0 2.61 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 4 - - 50.0 25.0 - - - - - - - 25.0 2.3 0.47 
その他 3 - - - - - - - - 33.3 33.3 33.3 - 9.0 0.82 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 32 - 3.1 9.4 6.3 - 12.5 3.1 6.3 9.4 21.9 18.8 9.4 6.9 2.91 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

53－ 116 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 6 16.7 33.3 - 16.7 - - - - - - 16.7 16.7 3.1 3.53 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - 50.0 - - - - - - - - 50.0 - 5.5 4.50 
30-99人 2 - 50.0 - 50.0 - - - - - - - - 2.0 1.00 
100-299人 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.7 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 50.0 - - - - - - - - 25.0 25.0 4.0 4.24 
30-99人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
100-299人 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.7 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.7 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - 33.3 - 33.3 - - - - - - - 33.3 2.0 1.41 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 16.7 33.3 - 16.7 - - - - - - 16.7 16.7 3.1 3.53 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
やや上昇している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 3 33.3 33.3 - 33.3 - - - - - - - - 1.6 1.02 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.7 - 
ない 5 - 40.0 - 20.0 - - - - - - 20.0 20.0 3.8 3.70 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  証券アナリストの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

54－ 116 － － 117 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 4 25.0 - - - - - - - - 25.0 50.0 - 7.3 4.08 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
30-99人 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
100-299人 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.2 4.85 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
30-99人 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
100-299人 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.2 4.85 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.1 6.86 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.2 4.85 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
横ばい 3 33.3 - - - - - - - - 33.3 33.3 - 6.4 4.36 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.2 4.85 
ない 2 - - - - - - - - - 50.0 50.0 - 9.5 0.50 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  金融派生商品等の開発の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

55－ 118 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 176 1.1 3.4 4.6 3.4 8.0 6.3 9.1 3.4 2.8 9.1 44.9 4.0 7.6 2.93 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 5 - 20.0 - - - - 40.0 - - - 20.0 20.0 5.9 3.22 
30-99人 28 - 3.6 - 3.6 - 3.6 14.3 7.1 7.1 7.1 53.6 - 8.4 2.24 
100-299人 46 - - 2.2 4.4 6.5 10.9 8.7 4.4 4.4 4.4 50.0 4.4 7.9 2.55 
300-499人 18 5.6 - - 5.6 16.7 5.6 16.7 - - 11.1 27.8 11.1 6.7 2.96 
500-999人 32 - - 3.1 3.1 12.5 9.4 6.3 3.1 - 9.4 50.0 3.1 7.9 2.60 
1000人以上 46 2.2 8.7 13.0 2.2 6.5 2.2 2.2 2.2 2.2 15.2 41.3 2.2 7.0 3.50 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 13 - 7.7 - 7.7 - 7.7 15.4 7.7 - - 46.2 7.7 7.4 2.96 
30-99人 41 - 2.4 - 2.4 2.4 7.3 17.1 2.4 7.3 7.3 46.3 4.9 8.1 2.32 
100-299人 51 2.0 - 2.0 3.9 11.8 5.9 7.8 3.9 2.0 7.8 51.0 2.0 7.8 2.76 
300-499人 20 - - - 5.0 15.0 15.0 5.0 - - 10.0 40.0 10.0 7.5 2.67 
500-999人 24 - 4.2 4.2 - 12.5 4.2 8.3 4.2 - 8.3 50.0 4.2 7.8 2.78 
1000人以上 27 3.7 11.1 22.2 3.7 3.7 - - 3.7 3.7 18.5 29.6 - 6.2 3.72 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 43 - 4.7 7.0 2.3 9.3 11.6 9.3 2.3 2.3 2.3 46.5 2.3 7.3 3.07 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 128 1.6 2.3 3.9 3.9 7.8 4.7 8.6 3.9 3.1 10.9 44.5 4.7 7.7 2.87 
医療、福祉 3 - 33.3 - - - - - - - 33.3 33.3 - 6.7 4.93 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 6.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 78 - 3.9 3.9 3.9 9.0 3.9 10.3 5.1 3.9 11.5 41.0 3.9 7.6 2.81 
支社、支店 41 2.4 2.4 7.3 - 2.4 12.2 9.8 2.4 - 9.8 51.2 - 7.7 2.91 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 15 - 6.7 - 13.3 13.3 - 13.3 - 6.7 6.7 33.3 6.7 6.9 3.13 
その他 41 2.4 2.4 4.9 2.4 9.8 7.3 4.9 2.4 2.4 4.9 48.8 7.3 7.6 3.06 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 - - - 14.3 - 42.9 - 28.6 - - 14.3 - 6.1 2.11 
やや上昇している 22 4.6 9.1 9.1 9.1 4.6 13.6 - 4.6 - 4.6 40.9 - 6.3 3.59 
横ばい 47 - 8.5 4.3 - 6.4 2.1 19.2 - 2.1 8.5 44.7 4.3 7.5 2.95 
ゆるやかに低下している 7 - - - 14.3 - - - 14.3 - - 71.4 - 8.6 2.50 
低下している 3 33.3 - - - - - - - - - 66.7 - 6.9 4.38 
その他 70 - - 5.7 2.9 11.4 5.7 8.6 1.4 2.9 11.4 45.7 4.3 7.8 2.70 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 107 0.9 2.8 6.5 2.8 11.2 5.6 9.4 1.9 1.9 12.2 40.2 4.7 7.4 2.97 
ない 69 1.5 4.4 1.5 4.4 2.9 7.3 8.7 5.8 4.4 4.4 52.2 2.9 7.9 2.83 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  大学における教授研究の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

56－ 118 － － 119 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
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未
満

１
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以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - 50.0 50.0 - - - - - - - 3.7 0.70 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.4 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.4 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.4 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - 50.0 50.0 - - - - - - - 3.7 0.70 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.4 - 
横ばい 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 - - - 50.0 50.0 - - - - - - - 3.7 0.70 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  公認会計士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

57－ 120 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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未
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満
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不
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均（
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標
本
標
準
偏
差

Total 10 - - - - - - - - - - 10.0 90.0 10.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 5 - - - - - - - - - - 20.0 80.0 10.0 - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 5 - - - - - - - - - - 20.0 80.0 10.0 - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - - - - - - - 50.0 50.0 10.0 - 
支社、支店 7 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 9 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 10 - - - - - - - - - - 10.0 90.0 10.0 - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  弁護士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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１
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２
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満

３
割
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上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 41 2.4 - 2.4 9.8 7.3 9.8 7.3 2.4 7.3 7.3 39.0 4.9 7.3 2.85 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 11 - - - - 9.1 9.1 9.1 - 18.2 9.1 45.5 - 8.2 2.12 
30-99人 17 - - - 17.7 5.9 11.8 5.9 5.9 - 5.9 41.2 5.9 7.3 2.70 
100-299人 9 11.1 - 11.1 11.1 - 11.1 - - - 11.1 44.4 - 6.7 3.73 
300-499人 2 - - - - - - 50.0 - - - - 50.0 6.0 - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - 100.0 - - - 8.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 - - - - 8.3 8.3 8.3 - 16.7 8.3 50.0 - 8.3 2.09 
30-99人 18 - - 5.6 22.2 5.6 11.1 5.6 5.6 - 5.6 33.3 5.6 6.6 2.90 
100-299人 9 11.1 - - - - 11.1 11.1 - - 11.1 44.4 11.1 7.5 3.34 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - 100.0 - - - 8.5 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 8 - - - - 12.5 12.5 12.5 - - - 62.5 - 8.1 2.64 
製造業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.2 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - 30.8 7.7 - - - 7.7 - 53.8 - 7.5 3.10 
学術研究、専門・技術サービス業 14 - - - - 7.1 21.4 14.3 - 14.3 7.1 28.6 7.1 7.4 2.29 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 5 - - 20.0 - - - - 20.0 - 40.0 - 20.0 6.8 3.30 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 20 5.0 - 5.0 - 5.0 10.0 10.0 5.0 15.0 10.0 25.0 10.0 7.1 2.86 
支社、支店 21 - - - 19.1 9.5 9.5 4.8 - - 4.8 52.4 - 7.5 2.84 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - - - 28.6 14.3 - - - 7.1 - 50.0 - 7.2 3.01 
やや上昇している 15 - - 6.7 - 6.7 20.0 13.3 - 6.7 20.0 20.0 6.7 7.0 2.51 
横ばい 10 10.0 - - - - 10.0 10.0 10.0 10.0 - 40.0 10.0 7.4 3.11 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 2 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 19 - - - 21.1 10.5 - 5.3 - 5.3 - 52.6 5.3 7.6 2.87 
ない 21 4.8 - 4.8 - 4.8 19.1 9.5 4.8 9.5 14.3 23.8 4.8 6.9 2.80 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  建築士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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３
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４
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満

４
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上
５
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満

５
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上
６
割
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満

６
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上
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割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
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０

割
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明 平

均（
割
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標
本
標
準
偏
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Total 18 5.6 - 5.6 5.6 - 11.1 - 5.6 - 5.6 11.1 50.0 5.7 3.34 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - - - - - - - 50.0 - - 50.0 - 8.5 1.50 
30-99人 6 - - - - - 16.7 - - - 16.7 - 66.7 7.0 2.00 
100-299人 3 33.3 - 33.3 - - - - - - - - 33.3 1.3 1.25 
300-499人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
500-999人 2 - - - - - 50.0 - - - - - 50.0 5.0 - 
1000人以上 4 - - - - - - - - - - 25.0 75.0 10.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 - - - - - - - 50.0 - - 50.0 - 8.5 1.50 
30-99人 6 - - - - - 16.7 - - - 16.7 - 66.7 7.0 2.00 
100-299人 4 25.0 - 25.0 25.0 - - - - - - - 25.0 1.8 1.31 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - - 50.0 - - - - - 50.0 5.0 - 
1000人以上 4 - - - - - - - - - - 25.0 75.0 10.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 5 20.0 - 20.0 - - 20.0 - - - - 40.0 - 5.5 4.47 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - 33.3 - 33.3 - 33.3 - - - - 5.0 2.00 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 - - - 16.7 - 33.3 - 16.7 - 16.7 - 16.7 5.8 2.04 
支社、支店 10 10.0 - - - - - - - - - 20.0 70.0 6.7 4.71 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - - 50.0 - - - - - - - - 50.0 2.5 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 13 - - - - - 15.4 - - - - 15.4 69.2 7.5 2.50 
横ばい 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 2 - - - 50.0 - - - 50.0 - - - - 5.0 2.00 
低下している 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
その他 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.5 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 5 20.0 - 20.0 - - 20.0 - - - - 40.0 - 5.5 4.00 
ない 13 - - - 7.7 - 7.7 - 7.7 - 7.7 - 69.2 6.0 2.24 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  弁理士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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標
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標
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偏
差

Total 2 - - - - - - - 50.0 - - 50.0 - 8.5 1.50 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - - - - - - - 50.0 - - 50.0 - 8.5 1.50 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 - - - - - - - 50.0 - - 50.0 - 8.5 1.50 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - 100.0 - - - - 7.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - - - - 50.0 - - 50.0 - 8.5 1.50 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 1 - - - - - - - 100.0 - - - - 7.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 - - - - - - - 50.0 - - 50.0 - 8.5 1.50 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  税理士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.5 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.5 - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.5 - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.5 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.5 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.5 - 
やや上昇している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.5 - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  中小企業診断士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 8.4 7.4 6.5 7.7 8.7 4.8 5.6 3.5 4.0 5.5 14.5 23.3 5.2 3.41 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 2.2 0.9 2.2 4.3 4.3 3.9 6.1 2.6 7.4 10.8 20.4 35.1 7.3 2.86 
30-99人 421 2.1 4.0 5.0 7.6 8.3 5.9 6.7 5.7 6.2 7.8 16.4 24.2 6.2 3.04 
100-299人 319 7.8 9.7 7.2 8.2 12.5 4.7 5.6 2.8 3.5 3.1 12.9 21.9 4.7 3.27 
300-499人 93 10.8 11.8 5.4 11.8 10.8 4.3 7.5 1.1 2.2 2.2 12.9 19.4 4.4 3.24 
500-999人 117 13.7 9.4 13.7 9.4 9.4 8.6 5.1 2.6 - 1.7 12.0 14.5 4.0 3.13 
1000人以上 146 18.5 18.5 13.0 11.6 7.5 2.1 2.7 2.7 - 0.7 10.3 12.3 3.2 3.05 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 2.2 1.0 2.9 5.8 4.8 4.8 5.4 3.5 6.7 8.3 20.5 34.2 7.0 2.97 
30-99人 426 2.4 4.7 5.6 7.0 9.6 5.6 6.6 5.2 5.2 8.0 15.3 24.9 6.0 3.08 
100-299人 292 9.3 10.6 7.2 9.6 12.7 4.5 6.2 2.1 3.4 3.1 12.7 18.8 4.6 3.26 
300-499人 88 13.6 13.6 8.0 9.1 6.8 6.8 5.7 2.3 2.3 2.3 13.6 15.9 4.2 3.37 
500-999人 110 12.7 14.6 10.0 10.0 12.7 6.4 5.5 2.7 - 0.9 7.3 17.3 3.6 2.80 
1000人以上 107 20.6 15.9 15.9 11.2 5.6 1.9 2.8 2.8 - 0.9 10.3 12.2 3.2 3.09 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 22 22.7 18.2 - 13.6 13.6 - - - - - 4.5 27.3 2.4 2.47 
製造業 359 23.7 13.9 10.3 5.6 7.0 2.8 3.1 1.4 1.4 0.6 12.8 17.5 3.4 3.44 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
情報通信業 339 0.6 5.9 5.0 8.6 10.6 5.3 6.8 3.5 5.3 8.0 15.9 24.5 6.0 3.07 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 29 20.7 10.3 3.4 10.3 - - - - - - - 55.2 1.5 1.18 
金融業、保険業 56 1.8 1.8 1.8 - - - - - - - 1.8 92.9 3.3 4.57 
不動産業、物品賃貸業 15 - - 6.7 20.0 53.3 - - - - - 6.7 13.3 4.5 1.73 
学術研究、専門・技術サービス業 245 1.2 4.1 5.7 10.2 9.4 6.9 4.9 4.5 4.5 11.8 22.0 14.7 6.5 3.11 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - - - - - - 12.5 37.5 12.5 25.0 12.5 8.6 1.13 
教育、学習支援業 137 4.4 2.9 8.0 8.8 13.1 7.3 12.4 10.9 2.9 0.7 13.1 15.3 5.4 2.80 
医療、福祉 6 50.0 33.3 - - - - - - - - - 16.7 0.7 0.37 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 3.4 4.1 4.7 7.4 4.7 6.8 7.4 2.7 9.5 10.1 14.2 25.0 6.3 3.07 
その他 8 - 12.5 12.5 12.5 - 12.5 25.0 - - 12.5 12.5 - 5.4 3.03 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 5.2 7.4 6.2 7.6 7.2 5.1 5.3 4.4 5.6 7.4 15.7 23.0 5.7 3.35 
支社、支店 374 12.6 5.4 5.6 7.0 9.6 4.0 5.4 2.4 2.4 2.9 11.5 31.3 4.6 3.41 
営業所 28 7.1 - - - 7.1 7.1 17.9 3.6 3.6 3.6 17.9 32.1 6.6 2.87 
研究所 115 5.2 3.5 8.7 13.9 14.8 5.2 7.8 1.7 1.7 7.8 20.9 8.7 5.6 3.21 
その他 153 15.7 16.3 9.8 6.5 9.2 5.2 3.3 3.9 2.6 1.3 11.1 15.0 3.8 3.30 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 5.7 3.8 10.8 7.6 9.5 6.3 1.3 4.4 4.4 7.0 13.9 25.3 5.4 3.29 
やや上昇している 433 13.4 10.2 6.9 6.9 5.5 4.4 4.6 1.9 4.6 8.1 12.2 21.3 4.7 3.59 
横ばい 391 6.1 7.4 4.4 6.9 9.7 4.1 7.9 2.3 4.9 4.4 16.1 25.8 5.5 3.37 
ゆるやかに低下している 145 5.5 6.9 3.5 11.0 8.3 4.1 2.8 6.9 2.8 2.8 11.0 34.5 5.0 3.21 
低下している 83 12.1 8.4 3.6 4.8 8.4 9.6 6.0 4.8 2.4 1.2 16.9 21.7 5.0 3.47 
その他 135 4.4 3.7 11.1 10.4 14.8 5.9 8.2 5.9 2.2 5.2 19.3 8.9 5.5 3.13 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 14.0 9.6 7.1 8.8 10.4 4.4 5.6 1.6 1.2 1.6 11.3 24.4 4.1 3.29 
ない 698 3.0 5.3 6.0 6.7 7.0 5.2 5.6 5.4 6.9 9.3 17.5 22.1 6.2 3.19 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  事業場全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 318 34.3 12.0 7.2 6.0 3.1 3.8 1.9 1.3 1.3 - 4.7 24.5 2.2 2.76 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 41 4.9 12.2 2.4 7.3 - 4.9 - 2.4 - - 7.3 58.5 3.7 3.44 
30-99人 60 25.0 15.0 15.0 5.0 6.7 1.7 3.3 3.3 - - 8.3 16.7 2.7 3.03 
100-299人 68 41.2 14.7 4.4 2.9 1.5 4.4 - - 2.9 - 7.4 20.6 2.1 3.11 
300-499人 14 14.3 7.1 14.3 - 7.1 7.1 14.3 7.1 7.1 - 7.1 14.3 4.3 3.13 
500-999人 48 41.7 12.5 4.2 8.3 4.2 4.2 2.1 - - - 2.1 20.8 1.6 2.16 
1000人以上 56 32.1 12.5 10.7 10.7 3.6 3.6 1.8 - 1.8 - - 23.2 1.7 1.85 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 50 6.0 14.0 2.0 8.0 4.0 4.0 - 4.0 - - 8.0 50.0 3.7 3.34 
30-99人 64 32.8 14.1 17.2 4.7 3.1 1.6 3.1 1.6 - - 6.3 15.6 2.2 2.75 
100-299人 62 33.9 12.9 3.2 1.6 1.6 4.8 - 1.6 4.8 - 9.7 25.8 2.8 3.58 
300-499人 24 41.7 16.7 4.2 8.3 4.2 4.2 8.3 - - - - 12.5 1.7 1.97 
500-999人 46 34.8 8.7 6.5 6.5 6.5 4.4 2.2 - 2.2 - 2.2 26.1 2.0 2.47 
1000人以上 46 30.4 13.0 10.9 10.9 2.2 4.4 2.2 - - - - 26.1 1.6 1.63 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.5 - 
建設業 7 57.1 - - - - - - - - - - 42.9 0.4 0.08 
製造業 130 44.6 13.1 7.7 5.4 2.3 1.5 2.3 0.8 0.8 - 2.3 19.2 1.6 2.20 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 72 18.1 4.2 4.2 2.8 2.8 5.6 2.8 1.4 - - 8.3 50.0 3.5 3.61 
運輸業、郵便業 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
卸売業、小売業 17 29.4 11.8 11.8 5.9 - 11.8 - - - - 11.8 17.6 2.9 3.46 
金融業、保険業 22 27.3 22.7 9.1 9.1 - 9.1 - 4.5 - - - 18.2 1.9 1.99 
不動産業、物品賃貸業 7 42.9 - - 14.3 14.3 14.3 - - - - - 14.3 2.1 2.22 
学術研究、専門・技術サービス業 28 32.1 10.7 3.6 3.6 7.1 3.6 3.6 3.6 10.7 - 7.1 14.3 3.3 3.53 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
医療、福祉 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 26 38.5 26.9 7.7 7.7 7.7 - - - - - 7.7 3.8 1.9 2.72 
その他 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 136 35.3 11.8 9.6 5.9 3.7 5.9 0.7 1.5 2.2 - 7.4 16.2 2.5 3.05 
支社、支店 126 34.9 11.9 5.6 3.2 2.4 3.2 1.6 1.6 0.8 - 3.2 31.8 1.9 2.57 
営業所 12 16.7 8.3 - - - - 8.3 - - - - 66.7 2.0 2.32 
研究所 11 54.6 - - 18.2 9.1 - 18.2 - - - - - 2.2 2.29 
その他 33 27.3 18.2 9.1 15.2 3.0 - - - - - 3.0 24.2 1.8 2.04 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 38 36.8 15.8 2.6 10.5 2.6 2.6 2.6 - 2.6 - 10.5 13.2 2.6 3.35 
やや上昇している 115 38.3 10.4 7.0 4.4 6.1 3.5 2.6 0.9 - - 7.0 20.0 2.3 2.90 
横ばい 84 34.5 9.5 11.9 7.1 1.2 6.0 2.4 2.4 3.6 - 3.6 17.9 2.4 2.78 
ゆるやかに低下している 49 22.5 12.2 2.0 4.1 - 2.0 - 2.0 - - - 55.1 1.3 1.73 
低下している 17 35.3 29.4 5.9 5.9 5.9 - - - - - - 17.7 1.2 1.14 
その他 13 38.5 7.7 15.4 7.7 - 7.7 - - - - - 23.1 1.5 1.50 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 238 35.7 11.8 6.7 6.3 2.5 2.9 1.7 0.4 0.8 - 2.9 28.2 1.8 2.40 
ない 80 30.0 12.5 8.8 5.0 5.0 6.3 2.5 3.8 2.5 - 10.0 13.8 3.0 3.34 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ％
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Total 180 34.4 16.1 10.6 3.9 0.6 3.3 2.2 1.1 1.7 0.6 4.4 21.1 2.1 2.74 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 15 6.7 13.3 20.0 - - 13.3 6.7 - - - 6.7 33.3 3.5 2.86 
30-99人 32 12.5 28.1 21.9 6.3 - 6.3 - 6.3 - - 6.3 12.5 2.6 2.75 
100-299人 30 33.3 16.7 10.0 3.3 - - 6.7 - 3.3 3.3 6.7 16.7 2.6 3.32 
300-499人 12 16.7 25.0 8.3 8.3 8.3 - - - - - 8.3 25.0 2.5 2.93 
500-999人 27 37.0 3.7 7.4 7.4 - 3.7 3.7 - - - 7.4 29.6 2.3 3.16 
1000人以上 39 28.2 23.1 7.7 2.6 - 2.6 - - 5.1 - - 30.8 1.5 2.12 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 20 5.0 15.0 20.0 - - 10.0 5.0 10.0 - - 10.0 25.0 4.1 3.18 
30-99人 38 23.7 23.7 18.4 5.3 - 5.3 2.6 - - 2.6 7.9 10.5 2.5 3.03 
100-299人 23 21.7 26.1 8.7 8.7 - - 4.4 - 4.4 - 4.4 21.7 2.3 2.75 
300-499人 13 38.5 7.7 7.7 - 7.7 - - - - - - 38.5 1.0 1.32 
500-999人 29 34.5 6.9 6.9 6.9 - 3.5 3.5 - 6.9 - 6.9 24.1 2.7 3.38 
1000人以上 33 24.2 24.2 9.1 3.0 - 3.0 - - - - - 36.4 1.1 1.16 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
建設業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.6 - 
製造業 82 43.9 14.6 4.9 2.4 - 1.2 2.4 - 1.2 - 3.7 25.6 1.5 2.48 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 24 20.8 8.3 12.5 4.2 4.2 16.7 - - - - - 33.3 2.2 2.00 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
卸売業、小売業 5 40.0 20.0 20.0 - - - - - - - 20.0 - 2.8 4.13 
金融業、保険業 19 15.8 26.3 15.8 - - 5.3 5.3 5.3 - 5.3 5.3 15.8 3.0 3.28 
不動産業、物品賃貸業 6 50.0 - - - - - 16.7 - 16.7 - - 16.7 2.8 3.86 
学術研究、専門・技術サービス業 22 31.8 13.6 9.1 18.2 - - - - 4.5 - 4.5 18.2 2.1 2.76 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.5 - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 14 28.6 14.3 35.7 - - - - 7.1 - - 7.1 7.1 2.3 2.94 
その他 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 81 25.9 13.6 16.1 3.7 1.2 4.9 2.5 1.2 2.5 1.2 6.2 21.0 2.6 3.05 
支社、支店 61 50.8 16.4 6.6 1.6 - 1.6 1.6 1.6 1.6 - 3.3 14.8 1.5 2.39 
営業所 5 20.0 - - - - - - - - - - 80.0 0.2 - 
研究所 10 60.0 - - - - - 10.0 - - - - 30.0 1.1 2.01 
その他 23 13.0 34.8 8.7 13.0 - 4.4 - - - - 4.4 21.7 2.0 2.31 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 29 34.5 17.2 13.8 3.5 - - 3.5 - 3.5 - 10.3 13.8 2.5 3.35 
やや上昇している 72 40.3 13.9 9.7 1.4 - 5.6 1.4 - - - 4.2 23.6 1.7 2.43 
横ばい 47 29.8 17.0 12.8 4.3 2.1 2.1 2.1 2.1 4.3 2.1 2.1 19.2 2.3 2.77 
ゆるやかに低下している 12 41.7 16.7 - 8.3 - - - 8.3 - - - 25.0 1.4 2.19 
低下している 9 11.1 33.3 - 11.1 - - - - - - 11.1 33.3 2.7 3.40 
その他 8 37.5 - 25.0 - - 12.5 12.5 - - - - 12.5 2.2 2.23 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 132 37.9 15.9 6.1 3.8 - 2.3 2.3 1.5 1.5 0.8 3.8 24.2 1.9 2.72 
ない 48 25.0 16.7 22.9 4.2 2.1 6.3 2.1 - 2.1 - 6.3 12.5 2.4 2.75 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 260 41.9 14.2 11.2 5.8 1.2 4.2 - 0.4 1.5 - 3.5 16.2 1.7 2.36 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 13 15.4 23.1 - - - 7.7 - - - - 7.7 46.2 2.6 3.42 
30-99人 41 34.2 17.1 17.1 7.3 - 2.4 - - - - 9.8 12.2 2.2 2.97 
100-299人 57 50.9 8.8 12.3 5.3 - 5.3 - - 1.8 - 3.5 12.3 1.6 2.37 
300-499人 18 16.7 22.2 16.7 5.6 - 22.2 - - - - 5.6 11.1 2.7 2.58 
500-999人 39 38.5 15.4 18.0 5.1 - - - - 5.1 - 2.6 15.4 1.7 2.39 
1000人以上 62 35.5 17.7 6.5 8.1 3.2 3.2 - 1.6 1.6 - - 22.6 1.5 1.83 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 18 16.7 27.8 - - - 5.6 - - - - 11.1 38.9 2.8 3.64 
30-99人 48 41.7 12.5 16.7 6.3 - 2.1 - - - - 8.3 12.5 1.9 2.84 
100-299人 51 43.1 9.8 13.7 7.8 - 7.8 - - 2.0 - 3.9 11.8 1.9 2.48 
300-499人 22 45.5 18.2 13.6 - - 13.6 - - - - - 9.1 1.4 1.65 
500-999人 40 32.5 15.0 17.5 7.5 - 2.5 - - 7.5 - 2.5 15.0 2.1 2.62 
1000人以上 54 31.5 18.5 7.4 7.4 3.7 1.9 - 1.9 - - - 27.8 1.4 1.56 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
建設業 4 100.0 - - - - - - - - - - - 0.4 0.08 
製造業 128 47.7 14.1 10.2 5.5 0.8 2.3 - 0.8 1.6 - 2.3 14.8 1.4 2.12 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
情報通信業 31 25.8 12.9 9.7 6.5 3.2 12.9 - - - - 6.5 22.6 2.6 2.90 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.0 - 
卸売業、小売業 12 41.7 16.7 8.3 - - 8.3 - - - - 8.3 16.7 2.0 3.20 
金融業、保険業 18 33.3 16.7 16.7 - - - - - - - 5.6 27.8 1.5 2.65 
不動産業、物品賃貸業 5 60.0 - - - - 20.0 - - - - - 20.0 1.3 2.47 
学術研究、専門・技術サービス業 29 34.5 6.9 20.7 13.8 - 3.4 - - 6.9 - - 13.8 2.0 2.21 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 2 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 25 40.0 16.0 12.0 4.0 - 4.0 - - - - 8.0 16.0 1.9 2.94 
その他 2 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 124 37.1 16.9 12.9 4.0 1.6 3.2 - - 0.8 - 5.7 17.7 1.8 2.61 
支社、支店 74 55.4 6.8 9.5 5.4 - 4.1 - 1.4 1.4 - 1.4 14.9 1.4 1.99 
営業所 9 22.2 11.1 11.1 - - 22.2 - - - - - 33.3 2.2 2.08 
研究所 12 66.7 8.3 - 8.3 - 8.3 - - - - - 8.3 1.1 1.45 
その他 39 30.8 23.1 10.3 12.8 2.6 2.6 - - 5.1 - - 12.8 1.7 2.01 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 38 47.4 5.3 13.2 13.2 2.6 5.3 - - - - 5.3 7.9 1.9 2.48 
やや上昇している 107 45.8 15.9 11.2 2.8 - 5.6 - - - - 3.7 15.0 1.5 2.20 
横ばい 71 32.4 16.9 12.7 7.0 2.8 1.4 - 1.4 4.2 - 4.2 16.9 2.1 2.71 
ゆるやかに低下している 18 50.0 16.7 5.6 - - - - - - - - 27.8 0.5 0.64 
低下している 14 50.0 7.1 14.3 7.1 - - - - 7.1 - - 14.3 1.5 2.15 
その他 8 37.5 12.5 - 12.5 - 12.5 - - - - - 25.0 1.6 1.83 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 188 44.7 13.3 9.6 6.9 1.6 3.2 - 0.5 1.6 - 2.1 16.5 1.5 2.12 
ない 72 34.7 16.7 15.3 2.8 - 6.9 - - 1.4 - 6.9 15.3 2.1 2.84 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

66－ 128 － － 129 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 207 40.1 16.4 7.7 3.9 2.4 2.9 - 0.5 1.0 0.5 5.8 18.8 1.9 2.76 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 23 26.1 26.1 4.4 4.4 - 13.0 - - - - 8.7 17.4 2.5 3.04 
30-99人 34 20.6 29.4 8.8 8.8 8.8 - - 2.9 - 2.9 8.8 8.8 2.7 3.11 
100-299人 31 54.8 16.1 3.2 - - 3.2 - - - - 9.7 12.9 1.6 3.13 
300-499人 12 8.3 25.0 8.3 8.3 - - - - - - 16.7 33.3 3.6 3.81 
500-999人 33 33.3 9.1 15.2 3.0 3.0 3.0 - - 3.0 - 6.1 24.2 2.2 2.95 
1000人以上 48 35.4 14.6 10.4 4.2 2.1 2.1 - - 2.1 - - 29.2 1.3 1.66 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 27 22.2 22.2 3.7 7.4 3.7 11.1 - 3.7 - 3.7 7.4 14.8 3.1 3.18 
30-99人 37 29.7 29.7 8.1 5.4 5.4 - - - - - 13.5 8.1 2.4 3.32 
100-299人 26 50.0 15.4 7.7 - - 3.9 - - - - 7.7 15.4 1.6 2.89 
300-499人 17 29.4 17.7 - 5.9 - - - - - - 5.9 41.2 1.7 2.88 
500-999人 34 29.4 8.8 17.7 5.9 2.9 2.9 - - 5.9 - 5.9 20.6 2.5 3.02 
1000人以上 42 33.3 16.7 9.5 2.4 2.4 2.4 - - - - - 33.3 1.1 1.21 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
建設業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.3 - 
製造業 101 47.5 13.9 5.9 2.0 3.0 2.0 - - 1.0 - 4.0 20.8 1.5 2.39 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 24 16.7 12.5 12.5 12.5 - 4.2 - - - - 4.2 37.5 2.3 2.55 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
卸売業、小売業 7 42.9 - 28.6 - - 14.3 - - - - 14.3 - 2.9 3.60 
金融業、保険業 32 15.6 34.4 3.1 9.4 6.2 6.2 - 3.1 - 3.1 9.4 9.4 3.1 3.20 
不動産業、物品賃貸業 4 75.0 - 25.0 - - - - - - - - - 0.5 0.98 
学術研究、専門・技術サービス業 22 54.5 9.1 4.5 - - - - - 4.5 - 4.5 22.7 1.4 2.94 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 45.5 18.2 18.2 - - - - - - - 9.1 9.1 1.7 3.01 
その他 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.9 0.14 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 82 36.6 22.0 8.5 1.2 1.2 1.2 - - - - 8.5 20.7 1.8 2.99 
支社、支店 73 48.0 15.1 5.5 2.7 2.7 4.1 - 1.4 1.4 1.4 5.5 12.3 2.0 2.82 
営業所 5 - - - 20.0 - - - - - - - 80.0 3.0 - 
研究所 10 60.0 10.0 - - - - - - - - - 30.0 0.5 0.25 
その他 37 32.4 10.8 13.5 10.8 5.4 5.4 - - 2.7 - 2.7 16.2 2.1 2.37 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 28 50.0 14.3 10.7 3.6 - 3.6 - - - - 10.7 7.1 1.9 3.13 
やや上昇している 85 40.0 11.8 8.2 4.7 2.4 3.5 - - - - 7.1 22.4 2.0 2.81 
横ばい 63 34.9 22.2 9.5 3.2 3.2 - - 1.6 3.2 1.6 3.2 17.5 1.9 2.66 
ゆるやかに低下している 14 42.9 21.4 - - 7.1 7.1 - - - - - 21.4 1.2 1.64 
低下している 8 50.0 - - - - - - - - - 12.5 37.5 2.2 3.91 
その他 7 42.9 28.6 - 14.3 - 14.3 - - - - - - 1.5 1.71 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 164 40.2 14.0 6.7 3.7 3.1 3.1 - 0.6 1.2 0.6 4.9 22.0 1.9 2.72 
ない 43 39.5 25.6 11.6 4.7 - 2.3 - - - - 9.3 7.0 1.9 2.90 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  社員の教育・研修計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　％

67－ 130 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 253 36.0 12.7 9.1 8.3 2.0 5.5 2.4 0.4 0.8 0.4 3.6 19.0 2.0 2.50 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 19 5.3 5.3 - 15.8 - 5.3 10.5 - - 5.3 10.5 42.1 5.1 3.32 
30-99人 43 23.3 20.9 23.3 2.3 2.3 7.0 - - - - 9.3 11.6 2.5 2.88 
100-299人 49 42.9 8.2 8.2 10.2 2.0 6.1 2.0 2.0 2.0 - - 16.3 1.7 2.12 
300-499人 16 12.5 31.3 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 - - - 12.5 12.5 3.2 3.27 
500-999人 44 38.6 9.1 6.8 13.6 - 9.1 2.3 - - - 2.3 18.2 1.9 2.24 
1000人以上 54 29.6 16.7 9.3 5.6 3.7 3.7 1.9 - 1.9 - - 27.8 1.7 1.85 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 23 8.7 8.7 4.4 13.0 - 4.4 8.7 - - 4.4 13.0 34.8 4.6 3.54 
30-99人 45 28.9 17.8 20.0 2.2 2.2 8.9 2.2 - - - 6.7 11.1 2.3 2.71 
100-299人 48 37.5 12.5 8.3 10.4 4.2 4.2 - 2.1 2.1 - 2.1 16.7 1.9 2.35 
300-499人 20 30.0 20.0 5.0 10.0 - 5.0 5.0 - - - 5.0 20.0 2.2 2.67 
500-999人 44 31.8 9.1 6.8 13.6 4.6 9.1 2.3 - 2.3 - 2.3 18.2 2.3 2.43 
1000人以上 47 29.8 17.0 10.6 4.3 - 4.3 2.1 - - - - 31.9 1.4 1.51 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
建設業 3 100.0 - - - - - - - - - - - 0.8 0.12 
製造業 129 40.3 15.5 7.0 8.5 1.6 1.6 1.6 - 0.8 - 2.3 20.9 1.6 2.09 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
情報通信業 31 22.6 16.1 - 6.5 - 22.6 3.2 - - - 3.2 25.8 2.8 2.68 
運輸業、郵便業 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
卸売業、小売業 11 27.3 - 18.2 9.1 - 9.1 - - - - 18.2 18.2 3.7 3.94 
金融業、保険業 16 25.0 12.5 12.5 6.2 6.2 6.2 - - - - 6.2 25.0 2.4 2.85 
不動産業、物品賃貸業 5 60.0 - - - 20.0 - - - - - - 20.0 1.0 1.98 
学術研究、専門・技術サービス業 29 34.5 - 20.7 6.9 3.4 6.9 6.9 3.4 - - 3.4 13.8 2.5 2.66 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
医療、福祉 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.6 0.64 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 21 33.3 9.5 19.0 4.8 - 4.8 4.8 - 4.8 4.8 4.8 9.5 2.7 3.26 
その他 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 .

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 119 34.5 17.7 7.6 5.0 2.5 5.0 2.5 0.8 0.8 - 4.2 19.3 2.0 2.59 
支社、支店 77 40.3 5.2 10.4 13.0 1.3 5.2 2.6 - 1.3 - 3.9 16.9 2.1 2.49 
営業所 8 12.5 - - - - 25.0 - - - 12.5 - 50.0 4.8 3.15 
研究所 10 70.0 - 10.0 - - - - - - - 10.0 10.0 1.6 3.01 
その他 39 28.2 18.0 12.8 12.8 2.6 5.1 2.6 - - - - 18.0 1.7 1.63 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 37 40.5 10.8 2.7 13.5 5.4 - 8.1 - - - 8.1 10.8 2.5 2.99 
やや上昇している 98 40.8 10.2 12.2 3.1 1.0 6.1 2.0 - 1.0 1.0 3.1 19.4 1.9 2.48 
横ばい 71 29.6 15.5 11.3 12.7 1.4 7.0 - 1.4 1.4 - 2.8 16.9 2.1 2.35 
ゆるやかに低下している 22 36.4 13.6 - 13.6 - 4.6 - - - - 4.6 27.3 1.9 2.52 
低下している 12 25.0 25.0 8.3 8.3 - 8.3 8.3 - - - - 16.7 1.9 1.99 
その他 9 44.4 - 11.1 - - 11.1 - - - - - 33.3 1.3 1.79 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 184 38.0 12.5 8.2 9.2 2.2 3.8 1.6 - 0.5 - 3.3 20.7 1.8 2.32 
ない 69 30.4 13.0 11.6 5.8 1.5 10.1 4.4 1.5 1.5 1.5 4.4 14.5 2.6 2.84 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

68－ 130 － － 131 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 142 45.8 10.6 7.0 4.9 1.4 2.8 - - 0.7 0.7 4.9 21.1 1.7 2.64 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 9 11.1 33.3 - 11.1 - - - - - - - 44.4 1.2 0.98 
30-99人 26 23.1 19.2 7.7 3.9 - 3.9 - - 3.9 3.9 15.4 19.2 3.6 3.94 
100-299人 21 47.6 9.5 9.5 4.8 4.8 4.8 - - - - 4.8 14.3 1.7 2.49 
300-499人 7 28.6 14.3 14.3 14.3 - 14.3 - - - - 14.3 - 3.2 3.15 
500-999人 20 55.0 - - 5.0 5.0 - - - - - 5.0 30.0 1.4 2.68 
1000人以上 32 34.4 9.4 15.6 3.1 - 3.1 - - - - - 34.4 1.1 1.23 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 8.3 41.7 - 8.3 - - - - - - 8.3 33.3 2.3 3.03 
30-99人 27 33.3 11.1 7.4 3.7 - 3.7 - - 3.7 3.7 14.8 18.5 3.3 3.98 
100-299人 18 38.9 11.1 11.1 5.6 5.6 5.6 - - - - 5.6 16.7 2.0 2.60 
300-499人 11 54.6 9.1 9.1 9.1 - 9.1 - - - - - 9.1 1.3 1.50 
500-999人 20 45.0 - 5.0 10.0 5.0 - - - - - 5.0 30.0 1.7 2.67 
1000人以上 28 32.1 10.7 14.3 - - 3.6 - - - - - 39.3 1.1 1.22 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
建設業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.3 - 
製造業 66 56.1 9.1 7.6 3.0 - - - - - - 3.0 21.2 1.1 1.93 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 25 24.0 8.0 - 4.0 - 12.0 - - - 4.0 12.0 36.0 3.8 3.99 
運輸業、郵便業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
卸売業、小売業 4 50.0 25.0 - - - - - - - - 25.0 - 2.9 4.73 
金融業、保険業 15 33.3 13.3 - - 13.3 6.7 - - - - 6.7 26.7 2.3 3.15 
不動産業、物品賃貸業 4 75.0 - 25.0 - - - - - - - - - 0.6 0.95 
学術研究、専門・技術サービス業 13 46.2 15.4 15.4 23.1 - - - - - - - - 1.2 1.20 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 2 - - 50.0 - - - - - - - - 50.0 2.0 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 44.4 22.2 - - - - - - 11.1 - - 22.2 1.6 2.86 
その他 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 88 37.5 13.6 6.8 4.6 2.3 3.4 - - 1.1 1.1 8.0 21.6 2.2 3.15 
支社、支店 32 75.0 6.3 3.1 3.1 - - - - - - - 12.5 0.6 0.58 
営業所 6 16.7 16.7 - - - 16.7 - - - - - 50.0 2.0 2.13 
研究所 6 66.7 - 16.7 16.7 - - - - - - - - 1.1 1.06 
その他 10 30.0 - 20.0 10.0 - - - - - - - 40.0 1.2 1.15 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 20 45.0 15.0 10.0 10.0 - 5.0 - - - - 5.0 10.0 1.6 2.44 
やや上昇している 64 53.1 4.7 7.8 3.1 1.6 3.1 - - 1.6 - 6.3 18.8 1.8 2.79 
横ばい 37 35.1 13.5 8.1 5.4 2.7 - - - - 2.7 2.7 29.7 1.7 2.50 
ゆるやかに低下している 9 55.6 11.1 - - - - - - - - - 33.3 0.3 0.33 
低下している 5 40.0 20.0 - - - - - - - - - 40.0 0.5 0.38 
その他 6 33.3 33.3 - 16.7 - 16.7 - - - - - - 1.7 1.74 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 98 50.0 8.2 8.2 4.1 1.0 - - - - - 3.1 25.5 1.2 2.02 
ない 44 36.4 15.9 4.6 6.8 2.3 9.1 - - 2.3 2.3 9.1 11.4 2.7 3.30 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  広報を企画・立案する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 373 21.2 12.9 11.0 7.2 3.8 5.1 3.5 0.8 2.4 0.8 12.3 19.0 3.5 3.43 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 81 4.9 12.4 8.6 4.9 4.9 11.1 4.9 2.5 - 1.2 19.8 24.7 5.0 3.52 
30-99人 77 9.1 14.3 11.7 11.7 - 6.5 2.6 - 3.9 - 27.3 13.0 4.9 3.85 
100-299人 67 23.9 17.9 6.0 10.5 3.0 4.5 1.5 - 6.0 3.0 7.5 16.4 3.1 3.31 
300-499人 15 20.0 6.7 20.0 - - 6.7 13.3 - - - 20.0 13.3 4.2 3.71 
500-999人 49 32.7 6.1 16.3 6.1 8.2 2.0 8.2 - - - 2.0 18.4 2.2 2.28 
1000人以上 52 17.3 19.2 17.3 7.7 5.8 - - 1.9 3.9 - - 26.9 2.1 1.95 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 90 4.4 14.4 10.0 4.4 4.4 11.1 5.6 2.2 - 1.1 18.9 23.3 4.9 3.50 
30-99人 86 14.0 12.8 8.1 14.0 1.2 4.7 2.3 - 5.8 - 25.6 11.6 4.8 3.87 
100-299人 57 22.8 15.8 8.8 7.0 1.8 5.3 1.8 - 3.5 3.5 7.0 22.8 3.1 3.30 
300-499人 23 39.1 4.4 21.7 - - 4.4 4.4 - - - 8.7 17.4 2.3 3.09 
500-999人 46 21.7 8.7 17.4 8.7 8.7 2.2 8.7 - - - 2.2 21.7 2.6 2.22 
1000人以上 43 16.3 18.6 14.0 7.0 7.0 - - 2.3 4.7 - - 30.2 2.3 2.12 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 4 50.0 - 25.0 - - - 25.0 - - - - - 2.3 2.58 
製造業 178 29.2 12.4 9.6 7.9 2.2 2.8 5.1 - 1.1 0.6 14.6 14.6 3.3 3.55 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 59 10.2 5.1 10.2 1.7 1.7 3.4 - - 3.4 1.7 5.1 57.6 3.5 3.54 
運輸業、郵便業 2 - - - - 50.0 - - - - - 50.0 - 7.0 4.24 
卸売業、小売業 35 11.4 5.7 17.1 17.1 8.6 11.4 5.7 - 2.9 - 8.6 11.4 3.7 2.83 
金融業、保険業 43 9.3 23.3 4.7 4.7 9.3 7.0 2.3 4.7 4.7 - 25.6 4.7 4.9 3.75 
不動産業、物品賃貸業 7 28.6 14.3 14.3 14.3 - 14.3 - - - - - 14.3 1.9 1.87 
学術研究、専門・技術サービス業 17 29.4 11.8 5.9 5.9 5.9 11.8 - - 5.9 - - 23.5 2.3 2.52 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - 100.0 - - - - 7.5 - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 6 - 33.3 50.0 - - 16.7 - - - - - - 2.2 1.47 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 18 22.2 27.8 16.7 11.1 - 5.6 - - 5.6 - 11.1 - 2.9 3.25 
その他 3 - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 - - 4.0 4.36 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 131 22.1 18.3 14.5 5.3 4.6 6.1 2.3 1.5 3.8 - 7.6 13.7 2.9 3.04 
支社、支店 172 19.8 12.2 8.7 7.0 2.3 4.7 2.9 - 1.7 1.2 15.7 23.8 3.8 3.69 
営業所 21 14.3 - - 19.1 - - 4.8 - 4.8 - 33.3 23.8 6.0 3.98 
研究所 8 37.5 - - - - 12.5 - - - - 25.0 25.0 4.4 4.27 
その他 41 24.4 7.3 17.1 9.8 9.8 4.9 9.8 2.4 - 2.4 - 12.2 2.8 2.26 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 45 24.4 11.1 6.7 15.6 4.4 4.4 4.4 2.2 - 2.2 17.8 6.7 3.9 3.61 
やや上昇している 152 27.0 13.2 10.5 2.6 2.0 7.2 2.0 0.7 3.3 0.7 16.5 14.5 3.7 3.71 
横ばい 87 16.1 17.2 16.1 10.3 6.9 3.5 2.3 1.2 2.3 - 11.5 12.6 3.3 3.15 
ゆるやかに低下している 50 12.0 6.0 2.0 4.0 2.0 2.0 6.0 - 4.0 2.0 4.0 56.0 3.8 3.47 
低下している 24 20.8 16.7 20.8 12.5 4.2 4.2 4.2 - - - 4.2 12.5 2.4 2.32 
その他 8 25.0 12.5 - 25.0 - - - - - - - 37.5 1.6 1.20 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 288 19.8 12.2 9.4 8.0 4.5 3.5 3.5 0.7 2.1 1.0 13.2 22.2 3.7 3.50 
ない 81 27.2 16.1 17.3 4.9 1.2 8.6 2.5 1.2 3.7 - 8.6 8.6 2.9 3.11 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　  ％
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Total 253 30.8 16.2 8.7 6.7 4.0 4.7 2.0 0.8 2.4 1.2 5.5 17.0 2.5 2.90 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 19 15.8 21.1 5.3 10.5 - 5.3 - - - - 15.8 26.3 3.5 3.61 
30-99人 32 18.8 15.6 12.5 15.6 6.3 3.1 3.1 3.1 - - 9.4 12.5 3.1 2.99 
100-299人 50 38.0 16.0 2.0 4.0 4.0 6.0 - - 6.0 2.0 6.0 16.0 2.6 3.22 
300-499人 22 18.2 13.6 13.6 4.6 9.1 4.6 4.6 4.6 - 4.6 13.6 9.1 4.0 3.47 
500-999人 49 28.6 14.3 10.2 10.2 2.0 4.1 4.1 - 4.1 2.0 2.0 18.4 2.5 2.69 
1000人以上 50 16.0 24.0 14.0 4.0 4.0 8.0 2.0 - 2.0 - - 26.0 2.1 1.93 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 23 13.0 26.1 4.4 8.7 - 8.7 - 4.4 - - 13.0 21.7 3.5 3.41 
30-99人 37 24.3 13.5 10.8 16.2 5.4 - 2.7 - - 2.7 10.8 13.5 3.0 3.25 
100-299人 45 40.0 13.3 2.2 2.2 4.4 6.7 - 2.2 6.7 2.2 4.4 15.6 2.6 3.21 
300-499人 30 23.3 23.3 13.3 3.3 6.7 3.3 3.3 - - - 10.0 13.3 2.8 3.03 
500-999人 46 26.1 10.9 10.9 13.0 2.2 4.4 4.4 - 4.4 2.2 2.2 19.6 2.7 2.75 
1000人以上 43 11.6 23.3 14.0 2.3 4.7 9.3 2.3 - 2.3 - - 30.2 2.4 2.00 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
建設業 7 42.9 57.1 - - - - - - - - - - 0.9 0.37 
製造業 165 32.1 15.2 9.7 6.1 3.0 4.2 2.4 0.6 2.4 1.8 5.5 17.0 2.5 2.96 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 27 18.5 11.1 7.4 7.4 7.4 14.8 3.7 - - - - 29.6 2.6 2.00 
運輸業、郵便業 3 - - - 66.7 33.3 - - - - - - - 3.3 0.58 
卸売業、小売業 13 30.8 7.7 7.7 15.4 - - - - - - 30.8 7.7 4.2 4.37 
金融業、保険業 7 28.6 28.6 14.3 - - - - 14.3 - - - 14.3 2.0 2.62 
不動産業、物品賃貸業 3 66.7 33.3 - - - - - - - - - - 0.4 0.69 
学術研究、専門・技術サービス業 15 33.3 - - 6.7 13.3 - - - 6.7 - 6.7 33.3 3.0 3.59 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 44.4 33.3 22.2 - - - - - - - - - 0.9 0.67 
その他 1 - - - - - - - - 100.0 - - - 8.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 83 26.5 21.7 7.2 3.6 6.0 4.8 1.2 - 2.4 1.2 7.2 18.1 2.6 3.09 
支社、支店 77 45.5 6.5 6.5 7.8 1.3 1.3 2.6 1.3 - 2.6 5.2 19.5 2.2 2.91 
営業所 15 13.3 20.0 6.7 - 6.7 13.3 6.7 - 6.7 - - 26.7 3.2 2.42 
研究所 12 33.3 25.0 - 16.7 - - - - - - 8.3 16.7 2.2 2.81 
その他 65 23.1 16.9 15.4 9.2 4.6 7.7 1.5 1.5 4.6 - 4.6 10.8 2.8 2.72 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 28 32.1 14.3 3.6 7.1 10.7 - - - - - 10.7 21.4 2.6 3.25 
やや上昇している 101 36.6 14.9 8.9 5.0 3.0 5.9 2.0 1.0 - 1.0 5.0 16.8 2.2 2.67 
横ばい 62 22.6 12.9 14.5 9.7 - 8.1 3.2 1.6 6.5 - 6.5 14.5 3.1 3.08 
ゆるやかに低下している 25 48.0 16.0 12.0 4.0 - - - - 4.0 4.0 - 12.0 1.5 2.36 
低下している 23 13.0 30.4 - 4.4 13.0 - 4.4 - 4.4 4.4 4.4 21.7 3.1 3.07 
その他 10 20.0 30.0 - 20.0 - 10.0 - - - - - 20.0 1.8 1.58 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 202 30.7 16.8 8.4 5.9 4.0 5.0 2.5 1.0 2.0 1.0 4.5 18.3 2.4 2.77 
ない 51 31.4 13.7 9.8 9.8 3.9 3.9 - - 3.9 2.0 9.8 11.8 2.9 3.31 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 173 17.3 12.7 8.1 11.0 2.9 4.1 5.8 3.5 1.7 - 23.1 9.8 4.5 3.78 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 39 - 10.3 - 12.8 5.1 5.1 7.7 - - - 53.9 5.1 7.2 3.40 
30-99人 34 14.7 20.6 11.8 8.8 - 2.9 5.9 - 2.9 - 26.5 5.9 4.5 3.85 
100-299人 29 37.9 13.8 10.3 10.3 - 6.9 10.3 6.9 - - 3.5 - 2.6 2.77 
300-499人 14 28.6 14.3 - - 7.1 - - 7.1 - - 35.7 7.1 5.0 4.37 
500-999人 26 19.2 7.7 19.2 15.4 - - 3.9 7.7 7.7 - 7.7 11.5 3.7 3.20 
1000人以上 29 17.2 6.9 6.9 13.8 6.9 6.9 3.5 3.5 - - 6.9 27.6 3.4 2.94 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 46 2.2 13.0 2.2 13.0 4.4 4.4 6.5 - - - 47.8 6.5 6.6 3.68 
30-99人 35 20.0 14.3 8.6 5.7 - 8.6 11.4 - 2.9 - 22.9 5.7 4.5 3.73 
100-299人 29 41.4 13.8 10.3 10.3 - - 3.5 10.3 - - 10.3 - 2.8 3.29 
300-499人 17 17.7 17.7 5.9 5.9 5.9 - - 11.8 5.9 - 17.7 11.8 4.5 3.74 
500-999人 19 10.5 5.3 26.3 15.8 - 5.3 10.5 - - - 15.8 10.5 4.0 3.26 
1000人以上 25 20.0 8.0 4.0 16.0 8.0 4.0 - 4.0 - - 4.0 32.0 2.8 2.67 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.4 - 
建設業 3 - 66.7 33.3 - - - - - - - - - 1.7 0.26 
製造業 110 12.7 11.8 10.0 10.9 3.6 3.6 6.4 3.6 2.7 - 27.3 7.3 5.0 3.78 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
情報通信業 6 33.3 - 16.7 16.7 - - 16.7 - - - 16.7 - 3.5 3.87 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 6 16.7 16.7 - 16.7 - 16.7 - - - - - 33.3 2.6 2.06 
金融業、保険業 21 28.6 23.8 4.8 - 4.8 - - - - - 19.0 19.0 3.1 4.07 
不動産業、物品賃貸業 7 - - - 42.9 - 28.6 - 14.3 - - - 14.3 4.3 1.63 
学術研究、専門・技術サービス業 10 40.0 - - - - - - - - - 40.0 20.0 5.1 5.24 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 8 25.0 12.5 - 12.5 - - 25.0 12.5 - - 12.5 - 4.2 3.69 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 50 24.0 18.0 4.0 6.0 2.0 2.0 6.0 6.0 - - 12.0 20.0 3.4 3.51 
支社、支店 44 20.5 13.6 4.6 20.5 - 4.6 4.6 2.3 4.6 - 18.2 6.8 4.0 3.63 
営業所 36 - 2.8 11.1 8.3 5.6 2.8 11.1 - 2.8 - 52.8 2.8 7.4 3.12 
研究所 9 11.1 - - - 11.1 11.1 - 11.1 - - 33.3 22.2 6.6 3.49 
その他 33 24.2 18.2 18.2 12.1 3.0 6.1 3.0 3.0 - - 9.1 3.0 2.9 2.92 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 17 17.7 29.4 - 17.7 5.9 11.8 - 5.9 5.9 - 5.9 - 3.2 2.96 
やや上昇している 84 9.5 8.3 10.7 8.3 3.6 2.4 8.3 2.4 1.2 - 32.1 13.1 5.6 3.79 
横ばい 41 29.3 19.5 4.9 12.2 2.4 2.4 2.4 - - - 22.0 4.9 3.5 3.82 
ゆるやかに低下している 13 30.8 - 15.4 15.4 - 7.7 7.7 - - - 7.7 15.4 2.9 2.94 
低下している 9 11.1 - 11.1 22.2 - 11.1 - 22.2 11.1 - 11.1 - 5.2 2.89 
その他 5 40.0 - - - - - 20.0 - - - 20.0 20.0 4.2 4.10 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 149 15.4 11.4 9.4 11.4 3.4 4.0 5.4 3.4 2.0 - 25.5 8.7 4.8 3.79 
ない 24 29.2 20.8 - 8.3 - 4.2 8.3 4.2 - - 8.3 16.7 2.9 3.26 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 16.7 12.5 5.7 3.7 1.5 0.9 0.4 0.3 0.6 0.3 9.0 48.5 3.0 3.57 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 5.3 12.2 3.7 6.9 2.9 0.8 0.8 0.4 0.4 0.4 15.5 50.8 4.7 3.92 
30-99人 331 7.0 11.5 4.8 2.4 1.2 1.2 0.3 - 0.6 - 8.8 62.2 3.7 3.77 
100-299人 239 21.3 8.4 8.0 2.5 1.7 0.4 - 0.4 0.4 0.8 7.1 49.0 2.6 3.40 
300-499人 67 22.4 20.9 1.5 1.5 - 1.5 - 1.5 1.5 - 11.9 37.3 3.0 3.77 
500-999人 86 40.7 12.8 8.1 5.8 1.2 - 1.2 - 1.2 - 7.0 22.1 2.0 2.87 
1000人以上 105 24.8 23.8 9.5 3.8 - 1.9 - - 1.0 - 2.9 32.4 1.6 2.19 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 4.7 12.7 5.0 6.3 2.3 1.0 1.0 0.3 0.3 0.3 14.0 52.0 4.5 3.86 
30-99人 333 10.2 9.6 3.9 2.1 1.2 0.9 - - 0.6 0.3 9.9 61.3 3.8 3.96 
100-299人 216 21.3 10.2 7.4 2.3 1.9 0.5 - 0.5 0.5 0.5 6.0 49.1 2.4 3.20 
300-499人 64 29.7 23.4 1.6 1.6 1.6 1.6 - 1.6 1.6 - 7.8 29.7 2.3 3.20 
500-999人 87 31.0 12.6 10.3 10.3 - 1.2 1.2 - 2.3 - 4.6 26.4 2.1 2.65 
1000人以上 83 28.9 25.3 9.6 1.2 - 1.2 - - - - 3.6 30.1 1.5 2.17 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.4 - 
建設業 22 18.2 36.4 9.1 - - 4.5 - - - - - 31.8 1.5 1.12 
製造業 404 26.0 13.9 6.9 5.0 1.2 0.2 0.5 0.2 0.7 - 14.9 30.4 3.1 3.81 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
情報通信業 255 9.8 7.8 2.7 1.6 0.4 1.6 - 0.4 0.4 - 2.0 73.3 2.1 2.80 
運輸業、郵便業 4 - - - 50.0 25.0 - - - - 25.0 - - 4.8 2.81 
卸売業、小売業 50 20.0 12.0 14.0 14.0 6.0 4.0 2.0 - 2.0 - 6.0 20.0 2.8 2.73 
金融業、保険業 66 9.1 31.8 9.1 3.0 6.1 1.5 - - - - 24.2 15.2 4.0 3.95 
不動産業、物品賃貸業 21 9.5 4.8 4.8 14.3 4.8 - - - - 4.8 - 57.1 2.8 2.66 
学術研究、専門・技術サービス業 147 15.0 10.2 2.7 0.7 0.7 - - 0.7 0.7 - 3.4 66.0 2.1 3.14 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 29 - 10.3 10.3 - - - - - - - - 79.3 1.5 0.55 
医療、福祉 4 25.0 25.0 - - - - - - - - - 50.0 0.6 0.57 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 107 11.2 7.5 4.7 2.8 0.9 - 0.9 - 0.9 - 11.2 59.8 4.0 4.11 
その他 4 - 50.0 25.0 - - - - - - - - 25.0 1.3 0.58 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 12.3 9.5 4.0 2.4 1.3 0.4 0.4 0.2 0.7 - 5.5 63.4 2.8 3.41 
支社、支店 353 20.4 14.5 7.1 4.5 1.7 0.9 0.6 - 0.6 0.9 9.4 39.7 2.8 3.48 
営業所 66 10.6 10.6 9.1 7.6 4.6 4.6 - 3.0 - - 36.4 13.6 5.7 3.96 
研究所 46 28.3 13.0 - - - - - - 2.2 - 13.0 43.5 3.0 4.14 
その他 115 25.2 20.9 9.6 6.1 0.9 1.7 - - - - 7.8 27.8 2.2 2.90 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 14.4 13.0 5.0 2.9 2.9 - - - - 2.2 10.8 48.9 3.5 3.84 
やや上昇している 413 19.4 11.9 5.3 3.4 1.9 1.0 0.2 0.2 - - 13.8 42.9 3.4 3.91 
横ばい 295 13.6 12.9 7.5 4.4 0.7 2.0 1.0 0.7 1.4 - 5.8 50.2 2.8 3.18 
ゆるやかに低下している 130 16.2 12.3 6.9 2.3 - - - - 1.5 - 4.6 56.2 2.2 3.09 
低下している 75 17.3 12.0 5.3 6.7 4.0 - - - - - 4.0 50.7 2.2 2.65 
その他 53 17.0 13.2 - 1.9 - - - - 1.9 - 5.7 60.4 2.4 3.50 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 22.3 17.4 7.2 4.8 2.0 1.5 0.5 0.3 0.8 0.3 12.8 30.1 3.1 3.61 
ない 510 10.2 6.9 3.7 2.2 1.0 0.2 0.2 0.2 0.4 0.2 4.5 70.4 2.8 3.45 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  事業場全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 42.8 64.6 12.7 26.2 32.1 28.3 9.0 3.8 6.5 7.6 2.4 10.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 39.4 52.0 16.5 27.7 31.6 29.9 6.1 4.8 5.2 6.9 1.3 18.6 
30-99人 421 47.7 59.4 15.9 30.4 29.9 24.2 11.2 4.0 7.8 5.2 2.4 11.4 
100-299人 319 44.2 68.3 13.8 22.9 29.2 24.8 9.1 2.5 6.3 6.3 4.1 8.8 
300-499人 93 43.0 72.0 7.5 15.1 22.6 31.2 4.3 4.3 6.5 5.4 1.1 10.8 
500-999人 117 46.2 76.9 8.6 21.4 40.2 30.8 13.7 4.3 6.8 14.5 2.6 3.4 
1000人以上 146 33.6 72.6 4.8 16.4 29.5 26.7 5.5 4.1 6.9 16.4 2.1 6.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 39.3 52.7 16.0 27.5 32.0 27.2 7.0 5.4 6.1 6.4 1.6 18.9 
30-99人 426 46.0 60.6 15.7 28.9 29.1 23.9 10.3 3.1 7.3 5.9 2.8 10.6 
100-299人 292 47.3 71.9 12.7 21.2 29.8 27.4 8.9 3.8 6.9 6.9 3.1 6.9 
300-499人 88 39.8 65.9 6.8 17.1 23.9 29.6 5.7 2.3 5.7 10.2 3.4 8.0 
500-999人 110 50.9 80.0 9.1 22.7 40.9 31.8 14.6 3.6 6.4 11.8 0.9 4.6 
1000人以上 107 33.6 74.8 1.9 15.0 30.8 31.8 4.7 3.7 6.5 15.9 2.8 6.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - 
建設業 22 54.5 50.0 18.2 45.5 22.7 40.9 4.5 9.1 4.5 - - 22.7 
製造業 359 45.4 79.1 8.9 28.4 37.6 40.7 9.2 2.2 2.5 2.5 0.8 9.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 50.0 - - 50.0 - - - 50.0 - - - 
情報通信業 339 55.8 63.1 18.3 31.0 39.2 38.6 11.8 5.3 8.3 10.3 3.8 0.9 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 17.2 44.8 10.3 13.8 17.2 27.6 6.9 - 3.4 - - 48.3 
金融業、保険業 56 1.8 3.6 - 1.8 1.8 - 1.8 3.6 1.8 - - 92.9 
不動産業、物品賃貸業 15 80.0 86.7 6.7 6.7 80.0 6.7 - - - - - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 46.1 69.4 10.6 18.4 24.5 22.0 10.2 3.3 7.8 5.3 4.1 4.5 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 62.5 50.0 12.5 37.5 37.5 - 25.0 25.0 12.5 - - - 
教育、学習支援業 137 15.3 49.6 8.0 20.4 17.5 0.7 2.2 3.6 13.9 30.7 2.2 5.8 
医療、福祉 6 33.3 83.3 16.7 16.7 33.3 16.7 - 16.7 16.7 - 16.7 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 39.2 64.9 22.3 38.5 35.1 23.6 9.5 4.1 6.1 4.1 2.0 9.5 
その他 8 62.5 75.0 12.5 37.5 75.0 37.5 12.5 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 43.6 61.7 18.0 32.5 29.7 28.2 10.2 4.9 7.7 7.0 1.5 8.8 
支社、支店 374 40.9 62.0 5.6 21.9 35.0 28.6 7.0 2.9 3.5 7.2 3.5 16.8 
営業所 28 53.6 64.3 14.3 25.0 50.0 32.1 3.6 - - 3.6 - 17.9 
研究所 115 40.0 80.0 10.4 14.8 33.9 26.1 9.6 3.5 6.1 7.0 4.4 2.6 
その他 153 43.8 71.9 7.2 16.3 31.4 29.4 8.5 1.3 9.2 12.4 2.6 7.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 46.8 67.7 8.9 19.6 34.8 23.4 13.9 3.2 5.7 7.6 1.3 10.1 
やや上昇している 433 43.7 67.2 15.5 33.3 34.4 31.4 8.3 3.5 6.0 7.2 1.4 9.9 
横ばい 391 42.2 62.7 9.0 23.5 24.8 28.1 7.4 3.8 6.4 3.6 4.1 14.6 
ゆるやかに低下している 145 57.9 64.8 13.8 20.7 49.0 41.4 6.9 4.8 4.1 2.8 1.4 12.4 
低下している 83 39.8 62.7 25.3 28.9 30.1 30.1 13.3 2.4 2.4 7.2 2.4 4.8 
その他 135 26.7 60.0 8.2 22.2 24.4 12.6 10.4 4.4 14.1 23.7 3.7 3.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 40.0 66.9 5.6 18.2 33.7 30.2 7.7 2.2 5.4 8.5 2.9 14.1 
ない 698 45.9 62.8 19.6 33.7 30.8 26.7 10.3 5.3 7.5 6.7 1.9 6.7 

問１０（１）　裁量労働制導入のきっかけ  専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 36.7 47.8 3.2 14.5 29.1 28.2 5.7 0.9 1.4 2.2 1.0 42.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 40.7 47.6 0.8 6.9 26.0 30.9 2.0 - 2.0 1.2 2.0 42.7 
30-99人 331 25.4 34.1 4.2 11.8 22.4 18.1 6.7 1.8 - 2.4 1.2 55.3 
100-299人 239 36.4 44.8 4.6 13.8 29.7 23.4 8.0 - 0.8 2.5 0.4 43.5 
300-499人 67 49.3 55.2 3.0 14.9 20.9 28.4 9.0 - - 3.0 1.5 34.3 
500-999人 86 57.0 72.1 5.8 19.8 43.0 39.5 11.6 1.2 3.5 - - 22.1 
1000人以上 105 48.6 66.7 1.9 18.1 37.1 41.0 1.9 1.9 5.7 5.7 - 26.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 37.7 45.0 1.3 8.0 25.7 28.7 2.3 1.0 1.7 1.3 2.0 44.3 
30-99人 333 26.4 34.8 3.9 12.0 22.8 18.0 7.8 0.9 - 2.4 0.9 55.0 
100-299人 216 39.4 46.8 4.6 13.4 29.2 24.1 6.9 - 0.9 2.3 0.5 42.6 
300-499人 64 51.6 64.1 3.1 14.1 26.6 39.1 7.8 - 3.1 3.1 1.6 26.6 
500-999人 87 55.2 66.7 5.8 21.8 41.4 34.5 10.3 1.2 2.3 2.3 - 24.1 
1000人以上 83 49.4 71.1 1.2 16.9 38.6 45.8 1.2 2.4 6.0 4.8 - 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 
建設業 22 45.5 50.0 9.1 22.7 18.2 31.8 - 4.5 - - - 31.8 
製造業 404 51.7 69.6 3.2 22.5 45.0 46.3 10.4 0.5 1.2 1.5 0.2 24.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 100.0 - - - - - - - - - - 
情報通信業 255 23.9 27.8 2.7 3.9 20.4 18.4 - - 1.2 2.7 - 63.9 
運輸業、郵便業 4 100.0 100.0 - 50.0 25.0 25.0 - - - - - - 
卸売業、小売業 50 50.0 68.0 8.0 26.0 20.0 40.0 2.0 - - 2.0 - 12.0 
金融業、保険業 66 43.9 71.2 6.1 27.3 56.1 36.4 9.1 4.5 9.1 3.0 9.1 6.1 
不動産業、物品賃貸業 21 4.8 9.5 - - 4.8 - - - - 23.8 4.8 61.9 
学術研究、専門・技術サービス業 147 22.4 25.2 - 4.1 10.2 10.9 5.4 1.4 - 2.0 1.4 64.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - 16.7 - - - - - - - - 83.3 
教育、学習支援業 29 20.7 20.7 - - - - - - - - - 79.3 
医療、福祉 4 25.0 25.0 - - 25.0 25.0 - - - - 25.0 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 107 28.0 35.5 4.7 15.9 19.6 13.1 5.6 1.9 1.9 0.9 - 54.2 
その他 4 75.0 75.0 - 25.0 75.0 25.0 - - - - - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 23.1 31.7 3.9 11.4 17.6 15.6 3.1 1.1 1.8 2.6 0.4 58.6 
支社、支店 353 42.2 57.5 3.4 19.3 34.6 33.7 7.1 0.9 1.4 2.8 2.0 29.5 
営業所 66 87.9 89.4 - 10.6 75.8 75.8 6.1 - - 1.5 - 9.1 
研究所 46 32.6 56.5 - 15.2 30.4 30.4 8.7 2.2 2.2 - - 43.5 
その他 115 55.7 67.0 2.6 17.4 40.0 43.5 12.2 - - - 1.7 26.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 31.7 42.5 3.6 10.8 19.4 18.7 5.8 - - 8.6 0.7 44.6 
やや上昇している 413 40.2 52.8 1.9 16.7 35.8 36.8 7.8 0.5 1.7 2.2 0.7 38.5 
横ばい 295 30.2 44.4 4.1 15.9 23.4 23.7 4.8 1.4 2.4 1.0 1.0 43.7 
ゆるやかに低下している 130 53.1 53.9 3.1 11.5 40.0 36.2 3.1 2.3 1.5 - 0.8 40.0 
低下している 75 28.0 38.7 1.3 8.0 20.0 12.0 4.0 - - - 2.7 52.0 
その他 53 30.2 41.5 9.4 18.9 22.6 22.6 5.7 1.9 - 1.9 - 56.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 52.9 68.3 3.0 20.4 44.5 45.0 9.0 1.2 1.8 3.1 1.3 21.4 
ない 510 17.5 23.3 3.5 7.7 11.0 8.6 1.8 0.6 0.8 1.2 0.6 67.8 

問１０（１）　裁量労働制導入のきっかけ  企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 9.2 39.8 25.2 10.3 15.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 7.8 35.5 28.1 7.4 21.2 
30-99人 421 9.0 36.3 26.1 12.8 15.7 
100-299人 319 11.6 35.7 26.7 9.7 16.3 
300-499人 93 4.3 50.5 17.2 10.8 17.2 
500-999人 117 12.0 39.3 24.8 13.7 10.3 
1000人以上 146 11.6 45.9 24.0 6.9 11.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 8.0 36.1 26.5 8.3 21.1 
30-99人 426 10.6 34.7 26.1 12.0 16.7 
100-299人 292 10.3 41.1 25.7 10.3 12.7 
300-499人 88 6.8 43.2 19.3 12.5 18.2 
500-999人 110 10.9 44.6 23.6 11.8 9.1 
1000人以上 107 9.4 44.9 28.0 6.5 11.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 4.5 50.0 13.6 9.1 22.7 
製造業 359 5.8 46.5 23.7 10.6 13.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 50.0 50.0 - 
情報通信業 339 9.7 45.4 24.8 13.9 6.2 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 10.3 31.0 3.4 6.9 48.3 
金融業、保険業 56 - - 3.6 - 96.4 
不動産業、物品賃貸業 15 - - 80.0 - 20.0 
学術研究、専門・技術サービス業 245 15.1 32.7 32.2 10.2 9.8 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 37.5 37.5 - 12.5 
教育、学習支援業 137 16.8 48.9 10.9 7.3 16.1 
医療、福祉 6 - 50.0 50.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 5.4 34.5 37.2 9.5 13.5 
その他 8 12.5 25.0 50.0 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 9.8 39.7 26.4 11.5 12.6 
支社、支店 374 8.3 41.7 18.5 8.0 23.5 
営業所 28 3.6 46.4 25.0 7.1 17.9 
研究所 115 10.4 34.8 27.0 13.9 13.9 
その他 153 9.2 37.3 35.3 7.8 10.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 9.5 29.8 33.5 12.0 15.2 
やや上昇している 433 6.5 44.6 25.6 9.5 13.9 
横ばい 391 9.0 34.5 23.8 11.5 21.2 
ゆるやかに低下している 145 7.6 45.5 24.8 9.0 13.1 
低下している 83 13.3 42.2 27.7 10.8 6.0 
その他 135 19.3 42.2 20.0 6.7 11.9 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 9.0 42.2 20.6 7.2 21.0 
ない 698 9.2 37.7 29.8 13.3 10.0 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  労働時間の状況の把握方法の検討　％
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Total 1,385 8.2 36.2 28.5 11.7 15.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 7.8 38.1 25.1 7.4 21.7 
30-99人 421 8.3 34.0 30.2 12.1 15.4 
100-299人 319 10.3 33.5 28.2 10.7 17.2 
300-499人 93 5.4 35.5 30.1 12.9 16.1 
500-999人 117 8.6 32.5 29.1 22.2 7.7 
1000人以上 146 6.9 36.3 32.2 13.0 11.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 8.6 35.5 26.2 8.3 21.4 
30-99人 426 8.2 33.1 30.1 12.0 16.7 
100-299人 292 10.3 35.3 28.8 12.3 13.4 
300-499人 88 4.6 37.5 29.6 13.6 14.8 
500-999人 110 7.3 40.0 22.7 21.8 8.2 
1000人以上 107 5.6 34.6 39.3 9.4 11.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 9.1 40.9 18.2 9.1 22.7 
製造業 359 7.8 40.4 27.3 11.7 12.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 100.0 - - 
情報通信業 339 10.0 44.8 30.1 9.1 5.9 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 3.4 31.0 10.3 6.9 48.3 
金融業、保険業 56 - - 3.6 - 96.4 
不動産業、物品賃貸業 15 - 80.0 - - 20.0 
学術研究、専門・技術サービス業 245 9.0 33.9 31.4 15.1 10.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - 50.0 12.5 25.0 12.5 
教育、学習支援業 137 7.3 22.6 29.9 24.8 15.3 
医療、福祉 6 - 16.7 66.7 16.7 - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 10.1 33.1 36.5 6.1 14.2 
その他 8 12.5 37.5 37.5 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 8.7 36.3 29.9 12.5 12.6 
支社、支店 374 9.1 39.0 20.3 8.6 23.0 
営業所 28 3.6 42.9 32.1 - 21.4 
研究所 115 5.2 32.2 29.6 19.1 13.9 
その他 153 6.5 30.1 41.2 11.8 10.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 8.9 31.7 32.3 12.0 15.2 
やや上昇している 433 8.3 39.3 31.0 7.9 13.6 
横ばい 391 5.6 36.3 24.0 12.5 21.5 
ゆるやかに低下している 145 7.6 44.1 26.2 8.3 13.8 
低下している 83 15.7 41.0 26.5 10.8 6.0 
その他 135 11.9 23.0 32.6 22.2 10.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 7.7 36.0 25.2 10.6 20.6 
ない 698 8.3 36.5 32.0 12.9 10.3 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  みなし労働時間の設定　％

77－ 140 －
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Total 1,385 8.3 37.1 29.8 9.0 15.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 5.2 37.2 27.7 7.4 22.5 
30-99人 421 7.1 36.8 30.2 10.0 15.9 
100-299人 319 8.2 32.9 32.6 9.1 17.2 
300-499人 93 3.2 44.1 31.2 5.4 16.1 
500-999人 117 7.7 34.2 33.3 16.2 8.6 
1000人以上 146 7.5 48.0 27.4 6.2 11.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 6.7 37.4 26.5 7.4 22.0 
30-99人 426 6.8 36.2 30.3 9.6 17.1 
100-299人 292 8.2 35.3 33.6 9.6 13.4 
300-499人 88 3.4 43.2 30.7 6.8 15.9 
500-999人 110 6.4 35.5 33.6 15.5 9.1 
1000人以上 107 6.5 49.5 28.0 5.6 10.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 - 27.3 27.3 22.7 22.7 
製造業 359 11.7 36.2 29.5 9.5 13.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 50.0 50.0 - - 
情報通信業 339 5.9 41.3 34.5 10.6 7.7 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 6.9 17.2 20.7 6.9 48.3 
金融業、保険業 56 - - 3.6 - 96.4 
不動産業、物品賃貸業 15 - - 80.0 - 20.0 
学術研究、専門・技術サービス業 245 11.0 41.2 29.4 8.6 9.8 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - 50.0 12.5 25.0 12.5 
教育、学習支援業 137 9.5 43.1 23.4 8.8 15.3 
医療、福祉 6 - 33.3 50.0 16.7 - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 6.1 39.2 34.5 6.1 14.2 
その他 8 25.0 50.0 25.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 7.7 37.5 32.7 9.0 13.2 
支社、支店 374 9.6 33.4 25.4 8.0 23.5 
営業所 28 - 64.3 14.3 3.6 17.9 
研究所 115 8.7 43.5 18.3 15.7 13.9 
その他 153 9.2 34.6 38.6 7.2 10.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 7.0 31.0 32.3 14.6 15.2 
やや上昇している 433 12.0 32.6 34.6 6.9 13.9 
横ばい 391 5.6 34.8 28.6 8.4 22.5 
ゆるやかに低下している 145 4.8 44.8 28.3 8.3 13.8 
低下している 83 12.1 43.4 26.5 12.1 6.0 
その他 135 8.9 48.2 23.7 8.9 10.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 9.7 36.2 26.2 7.1 20.9 
ない 698 7.0 38.0 33.5 10.7 10.7 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  健康福祉確保措置　％

78－ 140 － － 141 －
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Total 1,385 3.5 31.9 36.4 12.4 15.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 3.0 32.5 29.9 11.7 22.9 
30-99人 421 3.1 26.8 39.4 14.5 16.2 
100-299人 319 5.0 28.2 38.9 11.3 16.6 
300-499人 93 1.1 35.5 40.9 5.4 17.2 
500-999人 117 3.4 29.1 41.9 17.1 8.6 
1000人以上 146 4.1 38.4 34.9 11.6 11.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 3.2 31.3 31.3 11.5 22.7 
30-99人 426 4.0 27.2 38.3 13.4 17.1 
100-299人 292 4.1 30.8 39.7 12.3 13.0 
300-499人 88 3.4 33.0 40.9 6.8 15.9 
500-999人 110 2.7 31.8 40.9 16.4 8.2 
1000人以上 107 1.9 38.3 37.4 12.2 10.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 4.5 18.2 27.3 27.3 22.7 
製造業 359 3.6 33.7 35.7 13.6 13.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 50.0 50.0 - 
情報通信業 339 2.7 34.5 41.6 15.0 6.2 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 3.4 17.2 24.1 6.9 48.3 
金融業、保険業 56 - - 3.6 - 96.4 
不動産業、物品賃貸業 15 - - 80.0 - 20.0 
学術研究、専門・技術サービス業 245 6.1 35.1 35.5 13.1 10.2 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - 12.5 50.0 25.0 12.5 
教育、学習支援業 137 2.2 39.4 31.4 10.2 16.8 
医療、福祉 6 16.7 16.7 50.0 - 16.7 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 2.7 32.4 41.9 8.8 14.2 
その他 8 12.5 37.5 37.5 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 4.9 28.9 39.7 13.6 12.9 
支社、支店 374 1.6 37.4 27.3 9.9 23.8 
営業所 28 - 32.1 46.4 3.6 17.9 
研究所 115 3.5 33.9 29.6 19.1 13.9 
その他 153 2.0 30.7 46.4 9.8 11.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 - 22.2 44.3 18.4 15.2 
やや上昇している 433 4.6 31.4 40.9 8.8 14.3 
横ばい 391 4.1 26.9 36.1 11.8 21.2 
ゆるやかに低下している 145 3.5 42.8 25.5 13.1 15.2 
低下している 83 3.6 39.8 30.1 19.3 7.2 
その他 135 3.0 37.8 34.8 14.1 10.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 2.7 35.9 31.0 9.9 20.6 
ない 698 4.3 27.9 42.0 14.8 11.0 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  苦情処理措置　　　　　％

79－ 142 －
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Total 1,385 8.4 40.5 27.4 8.2 15.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 8.2 36.4 26.8 7.4 21.2 
30-99人 421 9.7 39.9 26.6 8.1 15.7 
100-299人 319 8.8 36.4 28.8 9.4 16.6 
300-499人 93 2.2 45.2 26.9 6.5 19.4 
500-999人 117 9.4 35.0 34.2 12.8 8.6 
1000人以上 146 8.9 47.3 28.1 4.8 11.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 8.6 37.4 26.2 6.7 21.1 
30-99人 426 10.3 38.5 26.3 8.0 16.9 
100-299人 292 8.2 40.1 28.1 10.6 13.0 
300-499人 88 5.7 38.6 30.7 6.8 18.2 
500-999人 110 6.4 40.9 31.8 12.7 8.2 
1000人以上 107 6.5 47.7 32.7 2.8 10.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 - 31.8 31.8 13.6 22.7 
製造業 359 6.1 38.4 32.3 9.5 13.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 100.0 - - 
情報通信業 339 10.9 49.6 26.0 7.7 5.9 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 - 24.1 20.7 6.9 48.3 
金融業、保険業 56 - - 3.6 - 96.4 
不動産業、物品賃貸業 15 - 73.3 6.7 - 20.0 
学術研究、専門・技術サービス業 245 10.6 41.2 29.4 9.0 9.8 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 12.5 50.0 12.5 12.5 
教育、学習支援業 137 12.4 43.1 19.7 9.5 15.3 
医療、福祉 6 - 50.0 50.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 7.4 40.5 29.7 8.1 14.2 
その他 8 25.0 50.0 25.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 9.8 41.7 27.4 8.7 12.5 
支社、支店 374 6.7 44.1 18.7 6.7 23.8 
営業所 28 3.6 21.4 53.6 3.6 17.9 
研究所 115 9.6 33.9 29.6 13.0 13.9 
その他 153 5.9 34.6 42.5 6.5 10.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 7.6 41.8 27.9 7.6 15.2 
やや上昇している 433 8.3 41.6 30.0 6.2 13.9 
横ばい 391 6.7 35.0 27.4 10.0 21.0 
ゆるやかに低下している 145 6.2 46.9 24.8 7.6 14.5 
低下している 83 9.6 51.8 19.3 12.1 7.2 
その他 135 16.3 37.0 28.9 7.4 10.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 6.9 41.5 24.4 6.6 20.6 
ない 698 9.5 40.0 30.5 9.6 10.5 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討　％

80－ 142 － － 143 －
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Total 1,385 7.5 37.4 26.4 10.3 18.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 9.1 27.3 25.1 13.0 25.5 
30-99人 421 6.9 33.3 31.4 11.4 17.1 
100-299人 319 7.5 36.4 27.3 7.8 21.0 
300-499人 93 6.5 40.9 23.7 6.5 22.6 
500-999人 117 12.0 41.9 23.9 11.1 11.1 
1000人以上 146 6.2 51.4 21.2 8.2 13.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 9.0 25.2 27.5 13.4 24.9 
30-99人 426 6.8 34.3 29.3 11.0 18.5 
100-299人 292 8.6 39.7 25.7 8.6 17.5 
300-499人 88 3.4 45.5 26.1 4.6 20.5 
500-999人 110 10.9 46.4 22.7 8.2 11.8 
1000人以上 107 6.5 47.7 22.4 11.2 12.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 4.5 22.7 40.9 9.1 22.7 
製造業 359 8.4 39.6 25.1 9.5 17.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 50.0 50.0 - - 
情報通信業 339 6.2 37.2 28.0 18.9 9.7 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 - 24.1 13.8 6.9 55.2 
金融業、保険業 56 - 1.8 1.8 - 96.4 
不動産業、物品賃貸業 15 - 6.7 73.3 - 20.0 
学術研究、専門・技術サービス業 245 12.2 39.2 27.3 8.6 12.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 12.5 62.5 - 12.5 
教育、学習支援業 137 8.0 55.5 13.9 8.8 13.9 
医療、福祉 6 - 66.7 33.3 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 6.1 35.8 37.2 4.1 16.9 
その他 8 12.5 25.0 50.0 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 8.0 38.6 30.3 8.7 14.5 
支社、支店 374 7.0 34.2 16.3 14.2 28.3 
営業所 28 3.6 42.9 17.9 - 35.7 
研究所 115 9.6 40.0 20.9 14.8 14.8 
その他 153 5.9 36.6 38.6 6.5 12.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 8.9 27.9 32.3 11.4 19.6 
やや上昇している 433 7.4 39.5 30.3 6.7 16.2 
横ばい 391 6.9 36.6 23.0 9.0 24.6 
ゆるやかに低下している 145 4.8 26.9 26.2 24.1 17.9 
低下している 83 8.4 48.2 26.5 8.4 8.4 
その他 135 11.9 47.4 18.5 9.6 12.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 8.1 34.7 21.8 10.9 24.6 
ない 698 6.6 40.4 31.0 9.7 12.3 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出　％

81－ 144 －
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Total 1,128 4.2 27.1 15.8 7.8 45.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 0.8 33.7 15.5 4.5 45.5 
30-99人 331 1.8 21.8 12.4 6.7 57.4 
100-299人 239 3.8 25.5 15.1 10.0 45.6 
300-499人 67 1.5 34.3 17.9 10.5 35.8 
500-999人 86 1.2 31.4 23.3 17.4 26.7 
1000人以上 105 4.8 30.5 27.6 6.7 30.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 0.7 32.0 14.7 5.3 47.3 
30-99人 333 2.1 21.6 13.2 6.3 56.8 
100-299人 216 4.2 26.4 13.9 11.1 44.4 
300-499人 64 - 34.4 18.8 15.6 31.3 
500-999人 87 2.3 33.3 24.1 12.6 27.6 
1000人以上 83 4.8 31.3 30.1 6.0 27.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - 
建設業 22 4.5 50.0 4.5 9.1 31.8 
製造業 404 7.9 39.6 17.3 8.2 27.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 
情報通信業 255 2.4 20.8 5.1 6.3 65.5 
運輸業、郵便業 4 25.0 75.0 - - - 
卸売業、小売業 50 4.0 28.0 42.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 - 28.8 37.9 24.2 9.1 
不動産業、物品賃貸業 21 - 4.8 9.5 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 3.4 13.6 12.2 4.8 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 - 15.9 20.6 7.5 56.1 
その他 4 - - 75.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 2.2 18.7 12.3 5.5 61.4 
支社、支店 353 7.9 30.3 17.0 12.5 32.3 
営業所 66 - 78.8 9.1 1.5 10.6 
研究所 46 6.5 23.9 15.2 10.9 43.5 
その他 115 3.5 28.7 33.0 6.1 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 5.0 18.0 17.3 7.9 51.8 
やや上昇している 413 7.0 31.5 14.3 6.8 40.4 
横ばい 295 2.0 25.4 17.0 9.5 46.1 
ゆるやかに低下している 130 1.5 30.0 20.8 6.9 40.8 
低下している 75 2.7 22.7 14.7 6.7 53.3 
その他 53 1.9 22.6 11.3 5.7 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 6.4 38.6 20.7 9.9 24.5 
ない 510 1.6 13.3 9.8 5.5 69.8 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労働時間の状況の把握方法の検討　％

82－ 144 － － 145 －
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Total 1,128 1.8 26.7 18.4 8.2 44.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 - 36.2 14.2 4.5 45.1 
30-99人 331 1.5 15.4 18.4 7.6 57.1 
100-299人 239 2.9 22.6 18.0 10.0 46.4 
300-499人 67 1.5 28.4 26.9 7.5 35.8 
500-999人 86 3.5 29.1 22.1 20.9 24.4 
1000人以上 105 3.8 30.5 28.6 7.6 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 - 33.0 15.0 5.3 46.7 
30-99人 333 1.8 15.6 18.6 7.2 56.8 
100-299人 216 3.2 23.6 16.2 11.6 45.4 
300-499人 64 - 29.7 28.1 12.5 29.7 
500-999人 87 3.5 31.0 21.8 17.2 26.4 
1000人以上 83 3.6 32.5 32.5 4.8 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - 
建設業 22 4.5 40.9 13.6 9.1 31.8 
製造業 404 2.2 37.4 24.0 9.9 26.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 
情報通信業 255 2.0 20.8 8.2 3.9 65.1 
運輸業、郵便業 4 - 75.0 25.0 - - 
卸売業、小売業 50 - 42.0 32.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 - 27.3 34.8 30.3 7.6 
不動産業、物品賃貸業 21 - 9.5 4.8 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 2.7 12.9 12.2 5.4 66.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 0.9 15.9 20.6 6.5 56.1 
その他 4 - 25.0 50.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 1.5 18.1 14.3 5.0 61.2 
支社、支店 353 2.0 32.0 20.7 13.6 31.7 
営業所 66 - 72.7 15.2 - 12.1 
研究所 46 2.2 23.9 19.6 10.9 43.5 
その他 115 3.5 25.2 33.0 10.4 27.8 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 4.3 15.1 20.1 8.6 51.8 
やや上昇している 413 1.2 31.2 20.8 7.0 39.7 
横ばい 295 1.7 24.8 17.3 10.2 46.1 
ゆるやかに低下している 130 1.5 33.1 18.5 6.2 40.8 
低下している 75 1.3 24.0 14.7 6.7 53.3 
その他 53 1.9 17.0 11.3 11.3 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 2.5 37.4 24.8 11.2 24.1 
ない 510 1.0 13.9 10.8 4.7 69.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  みなし労働時間の設定　　％

83－ 146 －
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Total 1,128 4.1 19.3 24.4 7.2 45.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 0.4 18.7 30.9 4.1 45.9 
30-99人 331 2.1 12.7 21.5 6.3 57.4 
100-299人 239 4.2 21.3 20.5 8.4 45.6 
300-499人 67 - 26.9 26.9 10.5 35.8 
500-999人 86 2.3 24.4 31.4 16.3 25.6 
1000人以上 105 2.9 29.5 30.5 7.6 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 0.3 18.7 28.7 4.7 47.7 
30-99人 333 2.7 12.9 21.3 6.3 56.8 
100-299人 216 3.7 22.2 19.4 10.2 44.4 
300-499人 64 - 31.3 28.1 9.4 31.3 
500-999人 87 3.5 23.0 32.2 14.9 26.4 
1000人以上 83 2.4 31.3 33.7 6.0 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - 
建設業 22 - 40.9 18.2 9.1 31.8 
製造業 404 7.9 21.0 35.9 8.7 26.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 
情報通信業 255 2.0 18.4 10.2 3.9 65.5 
運輸業、郵便業 4 - 100.0 - - - 
卸売業、小売業 50 4.0 24.0 46.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 1.5 25.8 39.4 22.7 10.6 
不動産業、物品賃貸業 21 - - 14.3 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 3.4 13.6 12.2 4.8 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 - 15.9 22.4 5.6 56.1 
その他 4 25.0 - 50.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 2.2 15.8 16.9 4.0 61.2 
支社、支店 353 7.4 23.8 24.4 12.2 32.3 
営業所 66 - 18.2 71.2 - 10.6 
研究所 46 6.5 23.9 17.4 8.7 43.5 
その他 115 4.4 20.9 36.5 9.6 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 5.0 17.3 18.7 7.2 51.8 
やや上昇している 413 7.0 13.6 33.7 5.6 40.2 
横ばい 295 2.0 24.1 19.0 8.8 46.1 
ゆるやかに低下している 130 - 33.1 20.0 6.2 40.8 
低下している 75 4.0 12.0 22.7 8.0 53.3 
その他 53 - 15.1 17.0 9.4 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 6.6 26.3 33.0 10.0 24.1 
ない 510 1.2 11.0 14.1 3.7 70.0 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  健康福祉確保措置　％

84－ 146 － － 147 －
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Total 1,128 1.0 17.1 27.7 9.3 45.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 0.4 16.3 30.9 6.5 45.9 
30-99人 331 0.6 10.6 23.9 7.6 57.4 
100-299人 239 2.1 17.2 25.5 10.0 45.2 
300-499人 67 1.5 14.9 37.3 10.5 35.8 
500-999人 86 1.2 18.6 37.2 17.4 25.6 
1000人以上 105 1.0 18.1 36.2 15.2 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 0.3 14.7 30.3 7.0 47.7 
30-99人 333 1.5 11.4 23.7 6.9 56.5 
100-299人 216 1.4 18.1 24.1 12.0 44.4 
300-499人 64 - 20.3 37.5 10.9 31.3 
500-999人 87 2.3 17.2 36.8 17.2 26.4 
1000人以上 83 - 19.3 39.8 14.5 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - 
建設業 22 4.5 31.8 18.2 13.6 31.8 
製造業 404 0.7 23.3 38.1 11.4 26.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 
情報通信業 255 1.2 15.3 13.3 4.7 65.5 
運輸業、郵便業 4 - 75.0 - 25.0 - 
卸売業、小売業 50 8.0 14.0 52.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 - 12.1 47.0 30.3 10.6 
不動産業、物品賃貸業 21 - - 14.3 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 - 13.6 14.3 6.1 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 - 14.0 24.3 6.5 55.1 
その他 4 - - 75.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 1.3 10.8 20.2 6.6 61.2 
支社、支店 353 0.9 26.6 26.1 14.5 32.0 
営業所 66 1.5 13.6 74.2 - 10.6 
研究所 46 - 26.1 23.9 6.5 43.5 
その他 115 - 15.7 43.5 12.2 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 - 14.4 22.3 11.5 51.8 
やや上昇している 413 0.7 16.5 35.8 6.8 40.2 
横ばい 295 1.7 16.6 24.8 10.9 46.1 
ゆるやかに低下している 130 2.3 29.2 18.5 10.0 40.0 
低下している 75 - 12.0 26.7 8.0 53.3 
その他 53 - 1.9 26.4 13.2 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 1.0 24.6 37.4 13.0 24.0 
ない 510 1.0 8.0 16.3 4.7 70.0 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  苦情処理措置　　　　　％

85－ 148 －
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Total 1,128 2.0 22.1 23.4 7.4 45.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 0.8 19.1 28.9 4.9 46.3 
30-99人 331 1.8 15.4 18.4 7.0 57.4 
100-299人 239 4.6 19.7 21.3 8.8 45.6 
300-499人 67 1.5 28.4 29.9 4.5 35.8 
500-999人 86 - 25.6 33.7 15.1 25.6 
1000人以上 105 1.9 29.5 29.5 9.5 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 1.0 18.7 27.0 5.3 48.0 
30-99人 333 3.0 15.0 18.6 6.6 56.8 
100-299人 216 3.2 22.7 19.9 9.7 44.4 
300-499人 64 - 26.6 32.8 9.4 31.3 
500-999人 87 1.2 27.6 32.2 12.6 26.4 
1000人以上 83 1.2 32.5 32.5 7.2 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - 
建設業 22 - 40.9 18.2 9.1 31.8 
製造業 404 1.5 27.7 36.4 7.9 26.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 
情報通信業 255 2.7 20.0 9.4 2.7 65.1 
運輸業、郵便業 4 25.0 50.0 25.0 - - 
卸売業、小売業 50 6.0 22.0 46.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 1.5 21.2 31.8 31.8 13.6 
不動産業、物品賃貸業 21 - 14.3 - 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 2.7 12.9 13.6 4.8 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 0.9 18.7 17.8 6.5 56.1 
その他 4 - 25.0 50.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 2.2 16.9 14.7 5.3 61.0 
支社、支店 353 2.0 32.3 21.3 11.6 32.9 
営業所 66 1.5 9.1 78.8 - 10.6 
研究所 46 2.2 19.6 26.1 8.7 43.5 
その他 115 1.7 23.5 39.1 7.0 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 3.6 18.0 19.4 7.2 51.8 
やや上昇している 413 1.2 19.6 33.4 5.6 40.2 
横ばい 295 1.4 23.1 19.0 10.2 46.4 
ゆるやかに低下している 130 3.1 34.6 15.4 6.2 40.8 
低下している 75 2.7 24.0 13.3 6.7 53.3 
その他 53 3.8 7.6 22.6 7.6 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 2.5 30.1 33.2 9.9 24.5 
ない 510 1.6 12.4 11.8 4.5 69.8 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討　％

86－ 148 － － 149 －
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Total 1,128 9.8 17.7 20.6 5.9 46.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 4.1 18.7 26.4 3.3 47.6 
30-99人 331 7.6 12.1 15.7 6.0 58.6 
100-299人 239 9.6 18.4 18.8 7.1 46.0 
300-499人 67 7.5 23.9 25.4 6.0 37.3 
500-999人 86 12.8 25.6 23.3 11.6 26.7 
1000人以上 105 11.4 21.9 30.5 6.7 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 4.0 18.3 24.0 4.3 49.3 
30-99人 333 8.7 11.7 16.5 5.7 57.4 
100-299人 216 8.8 19.4 19.0 6.9 45.8 
300-499人 64 7.8 29.7 21.9 9.4 31.3 
500-999人 87 14.9 26.4 21.8 9.2 27.6 
1000人以上 83 10.8 21.7 36.1 4.8 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - 
建設業 22 4.5 31.8 22.7 4.5 36.4 
製造業 404 17.6 18.8 28.0 8.4 27.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - 
情報通信業 255 5.1 17.3 9.4 2.0 66.3 
運輸業、郵便業 4 25.0 25.0 25.0 - 25.0 
卸売業、小売業 50 12.0 22.0 40.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 10.6 27.3 28.8 18.2 15.2 
不動産業、物品賃貸業 21 - 9.5 4.8 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 4.1 12.9 15.0 1.4 66.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 3.7 17.8 15.0 6.5 57.0 
その他 4 - - 75.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 6.2 13.4 14.7 3.3 62.5 
支社、支店 353 14.7 25.2 17.6 9.4 33.1 
営業所 66 9.1 10.6 66.7 1.5 12.1 
研究所 46 17.4 15.2 17.4 6.5 43.5 
その他 115 8.7 20.0 33.0 9.6 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 7.9 17.3 18.7 4.3 51.8 
やや上昇している 413 15.0 9.9 27.6 5.6 41.9 
横ばい 295 7.8 22.4 15.6 6.4 47.8 
ゆるやかに低下している 130 5.4 32.3 16.2 6.2 40.0 
低下している 75 1.3 14.7 22.7 8.0 53.3 
その他 53 9.4 15.1 9.4 7.6 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 14.6 24.1 28.7 7.9 24.6 
ない 510 4.1 9.8 11.0 3.5 71.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の設置　％

87－ 150 －
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Total 1,128 5.3 18.0 22.1 8.5 46.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 1.2 18.7 27.6 4.9 47.6 
30-99人 331 1.8 16.0 15.1 8.5 58.6 
100-299人 239 5.9 18.0 20.9 8.8 46.4 
300-499人 67 4.5 16.4 29.9 11.9 37.3 
500-999人 86 5.8 23.3 30.2 14.0 26.7 
1000人以上 105 4.8 20.0 32.4 13.3 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 1.7 17.7 25.0 6.3 49.3 
30-99人 333 2.4 16.8 15.6 7.8 57.4 
100-299人 216 5.1 19.0 20.4 9.3 46.3 
300-499人 64 4.7 17.2 34.4 12.5 31.3 
500-999人 87 8.1 25.3 26.4 12.6 27.6 
1000人以上 83 3.6 19.3 38.6 12.1 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - 
建設業 22 9.1 18.2 27.3 9.1 36.4 
製造業 404 8.4 20.0 31.7 12.1 27.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - - - 
情報通信業 255 3.5 18.0 9.0 3.1 66.3 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 25.0 - 25.0 
卸売業、小売業 50 10.0 20.0 42.0 12.0 16.0 
金融業、保険業 66 3.0 22.7 36.4 22.7 15.2 
不動産業、物品賃貸業 21 - - 14.3 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 3.4 13.6 12.9 4.1 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 2.8 15.9 16.8 7.5 57.0 
その他 4 - - 75.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 4.0 12.6 15.8 5.3 62.3 
支社、支店 353 8.8 27.5 18.7 11.6 33.4 
営業所 66 1.5 13.6 68.2 3.0 13.6 
研究所 46 8.7 19.6 19.6 8.7 43.5 
その他 115 1.7 15.7 37.4 16.5 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 1.4 13.7 21.6 10.8 52.5 
やや上昇している 413 9.0 14.8 27.6 7.0 41.7 
横ばい 295 4.8 18.0 19.7 9.5 48.1 
ゆるやかに低下している 130 3.9 32.3 16.9 6.9 40.0 
低下している 75 1.3 10.7 22.7 12.0 53.3 
その他 53 1.9 20.8 11.3 7.6 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 7.2 24.0 31.4 12.6 24.8 
ない 510 3.1 10.8 11.0 3.5 71.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労働側委員の指名のための代表者の選出　％

88－ 150 － － 151 －
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Total 1,128 4.7 28.0 15.3 6.0 45.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 2.0 33.3 14.2 3.3 47.2 
30-99人 331 3.0 21.5 10.9 6.0 58.6 
100-299人 239 9.2 21.8 17.2 5.9 46.0 
300-499人 67 3.0 29.9 22.4 7.5 37.3 
500-999人 86 8.1 26.7 24.4 14.0 26.7 
1000人以上 105 5.7 33.3 23.8 7.6 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 2.7 30.3 13.7 4.3 49.0 
30-99人 333 3.3 22.5 11.4 5.4 57.4 
100-299人 216 8.8 21.8 17.1 6.5 45.8 
300-499人 64 1.6 32.8 21.9 12.5 31.3 
500-999人 87 9.2 32.2 21.8 9.2 27.6 
1000人以上 83 7.2 31.3 28.9 6.0 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - 
建設業 22 - 50.0 9.1 4.5 36.4 
製造業 404 5.7 41.6 17.3 8.2 27.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - 
情報通信業 255 4.3 20.8 7.1 1.6 66.3 
運輸業、郵便業 4 25.0 50.0 - - 25.0 
卸売業、小売業 50 4.0 36.0 36.0 8.0 16.0 
金融業、保険業 66 7.6 25.8 28.8 22.7 15.2 
不動産業、物品賃貸業 21 - 9.5 4.8 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 4.8 15.0 12.2 2.0 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 2.8 18.7 15.0 6.5 57.0 
その他 4 - - 75.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 4.4 15.8 13.6 4.0 62.3 
支社、支店 353 4.8 39.4 14.2 8.5 33.1 
営業所 66 1.5 72.7 13.6 - 12.1 
研究所 46 8.7 26.1 13.0 8.7 43.5 
その他 115 6.1 26.1 29.6 9.6 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 7.2 18.0 18.0 5.0 51.8 
やや上昇している 413 3.6 32.5 17.0 5.3 41.7 
横ばい 295 7.5 21.7 15.3 7.8 47.8 
ゆるやかに低下している 130 3.1 40.8 11.5 4.6 40.0 
低下している 75 1.3 22.7 16.0 6.7 53.3 
その他 53 1.9 24.5 7.6 7.6 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 5.9 41.5 19.7 8.2 24.6 
ない 510 3.3 12.0 10.0 3.3 71.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の運営規定の策定　％

89－ 152 －
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Total 1,128 6.1 21.1 20.9 5.9 45.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 1.6 22.0 25.6 3.7 47.2 
30-99人 331 2.1 17.2 16.3 5.7 58.6 
100-299人 239 7.5 21.3 18.8 6.3 46.0 
300-499人 67 1.5 28.4 26.9 6.0 37.3 
500-999人 86 9.3 25.6 26.7 11.6 26.7 
1000人以上 105 6.7 24.8 30.5 8.6 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 2.3 21.0 23.0 4.7 49.0 
30-99人 333 2.1 17.7 17.4 5.4 57.4 
100-299人 216 6.9 22.2 19.0 6.0 45.8 
300-499人 64 3.1 29.7 26.6 9.4 31.3 
500-999人 87 9.2 29.9 24.1 9.2 27.6 
1000人以上 83 8.4 22.9 34.9 7.2 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - 
建設業 22 - 40.9 18.2 4.5 36.4 
製造業 404 11.6 25.2 28.0 7.9 27.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - - - 
情報通信業 255 3.5 18.8 9.0 2.4 66.3 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 25.0 - 25.0 
卸売業、小売業 50 - 36.0 38.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 7.6 25.8 31.8 19.7 15.2 
不動産業、物品賃貸業 21 - 9.5 4.8 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 4.1 10.2 18.4 1.4 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 1.9 19.6 15.0 6.5 57.0 
その他 4 - - 75.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 3.7 14.7 15.6 3.9 62.3 
支社、支店 353 10.2 32.0 15.9 8.8 33.1 
営業所 66 1.5 16.7 68.2 1.5 12.1 
研究所 46 13.0 19.6 19.6 4.4 43.5 
その他 115 5.2 20.9 35.7 9.6 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 5.8 15.1 23.0 4.3 51.8 
やや上昇している 413 9.2 16.0 27.6 5.6 41.7 
横ばい 295 6.1 24.1 15.6 6.4 47.8 
ゆるやかに低下している 130 2.3 36.9 14.6 6.2 40.0 
低下している 75 1.3 14.7 22.7 8.0 53.3 
その他 53 1.9 22.6 9.4 7.6 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 9.4 29.1 29.2 7.7 24.6 
ない 510 2.4 11.4 11.2 3.7 71.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の議事録の作成　％

90－ 152 － － 153 －
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Total 1,128 3.1 24.6 18.8 7.5 46.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 1.2 32.5 14.6 4.5 47.2 
30-99人 331 1.8 17.2 14.5 7.9 58.6 
100-299人 239 5.9 18.4 22.2 7.1 46.4 
300-499人 67 4.5 14.9 34.3 9.0 37.3 
500-999人 86 5.8 25.6 27.9 12.8 27.9 
1000人以上 105 2.9 30.5 25.7 11.4 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 1.3 29.7 14.3 5.7 49.0 
30-99人 333 2.7 17.1 15.3 7.5 57.4 
100-299人 216 5.1 19.4 22.2 6.9 46.3 
300-499人 64 4.7 18.8 32.8 10.9 32.8 
500-999人 87 6.9 26.4 28.7 10.3 27.6 
1000人以上 83 2.4 32.5 27.7 10.8 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - 
建設業 22 9.1 36.4 9.1 9.1 36.4 
製造業 404 2.2 39.1 20.8 10.1 27.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - - - 
情報通信業 255 3.1 17.3 9.8 3.5 66.3 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 25.0 - 25.0 
卸売業、小売業 50 10.0 26.0 38.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 4.5 25.8 34.8 19.7 15.2 
不動産業、物品賃貸業 21 - 9.5 4.8 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 2.7 9.5 17.7 4.1 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 3.7 15.0 17.8 6.5 57.0 
その他 4 - - 75.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 3.3 13.6 15.8 5.1 62.3 
支社、支店 353 4.0 32.6 18.7 11.3 33.4 
営業所 66 1.5 71.2 12.1 1.5 13.6 
研究所 46 2.2 26.1 21.7 6.5 43.5 
その他 115 0.9 24.4 36.5 9.6 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 1.4 10.1 27.3 9.4 51.8 
やや上昇している 413 3.2 31.0 18.2 5.8 41.9 
横ばい 295 4.4 20.0 19.7 7.8 48.1 
ゆるやかに低下している 130 5.4 33.9 13.1 7.7 40.0 
低下している 75 - 18.7 18.7 9.3 53.3 
その他 53 - 18.9 13.2 9.4 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 3.6 36.3 25.5 9.9 24.8 
ない 510 2.6 10.4 11.0 4.5 71.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  決議事項の委員の５分の４以上による合意　％

91－ 154 －
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Total 1,128 9.0 22.4 16.3 6.3 45.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 3.7 30.5 14.2 4.9 46.8 
30-99人 331 6.0 13.6 13.6 8.2 58.6 
100-299人 239 8.8 20.1 20.1 4.6 46.4 
300-499人 67 11.9 23.9 19.4 7.5 37.3 
500-999人 86 12.8 31.4 19.8 9.3 26.7 
1000人以上 105 8.6 30.5 24.8 6.7 29.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 3.3 27.7 14.0 6.3 48.7 
30-99人 333 7.5 13.5 14.7 6.9 57.4 
100-299人 216 8.3 21.8 18.5 5.1 46.3 
300-499人 64 7.8 34.4 18.8 7.8 31.3 
500-999人 87 14.9 27.6 23.0 6.9 27.6 
1000人以上 83 9.6 32.5 25.3 6.0 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - 
建設業 22 13.6 31.8 9.1 9.1 36.4 
製造業 404 16.6 33.2 16.1 6.7 27.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - - - 
情報通信業 255 4.7 18.8 7.8 2.4 66.3 
運輸業、郵便業 4 25.0 50.0 - - 25.0 
卸売業、小売業 50 10.0 30.0 34.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 4.5 21.2 36.4 24.2 13.6 
不動産業、物品賃貸業 21 - 9.5 4.8 4.8 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 4.8 9.5 14.3 5.4 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 2.8 15.0 19.6 5.6 57.0 
その他 4 25.0 - 50.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 6.2 13.7 14.1 3.7 62.3 
支社、支店 353 13.0 25.2 18.4 10.5 32.9 
営業所 66 4.6 75.8 4.6 1.5 13.6 
研究所 46 17.4 15.2 15.2 8.7 43.5 
その他 115 9.6 27.0 27.8 7.0 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 8.6 15.1 20.1 4.3 51.8 
やや上昇している 413 12.6 24.0 16.7 5.1 41.7 
横ばい 295 7.1 20.7 17.0 7.5 47.8 
ゆるやかに低下している 130 6.9 33.1 13.1 6.9 40.0 
低下している 75 4.0 21.3 13.3 8.0 53.3 
その他 53 9.4 9.4 13.2 9.4 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 14.0 32.2 20.9 8.5 24.5 
ない 510 3.3 10.6 11.0 3.5 71.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  個別労働者からの同意　％

92－ 154 － － 155 －
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Total 1,128 7.9 24.5 13.6 8.1 46.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 4.9 28.5 13.0 6.5 47.2 
30-99人 331 4.5 18.4 11.5 7.9 57.7 
100-299人 239 6.7 20.1 16.7 9.6 46.9 
300-499人 67 7.5 35.8 14.9 6.0 35.8 
500-999人 86 10.5 36.1 14.0 11.6 27.9 
1000人以上 105 8.6 32.4 20.0 7.6 31.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 4.7 26.3 13.0 7.3 48.7 
30-99人 333 5.4 17.7 12.3 7.2 57.4 
100-299人 216 6.0 21.3 15.7 11.6 45.4 
300-499人 64 4.7 46.9 10.9 6.3 31.3 
500-999人 87 11.5 34.5 18.4 6.9 28.7 
1000人以上 83 9.6 32.5 19.3 9.6 28.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - 
建設業 22 13.6 31.8 13.6 9.1 31.8 
製造業 404 13.1 37.1 15.1 6.9 27.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - - - 
情報通信業 255 2.4 10.2 7.8 13.7 65.9 
運輸業、郵便業 4 50.0 50.0 - - - 
卸売業、小売業 50 8.0 38.0 28.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 16.7 21.2 28.8 18.2 15.2 
不動産業、物品賃貸業 21 - 4.8 14.3 - 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 4.1 18.4 8.8 2.7 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 3.7 18.7 14.0 4.7 58.9 
その他 4 - 25.0 50.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 5.3 17.4 11.2 3.7 62.5 
支社、支店 353 13.3 23.5 13.0 17.6 32.6 
営業所 66 6.1 78.8 4.6 - 10.6 
研究所 46 8.7 30.4 8.7 6.5 45.7 
その他 115 4.4 27.0 33.9 4.4 30.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 13.0 15.1 13.0 7.9 51.1 
やや上昇している 413 11.6 28.8 13.6 4.8 41.2 
横ばい 295 5.4 27.5 13.9 5.8 47.5 
ゆるやかに低下している 130 5.4 13.9 12.3 25.4 43.1 
低下している 75 - 26.7 13.3 6.7 53.3 
その他 53 - 17.0 17.0 5.7 60.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 12.5 32.5 17.6 12.0 25.5 
ない 510 2.6 14.9 8.8 3.3 70.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出　％

93－ 156 －
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Total 1,128 11.4 22.2 12.5 7.9 46.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 6.1 27.2 13.4 7.3 45.9 
30-99人 331 10.6 14.2 9.1 7.9 58.3 
100-299人 239 9.2 20.1 15.5 8.4 46.9 
300-499人 67 11.9 31.3 14.9 6.0 35.8 
500-999人 86 16.3 32.6 10.5 10.5 30.2 
1000人以上 105 11.4 30.5 20.0 7.6 30.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 6.0 25.3 12.3 8.3 48.0 
30-99人 333 11.1 14.1 10.5 6.9 57.4 
100-299人 216 9.3 19.4 15.3 10.2 45.8 
300-499人 64 9.4 43.8 9.4 6.3 31.3 
500-999人 87 16.1 34.5 11.5 6.9 31.0 
1000人以上 83 13.3 27.7 22.9 8.4 27.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - 
建設業 22 13.6 36.4 9.1 9.1 31.8 
製造業 404 18.3 32.2 14.4 7.2 28.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - 
情報通信業 255 3.5 12.2 5.1 13.3 65.9 
運輸業、郵便業 4 50.0 25.0 25.0 - - 
卸売業、小売業 50 20.0 30.0 24.0 10.0 16.0 
金融業、保険業 66 19.7 21.2 27.3 18.2 13.6 
不動産業、物品賃貸業 21 9.5 4.8 4.8 - 81.0 
学術研究、専門・技術サービス業 147 6.1 16.3 8.8 2.0 66.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - - 79.3 
医療、福祉 4 - - 50.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 5.6 15.9 16.8 3.7 57.9 
その他 4 - 25.0 50.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 7.9 15.4 10.8 3.7 62.3 
支社、支店 353 17.9 21.5 10.2 17.3 33.1 
営業所 66 12.1 71.2 6.1 - 10.6 
研究所 46 15.2 23.9 8.7 6.5 45.7 
その他 115 7.0 27.0 33.0 3.5 29.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 16.6 13.0 10.8 8.6 51.1 
やや上昇している 413 16.5 24.9 12.1 4.4 42.1 
横ばい 295 7.1 27.5 11.9 6.1 47.5 
ゆるやかに低下している 130 7.7 11.5 14.6 25.4 40.8 
低下している 75 6.7 21.3 13.3 5.3 53.3 
その他 53 1.9 18.9 17.0 3.8 58.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 17.2 30.4 15.4 11.8 25.1 
ない 510 4.7 12.2 9.0 3.1 71.0 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  報告の作成及び労働基準監督署長への届出　％
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Total 1,385 49.8 6.6 16.0 63.5 15.4 5.1 1.8 31.0 12.9 0.7 1.2 5.9 4.8 2.2 10.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 55.4 6.5 10.8 51.1 14.3 2.6 3.0 9.5 10.8 2.2 0.4 7.8 4.3 2.6 19.9 
30-99人 421 45.6 5.5 15.9 67.7 13.8 5.9 1.4 24.7 15.2 0.5 1.2 8.1 3.3 2.1 11.2 
100-299人 319 47.0 6.9 18.5 66.8 19.8 5.3 1.9 33.2 11.9 0.6 1.6 5.3 4.7 1.9 8.8 
300-499人 93 40.9 7.5 11.8 59.1 5.4 8.6 2.2 43.0 17.2 - - 6.5 4.3 2.2 10.8 
500-999人 117 48.7 10.3 18.8 62.4 16.2 6.8 0.9 45.3 16.2 - 4.3 2.6 5.1 - 4.3 
1000人以上 146 56.2 8.2 21.2 60.3 16.4 1.4 0.7 51.4 7.5 - 0.7 - 11.6 4.1 6.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 55.3 5.8 11.5 52.4 12.5 2.2 2.6 9.0 12.5 1.3 0.3 8.0 4.5 2.6 19.2 
30-99人 426 44.4 5.2 16.0 69.7 15.0 6.8 1.4 26.3 14.8 0.7 1.4 8.0 2.8 2.1 10.8 
100-299人 292 42.8 7.5 18.8 68.5 20.9 4.5 1.7 34.6 11.0 0.3 1.4 4.1 6.2 2.1 6.9 
300-499人 88 48.9 11.4 12.5 51.1 5.7 9.1 2.3 51.1 15.9 - 1.1 6.8 3.4 2.3 8.0 
500-999人 110 54.6 10.0 19.1 64.6 19.1 6.4 0.9 48.2 12.7 - 3.6 0.9 3.6 - 5.5 
1000人以上 107 58.9 7.5 24.3 58.9 18.7 1.9 0.9 59.8 9.4 - 0.9 - 14.0 3.7 5.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 22 45.5 13.6 22.7 59.1 4.5 4.5 4.5 18.2 13.6 - - - - - 22.7 
製造業 359 65.5 9.2 20.3 59.3 14.5 5.8 0.8 57.1 12.0 - 1.9 4.5 5.3 - 10.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 - - 50.0 - - 50.0 100.0 - - - - 50.0 - - 
情報通信業 339 56.9 8.0 17.1 66.7 28.9 6.5 2.1 31.3 13.3 1.5 1.8 9.7 3.2 1.8 1.8 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 34.5 - 13.8 37.9 13.8 13.8 - 17.2 20.7 3.4 - 10.3 3.4 3.4 48.3 
金融業、保険業 56 10.7 - 1.8 7.1 1.8 - - - - - - - 1.8 - 87.5 
不動産業、物品賃貸業 15 6.7 - 6.7 86.7 - - - - 80.0 - - - - - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 51.4 7.8 17.1 72.2 11.4 4.1 2.9 24.9 15.5 0.8 1.6 3.7 5.7 2.4 3.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 50.0 - 12.5 75.0 12.5 - - - 50.0 12.5 - - - - - 
教育、学習支援業 137 21.2 0.7 10.2 75.9 1.5 - - 0.7 2.2 - - 0.7 10.9 6.6 5.1 
医療、福祉 6 50.0 - 50.0 83.3 16.7 - - 33.3 16.7 - - - 16.7 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 41.9 5.4 12.2 63.5 14.2 8.1 4.1 24.3 13.5 - - 11.5 2.0 5.4 10.1 
その他 8 50.0 12.5 12.5 87.5 12.5 - - 50.0 25.0 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 47.4 5.1 17.5 63.3 13.2 6.3 2.4 22.3 14.3 1.0 1.0 9.3 4.1 3.5 9.0 
支社、支店 374 47.6 8.0 10.4 64.4 21.7 3.2 1.3 37.2 8.0 0.5 0.3 2.7 5.1 0.8 16.8 
営業所 28 57.1 3.6 10.7 53.6 10.7 - - 46.4 3.6 - - 3.6 - - 21.4 
研究所 115 60.9 6.1 20.9 73.9 15.7 4.4 - 38.3 27.0 - 2.6 0.9 5.2 0.9 1.7 
その他 153 56.2 11.8 19.0 56.9 11.1 5.2 2.0 47.7 9.2 - 3.9 2.0 7.8 0.7 8.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 46.8 8.2 16.5 61.4 14.6 4.4 2.5 34.2 19.6 1.3 2.5 6.3 4.4 0.6 13.9 
やや上昇している 433 50.6 9.0 16.9 63.5 13.4 5.5 1.6 34.2 12.9 0.7 0.5 6.7 3.7 1.6 9.9 
横ばい 391 45.8 4.9 18.2 60.6 12.8 5.1 1.5 34.8 12.0 0.8 2.1 5.6 2.8 2.6 14.8 
ゆるやかに低下している 145 70.3 6.2 14.5 62.8 33.1 6.9 2.1 23.5 11.0 - 1.4 7.6 4.1 1.4 11.0 
低下している 83 62.7 6.0 10.8 61.5 16.9 6.0 4.8 33.7 13.3 1.2 - 6.0 1.2 2.4 4.8 
その他 135 34.8 3.7 11.9 74.1 11.9 2.2 0.7 17.8 9.6 - 0.7 0.7 17.0 4.4 2.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 53.5 8.8 13.4 62.1 16.2 3.8 1.5 40.4 10.4 - 0.9 1.8 4.9 1.5 14.4 
ない 698 46.6 4.6 18.5 65.0 14.6 6.3 2.2 22.1 15.2 1.3 1.6 9.9 4.3 2.9 6.9 

問１１　裁量労働制で働く労働者の適用対象要件  専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 50.9 6.6 12.6 33.0 14.4 6.3 1.1 37.5 6.8 0.4 0.9 7.5 1.1 0.4 42.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 49.2 5.7 11.8 33.7 16.3 4.1 - 33.7 2.9 0.8 0.4 14.2 - 0.8 43.5 
30-99人 331 36.9 3.0 7.6 24.5 11.2 8.5 0.9 23.3 10.0 - 0.3 7.6 - 0.3 54.7 
100-299人 239 50.2 7.1 12.1 34.3 16.3 6.3 1.7 38.1 4.2 0.8 1.3 4.6 2.5 0.4 43.5 
300-499人 67 61.2 11.9 17.9 29.9 9.0 7.5 3.0 46.3 6.0 1.5 - 1.5 - - 34.3 
500-999人 86 70.9 14.0 19.8 36.1 19.8 8.1 1.2 54.7 9.3 - 4.7 3.5 - - 22.1 
1000人以上 105 70.5 11.4 26.7 41.0 18.1 2.9 1.0 60.0 10.5 - 1.0 6.7 5.7 - 26.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 46.7 5.3 11.0 31.3 15.7 4.3 - 31.7 4.0 0.7 0.3 13.0 - 0.7 45.3 
30-99人 333 37.5 3.0 8.1 26.1 10.5 8.4 0.9 25.5 8.4 - 0.6 7.2 - 0.3 54.1 
100-299人 216 52.3 8.3 13.4 34.3 18.5 6.5 1.9 37.0 5.6 0.9 0.9 3.7 2.8 0.5 42.6 
300-499人 64 67.2 15.6 15.6 26.6 6.3 6.3 3.1 59.4 6.3 1.6 1.6 4.7 - - 26.6 
500-999人 87 72.4 12.6 20.7 40.2 21.8 6.9 1.2 50.6 8.1 - 3.5 2.3 - - 24.1 
1000人以上 83 72.3 9.6 30.1 44.6 20.5 3.6 1.2 63.9 13.3 - 1.2 7.2 7.2 - 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - 
建設業 22 59.1 4.5 13.6 45.5 9.1 4.5 - 27.3 9.1 - - 4.5 - - 36.4 
製造業 404 72.8 10.6 15.6 49.8 13.9 8.2 1.0 58.9 7.9 0.2 1.5 11.4 1.7 0.2 24.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - - 100.0 100.0 - - - - 100.0 - - 
情報通信業 255 32.5 5.1 3.5 21.2 16.5 2.4 - 15.3 2.7 0.4 - 2.0 0.4 - 64.7 
運輸業、郵便業 4 100.0 25.0 - 25.0 50.0 25.0 - 100.0 25.0 25.0 - - - - - 
卸売業、小売業 50 66.0 8.0 32.0 24.0 8.0 24.0 - 64.0 12.0 2.0 2.0 24.0 2.0 - 12.0 
金融業、保険業 66 78.8 - 31.8 51.5 57.6 10.6 - 34.8 18.2 - - 13.6 - - 3.0 
不動産業、物品賃貸業 21 47.6 - 38.1 14.3 9.5 - - 28.6 9.5 - - - - - 52.4 
学術研究、専門・技術サービス業 147 27.9 6.1 2.7 16.3 3.4 4.1 3.4 23.8 2.7 - 1.4 2.7 - - 64.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 20.7 - 20.7 - - - - 20.7 - - - - - - 79.3 
医療、福祉 4 50.0 - 50.0 50.0 25.0 - - 50.0 25.0 - - - - - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 107 27.1 1.9 8.4 25.2 9.3 4.7 1.9 24.3 7.5 0.9 0.9 6.5 1.9 2.8 55.1 
その他 4 75.0 - - 75.0 - - - 75.0 25.0 - - - - - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 33.3 1.7 10.3 19.8 9.9 4.6 0.6 24.4 7.0 0.7 0.9 5.3 1.5 0.7 59.2 
支社、支店 353 64.0 11.3 13.9 43.1 24.4 8.2 2.0 43.9 6.2 0.3 0.6 3.1 0.9 - 28.1 
営業所 66 86.4 1.5 4.6 78.8 3.0 6.1 - 77.3 6.1 - - 59.1 - - 10.6 
研究所 46 56.5 2.2 10.9 32.6 4.4 8.7 - 41.3 10.9 - 2.2 - 2.2 - 43.5 
その他 115 70.4 20.0 23.5 39.1 15.7 7.8 1.7 55.7 7.0 - 1.7 4.4 - - 27.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 43.2 3.6 16.6 29.5 15.8 5.8 1.4 38.1 6.5 1.4 2.2 2.2 2.2 - 44.6 
やや上昇している 413 55.5 7.0 12.4 37.3 10.9 7.0 0.7 40.9 8.7 0.2 - 14.3 0.7 0.5 39.0 
横ばい 295 50.9 6.4 14.2 30.9 13.6 8.1 1.4 39.0 9.2 0.3 1.7 3.7 0.7 - 43.1 
ゆるやかに低下している 130 54.6 4.6 10.0 40.8 30.0 6.2 0.8 23.1 2.3 0.8 1.5 3.1 0.8 1.5 39.2 
低下している 75 42.7 6.7 5.3 21.3 6.7 - 1.3 36.0 1.3 - - 8.0 1.3 - 54.7 
その他 53 35.9 7.6 5.7 20.8 15.1 - 1.9 32.1 1.9 - - - 3.8 - 56.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 73.9 11.0 17.7 49.6 21.5 7.7 1.5 52.7 9.5 - 1.0 9.0 1.3 - 20.9 
ない 510 23.5 1.0 6.3 13.3 5.7 4.5 0.6 19.4 3.5 1.0 0.8 5.7 0.8 0.8 68.4 

問１１　裁量労働制で働く労働者の適用対象要件  企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 690 39.6 31.7 17.1 8.7 28.3 24.1 3.8 3.9 0.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 128 28.9 29.7 19.5 1.6 17.2 48.4 1.6 4.7 1.6 
30-99人 192 43.8 33.9 14.6 4.7 13.0 33.9 2.6 4.2 - 
100-299人 150 44.0 36.0 22.0 10.0 27.3 14.0 5.3 4.7 0.7 
300-499人 38 47.4 23.7 21.1 10.5 29.0 10.5 - 5.3 - 
500-999人 57 35.1 24.6 10.5 12.3 47.4 7.0 10.5 1.8 - 
1000人以上 82 51.2 40.2 13.4 23.2 45.1 8.5 6.1 1.2 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 173 30.6 28.9 20.8 4.1 17.9 42.2 2.3 5.2 1.2 
30-99人 189 45.0 33.9 16.4 4.8 12.7 32.8 2.7 3.7 - 
100-299人 125 42.4 38.4 22.4 9.6 32.8 11.2 4.8 4.8 0.8 
300-499人 43 46.5 23.3 14.0 9.3 44.2 7.0 4.7 2.3 - 
500-999人 60 38.3 26.7 15.0 16.7 40.0 10.0 6.7 3.3 - 
1000人以上 63 50.8 41.3 11.1 25.4 50.8 6.4 7.9 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - 
建設業 10 50.0 40.0 20.0 10.0 40.0 10.0 - - - 
製造業 235 44.7 37.4 6.8 13.6 43.0 9.8 3.4 2.1 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - 100.0 - 100.0 - - - - 
情報通信業 193 39.9 28.0 23.8 6.2 33.2 30.1 1.0 3.6 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 10 30.0 10.0 10.0 10.0 50.0 50.0 - - - 
金融業、保険業 6 16.7 16.7 16.7 16.7 - - - 50.0 - 
不動産業、物品賃貸業 1 100.0 100.0 - - - 100.0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 126 32.5 29.4 32.5 7.9 6.3 30.2 3.2 4.8 2.4 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 4 50.0 50.0 - - - 50.0 - - - 
教育、学習支援業 29 13.8 13.8 13.8 - - 37.9 24.1 13.8 - 
医療、福祉 3 66.7 66.7 - - 66.7 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 62 41.9 38.7 9.7 - 9.7 38.7 6.5 3.2 - 
その他 4 - - - 25.0 50.0 50.0 25.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 338 40.8 38.5 9.5 4.7 12.4 39.6 3.9 3.6 0.3 
支社、支店 178 27.0 20.8 29.2 12.4 57.3 11.8 0.6 2.8 - 
営業所 16 75.0 25.0 25.0 6.3 68.8 6.3 - 6.3 6.3 
研究所 70 40.0 24.3 32.9 14.3 20.0 5.7 8.6 5.7 1.4 
その他 86 54.7 36.1 8.1 12.8 30.2 5.8 7.0 4.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 74 54.1 39.2 8.1 9.5 18.9 29.7 6.8 2.7 - 
やや上昇している 219 37.0 31.1 11.9 8.2 32.9 25.1 2.3 1.4 - 
横ばい 179 42.5 30.2 12.9 8.4 25.1 28.5 3.4 5.0 0.6 
ゆるやかに低下している 102 26.5 29.4 39.2 12.8 44.1 12.8 1.0 3.9 1.0 
低下している 52 50.0 46.2 7.7 5.8 25.0 25.0 1.9 3.9 - 
その他 47 38.3 23.4 29.8 6.4 10.6 14.9 14.9 14.9 2.1 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 364 36.0 27.8 24.5 15.9 46.4 5.0 5.0 3.0 0.3 
ない 325 43.7 36.0 8.9 0.6 8.0 45.5 2.5 4.9 0.6 

問１１付問１　専門業務型対象労働者の同意を要件とする理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

97－ 160 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

労
使
委
員
会
で

行っ

て
い
る

労
働
時
間
等
設
定

改
善
委
員
会
で

行っ

て
い
る

行っ

て
い
な
い

不
明

Total 690 44.9 3.8 47.0 4.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 128 33.6 3.9 55.5 7.0 
30-99人 192 35.9 3.7 55.2 5.2 
100-299人 150 50.0 4.7 40.7 4.7 
300-499人 38 42.1 5.3 47.4 5.3 
500-999人 57 73.7 - 24.6 1.8 
1000人以上 82 63.4 4.9 30.5 1.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 173 37.6 2.9 53.8 5.8 
30-99人 189 34.4 4.2 55.6 5.8 
100-299人 125 53.6 6.4 36.8 3.2 
300-499人 43 48.8 - 44.2 7.0 
500-999人 60 70.0 3.3 26.7 - 
1000人以上 63 69.8 3.2 25.4 1.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 10 80.0 - 20.0 - 
製造業 235 60.0 3.0 35.3 1.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - 
情報通信業 193 43.0 4.7 48.2 4.1 
運輸業、郵便業 0 - - - - 
卸売業、小売業 10 70.0 20.0 10.0 - 
金融業、保険業 6 50.0 - 16.7 33.3 
不動産業、物品賃貸業 1 - - 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 126 27.8 0.8 65.9 5.6 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 4 25.0 - 25.0 50.0 
教育、学習支援業 29 13.8 - 79.3 6.9 
医療、福祉 3 66.7 33.3 - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 62 37.1 8.1 50.0 4.8 
その他 4 50.0 25.0 25.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 338 31.7 4.4 59.2 4.7 
支社、支店 178 61.2 2.8 32.6 3.4 
営業所 16 31.3 - 62.5 6.3 
研究所 70 44.3 - 48.6 7.1 
その他 86 66.3 7.0 24.4 2.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 74 43.2 5.4 47.3 4.1 
やや上昇している 219 42.0 3.7 50.7 3.7 
横ばい 179 41.9 2.8 49.2 6.2 
ゆるやかに低下している 102 63.7 3.9 30.4 2.0 
低下している 52 53.9 1.9 38.5 5.8 
その他 47 29.8 6.4 59.6 4.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 364 61.3 2.5 33.2 3.0 
ない 325 26.5 5.2 62.5 5.9 

問１１付問２　労使委員会等での決議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 310 36.1 38.7 38.7 45.5 7.4 1.3 0.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 43 27.9 34.9 37.2 48.8 7.0 - - 
30-99人 69 40.6 40.6 29.0 27.5 8.7 1.5 - 
100-299人 75 36.0 41.3 32.0 38.7 8.0 1.3 1.3 
300-499人 16 37.5 37.5 31.3 37.5 - - - 
500-999人 42 31.0 40.5 40.5 57.1 2.4 2.4 - 
1000人以上 52 44.2 34.6 53.9 63.5 13.5 1.9 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 65 26.2 30.8 43.1 46.2 6.2 1.5 - 
30-99人 65 46.2 44.6 27.7 27.7 10.8 - - 
100-299人 67 32.8 40.3 32.8 41.8 6.0 1.5 1.5 
300-499人 21 33.3 38.1 23.8 57.1 - - - 
500-999人 42 28.6 38.1 42.9 57.1 2.4 2.4 - 
1000人以上 44 47.7 36.4 59.1 63.6 15.9 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 8 50.0 50.0 50.0 50.0 - - - 
製造業 141 40.4 39.7 39.7 47.5 9.2 0.7 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 100.0 - - - - - 
情報通信業 83 30.1 24.1 48.2 60.2 6.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - 
卸売業、小売業 7 42.9 42.9 14.3 71.4 - - - 
金融業、保険業 3 - - 66.7 33.3 - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 35 25.7 42.9 42.9 17.1 5.7 2.9 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - - - - 
教育、学習支援業 4 - 50.0 25.0 - - 25.0 - 
医療、福祉 2 50.0 - - 100.0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 23 47.8 78.3 - 17.4 13.0 4.3 4.3 
その他 2 50.0 - 50.0 100.0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 107 42.1 51.4 22.4 31.8 14.0 - 0.9 
支社、支店 109 21.1 24.8 55.1 62.4 3.7 0.9 - 
営業所 5 80.0 80.0 - 80.0 - - - 
研究所 31 45.2 41.9 51.6 22.6 - 6.5 - 
その他 57 45.6 35.1 33.3 47.4 7.0 1.8 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 32 31.3 43.8 31.3 43.8 31.3 - - 
やや上昇している 92 38.0 39.1 27.2 50.0 6.5 2.2 - 
横ばい 75 44.0 40.0 28.0 33.3 6.7 - - 
ゆるやかに低下している 65 16.9 26.2 76.9 63.1 1.5 - 1.5 
低下している 28 46.4 50.0 17.9 39.3 - 3.6 - 
その他 14 42.9 50.0 57.1 28.6 7.1 7.1 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 223 32.3 30.5 52.5 56.1 4.5 1.4 0.5 
ない 86 46.5 59.3 2.3 18.6 15.1 1.2 - 

問１１付問３　労使委員会等での決議を行う理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 29.7 7.6 48.7 3.0 11.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 43.7 8.2 26.8 0.9 20.4 
30-99人 421 34.2 9.3 41.1 3.1 12.4 
100-299人 319 26.0 8.8 52.0 4.1 9.1 
300-499人 93 17.2 5.4 64.5 3.2 9.7 
500-999人 117 26.5 4.3 62.4 2.6 4.3 
1000人以上 146 11.6 4.1 74.0 4.1 6.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 39.0 8.3 31.6 0.6 20.5 
30-99人 426 34.3 8.5 42.5 3.5 11.3 
100-299人 292 26.4 9.3 53.1 4.5 6.9 
300-499人 88 14.8 2.3 70.5 4.6 8.0 
500-999人 110 24.6 4.6 60.0 5.5 5.5 
1000人以上 107 12.2 5.6 75.7 0.9 5.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 54.5 - 18.2 4.5 22.7 
製造業 359 29.5 6.1 53.8 1.7 8.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - 100.0 - - 
情報通信業 339 41.6 13.6 39.2 3.2 2.4 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 31.0 - 20.7 - 48.3 
金融業、保険業 56 5.4 - 1.8 - 92.9 
不動産業、物品賃貸業 15 86.7 - - - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 28.2 6.9 57.1 2.9 4.9 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 25.0 12.5 37.5 12.5 12.5 
教育、学習支援業 137 2.9 4.4 81.8 5.1 5.8 
医療、福祉 6 16.7 16.7 66.7 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 33.1 7.4 43.2 4.7 11.5 
その他 8 12.5 - 75.0 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 34.8 9.8 41.9 3.9 9.5 
支社、支店 374 31.0 5.9 43.9 1.6 17.7 
営業所 28 17.9 3.6 57.1 3.6 17.9 
研究所 115 12.2 3.5 79.1 1.7 3.5 
その他 153 18.3 5.2 66.7 2.6 7.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 39.2 8.2 34.2 7.0 11.4 
やや上昇している 433 31.9 6.2 49.2 2.1 10.6 
横ばい 391 21.5 7.7 51.7 3.8 15.4 
ゆるやかに低下している 145 49.0 13.8 26.2 - 11.0 
低下している 83 44.6 4.8 42.2 1.2 7.2 
その他 135 8.9 7.4 75.6 3.7 4.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 21.5 4.7 56.6 2.9 14.3 
ない 698 37.8 9.9 41.4 3.0 7.9 

問１２（１）　裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用  専門業務型　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 19.6 3.0 33.2 1.4 42.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 25.6 3.3 28.9 0.4 41.9 
30-99人 331 19.6 1.5 22.7 0.9 55.3 
100-299人 239 16.7 5.0 31.8 2.1 44.4 
300-499人 67 16.4 1.5 43.3 3.0 35.8 
500-999人 86 26.7 4.7 43.0 2.3 23.3 
1000人以上 105 12.4 2.9 56.2 1.9 26.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 25.3 3.0 27.0 0.3 44.3 
30-99人 333 18.9 1.8 23.4 1.2 54.7 
100-299人 216 17.6 4.6 31.9 2.3 43.5 
300-499人 64 15.6 1.6 53.1 3.1 26.6 
500-999人 87 25.3 4.6 43.7 1.2 25.3 
1000人以上 83 9.6 3.6 60.2 2.4 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - 
建設業 22 45.5 - 22.7 - 31.8 
製造業 404 13.6 3.2 57.9 0.5 24.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - 100.0 - - 
情報通信業 255 17.3 3.5 14.5 0.4 64.3 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 50.0 25.0 - 
卸売業、小売業 50 30.0 2.0 56.0 - 12.0 
金融業、保険業 66 69.7 3.0 18.2 6.1 3.0 
不動産業、物品賃貸業 21 14.3 - 28.6 - 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 147 12.9 1.4 18.4 3.4 63.9 
宿泊業、飲食サービス業 1 100.0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 20.7 - - - 79.3 
医療、福祉 4 - 25.0 25.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 20.6 4.7 16.8 1.9 56.1 
その他 4 - - 50.0 25.0 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 17.0 2.9 19.6 1.5 59.0 
支社、支店 353 30.0 2.8 37.4 1.1 28.6 
営業所 66 10.6 1.5 77.3 1.5 9.1 
研究所 46 2.2 4.4 50.0 - 43.5 
その他 115 12.2 4.4 52.2 2.6 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 18.7 4.3 27.3 5.0 44.6 
やや上昇している 413 15.5 2.2 42.1 1.2 39.0 
横ばい 295 20.7 2.7 32.9 1.0 42.7 
ゆるやかに低下している 130 40.0 6.2 13.9 - 40.0 
低下している 75 14.7 4.0 28.0 - 53.3 
その他 53 9.4 - 28.3 1.9 60.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 24.1 3.5 49.8 1.5 21.2 
ない 510 14.1 2.4 13.7 1.4 68.4 

問１２（１）　裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用  企画業務型　　　　　　　　　　　　　％
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Total 516 42.6 3.3 1.7 7.4 22.1 30.8 9.9 3.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 120 45.8 4.2 - 5.0 20.8 26.7 10.0 5.8 
30-99人 183 42.1 2.2 1.1 7.1 24.0 32.2 7.1 3.8 
100-299人 111 44.1 2.7 1.8 9.9 27.9 27.9 9.9 1.8 
300-499人 21 33.3 - 4.8 4.8 19.1 23.8 33.3 - 
500-999人 36 33.3 11.1 11.1 11.1 13.9 50.0 8.3 - 
1000人以上 23 26.1 4.4 - 4.4 8.7 39.1 21.7 4.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 148 49.3 3.4 - 4.1 21.0 26.4 10.1 5.4 
30-99人 182 40.1 3.3 1.1 8.2 23.6 32.4 7.1 3.3 
100-299人 104 46.2 1.0 1.9 8.7 26.9 26.0 12.5 1.9 
300-499人 15 33.3 13.3 26.7 6.7 26.7 20.0 20.0 - 
500-999人 32 25.0 9.4 3.1 12.5 9.4 59.4 6.3 - 
1000人以上 19 26.3 - - 5.3 10.5 36.8 26.3 5.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 12 16.7 - - - 41.7 58.3 - - 
製造業 128 27.3 4.7 3.1 13.3 21.1 37.5 14.8 2.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 187 60.4 3.2 1.6 5.3 25.1 17.1 8.0 2.7 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 9 44.4 - - 11.1 22.2 - 11.1 11.1 
金融業、保険業 3 33.3 - - - - - - 66.7 
不動産業、物品賃貸業 13 7.7 - - - 7.7 92.3 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 86 38.4 4.7 2.3 4.7 19.8 37.2 7.0 5.8 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 3 100.0 - - - - - - - 
教育、学習支援業 10 20.0 - - 10.0 10.0 20.0 60.0 - 
医療、福祉 2 100.0 - - - 50.0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 60 36.7 1.7 - 8.3 21.7 41.7 5.0 3.3 
その他 1 100.0 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 318 39.9 3.1 1.3 8.5 26.1 29.6 10.4 3.5 
支社、支店 138 55.1 3.6 2.9 3.6 16.7 29.7 3.6 5.1 
営業所 6 50.0 - - - 50.0 33.3 - - 
研究所 18 27.8 - - 16.7 - 55.6 16.7 - 
その他 36 25.0 5.6 2.8 8.3 13.9 33.3 27.8 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 75 34.7 2.7 1.3 8.0 13.3 44.0 6.7 6.7 
やや上昇している 165 38.8 3.0 1.2 9.1 26.1 33.9 8.5 3.6 
横ばい 114 34.2 2.6 0.9 7.0 28.1 30.7 12.3 2.6 
ゆるやかに低下している 91 63.7 1.1 2.2 5.5 12.1 18.7 6.6 2.2 
低下している 41 41.5 12.2 4.9 7.3 26.8 26.8 17.1 2.4 
その他 22 54.6 4.6 4.6 4.6 13.6 22.7 18.2 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 178 45.5 3.9 2.8 6.7 12.9 34.3 9.6 3.9 
ない 333 40.8 3.0 1.2 7.8 27.3 28.8 10.2 3.3 

問１２（１）付問　遅刻への対応　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 12.2 68.3 5.7 0.5 1.4 11.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 10.4 61.5 6.5 0.9 0.4 20.4 
30-99人 421 8.6 69.1 8.8 0.7 0.2 12.6 
100-299人 319 11.0 71.5 5.0 0.6 1.3 10.7 
300-499人 93 11.8 72.0 3.2 - 1.1 11.8 
500-999人 117 23.1 66.7 1.7 - 3.4 5.1 
1000人以上 146 21.2 63.0 2.7 - 5.5 7.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 9.9 62.3 6.7 1.0 0.3 19.8 
30-99人 426 8.9 69.7 7.8 0.7 0.5 12.4 
100-299人 292 14.0 70.9 4.5 0.3 1.7 8.6 
300-499人 88 17.1 68.2 4.6 - 2.3 8.0 
500-999人 110 21.8 66.4 2.7 - 1.8 7.3 
1000人以上 107 15.0 70.1 1.9 - 6.5 6.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 22 13.6 54.5 9.1 - - 22.7 
製造業 359 5.0 78.0 5.8 0.6 0.3 10.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 100.0 - - - - 
情報通信業 339 2.9 86.1 7.4 0.6 0.3 2.7 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 3.4 44.8 3.4 - - 48.3 
金融業、保険業 56 - 7.1 - - - 92.9 
不動産業、物品賃貸業 15 - 6.7 80.0 - - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 16.7 71.0 2.9 0.8 2.9 5.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 75.0 12.5 - - - 
教育、学習支援業 137 56.2 28.5 1.5 - 7.3 6.6 
医療、福祉 6 16.7 83.3 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 148 10.1 71.6 4.1 0.7 - 13.5 
その他 8 12.5 87.5 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 13.0 68.6 6.7 0.7 0.8 10.1 
支社、支店 374 9.9 63.4 7.0 0.3 0.8 18.7 
営業所 28 7.1 75.0 - - - 17.9 
研究所 115 9.6 83.5 - 0.9 1.7 4.4 
その他 153 16.3 66.7 3.3 - 5.2 8.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 8.2 69.0 10.8 0.6 - 11.4 
やや上昇している 433 8.6 74.6 4.6 0.5 0.5 11.3 
横ばい 391 12.0 67.5 3.6 - 1.5 15.4 
ゆるやかに低下している 145 9.0 69.0 6.2 2.1 - 13.8 
低下している 83 8.4 66.3 18.1 - - 7.2 
その他 135 31.1 53.3 0.7 - 7.4 7.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 13.1 65.0 4.1 0.2 2.4 15.3 
ない 698 11.5 71.5 7.3 0.9 0.4 8.5 

問１２（２）　仕事の指示  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 3.7 50.2 2.4 0.1 0.2 43.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 4.9 48.8 3.3 - 0.4 42.7 
30-99人 331 1.8 39.6 2.1 0.3 - 56.2 
100-299人 239 4.6 49.0 1.3 - - 45.2 
300-499人 67 - 61.2 4.5 - - 34.3 
500-999人 86 9.3 65.1 1.2 - - 24.4 
1000人以上 105 3.8 64.8 2.9 - 1.0 27.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 4.3 47.3 2.7 - 0.3 45.3 
30-99人 333 1.8 40.2 2.4 0.3 - 55.3 
100-299人 216 4.6 50.5 0.9 - - 44.0 
300-499人 64 1.6 65.6 6.3 - - 26.6 
500-999人 87 9.2 60.9 1.2 - 1.2 27.6 
1000人以上 83 4.8 68.7 2.4 - - 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - 
建設業 22 4.5 59.1 4.5 - - 31.8 
製造業 404 4.5 67.1 2.0 0.2 0.2 26.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - - - - 
情報通信業 255 0.4 32.9 2.0 - - 64.7 
運輸業、郵便業 4 - 75.0 25.0 - - - 
卸売業、小売業 50 16.0 70.0 2.0 - - 12.0 
金融業、保険業 66 4.5 80.3 12.1 - - 3.0 
不動産業、物品賃貸業 21 4.8 33.3 4.8 - - 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 147 2.0 32.7 - - 0.7 64.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - - - 79.3 
医療、福祉 4 - 50.0 - - - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 107 6.5 35.5 1.9 - - 56.1 
その他 4 - 75.0 - - - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 2.0 35.7 2.9 - - 59.3 
支社、支店 353 6.2 61.5 2.0 0.3 - 30.0 
営業所 66 3.0 86.4 - - 1.5 9.1 
研究所 46 2.2 52.2 - - - 45.7 
その他 115 4.4 62.6 3.5 - 0.9 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 2.9 48.2 2.9 - 0.7 45.3 
やや上昇している 413 5.3 54.0 1.7 - - 39.0 
横ばい 295 3.1 49.8 3.7 0.3 0.3 42.7 
ゆるやかに低下している 130 3.9 53.9 1.5 - - 40.8 
低下している 75 1.3 42.7 2.7 - - 53.3 
その他 53 - 30.2 - - - 69.8 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 5.3 69.6 2.6 - 0.2 22.3 
ない 510 2.0 26.9 2.2 0.2 0.2 68.6 

問１２（２）　仕事の指示  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

104－ 166 － － 167 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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体
的
に
指
示

そ
の
他

不
明

Total 1,534 1.3 30.8 37.6 12.3 0.9 17.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 3.1 28.4 38.0 6.5 0.7 23.3 
30-99人 463 1.1 31.1 35.6 13.4 - 18.8 
100-299人 338 1.2 31.7 37.6 12.4 0.9 16.3 
300-499人 100 - 30.0 41.0 12.0 - 17.0 
500-999人 123 0.8 31.7 37.4 16.3 2.4 11.4 
1000人以上 157 - 33.8 35.0 20.4 3.8 7.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 2.4 30.7 35.5 7.7 0.5 23.3 
30-99人 469 0.9 31.1 37.1 12.8 - 18.1 
100-299人 310 1.3 31.3 37.1 12.3 1.3 16.8 
300-499人 93 1.1 29.0 45.2 15.1 1.1 8.6 
500-999人 115 0.9 30.4 33.0 22.6 2.6 10.4 
1000人以上 118 - 36.4 37.3 17.0 3.4 5.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 
建設業 24 8.3 41.7 33.3 4.2 - 12.5 
製造業 456 0.4 26.8 48.9 12.5 0.4 11.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - 100.0 - - 
情報通信業 340 1.2 34.7 30.0 14.1 0.9 19.1 
運輸業、郵便業 4 - - 50.0 50.0 - - 
卸売業、小売業 51 - 21.6 54.9 15.7 - 7.8 
金融業、保険業 68 1.5 32.4 35.3 4.4 - 26.5 
不動産業、物品賃貸業 21 - 9.5 85.7 4.8 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 250 1.6 27.6 34.8 12.4 2.0 21.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 12.5 - 25.0 - 50.0 
教育、学習支援業 137 2.2 43.1 20.4 12.4 2.9 19.0 
医療、福祉 6 - 33.3 - 33.3 - 33.3 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 148 2.0 33.8 33.8 7.4 - 23.0 
その他 8 - 37.5 50.0 12.5 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 2.0 30.9 32.5 11.8 0.5 22.3 
支社、支店 429 0.7 32.2 41.0 12.4 0.5 13.3 
営業所 70 - 20.0 74.3 2.9 1.4 1.4 
研究所 115 0.9 33.0 36.5 13.0 - 16.5 
その他 172 - 29.7 37.2 18.0 4.1 11.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 1.8 29.8 45.2 8.3 1.2 13.7 
やや上昇している 517 1.7 26.3 40.8 14.1 0.2 16.8 
横ばい 422 1.4 28.0 41.0 11.6 0.7 17.3 
ゆるやかに低下している 150 1.3 45.3 23.3 13.3 0.7 16.0 
低下している 89 - 28.1 32.6 16.9 - 22.5 
その他 138 - 40.6 27.5 10.1 4.4 17.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 0.8 31.1 43.7 11.1 1.3 12.1 
ない 722 1.9 30.3 30.6 13.9 0.6 22.7 

問１２（２）　仕事の指示  その他の労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

105－ 168 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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限
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定
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不
明

Total 1,385 25.3 22.8 30.5 7.2 0.7 13.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 19.9 23.4 26.8 8.2 0.4 21.2 
30-99人 421 24.9 22.3 31.8 6.4 1.0 13.5 
100-299人 319 24.5 23.5 30.4 7.2 0.9 13.5 
300-499人 93 24.7 18.3 36.6 8.6 1.1 10.8 
500-999人 117 33.3 27.4 24.8 7.7 - 6.8 
1000人以上 146 33.6 21.9 24.0 8.2 0.7 11.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 19.5 24.6 28.1 6.7 0.6 20.5 
30-99人 426 26.3 22.5 29.3 6.6 0.9 14.3 
100-299人 292 26.0 22.6 32.5 8.2 0.7 9.9 
300-499人 88 35.2 14.8 33.0 6.8 1.1 9.1 
500-999人 110 27.3 30.0 25.5 7.3 - 10.0 
1000人以上 107 29.9 23.4 26.2 8.4 0.9 11.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 22 18.2 40.9 13.6 4.5 - 22.7 
製造業 359 14.8 23.4 40.1 9.2 0.3 12.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 - 50.0 - - - 
情報通信業 339 15.3 36.3 34.8 6.5 1.8 5.3 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 17.2 24.1 10.3 - - 48.3 
金融業、保険業 56 - - 7.1 - - 92.9 
不動産業、物品賃貸業 15 - - 86.7 - - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 36.3 22.4 24.9 9.4 - 6.9 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 50.0 12.5 25.0 12.5 - - 
教育、学習支援業 137 68.6 5.1 13.1 4.4 0.7 8.0 
医療、福祉 6 33.3 16.7 16.7 16.7 - 16.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 148 28.4 16.2 31.8 8.1 1.4 14.2 
その他 8 37.5 25.0 37.5 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 26.2 22.4 30.7 7.9 1.3 11.5 
支社、支店 374 23.5 23.5 28.9 4.0 - 20.1 
営業所 28 28.6 17.9 28.6 3.6 - 21.4 
研究所 115 20.9 24.4 37.4 9.6 0.9 7.0 
その他 153 27.5 22.9 28.1 10.5 - 11.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 19.0 28.5 32.9 7.6 0.6 11.4 
やや上昇している 433 23.1 21.0 35.8 6.9 0.7 12.5 
横ばい 391 28.1 21.7 26.1 5.9 0.5 17.7 
ゆるやかに低下している 145 11.7 35.9 26.9 9.0 1.4 15.2 
低下している 83 19.3 22.9 41.0 7.2 2.4 7.2 
その他 135 46.7 15.6 20.7 7.4 - 9.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 24.3 23.8 27.8 6.0 0.3 17.8 
ない 698 26.4 22.1 33.0 8.2 1.2 9.3 

問１２（３）　仕事の期限設定  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

106－ 168 － － 169 －
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 1,128 11.4 18.1 21.7 4.1 0.4 44.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 11.4 28.9 12.6 3.7 0.4 43.1 
30-99人 331 9.4 13.0 19.3 1.8 - 56.5 
100-299人 239 16.3 14.2 17.6 4.6 0.8 46.4 
300-499人 67 9.0 13.4 32.8 9.0 1.5 34.3 
500-999人 86 11.6 24.4 30.2 9.3 - 24.4 
1000人以上 105 12.4 19.1 31.4 5.7 1.0 30.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 11.3 26.0 13.7 3.0 0.3 45.7 
30-99人 333 9.3 14.4 18.3 2.4 - 55.6 
100-299人 216 16.2 13.9 19.0 4.6 0.9 45.4 
300-499人 64 12.5 9.4 37.5 12.5 1.6 26.6 
500-999人 87 8.1 25.3 32.2 4.6 - 29.9 
1000人以上 83 15.7 20.5 28.9 7.2 1.2 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - 
建設業 22 - 40.9 18.2 9.1 - 31.8 
製造業 404 12.1 25.2 29.2 6.4 0.2 26.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - 100.0 - - - 
情報通信業 255 3.9 16.9 10.6 2.0 0.4 66.3 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 50.0 - - - 
卸売業、小売業 50 34.0 18.0 28.0 8.0 - 12.0 
金融業、保険業 66 15.2 18.2 56.1 4.5 3.0 3.0 
不動産業、物品賃貸業 21 4.8 4.8 28.6 4.8 - 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 147 10.9 10.2 12.9 0.7 - 65.3 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 20.7 - - - - 79.3 
医療、福祉 4 25.0 25.0 - - - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 107 15.9 8.4 14.0 3.7 0.9 57.0 
その他 4 25.0 - 50.0 - - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 9.7 10.3 16.3 3.1 0.4 60.3 
支社、支店 353 15.0 20.7 28.9 4.0 0.6 30.9 
営業所 66 6.1 68.2 12.1 3.0 - 10.6 
研究所 46 4.4 6.5 37.0 4.4 2.2 45.7 
その他 115 13.9 23.5 24.4 9.6 - 28.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 7.9 15.1 26.6 3.6 0.7 46.0 
やや上昇している 413 12.6 20.6 24.2 3.4 0.5 38.7 
横ばい 295 14.2 14.2 21.4 4.8 0.3 45.1 
ゆるやかに低下している 130 7.7 28.5 16.2 5.4 - 42.3 
低下している 75 12.0 8.0 21.3 2.7 1.3 54.7 
その他 53 3.8 13.2 9.4 3.8 - 69.8 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 13.0 25.9 31.4 5.8 0.7 23.3 
ない 510 9.8 8.4 10.4 2.0 0.2 69.2 

問１２（３）　仕事の期限設定  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

107－ 170 －
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Total 1,534 4.5 14.3 36.0 23.0 5.1 17.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 8.2 15.4 37.0 12.0 3.1 24.3 
30-99人 463 4.1 14.0 36.5 21.6 6.1 17.7 
100-299人 338 2.7 12.4 37.6 24.9 6.5 16.0 
300-499人 100 3.0 10.0 35.0 31.0 7.0 14.0 
500-999人 123 4.9 20.3 40.7 20.3 3.3 10.6 
1000人以上 157 3.2 14.0 36.3 29.3 5.1 12.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 7.7 15.6 36.2 12.7 4.2 23.5 
30-99人 469 4.1 12.6 38.0 22.4 5.3 17.7 
100-299人 310 1.9 14.2 35.5 26.8 6.5 15.2 
300-499人 93 6.5 12.9 34.4 28.0 9.7 8.6 
500-999人 115 0.9 19.1 41.7 23.5 1.7 13.0 
1000人以上 118 4.2 16.1 34.8 29.7 5.1 10.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 
建設業 24 8.3 25.0 29.2 25.0 4.2 8.3 
製造業 456 1.8 12.1 42.5 29.2 3.3 11.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - 100.0 - - 
情報通信業 340 5.3 19.4 26.8 22.9 6.8 18.8 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 25.0 25.0 25.0 - 
卸売業、小売業 51 7.8 15.7 45.1 13.7 11.8 5.9 
金融業、保険業 68 2.9 14.7 41.2 10.3 4.4 26.5 
不動産業、物品賃貸業 21 - - 81.0 - - 19.0 
学術研究、専門・技術サービス業 250 5.6 16.0 31.2 19.6 5.6 22.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 - 37.5 12.5 - 37.5 
教育、学習支援業 137 8.8 8.8 39.4 21.9 3.6 17.5 
医療、福祉 6 - 16.7 - 33.3 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 148 5.4 10.8 33.8 20.9 6.1 23.0 
その他 8 - 37.5 50.0 12.5 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 6.3 13.2 30.2 21.9 5.5 23.0 
支社、支店 429 3.3 18.0 40.6 22.4 4.9 11.0 
営業所 70 - 7.1 75.7 11.4 1.4 4.3 
研究所 115 3.5 15.7 31.3 27.8 3.5 18.3 
その他 172 2.3 11.6 37.2 30.2 6.4 12.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 2.4 17.3 31.0 20.8 9.5 19.1 
やや上昇している 517 4.1 10.1 38.3 26.5 5.4 15.7 
横ばい 422 5.2 14.9 37.2 22.8 3.8 16.1 
ゆるやかに低下している 150 4.7 30.7 22.0 20.0 6.0 16.7 
低下している 89 5.6 13.5 37.1 21.4 2.3 20.2 
その他 138 5.1 10.9 45.7 16.7 4.4 17.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 2.9 16.3 39.4 24.7 4.2 12.6 
ない 722 6.4 12.2 31.7 21.3 6.0 22.4 

問１２（３）　仕事の期限設定  その他の労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

108－ 170 － － 171 －
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 1,385 40.9 8.2 33.7 4.3 12.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 44.6 8.2 25.5 1.7 19.9 
30-99人 421 43.5 10.2 32.1 1.4 12.8 
100-299人 319 41.4 8.8 32.3 4.7 12.9 
300-499人 93 29.0 7.5 45.2 6.5 11.8 
500-999人 117 35.0 4.3 46.2 8.6 6.0 
1000人以上 146 26.7 6.2 44.5 13.0 9.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 43.5 8.3 26.2 2.2 19.8 
30-99人 426 42.3 10.8 31.9 1.9 13.2 
100-299人 292 40.4 7.9 36.3 5.5 9.9 
300-499人 88 29.6 5.7 47.7 8.0 9.1 
500-999人 110 37.3 5.5 40.9 7.3 9.1 
1000人以上 107 26.2 5.6 45.8 13.1 9.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 45.5 9.1 18.2 4.5 22.7 
製造業 359 41.2 7.2 34.5 6.1 10.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 - - - - 
情報通信業 339 57.2 11.2 27.1 0.3 4.1 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 37.9 - 13.8 - 48.3 
金融業、保険業 56 5.4 - 1.8 - 92.9 
不動産業、物品賃貸業 15 80.0 - 6.7 - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 35.5 6.5 47.3 4.5 6.1 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 62.5 12.5 25.0 - - 
教育、学習支援業 137 23.4 2.9 46.0 16.8 10.9 
医療、福祉 6 33.3 16.7 50.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 37.8 16.9 31.1 1.4 12.8 
その他 8 25.0 12.5 62.5 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 42.9 11.5 31.0 3.8 10.8 
支社、支店 374 44.7 2.7 31.3 3.2 18.2 
営業所 28 17.9 28.6 35.7 - 17.9 
研究所 115 34.8 4.4 46.1 7.8 7.0 
その他 153 32.0 5.9 42.5 7.8 11.8 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 38.6 11.4 34.2 4.4 11.4 
やや上昇している 433 43.0 10.2 32.1 2.3 12.5 
横ばい 391 38.4 7.4 33.8 4.1 16.4 
ゆるやかに低下している 145 56.6 8.3 20.7 1.4 13.1 
低下している 83 43.4 7.2 37.4 3.6 8.4 
その他 135 27.4 3.0 48.2 14.8 6.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 33.5 4.7 37.9 6.9 16.9 
ない 698 48.4 11.8 29.2 1.9 8.7 

問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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て
い
る

不
定
期
に
把
握
し

て
い
る

そ
の
他

不
明

Total 1,128 22.5 5.1 27.8 1.2 43.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 24.4 3.3 28.9 0.4 43.1 
30-99人 331 16.3 6.3 21.2 0.6 55.6 
100-299人 239 20.9 5.4 27.2 0.8 45.6 
300-499人 67 14.9 6.0 43.3 - 35.8 
500-999人 86 30.2 4.7 41.9 1.2 22.1 
1000人以上 105 22.9 4.8 39.1 6.7 26.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 23.7 3.7 27.3 0.3 45.0 
30-99人 333 15.3 6.3 22.5 0.9 55.0 
100-299人 216 22.2 5.1 27.3 0.5 44.9 
300-499人 64 18.8 7.8 46.9 - 26.6 
500-999人 87 31.0 4.6 34.5 2.3 27.6 
1000人以上 83 20.5 4.8 43.4 7.2 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - 
建設業 22 45.5 9.1 13.6 - 31.8 
製造業 404 29.0 5.2 37.6 2.7 25.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - 
情報通信業 255 20.0 1.2 12.5 0.4 65.9 
運輸業、郵便業 4 25.0 75.0 - - - 
卸売業、小売業 50 20.0 10.0 58.0 - 12.0 
金融業、保険業 66 36.4 15.2 47.0 - 1.5 
不動産業、物品賃貸業 21 38.1 - 4.8 - 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 147 8.2 4.1 23.1 - 64.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 25.0 - 25.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 15.9 6.5 20.6 0.9 56.1 
その他 4 25.0 - 50.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 15.9 4.2 18.9 1.3 59.7 
支社、支店 353 33.1 5.4 30.6 1.1 29.8 
営業所 66 12.1 7.6 69.7 - 10.6 
研究所 46 21.7 2.2 30.4 - 45.7 
その他 115 27.0 7.8 37.4 1.7 26.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 20.9 5.0 24.5 3.6 46.0 
やや上昇している 413 22.8 5.1 32.0 1.0 39.2 
横ばい 295 18.3 6.1 30.5 1.0 44.1 
ゆるやかに低下している 130 38.5 4.6 16.2 0.8 40.0 
低下している 75 14.7 4.0 29.3 - 52.0 
その他 53 13.2 1.9 22.6 - 62.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 30.5 6.6 39.1 1.8 22.0 
ない 510 12.4 3.3 14.9 0.4 69.0 

問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

110－ 172 － － 173 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

定
期
的
に
報
告
さ

せ
て
い
る

仕
事
の
期
限
の
一

定
期
日
前
に
報
告

さ
せ
て
い
る

不
定
期
に
把
握
し

て
い
る

そ
の
他

不
明

Total 1,534 42.7 11.1 27.2 2.7 16.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 49.7 8.2 19.2 2.1 20.9 
30-99人 463 44.7 10.8 26.8 1.1 16.6 
100-299人 338 41.7 12.4 25.7 2.7 17.5 
300-499人 100 31.0 15.0 37.0 2.0 15.0 
500-999人 123 32.5 11.4 42.3 4.1 9.8 
1000人以上 157 34.4 12.1 35.0 9.6 8.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 49.2 7.7 21.2 1.6 20.4 
30-99人 469 42.6 12.2 26.7 1.1 17.5 
100-299人 310 41.9 12.6 26.8 2.9 15.8 
300-499人 93 30.1 11.8 43.0 4.3 10.8 
500-999人 115 35.7 11.3 37.4 4.4 11.3 
1000人以上 118 33.9 12.7 34.8 11.0 7.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - 
建設業 24 33.3 12.5 37.5 - 16.7 
製造業 456 48.9 7.9 25.9 5.5 11.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 - - - - 
情報通信業 340 55.3 8.5 16.8 1.8 17.6 
運輸業、郵便業 4 50.0 50.0 - - - 
卸売業、小売業 51 33.3 23.5 33.3 - 9.8 
金融業、保険業 68 39.7 13.2 25.0 - 22.1 
不動産業、物品賃貸業 21 85.7 - 14.3 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 250 29.2 10.8 39.6 1.6 18.8 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 37.5 12.5 - - 50.0 
教育、学習支援業 137 19.7 17.5 44.5 3.6 14.6 
医療、福祉 6 16.7 33.3 - - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 39.9 15.5 20.3 1.4 23.0 
その他 8 12.5 25.0 50.0 - 12.5 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 39.5 13.6 22.7 2.4 21.9 
支社、支店 429 50.6 8.2 29.1 1.9 10.3 
営業所 70 74.3 2.9 21.4 - 1.4 
研究所 115 27.8 10.4 41.7 2.6 17.4 
その他 172 34.3 11.6 34.9 7.6 11.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 45.2 14.9 21.4 4.2 14.3 
やや上昇している 517 52.8 9.1 20.5 1.6 16.1 
横ばい 422 37.4 12.3 31.8 3.1 15.4 
ゆるやかに低下している 150 50.7 12.0 21.3 3.3 12.7 
低下している 89 30.3 10.1 32.6 2.3 24.7 
その他 138 21.7 10.1 48.6 5.1 14.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 42.3 11.1 30.6 3.9 12.1 
ない 722 43.1 11.2 23.3 1.4 21.1 

問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  その他の労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

111－ 174 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
日
ご
と

１
週
間
ご
と

１ヶ

月
ご
と

四
半
期
ご
と

半
年
ご
と

１
年
ご
と

不
明

Total 567 19.2 54.7 15.0 1.1 3.5 3.7 2.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 103 24.3 60.2 9.7 1.9 1.0 - 2.9 
30-99人 183 24.0 46.5 19.7 1.1 3.3 3.3 2.2 
100-299人 132 18.9 59.1 9.1 0.8 3.0 5.3 3.8 
300-499人 27 7.4 40.7 18.5 3.7 14.8 7.4 7.4 
500-999人 41 14.6 48.8 24.4 - 4.9 7.3 - 
1000人以上 39 18.0 41.0 20.5 - 7.7 7.7 5.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 136 22.1 58.1 13.2 1.5 1.5 - 3.7 
30-99人 180 23.9 46.7 18.3 1.1 3.3 4.4 2.2 
100-299人 118 17.8 61.9 6.8 0.9 4.2 5.9 2.5 
300-499人 26 11.5 34.6 26.9 3.9 7.7 7.7 7.7 
500-999人 41 19.5 46.3 24.4 - 4.9 4.9 - 
1000人以上 28 10.7 50.0 14.3 - 10.7 7.1 7.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 10 20.0 70.0 10.0 - - - - 
製造業 148 15.5 58.1 15.5 1.4 5.4 - 4.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 100.0 - - - - - 
情報通信業 194 14.9 72.2 8.8 1.0 - - 3.1 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - 
卸売業、小売業 11 9.1 54.5 27.3 - - - 9.1 
金融業、保険業 3 66.7 33.3 - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 12 100.0 - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 87 25.3 33.3 25.3 1.1 4.6 8.0 2.3 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 5 20.0 - 80.0 - - - - 
教育、学習支援業 32 6.2 - 28.1 - 21.9 43.8 - 
医療、福祉 2 - 50.0 50.0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 56 26.8 60.7 8.9 1.8 - - 1.8 
その他 2 - 50.0 - - 50.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 306 23.9 52.6 16.0 1.3 2.3 1.3 2.6 
支社、支店 167 16.2 65.3 9.6 0.6 3.0 3.6 1.8 
営業所 5 40.0 40.0 - - - - 20.0 
研究所 40 5.0 42.5 27.5 2.5 7.5 10.0 5.0 
その他 49 10.2 42.9 18.4 - 10.2 14.3 4.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 61 44.3 36.1 14.8 - 1.6 1.6 1.6 
やや上昇している 186 18.3 61.3 10.8 1.6 3.2 2.2 2.7 
横ばい 150 15.3 52.7 17.3 2.0 2.7 5.3 4.7 
ゆるやかに低下している 82 9.8 78.1 9.8 - 2.4 - - 
低下している 36 27.8 41.7 22.2 - 5.6 - 2.8 
その他 37 8.1 32.4 32.4 - 5.4 18.9 2.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 228 14.0 57.5 14.0 0.4 4.8 6.6 2.6 
ない 338 22.8 52.7 15.7 1.5 2.7 1.8 3.0 

問１２（４）付問　報告の頻度  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

112－ 174 － － 175 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
日
ご
と

１
週
間
ご
と

１ヶ

月
ご
と

四
半
期
ご
と

半
年
ご
と

１
年
ご
と

不
明

Total 254 15.8 57.9 10.6 2.8 11.0 - 2.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 60 18.3 63.3 10.0 1.7 5.0 - 1.7 
30-99人 54 18.5 38.9 11.1 5.6 25.9 - - 
100-299人 50 10.0 66.0 12.0 6.0 6.0 - - 
300-499人 10 10.0 40.0 10.0 - 30.0 - 10.0 
500-999人 26 23.1 42.3 23.1 - 11.5 - - 
1000人以上 24 25.0 45.8 8.3 - 8.3 - 12.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 71 21.1 60.6 8.5 2.8 5.6 - 1.4 
30-99人 51 11.8 43.1 15.7 3.9 25.5 - - 
100-299人 48 10.4 66.7 8.3 6.3 8.3 - - 
300-499人 12 25.0 33.3 8.3 - 25.0 - 8.3 
500-999人 27 29.6 40.7 22.2 - 7.4 - - 
1000人以上 17 11.8 47.1 11.8 - 11.8 - 17.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - - 
建設業 10 20.0 80.0 - - - - - 
製造業 117 15.4 46.2 12.0 3.4 21.4 - 1.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - - - - - 
情報通信業 51 3.9 88.2 5.9 2.0 - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - 100.0 - - - 
卸売業、小売業 10 40.0 40.0 20.0 - - - - 
金融業、保険業 24 25.0 45.8 12.5 - 8.3 - 8.3 
不動産業、物品賃貸業 8 12.5 75.0 - - - - 12.5 
学術研究、専門・技術サービス業 12 33.3 41.7 25.0 - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - 
医療、福祉 1 - 100.0 - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 17 17.6 64.7 11.8 5.9 - - - 
その他 1 - - - - 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 87 19.5 56.3 13.8 3.5 4.6 - 2.3 
支社、支店 117 15.4 65.0 6.0 0.9 12.0 - 0.9 
営業所 8 - 37.5 12.5 - 50.0 - - 
研究所 10 10.0 40.0 10.0 - 30.0 - 10.0 
その他 31 12.9 48.4 19.4 6.5 9.7 - 3.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 29 13.8 62.1 13.8 3.5 - - 6.9 
やや上昇している 94 14.9 50.0 8.5 1.1 23.4 - 2.1 
横ばい 54 27.8 40.7 16.7 7.4 7.4 - - 
ゆるやかに低下している 50 2.0 90.0 6.0 2.0 - - - 
低下している 11 27.3 27.3 27.3 - 18.2 - - 
その他 7 - 85.7 - - - - 14.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 186 12.4 58.1 9.1 2.7 15.1 - 2.7 
ない 63 25.4 55.6 15.9 3.2 - - - 

問１２（４）付問　報告の頻度  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

113－ 176 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
日
ご
と

１
週
間
ご
と

１ヶ

月
ご
と

四
半
期
ご
と

半
年
ご
と

１
年
ご
と

不
明

Total 655 40.6 39.7 8.9 1.4 5.0 0.8 3.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 145 48.3 33.8 8.3 0.7 2.1 - 6.9 
30-99人 207 34.8 41.1 12.6 1.9 8.2 0.5 1.0 
100-299人 141 36.2 46.1 7.1 2.1 2.8 2.1 3.6 
300-499人 31 29.0 38.7 6.5 3.2 12.9 3.2 6.5 
500-999人 40 35.0 47.5 5.0 - 7.5 - 5.0 
1000人以上 54 46.3 35.2 9.3 - 3.7 - 5.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 186 44.1 36.6 10.8 1.1 2.2 - 5.4 
30-99人 200 36.5 42.5 9.0 1.5 8.0 1.0 1.5 
100-299人 130 32.3 46.9 8.5 2.3 4.6 2.3 3.1 
300-499人 28 39.3 32.1 10.7 3.6 7.1 - 7.1 
500-999人 41 36.6 43.9 4.9 - 9.8 - 4.9 
1000人以上 40 45.0 37.5 7.5 - 2.5 - 7.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - - 
建設業 8 37.5 50.0 - - - - 12.5 
製造業 223 53.8 22.4 5.8 2.7 10.8 - 4.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 100.0 - - - - - 
情報通信業 188 29.8 59.0 6.9 0.5 0.5 - 3.2 
運輸業、郵便業 2 50.0 - - 50.0 - - - 
卸売業、小売業 17 41.2 29.4 29.4 - - - - 
金融業、保険業 27 40.7 37.0 7.4 - 7.4 - 7.4 
不動産業、物品賃貸業 18 66.7 33.3 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 73 30.1 47.9 16.4 - 4.1 1.4 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 3 - 33.3 66.7 - - - - 
教育、学習支援業 27 44.4 11.1 18.5 - 11.1 14.8 - 
医療、福祉 1 - 100.0 - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 59 37.3 44.1 8.5 1.7 - - 8.5 
その他 1 - - 100.0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 294 41.2 41.2 10.5 1.4 1.7 0.7 3.4 
支社、支店 217 36.9 45.6 5.5 0.9 7.4 - 3.7 
営業所 52 78.9 3.9 3.9 - 7.7 - 5.8 
研究所 32 15.6 46.9 15.6 - 15.6 3.1 3.1 
その他 59 32.2 39.0 13.6 3.4 5.1 3.4 3.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 76 46.1 40.8 6.6 2.6 - 1.3 2.6 
やや上昇している 273 53.1 26.4 5.5 0.7 8.8 0.7 4.8 
横ばい 158 26.0 47.5 14.6 2.5 3.2 1.3 5.1 
ゆるやかに低下している 76 21.1 67.1 9.2 1.3 1.3 - - 
低下している 27 44.4 33.3 18.5 - 3.7 - - 
その他 30 36.7 46.7 6.7 - 6.7 - 3.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 340 41.2 37.9 5.9 1.5 8.8 0.9 3.8 
ない 311 40.2 41.2 12.2 1.3 1.0 0.6 3.5 

問１２（４）付問　報告の頻度  その他の労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

114－ 176 － － 177 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

あ
る

な
い

不
明

Total 1,534 57.5 40.1 2.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 58.9 38.7 2.4 
30-99人 463 52.3 45.1 2.6 
100-299人 338 55.6 41.7 2.7 
300-499人 100 58.0 39.0 3.0 
500-999人 123 63.4 35.8 0.8 
1000人以上 157 63.1 35.0 1.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 56.6 41.3 2.1 
30-99人 469 51.6 45.4 3.0 
100-299人 310 56.1 41.3 2.6 
300-499人 93 60.2 38.7 1.1 
500-999人 115 67.0 31.3 1.7 
1000人以上 118 70.3 28.0 1.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 
建設業 24 66.7 33.3 - 
製造業 456 85.1 12.9 2.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 - - 
情報通信業 340 57.4 40.3 2.4 
運輸業、郵便業 4 75.0 25.0 - 
卸売業、小売業 51 60.8 39.2 - 
金融業、保険業 68 26.5 70.6 2.9 
不動産業、物品賃貸業 21 85.7 14.3 - 
学術研究、専門・技術サービス業 250 40.0 56.8 3.2 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 62.5 37.5 - 
教育、学習支援業 137 11.7 85.4 2.9 
医療、福祉 6 66.7 33.3 - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 148 49.3 47.3 3.4 
その他 8 87.5 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 48.9 48.9 2.3 
支社、支店 429 64.6 32.9 2.6 
営業所 70 90.0 10.0 - 
研究所 115 55.7 40.9 3.5 
その他 172 65.1 32.0 2.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 60.7 36.9 2.4 
やや上昇している 517 60.9 36.8 2.3 
横ばい 422 60.0 37.0 3.1 
ゆるやかに低下している 150 63.3 35.3 1.3 
低下している 89 59.6 37.1 3.4 
その他 138 33.3 65.2 1.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 68.6 28.8 2.6 
ない 722 44.9 52.9 2.2 

問１３　特別手当の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

115－ 178 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

月
単
位

年
単
位

不
明

Total 882 96.7 1.7 1.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 172 95.9 1.2 2.9 
30-99人 242 95.0 3.3 1.7 
100-299人 188 96.8 1.6 1.6 
300-499人 58 100.0 - - 
500-999人 78 96.2 2.6 1.3 
1000人以上 99 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 214 96.7 1.4 1.9 
30-99人 242 95.5 2.9 1.7 
100-299人 174 96.6 1.7 1.7 
300-499人 56 100.0 - - 
500-999人 77 96.1 2.6 1.3 
1000人以上 83 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 
建設業 16 100.0 - - 
製造業 388 98.2 0.5 1.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 - 50.0 
情報通信業 195 96.4 2.1 1.5 
運輸業、郵便業 3 100.0 - - 
卸売業、小売業 31 96.8 - 3.2 
金融業、保険業 18 88.9 11.1 - 
不動産業、物品賃貸業 18 100.0 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 100 94.0 4.0 2.0 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 5 80.0 - 20.0 
教育、学習支援業 16 81.2 18.8 - 
医療、福祉 4 75.0 - 25.0 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 73 100.0 - - 
その他 7 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 364 94.2 3.0 2.7 
支社、支店 277 97.8 1.1 1.1 
営業所 63 100.0 - - 
研究所 64 98.4 1.6 - 
その他 112 99.1 - 0.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 102 97.1 1.0 2.0 
やや上昇している 315 96.2 1.6 2.2 
横ばい 253 96.0 2.8 1.2 
ゆるやかに低下している 95 98.9 - 1.1 
低下している 53 98.1 - 1.9 
その他 46 95.7 4.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 551 98.5 0.7 0.7 
ない 324 93.5 3.4 3.1 

問１３　特別手当の期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

１ヶ

月

２ヶ

月

３ヶ

月

４ヶ

月

５ヶ

月

６ヶ

月

７ヶ

月～

１

１ヶ

月

不
明 平

均（ヶ

月）

標
本
標
準
偏
差

Total 853 90.2 - 0.1 0.1 - 4.3 - 5.3 1.2 1.05 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 165 92.7 - 0.6 - - 1.8 - 4.8 1.1 0.70 
30-99人 230 89.1 - - 0.4 - 2.2 - 8.3 1.1 0.79 
100-299人 182 89.6 - - - - 7.1 - 3.3 1.4 1.31 
300-499人 58 94.8 - - - - 1.7 - 3.4 1.1 0.67 
500-999人 75 81.3 - - - - 13.3 - 5.3 1.7 1.75 
1000人以上 99 91.9 - - - - 4.0 - 4.0 1.2 1.01 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 207 92.3 - 0.5 - - 1.4 - 5.8 1.1 0.63 
30-99人 231 90.0 - - 0.4 - 2.6 - 6.9 1.2 0.85 
100-299人 168 89.3 - - - - 7.1 - 3.6 1.4 1.31 
300-499人 56 94.6 - - - - 1.8 - 3.6 1.1 0.68 
500-999人 74 81.1 - - - - 14.9 - 4.1 1.8 1.82 
1000人以上 83 92.8 - - - - 3.6 - 3.6 1.2 0.96 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
建設業 16 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
製造業 381 90.8 - - - - 3.9 - 5.2 1.2 1.00 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - 100.0 - - 6.0 - 
情報通信業 188 91.5 - - 0.5 - 4.8 - 3.2 1.3 1.11 
運輸業、郵便業 3 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 30 90.0 - - - - 3.3 - 6.7 1.2 0.94 
金融業、保険業 16 93.8 - - - - - - 6.2 1.0 - 
不動産業、物品賃貸業 18 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 94 87.2 - 1.1 - - 6.4 - 5.3 1.4 1.27 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 4 25.0 - - - - - - 75.0 1.0 - 
教育、学習支援業 13 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
医療、福祉 3 66.7 - - - - - - 33.3 1.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 73 89.0 - - - - 5.5 - 5.5 1.3 1.18 
その他 7 71.4 - - - - 14.3 - 14.3 1.8 2.04 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 343 87.2 - 0.3 0.3 - 5.2 - 7.0 1.3 1.17 
支社、支店 271 94.1 - - - - 2.6 - 3.3 1.1 0.81 
営業所 63 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
研究所 63 84.1 - - - - 7.9 - 7.9 1.4 1.42 
その他 111 87.4 - - - - 6.3 - 6.3 1.3 1.26 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 99 88.9 - - - - 6.1 - 5.1 1.3 1.23 
やや上昇している 303 91.7 - - 0.3 - 4.3 - 3.6 1.2 1.05 
横ばい 243 93.0 - - - - 2.1 - 4.9 1.1 0.73 
ゆるやかに低下している 94 87.2 - - - - 9.6 - 3.2 1.5 1.50 
低下している 52 86.5 - 1.9 - - - - 11.5 1.0 0.29 
その他 44 75.0 - - - - 9.1 - 15.9 1.5 1.57 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 543 92.4 - - - - 3.7 - 3.9 1.2 0.96 
ない 303 85.8 - 0.3 0.3 - 5.6 - 7.9 1.3 1.21 

問１３　特別手当の期間　月単位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

通
常
の
所
定
労
働

時
間
を
超
え
る
残

業
代
相
当
分

業
務
遂
行
の
能
力

や
態
度

業
務
遂
行
の
結
果

や
成
果

そ
の
他

不
明

Total 882 75.7 10.4 25.3 11.1 3.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 172 75.0 9.3 23.8 13.4 4.7 
30-99人 242 74.0 12.0 20.7 11.6 5.0 
100-299人 188 77.7 9.6 24.5 8.0 2.7 
300-499人 58 72.4 12.1 17.2 8.6 3.5 
500-999人 78 75.6 7.7 28.2 7.7 1.3 
1000人以上 99 77.8 16.2 22.2 13.1 1.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 214 74.8 8.9 22.4 15.4 3.7 
30-99人 242 73.6 12.4 21.9 10.3 5.4 
100-299人 174 77.6 8.6 25.3 9.2 2.9 
300-499人 56 73.2 12.5 19.6 7.1 1.8 
500-999人 77 70.1 6.5 32.5 10.4 1.3 
1000人以上 83 79.5 19.3 20.5 14.5 2.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - 
建設業 16 87.5 18.8 6.3 6.3 - 
製造業 388 75.3 9.3 23.7 5.7 6.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 100.0 - 50.0 - - 
情報通信業 195 70.3 13.3 31.3 31.8 0.5 
運輸業、郵便業 3 33.3 33.3 66.7 33.3 - 
卸売業、小売業 31 83.9 19.4 32.3 6.5 - 
金融業、保険業 18 72.2 5.6 16.7 5.6 5.6 
不動産業、物品賃貸業 18 100.0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 100 78.0 8.0 30.0 1.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 5 80.0 - 20.0 - - 
教育、学習支援業 16 56.3 12.5 18.8 37.5 - 
医療、福祉 4 100.0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 73 80.8 12.3 23.3 2.7 1.4 
その他 7 71.4 - 28.6 - 14.3 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 364 80.8 14.3 23.1 5.8 1.7 
支社、支店 277 69.0 7.2 34.7 22.4 2.9 
営業所 63 87.3 1.6 1.6 - 11.1 
研究所 64 68.8 17.2 21.9 10.9 6.3 
その他 112 74.1 7.1 25.0 7.1 3.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 102 77.5 16.7 20.6 5.9 4.9 
やや上昇している 315 81.6 8.6 20.0 7.9 5.4 
横ばい 253 75.5 11.9 26.5 5.1 2.0 
ゆるやかに低下している 95 55.8 6.3 50.5 39.0 1.1 
低下している 53 83.0 9.4 24.5 3.8 - 
その他 46 65.2 13.0 21.7 28.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 551 72.2 9.4 26.1 13.1 5.1 
ない 324 81.2 12.4 24.4 7.1 0.6 

問１３付問１　特別手当の金額設定基準　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　％
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計(

n)

１
万
円
未
満

１
万
円
以
上
５
万

円
未
満

５
万
円
以
上
６
万

円
未
満

６
万
円
以
上
７
万

円
未
満

７
万
円
以
上
８
万

円
未
満

８
万
円
以
上
９
万

円
未
満

９
万
円
以
上
１
０

万
円
未
満

１
０
万
円
以
上

不
明 平

均（

千
円）

標
本
標
準
偏
差

Total 758 1.9 18.7 15.8 7.4 7.7 4.5 3.7 11.7 28.6 64.6 38.29 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 118 1.7 22.9 20.3 3.4 7.6 0.9 3.4 5.1 34.8 55.7 27.34 
30-99人 210 2.4 21.9 18.6 10.0 9.5 5.2 3.8 3.3 25.2 58.4 43.20 
100-299人 171 2.9 22.2 12.9 5.3 5.9 7.6 4.7 9.9 28.7 62.0 34.45 
300-499人 53 1.9 18.9 20.8 11.3 5.7 5.7 - 3.8 32.1 58.8 32.50 
500-999人 73 - 15.1 17.8 8.2 8.2 5.5 2.7 16.4 26.0 71.4 43.20 
1000人以上 90 1.1 7.8 10.0 10.0 5.6 2.2 6.7 24.4 32.2 82.5 38.31 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 159 2.5 23.3 17.0 3.1 8.8 2.5 3.1 4.4 35.2 55.3 28.79 
30-99人 207 1.9 21.3 19.3 10.1 9.7 4.8 4.8 4.4 23.7 60.0 43.37 
100-299人 158 3.2 20.9 12.7 6.3 7.0 7.0 3.2 8.9 31.0 60.9 33.06 
300-499人 53 - 15.1 22.6 9.4 3.8 9.4 - 9.4 30.2 67.9 35.28 
500-999人 72 - 15.3 18.1 8.3 9.7 2.8 5.6 18.1 22.2 71.9 43.18 
1000人以上 74 1.4 8.1 9.5 10.8 5.4 2.7 5.4 24.3 32.4 82.0 39.07 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 14 7.1 28.6 14.3 14.3 - - - 7.1 28.6 49.9 25.37 
製造業 297 0.7 13.1 14.5 7.4 6.1 3.4 5.1 20.2 29.6 74.6 43.13 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 50.0 - - 50.0 - - - - 56.0 19.80 
情報通信業 194 1.5 23.7 17.5 6.2 13.9 9.3 2.6 5.2 20.1 61.0 34.80 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 16 - 37.5 - 6.2 6.2 - - 6.2 43.8 44.4 28.67 
金融業、保険業 14 - - - - - - - 7.1 92.9 100.0 - 
不動産業、物品賃貸業 13 - - 76.9 15.4 - - - - 7.7 55.8 1.95 
学術研究、専門・技術サービス業 97 3.1 25.8 17.5 10.3 6.2 3.1 7.2 2.1 24.7 52.4 28.58 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 5 - 20.0 - - - - - - 80.0 40.0 - 
教育、学習支援業 16 12.5 12.5 6.2 - - - - 6.2 62.5 56.8 86.20 
医療、福祉 4 - - 25.0 - - 25.0 - 25.0 25.0 82.0 21.63 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 73 4.1 20.5 13.7 8.2 6.8 1.4 1.4 13.7 30.1 61.0 34.59 
その他 7 - 28.6 - 14.3 - - - 28.6 28.6 67.8 34.16 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 344 2.9 25.3 16.6 5.5 6.1 4.7 2.3 7.9 28.8 59.6 46.23 
支社、支店 233 0.9 8.2 11.6 8.6 13.7 4.7 6.4 17.2 28.8 73.7 27.77 
営業所 21 - 19.1 47.6 4.8 - - - - 28.6 52.1 9.56 
研究所 64 1.6 32.8 17.2 4.7 6.3 1.6 3.1 7.8 25.0 52.6 27.42 
その他 95 1.1 11.6 14.7 13.7 1.1 6.3 3.2 17.9 30.5 72.3 32.66 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 92 4.4 17.4 22.8 4.4 6.5 5.4 1.1 6.5 31.5 56.3 30.12 
やや上昇している 239 1.3 22.6 14.2 8.8 4.6 1.7 2.5 20.5 23.9 68.5 47.93 
横ばい 228 1.8 20.2 14.9 8.3 6.6 7.9 6.1 6.6 27.6 62.4 29.98 
ゆるやかに低下している 94 1.1 10.6 18.1 4.3 22.3 2.1 3.2 7.5 30.9 69.5 39.81 
低下している 52 1.9 5.8 13.5 13.5 1.9 9.6 7.7 19.2 26.9 74.2 28.17 
その他 44 2.3 27.3 11.4 2.3 9.1 - - 2.3 45.5 45.3 21.12 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 437 0.5 13.0 15.1 6.4 9.2 4.6 5.3 15.8 30.2 71.5 33.62 
ない 316 3.8 26.9 16.8 8.9 5.7 4.4 1.6 6.3 25.6 55.7 42.02 

問１３付問２　特別手当　金額  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

１
万
円
未
満

１
万
円
以
上
５
万

円
未
満
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万
円
以
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６
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円
未
満

６
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円
以
上
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円
未
満

７
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円
以
上
８
万

円
未
満

８
万
円
以
上
９
万

円
未
満

９
万
円
以
上
１
０

万
円
未
満

１
０
万
円
以
上

不
明 平

均（

千
円）

標
本
標
準
偏
差

Total 729 0.4 8.9 9.9 2.3 4.7 3.2 3.4 18.9 48.3 78.3 32.68 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 152 - 8.6 5.9 0.7 4.0 2.6 4.0 26.3 48.0 88.1 33.12 
30-99人 181 0.6 8.3 10.5 1.7 4.4 2.2 2.8 8.3 61.3 68.3 28.25 
100-299人 157 1.3 12.7 5.7 1.3 5.1 5.7 2.6 13.4 52.2 74.4 36.56 
300-499人 46 - 15.2 26.1 8.7 6.5 2.2 - 4.4 37.0 56.1 22.42 
500-999人 66 - 7.6 19.7 4.6 3.0 4.6 4.6 22.7 33.3 76.4 31.54 
1000人以上 85 - 3.5 10.6 4.7 2.4 2.4 8.2 25.9 42.4 89.5 31.76 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 180 - 8.9 6.1 1.1 6.1 2.2 3.3 22.2 50.0 84.7 32.79 
30-99人 187 0.5 9.1 10.7 1.1 4.8 3.2 3.2 9.6 57.8 70.0 30.67 
100-299人 143 1.4 11.9 7.0 1.4 5.6 4.9 2.1 13.3 52.5 73.3 35.28 
300-499人 47 - 10.6 23.4 10.6 4.3 4.3 - 10.6 36.2 64.2 26.50 
500-999人 68 - 8.8 16.2 2.9 2.9 4.4 7.4 22.1 35.3 78.7 34.34 
1000人以上 71 - 4.2 11.3 5.6 2.8 1.4 7.0 25.4 42.3 87.8 30.69 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - 100.0 - - - - 70.0 - 
建設業 15 - 33.3 - 6.7 - - - 6.7 53.3 53.0 26.32 
製造業 346 - 9.8 13.9 3.8 2.3 4.3 2.3 27.5 36.1 79.6 30.63 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - - - - - - - 42.0 - 
情報通信業 147 - 2.0 7.5 - 13.6 - 2.0 5.4 69.4 74.8 21.56 
運輸業、郵便業 3 - 66.7 - 33.3 - - - - - 41.7 20.2 
卸売業、小売業 30 - 13.3 6.7 - 10.0 - 20.0 30.0 20.0 86.0 31.47 
金融業、保険業 18 - 5.6 16.7 - - - 22.2 11.1 44.4 85.2 38.3 
不動産業、物品賃貸業 18 5.6 - 5.6 - - - - 27.8 61.1 129.6 70.72 
学術研究、専門・技術サービス業 72 2.8 11.1 8.3 1.4 1.4 6.9 4.2 6.9 56.9 63.2 37.64 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 4 - - - - - - - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 11 - - - - - - - 54.5 45.5 100.0 - 
医療、福祉 3 - - - - - - 33.3 33.3 33.3 99.5 0.71 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 52 - 11.5 1.9 1.9 1.9 5.8 - 7.7 69.2 70.1 33.02 
その他 3 - - - - - - - 66.7 33.3 102.5 3.54 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 289 0.4 9.7 7.6 1.7 3.5 2.4 2.4 9.3 63.0 71.5 35.46 
支社、支店 246 0.8 5.3 7.7 2.4 8.9 6.1 4.5 19.1 45.1 81.1 29.03 
営業所 59 - 6.8 13.6 - 1.7 1.7 - 64.4 11.9 95.0 25.40 
研究所 40 - 15.0 15.0 2.5 - - 2.5 12.5 52.5 63.3 33.89 
その他 93 - 14.0 18.3 5.4 1.1 - 6.5 22.6 32.3 75.0 33.67 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 91 1.1 8.8 13.2 4.4 1.1 3.3 1.1 8.8 58.2 71.2 44.68 
やや上昇している 267 0.4 7.5 9.7 2.3 4.5 0.4 3.8 34.5 37.1 86.0 30.46 
横ばい 194 0.5 13.4 10.8 1.6 0.5 5.7 4.6 11.9 51.0 70.8 32.32 
ゆるやかに低下している 85 - 4.7 9.4 3.5 21.2 1.2 1.2 8.2 50.6 74.6 24.44 
低下している 48 - - 6.3 2.1 2.1 14.6 8.3 10.4 56.3 85.2 18.73 
その他 31 - 16.1 6.5 - 3.2 - - 6.5 67.7 50.8 28.91 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 483 0.4 9.9 12.4 2.9 5.2 3.5 5.0 25.1 35.6 80.2 32.45 
ない 239 0.4 7.1 4.6 1.3 3.8 2.5 0.4 7.1 72.8 69.1 32.37 

問１３付問２　特別手当　金額  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 539 - - 32.3 33.6 27.5 6.7 8.4 0.76 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 67 - - 35.8 23.9 28.4 11.9 8.4 0.91 
30-99人 120 - - 22.5 36.7 34.2 6.7 8.6 0.80 
100-299人 125 - - 28.0 40.0 26.4 5.6 8.5 0.80 
300-499人 44 - - 50.0 29.6 13.6 6.8 8.2 0.73 
500-999人 67 - - 41.8 40.3 10.5 7.5 8.2 0.52 
1000人以上 78 - - 38.5 35.9 20.5 5.1 8.3 0.65 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 94 - - 36.2 28.7 25.5 9.6 8.4 0.84 
30-99人 125 - - 23.2 36.8 33.6 6.4 8.6 0.80 
100-299人 117 - - 31.6 36.8 23.9 7.7 8.5 0.79 
300-499人 40 - - 57.5 32.5 10.0 - 8.1 0.69 
500-999人 67 - - 40.3 38.8 13.4 7.5 8.2 0.55 
1000人以上 65 - - 36.9 35.4 21.5 6.2 8.3 0.67 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 4 - - 50.0 25.0 25.0 - 8.2 0.69 
製造業 280 - - 30.7 33.9 31.1 4.3 8.5 0.74 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
情報通信業 93 - - 47.3 19.4 16.1 17.2 8.3 0.85 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 7 - - 14.3 14.3 57.1 14.3 8.8 0.62 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 116 - - 25.9 48.3 24.1 1.7 8.4 0.74 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 4 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 
医療、福祉 1 - - 100.0 - - - 7.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 25 - - 24.0 24.0 44.0 8.0 8.6 0.76 
その他 5 - - 20.0 60.0 20.0 - 8.5 0.65 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 192 - - 13.5 38.5 39.6 8.3 8.7 0.84 
支社、支店 156 - - 43.6 21.8 26.3 8.3 8.3 0.70 
営業所 9 - - 44.4 44.4 11.1 - 8.3 0.69 
研究所 97 - - 37.1 48.5 13.4 1.0 8.2 0.53 
その他 84 - - 46.4 26.2 20.2 7.1 8.3 0.72 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 55 - - 16.4 30.9 40.0 12.7 8.7 0.80 
やや上昇している 178 - - 28.1 27.0 34.3 10.7 8.5 0.76 
横ばい 131 - - 29.8 40.5 26.7 3.1 8.5 0.78 
ゆるやかに低下している 80 - - 58.8 20.0 18.8 2.5 8.2 0.74 
低下している 35 - - 25.7 42.9 22.9 8.6 8.6 0.78 
その他 51 - - 35.3 49.0 13.7 2.0 8.2 0.54 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 369 - - 40.9 35.8 19.8 3.5 8.3 0.64 
ない 169 - - 13.6 28.4 44.4 13.6 8.8 0.91 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務　　　　％

121－ 184 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(
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５
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間
以
上
６
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間
未
満

６
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間
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上
７
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間
未
満

７
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間
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上
８
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間
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間
以
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間
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満
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間
以
上
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明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 497 - - 22.9 32.0 35.0 10.1 8.6 0.74 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 87 - - 27.6 31.0 31.0 10.3 8.4 0.74 
30-99人 142 - - 15.5 34.5 40.9 9.2 8.7 0.77 
100-299人 114 - - 20.2 32.5 36.8 10.5 8.7 0.77 
300-499人 24 - - 12.5 50.0 33.3 4.2 8.8 0.78 
500-999人 41 - - 34.2 34.2 17.1 14.6 8.3 0.60 
1000人以上 50 - - 40.0 36.0 6.0 18.0 8.1 0.50 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 109 - - 27.5 30.3 32.1 10.1 8.5 0.73 
30-99人 145 - - 15.2 35.2 40.7 9.0 8.7 0.77 
100-299人 103 - - 25.2 30.1 35.0 9.7 8.6 0.79 
300-499人 28 - - 14.3 57.1 25.0 3.6 8.6 0.75 
500-999人 42 - - 40.5 26.2 16.7 16.7 8.2 0.56 
1000人以上 42 - - 35.7 40.5 4.8 19.1 8.1 0.49 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 5 - - - 60.0 40.0 - 8.4 0.55 
製造業 125 - - 28.0 24.0 32.8 15.2 8.4 0.69 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 260 - - 24.6 31.5 35.8 8.1 8.6 0.76 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 9 - - 22.2 22.2 44.4 11.1 8.6 0.63 
金融業、保険業 1 - - - - 100.0 - 10.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 48 - - 14.6 50.0 29.2 6.2 8.6 0.84 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 2 - - 100.0 - - - 7.8 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 42 - - 9.5 35.7 45.2 9.5 8.8 0.67 
その他 2 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 267 - - 8.6 37.5 46.4 7.5 8.8 0.76 
支社、支店 163 - - 39.9 24.5 25.8 9.8 8.4 0.65 
営業所 13 - - 23.1 53.9 15.4 7.7 8.5 0.59 
研究所 10 - - 10.0 40.0 20.0 30.0 8.3 0.48 
その他 43 - - 48.8 18.6 9.3 23.3 8.0 0.51 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 56 - - 12.5 30.4 37.5 19.6 8.6 0.79 
やや上昇している 177 - - 20.3 22.6 46.3 10.7 8.7 0.73 
横ばい 129 - - 18.6 47.3 28.7 5.4 8.6 0.69 
ゆるやかに低下している 76 - - 51.3 11.8 31.6 5.3 8.4 0.87 
低下している 39 - - 15.4 48.7 15.4 20.5 8.4 0.61 
その他 12 - - 8.3 66.7 25.0 - 8.5 0.49 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 217 - - 41.9 28.6 18.4 11.1 8.3 0.60 
ない 278 - - 8.3 34.2 48.2 9.4 8.8 0.76 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務　％

122－ 184 － － 185 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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準
偏
差

Total 91 - - 6.6 29.7 47.3 16.5 8.9 0.83 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 23 - - 4.3 34.8 30.4 30.4 8.7 0.84 
30-99人 39 - - 7.7 28.2 53.8 10.3 8.9 0.82 
100-299人 20 - - 10.0 15.0 60.0 15.0 8.8 0.57 
300-499人 1 - - - - - 100.0 - - 
500-999人 3 - - - 66.7 33.3 - 8.7 1.15 
1000人以上 2 - - - 100.0 - - 8.3 0.35 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 36 - - 8.3 27.8 38.9 25.0 8.8 0.85 
30-99人 31 - - 3.2 32.3 58.1 6.5 8.9 0.74 
100-299人 15 - - 13.3 13.3 53.3 20.0 8.8 0.62 
300-499人 2 - - - - 50.0 50.0 10.0 - 
500-999人 2 - - - 100.0 - - 8.0 - 
1000人以上 2 - - - 100.0 - - 8.3 0.35 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 7 - - 14.3 - 42.9 42.9 8.8 0.75 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 40 - - 2.5 40.0 42.5 15.0 8.8 0.73 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 3 - - - - 100.0 - 9.2 0.29 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - - 18.2 36.4 27.3 18.2 8.3 0.72 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - 100.0 - 9.8 1.06 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - 8.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 27 - - 7.4 22.2 55.6 14.8 9.1 0.99 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 78 - - 6.4 32.1 48.7 12.8 8.9 0.84 
支社、支店 13 - - 7.7 15.4 38.5 38.5 8.9 0.78 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 - - - 20.0 80.0 - 9.3 0.97 
やや上昇している 34 - - 8.8 17.6 64.7 8.8 9.1 0.91 
横ばい 17 - - 5.9 29.4 41.2 23.5 8.8 0.73 
ゆるやかに低下している 14 - - 14.3 14.3 57.1 14.3 8.9 0.90 
低下している 9 - - - 66.7 11.1 22.2 8.3 0.37 
その他 9 - - - 44.4 11.1 44.4 8.5 0.35 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 17 - - 5.9 41.2 23.5 29.4 8.5 0.44 
ない 71 - - 7.0 26.8 54.9 11.3 9.0 0.87 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  記事の取材、編集の業務　　　　　　　　％

123－ 186 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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準
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差

Total 173 - 0.6 13.9 27.2 48.0 10.4 8.7 0.91 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 49 - - 12.2 20.4 57.1 10.2 8.8 0.86 
30-99人 75 - 1.3 10.7 30.7 46.7 10.7 8.7 0.97 
100-299人 23 - - 17.4 26.1 39.1 17.4 8.6 0.87 
300-499人 5 - - 40.0 20.0 40.0 - 8.6 1.20 
500-999人 8 - - 12.5 25.0 50.0 12.5 8.7 0.80 
1000人以上 10 - - 30.0 50.0 20.0 - 8.3 0.75 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 60 - - 13.3 21.7 55.0 10.0 8.8 0.85 
30-99人 70 - 1.4 8.6 32.9 47.1 10.0 8.7 0.97 
100-299人 19 - - 31.6 15.8 31.6 21.1 8.4 0.93 
300-499人 5 - - - 20.0 60.0 20.0 9.6 0.75 
500-999人 6 - - 16.7 33.3 50.0 - 8.5 0.60 
1000人以上 9 - - 33.3 55.6 11.1 - 8.1 0.48 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 - 9.0 - 
製造業 36 - - 11.1 36.1 50.0 2.8 8.8 0.74 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 37 - - 2.7 37.8 40.5 18.9 8.8 0.88 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 8 - - 25.0 12.5 37.5 25.0 8.4 0.95 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 33 - - 24.2 27.3 33.3 15.2 8.4 0.94 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 53 - 1.9 15.1 18.9 62.3 1.9 8.8 0.99 
その他 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 147 - 0.7 12.2 26.5 49.7 10.9 8.7 0.92 
支社、支店 18 - - 16.7 33.3 44.4 5.6 8.6 0.85 
営業所 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
研究所 4 - - 50.0 50.0 - - 7.9 0.14 
その他 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.5 1.41 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 34 - 2.9 8.8 41.2 38.2 8.8 8.4 0.88 
やや上昇している 56 - - 16.1 23.2 53.6 7.1 8.8 0.97 
横ばい 46 - - 19.6 13.0 58.7 8.7 8.8 0.90 
ゆるやかに低下している 18 - - 11.1 5.6 55.6 27.8 8.9 0.68 
低下している 11 - - - 63.6 18.2 18.2 8.6 0.85 
その他 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 22 - - 36.4 31.8 18.2 13.6 8.1 0.61 
ない 151 - 0.7 10.6 26.5 52.3 9.9 8.8 0.91 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  デザイナーの業務　　　　　　　　　　　　％

124－ 186 － － 187 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 143 - 0.7 9.1 28.7 52.5 9.1 8.9 1.05 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 34 - - 2.9 41.2 38.2 17.7 8.7 0.79 
30-99人 69 - 1.5 10.1 26.1 53.6 8.7 8.9 1.08 
100-299人 26 - - 11.5 23.1 61.5 3.9 9.0 1.11 
300-499人 3 - - 33.3 33.3 33.3 - 8.7 1.03 
500-999人 4 - - - 50.0 50.0 - 8.8 0.83 
1000人以上 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 42 - - 2.4 35.7 47.6 14.3 8.8 0.81 
30-99人 68 - 1.5 11.8 29.4 48.5 8.8 8.7 1.08 
100-299人 19 - - 15.8 15.8 63.2 5.3 9.1 1.18 
300-499人 4 - - - 50.0 50.0 - 9.1 0.89 
500-999人 2 - - - 50.0 50.0 - 8.5 0.50 
1000人以上 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 7 - - - - 71.4 28.6 9.5 0.40 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 50 - - 4.0 36.0 58.0 2.0 9.0 1.01 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 22 - - 13.6 40.9 27.3 18.2 8.3 0.80 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 7 - - - 14.3 71.4 14.3 9.8 1.41 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 52 - 1.9 15.4 23.1 51.9 7.7 8.7 1.10 
その他 2 - - - 50.0 50.0 - 8.8 0.35 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 127 - 0.8 9.5 26.8 53.5 9.5 8.9 1.05 
支社、支店 11 - - 9.1 45.5 45.5 - 8.8 1.10 
営業所 4 - - - 50.0 25.0 25.0 8.5 0.41 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 1 - - - - 100.0 - 10.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 22 - 4.6 4.6 45.5 40.9 4.6 8.5 0.93 
やや上昇している 49 - - 8.2 26.5 57.1 8.2 9.1 1.13 
横ばい 44 - - 13.6 18.2 54.6 13.6 8.9 1.06 
ゆるやかに低下している 13 - - 7.7 15.4 69.2 7.7 9.0 0.70 
低下している 11 - - 9.1 63.6 18.2 9.1 8.3 0.68 
その他 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 17 - - 11.8 23.5 58.8 5.9 8.8 0.76 
ない 126 - 0.8 8.7 29.4 51.6 9.5 8.9 1.08 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務　　％

125－ 188 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 42 - - 9.5 26.2 47.6 16.7 8.8 1.01 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 11 - - - 27.3 54.6 18.2 9.1 0.83 
30-99人 20 - - 20.0 30.0 35.0 15.0 8.5 1.09 
100-299人 6 - - - - 66.7 33.3 9.3 0.32 
300-499人 1 - - - - 100.0 - 10.0 - 
500-999人 2 - - - 50.0 50.0 - 9.0 1.00 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 - - - 25.0 58.3 16.7 9.1 0.79 
30-99人 21 - - 19.1 28.6 33.3 19.1 8.5 1.09 
100-299人 4 - - - - 75.0 25.0 9.4 0.31 
300-499人 2 - - - - 100.0 - 10.0 - 
500-999人 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 2 - - - - 100.0 - 9.6 0.18 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - 44.4 44.4 11.1 8.8 0.92 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 13 - - 15.4 23.1 46.2 15.4 8.5 1.01 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 17 - - 11.8 23.5 41.2 23.5 8.8 1.16 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 39 - - 10.3 25.6 46.2 18.0 8.8 1.01 
支社、支店 2 - - - 50.0 50.0 - 9.3 1.25 
営業所 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 9 - - 11.1 44.4 22.2 22.2 8.1 0.64 
やや上昇している 12 - - - 16.7 66.7 16.7 9.3 0.82 
横ばい 13 - - 23.1 7.7 46.2 23.1 8.8 1.21 
ゆるやかに低下している 3 - - - - 100.0 - 9.5 0.41 
低下している 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
その他 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
ない 41 - - 9.8 26.8 46.3 17.1 8.8 1.03 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  コピーライターの業務　　　　　　　　　　　％

126－ 188 － － 189 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 119 - - 42.9 24.4 19.3 13.5 8.3 0.81 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 29 - - 62.1 17.2 6.9 13.8 8.0 0.56 
30-99人 34 - - 26.5 29.4 26.5 17.7 8.5 1.01 
100-299人 28 - - 42.9 28.6 21.4 7.1 8.2 0.66 
300-499人 5 - - 20.0 60.0 20.0 - 8.7 0.85 
500-999人 5 - - 20.0 20.0 40.0 20.0 8.7 0.89 
1000人以上 8 - - 37.5 12.5 12.5 37.5 8.2 0.59 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 35 - - 65.7 17.1 5.7 11.4 7.9 0.51 
30-99人 36 - - 27.8 27.8 27.8 16.7 8.5 1.00 
100-299人 28 - - 46.4 28.6 17.9 7.1 8.2 0.63 
300-499人 5 - - 20.0 40.0 40.0 - 9.0 0.99 
500-999人 5 - - 20.0 40.0 20.0 20.0 8.4 0.52 
1000人以上 8 - - 37.5 12.5 12.5 37.5 8.2 0.59 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 5 - - 20.0 20.0 60.0 - 8.6 0.68 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
情報通信業 87 - - 50.6 19.5 12.6 17.2 8.2 0.81 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 2 - - 50.0 50.0 - - 7.9 0.18 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - - 18.2 54.5 27.3 - 8.4 0.63 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 12 - - 25.0 25.0 41.7 8.3 8.6 1.04 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 56 - - 19.6 35.7 35.7 8.9 8.6 0.94 
支社、支店 55 - - 70.9 7.3 5.5 16.4 7.9 0.42 
営業所 5 - - - 100.0 - - 8.6 0.30 
研究所 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 2 - - 50.0 - - 50.0 7.3 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 12 - - 25.0 33.3 41.7 - 8.5 0.93 
やや上昇している 37 - - 18.9 18.9 27.0 35.1 8.5 0.91 
横ばい 26 - - 26.9 46.2 15.4 11.5 8.5 0.88 
ゆるやかに低下している 40 - - 85.0 5.0 10.0 - 8.0 0.56 
低下している 3 - - - 100.0 - - 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 50 - - 74.0 18.0 8.0 - 8.0 0.51 
ない 69 - - 20.3 29.0 27.5 23.2 8.5 0.96 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  システムコンサルタントの業務　　　　　％

127－ 190 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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差

Total 21 - - 4.8 - 71.4 23.8 9.1 0.42 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - 100.0 - - 
30-99人 13 - - 7.7 - 84.6 7.7 9.1 0.48 
100-299人 5 - - - - 80.0 20.0 9.2 0.11 
300-499人 1 - - - - - 100.0 - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - 100.0 - - 
30-99人 14 - - 7.1 - 85.7 7.1 9.1 0.46 
100-299人 5 - - - - 60.0 40.0 9.2 0.12 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 4 - - - - 75.0 25.0 9.1 0.14 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - 92.3 7.7 9.2 0.07 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - 50.0 - - 50.0 7.5 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 7 - - 14.3 - 28.6 57.1 8.5 0.71 
支社、支店 13 - - - - 100.0 - 9.2 0.07 
営業所 1 - - - - - 100.0 - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 12 - - - - 91.7 8.3 9.3 - 
やや上昇している 4 - - - - 25.0 75.0 9.3 - 
横ばい 4 - - 25.0 - 75.0 - 8.6 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 14 - - - - 85.7 14.3 9.3 - 
ない 6 - - 16.7 - 50.0 33.3 8.6 0.65 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務　　　％

128－ 190 － － 191 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 32 - - 6.3 46.9 34.4 12.5 8.6 0.95 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 7 - - - 71.4 28.6 - 8.4 0.73 
30-99人 12 - - - 50.0 33.3 16.7 8.8 0.98 
100-299人 9 - - 11.1 33.3 33.3 22.2 8.7 1.06 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
1000人以上 2 - - - 50.0 50.0 - 9.0 1.00 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 11 - - - 63.6 27.3 9.1 8.4 0.66 
30-99人 11 - - 9.1 36.4 36.4 18.2 8.8 1.06 
100-299人 6 - - - 50.0 33.3 16.7 8.9 1.11 
300-499人 1 - - - - 100.0 - 10.0 - 
500-999人 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 3 - - 66.7 - 33.3 - 8.0 0.87 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 20 - - - 60.0 30.0 10.0 8.7 1.01 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - - 100.0 - - 8.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - 50.0 50.0 10.0 - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - - 25.0 50.0 25.0 9.0 1.00 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 28 - - 3.6 46.4 35.7 14.3 8.7 0.91 
支社、支店 3 - - 33.3 66.7 - - 7.8 0.24 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 1 - - - - 100.0 - 10.5 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 - - 28.6 42.9 14.3 14.3 8.0 0.50 
やや上昇している 12 - - - 33.3 50.0 16.7 9.2 1.05 
横ばい 5 - - - - 80.0 20.0 9.5 0.50 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 4 - - - 100.0 - - 8.0 - 
その他 3 - - - 100.0 - - 8.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - 
ない 32 - - 6.3 46.9 34.4 12.5 8.6 0.95 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務　　％

129－ 192 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 6 - - 16.7 16.7 50.0 16.7 9.1 1.16 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - - - - 50.0 50.0 9.5 - 
30-99人 2 - - - 50.0 50.0 - 9.3 1.25 
100-299人 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.8 1.25 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - - - - 75.0 25.0 10.0 0.41 
30-99人 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
100-299人 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - 100.0 - 9.5 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 - 10.5 - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - 33.3 33.3 33.3 9.0 1.41 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 - - 16.7 16.7 50.0 16.7 9.1 1.16 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - 100.0 - 10.5 - 
やや上昇している 1 - - - - 100.0 - 10.0 - 
横ばい 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 7.8 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - 100.0 - 9.5 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
ない 5 - - - 20.0 60.0 20.0 9.5 0.94 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  証券アナリストの業務　　　　　　　　　　％

130－ 192 － － 193 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 8.2 0.62 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - 100.0 - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
100-299人 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.3 0.75 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - 100.0 - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
100-299人 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.3 0.75 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - - 50.0 7.5 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.3 0.75 
支社、支店 1 - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
横ばい 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 7.8 0.25 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - 50.0 - - 50.0 7.5 - 
ない 2 - - - 50.0 50.0 - 8.5 0.50 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  金融派生商品等の開発の業務　　　　％

131－ 194 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 176 - - 79.6 16.5 1.1 2.8 7.8 0.28 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 5 - - 60.0 20.0 - 20.0 7.9 0.25 
30-99人 28 - - 67.9 28.6 - 3.6 7.8 0.30 
100-299人 46 - - 67.4 28.3 2.2 2.2 7.8 0.28 
300-499人 18 - - 88.9 11.1 - - 7.8 0.15 
500-999人 32 - - 90.6 6.3 3.1 - 7.8 0.38 
1000人以上 46 - - 89.1 6.5 - 4.4 7.8 0.17 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 13 - - 53.9 30.8 - 15.4 7.8 0.34 
30-99人 41 - - 68.3 29.3 - 2.4 7.8 0.29 
100-299人 51 - - 78.4 17.7 3.9 - 7.8 0.36 
300-499人 20 - - 100.0 - - - 7.8 - 
500-999人 24 - - 91.7 8.3 - - 7.8 0.27 
1000人以上 27 - - 85.2 7.4 - 7.4 7.8 0.07 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 43 - - 62.8 30.2 - 7.0 7.9 0.21 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 128 - - 84.4 12.5 1.6 1.6 7.8 0.30 
医療、福祉 3 - - 100.0 - - - 7.8 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 78 - - 76.9 19.2 2.6 1.3 7.8 0.35 
支社、支店 41 - - 78.1 19.5 - 2.4 7.7 0.24 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 15 - - 60.0 26.7 - 13.3 7.9 0.27 
その他 41 - - 92.7 4.9 - 2.4 7.8 0.07 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 - - 42.9 57.1 - - 7.9 0.12 
やや上昇している 22 - - 72.7 9.1 4.6 13.6 7.8 0.31 
横ばい 47 - - 87.2 10.6 - 2.1 7.8 0.14 
ゆるやかに低下している 7 - - 57.1 42.9 - - 7.5 0.56 
低下している 3 - - - 100.0 - - 8.0 - 
その他 70 - - 84.3 15.7 - - 7.8 0.22 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 107 - - 87.9 9.4 0.9 1.9 7.8 0.27 
ない 69 - - 66.7 27.5 1.5 4.4 7.8 0.30 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  大学における教授研究の業務　　　　　％

132－ 194 － － 195 －
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Total 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - 100.0 - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - 100.0 - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
横ばい 1 - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - 
ない 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  公認会計士の業務　　　　　　　　　　　％
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Total 10 - - - 10.0 - 90.0 8.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 5 - - - 20.0 - 80.0 8.0 - 
100-299人 1 - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 5 - - - 20.0 - 80.0 8.0 - 
100-299人 1 - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
支社、支店 7 - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 9 - - - - - 100.0 - - 
横ばい 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - 
ない 10 - - - 10.0 - 90.0 8.0 - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  弁護士の業務　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 41 - - 4.9 26.8 61.0 7.3 8.9 0.64 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 11 - - 9.1 54.6 27.3 9.1 8.4 0.76 
30-99人 17 - - 5.9 5.9 88.2 - 9.1 0.42 
100-299人 9 - - - 33.3 66.7 - 9.0 0.54 
300-499人 2 - - - - 50.0 50.0 9.5 - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 - - 8.3 50.0 33.3 8.3 8.5 0.74 
30-99人 18 - - 5.6 5.6 88.9 - 9.2 0.46 
100-299人 9 - - - 33.3 55.6 11.1 8.9 0.46 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 8 - - - 62.5 37.5 - 8.6 0.60 
製造業 1 - - - - 100.0 - 9.1 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - 92.3 7.7 9.2 0.07 
学術研究、専門・技術サービス業 14 - - 14.3 28.6 50.0 7.1 8.6 0.84 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 5 - - - 40.0 40.0 20.0 9.1 0.72 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 20 - - 5.0 40.0 45.0 10.0 8.8 0.75 
支社、支店 21 - - 4.8 14.3 76.2 4.8 9.0 0.50 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - - 7.1 7.1 78.6 7.1 9.0 0.66 
やや上昇している 15 - - 6.7 40.0 40.0 13.3 8.8 0.75 
横ばい 10 - - - 20.0 80.0 - 8.9 0.38 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 2 - - - 100.0 - - 8.3 0.25 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 19 - - - 15.8 73.7 10.5 9.1 0.43 
ない 21 - - 9.5 33.3 52.4 4.8 8.7 0.75 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  建築士の業務　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 18 - - 5.6 11.1 27.8 55.6 8.6 0.64 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
30-99人 6 - - 16.7 - 16.7 66.7 8.3 0.75 
100-299人 3 - - - - 66.7 33.3 9.3 - 
300-499人 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
500-999人 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
1000人以上 4 - - - - 25.0 75.0 9.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
30-99人 6 - - 16.7 - 16.7 66.7 8.3 0.75 
100-299人 4 - - - 25.0 50.0 25.0 8.8 0.59 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
1000人以上 4 - - - - 25.0 75.0 9.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 5 - - - - 80.0 20.0 9.1 0.14 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - 66.7 33.3 - 8.3 0.58 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 - - 16.7 33.3 33.3 16.7 8.3 0.60 
支社、支店 10 - - - - 20.0 80.0 9.1 0.13 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 13 - - - - 23.1 76.9 9.0 - 
横ばい 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 
ゆるやかに低下している 2 - - - 100.0 - - 8.0 - 
低下している 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
その他 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 5 - - - - 80.0 20.0 9.1 0.13 
ない 13 - - 7.7 15.4 7.7 69.2 8.1 0.54 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  弁理士の業務　　　　　　　　　　　　　　％

136－ 198 － － 199 －
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Total 2 - - 50.0 50.0 - - 7.8 0.25 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - - 50.0 50.0 - - 7.8 0.25 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 - - 50.0 50.0 - - 7.8 0.25 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - 50.0 50.0 - - 7.8 0.25 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - 
横ばい 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - 
ない 2 - - 50.0 50.0 - - 7.8 0.25 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  税理士の業務　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2 - - - - 100.0 - 10.6 1.38 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - - 100.0 - 10.6 1.38 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - - 100.0 - 10.6 1.38 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - 100.0 - 12.0 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - 100.0 - 10.6 1.38 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 
やや上昇している 1 - - - - 100.0 - 12.0 - 
横ばい 0 - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - 
ない 2 - - - - 100.0 - 10.6 1.38 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  中小企業診断士の業務　　　　　　　　％

138－ 200 － － 201 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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時
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標
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標
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偏
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Total 539 0.2 0.4 2.8 22.1 38.0 11.7 1.3 0.2 - - - 23.4 9.1 0.78 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 67 - - 1.5 23.9 50.8 9.0 - - - - - 14.9 9.0 0.58 
30-99人 120 - 1.7 6.7 23.3 34.2 14.2 2.5 0.8 - - - 16.7 9.1 0.98 
100-299人 125 - - 0.8 18.4 37.6 20.0 1.6 - - - - 21.6 9.3 0.75 
300-499人 44 2.3 - 4.6 22.7 38.6 6.8 - - - - - 25.0 9.0 0.84 
500-999人 67 - - 1.5 23.9 41.8 7.5 1.5 - - - - 23.9 9.2 0.66 
1000人以上 78 - - 2.6 33.3 35.9 9.0 - - - - - 19.2 9.1 0.64 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 94 - - 4.3 24.5 46.8 8.5 1.1 1.1 - - - 13.8 9.0 0.77 
30-99人 125 - 1.6 5.6 22.4 34.4 16.0 1.6 - - - - 18.4 9.1 0.90 
100-299人 117 - - 0.9 16.2 41.0 18.0 1.7 - - - - 22.2 9.3 0.71 
300-499人 40 2.5 - 2.5 25.0 37.5 12.5 2.5 - - - - 17.5 9.1 0.93 
500-999人 67 - - - 29.9 38.8 3.0 - - - - - 28.4 9.1 0.55 
1000人以上 65 - - 3.1 27.7 38.5 10.8 - - - - - 20.0 9.2 0.64 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 4 - - - 25.0 50.0 25.0 - - - - - - 9.3 0.57 
製造業 280 0.4 - 2.1 20.0 33.9 14.6 1.8 - - - - 27.1 9.3 0.75 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.3 - 
情報通信業 93 - 1.1 3.2 9.7 53.8 1.1 - - - - - 31.2 8.9 0.59 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 7 - - - 14.3 42.9 - 14.3 - - - - 28.6 9.6 0.86 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.8 - 
学術研究、専門・技術サービス業 116 - - 4.3 37.1 37.1 11.2 - 0.9 - - - 9.5 9.0 0.77 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 4 - - - 25.0 - - - - - - - 75.0 8.0 - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 25 - 4.0 4.0 16.0 32.0 24.0 4.0 - - - - 16.0 9.2 1.16 
その他 5 - - - 40.0 40.0 20.0 - - - - - - 9.2 0.96 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 192 - 1.0 2.6 21.4 34.9 17.2 3.1 0.5 - - - 19.3 9.3 0.90 
支社、支店 156 - - 1.9 16.0 41.0 10.3 - - - - - 30.8 9.1 0.61 
営業所 9 - - 11.1 22.2 66.7 - - - - - - - 9.0 0.67 
研究所 97 1.0 - 3.1 38.1 36.1 3.1 1.0 - - - - 17.5 8.8 0.72 
その他 84 - - 3.6 16.7 39.3 13.1 - - - - - 27.4 9.3 0.70 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 55 - - 1.8 23.6 36.4 14.6 1.8 - - - - 21.8 9.3 0.73 
やや上昇している 178 - - 3.9 21.9 25.3 14.0 0.6 0.6 - - - 33.7 9.2 0.84 
横ばい 131 - 1.5 2.3 22.1 41.2 11.5 2.3 - - - - 19.1 9.2 0.83 
ゆるやかに低下している 80 - - - 12.5 65.0 10.0 - - - - - 12.5 9.1 0.47 
低下している 35 - - 2.9 11.4 48.6 11.4 5.7 - - - - 20.0 9.4 0.77 
その他 51 - - 5.9 39.2 29.4 3.9 - - - - - 21.6 8.7 0.59 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 369 0.3 - 2.4 24.4 40.1 9.5 0.5 - - - - 22.8 9.1 0.69 
ない 169 - 1.2 3.6 17.2 33.1 16.6 3.0 0.6 - - - 24.9 9.2 0.95 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

139－ 202 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 497 - 0.4 4.2 18.9 42.5 9.1 1.4 0.2 - - - 23.3 9.1 0.75 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 87 - - 3.5 23.0 47.1 9.2 - 1.2 - - - 16.1 9.0 0.76 
30-99人 142 - - 6.3 19.0 46.5 9.9 2.8 - - - - 15.5 9.1 0.78 
100-299人 114 - 0.9 1.8 15.8 47.4 10.5 0.9 - - - - 22.8 9.2 0.68 
300-499人 24 - - 8.3 12.5 50.0 4.2 4.2 - - - - 20.8 9.1 0.76 
500-999人 41 - 2.4 2.4 29.3 26.8 7.3 2.4 - - - - 29.3 8.9 0.85 
1000人以上 50 - - 8.0 24.0 32.0 12.0 - - - - - 24.0 9.1 0.72 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 109 - - 4.6 22.9 47.7 10.1 - 0.9 - - - 13.8 9.0 0.77 
30-99人 145 - - 4.8 17.9 45.5 10.3 2.8 - - - - 18.6 9.1 0.75 
100-299人 103 - 1.0 2.9 15.5 51.5 7.8 1.0 - - - - 20.4 9.1 0.68 
300-499人 28 - - 3.6 21.4 42.9 3.6 7.1 - - - - 21.4 9.2 0.78 
500-999人 42 - 2.4 7.1 21.4 28.6 7.1 - - - - - 33.3 8.8 0.84 
1000人以上 42 - - 4.8 26.2 31.0 14.3 - - - - - 23.8 9.2 0.68 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 5 - - - - 60.0 40.0 - - - - - - 9.4 0.55 
製造業 125 - - 2.4 16.8 21.6 13.6 1.6 - - - - 44.0 9.3 0.72 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 260 - 0.4 6.2 20.4 50.4 5.0 1.2 0.4 - - - 16.2 8.9 0.72 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 9 - - - 22.2 55.6 - - - - - - 22.2 8.9 0.32 
金融業、保険業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 48 - - 4.2 27.1 39.6 14.6 - - - - - 14.6 9.1 0.74 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 10.0 1.11 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 42 - 2.4 - 11.9 54.8 9.5 4.8 - - - - 16.7 9.2 0.86 
その他 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 267 - 0.8 4.5 22.9 40.1 9.0 2.6 0.4 - - - 19.9 9.0 0.83 
支社、支店 163 - - 4.9 12.9 47.2 8.6 - - - - - 26.4 9.1 0.61 
営業所 13 - - - 23.1 61.5 - - - - - - 15.4 9.1 0.41 
研究所 10 - - - 20.0 10.0 10.0 - - - - - 60.0 9.2 0.60 
その他 43 - - 2.3 16.3 41.9 14.0 - - - - - 25.6 9.2 0.73 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 56 - - 1.8 23.2 30.4 14.3 1.8 - - - - 28.6 9.2 0.78 
やや上昇している 177 - 0.6 6.8 16.4 36.7 5.7 2.3 - - - - 31.6 9.0 0.79 
横ばい 129 - 0.8 3.1 19.4 50.4 9.3 - - - - - 17.1 9.1 0.70 
ゆるやかに低下している 76 - - - 15.8 61.8 9.2 - 1.3 - - - 11.8 9.1 0.55 
低下している 39 - - 7.7 33.3 28.2 2.6 5.1 - - - - 23.1 8.8 0.90 
その他 12 - - 8.3 8.3 25.0 41.7 - - - - - 16.7 9.4 0.86 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 217 - - 5.1 14.8 41.9 10.1 0.5 - - - - 27.7 9.1 0.64 
ない 278 - 0.7 3.6 22.3 43.2 7.6 2.2 0.4 - - - 20.1 9.0 0.81 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

140－ 202 － － 203 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 91 - 1.1 1.1 15.4 28.6 17.6 7.7 1.1 - - - 27.5 9.4 1.02 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 23 - - 4.4 26.1 17.4 21.7 - - - - - 30.4 9.0 0.91 
30-99人 39 - 2.6 - 7.7 41.0 15.4 12.8 2.6 - - - 18.0 9.6 1.08 
100-299人 20 - - - 20.0 25.0 20.0 5.0 - - - - 30.0 9.4 0.87 
300-499人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
500-999人 3 - - - - - - 33.3 - - - - 66.7 11.0 - 
1000人以上 2 - - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 9.3 0.76 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 36 - - 2.8 16.7 30.6 16.7 5.6 2.8 - - - 25.0 9.4 1.03 
30-99人 31 - 3.2 - 9.7 35.5 19.4 12.9 - - - - 19.4 9.6 1.10 
100-299人 15 - - - 26.7 20.0 20.0 - - - - - 33.3 9.1 0.69 
300-499人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
500-999人 2 - - - - - - 50.0 - - - - 50.0 11.0 - 
1000人以上 2 - - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 9.3 0.76 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 7 - - - - 42.9 - - - - - - 57.1 9.3 0.29 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 40 - 2.5 - 17.5 32.5 20.0 10.0 - - - - 17.5 9.4 0.99 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 3 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 9.2 0.68 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - - 9.1 18.2 18.2 18.2 9.1 - - - - 27.3 9.1 1.27 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - - - - 50.0 - - - 50.0 12.0 - 
教育、学習支援業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 27 - - - 14.8 25.9 18.5 7.4 - - - - 33.3 9.5 0.99 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 78 - 1.3 1.3 14.1 29.5 18.0 9.0 1.3 - - - 25.6 9.5 1.03 
支社、支店 13 - - - 23.1 23.1 15.4 - - - - - 38.5 9.0 0.86 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 - - - - 20.0 40.0 - 20.0 - - - 20.0 10.4 1.00 
やや上昇している 34 - - 2.9 14.7 29.4 11.8 14.7 - - - - 26.5 9.5 1.07 
横ばい 17 - - - 11.8 47.1 5.9 - - - - - 35.3 9.3 0.60 
ゆるやかに低下している 14 - - - 14.3 50.0 14.3 7.1 - - - - 14.3 9.4 0.66 
低下している 9 - 11.1 - 33.3 - 44.4 - - - - - 11.1 8.9 1.27 
その他 9 - - - 11.1 - 33.3 11.1 - - - - 44.4 10.1 0.96 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 17 - 5.9 - 23.5 17.7 17.7 11.8 - - - - 23.5 9.2 1.32 
ない 71 - - 1.4 14.1 32.4 16.9 7.0 1.4 - - - 26.8 9.5 0.93 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  記事の取材、編集の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

141－ 204 －
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 173 - - 4.6 15.0 31.8 16.8 5.8 1.7 - - - 24.3 9.4 1.01 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 49 - - 8.2 18.4 34.7 10.2 6.1 2.0 - - - 20.4 9.2 1.09 
30-99人 75 - - 4.0 12.0 30.7 24.0 6.7 2.7 - - - 20.0 9.5 1.04 
100-299人 23 - - 4.4 13.0 21.7 13.0 4.4 - - - - 43.5 9.2 1.02 
300-499人 5 - - - - 60.0 - 20.0 - - - - 20.0 9.9 0.74 
500-999人 8 - - - 12.5 25.0 - - - - - - 62.5 9.2 0.23 
1000人以上 10 - - - 30.0 50.0 10.0 - - - - - 10.0 9.3 0.39 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 60 - - 6.7 15.0 35.0 13.3 8.3 3.3 - - - 18.3 9.4 1.14 
30-99人 70 - - 4.3 12.9 31.4 22.9 4.3 1.4 - - - 22.9 9.4 0.97 
100-299人 19 - - 5.3 10.5 21.1 10.5 5.3 - - - - 47.4 9.2 1.14 
300-499人 5 - - - - 20.0 20.0 20.0 - - - - 40.0 10.2 0.62 
500-999人 6 - - - 16.7 33.3 - - - - - - 50.0 9.2 0.23 
1000人以上 9 - - - 33.3 55.6 - - - - - - 11.1 9.2 0.30 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
製造業 36 - - - 19.4 41.7 25.0 - - - - - 13.9 9.5 0.68 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 37 - - - 18.9 35.1 5.4 10.8 2.7 - - - 27.0 9.4 1.10 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 8 - - 12.5 12.5 12.5 12.5 - - - - - 50.0 8.8 1.34 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 33 - - 6.1 12.1 24.2 12.1 6.1 3.0 - - - 36.4 9.3 1.15 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 53 - - 9.4 13.2 28.3 22.6 7.5 1.9 - - - 17.0 9.4 1.12 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 147 - - 4.1 14.3 32.7 17.7 6.1 2.0 - - - 23.1 9.4 1.01 
支社、支店 18 - - 11.1 22.2 11.1 11.1 5.6 - - - - 38.9 8.8 1.10 
営業所 2 - - - 50.0 50.0 - - - - - - - 8.8 0.85 
研究所 4 - - - - 75.0 - - - - - - 25.0 9.1 0.07 
その他 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.7 0.27 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 34 - - 11.8 29.4 26.5 - 5.9 2.9 - - - 23.5 8.9 1.12 
やや上昇している 56 - - 3.6 12.5 39.3 14.3 7.1 3.6 - - - 19.6 9.5 1.06 
横ばい 46 - - 2.2 6.5 39.1 19.6 4.4 - - - - 28.3 9.5 0.75 
ゆるやかに低下している 18 - - - 22.2 22.2 22.2 11.1 - - - - 22.2 9.5 1.00 
低下している 11 - - 9.1 18.2 9.1 27.3 - - - - - 36.4 9.0 1.09 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 22 - - 4.6 18.2 45.5 4.6 - - - - - 27.3 9.1 0.71 
ない 151 - - 4.6 14.6 29.8 18.5 6.6 2.0 - - - 23.8 9.4 1.04 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  デザイナーの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

142－ 204 － － 205 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 143 0.7 - 1.4 19.6 23.8 17.5 7.7 3.5 - - - 25.9 9.5 1.18 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 34 - - 2.9 17.7 29.4 14.7 2.9 5.9 - - - 26.5 9.4 1.13 
30-99人 69 - - 1.5 21.7 17.4 27.5 10.1 1.5 - - - 20.3 9.6 1.06 
100-299人 26 3.9 - - 19.2 34.6 3.9 11.5 3.9 - - - 23.1 9.3 1.48 
300-499人 3 - - - - 66.7 - - - - - - 33.3 9.3 0.30 
500-999人 4 - - - 25.0 - - - - - - - 75.0 8.6 - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 42 - - 2.4 16.7 31.0 16.7 7.1 4.8 - - - 21.4 9.5 1.06 
30-99人 68 - - 1.5 23.5 19.1 25.0 8.8 1.5 - - - 20.6 9.5 1.08 
100-299人 19 5.3 - - 15.8 31.6 5.3 10.5 5.3 - - - 26.3 9.3 1.61 
300-499人 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.6 - 
500-999人 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.6 - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 7 14.3 - - - 28.6 14.3 - - - - - 42.9 8.5 2.32 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 50 - - - 26.0 26.0 20.0 10.0 4.0 - - - 14.0 9.5 1.09 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.7 - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 22 - - 4.5 9.1 13.6 22.7 4.5 - - - - 45.5 9.5 0.92 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 7 - - - 14.3 - 28.6 - - - - - 57.1 9.3 1.15 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 52 - - 1.9 21.2 28.8 13.5 9.6 3.8 - - - 21.2 9.5 1.19 
その他 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.4 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 127 0.8 - 1.6 18.1 26.0 17.3 7.9 3.9 - - - 24.4 9.5 1.18 
支社、支店 11 - - - 27.3 - 27.3 9.1 - - - - 36.4 9.5 1.28 
営業所 4 - - - 25.0 25.0 - - - - - - 50.0 9.3 0.46 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 22 - - 4.6 22.7 31.8 13.6 - - - - - 27.3 8.9 0.85 
やや上昇している 49 - - - 24.5 22.5 16.3 12.2 - - - - 24.5 9.5 1.00 
横ばい 44 2.3 - - 15.9 25.0 13.6 6.8 6.8 - - - 29.6 9.6 1.38 
ゆるやかに低下している 13 - - - 7.7 23.1 38.5 7.7 7.7 - - - 15.4 10.0 0.84 
低下している 11 - - 9.1 27.3 18.2 18.2 - - - - - 27.3 8.8 0.86 
その他 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 11.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 17 - - - 35.3 23.5 11.8 5.9 5.9 - - - 17.7 9.5 1.18 
ない 126 0.8 - 1.6 17.5 23.8 18.3 7.9 3.2 - - - 27.0 9.5 1.17 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

143－ 206 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 42 - - 4.8 16.7 16.7 19.1 11.9 - - - - 31.0 9.4 1.13 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 11 - - - 27.3 18.2 27.3 9.1 - - - - 18.2 9.5 0.95 
30-99人 20 - - 10.0 15.0 20.0 15.0 10.0 - - - - 30.0 9.1 1.18 
100-299人 6 - - - 16.7 - - 33.3 - - - - 50.0 10.0 1.41 
300-499人 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
500-999人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 - - - 25.0 16.7 25.0 16.7 - - - - 16.7 9.6 1.01 
30-99人 21 - - 9.5 14.3 19.1 14.3 4.8 - - - - 38.1 8.9 1.09 
100-299人 4 - - - 25.0 - - 50.0 - - - - 25.0 10.0 1.41 
300-499人 2 - - - - - 50.0 - - - - - 50.0 10.0 - 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 2 - - - - 50.0 - 50.0 - - - - - 10.3 1.06 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - 44.4 22.2 - 11.1 - - - - 22.2 8.9 1.10 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 13 - - - 15.4 7.7 23.1 15.4 - - - - 38.5 9.7 1.10 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 17 - - 11.8 5.9 17.6 23.5 5.9 - - - - 35.3 9.3 1.23 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 39 - - 2.6 15.4 18.0 18.0 12.8 - - - - 33.3 9.5 1.08 
支社、支店 2 - - 50.0 50.0 - - - - - - - - 7.8 0.25 
営業所 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.1 - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 9 - - 11.1 33.3 - 11.1 - - - - - 44.4 8.3 0.94 
やや上昇している 12 - - 8.3 25.0 - 8.3 25.0 - - - - 33.3 9.4 1.38 
横ばい 13 - - - 7.7 30.8 23.1 7.7 - - - - 30.8 9.5 0.84 
ゆるやかに低下している 3 - - - - 33.3 33.3 33.3 - - - - - 10.0 0.82 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
ない 41 - - 4.9 17.1 14.6 19.5 12.2 - - - - 31.7 9.4 1.14 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  コピーライターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

144－ 206 － － 207 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 119 - - 2.5 18.5 50.4 4.2 1.7 - - - - 22.7 9.0 0.63 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 29 - - 6.9 10.3 58.6 - 3.5 - - - - 20.7 8.9 0.71 
30-99人 34 - - 2.9 29.4 35.3 8.8 2.9 - - - - 20.6 8.9 0.77 
100-299人 28 - - - 25.0 46.4 7.1 - - - - - 21.4 9.0 0.49 
300-499人 5 - - - 20.0 80.0 - - - - - - - 9.3 0.38 
500-999人 5 - - - - 40.0 - - - - - - 60.0 9.4 0.40 
1000人以上 8 - - - 12.5 37.5 - - - - - - 50.0 8.9 0.58 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 35 - - 5.7 8.6 62.9 2.9 2.9 - - - - 17.1 8.9 0.66 
30-99人 36 - - 2.8 27.8 38.9 5.6 2.8 - - - - 22.2 8.9 0.73 
100-299人 28 - - - 25.0 50.0 7.1 - - - - - 17.9 9.0 0.48 
300-499人 5 - - - 20.0 60.0 - - - - - - 20.0 9.3 0.40 
500-999人 5 - - - - 40.0 - - - - - - 60.0 9.4 0.40 
1000人以上 8 - - - 12.5 37.5 - - - - - - 50.0 8.9 0.58 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 5 - - - 40.0 40.0 - - - - - - 20.0 9.0 0.87 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 
情報通信業 87 - - 2.3 16.1 50.6 4.6 2.3 - - - - 24.1 9.0 0.64 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 2 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.1 0.08 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - - 9.1 9.1 54.5 - - - - - - 27.3 8.9 0.59 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 12 - - - 33.3 41.7 8.3 - - - - - 16.7 8.9 0.73 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 56 - - 5.4 26.8 37.5 7.1 3.6 - - - - 19.6 8.9 0.85 
支社、支店 55 - - - 9.1 63.6 1.8 - - - - - 25.5 9.0 0.31 
営業所 5 - - - 40.0 60.0 - - - - - - - 9.0 0.12 
研究所 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 12 - - 8.3 25.0 41.7 8.3 - - - - - 16.7 8.9 0.77 
やや上昇している 37 - - - 18.9 27.0 8.1 2.7 - - - - 43.2 9.1 0.81 
横ばい 26 - - 3.9 26.9 38.5 3.9 - - - - - 26.9 8.9 0.64 
ゆるやかに低下している 40 - - - 7.5 87.5 - 2.5 - - - - 2.5 9.0 0.37 
低下している 3 - - 33.3 33.3 - - - - - - - 33.3 7.8 0.25 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 50 - - - 8.0 82.0 - - - - - - 10.0 9.0 0.24 
ない 69 - - 4.4 26.1 27.5 7.3 2.9 - - - - 31.9 8.9 0.85 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  システムコンサルタントの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

145－ 208 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 21 - - - 4.8 71.4 - - - - - - 23.8 9.2 0.35 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
30-99人 13 - - - 7.7 84.6 - - - - - - 7.7 9.2 0.40 
100-299人 5 - - - - 80.0 - - - - - - 20.0 9.2 0.11 
300-499人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
30-99人 14 - - - 7.1 85.7 - - - - - - 7.1 9.2 0.39 
100-299人 5 - - - - 60.0 - - - - - - 40.0 9.2 0.12 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 4 - - - 25.0 50.0 - - - - - - 25.0 8.8 0.76 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - 92.3 - - - - - - 7.7 9.3 0.16 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 7 - - - - 42.9 - - - - - - 57.1 9.3 0.38 
支社、支店 13 - - - 7.7 92.3 - - - - - - - 9.2 0.35 
営業所 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 12 - - - - 91.7 - - - - - - 8.3 9.3 - 
やや上昇している 4 - - - 25.0 - - - - - - - 75.0 8.0 - 
横ばい 4 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.3 0.34 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 14 - - - 7.1 78.6 - - - - - - 14.3 9.1 0.35 
ない 6 - - - - 66.7 - - - - - - 33.3 9.3 0.34 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

146－ 208 － － 209 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 32 - - 3.1 12.5 25.0 37.5 - - - - - 21.9 9.5 0.75 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 7 - - 14.3 - 42.9 28.6 - - - - - 14.3 9.3 0.87 
30-99人 12 - - - - 33.3 50.0 - - - - - 16.7 9.8 0.43 
100-299人 9 - - - 11.1 11.1 33.3 - - - - - 44.4 9.8 0.75 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
1000人以上 2 - - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 9.4 0.59 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 11 - - 9.1 - 36.4 36.4 - - - - - 18.2 9.4 0.78 
30-99人 11 - - - 9.1 27.3 36.4 - - - - - 27.3 9.6 0.58 
100-299人 6 - - - - 16.7 50.0 - - - - - 33.3 10.1 0.41 
300-499人 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
500-999人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 3 - - - 66.7 33.3 - - - - - - - 8.7 0.31 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 20 - - - 5.0 30.0 40.0 - - - - - 25.0 9.7 0.51 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - 50.0 - - 50.0 - - - - - - 9.0 2.12 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - - 50.0 - - - - - 50.0 10.0 - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - - - 25.0 50.0 - - - - - 25.0 9.9 0.14 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 28 - - 3.6 10.7 28.6 32.1 - - - - - 25.0 9.5 0.74 
支社、支店 3 - - - 33.3 - 66.7 - - - - - - 9.5 0.71 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.5 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 - - - 28.6 28.6 14.3 - - - - - 28.6 9.0 0.55 
やや上昇している 12 - - - 8.3 25.0 50.0 - - - - - 16.7 9.8 0.68 
横ばい 5 - - - - 40.0 20.0 - - - - - 40.0 9.8 0.20 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 4 - - 25.0 - - 50.0 - - - - - 25.0 9.2 1.18 
その他 3 - - - 33.3 33.3 33.3 - - - - - - 9.4 0.48 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 32 - - 3.1 12.5 25.0 37.5 - - - - - 21.9 9.5 0.75 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

147－ 210 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 6 - - - 16.7 33.3 33.3 - - - - - 16.7 9.3 0.74 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
30-99人 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.7 0.35 
100-299人 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.5 0.50 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - - - 25.0 - 50.0 - - - - - 25.0 9.3 0.94 
30-99人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.3 - 
100-299人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - - 33.3 33.3 - - - - - 33.3 9.7 0.49 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 - - - 16.7 33.3 33.3 - - - - - 16.7 9.3 0.74 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
やや上昇している 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
横ばい 3 - - - - 66.7 - - - - - - 33.3 9.2 0.15 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
ない 5 - - - 20.0 20.0 40.0 - - - - - 20.0 9.3 0.82 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  証券アナリストの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

148－ 210 － － 211 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 4 - - - - 75.0 - - - - - - 25.0 9.3 0.45 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
30-99人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 10.0 - 
100-299人 2 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
30-99人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 10.0 - 
100-299人 2 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 10.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
横ばい 3 - - - - 66.7 - - - - - - 33.3 9.5 0.48 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
ない 2 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 0.48 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  金融派生商品等の開発の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

149－ 212 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 176 - 1.1 31.3 17.6 6.8 2.8 - - - - - 40.3 8.1 0.78 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 5 - - 40.0 - - - - - - - - 60.0 7.8 - 
30-99人 28 - 3.6 42.9 14.3 - 10.7 - - - - - 28.6 8.2 1.08 
100-299人 46 - - 28.3 23.9 6.5 2.2 - - - - - 39.1 8.2 0.72 
300-499人 18 - 5.6 38.9 11.1 5.6 - - - - - - 38.9 7.8 0.71 
500-999人 32 - - 21.9 18.8 6.3 3.1 - - - - - 50.0 8.3 0.73 
1000人以上 46 - - 28.3 17.4 13.0 - - - - - - 41.3 8.2 0.56 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 13 - - 30.8 15.4 - - - - - - - 53.9 7.8 0.55 
30-99人 41 - 2.4 46.3 19.5 - 7.3 - - - - - 24.4 8.0 0.93 
100-299人 51 - 2.0 23.5 19.6 7.8 2.0 - - - - - 45.1 8.2 0.79 
300-499人 20 - - 35.0 10.0 5.0 5.0 - - - - - 45.0 8.2 0.81 
500-999人 24 - - 12.5 29.2 12.5 - - - - - - 45.8 8.3 0.57 
1000人以上 27 - - 37.0 7.4 14.8 - - - - - - 40.7 8.1 0.57 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 43 - - 34.9 18.6 4.7 2.3 - - - - - 39.5 8.1 0.71 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 128 - 1.6 28.9 17.2 7.0 3.1 - - - - - 42.2 8.2 0.83 
医療、福祉 3 - - 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - 8.3 0.66 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 78 - - 33.3 16.7 7.7 2.6 - - - - - 39.7 8.1 0.74 
支社、支店 41 - 2.4 31.7 19.5 7.3 2.4 - - - - - 36.6 8.1 0.78 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 15 - - 13.3 40.0 6.7 - - - - - - 40.0 8.4 0.56 
その他 41 - 2.4 34.2 9.8 4.9 4.9 - - - - - 43.9 8.1 0.91 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 - - 71.4 - - - - - - - - 28.6 7.2 0.30 
やや上昇している 22 - - 40.9 9.1 13.6 - - - - - - 36.4 8.1 0.56 
横ばい 47 - 2.1 48.9 14.9 2.1 2.1 - - - - - 29.8 7.9 0.63 
ゆるやかに低下している 7 - - 14.3 28.6 - 28.6 - - - - - 28.6 9.0 1.05 
低下している 3 - 33.3 - - - - - - - - - 66.7 6.0 - 
その他 70 - - 20.0 24.3 8.6 2.9 - - - - - 44.3 8.3 0.74 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 107 - 0.9 29.9 15.0 8.4 1.9 - - - - - 43.9 8.2 0.75 
ない 69 - 1.5 33.3 21.7 4.4 4.4 - - - - - 34.8 8.1 0.81 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  大学における教授研究の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

150－ 212 － － 213 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - 50.0 - - - - - - - - 50.0 7.8 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - 50.0 - - - - - - - - 50.0 7.8 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
横ばい 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 - - 50.0 - - - - - - - - 50.0 7.8 - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  公認会計士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

151－ 214 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 10 - - - 10.0 - - - - - - - 90.0 8.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 5 - - - 20.0 - - - - - - - 80.0 8.0 - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 5 - - - 20.0 - - - - - - - 80.0 8.0 - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
支社、支店 7 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 9 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 10 - - - 10.0 - - - - - - - 90.0 8.0 - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  弁護士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

152－ 214 － － 215 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 41 - - 4.9 9.8 56.1 17.1 2.4 2.4 - - - 7.3 9.3 0.85 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 11 - - 9.1 9.1 36.4 27.3 - 9.1 - - - 9.1 9.4 1.12 
30-99人 17 - - 5.9 5.9 82.4 5.9 - - - - - - 9.2 0.58 
100-299人 9 - - - - 55.6 33.3 11.1 - - - - - 9.8 0.63 
300-499人 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 - - 8.3 8.3 41.7 25.0 - 8.3 - - - 8.3 9.4 1.07 
30-99人 18 - - 5.6 5.6 83.3 5.6 - - - - - - 9.2 0.58 
100-299人 9 - - - 11.1 33.3 33.3 11.1 - - - - 11.1 9.6 0.88 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 8 - - - 37.5 12.5 37.5 12.5 - - - - - 9.3 1.22 
製造業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.1 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - 92.3 - - - - - - 7.7 9.3 0.16 
学術研究、専門・技術サービス業 14 - - 14.3 7.1 57.1 7.1 - 7.1 - - - 7.1 9.1 1.09 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 5 - - - - 20.0 60.0 - - - - - 20.0 10.0 0.27 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 20 - - 5.0 10.0 40.0 25.0 5.0 5.0 - - - 10.0 9.6 1.03 
支社、支店 21 - - 4.8 9.5 71.4 9.5 - - - - - 4.8 9.1 0.57 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - - 7.1 - 78.6 - 7.1 - - - - 7.1 9.3 0.74 
やや上昇している 15 - - 6.7 20.0 33.3 20.0 - 6.7 - - - 13.3 9.3 1.09 
横ばい 10 - - - 10.0 60.0 30.0 - - - - - - 9.3 0.67 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.5 0.50 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 19 - - - 15.8 63.2 10.5 - - - - - 10.5 9.1 0.57 
ない 21 - - 9.5 4.8 47.6 23.8 4.8 4.8 - - - 4.8 9.5 1.02 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  建築士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

153－ 216 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 18 - - - 11.1 16.7 5.6 - - - - - 66.7 9.1 0.81 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
30-99人 6 - - - 16.7 16.7 - - - - - - 66.7 8.5 0.50 
100-299人 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
500-999人 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.8 - 
1000人以上 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.6 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
30-99人 6 - - - 16.7 16.7 - - - - - - 66.7 8.5 0.50 
100-299人 4 - - - - - 25.0 - - - - - 75.0 10.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.8 - 
1000人以上 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.6 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 5 - - - - 40.0 - - - - - - 60.0 9.7 0.14 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - 33.3 33.3 33.3 - - - - - - 9.0 1.00 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 - - - 33.3 33.3 16.7 - - - - - 16.7 9.0 0.85 
支社、支店 10 - - - - 10.0 - - - - - - 90.0 9.6 - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 13 - - - - 23.1 - - - - - - 76.9 9.5 0.34 
横ばい 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 2 - - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 9.0 1.00 
低下している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 5 - - - - 40.0 - - - - - - 60.0 9.7 0.10 
ない 13 - - - 15.4 7.7 7.7 - - - - - 69.2 8.8 0.83 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  弁理士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

154－ 216 － － 217 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(
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間
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上
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間
未
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上
７
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未
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間
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間
未
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１
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間
未
満

１
１
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１

２
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間
未
満

１
２
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間
以
上
１

３
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間
未
満

１
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間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.8 0.25 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.8 0.25 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.8 0.25 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.8 0.25 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.8 0.25 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  税理士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

155－ 218 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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１
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１
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１
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１
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明 平

均（
時
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標
本
標
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偏
差

Total 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.3 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.3 - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.3 - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.3 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.3 - 
やや上昇している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.3 - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  中小企業診断士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

156－ 218 － － 219 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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標
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標
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偏
差

Total 318 0.3 0.3 37.4 25.2 23.0 13.8 8.3 0.70 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 41 - 2.4 43.9 12.2 19.5 22.0 8.1 0.75 
30-99人 60 1.7 - 33.3 25.0 15.0 25.0 8.2 0.91 
100-299人 68 - - 39.7 23.5 22.1 14.7 8.3 0.71 
300-499人 14 - - 42.9 28.6 7.1 21.4 8.2 0.54 
500-999人 48 - - 47.9 31.3 10.4 10.4 8.1 0.49 
1000人以上 56 - - 39.3 39.3 17.9 3.6 8.2 0.58 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 50 - 2.0 40.0 16.0 20.0 22.0 8.2 0.86 
30-99人 64 1.6 - 35.9 21.9 15.6 25.0 8.2 0.84 
100-299人 62 - - 43.6 24.2 19.4 12.9 8.3 0.66 
300-499人 24 - - 45.8 29.2 8.3 16.7 8.2 0.55 
500-999人 46 - - 45.7 32.6 15.2 6.5 8.2 0.55 
1000人以上 46 - - 37.0 43.5 15.2 4.4 8.2 0.53 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
建設業 7 - - 42.9 14.3 14.3 28.6 8.1 0.65 
製造業 130 0.8 - 33.8 25.4 30.8 9.2 8.3 0.69 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
情報通信業 72 - - 58.3 29.2 8.3 4.2 8.1 0.57 
運輸業、郵便業 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.4 0.83 
卸売業、小売業 17 - - 47.1 11.8 5.9 35.3 8.0 0.59 
金融業、保険業 22 - - 9.1 31.8 22.7 36.4 8.5 0.72 
不動産業、物品賃貸業 7 - - - 14.3 57.1 28.6 9.1 0.62 
学術研究、専門・技術サービス業 28 - 3.6 39.3 32.1 7.1 17.9 8.0 0.70 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - - - 100.0 - - 8.5 - 
医療、福祉 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 26 - - 15.4 11.5 50.0 23.1 8.9 0.83 
その他 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 136 - 0.7 18.4 38.2 24.3 18.4 8.4 0.72 
支社、支店 126 0.8 - 50.8 15.1 20.6 12.7 8.2 0.68 
営業所 12 - - 25.0 16.7 58.3 - 8.7 0.62 
研究所 11 - - 54.6 18.2 27.3 - 8.2 0.52 
その他 33 - - 63.6 15.2 12.1 9.1 8.0 0.52 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 38 - - 15.8 34.2 23.7 26.3 8.5 0.69 
やや上昇している 115 0.9 - 29.6 16.5 44.4 8.7 8.5 0.77 
横ばい 84 - - 34.5 39.3 9.5 16.7 8.2 0.52 
ゆるやかに低下している 49 - 2.0 71.4 8.2 10.2 8.2 7.9 0.63 
低下している 17 - - 47.1 35.3 - 17.7 8.0 0.37 
その他 13 - - 53.9 23.1 - 23.1 7.9 0.36 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 238 - - 46.2 21.4 20.6 11.8 8.2 0.59 
ない 80 1.3 1.3 11.3 36.3 30.0 20.0 8.6 0.91 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務　　　％

157－ 220 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 180 0.6 - 21.1 32.2 27.8 18.3 8.4 0.67 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 15 - - - 26.7 40.0 33.3 8.7 0.59 
30-99人 32 3.1 - 9.4 37.5 12.5 37.5 8.3 0.96 
100-299人 30 - - 16.7 40.0 20.0 23.3 8.5 0.66 
300-499人 12 - - 41.7 25.0 16.7 16.7 8.2 0.52 
500-999人 27 - - 40.7 40.7 3.7 14.8 8.1 0.43 
1000人以上 39 - - 35.9 38.5 18.0 7.7 8.2 0.59 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 20 - - - 35.0 35.0 30.0 8.7 0.58 
30-99人 38 2.6 - 13.2 34.2 13.2 36.8 8.3 0.96 
100-299人 23 - - 26.1 39.1 17.4 17.4 8.4 0.55 
300-499人 13 - - 23.1 38.5 15.4 23.1 8.2 0.49 
500-999人 29 - - 41.4 37.9 10.3 10.3 8.2 0.55 
1000人以上 33 - - 36.4 39.4 15.2 9.1 8.2 0.56 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
建設業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
製造業 82 1.2 - 26.8 15.9 39.0 17.1 8.4 0.73 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 24 - - 25.0 62.5 8.3 4.2 8.4 0.49 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 5 - - 40.0 20.0 - 40.0 7.8 0.14 
金融業、保険業 19 - - 5.3 47.4 15.8 31.6 8.4 0.62 
不動産業、物品賃貸業 6 - - - 16.7 50.0 33.3 9.1 0.72 
学術研究、専門・技術サービス業 22 - - 22.7 40.9 13.6 22.7 8.3 0.68 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - - - 100.0 - - 8.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 14 - - - 42.9 42.9 14.3 8.8 0.63 
その他 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 81 - - 13.6 48.2 24.7 13.6 8.5 0.61 
支社、支店 61 1.6 - 21.3 19.7 34.4 23.0 8.4 0.76 
営業所 5 - - - 20.0 80.0 - 8.9 0.47 
研究所 10 - - 50.0 20.0 20.0 10.0 8.1 0.52 
その他 23 - - 39.1 17.4 13.0 30.4 8.2 0.57 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 29 - - - 44.8 31.0 24.1 8.6 0.63 
やや上昇している 72 1.4 - 16.7 16.7 50.0 15.3 8.6 0.74 
横ばい 47 - - 31.9 38.3 8.5 21.3 8.2 0.45 
ゆるやかに低下している 12 - - 41.7 33.3 8.3 16.7 8.0 0.57 
低下している 9 - - 11.1 55.6 - 33.3 8.2 0.39 
その他 8 - - 50.0 50.0 - - 7.9 0.39 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 132 - - 27.3 25.8 28.8 18.2 8.4 0.61 
ない 48 2.1 - 4.2 50.0 25.0 18.8 8.4 0.80 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務　　　 ％

158－ 220 － － 221 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 260 0.4 - 26.9 29.2 25.0 18.5 8.4 0.68 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 13 - - - 23.1 23.1 53.9 8.6 0.59 
30-99人 41 2.4 - 9.8 34.2 24.4 29.3 8.5 0.96 
100-299人 57 - - 29.8 31.6 19.3 19.3 8.4 0.71 
300-499人 18 - - 33.3 16.7 16.7 33.3 8.3 0.61 
500-999人 39 - - 51.3 30.8 5.1 12.8 8.1 0.45 
1000人以上 62 - - 35.5 37.1 16.1 11.3 8.2 0.57 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 18 - - - 38.9 22.2 38.9 8.5 0.59 
30-99人 48 2.1 - 14.6 31.3 20.8 31.3 8.4 0.95 
100-299人 51 - - 33.3 29.4 19.6 17.7 8.4 0.69 
300-499人 22 - - 31.8 18.2 18.2 31.8 8.3 0.64 
500-999人 40 - - 47.5 30.0 10.0 12.5 8.2 0.54 
1000人以上 54 - - 37.0 40.7 13.0 9.3 8.1 0.52 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
建設業 4 - - - 50.0 25.0 25.0 8.3 0.58 
製造業 128 0.8 - 34.4 23.4 29.7 11.7 8.3 0.68 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 31 - - 22.6 51.6 12.9 12.9 8.5 0.65 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
卸売業、小売業 12 - - 33.3 33.3 16.7 16.7 8.3 0.64 
金融業、保険業 18 - - 5.6 33.3 16.7 44.4 8.4 0.63 
不動産業、物品賃貸業 5 - - - 20.0 40.0 40.0 8.9 0.80 
学術研究、専門・技術サービス業 29 - - 31.0 27.6 10.3 31.0 8.2 0.66 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 2 - - - 100.0 - - 8.5 - 
医療、福祉 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 25 - - 8.0 28.0 44.0 20.0 8.8 0.70 
その他 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 124 - - 17.7 38.7 24.2 19.4 8.5 0.68 
支社、支店 74 1.4 - 21.6 23.0 32.4 21.6 8.4 0.72 
営業所 9 - - 11.1 22.2 66.7 - 8.8 0.58 
研究所 12 - - 58.3 16.7 16.7 8.3 8.0 0.46 
その他 39 - - 56.4 18.0 7.7 18.0 8.0 0.47 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 38 - - 7.9 44.7 26.3 21.1 8.5 0.67 
やや上昇している 107 0.9 - 26.2 13.1 43.0 16.8 8.6 0.76 
横ばい 71 - - 32.4 36.6 11.3 19.7 8.2 0.55 
ゆるやかに低下している 18 - - 38.9 38.9 5.6 16.7 8.1 0.52 
低下している 14 - - 28.6 42.9 - 28.6 8.2 0.40 
その他 8 - - 50.0 37.5 - 12.5 8.0 0.39 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 188 - - 34.0 24.5 25.0 16.5 8.3 0.61 
ない 72 1.4 - 8.3 41.7 25.0 23.6 8.6 0.83 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務　　　 ％

159－ 222 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 207 - - 24.2 29.5 24.6 21.7 8.4 0.64 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 23 - - - 39.1 17.4 43.5 8.6 0.61 
30-99人 34 - - 14.7 35.3 11.8 38.2 8.4 0.81 
100-299人 31 - - 22.6 29.0 22.6 25.8 8.4 0.70 
300-499人 12 - - 33.3 16.7 8.3 41.7 8.1 0.45 
500-999人 33 - - 45.5 36.4 3.0 15.2 8.1 0.41 
1000人以上 48 - - 39.6 33.3 20.8 6.3 8.2 0.61 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 27 - - - 37.0 14.8 48.2 8.5 0.60 
30-99人 37 - - 18.9 35.1 13.5 32.4 8.4 0.84 
100-299人 26 - - 26.9 26.9 23.1 23.1 8.4 0.63 
300-499人 17 - - 29.4 23.5 11.8 35.3 8.2 0.56 
500-999人 34 - - 44.1 35.3 8.8 11.8 8.2 0.53 
1000人以上 42 - - 38.1 35.7 16.7 9.5 8.2 0.56 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
建設業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
製造業 101 - - 30.7 18.8 34.7 15.8 8.4 0.67 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 24 - - 20.8 58.3 12.5 8.3 8.6 0.62 
運輸業、郵便業 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
卸売業、小売業 7 - - 57.1 - 14.3 28.6 8.1 0.78 
金融業、保険業 32 - - 6.2 46.9 9.4 37.5 8.2 0.49 
不動産業、物品賃貸業 4 - - - - 50.0 50.0 9.4 0.18 
学術研究、専門・技術サービス業 22 - - 27.3 40.9 4.5 27.3 8.2 0.48 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - 8.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 11 - - - 18.2 45.5 36.4 8.9 0.71 
その他 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 82 - - 14.6 40.2 24.4 20.7 8.5 0.72 
支社、支店 73 - - 20.6 24.7 30.1 24.7 8.4 0.55 
営業所 5 - - - 20.0 80.0 - 9.0 0.27 
研究所 10 - - 60.0 20.0 20.0 - 8.1 0.48 
その他 37 - - 46.0 18.9 8.1 27.0 8.0 0.50 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 28 - - 7.1 46.4 14.3 32.1 8.4 0.58 
やや上昇している 85 - - 22.4 12.9 44.7 20.0 8.6 0.65 
横ばい 63 - - 28.6 41.3 9.5 20.6 8.2 0.58 
ゆるやかに低下している 14 - - 42.9 35.7 14.3 7.1 8.2 0.71 
低下している 8 - - 12.5 37.5 - 50.0 8.1 0.27 
その他 7 - - 57.1 28.6 14.3 - 8.1 0.54 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 164 - - 29.9 24.4 24.4 21.3 8.3 0.63 
ない 43 - - 2.3 48.8 25.6 23.3 8.7 0.64 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  社員教育・研修計画を策定する業務　 ％

160－ 222 － － 223 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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５
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間
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上
６
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間
未
満

６
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間
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上
７
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間
未
満

７
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間
以
上
８
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間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 253 - - 31.2 27.3 26.5 15.0 8.4 0.70 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 19 - - 15.8 15.8 36.8 31.6 8.6 0.82 
30-99人 43 - - 20.9 34.9 23.3 20.9 8.5 0.89 
100-299人 49 - - 28.6 24.5 26.5 20.4 8.5 0.75 
300-499人 16 - - 43.8 25.0 6.3 25.0 8.1 0.53 
500-999人 44 - - 54.6 29.6 6.8 9.1 8.0 0.45 
1000人以上 54 - - 40.7 35.2 14.8 9.3 8.1 0.56 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 23 - - 13.0 26.1 34.8 26.1 8.6 0.83 
30-99人 45 - - 24.4 28.9 24.4 22.2 8.5 0.91 
100-299人 48 - - 31.3 27.1 22.9 18.8 8.5 0.69 
300-499人 20 - - 45.0 20.0 5.0 30.0 8.0 0.48 
500-999人 44 - - 50.0 31.8 11.4 6.8 8.1 0.54 
1000人以上 47 - - 40.4 38.3 12.8 8.5 8.1 0.52 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
建設業 3 - - - 66.7 33.3 - 8.3 0.58 
製造業 129 - - 38.8 23.3 29.5 8.5 8.3 0.65 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 31 - - 25.8 48.4 12.9 12.9 8.5 0.68 
運輸業、郵便業 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.4 0.83 
卸売業、小売業 11 - - 45.5 18.2 - 36.4 7.9 0.32 
金融業、保険業 16 - - 6.2 43.8 18.8 31.2 8.4 0.67 
不動産業、物品賃貸業 5 - - - 20.0 40.0 40.0 8.9 0.80 
学術研究、専門・技術サービス業 29 - - 24.1 31.0 20.7 24.1 8.5 0.83 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - 8.5 - 
医療、福祉 2 - - 100.0 - - - 7.8 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 21 - - 14.3 9.5 57.1 19.0 9.0 0.72 
その他 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 119 - - 16.0 40.3 26.1 17.7 8.5 0.75 
支社、支店 77 - - 35.1 16.9 32.5 15.6 8.4 0.63 
営業所 8 - - 25.0 12.5 62.5 - 8.7 0.61 
研究所 10 - - 40.0 20.0 30.0 10.0 8.3 0.65 
その他 39 - - 69.2 12.8 7.7 10.3 8.0 0.47 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 37 - - 8.1 35.1 32.4 24.3 8.6 0.69 
やや上昇している 98 - - 28.6 13.3 44.9 13.3 8.6 0.71 
横ばい 71 - - 36.6 35.2 9.9 18.3 8.2 0.64 
ゆるやかに低下している 22 - - 45.5 36.4 13.6 4.6 8.2 0.73 
低下している 12 - - 58.3 33.3 - 8.3 7.9 0.28 
その他 9 - - 44.4 33.3 11.1 11.1 8.1 0.64 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 184 - - 37.5 23.4 26.6 12.5 8.3 0.66 
ない 69 - - 14.5 37.7 26.1 21.7 8.6 0.77 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務　　 ％

161－ 224 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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間
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時
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標
本
標
準
偏
差

Total 142 0.7 - 17.6 26.8 38.0 16.9 8.5 0.73 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 9 - - - 22.2 44.4 33.3 8.9 0.71 
30-99人 26 3.9 - 11.5 23.1 26.9 34.6 8.4 1.14 
100-299人 21 - - 14.3 38.1 33.3 14.3 8.7 0.71 
300-499人 7 - - 28.6 42.9 14.3 14.3 8.3 0.46 
500-999人 20 - - 35.0 30.0 5.0 30.0 8.1 0.42 
1000人以上 32 - - 31.3 37.5 25.0 6.3 8.3 0.64 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 - - - 25.0 41.7 33.3 8.9 0.73 
30-99人 27 3.7 - 14.8 22.2 25.9 33.3 8.4 1.16 
100-299人 18 - - 16.7 38.9 33.3 11.1 8.7 0.62 
300-499人 11 - - 27.3 27.3 9.1 36.4 8.3 0.46 
500-999人 20 - - 30.0 40.0 15.0 15.0 8.3 0.58 
1000人以上 28 - - 32.1 39.3 21.4 7.1 8.3 0.60 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
建設業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
製造業 66 1.5 - 21.2 18.2 51.5 7.6 8.5 0.76 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 25 - - 12.0 56.0 12.0 20.0 8.6 0.62 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
卸売業、小売業 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 8.4 0.63 
金融業、保険業 15 - - 6.7 40.0 20.0 33.3 8.4 0.70 
不動産業、物品賃貸業 4 - - - - 50.0 50.0 9.4 0.18 
学術研究、専門・技術サービス業 13 - - 23.1 30.8 23.1 23.1 8.4 0.78 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 2 - - - 50.0 - 50.0 8.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 9 - - 11.1 - 66.7 22.2 9.0 0.75 
その他 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 88 - - 15.9 36.4 26.1 21.6 8.5 0.70 
支社、支店 32 3.1 - 12.5 9.4 65.6 9.4 8.6 0.82 
営業所 6 - - - 16.7 83.3 - 9.1 0.25 
研究所 6 - - 50.0 16.7 33.3 - 8.2 0.57 
その他 10 - - 40.0 10.0 30.0 20.0 8.3 0.69 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 20 - - 5.0 40.0 35.0 20.0 8.7 0.70 
やや上昇している 64 1.6 - 14.1 12.5 60.9 10.9 8.7 0.75 
横ばい 37 - - 24.3 35.1 13.5 27.0 8.3 0.50 
ゆるやかに低下している 9 - - 44.4 22.2 22.2 11.1 8.2 0.85 
低下している 5 - - - 60.0 - 40.0 8.2 0.24 
その他 6 - - 33.3 50.0 16.7 - 8.3 0.67 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 98 - - 23.5 23.5 40.8 12.2 8.5 0.63 
ない 44 2.3 - 4.6 34.1 31.8 27.3 8.6 0.94 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  広報を企画・立案する業務　　　　　　　％

162－ 224 － － 225 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 373 0.3 0.3 38.9 29.8 21.5 9.4 8.2 0.63 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 81 - - 43.2 24.7 17.3 14.8 8.1 0.57 
30-99人 77 1.3 1.3 37.7 33.8 13.0 13.0 8.1 0.68 
100-299人 67 - - 37.3 34.3 20.9 7.5 8.3 0.71 
300-499人 15 - - 53.3 33.3 6.7 6.7 8.1 0.44 
500-999人 49 - - 44.9 40.8 8.2 6.1 8.1 0.48 
1000人以上 52 - - 44.2 28.9 19.2 7.7 8.2 0.59 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 90 - - 42.2 25.6 18.9 13.3 8.1 0.58 
30-99人 86 1.2 1.2 36.1 33.7 12.8 15.1 8.2 0.72 
100-299人 57 - - 47.4 31.6 17.5 3.5 8.2 0.66 
300-499人 23 - - 43.5 43.5 8.7 4.4 8.1 0.51 
500-999人 46 - - 45.7 34.8 13.0 6.5 8.2 0.54 
1000人以上 43 - - 41.9 32.6 16.3 9.3 8.2 0.52 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 4 - - - 25.0 75.0 - 8.8 0.53 
製造業 178 0.6 - 42.1 25.3 25.8 6.2 8.3 0.65 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 59 - - 69.5 22.0 3.4 5.1 8.0 0.45 
運輸業、郵便業 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
卸売業、小売業 35 - - 48.6 20.0 22.9 8.6 8.2 0.59 
金融業、保険業 43 - 2.3 9.3 55.8 11.6 20.9 8.1 0.64 
不動産業、物品賃貸業 7 - - - 14.3 57.1 28.6 9.1 0.62 
学術研究、専門・技術サービス業 17 - - 35.3 47.1 11.8 5.9 8.1 0.59 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 6 - - - 100.0 - - 8.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 18 - - 5.6 22.2 50.0 22.2 8.9 0.60 
その他 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 8.1 0.53 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 131 - - 16.0 45.8 24.4 13.7 8.5 0.61 
支社、支店 172 0.6 0.6 51.7 22.7 17.4 7.0 8.1 0.60 
営業所 21 - - 23.8 14.3 61.9 - 8.7 0.62 
研究所 8 - - 75.0 - 25.0 - 8.1 0.54 
その他 41 - - 58.5 22.0 7.3 12.2 8.0 0.51 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 45 - - 11.1 51.1 22.2 15.6 8.4 0.62 
やや上昇している 152 0.7 - 38.8 17.8 35.5 7.2 8.4 0.73 
横ばい 87 - - 32.2 40.2 13.8 13.8 8.2 0.49 
ゆるやかに低下している 50 - 2.0 72.0 20.0 6.0 - 7.9 0.45 
低下している 24 - - 29.2 50.0 4.2 16.7 8.2 0.41 
その他 8 - - 62.5 25.0 - 12.5 7.8 0.20 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 288 - 0.4 48.3 24.7 18.4 8.3 8.2 0.59 
ない 81 1.2 - 4.9 48.2 32.1 13.6 8.5 0.69 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務　％

163－ 226 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 253 - - 34.0 28.1 24.1 13.8 8.4 0.67 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 19 - - 26.3 10.5 21.1 42.1 8.3 0.64 
30-99人 32 - - 25.0 37.5 21.9 15.6 8.5 0.90 
100-299人 50 - - 36.0 26.0 22.0 16.0 8.4 0.72 
300-499人 22 - - 31.8 31.8 9.1 27.3 8.3 0.76 
500-999人 49 - - 46.9 36.7 6.1 10.2 8.1 0.47 
1000人以上 50 - - 48.0 32.0 16.0 4.0 8.2 0.54 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 23 - - 26.1 13.0 21.7 39.1 8.3 0.62 
30-99人 37 - - 32.4 35.1 16.2 16.2 8.4 0.89 
100-299人 45 - - 33.3 26.7 26.7 13.3 8.5 0.79 
300-499人 30 - - 36.7 33.3 3.3 26.7 8.1 0.43 
500-999人 46 - - 50.0 34.8 8.7 6.5 8.1 0.50 
1000人以上 43 - - 44.2 34.9 16.3 4.7 8.2 0.53 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
建設業 7 - - 28.6 - 14.3 57.1 8.1 0.77 
製造業 165 - - 37.0 25.5 26.1 11.5 8.3 0.70 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 27 - - 33.3 59.3 7.4 - 8.4 0.53 
運輸業、郵便業 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 7.9 0.12 
卸売業、小売業 13 - - 23.1 23.1 23.1 30.8 8.4 0.67 
金融業、保険業 7 - - - 14.3 28.6 57.1 8.9 0.14 
不動産業、物品賃貸業 3 - - - - 66.7 33.3 9.5 0.32 
学術研究、専門・技術サービス業 15 - - 46.7 33.3 6.7 13.3 8.1 0.56 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 9 - - - 33.3 66.7 - 8.9 0.17 
その他 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 83 - - 16.9 44.6 25.3 13.3 8.5 0.69 
支社、支店 77 - - 28.6 22.1 35.1 14.3 8.5 0.69 
営業所 15 - - 20.0 26.7 33.3 20.0 8.7 0.62 
研究所 12 - - 66.7 8.3 25.0 - 8.1 0.54 
その他 65 - - 58.5 18.5 7.7 15.4 8.0 0.50 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 28 - - 21.4 42.9 17.9 17.9 8.3 0.71 
やや上昇している 101 - - 31.7 13.9 39.6 14.9 8.4 0.64 
横ばい 62 - - 37.1 37.1 16.1 9.7 8.4 0.72 
ゆるやかに低下している 25 - - 40.0 40.0 16.0 4.0 8.3 0.74 
低下している 23 - - 30.4 34.8 4.4 30.4 8.2 0.49 
その他 10 - - 80.0 10.0 10.0 - 7.9 0.48 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 202 - - 38.6 25.7 21.8 13.9 8.3 0.63 
ない 51 - - 15.7 37.3 33.3 13.7 8.6 0.76 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務　　％

164－ 226 － － 227 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 173 - - 27.2 24.9 28.9 19.1 8.4 0.68 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 39 - - 2.6 10.3 74.4 12.8 9.0 0.48 
30-99人 34 - - 29.4 29.4 23.5 17.7 8.4 0.75 
100-299人 29 - - 24.1 27.6 27.6 20.7 8.4 0.63 
300-499人 14 - - 71.4 14.3 - 14.3 7.9 0.37 
500-999人 26 - - 38.5 42.3 - 19.2 8.1 0.40 
1000人以上 29 - - 31.0 20.7 17.2 31.0 8.2 0.63 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 46 - - 2.2 15.2 67.4 15.2 9.0 0.51 
30-99人 35 - - 34.3 22.9 25.7 17.1 8.4 0.80 
100-299人 29 - - 37.9 27.6 17.2 17.2 8.2 0.55 
300-499人 17 - - 58.8 17.7 - 23.5 8.0 0.36 
500-999人 19 - - 21.1 47.4 5.3 26.3 8.3 0.46 
1000人以上 25 - - 36.0 24.0 16.0 24.0 8.2 0.60 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
建設業 3 - - 33.3 - 66.7 - 8.6 0.72 
製造業 110 - - 30.0 22.7 30.9 16.4 8.5 0.67 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 6 - - 50.0 - - 50.0 7.6 0.13 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 6 - - - 33.3 33.3 33.3 8.6 0.48 
金融業、保険業 21 - - 4.8 57.1 14.3 23.8 8.2 0.48 
不動産業、物品賃貸業 7 - - - 14.3 57.1 28.6 9.2 0.67 
学術研究、専門・技術サービス業 10 - - 50.0 20.0 20.0 10.0 8.1 0.55 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 8 - - 37.5 12.5 37.5 12.5 8.4 1.00 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 50 - - 28.0 28.0 24.0 20.0 8.4 0.78 
支社、支店 44 - - 20.5 43.2 13.6 22.7 8.3 0.54 
営業所 36 - - - 2.8 83.3 13.9 9.1 0.21 
研究所 9 - - 100.0 - - - 7.8 0.08 
その他 33 - - 42.4 27.3 6.1 24.2 8.2 0.51 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 17 - - 17.7 29.4 17.7 35.3 8.5 0.71 
やや上昇している 84 - - 22.6 15.5 41.7 20.2 8.6 0.64 
横ばい 41 - - 29.3 34.2 24.4 12.2 8.4 0.76 
ゆるやかに低下している 13 - - 30.8 38.5 - 30.8 8.2 0.37 
低下している 9 - - 33.3 44.4 11.1 11.1 8.3 0.49 
その他 5 - - 60.0 20.0 20.0 - 8.0 0.56 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 149 - - 28.9 24.2 30.2 16.8 8.5 0.67 
ない 24 - - 16.7 29.2 20.8 33.3 8.3 0.71 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

165－ 228 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 318 0.3 0.6 7.2 20.1 29.3 8.5 2.5 - - - - 31.4 9.0 0.94 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 41 - 2.4 4.9 14.6 39.0 4.9 2.4 - - - - 31.7 8.8 1.02 
30-99人 60 1.7 - 13.3 16.7 23.3 10.0 3.3 - - - - 31.7 8.9 1.11 
100-299人 68 - - 7.4 20.6 30.9 11.8 2.9 - - - - 26.5 9.1 0.85 
300-499人 14 - - 21.4 28.6 21.4 - - - - - - 28.6 8.5 0.64 
500-999人 48 - 2.1 4.2 31.2 22.9 4.2 6.2 - - - - 29.2 9.0 1.10 
1000人以上 56 - - 5.4 26.8 39.3 14.3 - - - - - 14.3 9.2 0.72 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 50 - 2.0 6.0 14.0 38.0 6.0 2.0 - - - - 32.0 8.8 0.99 
30-99人 64 1.6 - 14.1 17.2 21.9 10.9 4.7 - - - - 29.7 8.9 1.13 
100-299人 62 - - 8.1 21.0 33.9 9.7 1.6 - - - - 25.8 9.0 0.80 
300-499人 24 - - 4.2 33.3 20.8 4.2 8.3 - - - - 29.2 9.2 1.03 
500-999人 46 - 2.2 6.5 28.3 28.3 8.7 2.2 - - - - 23.9 8.9 0.98 
1000人以上 46 - - 4.3 26.1 39.1 13.0 - - - - - 17.4 9.2 0.72 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.9 - 
建設業 7 - - - 28.6 28.6 14.3 - - - - - 28.6 9.4 0.74 
製造業 130 0.8 - 5.4 20.0 23.8 9.2 3.1 - - - - 37.7 9.1 0.98 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.7 - 
情報通信業 72 - 1.4 13.9 16.7 47.2 2.8 1.4 - - - - 16.7 8.7 0.76 
運輸業、郵便業 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - 9.5 0.71 
卸売業、小売業 17 - - - 23.5 29.4 5.9 5.9 - - - - 35.3 9.3 0.83 
金融業、保険業 22 - - - 13.6 9.1 27.3 4.5 - - - - 45.5 9.8 0.94 
不動産業、物品賃貸業 7 - - - 28.6 28.6 14.3 - - - - - 28.6 9.2 1.10 
学術研究、専門・技術サービス業 28 - 3.6 17.9 14.3 32.1 - 3.6 - - - - 28.6 8.6 1.14 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
医療、福祉 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.8 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 26 - - - 26.9 19.2 11.5 - - - - - 42.3 9.0 0.83 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 136 - 1.5 6.6 22.8 22.8 9.6 5.9 - - - - 30.9 9.1 1.11 
支社、支店 126 0.8 - 8.7 15.1 34.1 7.1 - - - - - 34.1 8.9 0.81 
営業所 12 - - - 8.3 41.7 8.3 - - - - - 41.7 9.5 0.56 
研究所 11 - - - 54.5 27.3 - - - - - - 18.2 8.9 0.28 
その他 33 - - 9.1 21.2 33.3 12.1 - - - - - 24.2 9.2 0.79 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 38 - - - 18.4 36.8 7.9 2.6 - - - - 34.2 9.3 0.66 
やや上昇している 115 0.9 0.9 10.4 17.4 16.5 9.6 - - - - - 44.3 8.8 1.01 
横ばい 84 - - 6.0 25.0 32.1 10.7 3.6 - - - - 22.6 9.1 0.94 
ゆるやかに低下している 49 - 2.0 2.0 16.3 59.2 4.1 4.1 - - - - 12.2 9.0 0.82 
低下している 17 - - 17.6 11.8 17.6 5.9 11.8 - - - - 35.3 9.2 1.36 
その他 13 - - 15.4 46.2 7.7 - - - - - - 30.8 8.4 0.54 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 238 - - 8.0 18.9 32.8 7.1 2.5 - - - - 30.7 9.1 0.85 
ない 80 1.2 2.5 5.0 23.8 18.8 12.5 2.5 - - - - 33.8 8.9 1.18 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

166－ 228 － － 229 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 180 0.6 1.1 4.4 18.3 23.3 8.3 2.2 - - - - 41.7 9.0 1.00 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 15 - - 6.7 20.0 20.0 - - - - - - 53.3 8.6 0.56 
30-99人 32 3.1 3.1 6.3 21.9 12.5 12.5 3.1 - - - - 37.5 8.7 1.47 
100-299人 30 - - 3.3 16.7 20.0 23.3 - - - - - 36.7 9.3 0.75 
300-499人 12 - 8.3 8.3 33.3 8.3 8.3 8.3 - - - - 25.0 8.8 1.28 
500-999人 27 - - 3.7 22.2 22.2 3.7 7.4 - - - - 40.7 9.3 1.08 
1000人以上 39 - - 5.1 20.5 53.9 5.1 - - - - - 15.4 9.1 0.57 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 20 - 5.0 10.0 20.0 15.0 5.0 - - - - - 45.0 8.4 1.01 
30-99人 38 2.6 - 2.6 23.7 10.5 18.4 2.6 - - - - 39.5 9.1 1.28 
100-299人 23 - - 8.7 17.4 26.1 17.4 - - - - - 30.4 9.1 0.82 
300-499人 13 - 7.7 - 23.1 7.7 7.7 7.7 - - - - 46.2 9.1 1.38 
500-999人 29 - - 6.9 24.1 31.0 - 6.9 - - - - 31.0 9.1 0.99 
1000人以上 33 - - 3.0 18.2 54.6 6.1 - - - - - 18.2 9.2 0.54 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
建設業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 
製造業 82 1.2 - 4.9 13.4 18.3 6.1 2.4 - - - - 53.7 9.1 1.10 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 24 - - 4.2 29.2 29.2 4.2 - - - - - 33.3 8.9 0.54 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 5 - - - 20.0 40.0 - - - - - - 40.0 9.0 0.88 
金融業、保険業 19 - 5.3 10.5 5.3 21.1 21.1 5.3 - - - - 31.6 9.2 1.46 
不動産業、物品賃貸業 6 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 8.9 0.57 
学術研究、専門・技術サービス業 22 - 4.5 4.5 22.7 27.3 9.1 - - - - - 31.8 8.9 1.07 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 14 - - - 21.4 21.4 21.4 7.1 - - - - 28.6 9.3 1.03 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 81 - - 1.2 24.7 34.6 9.9 2.5 - - - - 27.2 9.2 0.80 
支社、支店 61 1.6 1.6 6.6 9.8 13.1 4.9 3.3 - - - - 59.0 8.8 1.35 
営業所 5 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
研究所 10 - 10.0 - 30.0 20.0 10.0 - - - - - 30.0 8.7 1.11 
その他 23 - - 13.0 17.4 17.4 13.0 - - - - - 39.1 9.0 0.83 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 29 - - - 17.2 37.9 13.8 - - - - - 31.0 9.3 0.69 
やや上昇している 72 1.4 - 2.8 15.3 15.3 6.9 - - - - - 58.3 9.0 0.97 
横ばい 47 - 2.1 6.4 21.3 27.7 6.4 8.5 - - - - 27.7 9.2 1.12 
ゆるやかに低下している 12 - - 8.3 25.0 33.3 - - - - - - 33.3 8.6 0.62 
低下している 9 - - 11.1 33.3 11.1 - - - - - - 44.4 8.3 0.48 
その他 8 - 12.5 - 12.5 25.0 25.0 - - - - - 25.0 9.0 1.31 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 132 - 1.5 6.1 15.9 22.0 6.8 3.0 - - - - 44.7 9.1 1.02 
ない 48 2.1 - - 25.0 27.1 12.5 - - - - - 33.3 9.0 0.96 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

167－ 230 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 260 0.8 - 3.1 16.5 28.9 9.2 2.3 0.4 - - - 38.9 9.2 0.96 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 13 - - 15.4 - 7.7 - - - - - - 76.9 8.1 0.92 
30-99人 41 2.4 - 4.9 17.1 19.5 14.6 2.4 - - - - 39.0 9.0 1.18 
100-299人 57 - - 1.8 12.3 38.6 8.8 5.3 - - - - 33.3 9.4 0.74 
300-499人 18 - - 11.1 22.2 11.1 11.1 - - - - - 44.4 8.8 1.09 
500-999人 39 - - 2.6 20.5 33.3 12.8 - - - - - 30.8 9.3 0.74 
1000人以上 62 1.6 - - 25.8 40.3 9.7 3.2 - - - - 19.4 9.2 0.94 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 18 - - 11.1 11.1 11.1 11.1 - - - - - 55.6 8.7 0.97 
30-99人 48 2.1 - 4.2 16.7 16.7 10.4 4.2 - - - - 45.8 9.1 1.21 
100-299人 51 - - 5.9 11.8 43.1 7.8 3.9 - - - - 27.5 9.2 0.81 
300-499人 22 - - - 22.7 13.6 13.6 - - - - - 50.0 9.3 0.89 
500-999人 40 - - 2.5 20.0 35.0 12.5 - 2.5 - - - 27.5 9.4 0.85 
1000人以上 54 1.9 - - 24.1 42.6 9.3 3.7 - - - - 18.5 9.2 0.98 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
建設業 4 - - - - 25.0 50.0 - - - - - 25.0 9.7 0.58 
製造業 128 0.8 - 2.3 15.6 29.7 9.4 1.6 0.8 - - - 39.8 9.3 0.92 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 31 - - 3.2 22.6 32.3 3.2 - - - - - 38.7 8.9 0.68 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
卸売業、小売業 12 - - 8.3 25.0 41.7 - 8.3 - - - - 16.7 9.2 0.87 
金融業、保険業 18 5.6 - - 11.1 5.6 16.7 5.6 - - - - 55.6 9.4 2.07 
不動産業、物品賃貸業 5 - - - - 40.0 20.0 - - - - - 40.0 9.6 0.71 
学術研究、専門・技術サービス業 29 - - 3.4 13.8 31.0 3.4 6.9 - - - - 41.4 9.3 0.94 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
医療、福祉 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.4 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 25 - - 8.0 20.0 28.0 12.0 - - - - - 32.0 8.9 0.91 
その他 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 124 0.8 - 2.4 17.7 34.7 10.5 2.4 - - - - 31.5 9.2 0.93 
支社、支店 74 1.4 - 2.7 10.8 20.3 5.4 2.7 - - - - 56.8 9.1 1.09 
営業所 9 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 9.5 0.06 
研究所 12 - - - 25.0 25.0 16.7 - - - - - 33.3 9.3 0.53 
その他 39 - - 5.1 25.6 28.2 12.8 2.6 - - - - 25.6 9.2 0.87 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 38 - - 5.3 10.5 29.0 18.4 5.3 - - - - 31.6 9.4 0.93 
やや上昇している 107 1.9 - 2.8 20.6 19.6 4.7 - 0.9 - - - 49.5 8.9 1.06 
横ばい 71 - - 1.4 16.9 38.0 11.3 4.2 - - - - 28.2 9.4 0.86 
ゆるやかに低下している 18 - - 5.6 22.2 22.2 16.7 5.6 - - - - 27.8 9.2 0.95 
低下している 14 - - - - 57.1 - - - - - - 42.9 9.5 0.34 
その他 8 - - - 12.5 37.5 - - - - - - 50.0 9.3 0.24 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 188 0.5 - 2.1 16.5 29.3 9.6 3.2 0.5 - - - 38.3 9.3 0.94 
ない 72 1.4 - 5.6 16.7 27.8 8.3 - - - - - 40.3 8.9 0.95 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

168－ 230 － － 231 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 207 - 0.5 2.9 21.7 20.8 6.8 2.4 1.0 - - - 44.0 9.1 1.01 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 23 - - 13.0 4.4 8.7 8.7 8.7 4.4 - - - 52.2 9.6 1.70 
30-99人 34 - - 2.9 26.5 17.7 2.9 5.9 - - - - 44.1 9.0 1.11 
100-299人 31 - - - 16.1 25.8 12.9 - - - - - 45.2 9.3 0.69 
300-499人 12 - - - 41.7 - 8.3 - - - - - 50.0 8.9 0.84 
500-999人 33 - - 6.1 27.3 21.2 9.1 - - - - - 36.4 8.9 0.83 
1000人以上 48 - 2.1 - 31.3 41.7 6.3 2.1 2.1 - - - 14.6 9.2 0.88 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 27 - - 11.1 7.4 7.4 7.4 7.4 3.7 - - - 55.6 9.5 1.64 
30-99人 37 - - 2.7 21.6 18.9 5.4 5.4 - - - - 46.0 9.1 1.11 
100-299人 26 - - - 23.1 26.9 15.4 - - - - - 34.6 9.3 0.78 
300-499人 17 - - - 41.2 5.9 5.9 - - - - - 47.1 8.8 0.69 
500-999人 34 - - 5.9 23.5 29.4 8.8 - - - - - 32.4 9.0 0.76 
1000人以上 42 - 2.4 - 31.0 38.1 4.8 2.4 2.4 - - - 19.1 9.2 0.94 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
建設業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
製造業 101 - 1.0 3.0 24.8 14.9 5.9 2.0 - - - - 48.5 9.0 0.96 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 24 - - - 20.8 29.2 - 4.2 - - - - 45.8 9.0 0.74 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 11.6 - 
卸売業、小売業 7 - - - 14.3 57.1 - - - - - - 28.6 9.4 0.32 
金融業、保険業 32 - - 9.4 21.9 15.6 12.5 - 3.1 - - - 37.5 9.0 1.27 
不動産業、物品賃貸業 4 - - - 25.0 25.0 - - - - - - 50.0 9.2 0.41 
学術研究、専門・技術サービス業 22 - - - 13.6 31.8 9.1 4.5 4.5 - - - 36.4 9.8 1.14 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 - - - 9.1 27.3 18.2 - - - - - 45.5 9.4 0.58 
その他 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 82 - - 1.2 22.0 28.1 7.3 4.9 1.2 - - - 35.4 9.3 0.97 
支社、支店 73 - - 4.1 17.8 13.7 4.1 - 1.4 - - - 58.9 8.9 1.08 
営業所 5 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
研究所 10 - - - 50.0 20.0 - - - - - - 30.0 8.9 0.34 
その他 37 - 2.7 5.4 24.3 21.6 13.5 2.7 - - - - 29.7 9.1 1.05 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 28 - - - 14.3 35.7 7.1 3.6 - - - - 39.3 9.3 0.78 
やや上昇している 85 - 1.2 3.5 18.8 10.6 3.5 - 1.2 - - - 61.2 8.9 1.01 
横ばい 63 - - 3.2 27.0 27.0 9.5 4.8 1.6 - - - 27.0 9.3 1.08 
ゆるやかに低下している 14 - - 7.1 28.6 21.4 14.3 7.1 - - - - 21.4 9.1 1.08 
低下している 8 - - - 37.5 12.5 - - - - - - 50.0 8.4 0.36 
その他 7 - - - 14.3 42.9 - - - - - - 42.9 9.3 0.23 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 164 - 0.6 3.7 22.6 21.3 5.5 1.2 0.6 - - - 44.5 9.0 0.93 
ない 43 - - - 18.6 18.6 11.6 7.0 2.3 - - - 41.9 9.6 1.13 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  社員教育・研修計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 253 - - 2.4 17.8 26.1 12.3 4.0 - - - - 37.5 9.3 0.88 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 19 - - 5.3 10.5 10.5 15.8 - - - - - 57.9 9.1 1.19 
30-99人 43 - - 4.7 11.6 25.6 16.3 7.0 - - - - 34.9 9.4 0.97 
100-299人 49 - - 2.0 18.4 26.5 10.2 6.1 - - - - 36.7 9.3 0.94 
300-499人 16 - - - 31.2 25.0 6.2 - - - - - 37.5 9.1 0.73 
500-999人 44 - - 2.3 27.3 25.0 18.2 2.3 - - - - 25.0 9.3 0.86 
1000人以上 54 - - 1.9 18.5 44.4 11.1 5.6 - - - - 18.5 9.4 0.80 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 23 - - 4.3 13.0 8.7 21.7 - - - - - 52.2 9.2 1.12 
30-99人 45 - - 6.7 11.1 24.4 13.3 6.7 - - - - 37.8 9.3 0.99 
100-299人 48 - - - 22.9 31.2 8.3 6.2 - - - - 31.2 9.3 0.88 
300-499人 20 - - - 30.0 10.0 10.0 - - - - - 50.0 9.1 1.01 
500-999人 44 - - 4.5 22.7 29.5 20.5 2.3 - - - - 20.5 9.3 0.84 
1000人以上 47 - - - 19.1 46.8 8.5 6.4 - - - - 19.1 9.4 0.78 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
建設業 3 - - - - 33.3 66.7 - - - - - - 9.7 0.58 
製造業 129 - - 3.1 17.1 26.4 12.4 3.1 - - - - 38.0 9.3 0.90 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 31 - - 3.2 22.6 29.0 6.5 3.2 - - - - 35.5 9.0 0.84 
運輸業、郵便業 2 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
卸売業、小売業 11 - - - 18.2 36.4 - - - - - - 45.5 9.0 0.31 
金融業、保険業 16 - - - 12.5 12.5 12.5 18.8 - - - - 43.8 10.1 1.22 
不動産業、物品賃貸業 5 - - - - 40.0 - - - - - - 60.0 9.6 0.12 
学術研究、専門・技術サービス業 29 - - 3.4 20.7 20.7 17.2 6.9 - - - - 31.0 9.5 0.97 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
医療、福祉 2 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.4 0.28 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 21 - - - 23.8 23.8 9.5 - - - - - 42.9 9.2 0.56 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 119 - - 0.8 21.8 28.6 10.1 5.9 - - - - 32.8 9.3 0.89 
支社、支店 77 - - 3.9 13.0 19.5 9.1 2.6 - - - - 51.9 9.2 0.94 
営業所 8 - - - - 37.5 - - - - - - 62.5 9.5 0.08 
研究所 10 - - - 20.0 30.0 20.0 - - - - - 30.0 9.4 0.79 
その他 39 - - 5.1 17.9 28.2 25.6 2.6 - - - - 20.5 9.4 0.88 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 37 - - - 8.1 29.7 24.3 5.4 - - - - 32.4 9.7 0.78 
やや上昇している 98 - - - 17.3 21.4 8.2 2.0 - - - - 51.0 9.3 0.71 
横ばい 71 - - 2.8 14.1 33.8 12.7 7.0 - - - - 29.6 9.5 0.97 
ゆるやかに低下している 22 - - 9.1 36.4 18.2 22.7 - - - - - 13.6 9.1 0.96 
低下している 12 - - 16.7 33.3 16.7 - - - - - - 33.3 8.4 0.63 
その他 9 - - - 22.2 33.3 - - - - - - 44.4 8.9 0.58 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 184 - - 2.7 16.8 27.7 12.5 4.3 - - - - 35.9 9.4 0.91 
ない 69 - - 1.4 20.3 21.7 11.6 2.9 - - - - 42.0 9.2 0.80 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 142 0.7 - 2.1 16.9 16.2 12.7 2.8 - - - - 48.6 9.3 1.04 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 9 - - - - 11.1 - 11.1 - - - - 77.8 10.0 1.00 
30-99人 26 3.9 - - 23.1 15.4 11.5 3.9 - - - - 42.3 9.0 1.38 
100-299人 21 - - - 19.1 19.1 23.8 - - - - - 38.1 9.3 0.73 
300-499人 7 - - 14.3 42.9 - 14.3 - - - - - 28.6 8.8 0.84 
500-999人 20 - - 5.0 15.0 15.0 15.0 5.0 - - - - 45.0 9.5 1.19 
1000人以上 32 - - 3.1 21.9 31.3 15.6 3.1 - - - - 25.0 9.4 0.81 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 12 - - - - 16.7 8.3 8.3 - - - - 66.7 9.9 0.74 
30-99人 27 3.7 - - 22.2 11.1 11.1 3.7 - - - - 48.2 9.0 1.43 
100-299人 18 - - - 27.8 22.2 22.2 - - - - - 27.8 9.2 0.69 
300-499人 11 - - 9.1 18.2 - 18.2 - - - - - 54.6 9.1 1.07 
500-999人 20 - - 5.0 20.0 25.0 15.0 5.0 - - - - 30.0 9.5 1.09 
1000人以上 28 - - 3.6 21.4 28.6 14.3 3.6 - - - - 28.6 9.3 0.83 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
建設業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 
製造業 66 1.5 - 4.5 13.6 13.6 9.1 1.5 - - - - 56.1 9.1 1.21 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 25 - - - 28.0 8.0 8.0 4.0 - - - - 52.0 9.1 0.87 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
卸売業、小売業 4 - - - 25.0 25.0 25.0 - - - - - 25.0 9.5 1.41 
金融業、保険業 15 - - - 6.7 - 33.3 13.3 - - - - 46.7 10.4 0.83 
不動産業、物品賃貸業 4 - - - - 25.0 25.0 - - - - - 50.0 9.9 0.86 
学術研究、専門・技術サービス業 13 - - - 30.8 38.5 - - - - - - 30.8 8.9 0.52 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.5 - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 - - - 11.1 22.2 33.3 - - - - - 33.3 9.6 0.83 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 88 - - 2.3 22.7 20.5 15.9 4.6 - - - - 34.1 9.3 0.99 
支社、支店 32 3.1 - 3.1 - 6.3 3.1 - - - - - 84.4 8.5 1.75 
営業所 6 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
研究所 6 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 9.1 0.33 
その他 10 - - - 20.0 10.0 30.0 - - - - - 40.0 9.7 0.71 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 20 - - - 20.0 40.0 10.0 - - - - - 30.0 9.0 0.64 
やや上昇している 64 1.6 - 4.7 14.1 4.7 7.8 - - - - - 67.2 8.9 1.14 
横ばい 37 - - - 18.9 18.9 24.3 8.1 - - - - 29.7 9.7 1.05 
ゆるやかに低下している 9 - - - 11.1 33.3 11.1 11.1 - - - - 33.3 9.6 0.87 
低下している 5 - - - 20.0 - - - - - - - 80.0 8.0 - 
その他 6 - - - 16.7 33.3 16.7 - - - - - 33.3 9.5 0.37 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 98 - - 3.1 14.3 17.4 10.2 3.1 - - - - 52.0 9.3 0.98 
ない 44 2.3 - - 22.7 13.6 18.2 2.3 - - - - 40.9 9.2 1.13 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  広報を企画・立案する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 373 0.3 0.5 9.1 25.7 33.0 7.5 1.1 0.5 - - - 22.3 8.9 0.89 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 81 - - 9.9 24.7 38.3 7.4 - - - - - 19.8 8.8 0.80 
30-99人 77 1.3 1.3 16.9 24.7 28.6 10.4 1.3 - - - - 15.6 8.7 1.03 
100-299人 67 - - 7.5 25.4 38.8 10.4 1.5 3.0 - - - 13.4 9.1 0.95 
300-499人 15 - - 13.3 53.3 13.3 6.7 - - - - - 13.3 8.6 0.70 
500-999人 49 - 2.0 6.1 32.7 28.6 6.1 4.1 - - - - 20.4 8.9 0.95 
1000人以上 52 - - 5.8 25.0 44.2 5.8 - - - - - 19.2 9.1 0.66 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 90 - - 10.0 23.3 37.8 10.0 - - - - - 18.9 8.8 0.81 
30-99人 86 1.2 1.2 15.1 24.4 31.4 7.0 1.2 1.2 - - - 17.4 8.8 1.06 
100-299人 57 - - 8.8 29.8 38.6 10.5 1.8 1.8 - - - 8.8 9.0 0.90 
300-499人 23 - - 8.7 43.5 17.4 4.3 4.3 - - - - 21.7 8.8 0.85 
500-999人 46 - 2.2 8.7 28.3 34.8 6.5 2.2 - - - - 17.4 8.9 0.90 
1000人以上 43 - - 2.3 27.9 39.5 7.0 - - - - - 23.3 9.1 0.64 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 4 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.1 0.25 
製造業 178 0.6 - 10.1 25.8 26.4 7.3 1.7 0.6 - - - 27.5 8.9 0.94 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 59 - 1.7 11.9 11.9 55.9 3.4 - - - - - 15.3 8.8 0.70 
運輸業、郵便業 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
卸売業、小売業 35 - 2.9 2.9 28.6 51.4 5.7 - 2.9 - - - 5.7 9.0 0.90 
金融業、保険業 43 - - 16.3 34.9 11.6 11.6 2.3 - - - - 23.3 8.6 1.11 
不動産業、物品賃貸業 7 - - - 14.3 42.9 14.3 - - - - - 28.6 9.3 0.79 
学術研究、専門・技術サービス業 17 - - 5.9 47.1 23.5 - - - - - - 23.5 8.5 0.58 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 6 - - - 83.3 16.7 - - - - - - - 8.7 0.30 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 18 - - - 22.2 33.3 16.7 - - - - - 27.8 9.1 0.65 
その他 3 - - - - 33.3 33.3 - - - - - 33.3 9.8 0.35 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 131 - 0.8 3.1 31.3 28.2 9.9 3.1 0.8 - - - 22.9 9.1 0.93 
支社、支店 172 0.6 0.6 13.4 21.5 36.6 4.7 - 0.6 - - - 22.1 8.7 0.86 
営業所 21 - - 9.5 14.3 38.1 9.5 - - - - - 28.6 9.1 0.89 
研究所 8 - - 25.0 37.5 12.5 - - - - - - 25.0 8.5 0.71 
その他 41 - - 7.3 29.3 34.1 12.2 - - - - - 17.1 9.0 0.77 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 45 - - 2.2 24.4 26.7 20.0 2.2 - - - - 24.4 9.2 0.87 
やや上昇している 152 0.7 0.7 13.8 24.3 25.7 3.9 - 0.7 - - - 30.3 8.7 0.92 
横ばい 87 - 1.1 6.9 26.4 31.0 12.6 2.3 - - - - 19.5 9.0 0.97 
ゆるやかに低下している 50 - - 4.0 24.0 68.0 - - 2.0 - - - 2.0 8.9 0.61 
低下している 24 - - 8.3 33.3 29.2 - 4.2 - - - - 25.0 8.9 0.82 
その他 8 - - - 37.5 25.0 12.5 - - - - - 25.0 8.9 0.82 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 288 - 0.3 11.1 23.6 33.3 6.9 1.4 0.7 - - - 22.6 8.9 0.90 
ない 81 1.2 1.2 1.2 33.3 32.1 8.6 - - - - - 22.2 8.8 0.83 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 253 - - 2.8 28.9 25.7 8.7 2.4 - - - - 31.6 9.1 0.76 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 19 - - 5.3 - 10.5 21.1 5.3 - - - - 57.9 9.8 1.00 
30-99人 32 - - 3.1 28.1 25.0 9.4 6.3 - - - - 28.1 9.2 0.86 
100-299人 50 - - 6.0 32.0 26.0 8.0 2.0 - - - - 26.0 9.0 0.77 
300-499人 22 - - - 40.9 27.3 4.6 - - - - - 27.3 9.0 0.56 
500-999人 49 - - 2.0 34.7 30.6 6.1 2.0 - - - - 24.5 9.0 0.69 
1000人以上 50 - - 2.0 40.0 38.0 10.0 2.0 - - - - 8.0 9.1 0.65 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 23 - - 4.4 - 17.4 21.7 4.4 - - - - 52.2 9.7 0.91 
30-99人 37 - - 8.1 32.4 18.9 8.1 5.4 - - - - 27.0 9.0 0.90 
100-299人 45 - - 4.4 31.1 28.9 8.9 2.2 - - - - 24.4 9.1 0.81 
300-499人 30 - - - 40.0 23.3 - 3.3 - - - - 33.3 9.0 0.64 
500-999人 46 - - 2.2 37.0 32.6 8.7 - - - - - 19.6 9.0 0.58 
1000人以上 43 - - - 37.2 39.5 11.6 2.3 - - - - 9.3 9.2 0.65 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
建設業 7 - - - - 28.6 - 14.3 - - - - 57.1 10.2 0.96 
製造業 165 - - 3.6 27.9 26.1 7.3 3.0 - - - - 32.1 9.1 0.79 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 27 - - 3.7 44.4 25.9 - - - - - - 25.9 8.8 0.47 
運輸業、郵便業 3 - - - - 33.3 33.3 - - - - - 33.3 9.8 0.35 
卸売業、小売業 13 - - - 38.5 7.7 23.1 - - - - - 30.8 9.2 0.95 
金融業、保険業 7 - - - 14.3 - 28.6 - - - - - 57.1 9.8 0.73 
不動産業、物品賃貸業 3 - - - 33.3 - - - - - - - 66.7 9.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 15 - - - 33.3 20.0 13.3 - - - - - 33.3 9.1 0.75 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.8 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 - - - 22.2 55.6 22.2 - - - - - - 9.2 0.54 
その他 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.3 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 83 - - 1.2 27.7 32.5 13.3 2.4 - - - - 22.9 9.2 0.74 
支社、支店 77 - - 2.6 24.7 15.6 6.5 2.6 - - - - 48.1 9.1 0.76 
営業所 15 - - 6.7 20.0 13.3 - 6.7 - - - - 53.3 9.2 1.00 
研究所 12 - - 8.3 58.3 8.3 8.3 - - - - - 16.7 8.7 0.57 
その他 65 - - 3.1 32.3 35.4 6.2 1.5 - - - - 21.5 9.0 0.72 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 28 - - - 28.6 25.0 17.9 - - - - - 28.6 9.2 0.62 
やや上昇している 101 - - 1.0 20.8 21.8 7.9 1.0 - - - - 47.5 9.1 0.67 
横ばい 62 - - 1.6 40.3 22.6 12.9 3.2 - - - - 19.4 9.1 0.83 
ゆるやかに低下している 25 - - 4.0 36.0 40.0 4.0 4.0 - - - - 12.0 9.1 0.71 
低下している 23 - - 8.7 17.4 34.8 - 4.4 - - - - 34.8 9.1 0.86 
その他 10 - - 20.0 60.0 20.0 - - - - - - - 8.4 0.47 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 202 - - 2.5 29.7 25.3 6.9 2.5 - - - - 33.2 9.1 0.75 
ない 51 - - 3.9 25.5 27.5 15.7 2.0 - - - - 25.5 9.2 0.77 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

173－ 236 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 173 - 1.2 4.1 27.2 31.8 10.4 1.7 - - - - 23.7 9.1 0.88 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 39 - - 2.6 10.3 46.2 25.6 - - - - - 15.4 9.5 0.79 
30-99人 34 - 2.9 8.8 35.3 32.4 2.9 - - - - - 17.7 8.7 0.78 
100-299人 29 - - 3.5 27.6 20.7 13.8 3.5 - - - - 31.0 9.2 0.95 
300-499人 14 - - - 71.4 7.1 7.1 - - - - - 14.3 8.9 0.54 
500-999人 26 - 3.9 3.9 26.9 38.5 - 3.9 - - - - 23.1 9.0 0.94 
1000人以上 29 - - 3.5 20.7 27.6 6.9 3.5 - - - - 37.9 9.3 0.86 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 46 - - 2.2 17.4 41.3 21.7 - - - - - 17.4 9.4 0.83 
30-99人 35 - 2.9 8.6 28.6 37.1 2.9 - - - - - 20.0 8.8 0.78 
100-299人 29 - - 6.9 37.9 13.8 13.8 3.5 - - - - 24.1 9.0 0.98 
300-499人 17 - 5.9 - 41.2 11.8 5.9 5.9 - - - - 29.4 8.9 1.13 
500-999人 19 - - - 31.6 36.8 5.3 - - - - - 26.3 9.2 0.45 
1000人以上 25 - - 4.0 20.0 36.0 4.0 4.0 - - - - 32.0 9.3 0.86 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.6 - 
建設業 3 - - - - 33.3 66.7 - - - - - - 10.0 0.87 
製造業 110 - 1.8 5.5 23.6 38.2 9.1 1.8 - - - - 20.0 9.2 0.90 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 6 - - 16.7 - 33.3 - - - - - - 50.0 8.7 0.79 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 6 - - - 50.0 - 16.7 - - - - - 33.3 8.8 0.85 
金融業、保険業 21 - - - 33.3 19.0 14.3 4.8 - - - - 28.6 9.1 1.07 
不動産業、物品賃貸業 7 - - - 14.3 42.9 14.3 - - - - - 28.6 9.2 0.86 
学術研究、専門・技術サービス業 10 - - - 60.0 30.0 - - - - - - 10.0 8.8 0.19 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 8 - - - 37.5 - 12.5 - - - - - 50.0 8.8 0.85 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 50 - 4.0 4.0 26.0 18.0 16.0 4.0 - - - - 28.0 9.1 1.13 
支社、支店 44 - - 6.8 27.3 31.8 6.8 2.3 - - - - 25.0 8.9 0.86 
営業所 36 - - - 2.8 61.1 19.4 - - - - - 16.7 9.7 0.49 
研究所 9 - - - 88.9 11.1 - - - - - - - 8.7 0.30 
その他 33 - - 6.1 36.4 27.3 - - - - - - 30.3 8.9 0.60 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 17 - - - 17.7 29.4 11.8 - - - - - 41.2 9.3 0.53 
やや上昇している 84 - 1.2 1.2 23.8 36.9 11.9 - - - - - 25.0 9.3 0.84 
横ばい 41 - 2.4 9.8 31.7 29.3 12.2 2.4 - - - - 12.2 8.9 0.93 
ゆるやかに低下している 13 - - 7.7 23.1 15.4 - 7.7 - - - - 46.2 9.1 1.14 
低下している 9 - - 11.1 33.3 22.2 11.1 11.1 - - - - 11.1 9.1 1.04 
その他 5 - - - 60.0 20.0 - - - - - - 20.0 8.7 0.53 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 149 - 1.3 4.0 25.5 35.6 10.7 2.0 - - - - 20.8 9.2 0.89 
ない 24 - - 4.2 37.5 8.3 8.3 - - - - - 41.7 8.7 0.72 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

174－ 236 － － 237 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 1,385 47.6 33.5 5.3 13.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 40.7 32.0 5.2 22.1 
30-99人 421 41.1 38.0 5.9 15.0 
100-299人 319 46.4 35.4 6.0 12.2 
300-499人 93 55.9 24.7 6.5 12.9 
500-999人 117 63.3 20.5 7.7 8.6 
1000人以上 146 68.5 22.6 2.1 6.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 40.6 32.6 5.1 21.7 
30-99人 426 43.2 36.9 5.9 14.1 
100-299人 292 50.3 33.2 6.5 9.9 
300-499人 88 58.0 26.1 4.6 11.4 
500-999人 110 63.6 20.9 7.3 8.2 
1000人以上 107 66.4 25.2 1.9 6.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 22 45.5 27.3 - 27.3 
製造業 359 44.6 35.7 7.8 12.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 50.0 - - 
情報通信業 339 46.6 43.7 4.7 5.0 
運輸業、郵便業 1 - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 13.8 27.6 6.9 51.7 
金融業、保険業 56 3.6 - - 96.4 
不動産業、物品賃貸業 15 - 86.7 - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 50.6 31.8 9.0 8.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 62.5 12.5 12.5 
教育、学習支援業 137 89.8 2.9 0.7 6.6 
医療、福祉 6 83.3 16.7 - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 148 42.6 43.9 2.0 11.5 
その他 8 62.5 25.0 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 45.3 39.3 3.8 11.6 
支社、支店 374 42.0 30.0 7.5 20.6 
営業所 28 39.3 32.1 3.6 25.0 
研究所 115 60.9 27.8 7.0 4.4 
その他 153 62.8 20.3 6.5 10.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 34.2 45.6 4.4 15.8 
やや上昇している 433 44.1 39.7 3.0 13.2 
横ばい 391 43.2 32.2 7.7 16.9 
ゆるやかに低下している 145 56.6 26.9 3.5 13.1 
低下している 83 44.6 33.7 6.0 15.7 
その他 135 71.1 15.6 9.6 3.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 50.6 27.2 5.2 17.1 
ない 698 45.0 39.8 5.2 10.0 

問１４（２）　みなし労働時間の根拠  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　％

175－ 238 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 1,128 31.7 20.0 3.3 45.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 26.8 25.2 3.3 44.7 
30-99人 331 27.2 12.4 1.5 58.9 
100-299人 239 32.2 18.4 4.6 44.8 
300-499人 67 43.3 14.9 3.0 38.8 
500-999人 86 43.0 22.1 8.1 26.7 
1000人以上 105 46.7 22.9 3.8 26.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 26.7 23.7 2.7 47.0 
30-99人 333 27.3 12.6 2.1 58.0 
100-299人 216 34.7 17.1 4.6 43.5 
300-499人 64 45.3 20.3 1.6 32.8 
500-999人 87 44.8 19.5 9.2 26.4 
1000人以上 83 48.2 24.1 3.6 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - 
建設業 22 45.5 13.6 4.5 36.4 
製造業 404 40.3 28.0 5.7 26.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - 
情報通信業 255 22.7 10.6 0.8 65.9 
運輸業、郵便業 4 75.0 25.0 - - 
卸売業、小売業 50 40.0 38.0 4.0 18.0 
金融業、保険業 66 60.6 27.3 3.0 9.1 
不動産業、物品賃貸業 21 4.8 33.3 - 61.9 
学術研究、専門・技術サービス業 147 20.4 7.5 3.4 68.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 50.0 - - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 107 23.4 18.7 1.9 56.1 
その他 4 50.0 25.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 19.8 17.2 2.0 61.0 
支社、支店 353 43.3 19.6 5.4 31.7 
営業所 66 21.2 65.2 - 13.6 
研究所 46 43.5 10.9 - 45.7 
その他 115 53.0 13.0 6.1 27.8 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 27.3 23.0 1.4 48.2 
やや上昇している 413 30.3 28.6 1.5 39.7 
横ばい 295 32.5 15.9 5.4 46.1 
ゆるやかに低下している 130 47.7 6.9 3.1 42.3 
低下している 75 20.0 17.3 5.3 57.3 
その他 53 28.3 11.3 - 60.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 47.3 25.1 4.1 23.5 
ない 510 13.5 13.9 2.0 70.6 

問１４（２）　みなし労働時間の根拠  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　％

176－ 238 － － 239 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 464 60.8 36.9 1.9 0.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 74 74.3 25.7 - - 
30-99人 160 56.3 40.6 2.5 0.6 
100-299人 113 56.6 41.6 0.9 0.9 
300-499人 23 56.5 39.1 4.4 - 
500-999人 24 54.2 45.8 - - 
1000人以上 33 51.5 42.4 6.1 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 102 69.6 29.4 1.0 - 
30-99人 157 56.1 41.4 1.9 0.6 
100-299人 97 56.7 41.2 1.0 1.0 
300-499人 23 56.5 39.1 4.4 - 
500-999人 23 47.8 52.2 - - 
1000人以上 27 55.6 37.0 7.4 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 6 16.7 83.3 - - 
製造業 128 61.7 36.7 1.6 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - 
情報通信業 148 63.5 33.8 2.0 0.7 
運輸業、郵便業 0 - - - - 
卸売業、小売業 8 25.0 62.5 12.5 - 
金融業、保険業 0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 13 92.3 7.7 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 78 62.8 33.3 3.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 5 40.0 60.0 - - 
教育、学習支援業 4 25.0 75.0 - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 65 56.9 41.5 - 1.5 
その他 2 50.0 50.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 280 56.4 41.8 1.4 0.4 
支社、支店 112 84.8 15.2 - - 
営業所 9 11.1 77.8 11.1 - 
研究所 32 43.8 43.8 9.4 3.1 
その他 31 45.2 51.6 3.2 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 72 68.1 30.6 1.4 - 
やや上昇している 172 63.4 33.7 1.7 1.2 
横ばい 126 57.9 41.3 0.8 - 
ゆるやかに低下している 39 59.0 35.9 5.1 - 
低下している 28 50.0 50.0 - - 
その他 21 57.1 38.1 4.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 185 64.3 32.4 2.2 1.1 
ない 278 58.3 39.9 1.8 - 

問１４（２）付問　実績として用いたもの  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

177－ 240 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 226 71.7 23.5 3.5 1.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 62 85.5 8.1 1.6 4.8 
30-99人 41 63.4 31.7 4.9 - 
100-299人 44 70.5 29.6 - - 
300-499人 10 50.0 30.0 20.0 - 
500-999人 19 57.9 42.1 - - 
1000人以上 24 50.0 41.7 8.3 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 71 78.9 14.1 2.8 4.2 
30-99人 42 69.1 28.6 2.4 - 
100-299人 37 73.0 27.0 - - 
300-499人 13 46.2 38.5 15.4 - 
500-999人 17 52.9 47.1 - - 
1000人以上 20 55.0 35.0 10.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 3 33.3 66.7 - - 
製造業 113 81.4 15.0 1.8 1.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 27 59.3 33.3 7.4 - 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - - 
卸売業、小売業 19 42.1 36.8 15.8 5.3 
金融業、保険業 18 38.9 55.6 5.6 - 
不動産業、物品賃貸業 7 100.0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 90.9 9.1 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - 
教育、学習支援業 6 100.0 - - - 
医療、福祉 0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 20 70.0 30.0 - - 
その他 1 - 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 94 68.1 28.7 3.2 - 
支社、支店 69 68.1 27.5 2.9 1.5 
営業所 43 86.1 7.0 2.3 4.7 
研究所 5 40.0 40.0 20.0 - 
その他 15 80.0 13.3 6.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 32 90.6 6.3 3.1 - 
やや上昇している 118 77.1 19.5 1.7 1.7 
横ばい 47 44.7 46.8 6.4 2.1 
ゆるやかに低下している 9 66.7 22.2 11.1 - 
低下している 13 84.6 15.4 - - 
その他 6 50.0 33.3 16.7 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 153 73.2 23.5 2.0 1.3 
ない 71 69.0 22.5 7.0 1.4 

問１４（２）付問　実績として用いたもの  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

178－ 240 － － 241 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

あ
る

な
い

不
明

Total 1,534 3.1 89.6 7.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 4.5 88.4 7.2 
30-99人 463 2.6 88.1 9.3 
100-299人 338 3.6 87.3 9.2 
300-499人 100 1.0 96.0 3.0 
500-999人 123 1.6 93.5 4.9 
1000人以上 157 3.2 91.7 5.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 4.2 89.4 6.4 
30-99人 469 2.1 87.9 10.0 
100-299人 310 4.2 88.4 7.4 
300-499人 93 2.2 95.7 2.2 
500-999人 115 0.9 91.3 7.8 
1000人以上 118 3.4 92.4 4.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - 
建設業 24 8.3 87.5 4.2 
製造業 456 2.4 91.4 6.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 100.0 - 
情報通信業 340 3.8 90.0 6.2 
運輸業、郵便業 4 - 100.0 - 
卸売業、小売業 51 2.0 92.2 5.9 
金融業、保険業 68 5.9 82.4 11.8 
不動産業、物品賃貸業 21 - 95.2 4.8 
学術研究、専門・技術サービス業 250 2.4 87.6 10.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - 75.0 25.0 
教育、学習支援業 137 3.6 88.3 8.0 
医療、福祉 6 - 100.0 - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 148 2.0 89.9 8.1 
その他 8 12.5 87.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 4.2 88.1 7.8 
支社、支店 429 2.1 89.7 8.2 
営業所 70 1.4 98.6 - 
研究所 115 1.7 93.0 5.2 
その他 172 2.3 89.5 8.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 6.0 86.3 7.7 
やや上昇している 517 1.6 90.3 8.1 
横ばい 422 4.3 88.2 7.6 
ゆるやかに低下している 150 4.0 91.3 4.7 
低下している 89 1.1 91.0 7.9 
その他 138 2.2 90.6 7.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 2.5 90.3 7.2 
ない 722 3.7 88.6 7.6 

問１４（３）　特別休暇の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 14.2 9.0 43.0 46.4 63.6 12.9 35.5 32.2 23.8 68.5 13.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 10.0 9.5 41.6 30.3 41.1 13.0 22.5 23.8 21.2 38.5 26.0 
30-99人 421 15.2 10.7 44.2 40.9 58.9 14.0 31.6 27.6 23.3 63.4 13.3 
100-299人 319 14.4 9.1 44.2 45.5 64.6 11.3 32.6 31.0 26.0 77.4 11.0 
300-499人 93 14.0 5.4 43.0 53.8 73.1 12.9 34.4 34.4 25.8 81.7 10.8 
500-999人 117 18.0 11.1 49.6 60.7 83.8 16.2 52.1 44.4 28.2 88.9 4.3 
1000人以上 146 18.5 4.1 37.0 64.4 82.2 13.7 49.3 39.0 21.9 81.5 7.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 11.2 10.2 41.5 30.4 44.4 12.5 22.7 22.4 20.8 42.8 24.3 
30-99人 426 15.5 10.8 46.2 43.4 61.3 13.6 33.1 29.1 25.1 67.8 12.4 
100-299人 292 14.4 7.2 42.1 48.6 67.8 11.3 33.2 32.9 24.3 78.1 9.3 
300-499人 88 17.1 4.6 48.9 55.7 77.3 12.5 43.2 35.2 27.3 88.6 8.0 
500-999人 110 16.4 10.9 43.6 59.1 80.0 20.0 52.7 45.5 29.1 86.4 6.4 
1000人以上 107 16.8 3.7 39.3 67.3 85.1 13.1 53.3 44.9 24.3 80.4 6.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 22 4.5 13.6 27.3 9.1 22.7 - 4.5 4.5 18.2 40.9 50.0 
製造業 359 8.1 8.6 37.6 51.0 73.5 15.3 54.9 46.0 27.9 75.5 11.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - 50.0 50.0 50.0 100.0 - 100.0 - 
情報通信業 339 12.7 10.9 53.7 52.8 64.0 10.6 36.0 38.1 34.5 72.9 3.5 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 3.4 3.4 24.1 17.2 31.0 10.3 13.8 17.2 24.1 37.9 51.7 
金融業、保険業 56 5.4 1.8 5.4 7.1 7.1 - 5.4 3.6 3.6 7.1 92.9 
不動産業、物品賃貸業 15 80.0 - 86.7 86.7 86.7 - - - 6.7 86.7 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 14.7 10.6 42.4 48.6 65.3 16.7 34.7 29.4 19.2 74.7 6.1 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 25.0 - 62.5 12.5 50.0 - 25.0 25.0 - 50.0 12.5 
教育、学習支援業 137 33.6 3.6 41.6 55.5 72.3 10.9 18.2 15.3 0.7 75.2 7.3 
医療、福祉 6 66.7 - 50.0 83.3 83.3 - 16.7 16.7 - 83.3 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 11.5 12.2 49.3 30.4 60.1 16.2 30.4 27.7 29.1 55.4 12.2 
その他 8 12.5 12.5 37.5 75.0 75.0 37.5 37.5 50.0 50.0 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 13.6 10.8 43.2 37.6 56.0 13.9 28.6 27.4 21.0 60.5 12.3 
支社、支店 374 13.9 5.9 39.6 53.2 68.7 8.6 41.7 37.2 24.9 72.5 18.2 
営業所 28 3.6 3.6 57.1 42.9 50.0 17.9 50.0 28.6 35.7 60.7 28.6 
研究所 115 18.3 10.4 51.3 58.3 83.5 14.8 40.0 31.3 33.0 93.0 1.7 
その他 153 17.0 7.8 42.5 63.4 74.5 16.3 46.4 43.8 24.8 79.7 8.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 19.0 8.9 41.1 44.3 62.0 7.0 27.9 18.4 17.1 69.6 13.3 
やや上昇している 433 11.6 7.9 40.4 42.0 61.9 12.5 35.6 37.2 22.9 68.8 12.9 
横ばい 391 13.3 6.9 39.4 45.5 60.9 16.1 35.6 33.0 24.8 65.5 17.1 
ゆるやかに低下している 145 8.3 11.7 56.6 46.9 64.1 5.5 47.6 40.0 33.1 63.5 15.2 
低下している 83 12.1 20.5 54.2 44.6 60.2 22.9 39.8 37.4 26.5 55.4 7.2 
その他 135 27.4 9.6 45.2 65.9 80.0 14.8 33.3 21.5 23.0 87.4 2.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 14.1 6.2 40.3 55.7 71.0 12.2 45.6 38.7 24.6 77.2 15.4 
ない 698 14.5 11.8 46.0 37.4 57.0 13.8 25.9 26.2 22.8 60.2 10.3 

問１５　健康・福祉確保措置　専門業務型  実施することになっているもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 13.4 7.1 39.6 42.7 54.6 10.7 25.5 18.3 13.2 55.7 20.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 7.8 7.4 38.5 26.8 30.7 10.4 15.2 10.4 11.3 28.6 32.5 
30-99人 421 14.3 8.3 39.9 36.1 48.0 11.6 18.5 9.7 10.7 49.9 22.1 
100-299人 319 13.8 7.8 40.1 41.7 54.2 8.5 21.3 16.9 13.5 58.9 20.1 
300-499人 93 14.0 3.2 39.8 50.5 66.7 10.8 23.7 17.2 12.9 72.0 15.1 
500-999人 117 18.0 9.4 47.0 58.1 80.3 16.2 44.4 31.6 18.8 78.6 6.0 
1000人以上 146 18.5 2.7 35.6 61.0 76.0 11.0 42.5 31.5 17.1 71.9 14.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 9.6 7.7 39.0 27.5 33.9 10.2 15.0 10.2 11.5 31.6 31.6 
30-99人 426 14.3 8.7 41.8 37.8 51.6 10.8 20.4 11.5 11.7 55.4 20.2 
100-299人 292 14.0 6.2 38.4 45.9 56.2 8.9 21.9 18.2 13.0 59.9 18.5 
300-499人 88 17.1 2.3 43.2 52.3 72.7 11.4 29.6 17.1 13.6 73.9 12.5 
500-999人 110 16.4 10.0 42.7 56.4 74.6 19.1 48.2 33.6 20.9 75.5 12.7 
1000人以上 107 16.8 1.9 37.4 63.6 80.4 10.3 45.8 37.4 18.7 73.8 10.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 22 4.5 9.1 18.2 4.5 13.6 - - - 4.5 31.8 63.6 
製造業 359 7.8 7.8 33.1 48.2 62.1 13.4 43.7 32.0 14.2 65.7 17.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - 50.0 50.0 50.0 - - 100.0 - 
情報通信業 339 12.1 8.3 49.9 49.0 52.5 7.4 25.1 20.4 26.5 59.3 13.0 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 3.4 3.4 24.1 13.8 27.6 10.3 13.8 10.3 13.8 34.5 55.2 
金融業、保険業 56 5.4 1.8 5.4 7.1 7.1 - 3.6 - 3.6 3.6 92.9 
不動産業、物品賃貸業 15 80.0 - 86.7 86.7 80.0 - - - - 80.0 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 13.1 8.6 39.6 41.6 58.0 14.7 23.7 12.2 5.7 58.0 15.5 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 25.0 - 62.5 12.5 37.5 - - 25.0 - 37.5 12.5 
教育、学習支援業 137 33.6 - 38.7 51.8 65.7 9.5 6.6 7.3 - 52.6 17.5 
医療、福祉 6 66.7 - 50.0 83.3 66.7 - 16.7 - - 50.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 8.8 10.8 46.6 27.0 52.7 12.8 20.9 14.2 10.8 45.9 18.2 
その他 8 12.5 - 25.0 75.0 75.0 25.0 25.0 37.5 25.0 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 12.6 7.7 39.0 32.8 45.3 10.7 17.1 11.2 10.1 46.7 22.3 
支社、支店 374 12.8 5.4 36.4 51.3 61.8 7.8 35.3 24.9 16.0 61.5 23.0 
営業所 28 3.6 3.6 57.1 39.3 46.4 17.9 46.4 10.7 32.1 57.1 32.1 
研究所 115 18.3 10.4 48.7 52.2 74.8 14.8 26.1 23.5 12.2 75.7 8.7 
その他 153 17.0 6.5 41.2 61.4 66.7 13.1 36.0 32.0 18.3 68.6 11.8 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 18.4 7.0 38.6 38.0 53.2 5.1 20.9 10.1 8.2 62.0 19.6 
やや上昇している 433 10.6 6.5 38.3 39.7 53.8 10.4 27.7 21.7 13.9 56.8 20.1 
横ばい 391 12.3 5.4 35.6 41.9 52.2 14.1 21.5 15.6 10.5 50.1 23.3 
ゆるやかに低下している 145 8.3 9.7 51.0 43.5 55.2 4.8 38.6 31.0 29.7 53.1 24.1 
低下している 83 12.1 15.7 47.0 37.4 42.2 15.7 28.9 14.5 7.2 45.8 20.5 
その他 135 25.9 7.4 43.7 61.5 71.9 11.9 23.7 14.1 13.3 70.4 10.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 14.1 5.3 38.2 53.2 64.0 11.0 37.5 27.9 15.2 66.3 20.7 
ない 698 12.9 8.9 41.3 32.4 46.0 10.5 14.0 9.0 11.0 45.6 19.9 

問１５　健康・福祉確保措置　専門業務型  実際に実施したもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 10.1 5.4 33.2 36.6 46.5 7.4 37.2 28.0 16.1 51.4 43.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 11.4 3.7 40.7 39.0 44.3 6.1 38.2 19.5 12.6 47.2 45.9 
30-99人 331 11.2 4.8 23.6 25.7 32.0 7.0 24.8 18.4 13.6 38.7 55.6 
100-299人 239 9.2 5.4 33.5 30.1 46.4 8.0 32.2 26.4 19.3 53.1 43.9 
300-499人 67 10.5 3.0 41.8 43.3 55.2 7.5 38.8 32.8 25.4 62.7 34.3 
500-999人 86 7.0 10.5 47.7 47.7 67.4 10.5 55.8 47.7 22.1 73.3 19.8 
1000人以上 105 12.4 7.6 37.1 56.2 66.7 8.6 57.1 46.7 17.1 65.7 27.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 10.7 3.7 36.0 36.7 41.3 8.3 35.0 18.7 12.3 45.3 47.7 
30-99人 333 11.4 5.7 26.1 25.8 33.9 5.7 25.8 20.1 15.6 39.6 55.0 
100-299人 216 9.7 4.2 34.7 31.9 48.6 6.5 33.3 27.8 19.0 54.6 42.6 
300-499人 64 6.3 1.6 43.8 43.8 60.9 9.4 45.3 32.8 21.9 71.9 26.6 
500-999人 87 10.3 11.5 43.7 49.4 65.5 12.6 57.5 49.4 21.8 71.3 23.0 
1000人以上 83 10.8 7.2 41.0 60.2 69.9 7.2 60.2 50.6 18.1 67.5 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 100.0 - - - - 100.0 - 
建設業 22 - 9.1 27.3 4.5 13.6 - 13.6 4.5 4.5 40.9 59.1 
製造業 404 11.4 7.2 44.8 54.2 66.8 8.2 60.4 41.3 21.5 71.3 24.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - 100.0 - 100.0 - 
情報通信業 255 4.3 1.2 24.3 24.7 29.8 3.5 22.0 21.6 15.3 31.8 64.7 
運輸業、郵便業 4 50.0 - 75.0 75.0 75.0 - 25.0 50.0 75.0 100.0 - 
卸売業、小売業 50 6.0 4.0 56.0 48.0 66.0 8.0 42.0 46.0 8.0 78.0 12.0 
金融業、保険業 66 43.9 18.2 50.0 74.2 84.8 18.2 47.0 24.2 19.7 93.9 1.5 
不動産業、物品賃貸業 21 33.3 - 38.1 33.3 33.3 - 28.6 - - 33.3 61.9 
学術研究、専門・技術サービス業 147 3.4 3.4 16.3 15.0 21.1 7.5 18.4 13.6 9.5 29.9 65.3 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 20.7 - - 20.7 20.7 20.7 79.3 
医療、福祉 4 25.0 - 50.0 50.0 50.0 - 25.0 25.0 - 50.0 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 107 9.3 7.5 19.6 19.6 30.8 12.1 25.2 18.7 11.2 29.9 54.2 
その他 4 - - - 25.0 50.0 25.0 50.0 75.0 25.0 75.0 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 6.0 3.9 17.8 18.3 28.9 6.2 18.9 16.3 9.5 32.1 60.1 
支社、支店 353 16.7 7.4 43.6 53.0 61.5 10.5 51.3 41.4 22.4 68.6 28.1 
営業所 66 7.6 - 80.3 80.3 78.8 1.5 75.8 12.1 12.1 81.8 18.2 
研究所 46 13.0 8.7 37.0 34.8 47.8 8.7 41.3 41.3 28.3 54.4 45.7 
その他 115 9.6 8.7 45.2 49.6 63.5 5.2 57.4 46.1 25.2 72.2 25.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 13.7 6.5 23.7 32.4 38.9 5.8 27.3 15.1 10.8 48.2 47.5 
やや上昇している 413 11.6 3.2 35.4 39.5 51.3 4.8 41.9 31.2 13.8 56.2 40.4 
横ばい 295 8.8 6.8 30.2 33.6 44.1 11.2 33.9 26.4 17.3 49.5 42.7 
ゆるやかに低下している 130 6.2 6.9 46.2 43.9 50.0 4.6 44.6 36.2 29.2 52.3 40.8 
低下している 75 2.7 5.3 26.7 29.3 40.0 12.0 28.0 25.3 12.0 42.7 52.0 
その他 53 17.0 9.4 26.4 32.1 37.7 9.4 35.9 22.6 15.1 39.6 54.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 14.9 7.4 48.6 57.0 67.8 8.4 58.6 42.2 23.0 74.6 21.5 
ない 510 4.3 2.9 14.3 12.4 21.2 6.3 11.6 11.2 8.0 23.7 69.4 

問１５　健康・福祉確保措置　企画業務型  実施することになっているもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 9.2 4.3 30.5 35.2 41.1 6.5 30.4 19.2 7.7 41.8 47.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 9.8 2.4 37.4 37.0 40.2 5.7 30.5 12.6 8.1 35.4 50.0 
30-99人 331 10.3 3.6 20.5 23.9 27.5 6.7 17.8 10.6 3.9 29.0 61.0 
100-299人 239 8.4 4.6 30.5 30.1 38.1 5.9 23.4 14.2 8.4 41.0 47.3 
300-499人 67 9.0 1.5 40.3 40.3 46.3 6.0 31.3 17.9 7.5 52.2 41.8 
500-999人 86 7.0 10.5 46.5 46.5 64.0 9.3 53.5 37.2 14.0 67.4 23.3 
1000人以上 105 12.4 5.7 34.3 54.3 61.9 7.6 52.4 39.1 12.4 61.9 30.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 9.3 2.7 33.0 34.7 37.3 7.7 28.0 11.7 7.3 34.0 52.0 
30-99人 333 10.2 4.2 23.4 24.3 29.7 5.4 18.6 12.0 4.8 30.6 59.5 
100-299人 216 9.3 3.7 31.5 31.5 38.9 4.6 24.1 14.4 8.8 41.7 47.2 
300-499人 64 4.7 - 40.6 42.2 54.7 7.8 40.6 23.4 7.8 64.1 31.3 
500-999人 87 10.3 10.3 42.5 48.3 60.9 11.5 54.0 36.8 13.8 63.2 27.6 
1000人以上 83 10.8 6.0 38.6 57.8 65.1 6.0 55.4 44.6 13.3 65.1 26.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 100.0 - - - - 100.0 - 
建設業 22 - 9.1 18.2 4.5 4.5 - 4.5 - - 27.3 72.7 
製造業 404 10.9 5.4 42.1 53.2 61.6 6.9 52.2 30.4 8.2 60.6 27.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - 100.0 - 
情報通信業 255 4.3 0.8 23.5 24.7 25.9 3.1 20.0 15.3 14.5 27.1 69.4 
運輸業、郵便業 4 - - 75.0 50.0 50.0 - - - 50.0 50.0 25.0 
卸売業、小売業 50 6.0 - 50.0 42.0 62.0 8.0 36.0 32.0 4.0 68.0 18.0 
金融業、保険業 66 40.9 15.2 36.4 66.7 62.1 16.7 27.3 19.7 12.1 60.6 18.2 
不動産業、物品賃貸業 21 33.3 - 38.1 33.3 33.3 - 28.6 - - 33.3 61.9 
学術研究、専門・技術サービス業 147 2.7 3.4 15.6 13.6 19.0 6.8 11.6 7.5 2.0 21.8 66.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - 20.7 - 20.7 - - - - 20.7 79.3 
医療、福祉 4 25.0 - 50.0 50.0 25.0 - 25.0 - - - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 107 6.5 7.5 17.8 18.7 26.2 10.3 15.9 9.3 0.9 23.4 58.9 
その他 4 - - - 25.0 50.0 25.0 50.0 75.0 25.0 75.0 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 5.1 3.3 16.5 17.6 25.1 5.3 13.9 9.2 3.3 26.4 63.7 
支社、支店 353 15.3 5.4 37.7 50.4 52.7 9.1 40.2 29.5 13.3 53.0 35.1 
営業所 66 7.6 - 78.8 80.3 78.8 1.5 75.8 10.6 6.1 78.8 18.2 
研究所 46 13.0 8.7 37.0 30.4 43.5 8.7 34.8 32.6 4.4 43.5 50.0 
その他 115 9.6 7.0 44.4 48.7 58.3 5.2 50.4 33.9 13.9 59.1 26.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 12.2 3.6 21.6 29.5 33.8 5.8 22.3 10.1 4.3 36.0 51.1 
やや上昇している 413 10.9 2.9 33.9 39.2 46.5 4.6 39.2 21.8 5.1 49.4 44.3 
横ばい 295 8.1 5.1 26.8 31.5 37.3 10.2 23.4 17.3 7.1 36.6 48.8 
ゆるやかに低下している 130 5.4 6.9 42.3 41.5 43.1 3.9 36.2 30.0 26.2 43.9 45.4 
低下している 75 2.7 2.7 20.0 26.7 36.0 8.0 20.0 12.0 1.3 34.7 54.7 
その他 53 13.2 9.4 26.4 32.1 37.7 5.7 32.1 18.9 3.8 37.7 54.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 14.3 5.9 44.8 55.3 60.4 7.2 51.1 32.7 12.8 62.4 26.4 
ない 510 3.1 2.4 12.9 11.2 18.4 5.7 6.3 3.3 1.8 17.8 72.9 

問１５　健康・福祉確保措置　企画業務型  実際に実施したもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,534 15.7 7.4 46.5 47.5 62.5 7.8 36.5 27.6 11.5 66.7 17.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 11.0 5.1 48.3 38.0 47.6 6.2 35.3 20.2 9.6 48.0 31.2 
30-99人 463 17.7 8.2 45.6 40.4 54.4 9.1 28.7 21.8 11.2 60.9 19.2 
100-299人 338 17.2 7.7 47.3 46.5 63.3 6.8 29.9 24.6 12.4 72.2 14.5 
300-499人 100 15.0 5.0 48.0 52.0 73.0 5.0 37.0 31.0 12.0 76.0 13.0 
500-999人 123 17.9 11.4 52.9 61.8 83.7 12.2 52.0 42.3 17.9 87.0 4.1 
1000人以上 157 17.8 7.0 44.0 67.5 84.1 8.9 52.9 37.6 7.0 82.2 5.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 11.6 6.4 46.6 36.8 47.4 7.4 31.8 19.1 10.6 49.5 30.2 
30-99人 469 18.6 8.5 49.0 43.7 58.6 8.3 30.5 23.0 12.2 65.0 16.2 
100-299人 310 17.1 6.1 44.5 48.4 64.5 6.8 31.6 27.4 11.6 71.0 15.8 
300-499人 93 16.1 3.2 51.6 52.7 80.7 4.3 41.9 30.1 11.8 89.3 3.2 
500-999人 115 17.4 12.2 48.7 60.9 80.0 14.8 54.8 42.6 18.3 84.4 7.0 
1000人以上 118 15.3 6.8 46.6 71.2 87.3 7.6 56.8 44.1 7.6 80.5 5.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 100.0 - - - - 100.0 - 
建設業 24 4.2 12.5 37.5 8.3 29.2 - 12.5 - 12.5 50.0 41.7 
製造業 456 12.5 7.7 50.7 57.5 76.1 6.6 60.5 39.5 16.4 78.1 11.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - 50.0 50.0 50.0 100.0 - 100.0 - 
情報通信業 340 10.3 7.1 44.1 42.9 55.0 7.1 28.5 30.0 17.9 59.4 21.5 
運輸業、郵便業 4 50.0 - 75.0 75.0 75.0 - 25.0 50.0 75.0 100.0 - 
卸売業、小売業 51 7.8 5.9 58.8 52.9 70.6 9.8 41.2 41.2 7.8 84.3 3.9 
金融業、保険業 68 36.8 13.2 44.1 61.8 67.6 11.8 27.9 19.1 10.3 63.2 23.5 
不動産業、物品賃貸業 21 85.7 - 95.2 90.5 81.0 - 28.6 - - 85.7 4.8 
学術研究、専門・技術サービス業 250 12.4 8.0 39.6 41.2 55.6 8.4 27.2 18.4 6.0 65.2 20.8 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 - 25.0 - 25.0 - 12.5 25.0 - 37.5 50.0 
教育、学習支援業 137 30.7 3.6 49.6 51.1 67.2 8.8 15.3 18.2 - 69.3 13.9 
医療、福祉 6 50.0 - 33.3 83.3 83.3 - 16.7 16.7 - 83.3 16.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 12.2 8.8 43.2 27.0 43.9 11.5 27.7 16.9 6.1 43.2 24.3 
その他 8 12.5 12.5 12.5 62.5 75.0 25.0 25.0 37.5 - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 12.4 6.9 38.4 32.9 47.9 8.7 23.6 20.1 7.9 52.8 25.8 
支社、支店 429 21.0 8.9 52.2 59.2 75.3 5.6 44.5 37.1 16.3 77.4 10.0 
営業所 70 7.1 - 84.3 80.0 80.0 5.7 78.6 12.9 7.1 87.1 10.0 
研究所 115 19.1 10.4 50.4 56.5 77.4 10.4 40.0 31.3 18.3 87.8 7.8 
その他 172 18.0 7.0 49.4 63.4 76.2 8.1 52.9 39.5 12.8 78.5 9.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 21.4 6.6 45.8 45.2 59.5 6.6 29.2 18.5 9.5 70.2 17.3 
やや上昇している 517 13.9 4.6 45.8 47.2 63.1 6.6 42.9 31.3 11.2 69.4 18.4 
横ばい 422 15.2 7.8 43.8 43.8 59.5 8.1 29.9 26.3 9.2 62.3 19.7 
ゆるやかに低下している 150 10.0 10.7 59.3 52.7 64.0 6.7 46.7 35.3 27.3 60.0 16.0 
低下している 89 7.9 10.1 48.3 38.2 56.2 11.2 33.7 28.1 9.0 55.1 21.4 
その他 138 27.5 13.8 44.2 60.9 73.2 11.6 33.3 19.6 8.7 78.3 6.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 19.4 7.5 52.3 63.1 78.2 7.5 52.8 37.7 14.7 81.8 8.7 
ない 722 11.6 6.9 40.0 30.5 45.4 8.3 18.4 16.3 8.2 50.1 27.2 

問１５　健康・福祉確保措置　その他  実施することになっているもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,534 14.9 6.1 43.4 44.5 55.4 6.4 29.3 19.2 7.2 55.7 23.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 9.3 4.1 44.2 34.6 41.4 4.5 26.7 12.3 7.2 37.3 37.3 
30-99人 463 17.1 6.5 42.3 36.7 46.2 7.1 19.0 11.9 4.8 45.1 27.7 
100-299人 338 16.3 6.8 44.4 43.5 53.6 5.6 21.9 16.6 8.3 59.8 20.4 
300-499人 100 14.0 4.0 46.0 50.0 65.0 4.0 33.0 19.0 5.0 72.0 15.0 
500-999人 123 17.9 9.8 51.2 60.2 81.3 12.2 48.0 33.3 13.8 81.3 5.7 
1000人以上 157 17.8 5.7 41.4 64.3 79.6 7.0 50.3 32.5 5.7 76.4 9.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 10.3 5.0 42.9 34.1 41.3 5.8 24.6 11.6 7.7 38.1 37.0 
30-99人 469 17.7 6.8 45.8 39.0 50.8 6.4 20.7 13.7 5.5 50.8 23.7 
100-299人 310 16.5 5.5 41.9 46.5 54.2 5.8 22.9 18.1 8.1 59.4 21.0 
300-499人 93 15.1 2.2 47.3 51.6 75.3 3.2 39.8 19.4 5.4 81.7 5.4 
500-999人 115 17.4 10.4 47.8 58.3 76.5 13.9 51.3 33.9 14.8 77.4 11.3 
1000人以上 118 15.3 5.9 44.1 67.8 82.2 5.9 54.2 39.0 5.9 77.1 7.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 100.0 - - - - 100.0 - 
建設業 24 4.2 8.3 29.2 8.3 16.7 - 4.2 - 4.2 37.5 54.2 
製造業 456 11.8 6.6 47.8 55.9 67.8 5.7 54.2 30.7 7.7 69.7 14.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - - 50.0 50.0 50.0 - - 100.0 - 
情報通信業 340 10.3 6.5 41.2 40.0 46.2 5.6 21.2 20.0 15.6 49.7 28.8 
運輸業、郵便業 4 - - 25.0 25.0 25.0 - - - 50.0 50.0 50.0 
卸売業、小売業 51 7.8 2.0 56.9 47.1 66.7 9.8 35.3 31.4 3.9 74.5 7.8 
金融業、保険業 68 35.3 11.8 39.7 57.4 57.4 11.8 20.6 16.2 8.8 48.5 29.4 
不動産業、物品賃貸業 21 85.7 - 90.5 90.5 81.0 - 28.6 - - 85.7 9.5 
学術研究、専門・技術サービス業 250 12.0 6.8 37.2 34.8 49.2 6.8 16.8 10.4 2.4 48.4 29.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 12.5 - 25.0 - 25.0 - - 25.0 - 25.0 50.0 
教育、学習支援業 137 29.9 0.7 47.4 50.4 66.4 7.3 10.2 8.8 - 56.9 17.5 
医療、福祉 6 50.0 - 33.3 83.3 83.3 - 16.7 - - 66.7 16.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 9.5 8.1 39.2 24.3 37.8 6.8 19.6 11.5 4.1 33.1 31.1 
その他 8 12.5 - 12.5 62.5 75.0 25.0 25.0 37.5 - 87.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 11.5 5.4 35.0 29.4 40.5 6.9 16.1 11.0 4.6 42.6 33.0 
支社、支店 429 19.6 7.5 48.5 56.9 68.1 5.1 39.6 29.1 12.8 66.0 15.6 
営業所 70 7.1 - 84.3 78.6 78.6 1.4 74.3 11.4 1.4 80.0 11.4 
研究所 115 19.1 10.4 47.8 51.3 69.6 9.6 26.1 24.4 5.2 68.7 14.8 
その他 172 18.0 5.2 47.7 61.6 68.6 7.0 44.2 29.7 8.7 69.2 11.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 20.2 4.8 41.7 39.9 50.6 5.4 21.4 10.7 4.8 57.1 26.2 
やや上昇している 517 13.2 3.9 44.3 46.0 57.3 4.8 37.1 22.8 6.0 59.4 24.0 
横ばい 422 14.5 6.4 39.6 40.3 51.7 7.1 22.3 17.1 5.5 50.7 25.1 
ゆるやかに低下している 150 9.3 9.3 56.7 48.7 55.3 6.0 39.3 30.0 26.7 52.7 20.7 
低下している 89 7.9 6.7 42.7 33.7 47.2 9.0 29.2 14.6 2.3 46.1 27.0 
その他 138 26.1 12.3 42.8 57.3 68.8 8.7 25.4 15.2 3.6 65.9 12.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 18.9 6.2 50.1 60.8 71.4 6.9 47.3 29.9 9.5 71.9 13.6 
ない 722 10.5 5.5 36.0 26.7 38.0 6.0 9.6 7.6 4.9 38.1 34.4 

問１５　健康・福祉確保措置　その他  実際に実施したもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 17.1 15.2 18.4 57.4 13.4 47.8 4.5 11.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 12.1 6.5 9.5 37.7 4.8 50.7 3.0 21.2 
30-99人 421 9.0 12.6 8.1 58.0 10.0 47.3 4.5 12.4 
100-299人 319 19.8 17.9 16.3 61.4 13.8 46.4 4.4 10.3 
300-499人 93 6.5 17.2 30.1 61.3 20.4 45.2 6.5 10.8 
500-999人 117 28.2 23.9 29.1 66.7 22.2 45.3 3.4 4.3 
1000人以上 146 21.9 25.3 34.9 60.3 11.0 40.4 6.9 7.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 11.8 8.3 9.6 41.5 5.1 48.9 3.8 21.1 
30-99人 426 10.8 14.1 9.2 59.2 10.6 47.0 4.2 11.5 
100-299人 292 18.5 16.4 18.5 63.7 16.1 50.3 4.1 8.2 
300-499人 88 14.8 17.1 29.6 67.1 20.5 35.2 8.0 8.0 
500-999人 110 28.2 27.3 34.6 60.9 19.1 46.4 5.5 7.3 
1000人以上 107 26.2 26.2 39.3 61.7 10.3 42.1 4.7 5.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 22 13.6 9.1 18.2 50.0 13.6 40.9 4.5 22.7 
製造業 359 30.6 16.2 39.3 63.0 20.9 48.5 4.7 10.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 - - 50.0 - 50.0 - - 
情報通信業 339 21.2 12.4 20.1 68.4 11.8 66.4 2.7 2.9 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 24.1 10.3 10.3 37.9 13.8 31.0 3.4 48.3 
金融業、保険業 56 - 1.8 - 5.4 5.4 1.8 - 92.9 
不動産業、物品賃貸業 15 - - - 86.7 - - - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 10.6 20.4 10.6 53.5 12.7 46.1 3.7 5.3 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - - 75.0 - 50.0 - - 
教育、学習支援業 137 0.7 29.9 2.9 51.8 2.2 31.4 11.7 8.8 
医療、福祉 6 33.3 16.7 16.7 50.0 16.7 50.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 148 9.5 4.7 2.7 53.4 12.8 47.3 6.1 10.8 
その他 8 12.5 62.5 12.5 50.0 25.0 50.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 10.2 11.1 7.3 54.7 11.8 50.9 4.9 10.1 
支社、支店 374 25.7 13.4 30.2 62.8 12.6 43.9 2.1 18.2 
営業所 28 17.9 7.1 25.0 64.3 21.4 35.7 - 17.9 
研究所 115 22.6 31.3 35.7 59.1 21.7 51.3 5.2 3.5 
その他 153 23.5 28.8 26.8 54.3 15.0 41.8 8.5 9.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 17.7 13.3 11.4 55.1 15.2 44.3 1.9 10.8 
やや上昇している 433 19.6 13.9 19.6 58.4 16.9 50.4 3.5 11.6 
横ばい 391 10.7 13.3 15.4 56.3 12.5 40.4 4.9 16.9 
ゆるやかに低下している 145 34.5 8.3 35.2 62.1 4.8 61.4 4.8 12.4 
低下している 83 22.9 13.3 14.5 54.2 10.8 51.8 6.0 6.0 
その他 135 8.2 34.1 19.3 59.3 14.8 50.4 5.9 4.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 27.2 20.0 37.4 59.6 14.9 40.2 3.5 15.0 
ない 698 7.5 10.3 0.1 55.7 12.0 55.2 5.4 8.5 

問１６（１）　苦情処理措置  専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 23.1 9.9 26.7 43.2 9.5 31.9 1.1 42.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 21.5 8.1 30.9 43.1 3.7 34.6 0.8 42.7 
30-99人 331 13.3 7.0 14.5 31.4 4.2 25.4 1.2 56.5 
100-299人 239 23.0 9.2 20.9 43.1 9.6 30.1 1.7 43.5 
300-499人 67 19.4 11.9 35.8 52.2 10.5 31.3 - 34.3 
500-999人 86 36.1 22.1 32.6 53.5 19.8 34.9 - 19.8 
1000人以上 105 31.4 16.2 43.8 57.1 11.4 35.2 1.0 26.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 22.3 8.3 29.0 40.7 4.7 33.0 1.0 45.3 
30-99人 333 12.0 7.2 13.8 33.3 4.5 25.8 1.2 55.3 
100-299人 216 23.6 8.3 22.7 43.1 9.7 31.0 1.4 42.6 
300-499人 64 28.1 14.1 37.5 59.4 12.5 29.7 - 25.0 
500-999人 87 34.5 23.0 36.8 52.9 17.2 36.8 - 23.0 
1000人以上 83 33.7 16.9 45.8 59.0 10.8 36.1 1.2 24.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 100.0 100.0 - - - 
建設業 22 36.4 13.6 22.7 45.5 13.6 31.8 4.5 31.8 
製造業 404 31.7 15.6 48.3 58.4 14.1 45.5 0.5 24.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - - - - 
情報通信業 255 20.0 4.3 17.6 28.6 5.1 21.6 0.4 65.1 
運輸業、郵便業 4 50.0 50.0 - 50.0 - 25.0 - - 
卸売業、小売業 50 34.0 22.0 26.0 66.0 14.0 64.0 2.0 12.0 
金融業、保険業 66 33.3 18.2 33.3 74.2 18.2 40.9 6.1 3.0 
不動産業、物品賃貸業 21 - - - 42.9 - - - 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 147 8.2 3.4 8.8 23.8 4.8 13.6 - 66.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 100.0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 29 - - - 20.7 - 20.7 - 79.3 
医療、福祉 4 50.0 - 25.0 25.0 - 25.0 - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 107 13.1 2.8 4.7 27.1 4.7 23.4 2.8 54.2 
その他 4 25.0 50.0 25.0 50.0 25.0 25.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 11.9 5.5 7.7 28.8 7.0 18.1 1.5 59.0 
支社、支店 353 36.8 14.2 40.5 55.8 12.8 41.6 0.6 29.2 
営業所 66 18.2 4.6 72.7 81.8 6.1 71.2 - 10.6 
研究所 46 19.6 4.4 41.3 50.0 10.9 37.0 - 45.7 
その他 115 37.4 23.5 41.7 47.8 13.0 42.6 1.7 25.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 23.7 10.1 12.2 32.4 7.2 23.0 0.7 45.3 
やや上昇している 413 22.5 10.7 34.6 48.9 9.9 37.8 1.2 39.2 
横ばい 295 20.0 10.2 22.7 41.0 12.5 26.4 1.7 43.1 
ゆるやかに低下している 130 35.4 8.5 33.1 49.2 3.9 43.1 0.8 40.0 
低下している 75 20.0 8.0 18.7 38.7 6.7 21.3 - 52.0 
その他 53 11.3 7.6 24.5 37.7 15.1 34.0 - 56.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 35.3 15.6 48.9 62.7 14.0 46.8 1.0 20.9 
ない 510 8.2 3.1 0.4 20.2 4.1 14.3 1.2 68.8 

問１６（１）　苦情処理措置  企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,534 15.0 13.6 23.1 55.2 13.2 48.9 3.5 17.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 15.8 6.5 26.0 44.9 5.1 49.3 2.4 26.7 
30-99人 463 9.9 10.2 13.0 55.1 9.9 49.0 3.2 17.9 
100-299人 338 16.9 17.2 19.5 57.4 13.9 49.1 3.6 15.1 
300-499人 100 8.0 17.0 29.0 56.0 20.0 48.0 4.0 15.0 
500-999人 123 26.8 25.2 29.3 61.0 23.6 47.2 4.1 4.1 
1000人以上 157 15.9 20.4 33.8 61.2 12.7 42.0 6.4 10.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 16.1 7.4 23.8 45.2 6.4 48.7 2.9 25.9 
30-99人 469 10.5 12.2 13.7 58.0 10.2 49.0 3.0 16.6 
100-299人 310 15.8 15.5 20.7 57.4 15.5 51.9 3.2 13.9 
300-499人 93 12.9 18.3 28.0 61.3 20.4 39.8 6.5 8.6 
500-999人 115 27.0 28.7 35.7 55.7 20.0 47.0 5.2 8.7 
1000人以上 118 18.6 18.6 36.4 63.6 12.7 43.2 5.1 11.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 100.0 - - - 
建設業 24 29.2 4.2 12.5 62.5 12.5 54.2 4.2 - 
製造業 456 21.7 14.5 45.6 61.0 18.6 54.2 3.9 12.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - - - 50.0 - 50.0 - 50.0 
情報通信業 340 18.5 8.2 20.0 58.2 10.3 56.8 1.8 19.7 
運輸業、郵便業 4 25.0 25.0 - 50.0 - 25.0 - 25.0 
卸売業、小売業 51 23.5 25.5 25.5 68.6 17.6 72.5 2.0 7.8 
金融業、保険業 68 19.1 10.3 22.1 55.9 22.1 36.8 5.9 23.5 
不動産業、物品賃貸業 21 - - 28.6 66.7 - - - 4.8 
学術研究、専門・技術サービス業 250 8.0 17.2 10.0 46.4 12.0 41.2 2.0 20.4 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - - - 50.0 - 37.5 - 37.5 
教育、学習支援業 137 0.7 27.7 2.9 46.0 2.2 38.0 9.5 13.9 
医療、福祉 6 16.7 16.7 33.3 66.7 16.7 33.3 - 16.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 148 8.1 4.1 4.7 47.3 10.1 41.9 4.1 26.4 
その他 8 12.5 50.0 - 50.0 25.0 50.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 8.1 9.3 7.7 46.0 11.1 45.2 3.9 23.1 
支社、支店 429 23.5 14.0 35.4 65.5 14.2 52.0 2.1 12.6 
営業所 70 10.0 4.3 70.0 88.6 8.6 72.9 - 7.1 
研究所 115 20.0 29.6 35.7 53.0 21.7 52.2 2.6 11.3 
その他 172 21.5 25.0 32.0 57.6 16.3 44.8 7.6 11.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 15.5 11.9 11.9 50.6 13.7 42.9 1.2 19.6 
やや上昇している 517 10.8 12.8 29.4 60.2 14.5 55.5 3.1 16.4 
横ばい 422 14.0 14.2 19.9 52.4 14.5 41.0 4.5 19.0 
ゆるやかに低下している 150 34.7 8.0 32.7 62.0 6.0 61.3 3.3 16.0 
低下している 89 16.9 6.7 16.9 51.7 10.1 44.9 3.4 20.2 
その他 138 8.7 25.4 21.0 52.2 16.7 52.9 5.8 8.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 22.7 18.3 44.0 63.3 15.9 49.6 3.4 10.8 
ない 722 6.4 8.6 0.3 46.8 10.4 48.1 3.7 24.4 

問１６（１）　苦情処理措置  その他の労働者　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,534 6.3 72.0 16.2 5.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 4.8 77.1 12.7 5.5 
30-99人 463 5.0 76.7 11.9 6.5 
100-299人 338 7.1 66.6 20.7 5.6 
300-499人 100 6.0 78.0 14.0 2.0 
500-999人 123 10.6 64.2 18.7 6.5 
1000人以上 157 8.9 63.1 24.2 3.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 5.0 76.5 12.7 5.8 
30-99人 469 4.7 74.6 14.7 6.0 
100-299人 310 8.7 65.2 20.0 6.1 
300-499人 93 5.4 78.5 16.1 - 
500-999人 115 9.6 65.2 18.3 7.0 
1000人以上 118 8.5 63.6 23.7 4.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - 
建設業 24 8.3 79.2 8.3 4.2 
製造業 456 2.9 80.3 11.8 5.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 100.0 - - 
情報通信業 340 9.7 65.9 19.7 4.7 
運輸業、郵便業 4 - 75.0 25.0 - 
卸売業、小売業 51 7.8 76.5 11.8 3.9 
金融業、保険業 68 2.9 83.8 5.9 7.4 
不動産業、物品賃貸業 21 19.0 47.6 4.8 28.6 
学術研究、専門・技術サービス業 250 4.0 67.6 22.4 6.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - 75.0 12.5 12.5 
教育、学習支援業 137 9.5 56.9 27.0 6.6 
医療、福祉 6 - 66.7 33.3 - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 148 9.5 76.4 11.5 2.7 
その他 8 - 87.5 - 12.5 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 8.1 75.8 12.5 3.6 
支社、支店 429 3.7 68.5 20.3 7.5 
営業所 70 - 88.6 4.3 7.1 
研究所 115 6.1 60.0 28.7 5.2 
その他 172 8.1 65.7 18.0 8.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 5.4 79.2 10.7 4.8 
やや上昇している 517 6.6 74.1 13.2 6.2 
横ばい 422 7.8 74.6 12.3 5.2 
ゆるやかに低下している 150 4.7 56.0 30.7 8.7 
低下している 89 4.5 85.4 10.1 - 
その他 138 5.8 59.4 29.7 5.1 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 3.7 70.7 19.2 6.4 
ない 722 9.3 73.0 13.2 4.6 

問１６（２）　苦情の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,385 17.0 67.9 1.3 4.4 9.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 15.6 61.9 0.9 3.0 18.6 
30-99人 421 18.8 66.8 2.1 2.1 10.2 
100-299人 319 18.2 71.2 0.6 3.1 6.9 
300-499人 93 18.3 65.6 3.2 4.3 8.6 
500-999人 117 12.0 83.8 - 0.9 3.4 
1000人以上 146 19.9 71.2 1.4 2.7 4.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 16.0 62.3 1.3 2.9 17.6 
30-99人 426 19.5 66.7 2.1 2.4 9.4 
100-299人 292 15.8 75.7 - 2.7 5.8 
300-499人 88 18.2 68.2 3.4 4.6 5.7 
500-999人 110 16.4 79.1 0.9 - 3.6 
1000人以上 107 19.6 71.0 0.9 2.8 5.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 22 36.4 50.0 - - 13.6 
製造業 359 15.6 65.7 1.4 10.3 7.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 50.0 - - - 
情報通信業 339 18.3 76.1 1.8 2.1 1.8 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 34.5 34.5 3.4 - 27.6 
金融業、保険業 56 5.4 10.7 - - 83.9 
不動産業、物品賃貸業 15 6.7 80.0 - - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 18.0 71.4 1.6 3.7 5.3 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 25.0 50.0 - 12.5 12.5 
教育、学習支援業 137 2.9 89.1 - 0.7 7.3 
医療、福祉 6 - 83.3 16.7 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 148 29.1 58.1 0.7 3.4 8.8 
その他 8 12.5 75.0 - 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 20.9 66.1 1.4 3.8 7.9 
支社、支店 374 13.4 62.3 0.8 7.5 16.0 
営業所 28 35.7 53.6 - 3.6 7.1 
研究所 115 12.2 80.0 2.6 2.6 2.6 
その他 153 8.5 83.0 1.3 1.3 5.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 22.8 62.0 0.6 4.4 10.1 
やや上昇している 433 21.9 60.1 2.1 7.6 8.3 
横ばい 391 16.9 67.8 0.8 1.3 13.3 
ゆるやかに低下している 145 9.7 72.4 0.7 6.9 10.3 
低下している 83 20.5 69.9 2.4 3.6 3.6 
その他 135 5.2 89.6 1.5 0.7 3.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 13.7 68.2 0.9 5.6 11.6 
ない 698 20.3 67.6 1.7 3.3 7.0 

問１７　現在の対象業務の範囲の広さ  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(
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狭
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行
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度
の
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ま
で
よ
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い

範
囲
が
不
明
瞭

不
明

Total 1,128 21.6 40.8 1.4 3.4 32.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 14.6 44.7 - 2.9 37.8 
30-99人 331 19.6 32.6 1.5 1.8 44.4 
100-299人 239 21.8 40.6 0.8 5.0 31.8 
300-499人 67 17.9 52.2 1.5 7.5 20.9 
500-999人 86 19.8 55.8 8.1 3.5 12.8 
1000人以上 105 33.3 49.5 1.0 3.8 12.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 16.3 41.3 0.3 3.0 39.0 
30-99人 333 19.8 33.9 1.5 1.5 43.2 
100-299人 216 19.4 44.0 0.5 5.1 31.0 
300-499人 64 20.3 56.3 1.6 9.4 12.5 
500-999人 87 21.8 55.2 8.1 3.5 11.5 
1000人以上 83 34.9 47.0 1.2 2.4 14.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 - 
建設業 22 36.4 27.3 - 4.5 31.8 
製造業 404 23.5 50.2 2.7 4.0 19.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - 
情報通信業 255 14.1 32.5 0.8 1.2 51.4 
運輸業、郵便業 4 - 100.0 - - - 
卸売業、小売業 50 38.0 46.0 2.0 6.0 8.0 
金融業、保険業 66 19.7 75.8 - 3.0 1.5 
不動産業、物品賃貸業 21 23.8 19.0 - - 57.1 
学術研究、専門・技術サービス業 147 27.2 23.1 0.7 4.1 44.9 
宿泊業、飲食サービス業 1 100.0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 16.7 16.7 - 16.7 50.0 
教育、学習支援業 29 10.3 41.4 - - 48.3 
医療、福祉 4 - 50.0 - - 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 107 18.7 33.6 0.9 4.7 42.1 
その他 4 25.0 50.0 - - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 19.6 29.1 1.1 4.4 45.8 
支社、支店 353 26.6 47.6 1.4 2.3 22.1 
営業所 66 12.1 77.3 - 1.5 9.1 
研究所 46 23.9 39.1 - 4.4 32.6 
その他 115 20.9 53.9 4.4 2.6 18.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 29.5 30.2 1.4 4.3 34.5 
やや上昇している 413 22.0 43.8 1.9 2.2 30.0 
横ばい 295 23.7 39.3 0.7 4.1 32.2 
ゆるやかに低下している 130 9.2 48.5 3.1 5.4 33.9 
低下している 75 17.3 38.7 - 2.7 41.3 
その他 53 18.9 35.9 - 3.8 41.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 24.8 56.3 1.6 2.6 14.6 
ない 510 17.7 22.6 1.2 4.3 54.3 

問１７　現在の対象業務の範囲の広さ  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

191－ 254 －
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計(
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象
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務

と
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認
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労
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に
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一
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以
上
の
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収
と
い
う
要
件

に
変
え
る
べ
き

他
に
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す
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き
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務
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あ
る
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他

不
明

Total 236 82.2 48.7 10.2 6.8 2.5 0.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 36 77.8 30.6 2.8 5.6 - 2.8 
30-99人 79 84.8 44.3 10.1 10.1 1.3 - 
100-299人 58 91.4 44.8 15.5 6.9 - - 
300-499人 17 82.4 70.6 5.9 - - - 
500-999人 14 78.6 50.0 - 7.1 - - 
1000人以上 29 65.5 75.9 17.2 3.5 17.2 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 50 80.0 40.0 6.0 10.0 - 2.0 
30-99人 83 85.5 43.4 8.4 7.2 1.2 - 
100-299人 46 89.1 45.7 19.6 6.5 - - 
300-499人 16 87.5 68.8 6.3 - - - 
500-999人 18 72.2 50.0 - 11.1 - - 
1000人以上 21 66.7 81.0 19.1 - 23.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 8 25.0 75.0 12.5 - - - 
製造業 56 82.1 64.3 8.9 - 8.9 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 100.0 - - - - 
情報通信業 62 83.9 45.2 8.1 12.9 - 1.6 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - 
卸売業、小売業 10 40.0 70.0 40.0 10.0 - - 
金融業、保険業 3 66.7 66.7 33.3 - - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - 100.0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 44 90.9 40.9 4.5 4.5 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 100.0 50.0 50.0 - - - 
教育、学習支援業 4 50.0 - - 50.0 - - 
医療、福祉 0 - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 43 95.3 32.6 11.6 7.0 2.3 - 
その他 1 100.0 100.0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 149 82.6 45.6 13.4 9.4 2.7 0.7 
支社、支店 50 86.0 54.0 6.0 - 4.0 - 
営業所 10 50.0 60.0 - - - - 
研究所 14 85.7 42.9 - 7.1 - - 
その他 13 84.6 61.5 7.7 7.7 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 36 77.8 50.0 11.1 8.3 13.9 - 
やや上昇している 95 81.1 50.5 10.5 6.3 1.1 1.1 
横ばい 66 89.4 47.0 9.1 6.1 - - 
ゆるやかに低下している 14 64.3 57.1 21.4 14.3 - - 
低下している 17 88.2 41.2 - - - - 
その他 7 71.4 42.9 14.3 14.3 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 93 78.5 63.4 6.5 1.1 5.4 - 
ない 142 84.5 39.4 12.7 10.6 0.7 0.7 

問１７付問１－１　対象業務の範囲　専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　％

192－ 254 － － 255 －
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Total 244 59.4 72.5 18.9 31.2 0.4 6.2 2.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 36 72.2 66.7 16.7 8.3 - - 5.6 
30-99人 65 64.6 70.8 29.2 32.3 - 7.7 - 
100-299人 52 59.6 69.2 19.2 17.3 - 1.9 5.8 
300-499人 12 66.7 75.0 - 25.0 - - - 
500-999人 17 64.7 70.6 5.9 11.8 - 5.9 - 
1000人以上 35 65.7 71.4 28.6 40.0 2.9 22.9 2.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 49 63.3 69.4 20.4 14.3 - - 4.1 
30-99人 66 69.7 71.2 28.8 28.8 - 7.6 1.5 
100-299人 42 61.9 66.7 14.3 19.1 - 2.4 4.8 
300-499人 13 38.5 69.2 23.1 23.1 - - - 
500-999人 19 73.7 73.7 5.3 5.3 - 5.3 5.3 
1000人以上 29 69.0 72.4 24.1 48.3 3.5 27.6 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 8 - 100.0 12.5 - - - - 
製造業 95 55.8 75.8 8.4 40.0 - 5.3 3.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 100.0 - - - - - 
情報通信業 36 66.7 52.8 11.1 41.7 - 25.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - 
卸売業、小売業 19 47.4 89.5 42.1 31.6 - - 5.3 
金融業、保険業 13 76.9 92.3 53.8 23.1 7.7 - - 
不動産業、物品賃貸業 5 100.0 100.0 100.0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 40 70.0 70.0 12.5 22.5 - - 2.5 
宿泊業、飲食サービス業 1 100.0 100.0 - 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 100.0 - - - - - 
教育、学習支援業 3 - 66.7 - - - - 33.3 
医療、福祉 0 - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 20 60.0 50.0 40.0 15.0 - 5.0 - 
その他 1 100.0 100.0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 107 57.9 68.2 29.0 23.4 0.9 4.7 3.7 
支社、支店 94 57.5 80.9 12.8 41.5 - 9.6 1.1 
営業所 8 37.5 87.5 - - - - - 
研究所 11 45.5 72.7 9.1 63.6 - 9.1 - 
その他 24 87.5 54.2 8.3 20.8 - - 4.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 41 58.5 65.9 24.4 41.5 2.4 12.2 7.3 
やや上昇している 91 46.2 72.5 17.6 41.8 - 11.0 - 
横ばい 70 75.7 81.4 15.7 12.9 - - 1.4 
ゆるやかに低下している 12 66.7 58.3 16.7 16.7 - - 8.3 
低下している 13 46.2 84.6 38.5 53.9 - - - 
その他 10 60.0 80.0 20.0 20.0 - - 10.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 151 55.6 80.1 11.3 33.8 0.7 3.3 3.3 
ない 90 65.6 61.1 32.2 27.8 - 11.1 1.1 

問１７付問１－２　対象業務の範囲　企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 76 - - - 4.0 2.6 65.8 22.4 1.3 - - - 4.0 5.2 0.68 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 3 - - - - - 66.7 33.3 - - - - - 5.3 0.47 
30-99人 21 - - - 4.8 4.8 38.1 42.9 - - - - 9.5 5.3 0.80 
100-299人 9 - - - - 11.1 22.2 55.6 11.1 - - - - 5.7 0.82 
300-499人 3 - - - - - 66.7 33.3 - - - - - 5.3 0.47 
500-999人 2 - - - - - 50.0 50.0 - - - - - 5.5 0.50 
1000人以上 14 - - - 14.3 - 78.6 - - - - - 7.1 4.7 0.72 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 7 - - - 14.3 14.3 28.6 42.9 - - - - - 5.0 1.07 
30-99人 19 - - - - - 42.1 47.4 - - - - 10.5 5.5 0.50 
100-299人 8 - - - - 12.5 37.5 37.5 12.5 - - - - 5.5 0.87 
300-499人 3 - - - - - 33.3 66.7 - - - - - 5.7 0.47 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 - 
1000人以上 14 - - - 14.3 - 78.6 - - - - - 7.1 4.7 0.72 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 38 - - - 5.3 2.6 84.2 5.3 - - - - 2.6 4.9 0.55 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 15 - - - - - 66.7 20.0 6.7 - - - 6.7 5.4 0.63 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 6 - - - - - 33.3 66.7 - - - - - 5.7 0.52 
金融業、保険業 3 - - - - - 66.7 33.3 - - - - - 5.3 0.58 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 9 - - - 11.1 - 11.1 77.8 - - - - - 5.6 1.01 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - - - 66.7 - - - - - 33.3 5.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 25 - - - 8.0 - 68.0 16.0 4.0 - - - 4.0 5.1 0.81 
支社、支店 39 - - - - - 71.8 23.1 - - - - 5.1 5.2 0.43 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 7 - - - 14.3 - 42.9 42.9 - - - - - 5.1 0.99 
その他 5 - - - - 40.0 40.0 20.0 - - - - - 4.8 0.75 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 17 - - - - - 47.1 41.2 5.9 - - - 5.9 5.6 0.61 
やや上昇している 38 - - - - - 92.1 5.3 - - - - 2.6 5.1 0.23 
横ばい 9 - - - 11.1 22.2 33.3 22.2 - - - - 11.1 4.8 0.97 
ゆるやかに低下している 2 - - - - - 50.0 50.0 - - - - - 5.5 0.50 
低下している 7 - - - - - 28.6 71.4 - - - - - 5.7 0.45 
その他 2 - - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 4.0 1.00 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 51 - - - 5.9 3.9 66.7 21.6 - - - - 2.0 5.1 0.70 
ない 25 - - - - - 64.0 24.0 4.0 - - - 8.0 5.3 0.56 

問１７付問１－２　「主として」従事する割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 61 44.3 45.9 11.5 1.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 7 - 57.1 42.9 - 
30-99人 9 - 66.7 22.2 11.1 
100-299人 10 20.0 90.0 - - 
300-499人 4 - 75.0 25.0 - 
500-999人 1 - 100.0 - - 
1000人以上 4 50.0 75.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 9 - 55.6 44.4 - 
30-99人 10 10.0 80.0 10.0 10.0 
100-299人 8 12.5 75.0 12.5 - 
300-499人 4 25.0 100.0 - - 
500-999人 0 - - - - 
1000人以上 3 33.3 66.7 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 0 - - - - 
製造業 37 62.2 35.1 2.7 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 7 14.3 77.8 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 9 22.2 77.8 - 11.1 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - 
教育、学習支援業 1 - - 100.0 - 
医療、福祉 0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 5 20.0 40.0 40.0 - 
その他 1 33.3 66.7 33.3 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 27 18.5 74.1 14.8 - 
支社、支店 28 71.4 17.9 7.1 3.6 
営業所 1 - 100.0 - - 
研究所 3 66.7 33.3 - - 
その他 2 - 50.0 50.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 14.3 85.7 - - 
やや上昇している 33 69.7 18.2 9.1 3.0 
横ばい 5 20.0 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 10 - 70.0 30.0 - 
低下している 3 - 66.7 33.3 - 
その他 1 100.0 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 38 65.8 34.2 2.6 - 
ない 23 8.7 65.2 26.1 4.4 

問１７付問２（１）　業務範囲についての具体的な考え　専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）％
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Total 38 52.6 42.1 5.3 2.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 7 42.9 42.9 - 14.3 
30-99人 6 50.0 50.0 - - 
100-299人 12 58.3 33.3 8.3 - 
300-499人 5 60.0 40.0 - - 
500-999人 3 66.7 33.3 - - 
1000人以上 4 50.0 75.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 9 44.4 44.4 - 11.1 
30-99人 5 60.0 40.0 - - 
100-299人 11 54.6 36.4 9.1 - 
300-499人 6 66.7 50.0 - - 
500-999人 3 100.0 - - - 
1000人以上 2 - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - 
建設業 1 100.0 - - - 
製造業 16 37.5 56.3 6.3 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 3 - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - 
卸売業、小売業 3 33.3 66.7 - - 
金融業、保険業 2 50.0 50.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 6 83.3 16.7 - 16.7 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - 
医療、福祉 0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 5 80.0 - 20.0 - 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 24 62.5 33.3 4.2 4.2 
支社、支店 8 50.0 50.0 - - 
営業所 1 - 100.0 - - 
研究所 2 - 50.0 50.0 - 
その他 3 33.3 66.7 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 33.3 50.0 16.7 - 
やや上昇している 9 55.6 44.4 - - 
横ばい 12 66.7 33.3 - - 
ゆるやかに低下している 7 28.6 42.9 14.3 14.3 
低下している 2 50.0 50.0 - - 
その他 2 100.0 50.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 16 43.8 56.3 6.3 - 
ない 22 59.1 31.8 4.6 4.6 

問１７付問２（２）　業務範囲についての具体的な考え　企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）％

196－ 258 － － 259 －
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Total 1,385 13.7 74.0 0.9 11.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 231 11.7 68.0 0.9 19.5 
30-99人 421 12.6 74.8 0.7 11.9 
100-299人 319 10.7 78.1 0.6 10.7 
300-499人 93 14.0 74.2 1.1 10.8 
500-999人 117 13.7 81.2 1.7 3.4 
1000人以上 146 13.7 78.1 1.4 6.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 313 11.2 68.4 1.0 19.5 
30-99人 426 12.9 75.6 0.5 11.0 
100-299人 292 9.9 80.5 0.7 8.9 
300-499人 88 15.9 71.6 4.6 8.0 
500-999人 110 15.5 79.1 - 5.5 
1000人以上 107 13.1 79.4 0.9 6.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 22 13.6 63.6 - 22.7 
製造業 359 17.3 71.9 0.6 10.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 100.0 - - 
情報通信業 339 18.9 77.9 1.2 2.1 
運輸業、郵便業 1 - - - 100.0 
卸売業、小売業 29 10.3 41.4 - 48.3 
金融業、保険業 56 - 8.9 - 91.1 
不動産業、物品賃貸業 15 - 86.7 - 13.3 
学術研究、専門・技術サービス業 245 9.4 84.9 1.6 4.1 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 8 - 87.5 - 12.5 
教育、学習支援業 137 7.3 82.5 0.7 9.5 
医療、福祉 6 - 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 148 15.5 74.3 0.7 9.5 
その他 8 - 87.5 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 713 14.2 75.6 1.1 9.1 
支社、支店 374 16.6 65.0 0.3 18.2 
営業所 28 21.4 53.6 - 25.0 
研究所 115 7.8 87.0 2.6 2.6 
その他 153 7.8 83.0 0.7 8.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 158 10.1 79.8 - 10.1 
やや上昇している 433 19.6 67.9 0.7 11.8 
横ばい 391 10.2 73.9 0.5 15.4 
ゆるやかに低下している 145 9.7 77.9 1.4 11.0 
低下している 83 20.5 68.7 3.6 7.2 
その他 135 11.1 83.7 2.2 3.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 680 14.3 69.6 1.2 15.0 
ない 698 12.8 78.9 0.7 7.6 

問１８（１）　手続きについての考え  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,128 28.9 38.2 0.5 32.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 246 31.3 36.2 0.4 32.1 
30-99人 331 24.2 29.9 0.6 45.3 
100-299人 239 23.9 42.7 0.4 33.1 
300-499人 67 31.3 49.3 - 19.4 
500-999人 86 30.2 57.0 1.2 11.6 
1000人以上 105 35.2 48.6 1.0 15.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 300 30.0 34.7 0.7 34.7 
30-99人 333 24.6 31.5 0.3 43.5 
100-299人 216 22.2 44.4 0.5 32.9 
300-499人 64 32.8 53.1 1.6 12.5 
500-999人 87 33.3 55.2 - 11.5 
1000人以上 83 34.9 47.0 1.2 16.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - 
建設業 22 22.7 45.5 - 31.8 
製造業 404 39.6 39.9 0.2 20.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - 
情報通信業 255 22.0 28.2 0.8 49.0 
運輸業、郵便業 4 - 100.0 - - 
卸売業、小売業 50 32.0 60.0 - 8.0 
金融業、保険業 66 19.7 75.8 1.5 3.0 
不動産業、物品賃貸業 21 23.8 23.8 - 52.4 
学術研究、専門・技術サービス業 147 21.1 28.6 0.7 49.7 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 6 33.3 16.7 - 50.0 
教育、学習支援業 29 13.8 41.4 - 44.8 
医療、福祉 4 25.0 50.0 - 25.0 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 107 25.2 35.5 0.9 38.3 
その他 4 25.0 50.0 - 25.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 546 23.3 32.1 0.9 43.8 
支社、支店 353 31.4 45.3 - 23.2 
営業所 66 77.3 15.2 - 7.6 
研究所 46 34.8 30.4 2.2 32.6 
その他 115 18.3 61.7 - 20.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 139 26.6 38.9 - 34.5 
やや上昇している 413 38.0 33.2 0.5 28.3 
横ばい 295 23.7 41.7 0.3 34.2 
ゆるやかに低下している 130 17.7 50.8 1.5 30.0 
低下している 75 29.3 32.0 1.3 37.3 
その他 53 17.0 35.9 - 47.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 609 34.2 48.9 0.5 16.4 
ない 510 22.8 25.5 0.6 51.2 

問１８（１）　手続きについての考え  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 190 48.4 82.6 27.4 23.7 - - - - - - - - 2.1 2.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 27 63.0 70.4 55.6 37.0 - - - - - - - - - 7.4 
30-99人 53 56.6 81.1 32.1 26.4 - - - - - - - - 3.8 1.9 
100-299人 34 64.7 73.5 29.4 35.3 - - - - - - - - 5.9 2.9 
300-499人 13 38.5 76.9 23.1 15.4 - - - - - - - - - - 
500-999人 16 62.5 93.8 12.5 31.3 - - - - - - - - - 6.3 
1000人以上 20 25.0 95.0 25.0 10.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 35 62.9 71.4 54.3 40.0 - - - - - - - - - 8.6 
30-99人 55 56.4 76.4 27.3 21.8 - - - - - - - - 7.3 1.8 
100-299人 29 65.5 79.3 34.5 37.9 - - - - - - - - - - 
300-499人 14 42.9 92.9 14.3 21.4 - - - - - - - - - - 
500-999人 17 41.2 88.2 23.5 23.5 - - - - - - - - - 5.9 
1000人以上 14 35.7 100.0 14.3 7.1 - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 3 66.7 100.0 - 66.7 - - - - - - - - - - 
製造業 62 27.4 83.9 16.1 14.5 - - - - - - - - 4.8 3.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 64 46.9 81.3 32.8 18.8 - - - - - - - - 1.6 4.7 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 3 33.3 100.0 - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 23 73.9 78.3 47.8 52.2 - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 10 80.0 70.0 30.0 10.0 - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 23 73.9 87.0 30.4 39.1 - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 101 62.4 75.3 34.7 33.7 - - - - - - - - 3.0 3.0 
支社、支店 62 30.7 91.9 19.4 11.3 - - - - - - - - 1.6 3.2 
営業所 6 16.7 100.0 - 16.7 - - - - - - - - - - 
研究所 9 44.4 100.0 - 11.1 - - - - - - - - - - 
その他 12 41.7 75.0 41.7 16.7 - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 43.8 75.0 37.5 68.8 - - - - - - - - - 12.5 
やや上昇している 85 34.1 84.7 20.0 18.8 - - - - - - - - - 1.2 
横ばい 40 75.0 85.0 27.5 15.0 - - - - - - - - - 2.5 
ゆるやかに低下している 14 28.6 64.3 28.6 - - - - - - - - - 21.4 - 
低下している 17 64.7 82.4 29.4 17.7 - - - - - - - - - 5.9 
その他 15 60.0 100.0 53.3 53.3 - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 97 32.0 90.7 18.6 12.4 - - - - - - - - 3.1 3.1 
ない 89 64.0 73.0 34.8 32.6 - - - - - - - - 1.1 2.3 

問１８（２）　煩雑な手続き　専門業務型　（複数回答：○は３つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 185 17.3 66.5 8.7 2.7 - - - - - - - - 2.2 2.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 25 20.0 60.0 12.0 - - - - - - - - - - 8.0 
30-99人 52 19.2 59.6 5.8 5.8 - - - - - - - - 3.9 5.8 
100-299人 33 27.3 48.5 12.1 6.1 - - - - - - - - 6.1 - 
300-499人 13 23.1 61.5 15.4 - - - - - - - - - - - 
500-999人 15 20.0 73.3 6.7 - - - - - - - - - - - 
1000人以上 20 5.0 80.0 15.0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 32 18.8 59.4 9.4 - - - - - - - - - - 12.5 
30-99人 54 22.2 57.4 5.6 5.6 - - - - - - - - 7.4 1.9 
100-299人 29 27.6 48.3 17.2 6.9 - - - - - - - - - - 
300-499人 14 7.1 85.7 7.1 - - - - - - - - - - - 
500-999人 16 18.8 62.5 18.8 - - - - - - - - - - - 
1000人以上 14 7.1 85.7 7.1 - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 3 66.7 33.3 - - - - - - - - - - - - 
製造業 60 10.0 78.3 6.7 - - - - - - - - - 5.0 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 61 11.5 70.5 6.6 1.6 - - - - - - - - 1.6 8.2 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 3 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 23 30.4 52.2 13.0 4.3 - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 10 30.0 40.0 30.0 - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 23 30.4 47.8 8.7 13.0 - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 98 25.5 52.0 9.2 5.1 - - - - - - - - 3.1 5.1 
支社、支店 60 6.7 85.0 6.7 - - - - - - - - - 1.7 - 
営業所 6 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
研究所 9 11.1 88.9 - - - - - - - - - - - - 
その他 12 16.7 58.3 25.0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 14.3 71.4 14.3 - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 84 17.9 72.6 4.8 2.4 - - - - - - - - - 2.4 
横ばい 39 15.4 61.5 15.4 7.7 - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 14 7.1 50.0 14.3 - - - - - - - - - 21.4 7.1 
低下している 16 31.3 50.0 6.3 - - - - - - - - - - 12.5 
その他 15 6.7 86.7 6.7 - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 94 8.5 80.9 7.5 - - - - - - - - - 3.2 - 
ない 87 26.4 50.6 10.3 5.8 - - - - - - - - 1.2 5.8 

問１８（２）　最も煩雑な手続き　専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 326 - - 1.2 3.7 29.5 19.6 6.8 9.2 7.1 35.9 52.2 68.7 1.5 1.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 77 - - 1.3 1.3 14.3 20.8 6.5 5.2 1.3 26.0 59.7 63.6 - 1.3 
30-99人 80 - - 1.3 2.5 32.5 23.8 5.0 15.0 7.5 48.8 46.3 71.3 1.3 1.3 
100-299人 57 - - 1.8 8.8 19.3 15.8 15.8 19.3 12.3 43.9 33.3 59.7 - 5.3 
300-499人 21 - - - - 28.6 19.1 19.1 4.8 14.3 57.1 42.9 66.7 - - 
500-999人 26 - - 3.9 15.4 26.9 30.8 - 3.9 11.5 34.6 61.5 80.8 - - 
1000人以上 37 - - - - 29.7 16.2 - - 8.1 32.4 48.7 62.2 10.8 2.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 90 - - 1.1 2.2 14.4 22.2 7.8 8.9 3.3 27.8 60.0 63.3 - 2.2 
30-99人 82 - - 1.2 2.4 31.7 22.0 2.4 12.2 8.5 51.2 45.1 70.7 1.2 1.2 
100-299人 48 - - 2.1 10.4 22.9 12.5 22.9 20.8 10.4 45.8 27.1 58.3 - 4.2 
300-499人 21 - - - 4.8 23.8 23.8 9.5 - 19.1 42.9 47.6 66.7 - 4.8 
500-999人 29 - - 3.5 6.9 27.6 27.6 - 3.5 6.9 34.5 55.2 79.3 - - 
1000人以上 29 - - - - 34.5 17.2 - - 6.9 31.0 51.7 65.5 13.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - - - 
建設業 5 - - - 20.0 - - - 40.0 - 40.0 60.0 80.0 - - 
製造業 160 - - 1.3 1.3 38.8 11.3 2.5 3.8 2.5 33.8 60.6 83.1 2.5 0.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - - 
情報通信業 56 - - 1.8 1.8 30.4 37.5 8.9 3.6 16.1 41.1 37.5 57.1 1.8 3.6 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 16 - - - 12.5 - 12.5 - 18.8 18.8 68.8 81.3 81.3 - - 
金融業、保険業 13 - - - 7.7 23.1 23.1 - 23.1 - 30.8 84.6 76.9 - - 
不動産業、物品賃貸業 5 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 31 - - 3.2 9.7 19.4 16.1 16.1 22.6 3.2 32.3 48.4 58.1 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - 50.0 100.0 50.0 100.0 100.0 - - - - - 
教育、学習支援業 4 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 27 - - - 7.4 25.9 25.9 25.9 18.5 14.8 29.6 18.5 37.0 - 11.1 
その他 1 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 127 - - 1.6 5.5 21.3 37.0 14.2 14.2 8.7 29.1 41.7 48.0 2.4 3.9 
支社、支店 111 - - 1.8 3.6 43.2 9.0 2.7 9.0 5.4 48.7 52.3 80.2 1.8 - 
営業所 51 - - - 2.0 7.8 2.0 - - 5.9 9.8 90.2 98.0 - - 
研究所 16 - - - - 75.0 6.3 - 12.5 18.8 62.5 25.0 68.8 - 6.3 
その他 21 - - - - 23.8 23.8 4.8 - - 52.4 42.9 61.9 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 37 - - - 5.4 21.6 27.0 8.1 5.4 5.4 37.8 35.1 37.8 10.8 5.4 
やや上昇している 157 - - - 2.6 40.8 13.4 5.1 5.1 2.6 28.7 64.3 82.2 - 1.9 
横ばい 70 - - 4.3 5.7 21.4 18.6 10.0 22.9 14.3 45.7 40.0 71.4 - 1.4 
ゆるやかに低下している 23 - - 4.4 8.7 26.1 21.7 17.4 13.0 21.7 43.5 52.2 52.2 - - 
低下している 22 - - - - 4.6 50.0 - 4.6 4.6 50.0 36.4 50.0 - - 
その他 9 - - - - 11.1 33.3 - - 11.1 - 77.8 66.7 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 208 - - 1.0 1.9 34.6 9.1 2.4 6.3 5.3 38.0 61.5 81.3 1.9 0.5 
ない 116 - - 1.7 6.9 20.7 38.8 14.7 14.7 10.3 31.0 36.2 47.4 0.9 4.3 

問１８（２）　煩雑な手続き　企画業務型　（複数回答：○は３つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 320 - - 0.3 1.6 8.4 12.8 0.9 1.6 1.6 22.2 20.0 23.4 1.6 5.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 76 - - - 1.3 7.9 17.1 1.3 - - 21.1 43.4 4.0 - 4.0 
30-99人 79 - - 1.3 1.3 11.4 12.7 - 3.8 1.3 32.9 12.7 11.4 1.3 10.1 
100-299人 54 - - - 3.7 3.7 11.1 3.7 3.7 3.7 22.2 13.0 27.8 - 7.4 
300-499人 21 - - - - 9.5 9.5 - - - 33.3 9.5 33.3 - 4.8 
500-999人 26 - - - 3.9 7.7 15.4 - - 3.9 11.5 15.4 38.5 - 3.9 
1000人以上 36 - - - - 16.7 11.1 - - 2.8 19.4 19.4 19.4 11.1 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 88 - - - 2.3 6.8 15.9 1.1 1.1 - 22.7 38.6 5.7 - 5.7 
30-99人 81 - - 1.2 1.2 12.4 13.6 - 2.5 1.2 29.6 14.8 13.6 1.2 8.6 
100-299人 46 - - - 4.4 4.4 8.7 4.4 4.4 4.4 26.1 10.9 26.1 - 6.5 
300-499人 20 - - - - 5.0 10.0 - - 5.0 30.0 10.0 30.0 - 10.0 
500-999人 29 - - - - 10.3 17.2 - - 3.5 17.2 13.8 37.9 - - 
1000人以上 29 - - - - 17.2 10.3 - - - 13.8 20.7 20.7 13.8 3.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - - - 
建設業 5 - - - 20.0 - - - - - - 60.0 20.0 - - 
製造業 159 - - 0.6 - 3.8 6.3 - 0.6 1.3 25.8 28.3 27.0 2.5 3.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 54 - - - - 24.1 27.8 1.9 - 1.9 14.8 3.7 18.5 1.9 5.6 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 16 - - - 12.5 - 6.2 - - - 31.2 6.2 43.8 - - 
金融業、保険業 13 - - - 7.7 7.7 - - - - 30.8 7.7 38.5 - 7.7 
不動産業、物品賃貸業 5 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 31 - - - 3.2 6.5 9.7 - - 3.2 19.4 25.8 22.6 - 9.7 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - - - 50.0 - - 50.0 - - - - - - 
教育、学習支援業 4 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 24 - - - - 16.7 25.0 8.3 12.5 4.2 8.3 12.5 4.2 - 8.3 
その他 1 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 122 - - 0.8 1.6 5.7 24.6 1.6 3.3 3.3 14.8 13.1 20.5 2.5 8.2 
支社、支店 111 - - - 2.7 11.7 5.4 0.9 0.9 0.9 34.2 4.5 33.3 1.8 3.6 
営業所 51 - - - - - 2.0 - - - 7.8 76.5 7.8 - 5.9 
研究所 15 - - - - 33.3 6.7 - - - 33.3 - 26.7 - - 
その他 21 - - - - 9.5 14.3 - - - 28.6 19.1 23.8 - 4.8 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 35 - - - - 2.9 22.9 - 2.9 2.9 17.1 14.3 22.9 11.4 2.9 
やや上昇している 154 - - - 1.3 10.4 8.4 0.7 - - 18.2 33.8 24.7 - 2.6 
横ばい 69 - - 1.5 1.5 11.6 11.6 1.5 5.8 1.5 30.4 2.9 24.6 - 7.3 
ゆるやかに低下している 23 - - - 8.7 8.7 8.7 4.4 - 8.7 4.4 13.0 30.4 - 13.0 
低下している 22 - - - - - 36.4 - - - 45.5 4.6 - - 13.6 
その他 9 - - - - - 22.2 - - 11.1 - 11.1 55.6 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 207 - - - 1.5 5.3 4.4 0.5 0.5 1.0 27.5 23.7 30.0 1.9 3.9 
ない 111 - - 0.9 1.8 14.4 28.8 1.8 3.6 2.7 10.8 13.5 11.7 0.9 9.0 

問１８（２）　最も煩雑な手続き　企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)
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不
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Total 64 28.1 65.6 6.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 16 18.8 75.0 6.3 
30-99人 19 5.3 94.7 - 
100-299人 9 33.3 44.4 22.2 
300-499人 4 25.0 50.0 25.0 
500-999人 8 75.0 25.0 - 
1000人以上 6 66.7 33.3 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 20 20.0 75.0 5.0 
30-99人 18 - 100.0 - 
100-299人 6 50.0 16.7 33.3 
300-499人 5 40.0 40.0 20.0 
500-999人 8 62.5 37.5 - 
1000人以上 5 80.0 20.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 0 - - - 
製造業 18 61.1 33.3 5.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - 
情報通信業 21 - 85.7 14.3 
運輸業、郵便業 0 - - - 
卸売業、小売業 2 50.0 50.0 - 
金融業、保険業 3 66.7 33.3 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 80.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - 100.0 - 
教育、学習支援業 4 25.0 75.0 - 
医療、福祉 0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 7 14.3 85.7 - 
その他 1 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 17.0 76.6 6.4 
支社、支店 10 50.0 50.0 - 
営業所 1 100.0 - - 
研究所 1 100.0 - - 
その他 5 60.0 20.0 20.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 10 - 100.0 - 
やや上昇している 21 28.6 66.7 4.8 
横ばい 13 15.4 76.9 7.7 
ゆるやかに低下している 5 40.0 60.0 - 
低下している 11 45.5 36.4 18.2 
その他 3 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 19 79.0 10.5 10.5 
ない 45 6.7 88.9 4.4 

問１８（２）付問１－１　過半数組合の有無　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 42 4.8 26.2 38.1 11.9 - 14.3 - 4.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 12 - - 50.0 - - 33.3 - 16.7 
30-99人 18 5.6 27.8 44.4 11.1 - 11.1 - - 
100-299人 4 - 75.0 25.0 - - - - - 
300-499人 2 - 50.0 - 50.0 - - - - 
500-999人 2 - 50.0 - 50.0 - - - - 
1000人以上 2 50.0 50.0 - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 15 - 6.7 46.7 6.7 - 26.7 - 13.3 
30-99人 18 5.6 33.3 44.4 5.6 - 11.1 - - 
100-299人 1 - 100.0 - - - - - - 
300-499人 2 - 50.0 - 50.0 - - - - 
500-999人 3 33.3 33.3 - 33.3 - - - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 6 - 33.3 50.0 16.7 - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 18 5.6 22.2 22.2 16.7 - 22.2 - 11.1 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 1 - 100.0 - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - 100.0 - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 4 - 25.0 25.0 25.0 - 25.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - - 100.0 - - - - - 
教育、学習支援業 3 33.3 66.7 - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 6 - 16.7 66.7 - - 16.7 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 36 2.8 25.0 36.1 13.9 - 16.7 - 5.6 
支社、支店 5 - 40.0 60.0 - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 1 100.0 - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 10 - 40.0 30.0 20.0 - 10.0 - - 
やや上昇している 14 14.3 21.4 35.7 - - 14.3 - 14.3 
横ばい 10 - 40.0 40.0 10.0 - 10.0 - - 
ゆるやかに低下している 3 - - 66.7 33.3 - - - - 
低下している 4 - - 25.0 25.0 - 50.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - 50.0 - - - - - 50.0 
ない 40 5.0 25.0 40.0 12.5 - 15.0 - 2.5 

問１８（２）付問１－２　過半数代表者の選出方法　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 64 18.8 25.0 3.1 10.9 17.2 17.2 4.7 17.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 16 6.3 31.3 6.3 6.3 - 6.3 - 43.8 
30-99人 19 5.3 47.4 - 5.3 15.8 - 10.5 15.8 
100-299人 9 22.2 11.1 - 22.2 33.3 33.3 - 11.1 
300-499人 4 75.0 - - - 25.0 25.0 - - 
500-999人 8 37.5 12.5 - 25.0 12.5 25.0 12.5 - 
1000人以上 6 33.3 - 16.7 - 33.3 66.7 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 20 10.0 35.0 5.0 5.0 - 5.0 5.0 35.0 
30-99人 18 - 38.9 - 11.1 22.2 - 5.6 22.2 
100-299人 6 33.3 16.7 - 16.7 33.3 50.0 - - 
300-499人 5 60.0 - - - 20.0 20.0 20.0 - 
500-999人 8 50.0 12.5 - 25.0 12.5 25.0 - - 
1000人以上 5 20.0 - 20.0 - 40.0 80.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 18 22.2 5.6 - 16.7 11.1 44.4 5.6 11.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 21 19.0 23.8 4.8 19.0 14.3 4.8 4.8 23.8 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 2 50.0 50.0 - - - - - - 
金融業、保険業 3 - 66.7 - - - 33.3 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - 60.0 - - 40.0 - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 2 - 100.0 - - - - - - 
教育、学習支援業 4 50.0 - - - 25.0 - - 25.0 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 7 - 28.6 - - 14.3 - 14.3 42.9 
その他 1 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 12.8 25.5 2.1 10.6 21.3 10.6 6.4 23.4 
支社、支店 10 10.0 40.0 - 20.0 - 30.0 - - 
営業所 1 100.0 - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 5 80.0 - 20.0 - 20.0 40.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 10 - 50.0 - 20.0 10.0 - - 20.0 
やや上昇している 21 9.5 14.3 4.8 9.5 23.8 14.3 9.5 23.8 
横ばい 13 30.8 38.5 - - 15.4 23.1 - 15.4 
ゆるやかに低下している 5 20.0 40.0 - - - 20.0 20.0 20.0 
低下している 11 27.3 9.1 9.1 27.3 18.2 27.3 - 9.1 
その他 3 66.7 - - - - 33.3 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 19 36.8 10.5 5.3 5.3 10.5 57.9 5.3 5.3 
ない 45 11.1 31.1 2.2 13.3 20.0 - 4.4 22.2 

問１８（２）付問１－３　労働者側委員の指名方法　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 170 34.1 10.0 60.6 - 2.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 46 15.2 2.2 82.6 - - 
30-99人 37 46.0 13.5 46.0 - 5.4 
100-299人 19 63.2 - 36.8 - 5.3 
300-499人 9 88.9 11.1 22.2 - - 
500-999人 16 18.8 43.8 43.8 - 6.3 
1000人以上 18 55.6 16.7 50.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 54 22.2 3.7 74.1 - 1.9 
30-99人 37 51.4 10.8 46.0 - 2.7 
100-299人 13 53.9 - 38.5 - 7.7 
300-499人 10 60.0 30.0 40.0 - - 
500-999人 16 31.3 31.3 37.5 - 6.3 
1000人以上 15 53.3 20.0 53.3 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - 
建設業 3 - - 100.0 - - 
製造業 97 19.6 5.2 76.3 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - 100.0 - - 
情報通信業 21 81.0 14.3 4.8 - 4.8 
運輸業、郵便業 0 - - - - - 
卸売業、小売業 13 30.8 7.7 53.8 - 15.4 
金融業、保険業 11 45.5 18.2 81.8 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 15 46.7 33.3 40.0 - 13.3 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - 
医療、福祉 1 - - 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 5 60.0 20.0 20.0 - - 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 53 58.5 17.0 28.3 - 5.7 
支社、支店 58 25.9 10.3 70.7 - 3.5 
営業所 46 15.2 2.2 84.8 - - 
研究所 4 50.0 - 50.0 - - 
その他 9 33.3 11.1 66.7 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 13 53.9 23.1 46.2 - - 
やや上昇している 101 19.8 7.9 73.3 - 2.0 
横ばい 28 57.1 10.7 46.4 - 10.7 
ゆるやかに低下している 12 50.0 16.7 33.3 - - 
低下している 8 25.0 12.5 62.5 - - 
その他 7 85.7 - 14.3 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 128 31.3 6.3 68.0 - 1.6 
ない 42 42.9 21.4 38.1 - 7.1 

問１８（２）付問２　決議届の作成及び届出の現制度の変更について　（複数回答：該当するものすべてに○）％
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計(

n)

報
告
の
届
出
を
廃
止

す
る

届
出
を
１
年
に
１
回

に
緩
和
す
る

本
社
で
一
括
届
出
で

き
る
よ
う
に
す
る

そ
の
他

不
明

Total 224 50.0 29.0 42.0 0.5 1.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 49 14.3 22.5 75.5 - - 
30-99人 57 52.6 38.6 45.6 - - 
100-299人 34 50.0 35.3 32.4 - - 
300-499人 14 64.3 42.9 21.4 7.1 - 
500-999人 21 47.6 28.6 33.3 - 9.5 
1000人以上 23 56.5 34.8 43.5 - 4.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 57 24.6 21.1 66.7 - - 
30-99人 58 51.7 39.7 44.8 - - 
100-299人 28 42.9 39.3 39.3 3.6 - 
300-499人 14 57.1 42.9 14.3 - 7.1 
500-999人 23 52.2 30.4 34.8 - 4.4 
1000人以上 19 57.9 31.6 47.4 - 5.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 4 50.0 - 50.0 - - 
製造業 133 35.3 30.1 55.6 0.8 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - - - 
情報通信業 32 81.3 18.8 34.4 - 3.1 
運輸業、郵便業 0 - - - - - 
卸売業、小売業 13 84.6 7.7 15.4 - - 
金融業、保険業 10 90.0 30.0 40.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 18 44.4 55.6 - - 11.1 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - 
医療、福祉 1 - - 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 10 60.0 50.0 - - - 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 61 67.2 32.8 14.8 - 3.3 
支社、支店 89 61.8 34.8 33.7 - - 
営業所 50 14.0 8.0 84.0 - 2.0 
研究所 11 45.5 54.6 54.6 - - 
その他 13 30.8 30.8 53.9 7.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 71.4 14.3 7.1 - 14.3 
やや上昇している 129 43.4 22.5 58.9 - 0.8 
横ばい 50 50.0 52.0 24.0 2.0 - 
ゆるやかに低下している 12 75.0 16.7 16.7 - - 
低下している 11 54.6 45.5 18.2 - - 
その他 6 66.7 16.7 16.7 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 169 45.0 29.6 48.5 0.6 0.6 
ない 55 65.5 27.3 21.8 - 3.6 

問１８（２）付問３　報告の作成及び届出の現制度の変更について　（複数回答：該当するものすべてに○）％
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Total 1,534 27.8 57.6 5.6 19.5 18.8 10.1 15.5 3.5 13.8 4.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 24.0 60.6 2.4 22.6 16.8 10.3 13.0 2.4 15.8 2.1 
30-99人 463 27.2 54.0 4.8 22.0 20.7 9.1 13.6 3.5 12.5 4.3 
100-299人 338 23.1 56.8 8.0 18.9 23.4 12.4 14.2 2.1 14.2 6.2 
300-499人 100 34.0 61.0 5.0 12.0 12.0 10.0 18.0 4.0 14.0 6.0 
500-999人 123 24.4 54.5 8.9 14.6 19.5 10.6 22.0 3.3 22.8 2.4 
1000人以上 157 31.9 61.2 7.0 18.5 14.7 11.5 20.4 8.3 7.6 3.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 25.7 57.4 3.2 23.0 16.7 8.7 13.2 3.2 16.4 2.7 
30-99人 469 26.0 55.9 5.8 19.8 21.3 9.8 13.9 2.6 11.9 5.8 
100-299人 310 24.5 55.2 6.1 18.1 21.9 11.3 15.8 3.9 15.8 4.8 
300-499人 93 29.0 61.3 6.5 14.0 17.2 14.0 19.4 2.2 15.1 2.2 
500-999人 115 28.7 59.1 9.6 20.0 19.1 11.3 21.7 3.5 13.9 3.5 
1000人以上 118 35.6 63.6 7.6 16.1 11.9 11.9 23.7 8.5 7.6 3.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - 100.0 - 
建設業 24 29.2 62.5 8.3 37.5 29.2 12.5 8.3 - 12.5 - 
製造業 456 36.8 68.9 7.2 17.1 14.0 9.6 14.5 3.5 8.3 3.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 100.0 - 50.0 - - - - - - 
情報通信業 340 30.6 57.4 4.7 23.8 26.8 11.8 26.2 3.8 9.7 2.1 
運輸業、郵便業 4 50.0 75.0 25.0 25.0 25.0 50.0 - - - - 
卸売業、小売業 51 17.6 72.5 3.9 25.5 15.7 17.6 19.6 - 13.7 3.9 
金融業、保険業 68 17.6 51.5 2.9 25.0 7.4 10.3 7.4 - 25.0 4.4 
不動産業、物品賃貸業 21 - 90.5 57.1 28.6 4.8 - - - 9.5 - 
学術研究、専門・技術サービス業 250 21.6 50.4 2.8 14.0 15.6 8.8 11.6 4.8 17.2 6.4 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - - - 100.0 - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 37.5 62.5 - 25.0 37.5 - 12.5 - 25.0 - 
教育、学習支援業 137 15.3 32.8 0.7 11.7 21.9 4.4 9.5 7.3 27.7 9.5 
医療、福祉 6 50.0 83.3 - - 16.7 33.3 16.7 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 148 23.0 48.6 6.8 24.3 24.3 12.2 12.8 1.4 17.6 5.4 
その他 8 37.5 75.0 - 12.5 12.5 12.5 37.5 - 12.5 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 24.6 53.3 5.1 22.4 25.2 11.8 13.3 3.0 15.2 2.8 
支社、支店 429 30.5 61.5 5.6 16.6 13.5 9.1 20.8 4.7 14.2 4.7 
営業所 70 25.7 80.0 1.4 14.3 10.0 1.4 2.9 - 4.3 - 
研究所 115 43.5 55.7 11.3 19.1 7.8 9.6 13.9 4.4 11.3 9.6 
その他 172 25.6 59.3 5.8 16.9 15.1 9.3 18.0 3.5 12.8 6.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 24.4 64.9 11.9 25.6 12.5 17.9 9.5 7.7 9.5 3.6 
やや上昇している 517 30.8 66.0 3.5 18.2 20.9 10.1 12.8 3.3 10.3 2.5 
横ばい 422 25.4 54.0 5.5 19.7 17.3 10.2 17.5 2.1 14.7 5.2 
ゆるやかに低下している 150 42.0 58.0 5.3 14.0 22.7 5.3 29.3 2.0 16.0 2.0 
低下している 89 18.0 52.8 3.4 27.0 24.7 7.9 11.2 1.1 14.6 5.6 
その他 138 22.5 37.0 9.4 19.6 15.9 10.1 18.1 5.8 24.6 4.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 34.3 61.4 6.2 16.9 14.0 8.8 17.1 5.4 11.2 4.4 
ない 722 20.9 53.5 5.0 22.0 24.1 11.6 14.0 1.4 16.8 4.0 

問１９　裁量労働制導入の効果　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

今
の
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で
よ
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更
す
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Total 1,534 72.0 25.9 2.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 292 76.4 22.3 1.4 
30-99人 463 72.4 25.5 2.2 
100-299人 338 73.1 24.0 3.0 
300-499人 100 72.0 26.0 2.0 
500-999人 123 74.8 23.6 1.6 
1000人以上 157 69.4 29.9 0.6 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 378 75.7 22.8 1.6 
30-99人 469 72.3 25.0 2.8 
100-299人 310 74.2 23.2 2.6 
300-499人 93 69.9 30.1 - 
500-999人 115 71.3 27.0 1.7 
1000人以上 118 70.3 28.8 0.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - 
建設業 24 87.5 12.5 - 
製造業 456 72.4 26.1 1.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 50.0 50.0 - 
情報通信業 340 70.9 26.5 2.6 
運輸業、郵便業 4 100.0 - - 
卸売業、小売業 51 70.6 25.5 3.9 
金融業、保険業 68 76.5 22.1 1.5 
不動産業、物品賃貸業 21 71.4 28.6 - 
学術研究、専門・技術サービス業 250 70.4 28.0 1.6 
宿泊業、飲食サービス業 1 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 8 50.0 50.0 - 
教育、学習支援業 137 83.2 13.1 3.6 
医療、福祉 6 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 148 63.5 34.5 2.0 
その他 8 75.0 25.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 745 68.1 30.3 1.6 
支社、支店 429 73.4 24.0 2.6 
営業所 70 81.4 18.6 - 
研究所 115 78.3 19.1 2.6 
その他 172 77.3 19.2 3.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 168 64.9 32.7 2.4 
やや上昇している 517 66.9 31.1 1.9 
横ばい 422 73.7 24.4 1.9 
ゆるやかに低下している 150 78.7 18.7 2.7 
低下している 89 69.7 29.2 1.1 
その他 138 83.3 14.5 2.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 803 74.8 23.3 1.9 
ない 722 68.6 29.1 2.4 

問２０　今後の裁量労働制について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 397 29.5 20.2 48.9 25.4 24.4 3.0 19.7 9.3 1.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 65 33.9 18.5 35.4 26.2 15.4 6.2 23.1 6.2 - 
30-99人 118 35.6 24.6 48.3 22.0 21.2 1.7 18.6 8.5 2.5 
100-299人 81 28.4 21.0 46.9 22.2 23.5 6.2 28.4 8.6 1.2 
300-499人 26 46.2 11.5 53.9 11.5 19.2 - 11.5 - - 
500-999人 29 13.8 31.0 44.8 6.9 3.5 - 17.2 24.1 3.5 
1000人以上 47 23.4 14.9 46.8 21.3 27.7 - 12.8 19.2 2.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 86 34.9 18.6 36.1 22.1 15.1 5.8 22.1 7.0 - 
30-99人 117 35.0 25.6 48.7 25.6 24.8 2.6 20.5 6.8 3.4 
100-299人 72 29.2 20.8 43.1 19.4 19.4 4.2 26.4 9.7 - 
300-499人 28 42.9 21.4 60.7 7.1 17.9 - 17.9 3.6 - 
500-999人 31 9.7 19.4 41.9 16.1 19.4 - 16.1 19.4 6.5 
1000人以上 34 23.5 11.8 52.9 17.7 17.7 - 11.8 26.5 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - - - 
建設業 3 33.3 33.3 33.3 - - - - - - 
製造業 119 15.1 16.0 62.2 28.6 26.1 0.8 15.1 12.6 3.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - 100.0 - - 
情報通信業 90 33.3 27.8 48.9 25.6 27.8 2.2 16.7 10.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 13 7.7 7.7 30.8 - 23.1 - 69.2 - - 
金融業、保険業 15 33.3 20.0 60.0 20.0 13.3 - 13.3 26.7 - 
不動産業、物品賃貸業 6 - - - - - - 100.0 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 70 31.4 14.3 42.9 25.7 18.6 11.4 21.4 10.0 1.4 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 4 75.0 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - 
教育、学習支援業 18 33.3 38.9 22.2 27.8 27.8 - - 5.6 5.6 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 51 54.9 23.5 43.1 27.5 27.5 - 21.6 2.0 - 
その他 2 - - 50.0 50.0 50.0 - 50.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 226 37.6 23.0 43.4 27.4 23.9 4.4 24.8 8.9 0.4 
支社、支店 103 11.7 11.7 68.0 26.2 29.1 1.0 13.6 11.7 2.9 
営業所 13 61.5 - 53.9 7.7 7.7 - 7.7 7.7 - 
研究所 22 22.7 18.2 40.9 36.4 36.4 4.6 13.6 - 4.6 
その他 33 21.2 36.4 30.3 9.1 12.1 - 12.1 12.1 3.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 55 29.1 18.2 38.2 21.8 14.6 1.8 20.0 20.0 - 
やや上昇している 161 29.8 23.6 52.8 29.8 36.7 4.4 17.4 8.1 - 
横ばい 103 31.1 12.6 59.2 21.4 14.6 2.9 15.5 10.7 1.0 
ゆるやかに低下している 28 28.6 28.6 42.9 21.4 17.9 - 39.3 3.6 - 
低下している 26 23.1 19.2 38.5 15.4 3.9 - 34.6 3.9 - 
その他 20 25.0 25.0 25.0 40.0 40.0 5.0 10.0 - 25.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 187 20.9 16.6 51.3 25.1 30.5 1.6 16.6 11.8 2.7 
ない 210 37.1 23.3 46.7 25.7 19.1 4.3 22.4 7.1 0.5 

問２０付問　今後の裁量労働制の変更すべき事項　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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３．単純集計結果（事業所 DB 抽出分） 
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Ｆ１－１　従業員数  正社員

ｎ=
３０人未

満
３０～９９

人
１００～２
９９人

３００～４
９９人

５００～９
９９人

１０００人
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2428 213 525 826 373 272 147 72 371.4

100 8.8 21.6 34.0 15.4 11.2 6.1 3.0

 
Ｆ１－１　従業員数  非正社員

ｎ=
３０人未

満
３０～９９

人
１００～２
９９人

３００～４
９９人

５００～９
９９人

１０００人
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2428 777 773 538 126 82 43 89 153.0

100 32.0 31.8 22.2 5.2 3.4 1.8 3.7

 
Ｆ１－１　従業員数  合計

ｎ=
３０人未

満
３０～９９

人
１００～２
９９人

３００～４
９９人

５００～９
９９人

１０００人
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2428 63 340 830 481 411 229 74 527.8

100 2.6 14.0 34.2 19.8 16.9 9.4 3.0

 
Ｆ１－２　正社員の平均勤続年数

ｎ=
１年未満

１年以上
～５年未

満

５年以上
～１０年
未満

１０年以
上～１５
年未満

１５年以
上～２０
年未満

２０年以
上～３０
年未満

３０年以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2428 1 75 516 669 640 234 81 212 14.1

100 0.0 3.1 21.3 27.6 26.4 9.6 3.3 8.7

 
Ｆ２　管理監督者の職位

ｎ=

支社長・
事業部
長・工場
長クラス

部長クラ
ス

部次長ク
ラス

課長クラ
ス

課長代理
クラス その他 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 412 328 102 1,061 356 113 56

100 17.0 13.5 4.2 43.7 14.7 4.7 2.3

 
Ｆ３　事業の種類

ｎ=

林業
鉱業、採
石業、砂
利採取業

建設業 製造業
電気・ガ
ス・熱供
給・水道

業

情報通信
業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

不動産
業、物品
賃貸業

学術研
究、専門・
技術サー
ビス業

宿泊業、
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業、娯楽

業

教育、学
習支援

医療、福
祉

複合サー
ビス業（郵
便局、農
業組合
等）

その他
サービス
業（他に
分類され
ないもの）

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 0 1 68 683 43 81 147 248 89 13 72 71 21 193 429 26 229 10 4

100 0.0 0.0 2.8 28.1 1.8 3.3 6.1 10.2 3.7 0.5 3.0 2.9 0.9 7.9 17.7 1.1 9.4 0.4 0.2

 
Ｆ４　事業場の種類

ｎ=
本社、本

店
支社、支

店 営業所 研究所 その他 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 1,300 670 125 11 305 17

100 53.5 27.6 5.1 0.5 12.6 0.7

 
Ｆ５　過去３年間の業績の推移

ｎ=
上昇して
いる

ゆるやか
に上昇し
ている

横ばい
ゆるやか
に低下し
ている

低下して
いる その他 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 200 658 868 342 231 71 58

100 8.2 27.1 35.7 14.1 9.5 2.9 2.4

 
Ｆ６　労働組合の有無

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

2428 1,261 1,162 5

100 51.9 47.9 0.2

 
問１　１日の所定労働時間

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間
８時間超
～９時間
未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2428 1 8 1,314 1,083 5 5 12 7.7

100 0.0 0.3 54.1 44.6 0.2 0.2 0.5

 
問１　１週間の所定労働時間

ｎ=

２５時間
以上～３
０時間未

満

３０時間
以上～３
５時間未

満

３５時間
以上～４
０時間未

満
４０時間

４０時間
超～４５
時間未満

４５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2428 2 6 1,155 1,180 24 12 49 39.0

100 0.1 0.2 47.6 48.6 1.0 0.5 2.0
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問２　実労働時間の把握方法  専門業務型裁量労働制適用者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 49 6 33 2 18 9 2,277 34

100 2.0 0.2 1.4 0.1 0.7 0.4 93.8 1.4

 
問２　実労働時間の把握方法  企画業務型裁量労働制適用者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 25 3 7 0 4 0 2,332 57

100 1.0 0.1 0.3 0.0 0.2 0.0 96.0 2.3

 
問２　実労働時間の把握方法  フレックスタイム制適用者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 216 61 161 15 8 0 1,904 63

100 8.9 2.5 6.6 0.6 0.3 0.0 78.4 2.6

 
問２　実労働時間の把握方法  管理監督者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 1,053 164 706 117 156 120 43 69

100 43.4 6.8 29.1 4.8 6.4 4.9 1.8 2.8

 
問２　実労働時間の把握方法  その他の労働時間制で働く労働者

ｎ=

タイム
カード・ＩＣ
カード

ＰＣのログ
イン・ログ
アウト

自己申告
制

管理監督
者の承認

予め一定
時間数を
決めてい

る

把握して
いない

該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 1,206 131 450 228 137 4 91 181

100 49.7 5.4 18.5 9.4 5.6 0.2 3.7 7.5

 
問３　長時間労働削減策（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

文書の掲
示による
周知・啓
発、社内
放送によ
る注意喚

起

人事担当
者等によ
る直接の
声掛け

ノー残業
デーの設

定

強制消
灯、ＰＣの
一斉電源

オフ

残業をし
ている者
の上長に
対する注
意・助言

従業員ご
との業務
の内容・
配分の見

直し

部・課・係
の業務の
内容・配
分の見直

し

その他 特に行っ
ていない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 863 689 1,010 72 1,461 990 782 144 122 9

100 35.5 28.4 41.6 3.0 60.2 40.8 32.2 5.9 5.0 0.4

 
問４　全従業員一律の休憩時間

ｎ=
設定して
いる

設定して
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 1,323 1,104 1

100 54.5 45.5 0.0

 
問４付問１　異なる休憩時間の検討

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

1323 126 1,182 15

100 9.5 89.3 1.1

 
問４付問２　異なる休憩時間を設定していない理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

業務内容
は労働者
が一体に
なり行う
ので分割
付与は困

難

職場の一
体性を保
つため分
割付与は
適当でな

い

労働者や
労働組合
が一斉休
憩を希望
している

労働者や
労働組合
から分割
付与の希
望が特に

ない

分割付与
のための
労使協定
の締結が
困難

分割付与
のための
労使協定
の締結が
煩雑で時
間がかか

る

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

126 36 49 12 7 4 3 31 8

100 28.6 38.9 9.5 5.6 3.2 2.4 24.6 6.3
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問４付問３　全従業員一律でない休憩時間の付与方法（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

一定の
部・課ごと
にずらし
て付与し
ている

部課内の
一定の
係・職種
等ごとに
ずらして
付与して
いる

労働者の
自由裁量
に任せて
いる

上長の判
断に任せ
ている

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

1104 285 606 204 157 92 32

100 25.8 54.9 18.5 14.2 8.3 2.9

 
問５　採用している労働時間制度（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

通常の労
働時間制

度
変形労働
時間制 交替制 フレックス

タイム制

事業場外
労働のみ
なし労働
時間制

専門業務
型裁量労
働制

企画業務
型裁量労
働制

不明

 上段：度数
 下段：%

2428 1,360 1,211 846 524 198 151 96 13

100 56.0 49.9 34.8 21.6 8.2 6.2 4.0 0.5

 
問５－２　変形労働時間制の単位となる期間

ｎ=
１ヶ月単

位 １年以内 その他 不明
 上段：度数
 下段：%

1211 681 444 28 58

100 56.2 36.7 2.3 4.8

 
問５－４　コアタイムの有無

ｎ= あり なし 不明
 上段：度数
 下段：%

524 359 104 61

100 68.5 19.8 11.6

 
問５付問１－１　フレックスタイム制の清算期間

ｎ=
１週間

１週間超
２週間以

内

２週間超
３週間以

内

３週間超
４週間以

内
１ヶ月 不明

 上段：度数
 下段：%

524 9 2 0 1 452 60

100 1.7 0.4 0.0 0.2 86.3 11.5

 
問５付問１－２　フレックスタイム制の不便

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

524 269 206 49

100 51.3 39.3 9.4

 
問５付問１－３　フレックスタイム制の不便理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

週休２日
の場合に
法定労働
時間枠を
超える月
がある

週休２日
の場合に
最終週の
労働時間
が制限さ
れる月あ

り

複数月を
またいだ
清算がで
きない

清算期間
が短い

法令に定
められた
手続、就
業規則の
変更・届
出が煩雑

その他

 上段：度数
 下段：%

269 16 15 37 249 13 28

100 5.9 5.6 13.8 92.6 4.8 10.4

 
問５付問１－３付問　最良な清算期間

ｎ=

労使で自
由に決定
できるよう
にする

１年程度 ６ヶ月程
度

３ヶ月程
度

１ヶ月以
上３ヶ月
未満

不明

 上段：度数
 下段：%

249 6 4 0 2 1 236

100 2.4 1.6 0.0 0.8 0.4 94.8

 
問５付問１－４　フレックスタイム制の問題点（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

従業員の
時間意識
がルーズ
になる

人事担当
における
時間管理
が煩雑に

なる

業務遂行
の効率
性、生産
性が低下

する

社内のコ
ミュニケー
ションに
支障が出

る

取引先・
顧客に迷
惑をかけ
てしまう

清算期間
中の特定
期間に始
業・就業
時間を固
定できな

い

清算期間
が限定さ
れる

その他 特に問題
はない 不明

 上段：度数
 下段：%

524 154 101 18 92 49 30 21 15 209 66

100 29.4 19.3 3.4 17.6 9.4 5.7 4.0 2.9 39.9 12.6

問５付問２　フレックスタイムを導入しない理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

適した業
務・職種
がなく、必
要性がな

い

業務遂行
の効率
性、生産
性が低下
するおそ
れがある

従業員の
時間意識
がルーズ
になるお
それがあ

る

人事担当
における
時間管理
が煩雑に
なるおそ
れがある

取引先・
顧客に迷
惑をかけ
るおそれ
がある

社内のコ
ミュニケー
ションに
支障が出
るおそれ
がある

法令に定
められた
手続き、
就業規則
の変更・
届出が煩

雑

その他 わからな
い 不明

 上段：度数
 下段：%

1891 1,282 381 302 236 392 243 82 70 39 214

100 67.8 20.1 16.0 12.5 20.7 12.9 4.3 3.7 2.1 11.3
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問６　今後の労働時間管理のあり方（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

現行制度
のままで
よい

変形労働
時間制度
の拡大

フレックス
タイム制
度の拡大

事業場外
労働のみ
なし制の
拡大

専門業務
型裁量労
働制の拡

大

企画業務
型裁量労
働制の拡

大

労働時間
規制が適
用されな
い新制度
の導入

その他 わからな
い 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 1,619 258 129 49 134 102 180 56 137 51

100 66.7 10.6 5.3 2.0 5.5 4.2 7.4 2.3 5.6 2.1

 
問７　適用している評価制度  専門業務型裁量労働制適用者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 52 75 57 86 4 2,277 34

100 2.1 3.1 2.3 3.5 0.2 93.8 1.4

 
問７　適用している評価制度  企画業務型裁量労働制適用者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 8 26 17 30 2 2,332 57

100 0.3 1.1 0.7 1.2 0.1 96.0 2.3

 
問７　適用している評価制度  フレックスタイム制適用者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 165 363 158 321 8 1,904 71

100 6.8 15.0 6.5 13.2 0.3 78.4 2.9

 
問７　適用している評価制度  管理監督者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 760 1,560 915 1,460 49 77 118

100 31.3 64.3 37.7 60.1 2.0 3.2 4.9

 
問７　適用している評価制度  その他の労働時間制で働く労働者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

年齢・勤
続年数に
よる評価

職務遂行
能力によ
る評価

仕事の種
類や性質
による評

価

仕事の成
果による
評価

その他 該当者は
いない 不明

 上段：度数
 下段：%

2428 950 1,511 907 1,178 45 91 285

100 39.1 62.2 37.4 48.5 1.9 3.7 11.7

 
問８　裁量労働制度の認知

ｎ=
知ってい

る 知らない 不明
 上段：度数
 下段：%

2258 1,221 986 51

100 54.1 43.7 2.3

 
問８付問１　裁量労働制を導入していない理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

対象とな
りうる業
務がない

対象業務
に常態と
して従事
している
労働者が
いない

労働者か
ら反対が
ある

法令上の
要件が煩

雑
手続きが
煩雑

フレックス
タイム制
を活用し
ている

法的効
果、メリッ
トが少な

い
その他 わからな

い 不明

 上段：度数
 下段：%

1221 778 192 105 122 82 112 148 74 26 6

100 63.7 15.7 8.6 10.0 6.7 9.2 12.1 6.1 2.1 0.5

 
問８付問２　裁量労働制の煩雑な手続き（複数回答：○は３つまで）　専門業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成及び
労働基準
監督署長
への届出

報告の作
成及び労
働基準監
督署長へ
の届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

82 55 49 43 44 0 0 0 0 0 0 0 0 1 8

100 67.1 59.8 52.4 53.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 9.8
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問８付問２　裁量労働制の最も煩雑な手続き　専門業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成及び
労働基準
監督署長
への届出

報告の作
成及び労
働基準監
督署長へ
の届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

74 36 8 10 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

100 48.6 10.8 13.5 25.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4

 
問８付問２　裁量労働制の煩雑な手続き（複数回答：○は３つまで）　企画業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成及び
労働基準
監督署長
への届出

報告の作
成及び労
働基準監
督署長へ
の届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

82 0 0 12 25 45 15 32 9 18 35 14 23 1 6

100 0.0 0.0 14.6 30.5 54.9 18.3 39.0 11.0 22.0 42.7 17.1 28.0 1.2 7.3

 
問８付問２　裁量労働制の最も煩雑な手続き　企画業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成及び
労働基準
監督署長
への届出

報告の作
成及び労
働基準監
督署長へ
の届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

76 0 0 1 4 25 3 5 1 2 21 3 10 0 1

100 0.0 0.0 1.3 5.3 32.9 3.9 6.6 1.3 2.6 27.6 3.9 13.2 0.0 1.3

 
問９（１）　裁量労働制対象業務　専門業務型

ｎ=

新商品・
新技術の
研究開発
業務

情報処理
システム
の分析、
設計の業

務

記事の取
材、編集
の業務

デザイ
ナーの業

務

プロ
デュー

サー、ディ
レクター
の業務

コピーライ
ターの業

務

システム
コンサル
タントの
業務

インテリア
コーディ
ネーター
の業務

ゲーム用
ソフトウェ
アの創作
の業務

証券アナ
リストの
業務

金融派生
商品等の
開発の業

務

大学にお
ける教授
研究の業

務

公認会計
士の業務

弁護士の
業務

建築士の
業務

不動産鑑
定士の業

務
弁理士の
業務

税理士の
業務

中小企業
診断士の
業務

不明

 上段：度数
 下段：%

151 45 32 2 12 6 5 7 1 1 2 0 46 0 2 2 0 3 1 1 39

100 29.8 21.2 1.3 7.9 4.0 3.3 4.6 0.7 0.7 1.3 0.0 30.5 0.0 1.3 1.3 0.0 2.0 0.7 0.7 25.8

 
問９（２）　裁量労働制対象業務　企画業務型

ｎ=

経営に関
する計画
を策定す
る業務

新たな社
内組織を
策定する
業務

新たな人
事制度を
策定する
業務

社員の教
育・研修
計画を策
定する業

務

財務に関
する計画
を策定す
る業務

広報を企
画・立案
する業務

全体的な
営業に関
する計画
を策定す
る業務

全社的な
生産計画
を策定す
る業務

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

96 23 19 19 19 20 12 13 19 12 56

100 24.0 19.8 19.8 19.8 20.8 12.5 13.5 19.8 12.5 58.3

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

45 15 4 5 3 1 0 2 0 1 2 7 5 3.4

100 33.3 8.9 11.1 6.7 2.2 0.0 4.4 0.0 2.2 4.4 15.6 11.1

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

32 11 4 0 1 1 0 1 2 1 0 3 8 2.9

100 34.4 12.5 0.0 3.1 3.1 0.0 3.1 6.3 3.1 0.0 9.4 25.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  記事の取材、編集の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1.0

100 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  デザイナーの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 4 2 1 0 0 2 0 0 0 0 0 3 1.6

100 33.3 16.7 8.3 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0
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問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

6 1 1 2 2 0 0 0 0 0 0 0 2.1

100 16.7 16.7 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  コピーライターの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

5 1 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1.5

100 20.0 40.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  システムコンサルタントの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

7 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1.0

100 42.9 28.6 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1.0

100 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1.0

100 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  証券アナリストの業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1.0

100 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  大学における教授研究の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

46 0 0 3 4 1 0 0 5 1 2 27 3 8.2

100 0.0 0.0 6.5 8.7 2.2 0.0 0.0 10.9 2.2 4.3 58.7 6.5

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  弁護士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

100 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  建築士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 6.9

100 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  弁理士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 平均値

 上段：度数
 下段：%

3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

100 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  税理士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  中小企業診断士の業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  事業場全体

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

151 24 13 10 5 9 6 3 7 4 4 14 52 4.0

100 15.9 8.6 6.6 3.3 6.0 4.0 2.0 4.6 2.6 2.6 9.3 34.4

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

23 16 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0.6

100 69.6 13.0 8.7 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 10 2 3 1 0 0 0 0 0 0 2 1 1.8

100 52.6 10.5 15.8 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 5.3

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 11 1 3 0 0 0 0 0 0 0 2 2 1.7

100 57.9 5.3 15.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 10.5

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  社員の教育・研修計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 10 2 4 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1.2

100 52.6 10.5 21.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 10.5

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

20 12 0 3 1 1 0 0 0 0 0 1 2 1.3

100 60.0 0.0 15.0 5.0 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 10.0

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  広報を企画・立案する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 6 2 2 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1.3

100 50.0 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

13 5 1 2 2 0 0 0 0 0 0 1 2 2.0

100 38.5 7.7 15.4 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 15.4

7/22－ 282 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 10 4 2 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0.7

100 52.6 21.1 10.5 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  その他

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 4 1 0 2 0 0 0 0 0 0 2 3 3.1

100 33.3 8.3 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 25.0

 
問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  事業場全体

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

96 18 10 1 2 0 0 1 0 0 0 2 62 1.4

100 18.8 10.4 1.0 2.1 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 2.1 64.6

 
問１０（１）　裁量労働制導入のきっかけ  専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

成果主
義・業績
評価制度
導入の一
貫として

労働者の
創造力を
高め、能
力発揮を
促す

残業代を
削減する

長時間労
働を削減

する

労働者の
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスを推
進する

従業員の
意識改革
を行う

仕事の成
果で評価
してほし
いと要望
が労働者
からあっ

た

労働時間
管理に対
する労働
者の不満
が多かっ

た

同業他社
が導入し
ているた

め
その他 わからな

い 不明

 上段：度数
 下段：%

151 34 81 15 28 31 24 8 6 11 18 6 37

100 22.5 53.6 9.9 18.5 20.5 15.9 5.3 4.0 7.3 11.9 4.0 24.5

 
問１０（１）　裁量労働制導入のきっかけ  企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

成果主
義・業績
評価制度
導入の一
貫として

労働者の
創造力を
高め、能
力発揮を
促す

残業代を
削減する

長時間労
働を削減

する

労働者の
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスを推
進する

従業員の
意識改革
を行う

仕事の成
果で評価
してほし
いと要望
が労働者
からあっ

た

労働時間
管理に対
する労働
者の不満
が多かっ

た

同業他社
が導入し
ているた

め
その他 わからな

い 不明

 上段：度数
 下段：%

96 15 33 3 6 10 16 2 0 2 3 1 57

100 15.6 34.4 3.1 6.3 10.4 16.7 2.1 0.0 2.1 3.1 1.0 59.4

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  労働時間の状況の把握方法の検討

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

151 8 44 37 12 50

100 5.3 29.1 24.5 7.9 33.1

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  みなし労働時間の設定

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

151 10 40 39 15 47

100 6.6 26.5 25.8 9.9 31.1

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  健康福祉確保措置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

151 7 45 39 11 49

100 4.6 29.8 25.8 7.3 32.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  苦情処理措置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

151 2 33 42 25 49

100 1.3 21.9 27.8 16.6 32.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

151 6 44 39 15 47

100 4.0 29.1 25.8 9.9 31.1

 

8/22－ 282 － － 283 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

151 8 43 35 13 52

100 5.3 28.5 23.2 8.6 34.4

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労働時間の状況の把握方法の検討

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 4 15 12 6 59

100 4.2 15.6 12.5 6.3 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  みなし労働時間の設定

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 5 14 11 7 59

100 5.2 14.6 11.5 7.3 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  健康福祉確保措置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 2 18 13 4 59

100 2.1 18.8 13.5 4.2 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  苦情処理措置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 2 8 14 13 59

100 2.1 8.3 14.6 13.5 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 2 13 14 8 59

100 2.1 13.5 14.6 8.3 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の設置

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 5 13 11 7 60

100 5.2 13.5 11.5 7.3 62.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労働側委員の指名のための代表者の選出

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 2 13 11 11 59

100 2.1 13.5 11.5 11.5 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の運営規定の策定

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 5 17 8 7 59

100 5.2 17.7 8.3 7.3 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の議事録の作成

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 4 15 8 10 59

100 4.2 15.6 8.3 10.4 61.5
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問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  決議事項の委員の５分の４以上による合意

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 5 12 7 13 59

100 5.2 12.5 7.3 13.5 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  個別労働者からの同意

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 8 15 7 7 59

100 8.3 15.6 7.3 7.3 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 3 19 5 10 59

100 3.1 19.8 5.2 10.4 61.5

 
問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  報告の作成及び労働基準監督署長への届出

ｎ=
かなり感
じた

ある程度
感じた

あまり感
じなかっ

た

ほとんど
感じな
かった

不明

 上段：度数
 下段：%

96 5 17 5 10 59

100 5.2 17.7 5.2 10.4 61.5

 
問１１　裁量労働制で働く労働者の適用対象要件  専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労働者本
人の同意

試験（採
用試験含

む）

採用区分
（総合職、
専門職な

ど）

職種（事
務職、営
業職、専
門職な
ど）

職位（課
長など） 勤続年数 年齢

一定の人
事等級以
上（職能
クラスな

ど）

事業部門 年収 特別な処
遇制度

職務経験
年数（他
社での経
験年数を
含む）

その他 特にない 不明

 上段：度数
 下段：%

151 63 8 28 80 18 7 3 34 6 0 3 1 9 3 37

100 41.7 5.3 18.5 53.0 11.9 4.6 2.0 22.5 4.0 0.0 2.0 0.7 6.0 2.0 24.5

 
問１１　裁量労働制で働く労働者の適用対象要件  企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労働者本
人の同意

試験（採
用試験含

む）

採用区分
（総合職、
専門職な

ど）

職種（事
務職、営
業職、専
門職な
ど）

職位（課
長など） 勤続年数 年齢

一定の人
事等級以
上（職能
クラスな

ど）

事業部門 年収 特別な処
遇制度

職務経験
年数（他
社での経
験年数を
含む）

その他 特にない 不明

 上段：度数
 下段：%

96 32 1 11 24 17 4 1 27 5 1 1 1 3 0 58

100 33.3 1.0 11.5 25.0 17.7 4.2 1.0 28.1 5.2 1.0 1.0 1.0 3.1 0.0 60.4

 
問１１付問１　専門業務型対象労働者の同意を要件とする理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

適用対象
労働者の
モラルの
向上のた

め

適用対象
労働者の
不平・不
満を緩和
するため

応募制の
ため、実
質的に同
意である
ため

労働組合
からの要
望がある
ため

企画業務
型と同じ
扱いとす
るため

採用の時
点で本人
の同意を
得ている
ため

その他 わからな
い

 上段：度数
 下段：%

63 21 18 6 10 8 13 4 12

100 33.3 28.6 9.5 15.9 12.7 20.6 6.3 19.0

 
問１１付問２　労使委員会等での決議

ｎ=

労使委員
会で行っ
ている

労働時間
等設定改
善委員会
で行って
いる

行ってい
ない 不明

 上段：度数
 下段：%

63 25 3 31 4

100 39.7 4.8 49.2 6.3

 
問１１付問３　労使委員会等での決議を行う理由（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

適用対象
労働者の
モラルの
向上のた

め

適用対象
労働者の
不平・不
満を緩和
するため

労働組合
からの要
望がある
ため

企画業務
型と同じ
扱いとす
るため

その他 わからな
い

 上段：度数
 下段：%

25 7 10 10 5 4 2

100 28.0 40.0 40.0 20.0 16.0 8.0
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問１２（１）　裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用  専門業務型

ｎ=

一律の出
退勤時刻
がある

決められ
た時間帯
に職場に
いれば出
退勤時刻
は自由

出退勤の
時刻は自
由だが、
出勤の必
要はある

出勤する
かしない
かは自由

不明

 上段：度数
 下段：%

151 25 7 77 3 39

100 16.6 4.6 51.0 2.0 25.8

 
問１２（１）　裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用  企画業務型

ｎ=

一律の出
退勤時刻
がある

決められ
た時間帯
に職場に
いれば出
退勤時刻
は自由

出退勤の
時刻は自
由だが、
出勤の必
要はある

出勤する
かしない
かは自由

不明

 上段：度数
 下段：%

96 11 2 26 0 57

100 11.5 2.1 27.1 0.0 59.4

 
問１２（１）付問　遅刻への対応（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

上司が口
頭で注意

する

場合に
よっては
懲戒処分
を科す

裁量制の
適用を
いったん
外す

賃金を
カットする

勤務評定
に反映さ
せる

特に何も
しない その他 不明

 上段：度数
 下段：%

32 13 1 1 3 9 9 4 1

100 40.6 3.1 3.1 9.4 28.1 28.1 12.5 3.1

 
問１２（２）　仕事の指示  専門業務型

ｎ=

指示はし
ない

業務の目
的、目標
や期限
等、基本
的事項を
指示

具体的な
仕事の内
容につい
て指示

業務の遂
行手段、
時間配分
の決定等
を含め具
体的に指

示

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

151 26 68 12 2 1 42

100 17.2 45.0 7.9 1.3 0.7 27.8

 
問１２（２）　仕事の指示  企画業務型

ｎ=

指示はし
ない

業務の目
的、目標
や期限
等、基本
的事項を
指示

具体的な
仕事の内
容につい
て指示

業務の遂
行手段、
時間配分
の決定等
を含め具
体的に指

示

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

96 3 29 4 0 1 59

100 3.1 30.2 4.2 0.0 1.0 61.5

 
問１２（２）　仕事の指示  その他の労働者

ｎ=

指示はし
ない

業務の目
的、目標
や期限
等、基本
的事項を
指示

具体的な
仕事の内
容につい
て指示

業務の遂
行手段、
時間配分
の決定等
を含め具
体的に指

示

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

157 4 45 34 14 2 58

100 2.5 28.7 21.7 8.9 1.3 36.9

 
問１２（３）　仕事の期限設定  専門業務型

ｎ=

労働者が
期限をす
べて自ら
設定して
いる

必ず労働
者の意見
を聴い
て、管理
監督者が
決めてい

る

労働者の
意見を聴
くよう努め

る

仕事の緊
急度等に
応じ管理
監督者が
決める

労働者の
意向に関
わらず管
理責任者
が期限を
設定する

不明

 上段：度数
 下段：%

151 36 20 39 8 3 45

100 23.8 13.2 25.8 5.3 2.0 29.8

 
問１２（３）　仕事の期限設定  企画業務型

ｎ=

労働者が
期限をす
べて自ら
設定して
いる

必ず労働
者の意見
を聴い
て、管理
監督者が
決めてい

る

労働者の
意見を聴
くよう努め

る

仕事の緊
急度等に
応じ管理
監督者が
決める

労働者の
意向に関
わらず管
理責任者
が期限を
設定する

不明

 上段：度数
 下段：%

96 5 10 18 2 2 59

100 5.2 10.4 18.8 2.1 2.1 61.5
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問１２（３）　仕事の期限設定  その他の労働者

ｎ=

労働者が
期限をす
べて自ら
設定して
いる

必ず労働
者の意見
を聴い
て、管理
監督者が
決めてい

る

労働者の
意見を聴
くよう努め

る

仕事の緊
急度等に
応じ管理
監督者が
決める

労働者の
意向に関
わらず管
理責任者
が期限を
設定する

不明

 上段：度数
 下段：%

157 9 15 44 28 8 53

100 5.7 9.6 28.0 17.8 5.1 33.8

 
問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  専門業務型

ｎ=

定期的に
報告させ
ている

仕事の期
限の一定
期日前に
報告させ
ている

不定期に
把握して
いる

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

151 29 10 48 19 45

100 19.2 6.6 31.8 12.6 29.8

 
問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  企画業務型

ｎ=

定期的に
報告させ
ている

仕事の期
限の一定
期日前に
報告させ
ている

不定期に
把握して
いる

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

96 13 2 13 9 59

100 13.5 2.1 13.5 9.4 61.5

 
問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  その他の労働者

ｎ=

定期的に
報告させ
ている

仕事の期
限の一定
期日前に
報告させ
ている

不定期に
把握して
いる

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

157 28 14 46 15 54

100 17.8 8.9 29.3 9.6 34.4

 
問１２（４）付問　報告の頻度  専門業務型

ｎ= １日ごと １週間ご
と １ヶ月ごと 四半期ご

と 半年ごと １年ごと

 上段：度数
 下段：%

29 3 11 7 1 3 4

100 10.3 37.9 24.1 3.4 10.3 13.8

 
問１２（４）付問　報告の頻度  企画業務型

ｎ= １日ごと １週間ご
と １ヶ月ごと 四半期ご

と 半年ごと １年ごと

 上段：度数
 下段：%

13 2 7 2 2 0 0

100 15.4 53.8 15.4 15.4 0.0 0.0

 
問１２（４）付問　報告の頻度  その他の労働者

ｎ= １日ごと １週間ご
と １ヶ月ごと 四半期ご

と 半年ごと １年ごと

 上段：度数
 下段：%

28 6 12 4 0 6 0

100 21.4 42.9 14.3 0.0 21.4 0.0

 
問１３　特別手当の有無

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

157 50 71 36

100 31.8 45.2 22.9

 
問１３　特別手当の期間

ｎ= 月単位 年単位
 上段：度数
 下段：%

50 49 1

100 98.0 2.0

 
問１３　特別手当の期間　月単位

ｎ= １ヶ月 ２ヶ月 ３ヶ月 ４ヶ月 ５ヶ月 ６ヶ月 ７ヶ月～１
１ヶ月 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

49 42 0 0 0 0 3 0 4 1.3

100 85.7 0.0 0.0 0.0 0.0 6.1 0.0 8.2
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問１３付問１　特別手当の金額設定基準（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

通常の所
定労働時
間を超え
る残業代
相当分

業務遂行
の能力や
態度

業務遂行
の結果や
成果

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

50 33 9 14 4 3

100 66.0 18.0 28.0 8.0 6.0

 
問１３付問２　特別手当　金額  専門業務型

ｎ=
１万円未

満
１万円以
上～５万
円未満

５万円以
上～６万
円未満

６万円以
上～７万
円未満

７万円以
上～８万
円未満

８万円以
上～９万
円未満

９万円以
上～１０
万円未満

１０万円
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

46 2 16 3 3 4 3 0 2 13 50.3

100 4.3 34.8 6.5 6.5 8.7 6.5 0.0 4.3 28.3

 
問１３付問２　特別手当　金額  企画業務型

ｎ=
１万円未

満
１万円以
上～５万
円未満

５万円以
上～６万
円未満

６万円以
上～７万
円未満

７万円以
上～８万
円未満

８万円以
上～９万
円未満

９万円以
上～１０
万円未満

１０万円
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

38 0 12 3 1 1 1 0 0 20 44.8

100 0.0 31.6 7.9 2.6 2.6 2.6 0.0 0.0 52.6

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

45 0 0 13 13 8 11 8.4

100 0.0 0.0 28.9 28.9 17.8 24.4

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

32 0 0 8 11 6 7 8.3

100 0.0 0.0 25.0 34.4 18.8 21.9

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  記事の取材、編集の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 1 0 0 1 7.0

100 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  デザイナーの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 0 0 2 6 1 3 8.4

100 0.0 0.0 16.7 50.0 8.3 25.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

6 0 0 0 0 3 3 10.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  コピーライターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

5 0 0 2 0 1 2 8.8

100 0.0 0.0 40.0 0.0 20.0 40.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  システムコンサルタントの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

7 0 0 0 3 1 3 8.5

100 0.0 0.0 0.0 42.9 14.3 42.9
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問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  証券アナリストの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 1 0 1 8.5

100 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  大学における教授研究の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

46 0 1 40 4 0 1 7.6

100 0.0 2.2 87.0 8.7 0.0 2.2

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  弁護士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 1 0 1 8.8

100 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  建築士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 1 1 9.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  弁理士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

3 0 0 0 1 1 1 9.0

100 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  税理士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 1 0 8.8

100 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  中小企業診断士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

45 0 1 2 11 11 2 1 0 0 0 0 17 9.0

100 0.0 2.2 4.4 24.4 24.4 4.4 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 37.8
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問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

32 0 1 2 3 8 0 0 0 0 0 0 18 8.8

100 0.0 3.1 6.3 9.4 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 56.3

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  記事の取材、編集の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  デザイナーの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 0 0 0 1 1 2 1 0 0 0 0 7 9.8

100 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3 16.7 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 58.3

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

6 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 4 7.5

100 0.0 16.7 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  コピーライターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

5 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 3 8.0

100 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 60.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  システムコンサルタントの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

7 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 6 8.2

100 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 85.7

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  証券アナリストの業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 8.5

100 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  大学における教授研究の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

46 0 1 17 5 3 1 0 0 0 0 0 19 8.0

100 0.0 2.2 37.0 10.9 6.5 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 41.3
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問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  弁護士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  建築士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 9.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  弁理士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  税理士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  中小企業診断士の業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.0

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

23 0 0 6 7 2 8 8.2

100 0.0 0.0 26.1 30.4 8.7 34.8

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 0 0 7 4 0 8 7.9

100 0.0 0.0 36.8 21.1 0.0 42.1

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 0 0 5 6 1 7 8.2

100 0.0 0.0 26.3 31.6 5.3 36.8

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  社員教育・研修計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 0 0 5 6 1 7 8.1

100 0.0 0.0 26.3 31.6 5.3 36.8

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

20 0 0 5 7 1 7 8.1

100 0.0 0.0 25.0 35.0 5.0 35.0
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問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  広報を企画・立案する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 0 0 4 4 0 4 8.1

100 0.0 0.0 33.3 33.3 0.0 33.3

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

13 0 0 3 5 2 3 8.4

100 0.0 0.0 23.1 38.5 15.4 23.1

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 0 0 8 5 2 4 8.2

100 0.0 0.0 42.1 26.3 10.5 21.1

 
問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  その他

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 0 0 3 1 3 5 8.5

100 0.0 0.0 25.0 8.3 25.0 41.7

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

23 0 0 1 5 5 1 0 0 0 0 0 11 8.7

100 0.0 0.0 4.3 21.7 21.7 4.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 47.8

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 0 0 1 3 7 0 0 0 0 0 0 8 8.9

100 0.0 0.0 5.3 15.8 36.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 42.1

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 0 0 2 3 2 2 0 0 0 0 0 10 8.7

100 0.0 0.0 10.5 15.8 10.5 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 52.6

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  社員教育・研修計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 0 0 1 5 3 0 1 0 0 0 0 9 8.7

100 0.0 0.0 5.3 26.3 15.8 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 47.4

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

20 0 0 1 4 4 1 0 0 0 0 0 10 8.8

100 0.0 0.0 5.0 20.0 20.0 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  広報を企画・立案する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 0 0 1 4 3 0 0 0 0 0 0 4 8.6

100 0.0 0.0 8.3 33.3 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3
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問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

13 1 0 1 3 2 2 0 0 0 0 0 4 8.5

100 7.7 0.0 7.7 23.1 15.4 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 30.8

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

19 0 0 0 4 8 0 1 0 0 0 0 6 9.1

100 0.0 0.0 0.0 21.1 42.1 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 31.6

 
問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  その他

ｎ=

５時間以
上～６時
間未満

６時間以
上～７時
間未満

７時間以
上～８時
間未満

８時間以
上～９時
間未満

９時間以
上～１０
時間未満

１０時間
以上～１
１時間未

満

１１時間
以上～１
２時間未

満

１２時間
以上～１
３時間未

満

１３時間
以上～１
４時間未

満

１４時間
以上～１
５時間未

満

１５時間
以上 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

12 0 0 0 2 2 0 2 0 0 0 0 6 9.5

100 0.0 0.0 0.0 16.7 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

 
問１４（２）　みなし労働時間の根拠  専門業務型

ｎ=

通常の所
定労働時

間

今までの
実績から
の算出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

151 75 16 7 53

100 49.7 10.6 4.6 35.1

 
問１４（２）　みなし労働時間の根拠  企画業務型

ｎ=

通常の所
定労働時

間

今までの
実績から
の算出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

96 24 7 3 62

100 25.0 7.3 3.1 64.6

 
問１４（２）付問　実績として用いたもの  専門業務型

ｎ=

裁量労働
制適用労
働者の平
均実労働
時間

裁量労働
制が適用
される部
門、部署
の平均実
労働時間

その他

 上段：度数
 下段：%

16 5 10 1

100 31.3 62.5 6.3

 
問１４（２）付問　実績として用いたもの  企画業務型

ｎ=

裁量労働
制適用労
働者の平
均実労働
時間

裁量労働
制が適用
される部
門、部署
の平均実
労働時間

その他

 上段：度数
 下段：%

7 2 5 0

100 28.6 71.4 0.0

 
問１４（３）　特別休暇の有無

ｎ= ある ない 不明
 上段：度数
 下段：%

157 2 104 51

100 1.3 66.2 32.5

 
問１５　健康・福祉確保措置　専門業務型  実施することになっているもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

151 27 3 47 52 76 16 41 31 17 88 42

100 17.9 2.0 31.1 34.4 50.3 10.6 27.2 20.5 11.3 58.3 27.8
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問１５　健康・福祉確保措置　専門業務型  実際に実施したもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

151 27 3 42 46 69 16 29 17 9 69 54

100 17.9 2.0 27.8 30.5 45.7 10.6 19.2 11.3 6.0 45.7 35.8

 
問１５　健康・福祉確保措置　企画業務型  実施することになっているもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

96 4 2 16 20 21 6 19 16 7 31 55

100 4.2 2.1 16.7 20.8 21.9 6.3 19.8 16.7 7.3 32.3 57.3

 
問１５　健康・福祉確保措置　企画業務型  実際に実施したもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

96 4 2 11 17 16 6 14 8 2 22 61

100 4.2 2.1 11.5 17.7 16.7 6.3 14.6 8.3 2.1 22.9 63.5

 
問１５　健康・福祉確保措置　その他  実施することになっているもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

157 36 9 61 71 87 21 54 39 7 98 32

100 22.9 5.7 38.9 45.2 55.4 13.4 34.4 24.8 4.5 62.4 20.4

 
問１５　健康・福祉確保措置　その他  実際に実施したもの（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

定期的に
特別な休
暇を付与

する

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する特別
休暇

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する代償
休日

年次有給
休暇の連
続取得を
含む休暇
取得促進
措置

心と体の
健康相談
窓口を設
置する

定期健康
診断以外
に一定期
間ごとの
健康診断
の実施

一定時間
以上の勤
務や休日
労働に対
する健康
診断の実

施

労働者の
希望に応
じ臨時診
断を実施

裁量労働
制が適用
されない
部署への
配置転換

産業医等
による助
言・指導
または保
健指導

不明

 上段：度数
 下段：%

157 34 5 56 67 82 18 44 31 4 80 39

100 21.7 3.2 35.7 42.7 52.2 11.5 28.0 19.7 2.5 51.0 24.8

 
問１６（１）　苦情処理措置  専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労使委員
会に相談
窓口を設

置

苦情処理
を行う独
自の委員
会を会社
組織内に
設置

労働組合
が相談窓
口を設置

人事担当
部署等に
独自の相
談窓口を
設置

相談窓口
を会社の
組織以外
に設置

上司への
申し出 その他 不明

 上段：度数
 下段：%

151 11 25 25 66 15 51 9 38

100 7.3 16.6 16.6 43.7 9.9 33.8 6.0 25.2

 
問１６（１）　苦情処理措置  企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労使委員
会に相談
窓口を設

置

苦情処理
を行う独
自の委員
会を会社
組織内に
設置

労働組合
が相談窓
口を設置

人事担当
部署等に
独自の相
談窓口を
設置

相談窓口
を会社の
組織以外
に設置

上司への
申し出 その他 不明

 上段：度数
 下段：%

96 14 11 14 19 6 16 0 55

100 14.6 11.5 14.6 19.8 6.3 16.7 0.0 57.3

 
問１６（１）　苦情処理措置  その他の労働者（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

労使委員
会に相談
窓口を設

置

苦情処理
を行う独
自の委員
会を会社
組織内に
設置

労働組合
が相談窓
口を設置

人事担当
部署等に
独自の相
談窓口を
設置

相談窓口
を会社の
組織以外
に設置

上司への
申し出 その他 不明

 上段：度数
 下段：%

157 12 25 33 62 20 67 9 38

100 7.6 15.9 21.0 39.5 12.7 42.7 5.7 24.2
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問１６（２）　苦情の有無

ｎ= あった なかった わからな
い 不明

 上段：度数
 下段：%

157 13 80 41 23

100 8.3 51.0 26.1 14.6

 
問１７　現在の対象業務の範囲の広さ  専門業務型

ｎ=
狭い

現行制度
のままで
よい

広い 範囲が不
明瞭 不明

 上段：度数
 下段：%

151 28 98 0 2 23

100 18.5 64.9 0.0 1.3 15.2

 
問１７　現在の対象業務の範囲の広さ  企画業務型

ｎ=
狭い

現行制度
のままで
よい

広い 範囲が不
明瞭 不明

 上段：度数
 下段：%

96 22 37 1 4 32

100 22.9 38.5 1.0 4.2 33.3

 
問１７付問１－１　対象業務の範囲　専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

広く対象
業務とし
て認める
べき

労使に委
ねるべき

一定以上
の年収と
いう要件
に変える
べき

他にも対
象とすべ
き業務が

ある
その他

 上段：度数
 下段：%

28 22 10 1 2 3

100 78.6 35.7 3.6 7.1 10.7

 
問１７付問１－２　対象業務の範囲　企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

対象業務
の要件を
拡大すべ

き

労使委員
会で合意
できれば
対象業務
として認
めるべき

一定以上
の年収を
条件に対
象業務と
して認め
るべき

「主とし
て」従事し
ていれば
よいことと
すべき

他にも対
象とすべ
き業務が

ある
その他 不明

 上段：度数
 下段：%

22 15 13 3 8 0 3 1

100 68.2 59.1 13.6 36.4 0.0 13.6 4.5

 
問１７付問１－２　「主として」従事する割合

ｎ=
１割未満

１割以上
～２割未

満

２割以上
～３割未

満

３割以上
～４割未

満

４割以上
～５割未

満

５割以上
～６割未

満

６割以上
～７割未

満

７割以上
～８割未

満

８割以上
～９割未

満

９割以上
～１０割
未満

１０割 不明 平均値

 上段：度数
 下段：%

8 0 0 0 0 0 5 0 2 0 0 0 1 5.6

100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 62.5 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 12.5

 
問１７付問２（１）　業務範囲についての具体的な考え　専門業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

対象業務
を増やし
てほしい

対象業務
は限定列
挙ではな
く、例示に
とどめて
ほしい

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

2 0 1 0 1

100 0.0 50.0 0.0 50.0

 
問１７付問２（２）　業務範囲についての具体的な考え　企画業務型（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

対象業務
の例示を
増やして
ほしい

対象業務
を限定し
て示して
ほしい

その他

 上段：度数
 下段：%

4 1 3 0

100 25.0 75.0 0.0

 
問１８（１）　手続きについての考え  専門業務型

ｎ=

有用でな
い手続き
であり、煩
雑である

現行制度
でよい

より厳格
にすべき
である

不明

 上段：度数
 下段：%

151 10 116 2 23

100 6.6 76.8 1.3 15.2

 
問１８（１）　手続きについての考え  企画業務型

ｎ=

有用でな
い手続き
であり、煩
雑である

現行制度
でよい

より厳格
にすべき
である

不明

 上段：度数
 下段：%

96 31 35 2 28

100 32.3 36.5 2.1 29.2
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問１８（２）　煩雑な手続き（複数回答：○は３つまで）　専門業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成およ
び労働基
準監督署
長への届

出

報告の作
成および
労働基準
監督署長
への届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

10 5 6 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

100 50.0 60.0 40.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0

 
問１８（２）　最も煩雑な手続き　専門業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成およ
び労働基
準監督署
長への届

出

報告の作
成および
労働基準
監督署長
への届出

その他

 上段：度数
 下段：%

9 3 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100 33.3 33.3 22.2 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 
問１８（２）　煩雑な手続き（複数回答：○は３つまで）　企画業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成およ
び労働基
準監督署
長への届

出

報告の作
成および
労働基準
監督署長
への届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

31 0 0 0 0 7 16 2 2 2 10 13 15 3 1

100 0.0 0.0 0.0 0.0 22.6 51.6 6.5 6.5 6.5 32.3 41.9 48.4 9.7 3.2

 
問１８（２）　最も煩雑な手続き　企画業務型

ｎ=

労使協定
の締結

労使協定
の労働基
準監督署
長への届

出

健康福祉
確保措置

苦情処理
措置

労使委員
会の設置

労働側委
員の指名
のための
代表者選

出

労使委員
会の運営
規定の策

定

労使委員
会の議事
録の作成

決議事項
の委員の
５分の４
以上によ
る合意

個別労働
者からの
同意

決議届の
作成およ
び労働基
準監督署
長への届

出

報告の作
成および
労働基準
監督署長
への届出

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

30 0 0 0 0 2 10 0 0 0 8 1 4 3 2

100 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 33.3 0.0 0.0 0.0 26.7 3.3 13.3 10.0 6.7

 
問１８（２）付問１－１　過半数組合の有無

ｎ= ある ない
 上段：度数
 下段：%

16 5 11

100 31.3 68.8

 
問１８（２）付問１－２　過半数代表者の選出方法

ｎ=

労使協議
機関から
選出して
いる

全従業員
の投票に
より選出
している

全従業員
の挙手に
より選出
している

全従業員
へ文書回
覧により
選出して
いる

親睦会長
等から自
動的に選
出してい

る

全従業員
の中から
会社側が
指名して
選出して
いる

その他

 上段：度数
 下段：%

11 2 2 0 1 0 2 4

100 18.2 18.2 0.0 9.1 0.0 18.2 36.4

 
問１８（２）付問１－３　労働者側委員の指名方法（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

事業場の
過半数組
合または
労使協議
機関から
指名する

適用対象
労働者の
中から指
名する

適用対象
労働者の
上司の中
から指名
する

適用対象
業務に従
事する労
働者から
指名する

全従業員
から万遍
なく指名し
ている

労働組合
の執行部
から指名
している

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

16 2 4 2 1 1 5 2 3

100 12.5 25.0 12.5 6.3 6.3 31.3 12.5 18.8

 
問１８（２）付問２　決議届の作成及び届出の現制度の変更について（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

決議の届
出を廃止

する

届出を１
年に１回
に緩和す

る

本社で一
括届出で
きるように

する
その他

 上段：度数
 下段：%

13 5 3 5 1

100 38.5 23.1 38.5 7.7

 
問１８（２）付問３　報告の作成及び届出の現制度の変更について（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

報告の届
出を廃止

する

届出を１
年に１回
に緩和す

る

本社で一
括届出で
きるように

する
その他

 上段：度数
 下段：%

15 8 1 6 1

100 53.3 6.7 40.0 6.7
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問１９　裁量労働制導入の効果（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

従業員の
モチベー
ションが
向上した

効率よく
仕事を進
めるよう
に従業員
の意識が
変わった

従業員の
間での競
争意識が
高まった

労働時間
短縮につ
ながった

人件費の
抑制につ
ながった

企業業績
の向上に
つながっ

た

多様な人
材の活用
につな
がった

その他
特に効果
として感じ
ているこ
とはない

不明

 上段：度数
 下段：%

157 30 49 5 17 17 7 18 9 32 41

100 19.1 31.2 3.2 10.8 10.8 4.5 11.5 5.7 20.4 26.1

 
問２０　今後の裁量労働制について

ｎ=
今のまま
でよい

変更すべ
き 不明

 上段：度数
 下段：%

157 101 35 21

100 64.3 22.3 13.4

 
問２０付問　今後の裁量労働制の変更すべき事項（複数回答：当てはまるものすべてに〇）

ｎ=

１週間や
１ヶ月の
みなし労
働時間を
認めるべ

き

労働時間
等に関す
る規制を
すべて適
用除外す

べき

一定以上
の年収の
確保で労
働時間規
制を適用
除外すべ

き

深夜労働
に関する
規制を適
用除外す

べき

休日に関
する規制
を適用除
外すべき

年次有給
休暇に関
する規定
を適用除
外すべき

休日が確
保される
なら、労
働時間規
制を適用
除外すべ

き

その他 不明

 上段：度数
 下段：%

35 10 7 11 5 6 1 5 6 1

100 28.6 20.0 31.4 14.3 17.1 2.9 14.3 17.1 2.9

 

22/22－ 296 － － 297 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



－ 298 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．基本クロス集計結果（事業所 DB 抽出分） 
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計(

n)

３
０
人
未
満

３
０～

９
９
人

１
０
０～

２
９

９
人

３
０
０～

４
９

９
人

５
０
０～

９
９

９
人

１
０
０
０
人
以

上 不
明 平

均（

人）

標
本
標
準
偏
差

Total 2,428 8.8 21.6 34.0 15.4 11.2 6.1 3.0 371.4 961.64 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 100.0 - - - - - - 11.7 7.21 
30-99人 340 24.7 75.3 - - - - - 50.5 25.74 
100-299人 830 7.0 27.7 65.2 - - - 0.1 139.4 72.95 
300-499人 481 1.5 5.2 44.9 48.2 - - 0.2 279.9 107.76 
500-999人 411 0.2 3.2 13.9 30.2 52.1 - 0.5 495.0 199.70 
1000人以上 229 - 0.4 4.4 6.6 24.0 63.8 0.9 1763.1 2665.16 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 100.0 - - - - - - 15.1 8.36 
30-99人 525 - 100.0 - - - - - 65.1 20.02 
100-299人 826 - - 100.0 - - - - 193.6 54.90 
300-499人 373 - - - 100.0 - - - 386.0 55.38 
500-999人 272 - - - - 100.0 - - 675.2 136.43 
1000人以上 147 - - - - - 100.0 - 2381.5 3138.80 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - 239.0 - 
建設業 68 2.9 20.6 35.3 17.6 10.3 11.8 1.5 481.5 735.74 
製造業 683 1.0 13.3 30.6 22.1 18.7 11.7 2.5 584.4 1054.58 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 9.3 23.3 60.5 4.7 - 2.3 - 184.4 253.92 
情報通信業 81 2.5 7.4 37.0 17.3 23.5 8.6 3.7 529.3 756.87 
運輸業、郵便業 147 10.9 24.5 42.2 10.9 4.1 3.4 4.1 476.4 2848.33 
卸売業、小売業 248 24.6 23.4 26.2 10.9 10.1 2.0 2.8 216.1 337.37 
金融業、保険業 89 4.5 31.5 29.2 14.6 7.9 11.2 1.1 376.0 520.30 
不動産業、物品賃貸業 13 15.4 15.4 38.5 15.4 15.4 - - 260.6 256.25 
学術研究、専門・技術サービス業 72 6.9 23.6 37.5 16.7 9.7 4.2 1.4 309.2 472.92 
宿泊業、飲食サービス業 71 23.9 31.0 36.6 4.2 - 2.8 1.4 149.2 260.20 
生活関連サービス業、娯楽業 21 52.4 38.1 9.5 - - - - 49.4 62.46 
教育、学習支援業 193 7.8 31.1 36.8 11.9 6.7 3.6 2.1 237.4 314.67 
医療、福祉 429 1.9 21.4 40.8 17.9 10.5 2.8 4.7 301.3 339.39 
複合サービス事業 26 - 34.6 46.2 11.5 3.8 - 3.8 214.3 161.55 
その他サービス業 229 23.6 30.6 27.5 7.0 5.2 3.1 3.1 181.4 297.10 
その他 10 40.0 20.0 20.0 10.0 - - 10.0 76.7 98.25 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 4.2 15.5 37.6 18.5 13.8 6.9 3.6 440.3 1184.23 
支社、支店 670 14.6 31.9 28.5 10.2 7.5 5.1 2.2 273.7 515.96 
営業所 125 38.4 35.2 18.4 4.0 1.6 0.8 1.6 102.7 198.27 
研究所 11 - 9.1 36.4 18.2 27.3 - 9.1 403.5 219.15 
その他 305 3.9 20.3 36.7 18.7 12.5 6.6 1.3 366.7 484.98 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 7.0 16.0 29.5 16.5 13.5 14.5 3.0 538.6 802.39 
やや上昇している 658 8.7 19.0 35.1 14.9 12.6 7.5 2.3 415.9 905.16 
横ばい 868 8.8 22.4 35.3 14.6 11.5 5.0 2.5 322.4 553.43 
ゆるやかに低下している 342 10.8 28.4 32.8 14.6 6.1 4.4 2.9 374.8 1884.54 
低下している 231 9.1 23.8 31.2 17.8 12.6 1.7 3.9 288.4 435.48 
その他 71 2.8 19.7 33.8 23.9 11.3 5.6 2.8 396.4 652.13 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 6.8 16.8 31.9 18.6 13.5 9.8 2.6 463.2 838.53 
ない 1,162 10.8 26.9 36.4 12.0 8.7 2.0 3.3 271.6 1072.64 

Ｆ１－１　従業員数  正社員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

３
０
人
未
満

３
０～

９
９
人

１
０
０～

２
９

９
人

３
０
０～

４
９

９
人

５
０
０～

９
９

９
人

１
０
０
０
人
以

上 不
明 平

均（

人）

標
本
標
準
偏
差

Total 2,428 32.0 31.8 22.2 5.2 3.4 1.8 3.7 153.0 486.05 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 96.8 - - - - - 3.2 3.6 4.09 
30-99人 340 67.4 32.4 - - - - 0.3 25.8 24.56 
100-299人 830 35.1 43.5 21.0 - - - 0.5 62.5 56.68 
300-499人 481 24.5 36.6 31.0 7.5 - - 0.4 105.3 97.46 
500-999人 411 14.1 25.1 37.7 14.4 7.8 - 1.0 187.0 177.11 
1000人以上 229 8.7 10.0 26.2 13.5 21.8 18.8 0.9 752.6 1385.31 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 37.1 36.6 21.6 3.3 0.5 - 0.9 79.6 95.63 
30-99人 525 48.0 27.2 18.7 4.0 1.9 - 0.2 79.8 123.10 
100-299人 826 31.7 39.5 19.9 5.3 2.2 0.9 0.6 107.6 175.62 
300-499人 373 28.7 34.1 25.2 5.4 4.3 1.6 0.8 150.1 389.87 
500-999人 272 21.0 29.0 34.9 3.3 5.5 4.4 1.8 226.2 509.80 
1000人以上 147 13.6 13.6 27.9 17.0 15.0 12.2 0.7 651.5 1544.79 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - 2.0 - 
建設業 68 45.6 35.3 8.8 5.9 2.9 - 1.5 83.6 141.41 
製造業 683 34.1 30.0 22.7 5.0 4.0 0.9 3.4 129.2 311.15 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 83.7 16.3 - - - - - 15.3 19.96 
情報通信業 81 61.7 21.0 9.9 2.5 - - 4.9 45.0 74.28 
運輸業、郵便業 147 34.7 32.7 19.0 3.4 1.4 1.4 7.5 187.5 1119.63 
卸売業、小売業 248 23.8 26.6 29.8 5.2 6.5 4.4 3.6 302.0 850.43 
金融業、保険業 89 52.8 20.2 14.6 7.9 3.4 - 1.1 91.2 148.15 
不動産業、物品賃貸業 13 30.8 30.8 23.1 7.7 7.7 - - 119.1 157.03 
学術研究、専門・技術サービス業 72 45.8 26.4 18.1 - 6.9 - 2.8 91.4 145.24 
宿泊業、飲食サービス業 71 21.1 36.6 26.8 5.6 2.8 4.2 2.8 252.2 923.87 
生活関連サービス業、娯楽業 21 19.0 57.1 19.0 - 4.8 - - 103.5 115.38 
教育、学習支援業 193 21.2 26.9 23.8 11.9 8.8 5.2 2.1 247.8 355.28 
医療、福祉 429 21.4 47.1 22.4 3.0 0.7 0.7 4.7 96.5 149.02 
複合サービス事業 26 23.1 15.4 53.8 3.8 - - 3.8 133.0 104.24 
その他サービス業 229 29.7 28.8 25.3 8.3 0.9 3.5 3.5 176.9 414.96 
その他 10 60.0 10.0 10.0 - 10.0 - 10.0 93.9 203.17 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 30.9 30.2 21.7 6.0 4.1 2.9 4.3 196.2 647.73 
支社、支店 670 29.6 35.4 23.9 4.8 3.1 0.3 3.0 111.6 149.92 
営業所 125 45.6 34.4 16.8 1.6 - - 1.6 56.6 68.75 
研究所 11 45.5 18.2 18.2 9.1 - - 9.1 94.3 128.58 
その他 305 36.7 30.5 23.0 4.3 2.6 0.7 2.3 103.9 162.79 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 26.0 29.5 27.0 5.0 5.0 3.5 4.0 252.5 772.55 
やや上昇している 658 31.9 30.4 24.3 5.3 3.2 2.3 2.6 159.3 440.83 
横ばい 868 32.8 34.2 19.2 5.1 3.3 2.1 3.2 143.7 388.31 
ゆるやかに低下している 342 32.2 33.9 21.9 5.3 2.1 0.6 4.1 143.3 731.47 
低下している 231 35.9 28.6 23.4 4.8 2.2 - 5.2 99.3 132.10 
その他 71 32.4 25.4 19.7 5.6 12.7 1.4 2.8 170.8 234.82 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 30.2 29.7 24.1 6.2 4.4 2.0 3.4 166.9 427.77 
ない 1,162 34.0 34.1 20.1 4.1 2.3 1.6 3.9 138.2 542.86 

Ｆ１－１　従業員数  非正社員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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計(

n)

３
０
人
未
満

３
０～

９
９
人

１
０
０～

２
９

９
人

３
０
０～

４
９

９
人

５
０
０～

９
９
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Total 2,428 2.6 14.0 34.2 19.8 16.9 9.4 3.1 527.8 1297.54 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 100.0 - - - - - - 15.1 7.93 
30-99人 340 - 100.0 - - - - - 76.2 19.20 
100-299人 830 - - 100.0 - - - - 201.8 57.99 
300-499人 481 - - - 100.0 - - - 384.9 56.85 
500-999人 411 - - - - 100.0 - - 680.8 137.43 
1000人以上 229 - - - - - 100.0 - 2547.1 3511.44 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 29.6 39.4 27.2 3.3 0.5 - - 94.0 96.91 
30-99人 525 - 48.8 43.8 4.8 2.5 0.2 - 144.7 121.08 
100-299人 826 - - 65.5 26.2 6.9 1.2 0.2 300.9 179.49 
300-499人 373 - - - 62.2 33.2 4.0 0.5 535.8 397.63 
500-999人 272 - - - - 78.7 20.2 1.1 900.5 538.20 
1000人以上 147 - - - - - 99.3 0.7 3037.6 4211.61 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - 241.0 - 
建設業 68 2.9 10.3 39.7 17.6 16.2 11.8 1.5 565.1 824.08 
製造業 683 0.3 6.9 23.6 27.5 24.2 14.8 2.8 715.3 1191.08 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 7.0 18.6 67.4 4.7 - 2.3 - 199.7 254.09 
情報通信業 81 1.2 6.2 35.8 17.3 24.7 9.9 4.9 570.8 779.74 
運輸業、郵便業 147 3.4 16.3 50.3 13.6 6.8 5.4 4.1 721.5 4008.53 
卸売業、小売業 248 4.8 17.3 33.9 17.7 14.9 8.1 3.2 515.6 1031.36 
金融業、保険業 89 2.2 31.5 27.0 12.4 13.5 12.4 1.1 467.2 653.00 
不動産業、物品賃貸業 13 7.7 15.4 23.1 38.5 7.7 7.7 - 379.7 374.36 
学術研究、専門・技術サービス業 72 4.2 15.3 37.5 22.2 9.7 9.7 1.4 399.4 532.93 
宿泊業、飲食サービス業 71 9.9 23.9 38.0 14.1 7.0 5.6 1.4 397.7 1085.53 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - 61.9 28.6 4.8 4.8 - - 153.0 168.68 
教育、学習支援業 193 3.6 19.2 30.1 14.0 18.1 13.0 2.1 485.3 587.46 
医療、福祉 429 0.9 10.5 41.0 20.7 17.2 5.4 4.2 398.0 441.11 
複合サービス事業 26 - 11.5 34.6 26.9 23.1 - 3.8 347.3 232.96 
その他サービス業 229 4.8 20.5 40.2 15.3 10.5 5.2 3.5 358.4 612.62 
その他 10 30.0 20.0 30.0 - 20.0 - - 216.7 314.48 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 2.5 8.2 32.0 21.7 20.2 11.9 3.5 644.3 1650.11 
支社、支店 670 2.5 20.5 39.0 17.0 11.8 6.6 2.7 382.2 580.44 
営業所 125 9.6 43.2 38.4 4.8 2.4 0.8 0.8 160.3 219.28 
研究所 11 - 9.1 18.2 27.3 36.4 - 9.1 497.8 271.25 
その他 305 0.3 12.8 33.1 23.0 20.7 8.5 1.6 470.0 540.79 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 2.0 12.0 26.0 16.0 21.5 19.5 3.0 789.2 1239.78 
やや上昇している 658 1.2 12.0 36.5 18.4 18.4 11.1 2.4 576.8 1102.20 
横ばい 868 3.2 14.8 34.5 19.9 16.5 8.6 2.5 464.6 740.41 
ゆるやかに低下している 342 3.2 20.5 33.6 21.4 12.6 5.9 2.9 543.5 2633.16 
低下している 231 3.9 11.7 35.9 23.8 16.0 4.3 4.3 388.6 480.10 
その他 71 2.8 8.5 29.6 23.9 19.7 12.7 2.8 567.2 722.65 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 1.7 10.4 30.4 20.9 20.4 13.6 2.8 635.7 1060.51 
ない 1,162 3.5 18.0 38.3 18.8 13.3 4.9 3.3 410.9 1507.37 

Ｆ１－１　従業員数  合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 0.0 3.1 21.3 27.6 26.4 9.6 3.3 8.7 14.1 6.90 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 1.6 - 22.2 27.0 25.4 14.3 4.8 4.8 14.6 6.81 
30-99人 340 - 6.5 22.4 30.0 21.8 12.9 1.5 5.0 13.0 6.34 
100-299人 830 - 4.0 25.3 29.3 23.1 8.4 3.0 6.9 13.4 6.82 
300-499人 481 - 2.5 21.0 28.3 26.6 10.4 4.6 6.7 14.6 7.40 
500-999人 411 - 1.7 18.5 27.3 31.6 10.0 4.4 6.6 15.0 6.98 
1000人以上 229 - 0.4 16.6 25.8 42.8 7.9 3.1 3.5 15.2 6.11 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 0.5 6.6 31.9 27.2 20.2 8.5 2.4 2.8 12.2 6.59 
30-99人 525 - 4.8 24.0 32.6 20.4 10.7 2.3 5.3 13.1 6.40 
100-299人 826 - 3.2 22.0 29.4 25.3 8.6 3.9 7.6 14.1 7.09 
300-499人 373 - 2.1 19.0 27.1 31.1 10.5 3.2 7.0 14.6 6.82 
500-999人 272 - 0.4 17.3 21.7 36.4 12.9 5.2 6.3 15.9 7.17 
1000人以上 147 - 0.7 14.3 24.5 44.9 9.5 4.1 2.0 16.0 6.28 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - 100.0 - - - 17.0 - 
建設業 68 - - 11.8 22.1 30.9 14.7 4.4 16.2 16.5 7.51 
製造業 683 - 0.6 7.3 27.2 37.8 14.6 5.1 7.3 16.9 6.76 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - 4.7 4.7 30.2 51.2 9.3 - 20.4 5.50 
情報通信業 81 - 1.2 8.6 34.6 30.9 11.1 7.4 6.2 16.4 8.22 
運輸業、郵便業 147 - 4.1 21.8 32.0 23.8 5.4 1.4 11.6 12.7 5.51 
卸売業、小売業 248 - 0.8 19.8 25.8 33.5 8.9 2.4 8.9 14.5 6.13 
金融業、保険業 89 - 1.1 4.5 20.2 44.9 24.7 1.1 3.4 17.2 5.10 
不動産業、物品賃貸業 13 - 7.7 23.1 30.8 30.8 - - 7.7 11.5 4.84 
学術研究、専門・技術サービス業 72 - 1.4 11.1 29.2 27.8 11.1 6.9 12.5 16.0 7.80 
宿泊業、飲食サービス業 71 - 8.5 39.4 31.0 4.2 4.2 5.6 7.0 11.0 7.24 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - 28.6 38.1 28.6 4.8 - - - 7.7 3.95 
教育、学習支援業 193 - - 8.8 36.3 43.0 4.1 0.5 7.3 14.5 3.96 
医療、福祉 429 - 8.9 50.6 21.9 3.0 0.7 2.1 12.8 9.0 5.58 
複合サービス事業 26 - - 3.8 15.4 61.5 15.4 - 3.8 16.7 3.50 
その他サービス業 229 0.4 3.9 34.9 36.2 10.0 5.2 2.2 7.0 11.6 6.14 
その他 10 - - 20.0 40.0 - 30.0 - 10.0 13.8 6.11 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 0.1 2.0 21.1 28.4 27.9 8.4 3.3 8.9 14.1 6.81 
支社、支店 670 - 4.8 24.9 26.7 23.0 8.5 3.6 8.5 13.4 6.95 
営業所 125 - 6.4 20.8 24.8 24.8 16.0 0.8 6.4 13.8 6.20 
研究所 11 - - 9.1 36.4 36.4 - 9.1 9.1 16.3 8.50 
その他 305 - 3.0 15.1 26.2 27.9 15.4 3.9 8.5 15.4 7.27 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 - 7.0 30.0 24.5 21.5 7.5 2.5 7.0 12.4 6.82 
やや上昇している 658 - 4.0 24.3 29.8 23.3 7.8 4.3 6.7 13.7 7.17 
横ばい 868 0.1 2.1 18.9 25.6 30.3 11.3 3.0 8.8 14.6 6.56 
ゆるやかに低下している 342 - 3.2 22.5 26.6 26.9 8.2 3.8 8.8 14.2 7.40 
低下している 231 - 1.7 19.5 28.6 23.8 14.3 2.2 10.0 14.4 6.38 
その他 71 - 1.4 8.5 35.2 29.6 11.3 4.2 9.9 15.6 7.00 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 - 0.6 10.6 26.4 36.3 14.1 3.9 8.1 16.2 6.37 
ない 1,162 0.1 5.8 32.9 28.7 15.7 4.8 2.8 9.4 11.8 6.69 

Ｆ１－２　正社員の平均勤続年数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 17.0 13.5 4.2 43.7 14.7 4.7 2.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 20.6 27.0 6.4 31.8 9.5 3.2 1.6 
30-99人 340 22.4 13.2 4.7 42.4 8.8 4.1 4.4 
100-299人 830 18.0 16.0 5.3 39.8 13.5 5.1 2.4 
300-499人 481 17.1 11.4 1.9 46.0 18.1 4.6 1.0 
500-999人 411 15.1 10.5 3.9 48.9 16.8 4.1 0.7 
1000人以上 229 8.7 8.7 4.4 53.3 17.5 5.7 1.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 16.4 23.5 6.6 37.6 8.5 2.8 4.7 
30-99人 525 24.6 14.1 4.8 37.9 11.4 4.6 2.7 
100-299人 826 16.2 14.0 3.8 43.3 15.7 5.1 1.8 
300-499人 373 13.7 9.7 4.3 48.5 17.7 5.1 1.1 
500-999人 272 14.7 8.5 3.7 51.8 16.5 3.3 1.5 
1000人以上 147 8.8 9.5 2.0 56.5 15.7 6.8 0.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - 
建設業 68 17.6 8.8 7.4 52.9 10.3 1.5 1.5 
製造業 683 17.0 6.9 1.5 50.2 18.7 4.2 1.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 11.6 4.7 4.7 51.2 27.9 - - 
情報通信業 81 18.5 9.9 12.3 44.4 12.3 1.2 1.2 
運輸業、郵便業 147 16.3 12.9 3.4 39.5 19.0 7.5 1.4 
卸売業、小売業 248 10.5 19.8 10.5 42.7 10.9 2.8 2.8 
金融業、保険業 89 3.4 6.7 6.7 70.8 10.1 2.2 - 
不動産業、物品賃貸業 13 7.7 - 7.7 61.5 23.1 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 15.3 11.1 6.9 48.6 6.9 2.8 8.3 
宿泊業、飲食サービス業 71 16.9 22.5 4.2 22.5 26.8 5.6 1.4 
生活関連サービス業、娯楽業 21 28.6 38.1 - 23.8 4.8 - 4.8 
教育、学習支援業 193 11.4 13.0 2.6 48.7 11.9 8.8 3.6 
医療、福祉 429 27.7 20.0 1.9 30.3 10.3 6.5 3.3 
複合サービス事業 26 7.7 7.7 7.7 38.5 38.5 - - 
その他サービス業 229 16.2 18.8 5.7 41.0 12.7 3.9 1.7 
その他 10 - 20.0 10.0 40.0 10.0 20.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 12.6 15.5 5.2 47.4 14.2 3.5 1.8 
支社、支店 670 25.7 12.2 3.9 36.6 14.9 4.0 2.7 
営業所 125 8.0 14.4 4.8 50.4 12.8 5.6 4.0 
研究所 11 9.1 18.2 - 63.6 - - 9.1 
その他 305 21.3 6.6 0.7 41.3 17.4 11.2 1.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 21.0 12.5 0.5 44.5 15.0 5.5 1.0 
やや上昇している 658 16.0 13.4 4.4 44.1 16.9 3.7 1.7 
横ばい 868 15.9 13.5 4.8 44.7 14.4 4.8 1.8 
ゆるやかに低下している 342 17.3 16.1 4.4 43.6 10.8 5.0 2.9 
低下している 231 19.9 13.4 3.9 38.1 17.3 5.6 1.7 
その他 71 18.3 5.6 5.6 50.7 7.0 4.2 8.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 14.1 11.8 4.1 47.3 15.8 4.8 2.0 
ない 1,162 20.0 15.4 4.3 39.8 13.5 4.5 2.6 

Ｆ２　管理監督者の職位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 2,428 - 0.0 2.8 28.1 1.8 3.3 6.1 10.2 3.7 0.5 3.0 2.9 0.9 7.9 17.7 1.1 9.4 0.4 0.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 - - 3.2 3.2 4.8 1.6 7.9 19.0 3.2 1.6 4.8 11.1 - 11.1 6.3 - 17.5 4.8 - 
30-99人 340 - - 2.1 13.8 2.4 1.5 7.1 12.6 8.2 0.6 3.2 5.0 3.8 10.9 13.2 0.9 13.8 0.6 0.3 
100-299人 830 - 0.1 3.3 19.4 3.5 3.5 8.9 10.1 2.9 0.4 3.3 3.3 0.7 7.0 21.2 1.1 11.1 0.4 - 
300-499人 481 - - 2.5 39.1 0.4 2.9 4.2 9.1 2.3 1.0 3.3 2.1 0.2 5.6 18.5 1.5 7.3 - - 
500-999人 411 - - 2.7 40.1 - 4.9 2.4 9.0 2.9 0.2 1.7 1.2 0.2 8.5 18.0 1.5 5.8 0.5 0.2 
1000人以上 229 - - 3.5 44.1 0.4 3.5 3.5 8.7 4.8 0.4 3.1 1.7 - 10.9 10.0 - 5.2 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 - - 0.9 3.3 1.9 0.9 7.5 28.6 1.9 0.9 2.3 8.0 5.2 7.0 3.8 - 25.4 1.9 0.5 
30-99人 525 - - 2.7 17.3 1.9 1.1 6.9 11.0 5.3 0.4 3.2 4.2 1.5 11.4 17.5 1.7 13.3 0.4 - 
100-299人 826 - 0.1 2.9 25.3 3.1 3.6 7.5 7.9 3.1 0.6 3.3 3.1 0.2 8.6 21.2 1.5 7.6 0.2 - 
300-499人 373 - - 3.2 40.5 0.5 3.8 4.3 7.2 3.5 0.5 3.2 0.8 - 6.2 20.6 0.8 4.3 0.3 0.3 
500-999人 272 - - 2.6 47.1 - 7.0 2.2 9.2 2.6 0.7 2.6 - - 4.8 16.5 0.4 4.4 - - 
1000人以上 147 - - 5.4 54.4 0.7 4.8 3.4 3.4 6.8 - 2.0 1.4 - 4.8 8.2 - 4.8 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 68 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 683 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 81 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 147 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 248 - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 89 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 71 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - 
教育、学習支援業 193 - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - 
医療、福祉 429 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - 
複合サービス事業 26 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - 
その他サービス業 229 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 10 - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 - - 2.9 24.8 1.2 5.2 5.4 10.9 4.5 0.8 2.8 3.2 0.5 8.1 17.2 1.9 9.8 0.6 0.2 
支社、支店 670 - 0.1 4.0 24.6 2.4 2.1 5.5 12.8 0.7 0.4 3.1 2.4 1.9 7.8 20.3 0.1 11.0 0.3 0.1 
営業所 125 - - 2.4 3.2 2.4 - 29.6 10.4 19.2 - - 7.2 0.8 0.8 8.8 - 15.2 - - 
研究所 11 - - - 54.5 - - - - - - 45.5 - - - - - - - - 
その他 305 - - - 58.7 3.0 - 1.0 2.3 - - 3.0 1.0 0.3 11.1 16.7 - 3.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 - - 5.0 31.5 2.0 2.5 6.0 7.0 2.5 1.0 5.0 2.5 1.0 2.5 19.0 - 12.0 0.5 - 
やや上昇している 658 - - 2.7 27.2 3.5 2.9 6.4 12.0 2.3 1.1 3.2 2.4 1.7 5.0 18.8 0.6 9.7 0.3 0.2 
横ばい 868 - - 2.4 27.0 1.3 4.1 4.6 9.0 7.0 0.2 2.1 2.5 0.5 10.4 18.5 1.6 8.4 0.2 0.1 
ゆるやかに低下している 342 - 0.3 1.8 27.8 0.3 3.2 8.8 14.3 0.6 0.3 2.0 4.7 0.6 7.3 17.5 1.2 8.8 0.6 - 
低下している 231 - - 4.3 36.8 0.4 2.6 7.4 10.8 1.3 0.4 1.3 4.8 0.9 3.5 13.0 0.9 11.3 0.4 - 
その他 71 - - 2.8 18.3 2.8 4.2 4.2 1.4 1.4 - 15.5 1.4 - 31.0 11.3 - 2.8 2.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 - 0.1 3.1 37.5 3.0 2.4 7.6 11.3 5.2 0.3 2.8 1.6 0.2 9.8 7.5 1.7 5.7 0.2 0.2 
ない 1,162 - - 2.5 17.9 0.4 4.4 4.4 9.0 2.1 0.8 3.2 4.4 1.6 5.9 28.7 0.4 13.5 0.7 0.1 

Ｆ３　事業の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

6－ 304 － － 305 －
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(
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究
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他
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Total 2,428 53.5 27.6 5.2 0.5 12.6 0.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 50.8 27.0 19.1 - 1.6 1.6 
30-99人 340 31.5 40.3 15.9 0.3 11.5 0.6 
100-299人 830 50.1 31.5 5.8 0.2 12.2 0.2 
300-499人 481 58.6 23.7 1.3 0.6 14.6 1.3 
500-999人 411 63.8 19.2 0.7 1.0 15.3 - 
1000人以上 229 67.7 19.2 0.4 - 11.4 1.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 25.4 46.0 22.5 - 5.6 0.5 
30-99人 525 38.5 40.8 8.4 0.2 11.8 0.4 
100-299人 826 59.2 23.1 2.8 0.5 13.6 0.9 
300-499人 373 64.3 18.2 1.3 0.5 15.3 0.3 
500-999人 272 65.8 18.4 0.7 1.1 14.0 - 
1000人以上 147 60.5 23.1 0.7 - 13.6 2.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - - - 
建設業 68 55.9 39.7 4.4 - - - 
製造業 683 47.3 24.2 0.6 0.9 26.2 0.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 34.9 37.2 7.0 - 20.9 - 
情報通信業 81 82.7 17.3 - - - - 
運輸業、郵便業 147 47.6 25.2 25.2 - 2.0 - 
卸売業、小売業 248 57.3 34.7 5.2 - 2.8 - 
金融業、保険業 89 66.3 5.6 27.0 - - 1.1 
不動産業、物品賃貸業 13 76.9 23.1 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 51.4 29.2 - 6.9 12.5 - 
宿泊業、飲食サービス業 71 59.2 22.5 12.7 - 4.2 1.4 
生活関連サービス業、娯楽業 21 28.6 61.9 4.8 - 4.8 - 
教育、学習支援業 193 54.4 26.9 0.5 - 17.6 0.5 
医療、福祉 429 52.2 31.7 2.6 - 11.9 1.6 
複合サービス事業 26 96.2 3.8 - - - - 
その他サービス業 229 55.5 32.3 8.3 - 3.9 - 
その他 10 80.0 20.0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 100.0 - - - - - 
支社、支店 670 - 100.0 - - - - 
営業所 125 - - 100.0 - - - 
研究所 11 - - - 100.0 - - 
その他 305 - - - - 100.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 63.5 22.0 2.5 1.0 10.5 0.5 
やや上昇している 658 53.2 29.9 3.8 0.5 11.9 0.8 
横ばい 868 52.9 27.5 5.9 0.1 13.4 0.2 
ゆるやかに低下している 342 49.7 29.5 8.2 0.3 11.7 0.6 
低下している 231 54.1 26.8 6.1 0.4 12.1 0.4 
その他 71 53.5 18.3 1.4 4.2 21.1 1.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 47.3 29.3 6.2 0.6 15.9 0.6 
ない 1,162 60.2 25.9 4.0 0.3 8.9 0.7 

Ｆ４　事業場の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

7－ 306 －
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 2,428 8.2 27.1 35.8 14.1 9.5 2.9 2.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 6.4 12.7 44.4 17.5 14.3 3.2 1.6 
30-99人 340 7.1 23.2 37.7 20.6 7.9 1.8 1.8 
100-299人 830 6.3 28.9 36.0 13.9 10.0 2.5 2.4 
300-499人 481 6.7 25.2 36.0 15.2 11.4 3.5 2.1 
500-999人 411 10.5 29.4 34.8 10.5 9.0 3.4 2.4 
1000人以上 229 17.0 31.9 32.8 8.7 4.4 3.9 1.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 6.6 26.8 35.7 17.4 9.9 0.9 2.8 
30-99人 525 6.1 23.8 37.0 18.5 10.5 2.7 1.5 
100-299人 826 7.1 28.0 37.1 13.6 8.7 2.9 2.7 
300-499人 373 8.9 26.3 34.1 13.4 11.0 4.6 1.9 
500-999人 272 9.9 30.5 36.8 7.7 10.7 2.9 1.5 
1000人以上 147 19.7 33.3 29.3 10.2 2.7 2.7 2.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 - - - 
建設業 68 14.7 26.5 30.9 8.8 14.7 2.9 1.5 
製造業 683 9.2 26.2 34.3 13.9 12.4 1.9 2.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 9.3 53.5 25.6 2.3 2.3 4.7 2.3 
情報通信業 81 6.2 23.5 44.4 13.6 7.4 3.7 1.2 
運輸業、郵便業 147 8.2 28.6 27.2 20.4 11.6 2.0 2.0 
卸売業、小売業 248 5.6 31.9 31.5 19.8 10.1 0.4 0.8 
金融業、保険業 89 5.6 16.9 68.5 2.2 3.4 1.1 2.2 
不動産業、物品賃貸業 13 15.4 53.8 15.4 7.7 7.7 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 13.9 29.2 25.0 9.7 4.2 15.3 2.8 
宿泊業、飲食サービス業 71 7.0 22.5 31.0 22.5 15.5 1.4 - 
生活関連サービス業、娯楽業 21 9.5 52.4 19.0 9.5 9.5 - - 
教育、学習支援業 193 2.6 17.1 46.6 13.0 4.1 11.4 5.2 
医療、福祉 429 8.9 28.9 37.5 14.0 7.0 1.9 1.9 
複合サービス事業 26 - 15.4 53.8 15.4 7.7 - 7.7 
その他サービス業 229 10.5 27.9 31.9 13.1 11.4 0.9 4.4 
その他 10 10.0 20.0 20.0 20.0 10.0 20.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 9.8 26.9 35.3 13.1 9.6 2.9 2.4 
支社、支店 670 6.6 29.4 35.7 15.1 9.3 1.9 2.1 
営業所 125 4.0 20.0 40.8 22.4 11.2 0.8 0.8 
研究所 11 18.2 27.3 9.1 9.1 9.1 27.3 - 
その他 305 6.9 25.6 38.0 13.1 9.2 4.9 2.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 100.0 - - - - - - 
やや上昇している 658 - 100.0 - - - - - 
横ばい 868 - - 100.0 - - - - 
ゆるやかに低下している 342 - - - 100.0 - - - 
低下している 231 - - - - 100.0 - - 
その他 71 - - - - - 100.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 7.1 25.7 37.0 13.4 10.3 4.1 2.5 
ない 1,162 9.5 28.7 34.5 14.8 8.7 1.6 2.2 

Ｆ５　過去３年間の業績の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

8－ 306 － － 307 －
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計(

n)
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る

な
い

不
明

Total 2,428 51.9 47.9 0.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 33.3 65.1 1.6 
30-99人 340 38.5 61.5 - 
100-299人 830 46.1 53.6 0.2 
300-499人 481 54.7 45.3 - 
500-999人 411 62.5 37.5 - 
1000人以上 229 74.7 24.9 0.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 40.4 59.2 0.5 
30-99人 525 40.4 59.4 0.2 
100-299人 826 48.7 51.2 0.1 
300-499人 373 62.7 37.3 - 
500-999人 272 62.5 37.1 0.4 
1000人以上 147 84.4 15.7 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 
建設業 68 57.4 42.6 - 
製造業 683 69.3 30.5 0.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 88.4 11.6 - 
情報通信業 81 37.0 63.0 - 
運輸業、郵便業 147 65.3 34.7 - 
卸売業、小売業 248 57.7 42.3 - 
金融業、保険業 89 73.0 27.0 - 
不動産業、物品賃貸業 13 30.8 69.2 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 48.6 51.4 - 
宿泊業、飲食サービス業 71 28.2 71.8 - 
生活関連サービス業、娯楽業 21 9.5 90.5 - 
教育、学習支援業 193 64.2 35.2 0.5 
医療、福祉 429 21.9 77.9 0.2 
複合サービス事業 26 80.8 19.2 - 
その他サービス業 229 31.4 68.6 - 
その他 10 20.0 80.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 45.9 53.9 0.2 
支社、支店 670 55.1 44.9 - 
営業所 125 62.4 37.6 - 
研究所 11 72.7 27.3 - 
その他 305 65.9 33.8 0.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 44.5 55.0 0.5 
やや上昇している 658 49.2 50.6 0.2 
横ばい 868 53.7 46.2 0.1 
ゆるやかに低下している 342 49.4 50.3 0.3 
低下している 231 56.3 43.7 - 
その他 71 73.2 26.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 100.0 - - 
ない 1,162 - 100.0 - 

Ｆ６　労働組合の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

9－ 308 －
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６

時
間
未
満

６
時
間
以
上
７

時
間
未
満

７
時
間
以
上
８

時
間
未
満

８
時
間

８
時
間
超
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2,428 0.0 0.3 54.1 44.6 0.2 0.2 0.5 7.7 0.32 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 - - 58.7 41.3 - - - 7.7 0.29 
30-99人 340 0.3 - 48.8 50.0 - 0.6 0.3 7.8 0.37 
100-299人 830 - 0.4 51.3 47.2 0.6 0.2 0.2 7.8 0.32 
300-499人 481 - 0.4 56.6 42.6 - - 0.4 7.7 0.29 
500-999人 411 - 0.5 61.6 37.2 - - 0.7 7.7 0.31 
1000人以上 229 - - 53.7 45.4 - 0.4 0.4 7.8 0.32 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 0.5 - 39.0 59.6 - 0.5 0.5 7.8 0.37 
30-99人 525 - 0.2 48.8 50.7 - 0.2 0.2 7.8 0.32 
100-299人 826 - 0.6 56.1 42.4 0.6 0.2 0.1 7.7 0.32 
300-499人 373 - - 63.5 35.1 - - 1.3 7.7 0.29 
500-999人 272 - 0.4 58.8 40.4 - - 0.4 7.8 0.29 
1000人以上 147 - - 53.7 45.6 - 0.7 - 7.8 0.31 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - 7.8 - 
建設業 68 - - 44.1 55.9 - - - 7.8 0.20 
製造業 683 - - 49.0 49.9 0.1 0.4 0.4 7.8 0.23 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - 93.0 7.0 - - - 7.7 0.11 
情報通信業 81 - - 70.4 29.6 - - - 7.6 0.36 
運輸業、郵便業 147 - 2.0 40.1 54.4 0.7 0.7 2.0 7.8 0.41 
卸売業、小売業 248 - 0.4 51.6 47.6 - - 0.4 7.8 0.29 
金融業、保険業 89 - 2.2 77.5 20.2 - - - 7.6 0.29 
不動産業、物品賃貸業 13 - - 69.2 30.8 - - - 7.7 0.27 
学術研究、専門・技術サービス業 72 - - 69.4 30.6 - - - 7.7 0.27 
宿泊業、飲食サービス業 71 - - 45.1 50.7 - 1.4 2.8 7.7 0.40 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - - 28.6 71.4 - - - 7.8 0.36 
教育、学習支援業 193 - 1.0 76.2 22.3 - - 0.5 7.5 0.39 
医療、福祉 429 - - 55.0 44.3 0.2 - 0.5 7.7 0.31 
複合サービス事業 26 - - 88.5 11.5 - - - 7.6 0.23 
その他サービス業 229 0.4 - 36.7 62.0 0.9 - - 7.8 0.33 
その他 10 - - 70.0 30.0 - - - 7.6 0.32 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 - 0.5 55.9 42.7 0.3 0.2 0.5 7.7 0.33 
支社、支店 670 0.2 0.2 48.5 50.9 - 0.2 0.2 7.8 0.32 
営業所 125 - - 54.4 43.2 0.8 - 1.6 7.7 0.32 
研究所 11 - - 63.6 36.4 - - - 7.8 0.21 
その他 305 - - 59.3 39.0 - 0.7 1.0 7.8 0.27 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 - - 45.0 54.0 0.5 - 0.5 7.8 0.28 
やや上昇している 658 - 0.5 55.0 43.8 0.3 0.2 0.3 7.8 0.30 
横ばい 868 0.1 0.6 56.2 42.4 0.2 0.4 0.1 7.7 0.34 
ゆるやかに低下している 342 - - 49.7 49.1 - 0.3 0.9 7.8 0.33 
低下している 231 - - 53.3 45.0 - - 1.7 7.7 0.31 
その他 71 - - 76.1 23.9 - - - 7.7 0.29 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 - 0.5 60.2 38.5 0.2 0.1 0.6 7.7 0.31 
ない 1,162 0.1 0.2 47.5 51.3 0.3 0.3 0.3 7.8 0.32 

問１　１日の所定労働時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 0.1 0.3 47.6 48.6 1.0 0.5 2.0 39.0 1.52 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 - - 46.0 49.2 1.6 - 3.2 39.1 1.46 
30-99人 340 - - 40.9 54.7 1.8 1.2 1.5 39.3 1.56 
100-299人 830 - 0.2 43.5 52.8 1.6 0.6 1.3 39.1 1.54 
300-499人 481 - 0.2 51.6 46.4 0.2 0.6 1.0 38.9 1.48 
500-999人 411 0.2 0.7 54.7 40.2 0.7 - 3.4 38.8 1.60 
1000人以上 229 0.4 - 53.3 45.0 - - 1.3 39.0 1.30 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 - - 32.4 63.4 1.9 0.5 1.9 39.4 1.37 
30-99人 525 - - 40.0 56.0 1.7 1.1 1.1 39.3 1.59 
100-299人 826 - 0.5 48.8 47.7 1.0 0.2 1.8 39.0 1.49 
300-499人 373 - - 59.3 38.6 0.5 0.8 0.8 38.9 1.45 
500-999人 272 - 0.7 52.9 41.5 0.4 - 4.4 38.8 1.45 
1000人以上 147 0.7 - 53.1 44.2 - - 2.0 39.0 1.36 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 - - - 40.0 - 
建設業 68 - - 38.2 60.3 - 1.5 - 39.4 1.50 
製造業 683 - 0.4 45.5 49.8 0.4 0.7 3.1 39.2 1.40 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - 93.0 7.0 - - - 38.4 0.86 
情報通信業 81 - - 66.7 32.1 - - 1.2 38.3 1.74 
運輸業、郵便業 147 - - 23.1 66.7 4.1 1.4 4.8 39.8 1.48 
卸売業、小売業 248 - 0.4 46.0 50.8 0.8 0.4 1.6 39.0 1.45 
金融業、保険業 89 1.1 2.2 77.5 19.1 - - - 37.9 1.72 
不動産業、物品賃貸業 13 - - 61.5 30.8 - - 7.7 38.6 1.25 
学術研究、専門・技術サービス業 72 - - 70.8 26.4 - - 2.8 38.5 1.31 
宿泊業、飲食サービス業 71 - - 18.3 73.2 5.6 1.4 1.4 39.9 1.24 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - - 19.0 81.0 - - - 39.8 0.61 
教育、学習支援業 193 - - 66.3 32.1 1.6 - - 38.6 1.62 
医療、福祉 429 - - 47.3 50.6 0.7 - 1.4 39.0 1.34 
複合サービス事業 26 - - 80.8 15.4 - - 3.8 38.2 1.09 
その他サービス業 229 - - 32.3 63.3 1.3 0.9 2.2 39.3 1.45 
その他 10 10.0 - 40.0 50.0 - - - 37.8 4.59 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 0.2 0.2 49.0 47.9 0.6 0.2 1.9 38.9 1.53 
支社、支店 670 - 0.5 42.7 53.4 0.8 0.8 1.9 39.2 1.47 
営業所 125 - - 40.0 51.2 6.4 0.8 1.6 39.3 1.70 
研究所 11 - - 63.6 36.4 - - - 38.9 1.07 
その他 305 - - 55.1 39.7 1.0 1.0 3.3 39.0 1.44 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 0.5 0.5 42.0 52.5 - 0.5 4.0 39.0 1.81 
やや上昇している 658 - 0.6 47.1 48.8 1.7 0.3 1.5 39.1 1.41 
横ばい 868 - 0.1 50.7 46.3 0.9 0.6 1.4 39.0 1.53 
ゆるやかに低下している 342 - - 40.4 55.3 0.6 0.6 3.2 39.2 1.42 
低下している 231 - - 45.0 50.2 1.3 0.9 2.6 39.2 1.58 
その他 71 - - 74.7 25.4 - - - 38.6 1.17 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 0.1 0.5 55.8 40.1 1.0 0.4 2.3 38.9 1.56 
ない 1,162 0.1 - 38.6 58.0 1.0 0.6 1.6 39.2 1.44 

問１　１週間の所定労働時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 2.0 0.2 1.4 0.1 0.7 0.4 93.8 1.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 - - - - - - 100.0 - 
30-99人 340 - - - - 0.3 - 98.8 0.9 
100-299人 830 1.8 0.2 1.3 - 0.6 0.5 94.7 0.8 
300-499人 481 1.7 0.2 1.2 - 1.2 0.2 94.0 1.5 
500-999人 411 3.6 0.5 1.5 - 0.2 0.5 91.7 1.9 
1000人以上 229 3.5 0.4 3.1 0.9 1.7 0.9 85.6 3.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 0.5 - - - - - 98.6 0.9 
30-99人 525 1.1 - 0.6 - 0.6 0.4 96.2 1.1 
100-299人 826 1.8 0.4 2.1 - 1.0 0.5 93.6 0.7 
300-499人 373 2.4 0.3 1.3 - 0.5 - 94.1 1.3 
500-999人 272 2.9 0.4 1.5 0.4 0.4 0.4 91.5 2.6 
1000人以上 147 5.4 0.7 2.0 0.7 2.0 1.4 82.3 5.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - 100.0 - 
建設業 68 - - - - - - 97.1 2.9 
製造業 683 4.1 0.3 0.6 - 0.4 0.4 91.5 2.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - - - - - 100.0 - 
情報通信業 81 4.9 - 2.5 - - - 92.6 - 
運輸業、郵便業 147 1.4 0.7 - - 0.7 - 97.3 - 
卸売業、小売業 248 0.4 0.4 - - - - 98.8 0.4 
金融業、保険業 89 - - - 1.1 - - 97.8 1.1 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - - - 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 1.4 - 8.3 - 4.2 - 84.7 1.4 
宿泊業、飲食サービス業 71 2.8 - - - - - 95.8 1.4 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - - - - - - 95.2 4.8 
教育、学習支援業 193 3.1 - 9.3 0.5 4.1 2.1 79.8 1.0 
医療、福祉 429 0.5 0.2 0.2 - 0.5 0.5 97.4 0.7 
複合サービス事業 26 - - - - - - 100.0 - 
その他サービス業 229 1.3 0.4 0.9 - 0.4 - 95.2 1.7 
その他 10 - - - - - - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 1.8 0.2 1.0 0.2 0.5 0.1 94.8 1.3 
支社、支店 670 2.2 - 1.2 - 1.0 0.7 92.7 2.1 
営業所 125 - 0.8 - - - - 99.2 - 
研究所 11 18.2 - 18.2 - 9.1 - 54.5 - 
その他 305 2.6 0.7 3.3 - 1.0 1.0 90.8 0.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 3.0 0.5 0.5 0.5 1.5 - 93.0 1.0 
やや上昇している 658 2.1 0.6 2.1 - 0.6 0.5 91.5 2.6 
横ばい 868 2.0 0.1 0.6 0.1 0.2 0.7 95.3 1.0 
ゆるやかに低下している 342 1.2 - 0.6 - - - 97.4 0.9 
低下している 231 1.7 - - - 0.4 - 97.0 0.9 
その他 71 5.6 - 14.1 - 11.3 - 69.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 2.3 0.3 1.9 0.2 1.0 0.5 92.4 1.4 
ない 1,162 1.7 0.2 0.8 - 0.4 0.3 95.3 1.4 

問２　実労働時間の把握方法　専門業務型裁量労働制適用者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 1.0 0.1 0.3 - 0.2 - 96.0 2.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 - - - - - - 100.0 - 
30-99人 340 - 0.3 - - 0.3 - 99.1 0.3 
100-299人 830 0.5 - 0.2 - 0.2 - 97.1 1.9 
300-499人 481 1.2 0.2 0.4 - - - 96.5 1.7 
500-999人 411 1.9 0.2 - - - - 94.6 3.2 
1000人以上 229 1.7 - 0.4 - 0.4 - 89.5 7.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 0.5 - - - 0.5 - 98.1 0.9 
30-99人 525 - 0.2 0.2 - 0.2 - 97.7 1.7 
100-299人 826 0.7 0.1 0.4 - 0.1 - 97.2 1.5 
300-499人 373 1.9 0.3 0.3 - - - 95.7 1.9 
500-999人 272 1.8 - - - - - 94.1 4.0 
1000人以上 147 2.7 - 1.4 - 0.7 - 85.0 10.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - 100.0 - 
建設業 68 - - - - - - 100.0 - 
製造業 683 2.8 0.1 0.4 - 0.1 - 93.0 3.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - - - - - 100.0 - 
情報通信業 81 2.5 - - - - - 95.1 2.5 
運輸業、郵便業 147 0.7 - - - - - 97.3 2.0 
卸売業、小売業 248 0.4 - 0.4 - - - 98.8 0.4 
金融業、保険業 89 - 1.1 - - - - 97.8 1.1 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - - - 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 - - 1.4 - - - 93.1 5.6 
宿泊業、飲食サービス業 71 1.4 - - - - - 95.8 2.8 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - - - - - - 95.2 4.8 
教育、学習支援業 193 - - - - 0.5 - 94.8 4.7 
医療、福祉 429 - - 0.2 - 0.2 - 98.4 1.2 
複合サービス事業 26 - - - - - - 100.0 - 
その他サービス業 229 0.4 0.4 0.4 - 0.4 - 96.1 2.2 
その他 10 - - - - - - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 1.0 0.1 0.2 - 0.2 - 96.4 2.2 
支社、支店 670 0.9 0.3 0.4 - 0.3 - 95.5 2.5 
営業所 125 - - - - - - 99.2 0.8 
研究所 11 18.2 - 9.1 - - - 72.7 - 
その他 305 1.3 - 0.3 - - - 95.4 3.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 2.5 0.5 - - 1.5 - 93.0 2.5 
やや上昇している 658 0.9 0.3 0.8 - - - 94.2 3.8 
横ばい 868 0.5 - 0.1 - 0.1 - 97.2 2.1 
ゆるやかに低下している 342 0.6 - 0.3 - - - 98.0 1.2 
低下している 231 1.3 - - - - - 97.4 1.3 
その他 71 7.0 - - - - - 90.1 2.8 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 1.5 0.2 0.3 - 0.1 - 95.4 2.5 
ない 1,162 0.5 0.1 0.3 - 0.3 - 96.7 2.2 

問２　実労働時間の把握方法　企画業務型裁量労働制適用者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 8.9 2.5 6.6 0.6 0.3 - 78.4 2.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 3.2 - 3.2 - - - 93.7 - 
30-99人 340 1.5 0.9 2.6 - - - 92.4 2.6 
100-299人 830 4.7 1.0 4.2 0.5 0.2 - 86.5 2.9 
300-499人 481 11.2 2.1 8.1 1.5 0.8 - 73.0 3.3 
500-999人 411 15.3 4.1 10.0 0.7 0.2 - 67.6 1.9 
1000人以上 229 19.2 9.2 11.4 0.4 0.4 - 57.2 2.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 1.4 - 1.4 - - - 95.3 1.9 
30-99人 525 3.2 1.1 3.2 0.4 - - 88.4 3.6 
100-299人 826 6.1 1.2 5.4 0.7 0.5 - 83.5 2.5 
300-499人 373 13.4 1.9 8.6 0.8 0.5 - 72.1 2.7 
500-999人 272 19.5 7.0 12.9 1.1 0.7 - 57.4 1.5 
1000人以上 147 23.8 11.6 15.0 0.7 - - 46.3 2.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - 100.0 - 
建設業 68 - - 7.4 - - - 86.8 5.9 
製造業 683 20.9 6.0 12.9 1.5 0.6 - 56.2 1.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - - - - - 97.7 2.3 
情報通信業 81 12.3 1.2 21.0 1.2 - - 61.7 2.5 
運輸業、郵便業 147 3.4 0.7 1.4 - - - 91.2 3.4 
卸売業、小売業 248 4.0 1.6 2.4 - - - 89.5 2.4 
金融業、保険業 89 1.1 1.1 1.1 - - - 93.3 3.4 
不動産業、物品賃貸業 13 - 7.7 23.1 - - - 69.2 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 12.5 11.1 16.7 - - - 59.7 - 
宿泊業、飲食サービス業 71 - - 1.4 1.4 - - 94.4 2.8 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - - 4.8 - - - 95.2 - 
教育、学習支援業 193 3.1 - 0.5 - - - 92.7 3.6 
医療、福祉 429 3.3 - 0.2 - 0.7 - 93.0 2.8 
複合サービス事業 26 3.8 - 11.5 3.8 - - 76.9 3.8 
その他サービス業 229 7.0 1.7 7.9 0.9 0.4 - 79.0 3.1 
その他 10 - - 10.0 - - - 90.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 9.3 1.6 6.5 0.8 0.4 - 78.7 2.7 
支社、支店 670 6.9 2.7 5.7 0.1 0.1 - 81.5 3.0 
営業所 125 2.4 - 0.8 - - - 93.6 3.2 
研究所 11 18.2 18.2 27.3 - - - 36.4 - 
その他 305 14.1 5.9 10.5 1.3 0.7 - 66.2 1.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 14.0 4.0 8.5 - 0.5 - 71.0 2.0 
やや上昇している 658 10.2 3.3 6.4 0.8 0.2 - 76.7 2.4 
横ばい 868 7.7 1.5 7.8 0.2 0.6 - 79.5 2.6 
ゆるやかに低下している 342 8.2 1.8 2.6 0.9 0.3 - 83.9 2.3 
低下している 231 6.1 3.0 7.8 1.7 - - 77.1 4.3 
その他 71 14.1 1.4 7.0 - - - 76.1 1.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 11.7 3.7 9.4 0.9 0.3 - 72.1 2.0 
ない 1,162 5.9 1.2 3.7 0.3 0.3 - 85.3 3.3 

問２　実労働時間の把握方法　フレックスタイム制適用者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　％
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Total 2,428 43.4 6.8 29.1 4.8 6.4 4.9 1.8 2.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 42.9 6.4 30.2 1.6 3.2 - 6.4 9.5 
30-99人 340 41.5 5.3 33.2 3.5 7.4 2.9 2.4 3.8 
100-299人 830 43.3 5.9 27.1 5.8 8.0 4.7 2.3 3.0 
300-499人 481 45.1 6.0 28.5 4.4 7.3 5.4 1.9 1.5 
500-999人 411 46.7 7.3 28.7 4.1 4.1 5.6 0.2 3.2 
1000人以上 229 39.3 13.1 29.7 4.8 3.1 7.0 0.9 2.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 49.3 3.3 25.4 2.8 6.6 1.9 4.7 6.1 
30-99人 525 42.7 5.1 30.7 3.8 9.0 4.2 1.7 2.9 
100-299人 826 44.0 6.2 27.1 6.3 6.2 5.3 2.2 2.8 
300-499人 373 44.0 7.5 29.5 4.8 6.4 5.1 1.1 1.6 
500-999人 272 42.7 8.1 33.1 3.3 4.0 5.5 0.4 2.9 
1000人以上 147 36.1 17.0 29.3 4.8 3.4 6.8 0.7 2.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 100.0 - - - - - 
建設業 68 11.8 17.6 51.5 13.2 - 2.9 1.5 1.5 
製造業 683 49.3 7.6 28.1 4.0 4.1 5.1 0.6 1.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 18.6 34.9 32.6 2.3 2.3 4.7 4.7 - 
情報通信業 81 24.7 6.2 56.8 3.7 2.5 2.5 1.2 2.5 
運輸業、郵便業 147 41.5 4.8 23.8 8.2 10.2 5.4 1.4 4.8 
卸売業、小売業 248 59.3 6.0 22.2 2.4 2.8 4.0 0.4 2.8 
金融業、保険業 89 16.9 9.0 57.3 10.1 2.2 4.5 - - 
不動産業、物品賃貸業 13 23.1 15.4 46.2 - - 15.4 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 22.2 16.7 41.7 1.4 2.8 11.1 2.8 1.4 
宿泊業、飲食サービス業 71 53.5 - 21.1 4.2 2.8 4.2 5.6 8.5 
生活関連サービス業、娯楽業 21 61.9 - 19.0 9.5 4.8 - - 4.8 
教育、学習支援業 193 33.2 6.2 25.9 6.7 13.5 11.4 2.1 1.0 
医療、福祉 429 54.5 1.2 18.4 4.2 11.9 3.0 2.3 4.4 
複合サービス事業 26 30.8 - 38.5 7.7 23.1 - - - 
その他サービス業 229 33.6 8.3 34.1 4.8 5.7 3.1 4.8 5.7 
その他 10 20.0 - 50.0 - - 10.0 10.0 10.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 41.5 4.9 31.7 5.6 6.8 5.5 1.5 2.6 
支社、支店 670 47.9 8.8 23.7 3.4 6.1 5.4 2.1 2.5 
営業所 125 38.4 0.8 39.2 4.8 6.4 1.6 3.2 5.6 
研究所 11 27.3 36.4 18.2 - - 18.2 - - 
その他 305 44.3 10.8 25.6 4.9 6.2 3.0 2.0 3.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 45.0 7.5 23.5 5.5 8.0 6.0 1.0 3.5 
やや上昇している 658 45.0 9.1 28.7 4.9 4.4 4.0 1.4 2.6 
横ばい 868 41.4 5.4 32.1 4.6 7.3 5.1 2.2 2.0 
ゆるやかに低下している 342 48.3 3.8 24.6 5.6 7.9 4.4 1.8 3.8 
低下している 231 43.7 5.6 32.0 4.8 5.6 2.6 2.2 3.5 
その他 71 31.0 12.7 25.4 2.8 7.0 16.9 - 4.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 37.8 9.2 31.9 5.8 5.6 6.3 1.3 2.3 
ない 1,162 49.4 4.1 26.2 3.8 7.3 3.5 2.3 3.4 

問２　実労働時間の把握方法　管理監督者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 49.7 5.4 18.5 9.4 5.6 0.2 3.7 7.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 41.3 6.3 12.7 11.1 6.3 - 6.3 15.9 
30-99人 340 48.8 4.7 15.3 12.6 7.6 0.3 2.9 7.6 
100-299人 830 51.0 5.8 18.3 7.6 6.6 0.2 3.1 7.3 
300-499人 481 49.3 4.2 19.1 10.4 5.8 0.2 3.7 7.3 
500-999人 411 51.1 5.6 20.2 7.8 3.6 - 3.6 8.0 
1000人以上 229 48.0 7.9 21.0 10.0 2.2 - 5.7 5.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 56.3 2.8 9.9 7.5 8.0 0.5 2.3 12.7 
30-99人 525 53.1 5.0 14.7 9.5 7.8 0.4 2.5 7.0 
100-299人 826 48.9 5.3 20.2 10.3 5.3 0.1 3.4 6.4 
300-499人 373 47.2 6.4 20.9 9.4 4.8 - 4.0 7.2 
500-999人 272 46.7 5.5 23.2 7.0 4.0 - 5.1 8.5 
1000人以上 147 43.5 8.8 21.8 9.5 1.4 - 7.5 7.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 100.0 - - - - 
建設業 68 14.7 17.6 42.6 11.8 1.5 - - 11.8 
製造業 683 56.5 4.1 16.8 8.6 2.5 - 4.1 7.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 20.9 39.5 27.9 4.7 2.3 - - 4.7 
情報通信業 81 23.5 7.4 45.7 4.9 2.5 - 11.1 4.9 
運輸業、郵便業 147 51.0 4.1 12.9 10.9 8.2 - 1.4 11.6 
卸売業、小売業 248 65.3 4.4 14.9 2.4 0.8 0.4 3.2 8.5 
金融業、保険業 89 14.6 7.9 27.0 44.9 1.1 - 1.1 3.4 
不動産業、物品賃貸業 13 15.4 - 46.2 7.7 - - 23.1 7.7 
学術研究、専門・技術サービス業 72 20.8 9.7 27.8 6.9 - - 25.0 9.7 
宿泊業、飲食サービス業 71 74.6 1.4 4.2 4.2 2.8 - 2.8 9.9 
生活関連サービス業、娯楽業 21 57.1 4.8 4.8 4.8 9.5 - 4.8 14.3 
教育、学習支援業 193 34.7 7.8 21.8 12.4 12.4 1.6 1.6 7.8 
医療、福祉 429 63.6 1.6 12.4 5.4 11.4 - 0.9 4.7 
複合サービス事業 26 34.6 - 26.9 19.2 11.5 - - 7.7 
その他サービス業 229 42.8 5.7 17.0 13.1 8.3 - 4.8 8.3 
その他 10 10.0 - 60.0 - 10.0 - 10.0 10.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 47.6 3.8 21.6 9.2 5.2 - 4.5 7.9 
支社、支店 670 56.6 7.0 14.3 6.4 6.3 0.4 2.5 6.4 
営業所 125 39.2 1.6 9.6 26.4 8.0 - 0.8 14.4 
研究所 11 36.4 18.2 27.3 - - - 18.2 - 
その他 305 48.2 9.2 17.7 9.8 5.6 0.3 3.6 5.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 54.0 5.0 15.0 7.5 7.5 - 6.0 5.0 
やや上昇している 658 50.8 7.6 19.5 8.4 4.0 - 3.8 6.1 
横ばい 868 46.8 4.0 19.5 11.3 7.1 0.3 4.0 6.9 
ゆるやかに低下している 342 55.0 2.9 14.9 9.6 5.8 - 2.3 9.4 
低下している 231 52.8 5.2 16.9 7.4 5.2 - 1.3 11.3 
その他 71 33.8 12.7 33.8 7.0 - - 4.2 8.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 43.1 7.3 21.4 11.7 4.9 0.2 3.7 7.6 
ない 1,162 56.7 3.4 15.5 6.9 6.4 0.2 3.8 7.2 

問２　実労働時間の把握方法　その他の労働時間制で働く労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 35.5 28.4 41.6 3.0 60.2 40.8 32.2 5.9 5.0 0.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 20.6 28.6 20.6 1.6 49.2 36.5 14.3 - 12.7 1.6 
30-99人 340 30.0 32.7 30.0 2.1 51.8 39.4 32.9 4.1 7.9 0.9 
100-299人 830 30.8 28.4 35.4 2.1 56.8 42.7 30.6 6.5 6.5 0.2 
300-499人 481 34.9 26.8 44.9 4.0 66.1 39.7 33.5 5.8 4.4 - 
500-999人 411 43.8 29.4 52.8 3.7 64.7 36.3 34.3 6.3 2.4 0.2 
1000人以上 229 53.3 22.7 61.6 4.8 66.8 47.2 33.6 9.6 - 0.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 26.3 27.7 19.7 1.4 60.1 44.1 19.7 1.4 7.0 0.5 
30-99人 525 32.0 33.0 31.1 2.3 54.7 41.7 35.2 4.4 7.6 0.6 
100-299人 826 30.6 27.9 39.1 2.4 59.7 42.0 33.1 6.8 5.0 0.5 
300-499人 373 35.4 25.2 52.3 4.6 62.7 33.5 31.1 8.9 5.4 - 
500-999人 272 52.9 29.4 58.5 3.7 67.7 36.8 32.0 4.4 1.5 - 
1000人以上 147 57.1 20.4 67.4 5.4 62.6 51.0 34.7 10.2 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 100.0 100.0 - - - 
建設業 68 44.1 25.0 64.7 4.4 58.8 39.7 23.5 7.4 5.9 - 
製造業 683 41.9 27.7 56.4 2.9 66.0 43.6 33.1 7.8 2.8 0.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 65.1 16.3 83.7 2.3 25.6 53.5 11.6 9.3 - - 
情報通信業 81 45.7 21.0 64.2 9.9 66.7 23.5 14.8 9.9 1.2 - 
運輸業、郵便業 147 28.6 25.9 13.6 1.4 51.7 48.3 27.2 7.5 5.4 - 
卸売業、小売業 248 48.8 34.3 33.5 6.0 79.4 37.5 23.4 4.4 2.4 0.4 
金融業、保険業 89 69.7 66.3 85.4 6.7 49.4 18.0 21.3 2.2 - - 
不動産業、物品賃貸業 13 46.2 15.4 46.2 7.7 69.2 30.8 15.4 15.4 7.7 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 43.1 25.0 61.1 4.2 59.7 41.7 26.4 9.7 1.4 - 
宿泊業、飲食サービス業 71 26.8 38.0 12.7 - 67.6 43.7 39.4 1.4 7.0 1.4 
生活関連サービス業、娯楽業 21 9.5 28.6 4.8 - 42.9 81.0 38.1 4.8 - - 
教育、学習支援業 193 23.3 19.2 37.8 2.6 51.3 33.2 34.7 6.2 12.4 1.0 
医療、福祉 429 17.2 27.0 17.9 0.2 54.5 44.1 48.5 3.5 7.2 0.7 
複合サービス事業 26 38.5 26.9 53.8 3.8 61.5 34.6 46.2 - 3.8 - 
その他サービス業 229 29.3 25.8 37.1 2.2 53.7 41.5 25.8 5.2 8.7 - 
その他 10 20.0 40.0 30.0 10.0 30.0 30.0 10.0 - 10.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 35.2 27.9 41.6 3.6 62.2 37.4 33.0 6.5 5.2 0.4 
支社、支店 670 34.6 27.3 39.3 3.0 58.7 46.0 33.4 6.0 5.4 0.3 
営業所 125 41.6 41.6 28.8 0.8 47.2 32.8 12.0 0.8 5.6 - 
研究所 11 54.6 27.3 81.8 - 63.6 54.6 45.5 9.1 - - 
その他 305 36.1 27.2 50.8 1.3 60.0 46.6 33.4 5.6 3.3 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 33.0 26.0 36.5 4.0 60.5 40.0 32.0 11.5 5.0 - 
やや上昇している 658 37.2 30.1 42.7 3.0 63.7 44.5 34.4 5.8 3.5 0.3 
横ばい 868 35.4 28.1 40.8 3.2 58.3 38.3 31.2 5.1 5.8 0.5 
ゆるやかに低下している 342 34.5 28.7 36.0 1.8 63.5 43.9 34.8 5.0 3.5 - 
低下している 231 34.6 28.1 42.4 1.7 58.9 40.7 29.9 5.2 6.9 0.4 
その他 71 39.4 25.4 74.7 5.6 45.1 31.0 23.9 8.5 4.2 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 43.1 25.9 52.4 4.1 59.6 38.8 29.4 7.1 3.4 0.3 
ない 1,162 27.5 31.0 30.0 1.6 60.8 42.9 35.1 4.7 6.8 0.4 

問３　長時間労働削減策　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 2,428 54.5 45.5 0.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 60.3 39.7 - 
30-99人 340 51.8 47.9 0.3 
100-299人 830 52.5 47.5 - 
300-499人 481 57.2 42.8 - 
500-999人 411 56.2 43.8 - 
1000人以上 229 53.3 46.7 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 39.9 59.6 0.5 
30-99人 525 49.9 50.1 - 
100-299人 826 56.1 44.0 - 
300-499人 373 59.5 40.5 - 
500-999人 272 61.4 38.6 - 
1000人以上 147 57.1 42.9 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 
建設業 68 97.1 2.9 - 
製造業 683 68.1 31.9 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 83.7 16.3 - 
情報通信業 81 71.6 28.4 - 
運輸業、郵便業 147 39.5 60.5 - 
卸売業、小売業 248 43.1 56.9 - 
金融業、保険業 89 55.1 44.9 - 
不動産業、物品賃貸業 13 61.5 38.5 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 84.7 15.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 71 25.4 74.6 - 
生活関連サービス業、娯楽業 21 23.8 76.2 - 
教育、学習支援業 193 52.3 47.7 - 
医療、福祉 429 29.4 70.6 - 
複合サービス事業 26 57.7 42.3 - 
その他サービス業 229 62.0 37.6 0.4 
その他 10 60.0 40.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 57.7 42.3 - 
支社、支店 670 48.7 51.2 0.2 
営業所 125 40.8 59.2 - 
研究所 11 81.8 18.2 - 
その他 305 59.0 41.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 54.0 46.0 - 
やや上昇している 658 54.6 45.4 - 
横ばい 868 56.5 43.4 0.1 
ゆるやかに低下している 342 43.3 56.7 - 
低下している 231 60.2 39.8 - 
その他 71 60.6 39.4 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 59.4 40.6 - 
ない 1,162 49.1 50.8 0.1 

問４　全従業員一律の休憩時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,323 9.5 89.3 1.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 38 2.6 97.4 - 
30-99人 176 5.7 92.6 1.7 
100-299人 436 10.3 89.2 0.5 
300-499人 275 8.0 90.6 1.5 
500-999人 231 10.4 88.7 0.9 
1000人以上 122 12.3 85.3 2.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 85 3.5 96.5 - 
30-99人 262 7.6 91.2 1.2 
100-299人 463 10.2 88.8 1.1 
300-499人 222 10.4 89.2 0.5 
500-999人 167 10.2 88.0 1.8 
1000人以上 84 10.7 86.9 2.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - 
建設業 66 4.5 95.5 - 
製造業 465 12.3 86.5 1.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 36 - 100.0 - 
情報通信業 58 8.6 91.4 - 
運輸業、郵便業 58 10.3 86.2 3.4 
卸売業、小売業 107 6.5 92.5 0.9 
金融業、保険業 49 4.1 95.9 - 
不動産業、物品賃貸業 8 - 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 61 4.9 95.1 - 
宿泊業、飲食サービス業 18 11.1 83.3 5.6 
生活関連サービス業、娯楽業 5 20.0 80.0 - 
教育、学習支援業 101 13.9 85.1 1.0 
医療、福祉 126 13.5 84.9 1.6 
複合サービス事業 15 6.7 93.3 - 
その他サービス業 142 4.9 93.7 1.4 
その他 6 - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 750 8.5 90.4 1.1 
支社、支店 326 9.5 89.0 1.5 
営業所 51 7.8 92.2 - 
研究所 9 22.2 77.8 - 
その他 180 13.3 85.6 1.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 108 11.1 86.1 2.8 
やや上昇している 359 7.5 91.1 1.4 
横ばい 490 10.2 89.0 0.8 
ゆるやかに低下している 148 10.8 87.8 1.4 
低下している 139 10.1 89.2 0.7 
その他 43 11.6 88.4 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 749 9.2 89.3 1.5 
ない 571 10.0 89.3 0.7 

問４付問１　異なる休憩時間の検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 126 28.6 38.9 9.5 5.6 3.2 2.4 24.6 6.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - 100.0 - - - - 
30-99人 10 50.0 40.0 30.0 10.0 - - 10.0 - 
100-299人 45 28.9 24.4 8.9 4.4 4.4 2.2 26.7 15.6 
300-499人 22 27.3 45.5 4.6 4.6 4.6 4.6 31.8 - 
500-999人 24 29.2 50.0 4.2 4.2 - - 25.0 - 
1000人以上 15 13.3 46.7 20.0 6.7 6.7 6.7 20.0 6.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 33.3 - 33.3 33.3 - - - - 
30-99人 20 25.0 40.0 15.0 5.0 - - 25.0 15.0 
100-299人 47 34.0 31.9 8.5 4.3 4.3 2.1 25.5 8.5 
300-499人 23 26.1 47.8 8.7 4.4 4.4 4.4 26.1 - 
500-999人 17 23.5 35.3 5.9 11.8 5.9 5.9 23.5 5.9 
1000人以上 9 11.1 66.7 11.1 - - - 22.2 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 3 33.3 33.3 33.3 66.7 - - - - 
製造業 57 29.8 45.6 8.8 3.5 5.3 3.5 19.3 3.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 5 40.0 40.0 - 20.0 - - 20.0 20.0 
運輸業、郵便業 6 33.3 50.0 - 16.7 - - - - 
卸売業、小売業 7 57.1 42.9 14.3 - - - - - 
金融業、保険業 2 50.0 - - - - - 50.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 3 - 33.3 66.7 - - - 33.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 2 50.0 50.0 - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - 100.0 - 
教育、学習支援業 14 21.4 7.1 7.1 - - - 64.3 14.3 
医療、福祉 17 23.5 47.1 - 5.9 5.9 5.9 17.6 11.8 
複合サービス事業 1 - - - - - - 100.0 - 
その他サービス業 7 14.3 28.6 14.3 - - - 42.9 14.3 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 64 25.0 40.6 9.4 7.8 1.6 - 23.4 6.3 
支社、支店 31 29.0 41.9 9.7 3.2 6.5 3.2 25.8 3.2 
営業所 4 50.0 50.0 25.0 - - - - 25.0 
研究所 2 - 50.0 50.0 - - - - - 
その他 24 37.5 29.2 4.2 4.2 - 4.2 29.2 8.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 12 16.7 33.3 16.7 8.3 8.3 8.3 16.7 - 
やや上昇している 27 40.7 51.9 7.4 7.4 3.7 - 11.1 3.7 
横ばい 50 24.0 36.0 12.0 6.0 2.0 - 28.0 8.0 
ゆるやかに低下している 16 25.0 25.0 6.3 - 6.3 6.3 43.8 6.3 
低下している 14 35.7 57.1 7.1 7.1 - 7.1 7.1 7.1 
その他 5 20.0 - - - - - 60.0 20.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 69 20.3 43.5 10.1 4.4 5.8 2.9 30.4 4.4 
ない 57 38.6 33.3 8.8 7.0 - 1.8 17.5 8.8 

問４付問２　異なる休憩時間を設定していない理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ％
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Total 1,104 25.8 54.9 18.5 14.2 8.3 2.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 25 8.0 24.0 56.0 8.0 - 8.0 
30-99人 163 18.4 50.3 21.5 19.0 9.8 1.8 
100-299人 394 21.8 61.7 19.3 11.4 9.4 3.6 
300-499人 206 30.6 56.8 16.0 17.0 4.9 1.9 
500-999人 180 31.1 53.3 12.8 15.0 6.7 3.3 
1000人以上 107 39.3 45.8 15.9 11.2 12.2 2.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 127 12.6 48.0 22.8 16.5 11.8 2.4 
30-99人 263 21.3 61.2 23.2 12.9 6.8 2.7 
100-299人 363 24.5 57.9 16.5 15.4 8.5 3.6 
300-499人 151 35.1 51.7 17.9 13.3 6.0 3.3 
500-999人 105 30.5 52.4 12.4 16.2 8.6 1.9 
1000人以上 63 46.0 42.9 12.7 6.4 9.5 3.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 2 - - 100.0 - - - 
製造業 218 50.9 44.0 9.6 7.3 5.0 4.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 7 28.6 42.9 28.6 - 14.3 - 
情報通信業 23 26.1 39.1 34.8 8.7 13.0 - 
運輸業、郵便業 89 19.1 43.8 38.2 11.2 11.2 4.5 
卸売業、小売業 141 7.8 53.2 30.5 17.7 9.2 1.4 
金融業、保険業 40 5.0 72.5 17.5 10.0 7.5 2.5 
不動産業、物品賃貸業 5 20.0 40.0 20.0 - 20.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 36.4 36.4 45.5 9.1 9.1 - 
宿泊業、飲食サービス業 53 15.1 49.1 20.8 41.5 3.8 5.7 
生活関連サービス業、娯楽業 16 6.3 68.8 12.5 12.5 25.0 - 
教育、学習支援業 92 26.1 45.7 27.2 8.7 12.0 2.2 
医療、福祉 303 23.8 71.0 8.9 16.2 5.9 3.0 
複合サービス事業 11 27.3 81.8 - 9.1 9.1 - 
その他サービス業 86 23.3 50.0 18.6 17.4 14.0 1.2 
その他 4 50.0 25.0 - - 25.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 550 27.1 51.6 20.2 16.6 7.1 3.8 
支社、支店 343 23.9 60.9 16.0 12.5 9.0 1.5 
営業所 74 12.2 47.3 29.7 14.9 10.8 4.1 
研究所 2 - 50.0 50.0 50.0 - - 
その他 125 34.4 56.8 12.0 8.0 10.4 1.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 92 29.4 57.6 23.9 22.8 10.9 - 
やや上昇している 299 25.8 58.9 17.4 15.7 9.0 2.0 
横ばい 377 25.2 55.7 15.9 11.4 6.6 3.5 
ゆるやかに低下している 194 24.7 50.0 22.7 13.9 8.8 3.6 
低下している 92 23.9 54.4 17.4 15.2 5.4 5.4 
その他 28 42.9 32.1 14.3 3.6 17.9 3.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 512 28.1 49.2 19.9 10.6 10.0 3.3 
ない 590 23.9 59.7 17.3 17.3 7.0 2.5 

問４付問３　全従業員一律でない休憩時間の付与方法　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　％
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Total 2,428 56.0 49.9 34.8 21.6 8.2 6.2 4.0 0.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 65.1 34.9 3.2 6.4 6.4 - - - 
30-99人 340 55.0 43.5 20.3 7.7 3.5 1.2 0.9 0.6 
100-299人 830 54.7 50.2 30.2 13.5 4.8 5.3 2.9 1.0 
300-499人 481 54.7 53.4 42.8 27.0 8.7 6.0 3.5 0.4 
500-999人 411 57.9 52.1 46.0 32.4 14.1 8.3 5.4 0.2 
1000人以上 229 61.1 52.8 43.7 42.8 16.2 14.4 10.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 57.8 46.0 12.7 4.7 4.7 1.4 1.9 0.5 
30-99人 525 51.8 50.9 23.6 11.6 3.8 3.8 2.3 0.6 
100-299人 826 56.1 48.9 35.1 16.5 7.1 6.4 2.8 1.0 
300-499人 373 56.8 50.9 45.6 27.9 8.0 5.9 4.3 0.3 
500-999人 272 58.8 52.9 49.3 42.7 16.5 8.5 5.9 - 
1000人以上 147 66.0 51.7 48.3 53.7 19.7 17.7 15.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 100.0 - - - - - 
建設業 68 72.1 30.9 8.8 13.2 10.3 2.9 - - 
製造業 683 54.8 54.6 58.1 43.8 14.1 8.5 7.0 0.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 88.4 18.6 30.2 2.3 - - - - 
情報通信業 81 81.5 28.4 25.9 38.3 14.8 7.4 4.9 - 
運輸業、郵便業 147 38.1 69.4 19.0 8.8 3.4 2.7 2.7 0.7 
卸売業、小売業 248 45.2 58.5 8.5 10.5 8.5 1.2 1.2 1.2 
金融業、保険業 89 85.4 21.3 3.4 6.7 6.7 2.2 2.2 - 
不動産業、物品賃貸業 13 46.2 30.8 - 30.8 7.7 - - 7.7 
学術研究、専門・技術サービス業 72 52.8 26.4 9.7 40.3 8.3 15.3 6.9 - 
宿泊業、飲食サービス業 71 31.0 69.0 16.9 5.6 5.6 4.2 4.2 1.4 
生活関連サービス業、娯楽業 21 42.9 38.1 28.6 4.8 4.8 4.8 4.8 - 
教育、学習支援業 193 75.1 36.3 10.9 7.3 6.7 20.2 5.2 1.0 
医療、福祉 429 46.2 57.8 58.7 7.0 0.9 2.6 1.6 0.9 
複合サービス事業 26 73.1 46.2 11.5 23.1 - - - - 
その他サービス業 229 62.0 45.9 22.7 21.0 8.3 4.8 3.9 - 
その他 10 70.0 30.0 10.0 10.0 20.0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 54.7 49.9 30.1 21.3 10.3 5.2 3.6 0.6 
支社、支店 670 56.3 52.2 38.4 18.5 5.5 7.3 4.5 0.3 
営業所 125 51.2 51.2 19.2 6.4 3.2 0.8 0.8 - 
研究所 11 72.7 9.1 18.2 63.6 36.4 45.5 27.3 - 
その他 305 62.3 45.3 53.4 33.8 6.2 9.2 4.6 0.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 52.5 48.5 35.0 29.0 9.5 7.0 7.0 0.5 
やや上昇している 658 56.8 51.4 33.3 23.3 9.1 8.5 5.8 0.5 
横ばい 868 56.7 47.8 35.9 20.5 7.1 4.7 2.8 0.7 
ゆるやかに低下している 342 50.3 56.7 38.0 16.1 9.9 2.6 2.1 0.6 
低下している 231 53.7 54.1 36.4 22.9 6.5 3.0 2.6 - 
その他 71 81.7 22.5 15.5 23.9 9.9 31.0 9.9 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 60.5 46.3 37.4 27.9 10.3 7.6 4.6 0.6 
ない 1,162 51.1 53.8 32.0 14.7 5.9 4.7 3.3 0.4 

問５　採用している労働時間制度　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

22－ 320 － － 321 －
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計(

n)

１ヶ

月
単
位

１
年
以
内

そ
の
他

不
明

Total 1,211 56.2 36.7 2.3 4.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 22 50.0 45.5 4.6 - 
30-99人 148 46.6 48.0 2.7 2.7 
100-299人 417 59.0 36.5 1.9 2.6 
300-499人 257 51.4 40.9 2.3 5.5 
500-999人 214 60.8 29.0 2.3 7.9 
1000人以上 121 64.5 25.6 2.5 7.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 98 51.0 45.9 1.0 2.0 
30-99人 267 50.9 43.8 2.3 3.0 
100-299人 404 58.7 35.2 2.0 4.2 
300-499人 190 60.0 33.2 1.6 5.3 
500-999人 144 59.0 29.2 3.5 8.3 
1000人以上 76 57.9 30.3 4.0 7.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 - - 
建設業 21 57.1 38.1 - 4.8 
製造業 373 40.8 49.9 2.9 6.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 8 50.0 37.5 12.5 - 
情報通信業 23 73.9 13.0 - 13.0 
運輸業、郵便業 102 46.1 50.0 2.0 2.0 
卸売業、小売業 145 57.9 39.3 0.7 2.1 
金融業、保険業 19 84.2 15.8 - - 
不動産業、物品賃貸業 4 25.0 75.0 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 19 26.3 63.2 10.5 - 
宿泊業、飲食サービス業 49 65.3 28.6 2.0 4.1 
生活関連サービス業、娯楽業 8 50.0 37.5 12.5 - 
教育、学習支援業 70 57.1 40.0 1.4 1.4 
医療、福祉 248 81.9 9.3 2.8 6.0 
複合サービス事業 12 50.0 41.7 - 8.3 
その他サービス業 105 54.3 39.0 1.0 5.7 
その他 3 - 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 649 55.5 37.9 1.5 5.1 
支社、支店 350 55.1 37.7 3.1 4.0 
営業所 64 65.6 28.1 3.1 3.1 
研究所 1 100.0 - - - 
その他 138 58.0 33.3 3.6 5.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 97 57.7 35.1 1.0 6.2 
やや上昇している 338 53.9 38.5 3.0 4.7 
横ばい 415 57.6 35.4 2.9 4.1 
ゆるやかに低下している 194 54.6 38.1 2.1 5.2 
低下している 125 62.4 30.4 0.8 6.4 
その他 16 43.8 50.0 - 6.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 584 55.5 37.8 2.6 4.1 
ない 625 57.0 35.5 2.1 5.4 

問５－２　変形労働時間制の単位となる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

23－ 322 －
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計(

n)

あ
り

な
し

不
明

Total 524 68.5 19.9 11.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 4 75.0 25.0 - 
30-99人 26 61.5 23.1 15.4 
100-299人 112 58.0 33.9 8.0 
300-499人 130 67.7 19.2 13.1 
500-999人 133 75.9 13.5 10.5 
1000人以上 98 75.5 14.3 10.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 10 50.0 30.0 20.0 
30-99人 61 55.7 32.8 11.5 
100-299人 136 63.2 26.5 10.3 
300-499人 104 70.2 16.4 13.5 
500-999人 116 74.1 14.7 11.2 
1000人以上 79 79.8 11.4 8.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 9 44.4 55.6 - 
製造業 299 72.9 14.4 12.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 100.0 - - 
情報通信業 31 87.1 6.5 6.5 
運輸業、郵便業 13 23.1 53.8 23.1 
卸売業、小売業 26 50.0 34.6 15.4 
金融業、保険業 6 66.7 33.3 - 
不動産業、物品賃貸業 4 50.0 50.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 29 89.7 6.9 3.4 
宿泊業、飲食サービス業 4 50.0 25.0 25.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - 
教育、学習支援業 14 42.9 42.9 14.3 
医療、福祉 30 33.3 53.3 13.3 
複合サービス事業 6 66.7 16.7 16.7 
その他サービス業 48 75.0 14.6 10.4 
その他 1 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 277 69.3 21.7 9.0 
支社、支店 124 67.7 14.5 17.7 
営業所 8 25.0 62.5 12.5 
研究所 7 57.1 14.3 28.6 
その他 103 69.9 19.4 10.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 58 72.4 10.3 17.2 
やや上昇している 153 70.6 15.7 13.7 
横ばい 178 68.0 23.0 9.0 
ゆるやかに低下している 55 67.3 30.9 1.8 
低下している 53 60.4 18.9 20.8 
その他 17 76.5 11.8 11.8 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 352 70.7 17.9 11.4 
ない 171 64.3 24.0 11.7 

問５－４　コアタイムの有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

24－ 322 － － 323 －
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Total 524 1.7 0.4 - 0.2 86.3 11.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 4 - - - - 75.0 25.0 
30-99人 26 - - - - 69.2 30.8 
100-299人 112 1.8 1.8 - - 75.0 21.4 
300-499人 130 1.5 - - - 86.9 11.5 
500-999人 133 1.5 - - 0.8 92.5 5.3 
1000人以上 98 1.0 - - - 95.9 3.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 10 - - - - 60.0 40.0 
30-99人 61 1.6 - - - 67.2 31.2 
100-299人 136 1.5 1.5 - - 79.4 17.7 
300-499人 104 1.0 - - - 92.3 6.7 
500-999人 116 1.7 - - 0.9 94.8 2.6 
1000人以上 79 1.3 - - - 96.2 2.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 9 - - - - 66.7 33.3 
製造業 299 1.3 0.7 - - 94.3 3.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - 100.0 - 
情報通信業 31 3.2 - - 3.2 90.3 3.2 
運輸業、郵便業 13 - - - - 38.5 61.5 
卸売業、小売業 26 - - - - 80.8 19.2 
金融業、保険業 6 - - - - 83.3 16.7 
不動産業、物品賃貸業 4 - - - - 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 29 - - - - 100.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 4 - - - - 25.0 75.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 - 
教育、学習支援業 14 7.1 - - - 50.0 42.9 
医療、福祉 30 10.0 - - - 46.7 43.3 
複合サービス事業 6 - - - - 66.7 33.3 
その他サービス業 48 - - - - 87.5 12.5 
その他 1 - - - - - 100.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 277 2.2 0.4 - 0.4 84.8 12.3 
支社、支店 124 - - - - 84.7 15.3 
営業所 8 - - - - 37.5 62.5 
研究所 7 - - - - 100.0 - 
その他 103 2.9 1.0 - - 94.2 1.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 58 3.5 - - - 89.7 6.9 
やや上昇している 153 2.0 - - - 90.2 7.8 
横ばい 178 1.7 0.6 - 0.6 84.3 12.9 
ゆるやかに低下している 55 1.8 1.8 - - 76.4 20.0 
低下している 53 - - - - 83.0 17.0 
その他 17 - - - - 100.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 352 1.1 0.3 - 0.3 92.6 5.7 
ない 171 2.9 0.6 - - 73.1 23.4 

問５付問１－１　フレックスタイム制の清算期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 524 51.3 39.3 9.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 4 25.0 50.0 25.0 
30-99人 26 50.0 34.6 15.4 
100-299人 112 44.6 36.6 18.8 
300-499人 130 47.7 43.1 9.2 
500-999人 133 58.7 35.3 6.0 
1000人以上 98 53.1 43.9 3.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 10 50.0 30.0 20.0 
30-99人 61 41.0 37.7 21.3 
100-299人 136 48.5 36.8 14.7 
300-499人 104 48.1 44.2 7.7 
500-999人 116 60.3 36.2 3.5 
1000人以上 79 54.4 43.0 2.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 9 33.3 33.3 33.3 
製造業 299 55.9 40.8 3.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 100.0 - 
情報通信業 31 54.8 41.9 3.2 
運輸業、郵便業 13 61.5 7.7 30.8 
卸売業、小売業 26 38.5 42.3 19.2 
金融業、保険業 6 50.0 33.3 16.7 
不動産業、物品賃貸業 4 25.0 75.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 29 55.2 44.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 4 25.0 - 75.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - 
教育、学習支援業 14 35.7 28.6 35.7 
医療、福祉 30 26.7 40.0 33.3 
複合サービス事業 6 66.7 - 33.3 
その他サービス業 48 50.0 41.7 8.3 
その他 1 - - 100.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 277 53.4 35.4 11.2 
支社、支店 124 50.8 39.5 9.7 
営業所 8 12.5 50.0 37.5 
研究所 7 42.9 57.1 - 
その他 103 49.5 47.6 2.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 58 51.7 43.1 5.2 
やや上昇している 153 52.3 41.8 5.9 
横ばい 178 50.6 39.3 10.1 
ゆるやかに低下している 55 49.1 30.9 20.0 
低下している 53 47.2 39.6 13.2 
その他 17 64.7 35.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 352 51.7 42.1 6.3 
ない 171 50.9 33.3 15.8 

問５付問１－２　フレックスタイム制の不便　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 269 6.0 5.6 13.8 92.6 4.8 10.4 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - 100.0 - - - 
30-99人 13 - 15.4 15.4 76.9 - 15.4 - 
100-299人 50 10.0 4.0 14.0 90.0 6.0 8.0 - 
300-499人 62 11.3 4.8 14.5 93.6 3.2 9.7 - 
500-999人 78 2.6 3.9 9.0 94.9 5.1 11.5 - 
1000人以上 52 3.9 1.9 19.2 92.3 5.8 13.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 5 - 40.0 20.0 60.0 20.0 20.0 - 
30-99人 25 4.0 8.0 8.0 76.0 4.0 16.0 - 
100-299人 66 10.6 6.1 16.7 93.9 6.1 3.0 - 
300-499人 50 8.0 2.0 10.0 98.0 4.0 16.0 - 
500-999人 70 4.3 2.9 10.0 95.7 2.9 12.9 - 
1000人以上 43 2.3 2.3 20.9 90.7 4.7 9.3 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 3 33.3 - - 100.0 - - - 
製造業 167 6.0 4.2 15.6 92.2 4.8 9.0 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - 
情報通信業 17 - - 11.8 100.0 - 5.9 - 
運輸業、郵便業 8 12.5 50.0 12.5 75.0 12.5 - - 
卸売業、小売業 10 10.0 - 10.0 100.0 10.0 20.0 - 
金融業、保険業 3 - - - 100.0 - - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - 100.0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 16 - - 6.3 100.0 6.3 12.5 - 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 100.0 100.0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 100.0 - - - 
教育、学習支援業 5 - - - 100.0 40.0 20.0 - 
医療、福祉 8 25.0 - 12.5 75.0 - 12.5 - 
複合サービス事業 4 - - - 100.0 - - - 
その他サービス業 24 4.2 16.7 8.3 87.5 - 20.8 - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 148 6.1 4.7 11.5 96.6 4.1 10.1 - 
支社、支店 63 3.2 6.4 15.9 84.1 4.8 9.5 - 
営業所 1 - 100.0 - - - - - 
研究所 3 - - - 100.0 33.3 - - 
その他 51 9.8 5.9 19.6 92.2 5.9 11.8 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 30 3.3 6.7 20.0 93.3 3.3 3.3 - 
やや上昇している 80 2.5 3.8 8.8 91.3 6.3 17.5 - 
横ばい 90 5.6 7.8 20.0 91.1 4.4 6.7 - 
ゆるやかに低下している 27 7.4 - 7.4 100.0 11.1 7.4 - 
低下している 25 4.0 8.0 12.0 92.0 - 16.0 - 
その他 11 36.4 9.1 - 100.0 - 9.1 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 182 5.5 4.4 13.7 95.1 4.4 9.3 - 
ない 87 6.9 8.1 13.8 87.4 5.8 12.6 - 

問５付問１－３　フレックスタイム制の不便理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 249 2.4 1.6 - 0.8 0.4 94.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - 100.0 
30-99人 10 - - - - - 100.0 
100-299人 45 - - - 2.2 - 97.8 
300-499人 58 - 3.5 - - - 96.6 
500-999人 74 2.7 - - 1.4 - 96.0 
1000人以上 48 8.3 4.2 - - 2.1 85.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - - - - - 100.0 
30-99人 19 - - - - - 100.0 
100-299人 62 - - - 1.6 - 98.4 
300-499人 49 2.0 4.1 - 2.0 - 91.8 
500-999人 67 1.5 3.0 - - 1.5 94.0 
1000人以上 39 10.3 - - - - 89.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 3 - 33.3 - - - 66.7 
製造業 154 3.2 0.6 - 0.6 0.6 94.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 17 5.9 - - - - 94.1 
運輸業、郵便業 6 - 16.7 - - - 83.3 
卸売業、小売業 10 - 10.0 - - - 90.0 
金融業、保険業 3 - - - - - 100.0 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - - - 100.0 
学術研究、専門・技術サービス業 16 - - - - - 100.0 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 5 - - - - - 100.0 
医療、福祉 6 - - - - - 100.0 
複合サービス事業 4 - - - - - 100.0 
その他サービス業 21 - - - - - 100.0 
その他 0 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 143 2.1 2.8 - 0.7 0.7 93.7 
支社、支店 53 1.9 - - - - 98.1 
営業所 0 - - - - - - 
研究所 3 33.3 - - - - 66.7 
その他 47 2.1 - - 2.1 - 95.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 28 14.3 - - - - 85.7 
やや上昇している 73 1.4 - - - - 98.6 
横ばい 82 1.2 2.4 - 2.4 1.2 92.7 
ゆるやかに低下している 27 - 3.7 - - - 96.3 
低下している 23 - - - - - 100.0 
その他 11 - 9.1 - - - 90.9 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 173 2.3 2.3 - 0.6 0.6 94.2 
ない 76 2.6 - - 1.3 - 96.1 

問５付問１－３付問　最良な清算期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 524 29.4 19.3 3.4 17.6 9.4 5.7 4.0 2.9 39.9 12.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 4 - - - - - 25.0 - - 25.0 50.0 
30-99人 26 23.1 19.2 - 11.5 11.5 3.9 - 7.7 30.8 30.8 
100-299人 112 22.3 25.0 3.6 17.0 2.7 5.4 1.8 0.9 38.4 21.4 
300-499人 130 32.3 16.2 3.9 17.7 10.0 2.3 3.9 1.5 43.1 12.3 
500-999人 133 30.1 20.3 3.0 20.3 14.3 9.0 5.3 3.8 37.6 6.8 
1000人以上 98 32.7 18.4 4.1 17.4 10.2 4.1 6.1 4.1 44.9 6.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 10 - 20.0 - 10.0 10.0 10.0 - - 20.0 50.0 
30-99人 61 19.7 13.1 1.6 11.5 4.9 3.3 - 4.9 41.0 27.9 
100-299人 136 28.7 25.0 2.9 19.9 5.9 5.2 2.9 0.7 36.8 17.7 
300-499人 104 31.7 16.4 3.9 17.3 10.6 3.9 6.7 1.0 44.2 8.7 
500-999人 116 33.6 19.8 3.5 21.6 13.8 9.5 3.5 5.2 37.9 4.3 
1000人以上 79 31.7 19.0 5.1 13.9 11.4 5.1 6.3 3.8 44.3 6.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - 
建設業 9 22.2 11.1 11.1 - - - - - 33.3 33.3 
製造業 299 33.1 20.1 4.3 20.7 10.0 6.0 4.0 2.0 42.5 6.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - - 100.0 - 
情報通信業 31 45.2 16.1 - 12.9 25.8 3.2 12.9 3.2 41.9 3.2 
運輸業、郵便業 13 23.1 30.8 7.7 7.7 - 7.7 - - 7.7 46.2 
卸売業、小売業 26 19.2 19.2 3.8 26.9 7.7 - 3.8 - 38.5 23.1 
金融業、保険業 6 - 16.7 - - - 16.7 - 33.3 33.3 16.7 
不動産業、物品賃貸業 4 - - - - - 25.0 - - 75.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 29 48.3 17.2 3.4 27.6 17.2 13.8 - - 44.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 4 - - 25.0 - - - - - - 75.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 14 7.1 28.6 - 21.4 - 14.3 - - 21.4 42.9 
医療、福祉 30 6.7 20.0 - - - 3.3 6.7 - 36.7 43.3 
複合サービス事業 6 16.7 - - 33.3 - 16.7 16.7 - - 33.3 
その他サービス業 48 27.1 20.8 - 8.3 6.3 - 2.1 10.4 43.8 12.5 
その他 1 - - - - - - - - - 100.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 277 31.1 23.1 2.5 18.1 10.5 5.1 4.3 3.3 36.1 12.3 
支社、支店 124 28.2 11.3 3.2 13.7 7.3 6.5 2.4 1.6 39.5 17.7 
営業所 8 - - - - - - - - 50.0 50.0 
研究所 7 28.6 - - 14.3 - - 14.3 - 57.1 - 
その他 103 27.2 20.4 5.8 21.4 8.7 7.8 3.9 3.9 48.5 5.8 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 58 32.8 10.3 - 10.3 10.3 3.5 10.3 1.7 43.1 8.6 
やや上昇している 153 28.8 20.9 4.6 20.9 9.2 4.6 2.0 5.2 43.8 8.5 
横ばい 178 28.7 21.4 2.3 16.9 9.6 6.7 4.5 2.8 38.8 15.2 
ゆるやかに低下している 55 23.6 20.0 3.6 18.2 14.6 12.7 1.8 1.8 30.9 20.0 
低下している 53 32.1 15.1 7.6 15.1 1.9 1.9 1.9 - 39.6 17.0 
その他 17 47.1 29.4 5.9 11.8 17.7 5.9 - - 35.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 352 29.3 18.5 4.0 17.3 10.2 5.4 4.0 2.3 43.2 7.7 
ない 171 29.8 21.1 2.3 18.1 7.6 6.4 4.1 4.1 32.8 22.8 

問５付問１－４　フレックスタイム制の問題点　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,891 67.8 20.2 16.0 12.5 20.7 12.9 4.3 3.7 2.1 11.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 59 66.1 6.8 13.6 3.4 11.9 6.8 3.4 1.7 3.4 13.6 
30-99人 312 72.1 15.7 9.9 7.7 17.3 7.4 4.2 1.0 2.9 12.2 
100-299人 710 70.4 20.7 14.5 11.8 22.8 12.8 3.9 3.9 1.8 10.9 
300-499人 349 67.6 22.6 21.5 17.2 21.8 14.3 6.3 2.6 1.7 11.5 
500-999人 277 62.1 22.4 17.7 13.0 19.5 14.8 3.3 6.9 2.2 9.0 
1000人以上 131 59.5 22.9 19.1 16.0 21.4 18.3 4.6 6.1 1.5 11.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 202 77.2 13.9 11.4 4.5 14.9 5.5 3.0 2.0 2.5 10.4 
30-99人 461 69.4 15.8 10.9 11.1 20.4 9.3 3.9 1.7 2.6 14.1 
100-299人 682 68.8 22.3 17.3 13.3 21.4 13.9 4.8 4.7 1.9 9.7 
300-499人 268 63.8 23.9 21.6 18.7 24.6 16.4 5.6 3.7 2.2 10.1 
500-999人 156 57.7 25.0 20.5 10.3 20.5 17.3 1.9 7.1 0.6 10.9 
1000人以上 68 61.8 20.6 16.2 14.7 20.6 20.6 5.9 2.9 1.5 8.8 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - 
建設業 59 64.4 18.6 15.3 15.3 33.9 18.6 1.7 6.8 1.7 11.9 
製造業 383 63.2 31.9 22.7 15.4 21.4 18.8 5.7 4.4 1.6 11.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 42 85.7 47.6 7.1 7.1 14.3 7.1 2.4 4.8 - 2.4 
情報通信業 50 44.0 24.0 34.0 14.0 38.0 30.0 4.0 6.0 4.0 6.0 
運輸業、郵便業 133 72.2 20.3 9.8 8.3 24.8 9.8 3.8 2.3 2.3 14.3 
卸売業、小売業 219 70.3 20.5 20.5 8.2 17.4 11.0 2.3 1.4 2.7 11.0 
金融業、保険業 83 78.3 2.4 4.8 4.8 14.5 3.6 2.4 2.4 1.2 7.2 
不動産業、物品賃貸業 8 37.5 - 37.5 12.5 12.5 25.0 - - 12.5 12.5 
学術研究、専門・技術サービス業 43 51.2 23.3 30.2 18.6 41.9 27.9 7.0 14.0 2.3 9.3 
宿泊業、飲食サービス業 66 65.2 13.6 12.1 10.6 21.2 10.6 9.1 4.5 3.0 12.1 
生活関連サービス業、娯楽業 20 70.0 15.0 15.0 10.0 15.0 - - - - 15.0 
教育、学習支援業 177 73.4 11.3 7.9 11.3 14.7 7.9 4.0 1.1 1.7 9.0 
医療、福祉 395 71.9 18.5 10.4 12.9 15.2 9.1 4.1 4.8 2.3 12.7 
複合サービス事業 20 50.0 - 25.0 30.0 5.0 25.0 5.0 5.0 - 5.0 
その他サービス業 181 63.5 13.8 19.3 16.0 31.5 13.8 6.1 2.8 2.2 13.3 
その他 9 55.6 11.1 22.2 11.1 11.1 11.1 - - - 22.2 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,015 65.2 19.7 19.7 15.5 24.1 16.1 5.2 3.4 1.3 11.7 
支社、支店 544 70.4 19.1 11.8 8.8 15.1 9.2 2.9 4.4 3.3 11.8 
営業所 117 79.5 19.7 10.3 5.1 18.0 4.3 1.7 1.7 0.9 7.7 
研究所 4 75.0 - 25.0 - 50.0 25.0 - - - - 
その他 200 67.0 26.0 12.0 12.5 19.5 11.5 5.5 4.5 3.0 10.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 141 61.0 20.6 22.7 17.0 22.0 14.9 4.3 5.0 2.8 12.1 
やや上昇している 502 70.1 22.1 15.5 12.2 21.7 12.8 3.8 4.2 2.0 10.4 
横ばい 684 68.9 18.0 13.6 11.6 18.1 12.1 3.8 4.1 1.8 10.2 
ゆるやかに低下している 285 67.4 21.1 20.0 13.7 24.9 15.8 4.9 1.1 2.5 10.9 
低下している 178 66.9 23.6 17.4 12.9 20.2 10.7 8.4 1.7 - 15.2 
その他 54 63.0 14.8 13.0 9.3 24.1 7.4 - 13.0 3.7 11.1 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 901 67.8 21.8 15.7 11.8 19.5 13.2 4.0 4.4 1.6 9.5 
ない 986 67.7 18.7 16.2 13.1 21.7 12.5 4.7 3.0 2.5 13.0 

問５付問２　フレックスタイムを導入しない理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 2,428 66.7 10.6 5.3 2.0 5.5 4.2 7.4 2.3 5.6 2.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 74.6 7.9 11.1 - - - 3.2 1.6 1.6 - 
30-99人 340 73.2 9.7 2.9 2.4 2.6 1.5 5.6 1.5 6.2 2.1 
100-299人 830 70.6 9.8 3.6 1.7 4.2 2.2 5.8 1.2 6.0 2.5 
300-499人 481 64.4 12.3 5.6 1.0 6.4 4.8 6.7 3.1 5.4 1.2 
500-999人 411 62.0 11.4 6.1 3.2 8.3 7.5 9.5 2.4 5.8 2.2 
1000人以上 229 56.3 9.6 10.5 3.1 8.7 8.7 14.4 6.1 5.2 3.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 76.5 6.6 5.2 0.9 0.5 0.5 4.2 1.9 2.8 3.8 
30-99人 525 69.0 12.2 3.2 2.3 3.6 2.1 5.7 1.5 7.2 1.7 
100-299人 826 69.1 11.6 4.4 1.6 5.0 2.7 5.7 1.3 5.3 1.8 
300-499人 373 62.7 9.9 6.2 1.3 7.8 6.7 8.6 4.0 5.6 1.9 
500-999人 272 58.8 9.2 6.6 4.0 9.2 8.8 12.5 2.9 6.6 2.9 
1000人以上 147 56.5 8.2 12.2 2.7 9.5 10.2 15.0 6.1 5.4 2.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - 
建設業 68 67.6 7.4 7.4 - 4.4 7.4 14.7 - 5.9 1.5 
製造業 683 64.6 8.5 6.9 2.6 8.2 8.3 9.2 3.2 4.8 2.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 79.1 7.0 4.7 - - - 4.7 - 4.7 2.3 
情報通信業 81 56.8 8.6 13.6 6.2 13.6 7.4 9.9 1.2 12.3 1.2 
運輸業、郵便業 147 70.1 12.9 2.0 2.7 1.4 0.7 8.8 0.7 4.8 - 
卸売業、小売業 248 67.3 12.9 8.1 2.8 2.4 2.8 5.6 2.4 2.8 4.0 
金融業、保険業 89 82.0 1.1 2.2 - - 3.4 3.4 1.1 6.7 1.1 
不動産業、物品賃貸業 13 69.2 - 7.7 - 7.7 7.7 15.4 - 7.7 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 62.5 1.4 4.2 - 11.1 4.2 15.3 4.2 4.2 1.4 
宿泊業、飲食サービス業 71 56.3 21.1 2.8 1.4 - - 12.7 4.2 7.0 1.4 
生活関連サービス業、娯楽業 21 61.9 9.5 9.5 4.8 - - 4.8 4.8 9.5 4.8 
教育、学習支援業 193 64.2 10.9 3.6 2.1 9.8 3.1 8.8 4.1 4.7 1.0 
医療、福祉 429 73.4 12.4 2.8 - 3.3 0.7 1.4 1.4 5.6 2.3 
複合サービス事業 26 61.5 26.9 11.5 - 3.8 3.8 3.8 - 3.8 3.8 
その他サービス業 229 59.4 14.4 3.1 3.5 4.8 3.5 7.4 1.7 10.0 2.2 
その他 10 70.0 10.0 10.0 10.0 20.0 10.0 30.0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 65.1 11.5 5.9 2.4 5.8 4.1 8.3 2.2 5.8 2.2 
支社、支店 670 69.7 9.6 3.9 2.1 5.4 4.5 5.8 2.5 5.2 2.4 
営業所 125 77.6 8.8 5.6 0.8 - - 3.2 0.8 3.2 0.8 
研究所 11 63.6 9.1 18.2 9.1 18.2 18.2 18.2 9.1 - - 
その他 305 62.3 9.5 5.6 0.7 6.9 5.6 8.5 3.0 7.5 2.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 62.0 11.0 9.5 4.0 8.5 7.5 13.0 3.5 4.5 1.0 
やや上昇している 658 66.3 11.1 6.1 1.8 5.2 3.8 6.8 3.0 4.6 2.4 
横ばい 868 69.5 9.6 3.9 1.4 5.1 3.8 6.7 2.2 6.3 2.0 
ゆるやかに低下している 342 64.3 11.4 7.0 3.8 7.3 4.7 7.6 2.3 5.3 1.5 
低下している 231 68.4 13.9 3.5 1.3 3.5 3.5 6.1 0.4 5.2 2.6 
その他 71 53.5 4.2 5.6 1.4 7.0 7.0 14.1 1.4 9.9 1.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 64.9 9.1 6.5 2.5 6.6 5.5 8.7 2.8 5.8 2.2 
ない 1,162 68.5 12.3 4.0 1.5 4.4 2.8 6.0 1.8 5.5 2.0 

問６　今後の労働時間管理のあり方　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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Total 2,428 2.1 3.1 2.3 3.5 0.2 93.8 1.4
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 - - - - - 100.0 - 
30-99人 340 0.3 0.3 - 0.3 - 98.8 0.6 
100-299人 830 2.8 2.4 2.9 3.1 0.1 94.7 0.8 
300-499人 481 1.5 3.1 2.3 3.1 0.2 94.0 1.5 
500-999人 411 2.4 3.4 2.7 4.1 - 91.7 2.2 
1000人以上 229 4.4 8.3 3.5 9.2 0.9 85.6 3.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 - - - 0.5 - 98.6 0.9 
30-99人 525 2.1 1.0 1.7 1.5 - 96.2 1.1 
100-299人 826 2.9 3.9 3.3 3.9 0.2 93.6 0.7 
300-499人 373 1.3 2.7 1.9 3.8 0.3 94.1 1.1 
500-999人 272 1.8 3.7 2.6 4.8 0.4 91.5 2.6 
1000人以上 147 4.8 10.2 3.4 10.2 - 82.3 6.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 100.0 - 
建設業 68 - - - - - 97.1 2.9 
製造業 683 1.3 4.4 2.0 5.0 - 91.5 2.6 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - - - - 100.0 - 
情報通信業 81 1.2 4.9 3.7 7.4 - 92.6 - 
運輸業、郵便業 147 1.4 2.0 1.4 2.0 - 97.3 - 
卸売業、小売業 248 - - - 0.4 - 98.8 0.8 
金融業、保険業 89 - 1.1 1.1 1.1 - 97.8 1.1 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - - 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 6.9 8.3 9.7 15.3 - 84.7 - 
宿泊業、飲食サービス業 71 1.4 1.4 1.4 - 1.4 95.8 2.8 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - 4.8 - - - 95.2 - 
教育、学習支援業 193 13.5 9.8 10.4 11.4 0.5 79.8 1.0 
医療、福祉 429 1.2 1.2 0.9 0.5 0.2 97.4 0.7 
複合サービス事業 26 - - - - - 100.0 - 
その他サービス業 229 1.3 2.2 2.2 2.6 0.4 95.2 1.7 
その他 10 - - - - - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 1.5 2.6 2.0 3.1 0.2 94.8 1.3 
支社、支店 670 2.2 3.6 2.2 3.6 0.3 92.7 2.1 
営業所 125 - 0.8 - - - 99.2 - 
研究所 11 9.1 27.3 18.2 45.5 - 54.5 - 
その他 305 5.6 4.3 4.6 5.6 - 90.8 0.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 2.5 5.5 2.0 5.0 - 93.0 1.0 
やや上昇している 658 2.7 4.6 2.7 4.3 0.3 91.5 2.6 
横ばい 868 1.5 1.8 1.8 2.5 0.2 95.3 1.0 
ゆるやかに低下している 342 0.6 1.2 0.9 0.9 - 97.4 0.9 
低下している 231 0.4 0.9 0.4 1.7 - 97.0 1.3 
その他 71 16.9 16.9 18.3 23.9 - 69.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 2.8 3.7 2.7 4.4 0.2 92.4 1.7 
ない 1,162 1.5 2.4 2.0 2.6 0.2 95.3 1.1 

問７　適用している評価制度  専門業務型裁量労働制適用者　（複数回答：該当するものすべてに○）　％

32－ 330 － － 331 －
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不
明

Total 2,428 0.3 1.1 0.7 1.2 0.1 96.0 2.3
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 - - - - - 100.0 - 
30-99人 340 0.3 0.3 0.3 0.3 - 99.1 0.3 
100-299人 830 0.4 0.7 0.6 0.7 0.1 97.1 1.9 
300-499人 481 - 0.6 1.2 1.2 0.2 96.5 1.7 
500-999人 411 0.2 1.5 1.0 1.7 - 94.6 2.9 
1000人以上 229 1.3 2.6 - 2.6 - 89.5 7.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 0.5 0.5 0.5 0.5 - 98.1 0.9 
30-99人 525 0.2 0.4 0.6 0.4 - 97.7 1.7 
100-299人 826 0.2 0.7 0.5 0.7 0.2 97.2 1.6 
300-499人 373 0.3 1.3 1.3 1.9 - 95.7 1.9 
500-999人 272 - 1.1 1.1 1.8 - 94.1 3.7 
1000人以上 147 2.0 4.8 - 4.8 - 85.0 10.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 100.0 - 
建設業 68 - - - - - 100.0 - 
製造業 683 0.6 2.6 1.5 3.1 - 93.0 3.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - - - - 100.0 - 
情報通信業 81 - 2.5 1.2 2.5 - 95.1 2.5 
運輸業、郵便業 147 - - - - - 97.3 2.7 
卸売業、小売業 248 - - 0.4 0.4 - 98.8 0.4 
金融業、保険業 89 - 1.1 1.1 1.1 - 97.8 1.1 
不動産業、物品賃貸業 13 - - - - - 100.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 - 1.4 - 1.4 - 93.1 5.6 
宿泊業、飲食サービス業 71 1.4 1.4 1.4 - 1.4 95.8 2.8 
生活関連サービス業、娯楽業 21 - - - - - 95.2 4.8 
教育、学習支援業 193 0.5 - - - - 94.8 4.7 
医療、福祉 429 - 0.2 0.2 0.2 - 98.4 1.2 
複合サービス事業 26 - - - - - 100.0 - 
その他サービス業 229 0.9 0.9 0.9 1.3 0.4 96.1 2.2 
その他 10 - - - - - 100.0 - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 0.2 0.9 0.6 1.1 0.1 96.4 2.2 
支社、支店 670 0.4 1.5 0.7 1.3 0.1 95.5 2.5 
営業所 125 - - - - - 99.2 0.8 
研究所 11 9.1 18.2 9.1 27.3 - 72.7 - 
その他 305 0.7 0.7 1.0 1.3 - 95.4 3.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 2.0 4.5 1.0 4.0 - 93.0 2.5 
やや上昇している 658 0.2 1.4 0.8 1.2 0.3 94.2 3.8 
横ばい 868 0.3 0.2 0.2 0.6 - 97.2 2.0 
ゆるやかに低下している 342 - 0.9 0.6 0.6 - 98.0 1.2 
低下している 231 - 0.9 0.4 0.9 - 97.4 1.7 
その他 71 - 1.4 7.0 7.0 - 90.1 2.8 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 0.5 1.3 1.0 1.7 - 95.4 2.6 
ない 1,162 0.2 0.8 0.4 0.7 0.2 96.7 2.1 

問７　適用している評価制度  企画業務型裁量労働制適用者　（複数回答：該当するものすべてに○）　％

33－ 332 －
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Total 2,428 6.8 15.0 6.5 13.2 0.3 78.4 2.9
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 1.6 3.2 - 1.6 - 93.7 1.6 
30-99人 340 2.1 4.4 1.8 4.4 - 92.4 2.4 
100-299人 830 3.6 7.7 3.1 7.2 0.2 86.5 3.3 
300-499人 481 8.7 19.1 9.4 14.6 0.2 73.0 4.2 
500-999人 411 11.2 24.6 9.0 20.9 0.5 67.6 1.9 
1000人以上 229 15.3 32.3 16.6 32.8 1.3 57.2 2.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 0.5 2.3 0.5 1.4 - 95.3 1.9 
30-99人 525 3.4 6.5 3.4 6.5 - 88.4 3.4 
100-299人 826 4.5 10.0 3.8 7.9 0.4 83.5 3.4 
300-499人 373 10.7 20.4 9.9 17.4 0.5 72.1 2.9 
500-999人 272 15.4 33.8 13.6 29.8 0.4 57.4 1.8 
1000人以上 147 15.6 40.8 19.0 41.5 1.4 46.3 2.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 100.0 - 
建設業 68 1.5 2.9 1.5 4.4 - 86.8 5.9 
製造業 683 16.3 34.3 12.9 30.7 0.3 56.2 2.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 - - - - - 97.7 2.3 
情報通信業 81 12.3 25.9 17.3 27.2 1.2 61.7 2.5 
運輸業、郵便業 147 1.4 3.4 0.7 2.0 - 91.2 4.8 
卸売業、小売業 248 0.8 5.6 2.0 5.6 - 89.5 3.2 
金融業、保険業 89 1.1 4.5 1.1 3.4 - 93.3 2.2 
不動産業、物品賃貸業 13 23.1 30.8 - 15.4 - 69.2 - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 11.1 31.9 18.1 37.5 - 59.7 - 
宿泊業、飲食サービス業 71 - - 1.4 - - 94.4 4.2 
生活関連サービス業、娯楽業 21 4.8 4.8 - - - 95.2 - 
教育、学習支援業 193 2.1 2.1 1.6 - 1.0 92.7 3.1 
医療、福祉 429 1.9 2.8 2.1 0.2 0.2 93.0 3.0 
複合サービス事業 26 11.5 15.4 7.7 11.5 - 76.9 7.7 
その他サービス業 229 4.8 15.3 8.7 13.5 0.9 79.0 2.6 
その他 10 - - - - - 90.0 10.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 6.3 14.0 6.0 12.5 0.5 78.7 3.3 
支社、支店 670 5.7 11.9 5.4 11.3 - 81.5 3.3 
営業所 125 2.4 3.2 2.4 1.6 - 93.6 3.2 
研究所 11 18.2 54.5 18.2 63.6 - 36.4 - 
その他 305 12.5 28.2 12.1 23.3 0.7 66.2 0.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 9.0 23.0 7.0 20.0 1.0 71.0 2.0 
やや上昇している 658 6.4 16.7 7.9 15.3 0.6 76.7 2.3 
横ばい 868 6.8 13.5 6.2 12.1 0.1 79.5 3.2 
ゆるやかに低下している 342 6.1 11.4 6.1 7.6 0.3 83.9 3.2 
低下している 231 8.2 15.2 3.5 12.6 - 77.1 4.8 
その他 71 4.2 14.1 8.5 16.9 - 76.1 1.4 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 9.7 20.6 8.6 18.7 0.5 72.1 2.0 
ない 1,162 3.6 8.8 4.1 7.2 0.2 85.3 4.0 

問７　適用している評価制度  フレックスタイム制適用者　（複数回答：該当するものすべてに○） ％

34－ 332 － － 333 －
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Total 2,428 31.3 64.3 37.7 60.1 2.0 3.2 4.9
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 34.9 58.7 22.2 39.7 - 11.1 7.9 
30-99人 340 32.1 61.5 40.0 55.3 1.5 4.1 4.1 
100-299人 830 33.9 64.6 39.3 58.1 2.2 3.6 5.8 
300-499人 481 31.0 68.2 35.8 62.0 1.5 2.5 3.3 
500-999人 411 28.7 61.6 35.5 65.2 2.9 2.2 5.8 
1000人以上 229 27.1 68.6 40.6 68.1 2.6 1.3 3.9 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 26.8 55.9 36.6 47.9 1.4 6.6 6.1 
30-99人 525 36.4 65.5 38.1 57.0 1.7 2.9 6.1 
100-299人 826 31.4 64.8 38.4 59.2 2.2 3.9 4.5 
300-499人 373 34.9 65.4 35.4 62.7 2.7 3.0 3.8 
500-999人 272 25.4 64.7 39.0 72.8 2.2 0.4 5.2 
1000人以上 147 22.5 68.0 36.1 67.4 1.4 1.4 4.1 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 100.0 100.0 - - - 
建設業 68 27.9 67.6 30.9 70.6 - 1.5 1.5 
製造業 683 24.5 71.2 32.2 74.7 0.9 1.0 3.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 18.6 90.7 14.0 74.4 - 2.3 - 
情報通信業 81 27.2 70.4 39.5 81.5 3.7 2.5 1.2 
運輸業、郵便業 147 36.7 60.5 38.8 54.4 1.4 2.7 6.1 
卸売業、小売業 248 13.7 60.9 31.9 63.3 0.8 2.0 6.9 
金融業、保険業 89 15.7 88.8 28.1 79.8 - 1.1 1.1 
不動産業、物品賃貸業 13 23.1 69.2 53.8 69.2 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 72 38.9 72.2 51.4 75.0 2.8 1.4 1.4 
宿泊業、飲食サービス業 71 31.0 67.6 47.9 50.7 2.8 5.6 7.0 
生活関連サービス業、娯楽業 21 19.0 47.6 57.1 81.0 - - 9.5 
教育、学習支援業 193 60.1 46.6 36.3 33.7 7.3 4.1 4.1 
医療、福祉 429 46.9 53.8 49.2 38.0 2.8 6.3 7.5 
複合サービス事業 26 53.8 76.9 46.2 53.8 - 7.7 - 
その他サービス業 229 22.3 64.6 36.7 57.6 2.6 4.8 7.9 
その他 10 30.0 40.0 60.0 30.0 - 20.0 20.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 30.7 64.5 38.0 59.8 2.1 3.5 3.6 
支社、支店 670 31.2 63.1 38.7 60.9 1.8 3.0 6.4 
営業所 125 28.8 66.4 36.0 61.6 - 3.2 5.6 
研究所 11 9.1 72.7 27.3 81.8 - - - 
その他 305 36.1 65.9 34.8 61.0 3.3 2.3 5.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 28.0 74.0 36.5 66.0 2.0 1.5 4.0 
やや上昇している 658 27.4 67.0 36.9 63.1 1.8 2.9 4.1 
横ばい 868 34.1 62.7 36.5 57.1 2.1 3.5 5.1 
ゆるやかに低下している 342 34.2 59.7 40.9 61.7 1.8 4.4 4.4 
低下している 231 27.7 66.2 39.8 58.9 1.3 3.5 5.2 
その他 71 38.0 57.8 36.6 57.8 4.2 - 7.0 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 29.1 63.5 33.4 63.3 2.0 2.4 5.0 
ない 1,162 33.7 65.2 42.3 56.8 2.1 4.0 4.7 

問７　適用している評価制度  管理監督者　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　％
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Total 2,428 39.1 62.2 37.4 48.5 1.9 3.7 11.7
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 30.2 55.6 28.6 34.9 1.6 6.3 20.6 
30-99人 340 35.3 62.1 39.1 46.5 1.5 2.9 11.8 
100-299人 830 41.9 63.7 38.2 48.6 1.9 3.1 11.2 
300-499人 481 40.1 62.8 35.8 48.2 1.5 3.7 11.6 
500-999人 411 38.9 60.1 37.5 51.3 2.2 3.6 12.4 
1000人以上 229 40.2 65.1 35.8 52.0 3.1 5.7 10.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 213 27.2 57.3 37.6 38.5 0.9 2.3 18.3 
30-99人 525 41.5 63.6 39.6 46.7 2.1 2.5 11.2 
100-299人 826 40.2 63.0 36.7 50.0 1.8 3.4 11.3 
300-499人 373 43.7 60.9 37.3 49.6 2.9 4.0 11.0 
500-999人 272 39.7 65.1 36.4 54.8 1.5 5.1 10.7 
1000人以上 147 34.0 61.9 32.0 49.7 1.4 7.5 12.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 100.0 100.0 100.0 - - - 
建設業 68 32.4 67.6 23.5 58.8 - - 16.2 
製造業 683 36.2 68.8 32.5 56.7 0.7 4.1 11.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 25.6 90.7 16.3 69.8 - - 4.7 
情報通信業 81 33.3 69.1 29.6 63.0 2.5 11.1 6.2 
運輸業、郵便業 147 40.1 52.4 36.7 42.2 2.0 1.4 15.0 
卸売業、小売業 248 22.6 58.5 33.5 52.8 1.2 3.2 13.7 
金融業、保険業 89 29.2 83.1 29.2 68.5 1.1 1.1 6.7 
不動産業、物品賃貸業 13 23.1 53.8 23.1 38.5 - 23.1 15.4 
学術研究、専門・技術サービス業 72 41.7 51.4 33.3 44.4 1.4 25.0 9.7 
宿泊業、飲食サービス業 71 36.6 69.0 43.7 43.7 1.4 2.8 15.5 
生活関連サービス業、娯楽業 21 19.0 71.4 66.7 42.9 - 4.8 9.5 
教育、学習支援業 193 58.0 40.9 32.1 29.0 6.2 1.6 14.5 
医療、福祉 429 56.4 56.9 54.3 33.3 2.8 0.9 11.7 
複合サービス事業 26 53.8 76.9 46.2 65.4 - - 7.7 
その他サービス業 229 29.7 63.8 37.1 51.5 2.2 4.8 11.4 
その他 10 30.0 60.0 80.0 30.0 - 10.0 10.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,300 38.4 60.1 36.0 48.2 2.2 4.5 12.2 
支社、支店 670 38.2 64.9 41.6 48.5 1.0 2.5 11.5 
営業所 125 32.8 60.8 32.0 51.2 0.8 0.8 16.0 
研究所 11 18.2 45.5 27.3 72.7 - 18.2 - 
その他 305 47.5 67.2 36.1 49.5 3.0 3.6 8.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 200 39.5 66.5 38.5 54.0 2.0 6.0 9.0 
やや上昇している 658 38.9 64.4 38.8 50.5 1.7 3.8 9.9 
横ばい 868 41.1 62.0 35.8 46.1 1.8 4.0 11.6 
ゆるやかに低下している 342 36.5 60.2 39.2 48.2 2.3 2.3 14.3 
低下している 231 35.1 61.5 34.6 49.8 0.9 1.3 15.2 
その他 71 43.7 56.3 35.2 45.1 2.8 4.2 9.9 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,261 38.1 62.3 32.1 50.4 1.5 3.7 11.9 
ない 1,162 40.2 62.2 42.9 46.6 2.2 3.8 11.5 

問７　適用している評価制度  その他の労働時間制で働く労働者　（複数回答：該当するものすべてに○）　％

36－ 334 － － 335 －
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Total 2,258 54.1 43.7 2.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 63 44.4 54.0 1.6 
30-99人 334 52.7 45.5 1.8 
100-299人 776 47.7 50.3 2.1 
300-499人 447 55.9 41.2 2.9 
500-999人 375 60.5 37.1 2.4 
1000人以上 196 70.4 28.1 1.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 208 46.6 51.4 1.9 
30-99人 501 48.7 49.7 1.6 
100-299人 764 50.8 46.7 2.5 
300-499人 347 58.5 39.2 2.3 
500-999人 249 66.3 30.9 2.8 
1000人以上 121 75.2 24.0 0.8 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - 
建設業 66 60.6 39.4 - 
製造業 620 57.7 39.0 3.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 43 69.8 30.2 - 
情報通信業 75 77.3 20.0 2.7 
運輸業、郵便業 142 45.8 52.8 1.4 
卸売業、小売業 241 53.1 44.8 2.1 
金融業、保険業 87 77.0 23.0 - 
不動産業、物品賃貸業 12 75.0 25.0 - 
学術研究、専門・技術サービス業 61 67.2 29.5 3.3 
宿泊業、飲食サービス業 67 41.8 56.7 1.5 
生活関連サービス業、娯楽業 20 50.0 45.0 5.0 
教育、学習支援業 152 63.8 32.2 3.9 
医療、福祉 413 42.9 55.7 1.5 
複合サービス事業 26 50.0 50.0 - 
その他サービス業 218 43.6 54.6 1.8 
その他 10 30.0 60.0 10.0 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1,222 57.5 40.3 2.2 
支社、支店 617 49.4 48.8 1.8 
営業所 124 48.4 50.0 1.6 
研究所 6 100.0 - - 
その他 274 51.5 44.9 3.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 183 55.2 42.1 2.7 
やや上昇している 598 57.4 39.8 2.8 
横ばい 821 55.1 43.4 1.6 
ゆるやかに低下している 331 48.3 49.6 2.1 
低下している 223 48.4 48.9 2.7 
その他 47 72.3 27.7 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1,153 60.8 37.1 2.1 
ない 1,100 47.3 50.3 2.5 

問８　裁量労働制度の認知　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 1,221 63.7 15.7 8.6 10.0 6.7 9.2 12.1 6.1 2.1 0.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 28 85.7 14.3 - 3.6 3.6 7.1 3.6 - - - 
30-99人 176 86.4 12.5 4.6 4.6 2.8 2.8 4.6 2.3 1.7 - 
100-299人 370 63.5 18.7 7.8 8.7 5.1 5.7 11.4 5.4 3.2 1.4 
300-499人 250 61.6 16.4 10.0 10.0 6.4 9.2 12.0 7.2 0.4 - 
500-999人 227 57.3 13.2 11.5 14.1 8.4 13.7 15.9 7.5 2.2 0.4 
1000人以上 138 47.8 16.7 10.1 13.0 13.0 19.6 16.7 10.1 2.2 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 97 91.8 10.3 - 3.1 5.2 2.1 1.0 - 1.0 - 
30-99人 244 80.7 15.2 6.2 4.9 6.2 2.5 4.5 2.9 2.5 0.4 
100-299人 388 61.3 20.1 8.5 9.5 3.1 6.4 13.4 6.7 2.3 1.0 
300-499人 203 52.7 13.3 13.8 11.3 7.9 11.3 15.3 7.4 1.0 0.5 
500-999人 165 50.9 14.6 10.3 17.6 10.9 18.8 18.2 7.9 3.0 - 
1000人以上 91 47.3 13.2 9.9 15.4 15.4 24.2 16.5 13.2 1.1 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 1 100.0 - - - - - - - - - 
建設業 40 65.0 10.0 12.5 7.5 12.5 5.0 7.5 7.5 - - 
製造業 358 51.7 10.1 14.8 17.0 8.4 19.8 19.0 8.1 2.0 0.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 30 46.7 60.0 3.3 - - - - 3.3 - - 
情報通信業 58 27.6 13.8 10.3 22.4 17.2 15.5 34.5 6.9 3.4 3.4 
運輸業、郵便業 65 80.0 18.5 1.5 4.6 3.1 1.5 7.7 1.5 1.5 1.5 
卸売業、小売業 128 71.9 12.5 2.3 9.4 10.9 3.9 11.7 4.7 0.8 - 
金融業、保険業 67 74.6 11.9 4.5 1.5 3.0 1.5 4.5 3.0 3.0 - 
不動産業、物品賃貸業 9 55.6 44.4 11.1 33.3 11.1 22.2 11.1 11.1 - - 
学術研究、専門・技術サービス業 41 43.9 14.6 9.8 9.8 4.9 26.8 12.2 12.2 9.8 2.4 
宿泊業、飲食サービス業 28 89.3 32.1 3.6 7.1 3.6 - 7.1 7.1 3.6 - 
生活関連サービス業、娯楽業 10 90.0 10.0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 97 60.8 12.4 15.5 6.2 10.3 - 6.2 6.2 4.1 - 
医療、福祉 177 82.5 19.2 2.3 1.7 - 1.1 8.5 4.5 0.6 0.6 
複合サービス事業 13 61.5 15.4 30.8 7.7 15.4 7.7 - 15.4 - - 
その他サービス業 95 72.6 23.2 4.2 10.5 3.2 7.4 4.2 4.2 3.2 - 
その他 3 100.0 - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 702 59.7 16.1 9.3 12.8 7.4 9.7 14.1 7.4 2.1 0.3 
支社、支店 305 71.8 16.7 6.2 6.2 7.2 4.6 9.2 4.3 2.3 0.7 
営業所 60 90.0 10.0 - 1.7 - 1.7 - 1.7 3.3 1.7 
研究所 6 16.7 - 66.7 16.7 - 16.7 33.3 - - - 
その他 141 56.7 14.2 11.4 7.8 5.7 19.9 13.5 5.7 1.4 0.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 101 58.4 18.8 8.9 12.9 7.9 10.9 4.0 8.9 2.0 1.0 
やや上昇している 343 62.7 18.4 9.3 10.5 5.8 7.9 13.7 5.5 2.0 0.6 
横ばい 452 66.2 12.4 8.4 10.4 8.4 10.6 10.6 5.1 1.8 - 
ゆるやかに低下している 160 65.0 18.1 3.8 7.5 6.3 6.9 16.9 7.5 1.3 0.6 
低下している 108 62.0 15.7 13.0 9.3 3.7 9.3 15.7 9.3 0.9 0.9 
その他 34 50.0 8.8 8.8 8.8 5.9 14.7 5.9 2.9 17.7 2.9 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 701 58.5 13.8 13.3 11.4 7.9 11.4 12.4 6.9 1.9 0.4 
ない 520 70.8 18.3 2.3 8.1 5.2 6.2 11.7 5.0 2.5 0.6 

問８付問１　裁量労働制を導入していない理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 82 67.1 59.8 52.4 53.7 - - - - - - - - 1.2 9.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
30-99人 5 60.0 80.0 80.0 80.0 - - - - - - - - - - 
100-299人 19 52.6 57.9 79.0 63.2 - - - - - - - - - 5.3 
300-499人 16 56.3 56.3 43.8 37.5 - - - - - - - - - 12.5 
500-999人 19 84.2 57.9 42.1 63.2 - - - - - - - - - 5.3 
1000人以上 18 72.2 66.7 44.4 33.3 - - - - - - - - 5.6 16.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 5 40.0 80.0 80.0 60.0 - - - - - - - - - 20.0 
30-99人 15 40.0 66.7 80.0 73.3 - - - - - - - - - 6.7 
100-299人 12 83.3 50.0 41.7 41.7 - - - - - - - - - 8.3 
300-499人 16 62.5 50.0 37.5 43.8 - - - - - - - - - 12.5 
500-999人 18 88.9 50.0 50.0 66.7 - - - - - - - - 5.6 - 
1000人以上 14 64.3 71.4 50.0 28.6 - - - - - - - - - 21.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 5 60.0 40.0 20.0 40.0 - - - - - - - - - 20.0 
製造業 30 73.3 60.0 50.0 40.0 - - - - - - - - 3.3 13.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 10 90.0 30.0 70.0 60.0 - - - - - - - - - 10.0 
運輸業、郵便業 2 50.0 100.0 100.0 100.0 - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 14 28.6 92.9 71.4 85.7 - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 2 50.0 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 100.0 100.0 - 50.0 - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 100.0 100.0 - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 10 100.0 50.0 30.0 50.0 - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 2 50.0 - 50.0 50.0 - - - - - - - - - 50.0 
その他サービス業 3 66.7 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - - 33.3 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 52 69.2 48.1 44.2 48.1 - - - - - - - - 1.9 15.4 
支社、支店 22 54.6 81.8 72.7 68.2 - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 8 87.5 75.0 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 8 50.0 50.0 62.5 62.5 - - - - - - - - - 12.5 
やや上昇している 20 60.0 50.0 45.0 45.0 - - - - - - - - - 25.0 
横ばい 38 68.4 68.4 55.3 55.3 - - - - - - - - 2.6 5.3 
ゆるやかに低下している 10 80.0 50.0 60.0 60.0 - - - - - - - - - - 
低下している 4 100.0 75.0 50.0 25.0 - - - - - - - - - - 
その他 2 50.0 50.0 - 100.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 55 67.3 63.6 50.9 58.2 - - - - - - - - 1.8 7.3 
ない 27 66.7 51.9 55.6 44.4 - - - - - - - - - 14.8 

問８付問２　裁量労働制の煩雑な手続き　専門業務型　（複数回答：○は３つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 74 48.7 10.8 13.5 25.7 - - - - - - - - - 1.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 5 40.0 40.0 - 20.0 - - - - - - - - - - 
100-299人 18 50.0 - 5.6 38.9 - - - - - - - - - 5.6 
300-499人 14 50.0 7.1 21.4 21.4 - - - - - - - - - - 
500-999人 18 61.1 5.6 16.7 16.7 - - - - - - - - - - 
1000人以上 15 46.7 20.0 13.3 20.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 25.0 - - 75.0 - - - - - - - - - - 
30-99人 14 42.9 14.3 - 42.9 - - - - - - - - - - 
100-299人 11 81.8 - 9.1 - - - - - - - - - - 9.1 
300-499人 14 57.1 7.1 21.4 14.3 - - - - - - - - - - 
500-999人 18 44.4 5.6 22.2 27.8 - - - - - - - - - - 
1000人以上 11 36.4 27.3 18.2 18.2 - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 4 25.0 - 25.0 25.0 - - - - - - - - - 25.0 
製造業 26 50.0 15.4 19.2 15.4 - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 9 77.8 - 11.1 11.1 - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 14 - 14.3 7.1 78.6 - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 2 - 50.0 50.0 - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 10 90.0 - - 10.0 - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 44 52.3 11.4 18.2 18.2 - - - - - - - - - - 
支社、支店 22 36.4 13.6 4.6 40.9 - - - - - - - - - 4.6 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 8 62.5 - 12.5 25.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 - 28.6 28.6 42.9 - - - - - - - - - - 
やや上昇している 15 46.7 20.0 13.3 20.0 - - - - - - - - - - 
横ばい 36 52.8 8.3 8.3 30.6 - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 10 70.0 - 20.0 10.0 - - - - - - - - - - 
低下している 4 50.0 - 25.0 - - - - - - - - - - 25.0 
その他 2 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 51 49.0 7.8 7.8 33.3 - - - - - - - - - 2.0 
ない 23 47.8 17.4 26.1 8.7 - - - - - - - - - - 

問８付問２　裁量労働制の最も煩雑な手続き　専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 82 - - 14.6 30.5 54.9 18.3 39.0 11.0 22.0 42.7 17.1 28.1 1.2 7.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - 100.0 - - - 100.0 100.0 - - 
30-99人 5 - - - 20.0 40.0 20.0 40.0 40.0 - 20.0 20.0 20.0 - 20.0 
100-299人 19 - - - 36.8 63.2 26.3 73.7 10.5 15.8 31.6 - 10.5 - 10.5 
300-499人 16 - - 25.0 50.0 43.8 18.8 25.0 6.3 25.0 37.5 12.5 12.5 6.3 12.5 
500-999人 19 - - 10.5 10.5 63.2 15.8 36.8 10.5 47.4 52.6 15.8 31.6 - 5.3 
1000人以上 18 - - 27.8 27.8 50.0 16.7 22.2 11.1 5.6 61.1 27.8 50.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 5 - - - 40.0 60.0 20.0 60.0 - - 20.0 20.0 20.0 - 20.0 
30-99人 15 - - - 46.7 73.3 13.3 66.7 13.3 13.3 20.0 6.7 6.7 - 13.3 
100-299人 12 - - 8.3 8.3 25.0 33.3 58.3 16.7 25.0 50.0 - 16.7 - 16.7 
300-499人 16 - - 25.0 43.8 43.8 18.8 18.8 6.3 37.5 43.8 12.5 12.5 6.3 6.3 
500-999人 18 - - 5.6 16.7 66.7 22.2 33.3 11.1 38.9 50.0 27.8 44.4 - - 
1000人以上 14 - - 35.7 28.6 50.0 7.1 21.4 14.3 - 64.3 28.6 57.1 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 5 - - - 20.0 60.0 20.0 60.0 40.0 40.0 60.0 - 20.0 - - 
製造業 30 - - 26.7 20.0 56.7 16.7 30.0 6.7 23.3 50.0 26.7 43.3 3.3 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 10 - - - 10.0 60.0 30.0 30.0 30.0 30.0 60.0 20.0 10.0 - 10.0 
運輸業、郵便業 2 - - 50.0 100.0 50.0 - - - - 50.0 - 50.0 - - 
卸売業、小売業 14 - - 7.1 64.3 71.4 - 57.1 7.1 7.1 21.4 14.3 28.6 - 7.1 
金融業、保険業 2 - - 50.0 50.0 - - - - - 50.0 50.0 50.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - 100.0 100.0 - - - 100.0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - - 50.0 50.0 50.0 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 10 - - 10.0 20.0 40.0 40.0 30.0 - 20.0 30.0 - - - 30.0 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 2 - - - - 50.0 - - - 50.0 50.0 - - - 50.0 
その他サービス業 3 - - - 33.3 - 33.3 100.0 - 33.3 33.3 33.3 33.3 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 52 - - 15.4 21.2 44.2 15.4 25.0 9.6 26.9 57.7 21.2 36.5 - 9.6 
支社、支店 22 - - 13.6 54.6 72.7 18.2 63.6 18.2 9.1 18.2 9.1 9.1 - 4.6 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 8 - - 12.5 25.0 75.0 37.5 62.5 - 25.0 12.5 12.5 25.0 12.5 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 8 - - 12.5 25.0 37.5 - 25.0 12.5 37.5 25.0 37.5 37.5 - 12.5 
やや上昇している 20 - - 15.0 25.0 45.0 15.0 40.0 15.0 25.0 55.0 15.0 40.0 - 5.0 
横ばい 38 - - 10.5 31.6 68.4 23.7 47.4 10.5 15.8 36.8 15.8 23.7 2.6 5.3 
ゆるやかに低下している 10 - - 30.0 40.0 50.0 20.0 30.0 - 20.0 30.0 20.0 10.0 - 20.0 
低下している 4 - - 25.0 - 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 75.0 - 25.0 - - 
その他 2 - - - 100.0 - - - - 50.0 100.0 - 50.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 55 - - 16.4 34.6 58.2 12.7 36.4 7.3 23.6 38.2 14.6 29.1 1.8 7.3 
ない 27 - - 11.1 22.2 48.2 29.6 44.4 18.5 18.5 51.9 22.2 25.9 - 7.4 

問８付問２　裁量労働制の煩雑な手続き　企画業務型　（複数回答：○は３つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

41－ 340 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

労
使
協
定
の
締
結

労
使
協
定
の
労
働
基
準
監

督
署
長
へ
の
届
出

健
康
福
祉
確
保
措
置

苦
情
処
理
措
置

労
使
委
員
会
の
設
置

労
働
側
委
員
の
指
名
の
た

め
の
代
表
者
選
出

労
使
委
員
会
の
運
営
規
定

の
策
定

労
使
委
員
会
の
議
事
録
の

作
成

決
議
事
項
の
委
員
の
５
分

の
４
以
上
に
よ
る
合
意

個
別
労
働
者
か
ら
の
同
意

決
議
届
の
作
成
及
び
労
働

基
準
監
督
署
長
へ
の
届
出

報
告
の
作
成
及
び
労
働
基

準
監
督
署
長
へ
の
届
出

そ
の
他

不
明

Total 76 - - 1.3 5.3 32.9 4.0 6.6 1.3 2.6 27.6 4.0 13.2 - 1.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
30-99人 4 - - - 25.0 - 25.0 25.0 - - - 25.0 - - - 
100-299人 17 - - - - 58.8 5.9 11.8 - - 11.8 - 5.9 - 5.9 
300-499人 14 - - 7.1 7.1 35.7 7.1 - - - 28.6 14.3 - - - 
500-999人 18 - - - - 27.8 - 5.6 5.6 11.1 33.3 - 16.7 - - 
1000人以上 18 - - - 5.6 22.2 - 5.6 - - 44.4 - 22.2 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - - - - 50.0 - - - - 25.0 - 25.0 - - 
30-99人 13 - - - 7.7 69.2 7.7 7.7 - - - 7.7 - - - 
100-299人 10 - - - - 20.0 10.0 20.0 - 10.0 20.0 - 10.0 - 10.0 
300-499人 15 - - 6.7 6.7 33.3 6.7 - - - 33.3 13.3 - - - 
500-999人 18 - - - 5.6 16.7 - 5.6 5.6 5.6 38.9 - 22.2 - - 
1000人以上 14 - - - - 21.4 - 7.1 - - 42.9 - 28.6 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 5 - - - - 40.0 - - - - 40.0 - - - 20.0 
製造業 30 - - 3.3 - 33.3 - 13.3 - - 33.3 3.3 13.3 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 9 - - - - 11.1 22.2 - 11.1 11.1 44.4 - - - - 
運輸業、郵便業 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 - - 
卸売業、小売業 13 - - - 7.7 61.5 - - - - 7.7 7.7 15.4 - - 
金融業、保険業 2 - - - - - - - - - - 50.0 50.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - - - - - - - - 50.0 - 50.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - 100.0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 7 - - - 14.3 42.9 - - - 14.3 28.6 - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - - - 33.3 - - - 33.3 - 33.3 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 - - - 4.3 19.2 2.1 2.1 2.1 4.3 40.4 4.3 21.3 - - 
支社、支店 21 - - - 9.5 52.4 9.5 9.5 - - 9.5 4.8 - - 4.8 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 8 - - 12.5 - 62.5 - 25.0 - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 7 - - - - 14.3 - 14.3 - - 14.3 14.3 42.9 - - 
やや上昇している 19 - - - 10.5 21.1 5.3 10.5 - - 26.3 - 26.3 - - 
横ばい 36 - - 2.8 2.8 44.4 5.6 2.8 2.8 2.8 30.6 2.8 2.8 - - 
ゆるやかに低下している 8 - - - 12.5 37.5 - 12.5 - 12.5 - 12.5 12.5 - - 
低下している 4 - - - - 25.0 - - - - 50.0 - - - 25.0 
その他 2 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 51 - - 2.0 7.8 41.2 - 7.8 - 2.0 29.4 - 7.8 - 2.0 
ない 25 - - - - 16.0 12.0 4.0 4.0 4.0 24.0 12.0 24.0 - - 

問８付問２　裁量労働制の最も煩雑な手続き　企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 151 29.8 21.2 1.3 8.0 4.0 3.3 4.6 0.7 0.7 1.3 - 30.5 - 1.3 1.3 - 2.0 0.7 0.7 25.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 - - - - - - - - - 25.0 - - - - - - 25.0 50.0 
100-299人 44 18.2 13.6 - 9.1 11.4 6.8 2.3 - - - - 36.4 - - 4.6 - - - - 22.7 
300-499人 29 20.7 20.7 - 3.5 - 3.5 - - - - - 27.6 - - - - - - - 37.9 
500-999人 34 47.1 29.4 - 8.8 - - 5.9 - - - - 29.4 - 2.9 - - 5.9 - - 11.8 
1000人以上 33 36.4 21.2 3.0 9.1 - - 6.1 - - 3.0 - 30.3 - 3.0 - - 3.0 3.0 - 30.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 33.3 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 66.7 
30-99人 20 10.0 20.0 - - - - - - - - - 45.0 - - - - - - 5.0 30.0 
100-299人 53 17.0 11.3 1.9 11.3 11.3 9.4 3.8 1.9 1.9 1.9 - 39.6 - - 3.8 - - - - 24.5 
300-499人 22 45.5 27.3 - - - - - - - - - 27.3 - - - - - - - 18.2 
500-999人 23 47.8 34.8 - 17.4 - - 8.7 - - - - 26.1 - 4.4 - - 8.7 - - 8.7 
1000人以上 26 46.2 26.9 3.9 7.7 - - 7.7 - - 3.9 - 11.5 - 3.9 - - 3.9 3.9 - 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 2 50.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 50.0 
製造業 58 65.5 29.3 - 10.3 - - 5.2 - - - - - - 3.4 - - 5.2 1.7 - 29.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 33.3 66.7 16.7 - 33.3 - 33.3 - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 4 25.0 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - - - 50.0 
卸売業、小売業 3 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
金融業、保険業 2 - - - - - - - - - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 18.2 - 9.1 - - 9.1 - - - - 54.5 - - 18.2 - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 39 - - - - - - - - - - - 94.9 - - - - - - 2.6 5.1 
医療、福祉 11 - 9.1 - - - - - - - - - 27.3 - - - - - - - 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 45.5 - 36.4 27.3 36.4 - - - - - - - - - - - - - 27.3 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 25.4 26.9 3.0 11.9 9.0 7.5 6.0 1.5 1.5 3.0 - 23.9 - - 1.5 - 1.5 - - 28.4 
支社、支店 49 30.6 18.4 - 6.1 - - 4.1 - - - - 28.6 - 2.0 2.0 - 2.0 2.0 2.0 32.7 
営業所 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 5 60.0 40.0 - - - - - - - - - 20.0 - - - - - - - - 
その他 28 35.7 10.7 - 3.6 - - 3.6 - - - - 53.6 - 3.6 - - 3.6 - - 7.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 42.9 42.9 - 7.1 - - 7.1 - - 7.1 - 7.1 - - - - - - - 28.6 
やや上昇している 56 28.6 26.8 - 10.7 5.4 5.4 5.4 - - - - 19.6 - 3.6 3.6 - 3.6 1.8 - 28.6 
横ばい 41 34.2 19.5 2.4 7.3 2.4 2.4 2.4 - - - - 31.7 - - - - 2.4 - - 29.3 
ゆるやかに低下している 9 33.3 11.1 - 11.1 - - - - - - - 22.2 - - - - - - - 33.3 
低下している 7 42.9 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 - - - - - - - - - 57.1 
その他 22 13.6 4.6 - - 4.6 - 4.6 - - - - 77.3 - - - - - - 4.6 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 33.3 18.8 2.1 4.2 3.1 2.1 2.1 1.0 1.0 2.1 - 35.4 - - 1.0 - 1.0 - 1.0 24.0 
ない 55 23.6 25.5 - 14.6 5.5 5.5 9.1 - - - - 21.8 - 3.6 1.8 - 3.6 1.8 - 29.1 

問９（１）　裁量労働制対象業務　専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 96 24.0 19.8 19.8 19.8 20.8 12.5 13.5 19.8 12.5 58.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - 
30-99人 3 - - - - - 33.3 - - 33.3 33.3 
100-299人 24 16.7 16.7 16.7 20.8 16.7 8.3 8.3 16.7 8.3 70.8 
300-499人 17 29.4 35.3 23.5 17.7 23.5 23.5 11.8 35.3 11.8 47.1 
500-999人 22 18.2 9.1 22.7 22.7 22.7 4.6 18.2 13.6 13.6 54.6 
1000人以上 24 20.8 20.8 16.7 16.7 25.0 12.5 12.5 16.7 12.5 75.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - - - - - 25.0 - - 25.0 50.0 
30-99人 12 8.3 8.3 8.3 16.7 16.7 - - 8.3 8.3 75.0 
100-299人 23 30.4 26.1 26.1 26.1 17.4 17.4 13.0 21.7 8.7 56.5 
300-499人 16 25.0 31.3 18.8 18.8 18.8 12.5 12.5 37.5 6.3 43.8 
500-999人 16 18.8 6.3 25.0 18.8 25.0 6.3 18.8 12.5 18.8 62.5 
1000人以上 22 27.3 22.7 18.2 18.2 27.3 13.6 13.6 22.7 13.6 68.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - 
製造業 48 31.3 20.8 22.9 20.8 25.0 10.4 16.7 33.3 14.6 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - 25.0 50.0 
運輸業、郵便業 4 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - 25.0 50.0 
卸売業、小売業 3 - - - - - - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - - - - - - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - - - 10.0 - - - 90.0 
医療、福祉 7 28.6 14.3 14.3 28.6 28.6 14.3 14.3 14.3 - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 22.2 44.4 33.3 33.3 33.3 22.2 11.1 22.2 11.1 55.6 
その他 0 - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 31.9 23.4 29.8 27.7 27.7 17.0 19.2 17.0 14.9 57.5 
支社、支店 30 20.0 6.7 6.7 3.3 13.3 6.7 6.7 20.0 13.3 60.0 
営業所 1 - - - - - - - - - 100.0 
研究所 3 33.3 66.7 33.3 66.7 33.3 33.3 33.3 - 33.3 - 
その他 14 7.1 28.6 14.3 21.4 14.3 7.1 7.1 35.7 - 64.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 42.9 28.6 28.6 35.7 42.9 21.4 21.4 21.4 21.4 50.0 
やや上昇している 38 26.3 18.4 23.7 26.3 21.1 15.8 18.4 23.7 7.9 60.5 
横ばい 24 12.5 8.3 12.5 8.3 12.5 4.2 4.2 12.5 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 14.3 - - 14.3 - - 14.3 28.6 57.1 
低下している 6 33.3 16.7 16.7 16.7 - - 16.7 - 33.3 33.3 
その他 7 28.6 57.1 28.6 14.3 28.6 28.6 14.3 42.9 14.3 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 20.7 19.0 17.2 15.5 19.0 5.2 8.6 24.1 15.5 53.5 
ない 38 29.0 21.1 23.7 26.3 23.7 23.7 21.1 13.2 7.9 65.8 

問９（２）　裁量労働制対象業務　企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 45 33.3 8.9 11.1 6.7 2.2 - 4.4 - 2.2 4.4 15.6 11.1 3.4 3.86 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 8 37.5 - - 12.5 - - - - - - 25.0 25.0 3.9 4.45 
300-499人 6 16.7 16.7 - 16.7 - - 16.7 - - - 33.3 - 5.1 3.94 
500-999人 16 43.8 6.3 6.3 - - - - - 6.3 12.5 12.5 12.5 3.5 4.28 
1000人以上 12 33.3 8.3 33.3 8.3 - - - - - - 8.3 8.3 2.1 2.66 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
30-99人 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.1 4.90 
100-299人 9 33.3 22.2 - 11.1 - - - - - - 22.2 11.1 3.2 4.06 
300-499人 10 30.0 10.0 - 10.0 - - 20.0 - - 20.0 10.0 - 4.4 3.83 
500-999人 11 36.4 - 18.2 - - - - - 9.1 - 18.2 18.2 3.6 4.17 
1000人以上 12 33.3 8.3 25.0 8.3 8.3 - - - - - 8.3 8.3 2.3 2.71 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
製造業 38 34.2 7.9 13.2 7.9 2.6 - 2.6 - 2.6 5.3 15.8 7.9 3.4 3.90 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.3 - 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - - - - - 50.0 - - - - 50.0 6.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 17 41.2 11.8 17.7 11.8 - - - - - - 5.9 11.8 1.7 2.44 
支社、支店 15 20.0 13.3 6.7 6.7 6.7 - 6.7 - 6.7 6.7 13.3 13.3 4.2 3.78 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 3 - - - - - - 33.3 - - 33.3 33.3 - 8.3 1.70 
その他 10 50.0 - 10.0 - - - - - - - 30.0 10.0 3.6 4.55 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 33.3 - 50.0 - - - - - - 16.7 - - 2.6 2.97 
やや上昇している 16 43.8 6.3 - 12.5 6.3 - 6.3 - - 6.3 6.3 12.5 2.7 3.32 
横ばい 14 28.6 7.1 14.3 - - - - - - - 28.6 21.4 4.1 4.49 
ゆるやかに低下している 3 - 33.3 - 33.3 - - - - - - 33.3 - 4.7 3.86 
低下している 3 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 - - - 3.0 3.56 
その他 3 33.3 - - - - - 33.3 - - - 33.3 - 5.4 3.98 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 32 28.1 12.5 9.4 6.3 3.1 - 6.3 - 3.1 6.3 15.6 9.4 3.8 3.87 
ない 13 46.2 - 15.4 7.7 - - - - - - 15.4 15.4 2.5 3.66 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

45－ 344 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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標
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Total 32 34.4 12.5 - 3.1 3.1 - 3.1 6.3 3.1 - 9.4 25.0 2.9 3.67 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - 100.0 - - - 8.0 - 
100-299人 6 16.7 16.7 - - - - 16.7 - - - 33.3 16.7 5.4 4.22 
300-499人 6 33.3 16.7 - - 16.7 - - 16.7 - - 16.7 - 3.7 3.77 
500-999人 10 40.0 10.0 - - - - - - - - - 50.0 0.3 0.39 
1000人以上 7 57.1 - - - - - - 14.3 - - - 28.6 1.4 2.78 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 - - - - - - 25.0 - 25.0 25.0 6.3 3.86 
100-299人 6 33.3 33.3 - - - - 16.7 - - - 16.7 - 3.0 3.72 
300-499人 6 16.7 16.7 - - 16.7 - - 16.7 - - 16.7 16.7 4.4 3.72 
500-999人 8 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.2 0.21 
1000人以上 7 57.1 - - - - - - 14.3 - - - 28.6 1.4 2.78 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 17 47.1 5.9 - - - - 5.9 11.8 - - 5.9 23.5 2.4 3.63 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 25.0 - - 25.0 25.0 - - - - - - 25.0 2.4 2.03 
運輸業、郵便業 2 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.6 0.57 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - 100.0 - - - 8.0 - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 5 20.0 - - - - - - - - - 20.0 60.0 5.0 7.07 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 18 44.4 5.6 - 5.6 - - - 5.6 5.6 - 11.1 22.2 2.9 3.87 
支社、支店 9 22.2 11.1 - - 11.1 - 11.1 11.1 - - 11.1 22.2 4.0 3.57 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.0 - 
その他 3 33.3 33.3 - - - - - - - - - 33.3 0.5 0.50 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 33.3 16.7 - - - - - - 16.7 - - 33.3 2.3 3.31 
やや上昇している 15 40.0 13.3 - - - - - 6.7 - - 20.0 20.0 3.3 4.28 
横ばい 8 37.5 - - - 12.5 - 12.5 - - - - 37.5 2.0 2.51 
ゆるやかに低下している 1 - - - - - - - 100.0 - - - - 7.0 - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 18 27.8 11.1 - - - - - 11.1 - - 5.6 44.4 2.6 3.61 
ない 14 42.9 14.3 - 7.1 7.1 - 7.1 - 7.1 - 14.3 - 3.1 3.70 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　％

46－ 344 － － 345 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 2 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.0 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.0 - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  記事の取材、編集の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

47－ 346 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 12 33.3 16.7 8.3 - - 16.7 - - - - - 25.0 1.6 1.93 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 - 25.0 - - - 50.0 - - - - - 25.0 3.7 1.89 
300-499人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 3 66.7 - - - - - - - - - - 33.3 0.1 0.10 
1000人以上 3 33.3 - 33.3 - - - - - - - - 33.3 1.0 1.00 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 6 16.7 33.3 - - - 33.3 - - - - - 16.7 2.4 2.15 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 4 50.0 - 25.0 - - - - - - - - 25.0 0.7 0.90 
1000人以上 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 6 50.0 - 16.7 - - - - - - - - 33.3 0.6 0.97 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 25.0 25.0 - - - 50.0 - - - - - - 2.8 2.63 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 25.0 25.0 12.5 - - 25.0 - - - - - 12.5 2.0 1.97 
支社、支店 3 33.3 - - - - - - - - - - 66.7 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
やや上昇している 6 50.0 16.7 - - - 16.7 - - - - - 16.7 1.2 1.94 
横ばい 3 - - 33.3 - - 33.3 - - - - - 33.3 3.5 1.50 
ゆるやかに低下している 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.2 - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 4 - 25.0 - - - 25.0 - - - - - 50.0 3.0 2.00 
ない 8 50.0 12.5 12.5 - - 12.5 - - - - - 12.5 1.2 1.71 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  デザイナーの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

48－ 346 － － 347 －
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Total 6 16.7 16.7 33.3 33.3 - - - - - - - - 2.1 0.99 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 5 20.0 - 40.0 40.0 - - - - - - - - 2.4 0.93 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 6 16.7 16.7 33.3 33.3 - - - - - - - - 2.1 0.99 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - 1.7 1.20 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - 33.3 66.7 - - - - - - - - 2.8 0.76 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 16.7 16.7 33.3 33.3 - - - - - - - - 2.1 0.99 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 3 33.3 - - 66.7 - - - - - - - - 2.4 1.17 
横ばい 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.5 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 3 - 33.3 66.7 - - - - - - - - - 1.8 0.62 
ない 3 33.3 - - 66.7 - - - - - - - - 2.4 1.17 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ％

49－ 348 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 5 20.0 40.0 20.0 20.0 - - - - - - - - 1.5 1.00 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 3 - 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - 2.2 0.62 
300-499人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 5 20.0 40.0 20.0 20.0 - - - - - - - - 1.5 1.00 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - - 1.6 1.25 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 5 20.0 40.0 20.0 20.0 - - - - - - - - 1.5 1.00 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 3 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - - 1.2 0.85 
横ばい 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - 50.0 - 50.0 - - - - - - - - 2.0 1.00 
ない 3 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - - 1.2 0.85 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  コピーライターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

50－ 348 － － 349 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 7 42.9 28.6 - 14.3 - - - - - - - 14.3 1.0 1.31 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 2 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - 1.9 1.85 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 2 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 2 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - 1.9 1.85 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 3 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - 50.0 - 50.0 - - - - - - - - 2.4 1.91 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 4 25.0 50.0 - 25.0 - - - - - - - - 1.4 1.38 
支社、支店 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.7 - 
やや上昇している 3 66.7 - - - - - - - - - - 33.3 - - 
横ばい 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.5 0.50 
ない 5 40.0 20.0 - 20.0 - - - - - - - 20.0 1.2 1.51 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  システムコンサルタントの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

51－ 350 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

52－ 350 － － 351 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

53－ 352 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)
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割
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割
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割

未
満

４
割
以
上
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割

未
満

５
割
以
上
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割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  証券アナリストの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

54－ 352 － － 353 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 46 - - 6.5 8.7 2.2 - - 10.9 2.2 4.4 58.7 6.5 8.2 2.77 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - 100.0 - - - - 7.0 - 
100-299人 16 - - - 12.5 6.3 - - 12.5 - - 56.3 12.5 8.2 2.71 
300-499人 8 - - - - - - - 25.0 - - 62.5 12.5 9.1 1.36 
500-999人 10 - - 20.0 10.0 - - - - - 10.0 60.0 - 7.6 3.47 
1000人以上 10 - - 10.0 10.0 - - - - - 10.0 70.0 - 8.5 2.85 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 9 - - - 22.2 - - - 11.1 - - 55.6 11.1 7.9 2.98 
100-299人 21 - - 4.8 4.8 4.8 - - 14.3 - 4.8 57.1 9.5 8.4 2.57 
300-499人 6 - - - - - - - 16.7 - - 83.3 - 9.5 1.12 
500-999人 6 - - 16.7 - - - - - - 16.7 66.7 - 8.5 2.93 
1000人以上 3 - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 - 5.2 3.40 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 6 - - - 16.7 16.7 - - - - 16.7 50.0 - 7.7 3.27 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 37 - - 5.4 8.1 - - - 13.5 2.7 2.7 59.5 8.1 8.4 2.62 
医療、福祉 3 - - 33.3 - - - - - - - 66.7 - 7.3 4.62 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 16 - - 6.3 25.0 - - - 6.3 - - 62.5 - 7.6 3.30 
支社、支店 14 - - 14.3 - - - - 14.3 - - 64.3 7.1 8.4 2.79 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 15 - - - - 6.7 - - 13.3 6.7 13.3 46.7 13.3 8.9 1.71 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - - - - - 100.0 - - - 8.5 - 
やや上昇している 11 - - 18.2 - 9.1 - - - - 9.1 54.6 9.1 7.8 3.25 
横ばい 13 - - 7.7 15.4 - - - 7.7 - - 69.2 - 8.1 3.07 
ゆるやかに低下している 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 3.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 17 - - - 5.9 - - - 23.5 - 5.9 58.8 5.9 8.8 1.92 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 34 - - 5.9 2.9 2.9 - - 14.7 2.9 5.9 58.8 5.9 8.6 2.39 
ない 12 - - 8.3 25.0 - - - - - - 58.3 8.3 7.4 3.50 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  大学における教授研究の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

55－ 354 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
支社、支店 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  弁護士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

56－ 354 － － 355 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - - 50.0 - - - - 50.0 - - 6.9 2.90 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - - 50.0 - - - - 50.0 - - 6.9 2.90 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - - 50.0 - - - - 50.0 - - 6.9 2.90 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - - - 50.0 - - - - 50.0 - - 6.9 4.10 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.8 - 
支社、支店 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.0 - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 2 - - - - 50.0 - - - - 50.0 - - 6.9 2.90 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.8 - 
ない 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.0 - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  建築士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

57－ 356 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 3 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 3 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
支社、支店 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  弁理士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

58－ 356 － － 357 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
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１
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以
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未
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２
割
以
上
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割
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割
以
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割
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割
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上
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割

未
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割
以
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割

未
満

６
割
以
上
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割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  税理士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

59－ 358 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  中小企業診断士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

60－ 358 － － 359 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 151 15.9 8.6 6.6 3.3 6.0 4.0 2.0 4.6 2.7 2.7 9.3 34.4 4.0 3.55 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 - - - - - 25.0 - - - 50.0 4.0 3.00 
100-299人 44 9.1 4.6 4.6 6.8 6.8 9.1 2.3 2.3 4.6 - 13.6 36.4 5.0 3.36 
300-499人 29 13.8 10.3 - - 6.9 - 3.5 13.8 3.5 3.5 6.9 37.9 4.6 3.61 
500-999人 34 23.5 5.9 11.8 5.9 2.9 5.9 2.9 - - 8.8 5.9 26.5 3.4 3.45 
1000人以上 33 24.2 12.1 12.1 - 6.1 - - 3.0 - - 12.1 30.3 3.1 3.56 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 33.3 - - - - 33.3 - - - - - 33.3 2.5 2.50 
30-99人 20 5.0 10.0 5.0 10.0 - 5.0 5.0 5.0 10.0 - 5.0 40.0 4.6 3.08 
100-299人 53 11.3 7.6 5.7 3.8 7.6 5.7 - 7.6 1.9 3.8 11.3 34.0 4.7 3.53 
300-499人 22 13.6 9.1 - 4.6 4.6 - 9.1 9.1 - 9.1 13.6 27.3 5.2 3.74 
500-999人 23 21.7 13.0 8.7 - 8.7 4.4 - - - - 13.0 30.4 3.2 3.59 
1000人以上 26 30.8 7.7 15.4 - 3.9 - - - - - 3.9 38.5 1.7 2.41 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 - - 
製造業 58 31.0 12.1 6.9 1.7 3.4 1.7 - - - 1.7 3.4 37.9 1.8 2.73 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 16.7 - 16.7 - 50.0 - - - - - - 16.7 3.1 1.44 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 - - - - - - - 25.0 - 50.0 5.0 5.66 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - - - - - - - - 66.7 - - 
金融業、保険業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 9.1 18.2 - 9.1 18.2 9.1 9.1 9.1 - - 9.1 9.1 4.2 3.00 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
教育、学習支援業 39 - 5.1 10.3 7.7 5.1 7.7 5.1 15.4 10.3 5.1 15.4 12.8 6.1 2.89 
医療、福祉 11 9.1 - 9.1 - - - - - - - 18.2 63.6 5.7 5.06 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 - - - - 9.1 - - - - 27.3 54.5 7.0 4.47 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 14.9 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 1.5 4.5 - - 9.0 40.3 3.8 3.32 
支社、支店 49 16.3 12.2 6.1 2.0 8.2 - 2.0 4.1 4.1 - 6.1 38.8 3.3 3.31 
営業所 1 - - - - - - - - - 100.0 - - 9.0 - 
研究所 5 - 20.0 - - - 20.0 20.0 - - 20.0 20.0 - 6.2 3.19 
その他 28 21.4 7.1 10.7 - 3.6 3.6 - 7.1 7.1 7.1 14.3 17.9 4.6 3.90 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 7.1 14.3 21.4 - 7.1 - - - 7.1 7.1 - 35.7 3.3 2.99 
やや上昇している 56 21.4 10.7 3.6 1.8 7.1 5.4 - - - 1.8 7.1 41.1 2.9 3.35 
横ばい 41 12.2 7.3 7.3 4.9 4.9 - 2.4 4.9 2.4 - 17.1 36.6 4.7 3.85 
ゆるやかに低下している 9 33.3 22.2 - 11.1 - - - - - - - 33.3 1.0 1.01 
低下している 7 14.3 - - - 14.3 - - - - - - 71.4 2.0 2.00 
その他 22 9.1 - 4.6 - 4.6 13.6 9.1 22.7 9.1 9.1 13.6 4.6 6.3 2.75 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 14.6 5.2 8.3 1.0 3.1 2.1 3.1 7.3 3.1 4.2 11.5 36.5 4.7 3.76 
ない 55 18.2 14.6 3.6 7.3 10.9 7.3 - - 1.8 - 5.5 30.9 2.9 2.82 

問９（１）　裁量労働制適用労働者の割合　専門業務型  事業場全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

61－ 360 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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明 平

均（
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合）

標
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標
準
偏
差

Total 23 69.6 13.0 8.7 - - 4.4 - - - - - 4.4 0.6 1.13 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 75.0 - - - - - - - - - - 25.0 0.2 0.19 
300-499人 5 60.0 20.0 20.0 - - - - - - - - - 0.7 0.74 
500-999人 4 100.0 - - - - - - - - - - - - 0.04 
1000人以上 5 80.0 - 20.0 - - - - - - - - - 0.4 0.78 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
100-299人 7 71.4 - 14.3 - - - - - - - - 14.3 0.5 0.70 
300-499人 4 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.6 0.42 
500-999人 3 100.0 - - - - - - - - - - - - 0.05 
1000人以上 6 66.7 - 16.7 - - 16.7 - - - - - - 1.2 1.84 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 15 66.7 20.0 6.7 - - 6.7 - - - - - - 0.7 1.31 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.2 0.07 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 15 73.3 13.3 6.7 - - - - - - - - 6.7 0.4 0.55 
支社、支店 6 66.7 16.7 - - - 16.7 - - - - - - 1.0 1.81 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 66.7 - 16.7 - - - - - - - - 16.7 0.5 0.77 
やや上昇している 10 60.0 20.0 10.0 - - 10.0 - - - - - - 1.0 1.48 
横ばい 3 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 0.05 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.6 0.45 
その他 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.3 0.10 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 12 66.7 16.7 8.3 - - 8.3 - - - - - - 0.8 1.39 
ない 11 72.7 9.1 9.1 - - - - - - - - 9.1 0.4 0.61 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ％

62－ 360 － － 361 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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差

Total 19 52.6 10.5 15.8 5.3 - - - - - - 10.5 5.3 1.8 3.05 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 25.0 - 25.0 - - - - - - - 25.0 25.0 4.0 4.29 
300-499人 6 50.0 16.7 16.7 - - - - - - - 16.7 - 2.2 3.54 
500-999人 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.5 0.50 
1000人以上 5 60.0 - 20.0 20.0 - - - - - - - - 1.0 1.25 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
100-299人 6 33.3 - 16.7 - - - - - - - 33.3 16.7 4.4 4.59 
300-499人 5 60.0 40.0 - - - - - - - - - - 0.5 0.43 
500-999人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 5 60.0 - 20.0 20.0 - - - - - - - - 1.0 1.25 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 10 60.0 20.0 10.0 10.0 - - - - - - - - 0.7 1.03 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - 25.0 - - - - - - - 50.0 25.0 7.3 4.62 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 11 54.6 9.1 9.1 - - - - - - - 18.2 9.1 2.4 3.87 
支社、支店 2 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - 1.5 1.50 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - 50.0 50.0 - - - - - - - - - 1.5 0.50 
その他 4 75.0 - 25.0 - - - - - - - - - 0.6 0.84 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 4 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - - 25.0 1.0 0.78 
やや上昇している 7 57.1 14.3 14.3 - - - - - - - 14.3 - 1.9 3.39 
横ばい 2 - - 50.0 - - - - - - - 50.0 - 6.0 4.00 
ゆるやかに低下している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
低下している 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
その他 4 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 0.04 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 11 45.5 18.2 18.2 9.1 - - - - - - 9.1 - 1.8 2.77 
ない 8 62.5 - 12.5 - - - - - - - 12.5 12.5 1.8 3.43 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

63－ 362 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 19 57.9 5.3 15.8 - - - - - - - 10.5 10.5 1.7 3.13 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 50.0 - 25.0 - - - - - - - - 25.0 0.9 0.82 
300-499人 4 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - 25.0 - 3.3 3.94 
500-999人 5 60.0 - - - - - - - - - 20.0 20.0 2.5 4.32 
1000人以上 4 75.0 - 25.0 - - - - - - - - - 0.5 0.85 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
100-299人 6 50.0 - 16.7 - - - - - - - 16.7 16.7 2.5 3.80 
300-499人 3 33.3 33.3 - - - - - - - - 33.3 - 3.7 4.47 
500-999人 4 75.0 - - - - - - - - - - 25.0 - 0.05 
1000人以上 4 75.0 - 25.0 - - - - - - - - - 0.5 0.85 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 11 63.6 9.1 9.1 - - - - - - - 9.1 9.1 1.4 3.10 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 .
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - 33.3 - - - - - - - 33.3 33.3 6.0 5.66 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 14 64.3 7.1 7.1 - - - - - - - 7.1 14.3 1.2 2.72 
支社、支店 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.0 5.00 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
その他 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - 1.0 1.00 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 4 25.0 - 25.0 - - - - - - - 25.0 25.0 4.0 4.29 
やや上昇している 9 55.6 11.1 11.1 - - - - - - - 11.1 11.1 1.7 3.20 
横ばい 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.7 0.92 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
その他 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 10 50.0 10.0 20.0 - - - - - - - 10.0 10.0 1.7 3.04 
ない 9 66.7 - 11.1 - - - - - - - 11.1 11.1 1.6 3.24 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

64－ 362 － － 363 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 19 52.6 10.5 21.1 - - - - - - - 5.3 10.5 1.2 2.34 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 5 40.0 - 40.0 - - - - - - - - 20.0 1.1 0.95 
300-499人 3 - 33.3 33.3 - - - - - - - 33.3 - 4.3 4.03 
500-999人 5 60.0 20.0 - - - - - - - - - 20.0 0.3 0.42 
1000人以上 4 75.0 - 25.0 - - - - - - - - - 0.5 0.85 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - 1.1 0.95 
100-299人 6 33.3 - 33.3 - - - - - - - 16.7 16.7 2.8 3.68 
300-499人 3 33.3 66.7 - - - - - - - - - - 0.7 0.42 
500-999人 3 66.7 - - - - - - - - - - 33.3 - - 
1000人以上 4 75.0 - 25.0 - - - - - - - - - 0.5 0.85 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 10 50.0 20.0 20.0 - - - - - - - - 10.0 0.7 0.86 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.2 0.07 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - 33.3 - - - - - - - 33.3 33.3 6.0 5.66 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 13 53.9 7.7 15.4 - - - - - - - 7.7 15.4 1.4 2.81 
支社、支店 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - 50.0 50.0 - - - - - - - - - 1.5 0.50 
その他 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.7 0.92 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 40.0 20.0 20.0 - - - - - - - - 20.0 0.8 0.78 
やや上昇している 10 50.0 10.0 20.0 - - - - - - - 10.0 10.0 1.7 3.04 
横ばい 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - 1.0 1.00 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.2 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 9 44.4 22.2 22.2 - - - - - - - - 11.1 0.8 0.81 
ない 10 60.0 - 20.0 - - - - - - - 10.0 10.0 1.6 3.07 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  社員の教育・研修計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

65－ 364 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 20 60.0 - 15.0 5.0 5.0 - - - - - 5.0 10.0 1.3 2.43 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 50.0 - 25.0 - - - - - - - - 25.0 0.7 0.90 
300-499人 4 25.0 - 25.0 25.0 - - - - - - 25.0 - 3.8 3.74 
500-999人 5 80.0 - - - - - - - - - - 20.0 - 0.04 
1000人以上 6 66.7 - 16.7 - 16.7 - - - - - - - 1.0 1.51 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - 1.1 0.95 
100-299人 4 25.0 - - 25.0 - - - - - - 25.0 25.0 4.4 4.16 
300-499人 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.7 0.92 
500-999人 4 75.0 - - - - - - - - - - 25.0 - 0.05 
1000人以上 6 66.7 - 16.7 - 16.7 - - - - - - - 1.0 1.51 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 12 66.7 - 16.7 - 8.3 - - - - - - 8.3 0.8 1.33 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - 33.3 - - - - - - - 33.3 33.3 6.0 5.66 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 13 61.5 - 15.4 - - - - - - - 7.7 15.4 1.3 2.84 
支社、支店 4 75.0 - - - 25.0 - - - - - - - 1.0 1.72 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
その他 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - 1.0 1.00 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 66.7 - 16.7 - - - - - - - - 16.7 0.5 0.77 
やや上昇している 8 50.0 - 12.5 12.5 - - - - - - 12.5 12.5 2.2 3.39 
横ばい 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.7 0.92 
ゆるやかに低下している 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 4.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 11 54.6 - 27.3 - 9.1 - - - - - - 9.1 1.0 1.32 
ない 9 66.7 - - 11.1 - - - - - - 11.1 11.1 1.7 3.29 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

66－ 364 － － 365 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 12 50.0 16.7 16.7 - - - - - 8.3 - - 8.3 1.3 2.24 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
100-299人 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.1 - 
300-499人 4 25.0 25.0 25.0 - - - - - 25.0 - - - 2.8 3.09 
500-999人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.7 0.92 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 25.0 - 25.0 - - - - - 25.0 - - 25.0 3.4 3.37 
300-499人 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.6 0.45 
500-999人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.7 0.92 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 5 60.0 20.0 20.0 - - - - - - - - - 0.6 0.88 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - - - - - - - 50.0 - - 50.0 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 50.0 12.5 12.5 - - - - - 12.5 - - 12.5 1.6 2.69 
支社、支店 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 0.5 0.50 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 33.3 - 33.3 - - - - - - - - 33.3 1.1 0.95 
やや上昇している 6 50.0 16.7 16.7 - - - - - 16.7 - - - 1.9 2.84 
横ばい 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 3 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - - 1.0 0.78 
ない 9 55.6 11.1 11.1 - - - - - 11.1 - - 11.1 1.4 2.58 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  広報を企画・立案する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

67－ 366 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
割
未
満

１
割
以
上
２
割

未
満

２
割
以
上
３
割

未
満

３
割
以
上
４
割

未
満

４
割
以
上
５
割

未
満

５
割
以
上
６
割

未
満

６
割
以
上
７
割

未
満

７
割
以
上
８
割

未
満

８
割
以
上
９
割

未
満

９
割
以
上
１
０

割
未
満

１
０
割

不
明 平

均（
割
合）

標
本
標
準
偏
差

Total 13 38.5 7.7 15.4 15.4 - - - - - - 7.7 15.4 2.0 2.75 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 0.1 - 
300-499人 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
500-999人 4 25.0 25.0 - - - - - - - - 25.0 25.0 3.7 4.46 
1000人以上 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.8 0.85 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 3 33.3 - - 33.3 - - - - - - - 33.3 1.6 1.45 
300-499人 2 - - - 50.0 - - - - - - 50.0 - 6.5 3.50 
500-999人 3 33.3 33.3 - - - - - - - - - 33.3 0.6 0.60 
1000人以上 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.8 0.85 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 8 25.0 12.5 25.0 12.5 - - - - - - 12.5 12.5 2.6 3.44 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 100.0 - - - - - - - - - - - 0.5 0.07 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 9 33.3 11.1 22.2 11.1 - - - - - - - 22.2 1.3 0.98 
支社、支店 2 50.0 - - - - - - - - - 50.0 - 5.0 5.00 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 33.3 - 33.3 - - - - - - - - 33.3 1.3 0.75 
やや上昇している 7 42.9 - - 28.6 - - - - - - 14.3 14.3 2.7 3.53 
横ばい 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.2 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
その他 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.4 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 5 - 20.0 20.0 20.0 - - - - - - 20.0 20.0 4.1 3.49 
ない 8 62.5 - 12.5 12.5 - - - - - - - 12.5 0.9 1.09 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　  ％

68－ 366 － － 367 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 19 52.6 21.1 10.5 5.3 - - - - - - - 10.5 0.7 0.88 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 25.0 - 25.0 25.0 - - - - - - - 25.0 1.7 1.20 
300-499人 6 66.7 33.3 - - - - - - - - - - 0.4 0.42 
500-999人 3 100.0 - - - - - - - - - - - - 0.05 
1000人以上 4 50.0 - 25.0 - - - - - - - - 25.0 0.7 0.94 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 2.0 - 
100-299人 5 40.0 20.0 - 20.0 - - - - - - - 20.0 1.1 1.18 
300-499人 6 66.7 33.3 - - - - - - - - - - 0.4 0.42 
500-999人 2 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 5 40.0 20.0 20.0 - - - - - - - - 20.0 0.8 0.83 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 16 56.2 25.0 6.2 6.2 - - - - - - - 6.2 0.6 0.89 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - 50.0 - - - - - - - - 50.0 2.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 50.0 12.5 12.5 12.5 - - - - - - - 12.5 0.9 1.10 
支社、支店 6 33.3 50.0 - - - - - - - - - 16.7 0.6 0.47 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 5 80.0 - 20.0 - - - - - - - - - 0.5 0.77 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - 33.3 - - - - - - - - 66.7 2.0 - 
やや上昇している 9 55.6 33.3 - 11.1 - - - - - - - - 0.7 0.93 
横ばい 3 66.7 - 33.3 - - - - - - - - - 0.7 0.92 
ゆるやかに低下している 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 3 100.0 - - - - - - - - - - - 0.1 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 14 50.0 28.6 14.3 - - - - - - - - 7.1 0.7 0.71 
ない 5 60.0 - - 20.0 - - - - - - - 20.0 0.8 1.29 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

69－ 368 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 12 33.3 8.3 - 16.7 - - - - - - 16.7 25.0 3.1 3.85 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
100-299人 2 - - - - - - - - - - 50.0 50.0 10.0 - 
300-499人 2 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.0 - 
500-999人 3 66.7 - - - - - - - - - 33.3 - 3.4 4.69 
1000人以上 3 66.7 - - 33.3 - - - - - - - - 1.2 1.26 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 - 
100-299人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - 1.0 - 
500-999人 3 66.7 - - - - - - - - - 33.3 - 3.4 4.69 
1000人以上 3 66.7 - - 33.3 - - - - - - - - 1.2 1.26 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 7 42.9 14.3 - 14.3 - - - - - - 28.6 - 3.5 4.54 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 0.2 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
金融業、保険業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 3.0 .
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 7 42.9 14.3 - - - - - - - - - 42.9 0.3 0.40 
支社、支店 4 25.0 - - 50.0 - - - - - - 25.0 - 4.1 3.54 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 66.7 - - - - - - - - - - 33.3 0.4 0.15 
やや上昇している 3 - 33.3 - 33.3 - - - - - - - 33.3 2.0 1.00 
横ばい 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 2 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - 1.6 1.45 
低下している 2 - - - - - - - - - - 50.0 50.0 10.0 - 
その他 1 - - - - - - - - - - 100.0 - 10.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 9 33.3 11.1 - 22.2 - - - - - - 22.2 11.1 3.5 3.94 
ない 3 33.3 - - - - - - - - - - 66.7 0.2 - 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

70－ 368 － － 369 －
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労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 96 18.8 10.4 1.0 2.1 - - 1.0 - - - 2.1 64.6 1.4 2.46 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 3 - 33.3 - 33.3 - - - - - - - 33.3 2.0 1.00 
100-299人 24 12.5 - - - - - 4.2 - - - 4.2 79.2 3.3 4.06 
300-499人 17 17.7 11.8 - 5.9 - - - - - - 5.9 58.8 2.2 3.34 
500-999人 22 27.3 13.6 - - - - - - - - - 59.1 0.4 0.49 
1000人以上 24 25.0 4.2 4.2 - - - - - - - - 66.7 0.5 0.68 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 50.0 25.0 - - - - - - - - - 25.0 0.4 0.45 
30-99人 12 8.3 - - 8.3 - - - - - - 8.3 75.0 4.4 4.16 
100-299人 23 4.4 4.4 - 4.4 - - 4.4 - - - - 82.6 2.6 2.24 
300-499人 16 18.8 25.0 - - - - - - - - 6.3 50.0 1.8 3.13 
500-999人 16 31.3 6.3 - - - - - - - - - 62.5 0.3 0.46 
1000人以上 22 27.3 9.1 4.6 - - - - - - - - 59.1 0.6 0.66 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 48 31.2 14.6 2.1 - - - 2.1 - - - 2.1 47.9 1.1 2.23 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 1.2 0.07 
運輸業、郵便業 4 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - - - - - - - - 66.7 - - 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 3.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - - 20.0 - - - - - - - 80.0 3.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 10 - 10.0 - - - - - - - - - 90.0 1.0 - 
医療、福祉 7 28.6 - - - - - - - - - - 71.4 0.2 0.07 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 - - - - - - - - - - 11.1 88.9 10.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 12.8 8.5 2.1 - - - 2.1 - - - 2.1 72.3 1.8 2.83 
支社、支店 30 23.3 16.7 - 3.3 - - - - - - - 56.7 0.7 0.80 
営業所 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
研究所 3 33.3 33.3 - 33.3 - - - - - - - - 1.4 1.14 
その他 14 28.6 - - - - - - - - - 7.1 64.3 2.1 3.97 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 14.3 14.3 7.1 - - - - - - - - 64.3 1.0 0.63 
やや上昇している 38 21.1 7.9 - 5.3 - - 2.6 - - - 2.6 60.5 1.7 2.76 
横ばい 24 4.2 8.3 - - - - - - - - 4.2 83.3 3.1 4.03 
ゆるやかに低下している 7 42.9 14.3 - - - - - - - - - 42.9 0.4 0.39 
低下している 6 16.7 - - - - - - - - - - 83.3 0.1 - 
その他 7 42.9 28.6 - - - - - - - - - 28.6 0.5 0.47 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 22.4 12.1 1.7 1.7 - - - - - - 3.5 58.6 1.4 2.68 
ない 38 13.2 7.9 - 2.6 - - 2.6 - - - - 73.7 1.3 1.81 

問９（２）　裁量労働制適用労働者の割合　企画業務型  事業場全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

71－ 370 －
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Total 151 22.5 53.6 9.9 18.5 20.5 15.9 5.3 4.0 7.3 11.9 4.0 24.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 25.0 - - - - - - - - 25.0 - 50.0 
100-299人 44 18.2 52.3 15.9 22.7 29.6 13.6 9.1 6.8 6.8 13.6 2.3 22.7 
300-499人 29 27.6 41.4 13.8 17.2 20.7 24.1 3.5 - 10.3 10.3 10.3 27.6 
500-999人 34 26.5 67.7 - 14.7 17.7 14.7 2.9 - 2.9 8.8 2.9 14.7 
1000人以上 33 18.2 54.6 12.1 15.2 15.2 12.1 6.1 9.1 12.1 15.2 3.0 30.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - - - 33.3 33.3 
30-99人 20 15.0 35.0 - 5.0 20.0 10.0 5.0 5.0 - 20.0 5.0 30.0 
100-299人 53 18.9 49.1 20.8 26.4 24.5 11.3 7.6 3.8 9.4 11.3 3.8 24.5 
300-499人 22 31.8 68.2 - 13.6 22.7 40.9 - - 9.1 13.6 - 13.6 
500-999人 23 26.1 65.2 8.7 17.4 13.0 8.7 4.4 4.4 13.0 8.7 4.4 13.0 
1000人以上 26 19.2 53.9 3.9 15.4 15.4 19.2 7.7 7.7 3.9 11.5 3.9 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 
製造業 58 22.4 60.3 3.4 19.0 17.2 22.4 6.9 3.4 3.4 5.2 1.7 31.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 66.7 83.3 16.7 16.7 33.3 16.7 16.7 - - - - - 
運輸業、郵便業 4 25.0 25.0 - 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - 25.0 
卸売業、小売業 3 - - - - - - - - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - 50.0 - - - 50.0 50.0 50.0 - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 45.5 63.6 27.3 36.4 18.2 18.2 9.1 - 9.1 27.3 - - 
宿泊業、飲食サービス業 3 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 39 7.7 53.8 10.3 17.9 33.3 2.6 - 2.6 12.8 28.2 7.7 5.1 
医療、福祉 11 9.1 9.1 - 9.1 - 9.1 - - 9.1 9.1 9.1 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 45.5 81.8 36.4 27.3 27.3 36.4 - 9.1 18.2 - - 18.2 
その他 0 - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 23.9 64.2 14.9 16.4 25.4 13.4 6.0 6.0 3.0 6.0 - 26.9 
支社、支店 49 20.4 40.8 8.2 22.5 12.2 14.3 4.1 2.0 12.2 10.2 8.2 32.7 
営業所 1 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - 
研究所 5 60.0 80.0 - - 20.0 60.0 20.0 - 20.0 20.0 - - 
その他 28 14.3 50.0 3.6 17.9 25.0 17.9 3.6 3.6 7.1 28.6 7.1 7.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 28.6 64.3 7.1 14.3 28.6 50.0 14.3 14.3 - 21.4 - 21.4 
やや上昇している 56 30.4 57.1 14.3 30.4 23.2 16.1 3.6 1.8 8.9 7.1 - 28.6 
横ばい 41 14.6 53.7 7.3 14.6 19.5 9.8 4.9 4.9 7.3 7.3 4.9 26.8 
ゆるやかに低下している 9 22.2 55.6 - - 33.3 11.1 11.1 - - - 11.1 22.2 
低下している 7 14.3 14.3 - 14.3 - - - - - - - 71.4 
その他 22 18.2 50.0 13.6 9.1 13.6 13.6 4.6 4.6 13.6 31.8 13.6 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 17.7 54.2 4.2 15.6 15.6 14.6 5.2 3.1 6.3 14.6 4.2 22.9 
ない 55 30.9 52.7 20.0 23.6 29.1 18.2 5.5 5.5 9.1 7.3 3.6 27.3 

問１０（１）　裁量労働制導入のきっかけ  専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 96 15.6 34.4 3.1 6.3 10.4 16.7 2.1 - 2.1 3.1 1.0 59.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - 
30-99人 3 - - 33.3 - 33.3 - - - - - - 33.3 
100-299人 24 8.3 25.0 4.2 4.2 8.3 12.5 4.2 - - - - 75.0 
300-499人 17 23.5 41.2 5.9 5.9 11.8 29.4 5.9 - 5.9 - 5.9 41.2 
500-999人 22 18.2 45.5 - 4.6 9.1 13.6 - - 4.6 4.6 - 54.6 
1000人以上 24 12.5 29.2 - 4.2 12.5 12.5 - - - 8.3 - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - - 25.0 25.0 
30-99人 12 8.3 16.7 - - 8.3 8.3 - - - - - 75.0 
100-299人 23 21.7 26.1 8.7 4.4 8.7 13.0 8.7 - 4.4 - - 65.2 
300-499人 16 18.8 56.3 - 6.3 6.3 43.8 - - - 6.3 - 43.8 
500-999人 16 6.3 37.5 - 6.3 12.5 6.3 - - 6.3 - - 62.5 
1000人以上 22 13.6 36.4 - 9.1 13.6 18.2 - - - 9.1 - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - 
製造業 48 20.8 52.1 - 10.4 14.6 27.1 4.2 - 2.1 6.3 - 43.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 50.0 50.0 - - 25.0 - - - - - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - - - - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - - - - - - - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 - - - - - - - - - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 33.3 33.3 - - - - - - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - 10.0 - - - - - - - - 90.0 
医療、福祉 7 - 28.6 - - - 14.3 - - - - - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 33.3 22.2 11.1 11.1 22.2 - - 11.1 - - 66.7 
その他 0 - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 12.8 34.0 4.3 4.3 8.5 12.8 2.1 - 2.1 2.1 - 63.8 
支社、支店 30 16.7 30.0 3.3 13.3 13.3 13.3 3.3 - - - 3.3 56.7 
営業所 1 - - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 3 66.7 66.7 - - 33.3 66.7 - - 33.3 33.3 - - 
その他 14 14.3 42.9 - - 7.1 28.6 - - - 7.1 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 21.4 50.0 - 7.1 14.3 28.6 - - - 21.4 - 50.0 
やや上昇している 38 15.8 34.2 2.6 7.9 13.2 18.4 2.6 - 2.6 - - 60.5 
横ばい 24 8.3 20.8 8.3 4.2 - 4.2 - - - - - 75.0 
ゆるやかに低下している 7 14.3 28.6 - - 14.3 - 14.3 - - - 14.3 42.9 
低下している 6 16.7 16.7 - 16.7 16.7 - - - - - - 66.7 
その他 7 28.6 71.4 - - 14.3 57.1 - - 14.3 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 17.2 43.1 1.7 8.6 10.3 22.4 1.7 - 1.7 5.2 - 53.5 
ない 38 13.2 21.1 5.3 2.6 10.5 7.9 2.6 - 2.6 - 2.6 68.4 

問１０（１）　裁量労働制導入のきっかけ  企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 151 5.3 29.1 24.5 8.0 33.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 25.0 - 50.0 
100-299人 44 2.3 20.5 25.0 18.2 34.1 
300-499人 29 13.8 13.8 34.5 3.5 34.5 
500-999人 34 5.9 44.1 20.6 5.9 23.5 
1000人以上 33 3.0 42.4 18.2 - 36.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - - 66.7 - 33.3 
30-99人 20 - 20.0 30.0 15.0 35.0 
100-299人 53 9.4 24.5 17.0 11.3 37.7 
300-499人 22 4.6 31.8 40.9 4.6 18.2 
500-999人 23 4.4 39.1 26.1 4.4 26.1 
1000人以上 26 3.9 38.5 19.2 - 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 1.7 27.6 29.3 6.9 34.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 - 50.0 16.7 16.7 16.7 
運輸業、郵便業 4 - - 50.0 - 50.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - 27.3 45.5 27.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 39 12.8 48.7 12.8 10.3 15.4 
医療、福祉 11 9.1 - 9.1 - 81.8 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 27.3 27.3 - 36.4 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 7.5 28.4 19.4 6.0 38.8 
支社、支店 49 - 36.7 22.5 6.1 34.7 
営業所 1 - - 100.0 - - 
研究所 5 - 20.0 80.0 - - 
その他 28 10.7 21.4 28.6 17.9 21.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 50.0 21.4 - 28.6 
やや上昇している 56 1.8 25.0 30.4 7.1 35.7 
横ばい 41 7.3 31.7 17.1 12.2 31.7 
ゆるやかに低下している 9 - 33.3 44.4 - 22.2 
低下している 7 - - 14.3 - 85.7 
その他 22 18.2 27.3 22.7 13.6 18.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 6.3 33.3 21.9 7.3 31.3 
ない 55 3.6 21.8 29.1 9.1 36.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  労働時間の状況の把握方法の検討　％
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Total 151 6.6 26.5 25.8 9.9 31.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 - - 50.0 - 50.0 
100-299人 44 2.3 25.0 18.2 22.7 31.8 
300-499人 29 10.3 13.8 31.0 10.3 34.5 
500-999人 34 5.9 35.3 32.4 2.9 23.5 
1000人以上 33 6.1 33.3 27.3 - 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - 33.3 33.3 - 33.3 
30-99人 20 5.0 20.0 25.0 15.0 35.0 
100-299人 53 3.8 20.8 20.8 18.9 35.9 
300-499人 22 13.6 18.2 45.5 4.6 18.2 
500-999人 23 8.7 39.1 30.4 - 21.7 
1000人以上 26 7.7 34.6 19.2 - 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 10.3 20.7 31.0 5.2 32.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 16.7 66.7 - 16.7 - 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 25.0 - 25.0 
卸売業、小売業 3 - 33.3 - - 66.7 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - 18.2 54.5 27.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 39 - 35.9 28.2 20.5 15.4 
医療、福祉 11 9.1 - 9.1 - 81.8 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 18.2 45.5 - - 36.4 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 4.5 29.9 23.9 7.5 34.3 
支社、支店 49 10.2 30.6 14.3 10.2 34.7 
営業所 1 - - 100.0 - - 
研究所 5 - - 100.0 - - 
その他 28 7.1 17.9 35.7 17.9 21.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 35.7 35.7 - 28.6 
やや上昇している 56 8.9 26.8 21.4 7.1 35.7 
横ばい 41 12.2 24.4 24.4 9.8 29.3 
ゆるやかに低下している 9 - 33.3 33.3 11.1 22.2 
低下している 7 - 14.3 14.3 - 71.4 
その他 22 - 22.7 36.4 27.3 13.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 7.3 24.0 28.1 11.5 29.2 
ない 55 5.5 30.9 21.8 7.3 34.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  みなし労働時間の設定　％
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Total 151 4.6 29.8 25.8 7.3 32.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 25.0 - 50.0 
100-299人 44 4.6 25.0 18.2 18.2 34.1 
300-499人 29 10.3 20.7 31.0 3.5 34.5 
500-999人 34 5.9 35.3 32.4 2.9 23.5 
1000人以上 33 - 39.4 24.2 3.0 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - 33.3 33.3 - 33.3 
30-99人 20 - 25.0 25.0 15.0 35.0 
100-299人 53 7.6 20.8 20.8 13.2 37.7 
300-499人 22 9.1 31.8 40.9 - 18.2 
500-999人 23 4.4 39.1 30.4 4.4 21.7 
1000人以上 26 - 38.5 23.1 - 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 1.7 25.9 32.8 6.9 32.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 - 66.7 16.7 - 16.7 
運輸業、郵便業 4 - - 50.0 - 50.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - 45.5 27.3 27.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 39 10.3 38.5 25.6 10.3 15.4 
医療、福祉 11 - 9.1 9.1 - 81.8 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 18.2 45.5 - - 36.4 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 7.5 31.3 19.4 4.5 37.3 
支社、支店 49 - 32.7 24.5 8.2 34.7 
営業所 1 - - 100.0 - - 
研究所 5 - 20.0 80.0 - - 
その他 28 7.1 25.0 32.1 14.3 21.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 50.0 21.4 - 28.6 
やや上昇している 56 3.6 32.1 21.4 7.1 35.7 
横ばい 41 2.4 26.8 29.3 12.2 29.3 
ゆるやかに低下している 9 - 11.1 55.6 11.1 22.2 
低下している 7 - - 14.3 - 85.7 
その他 22 18.2 31.8 27.3 4.6 18.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 5.2 28.1 29.2 6.3 31.3 
ない 55 3.6 32.7 20.0 9.1 34.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  健康福祉確保措置　　％
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Total 151 1.3 21.9 27.8 16.6 32.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 25.0 - 50.0 
100-299人 44 - 18.2 15.9 31.8 34.1 
300-499人 29 3.5 17.2 34.5 10.3 34.5 
500-999人 34 2.9 32.4 32.4 8.8 23.5 
1000人以上 33 - 21.2 33.3 12.1 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - - 33.3 33.3 33.3 
30-99人 20 - 20.0 15.0 30.0 35.0 
100-299人 53 1.9 17.0 20.8 22.6 37.7 
300-499人 22 - 27.3 50.0 4.6 18.2 
500-999人 23 4.4 30.4 39.1 4.4 21.7 
1000人以上 26 - 23.1 26.9 11.5 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 1.7 12.1 36.2 17.2 32.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 - 66.7 - 16.7 16.7 
運輸業、郵便業 4 - - 25.0 25.0 50.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - 9.1 54.5 36.4 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 39 - 38.5 25.6 20.5 15.4 
医療、福祉 11 - 9.1 9.1 - 81.8 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 45.5 - 9.1 36.4 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 3.0 20.9 23.9 14.9 37.3 
支社、支店 49 - 26.5 26.5 12.2 34.7 
営業所 1 - - 100.0 - - 
研究所 5 - - 80.0 20.0 - 
その他 28 - 21.4 28.6 28.6 21.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 14.3 28.6 28.6 28.6 
やや上昇している 56 1.8 17.9 28.6 16.1 35.7 
横ばい 41 2.4 31.7 24.4 12.2 29.3 
ゆるやかに低下している 9 - 11.1 22.2 44.4 22.2 
低下している 7 - - 14.3 - 85.7 
その他 22 - 27.3 40.9 13.6 18.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 1.0 22.9 28.1 16.7 31.3 
ない 55 1.8 20.0 27.3 16.4 34.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  苦情処理措置　　　　　％
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Total 151 4.0 29.1 25.8 9.9 31.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 25.0 - 50.0 
100-299人 44 2.3 27.3 20.5 18.2 31.8 
300-499人 29 6.9 17.2 34.5 6.9 34.5 
500-999人 34 5.9 44.1 23.5 2.9 23.5 
1000人以上 33 3.0 27.3 27.3 9.1 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - 33.3 33.3 - 33.3 
30-99人 20 - 20.0 30.0 15.0 35.0 
100-299人 53 3.8 28.3 17.0 15.1 35.9 
300-499人 22 4.6 31.8 45.5 - 18.2 
500-999人 23 8.7 34.8 26.1 8.7 21.7 
1000人以上 26 3.9 26.9 26.9 3.9 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 3.4 22.4 31.0 10.3 32.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 - 66.7 16.7 16.7 - 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 50.0 - 25.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - 27.3 45.5 27.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 39 2.6 46.2 23.1 12.8 15.4 
医療、福祉 11 9.1 - 9.1 - 81.8 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 18.2 45.5 - - 36.4 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 6.0 28.4 22.4 9.0 34.3 
支社、支店 49 2.0 32.7 20.4 10.2 34.7 
営業所 1 - - 100.0 - - 
研究所 5 - 20.0 80.0 - - 
その他 28 3.6 28.6 32.1 14.3 21.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 42.9 28.6 - 28.6 
やや上昇している 56 3.6 25.0 25.0 10.7 35.7 
横ばい 41 4.9 31.7 22.0 12.2 29.3 
ゆるやかに低下している 9 11.1 - 44.4 22.2 22.2 
低下している 7 - 28.6 - - 71.4 
その他 22 4.6 36.4 36.4 9.1 13.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 3.1 31.3 27.1 9.4 29.2 
ない 55 5.5 25.5 23.6 10.9 34.6 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討　％

78－ 376 － － 377 －
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Total 151 5.3 28.5 23.2 8.6 34.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 - 25.0 50.0 
100-299人 44 11.4 20.5 18.2 11.4 38.6 
300-499人 29 6.9 27.6 24.1 3.5 37.9 
500-999人 34 2.9 38.2 29.4 5.9 23.5 
1000人以上 33 - 33.3 21.2 12.1 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 33.3 33.3 - - 33.3 
30-99人 20 - 20.0 25.0 15.0 40.0 
100-299人 53 9.4 26.4 17.0 7.6 39.6 
300-499人 22 4.6 22.7 40.9 9.1 22.7 
500-999人 23 4.4 39.1 30.4 4.4 21.7 
1000人以上 26 - 34.6 15.4 11.5 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 3.4 24.1 27.6 10.3 34.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 - 66.7 33.3 - - 
運輸業、郵便業 4 - - 25.0 25.0 50.0 
卸売業、小売業 3 - 33.3 - - 66.7 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 36.4 27.3 18.2 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - 100.0 - 
教育、学習支援業 39 7.7 38.5 25.6 7.7 20.5 
医療、福祉 11 - 9.1 9.1 - 81.8 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 36.4 9.1 - 45.5 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 6.0 23.9 25.4 6.0 38.8 
支社、支店 49 4.1 36.7 16.3 6.1 36.7 
営業所 1 - - - 100.0 - 
研究所 5 - 40.0 40.0 20.0 - 
その他 28 7.1 25.0 28.6 14.3 25.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 21.4 21.4 28.6 28.6 
やや上昇している 56 5.4 28.6 23.2 5.4 37.5 
横ばい 41 7.3 24.4 24.4 7.3 36.6 
ゆるやかに低下している 9 - 22.2 33.3 22.2 22.2 
低下している 7 - - 14.3 - 85.7 
その他 22 9.1 50.0 22.7 4.6 13.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 5.2 29.2 22.9 10.4 32.3 
ない 55 5.5 27.3 23.6 5.5 38.2 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　専門業務型  協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出　％

79－ 378 －
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Total 96 4.2 15.6 12.5 6.3 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 - 8.3 8.3 8.3 75.0 
300-499人 17 5.9 11.8 35.3 - 47.1 
500-999人 22 4.6 18.2 13.6 4.6 59.1 
1000人以上 24 - 29.2 - - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 25.0 25.0 25.0 
30-99人 12 - - 8.3 16.7 75.0 
100-299人 23 4.4 13.0 8.7 4.4 69.6 
300-499人 16 6.3 12.5 31.3 6.3 43.8 
500-999人 16 6.3 12.5 12.5 - 68.8 
1000人以上 22 4.6 31.8 - - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 6.2 27.1 18.8 2.1 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 25.0 - 25.0 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - - - 28.6 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 11.1 11.1 - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 10.6 10.6 6.4 68.1 
支社、支店 30 6.7 23.3 3.3 10.0 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 66.7 - - 
その他 14 - 14.3 28.6 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 35.7 - 14.3 50.0 
やや上昇している 38 7.9 10.5 10.5 5.3 65.8 
横ばい 24 4.2 12.5 4.2 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 28.6 28.6 - 42.9 
低下している 6 - 16.7 16.7 - 66.7 
その他 7 - - 57.1 14.3 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 5.2 20.7 13.8 3.5 56.9 
ない 38 2.6 7.9 10.5 10.5 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労働時間の状況の把握方法の検討　％

80－ 378 － － 379 －
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Total 96 5.2 14.6 11.5 7.3 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 4.2 12.5 4.2 4.2 75.0 
300-499人 17 5.9 5.9 29.4 11.8 47.1 
500-999人 22 4.6 18.2 13.6 4.6 59.1 
1000人以上 24 - 20.8 8.3 - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 50.0 - 25.0 25.0 
30-99人 12 8.3 8.3 - 8.3 75.0 
100-299人 23 4.4 4.4 8.7 13.0 69.6 
300-499人 16 6.3 6.3 37.5 6.3 43.8 
500-999人 16 6.3 18.8 6.3 - 68.8 
1000人以上 22 4.6 22.7 9.1 - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 6.2 20.8 20.8 6.2 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 25.0 - 25.0 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - 33.3 - - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - 14.3 - 14.3 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 22.2 11.1 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 14.9 8.5 4.3 68.1 
支社、支店 30 6.7 20.0 - 16.7 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - - 100.0 - - 
その他 14 7.1 7.1 28.6 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 21.4 21.4 7.1 50.0 
やや上昇している 38 7.9 10.5 10.5 5.3 65.8 
横ばい 24 8.3 8.3 - 8.3 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 42.9 - 14.3 42.9 
低下している 6 - 33.3 - - 66.7 
その他 7 - - 57.1 14.3 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 6.9 13.8 15.5 6.9 56.9 
ない 38 2.6 15.8 5.3 7.9 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  みなし労働時間の設定　％

81－ 380 －
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Total 96 2.1 18.8 13.5 4.2 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - 33.3 - 33.3 33.3 
100-299人 24 - 16.7 4.2 4.2 75.0 
300-499人 17 5.9 5.9 35.3 5.9 47.1 
500-999人 22 4.6 18.2 13.6 4.6 59.1 
1000人以上 24 - 25.0 4.2 - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 50.0 25.0 - 25.0 
30-99人 12 - 16.7 - 8.3 75.0 
100-299人 23 4.4 4.4 13.0 8.7 69.6 
300-499人 16 - 12.5 37.5 6.3 43.8 
500-999人 16 6.3 18.8 6.3 - 68.8 
1000人以上 22 - 27.3 9.1 - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 2.1 25.0 22.9 4.2 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - 10.0 - - 90.0 
医療、福祉 7 - 14.3 - 14.3 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 22.2 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 21.3 4.3 2.1 68.1 
支社、支店 30 - 13.3 20.0 10.0 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 66.7 - - 
その他 14 - 21.4 21.4 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 42.9 - 7.1 50.0 
やや上昇している 38 2.6 10.5 15.8 5.3 65.8 
横ばい 24 4.2 16.7 4.2 - 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 14.3 28.6 14.3 42.9 
低下している 6 - 33.3 - - 66.7 
その他 7 - 14.3 57.1 - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 1.7 19.0 17.2 5.2 56.9 
ない 38 2.6 18.4 7.9 2.6 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  健康福祉確保措置　　％

82－ 380 － － 381 －
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Total 96 2.1 8.3 14.6 13.5 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 - 12.5 - 12.5 75.0 
300-499人 17 5.9 - 35.3 11.8 47.1 
500-999人 22 4.6 13.6 13.6 9.1 59.1 
1000人以上 24 - 8.3 8.3 12.5 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 25.0 25.0 25.0 
30-99人 12 - 8.3 - 16.7 75.0 
100-299人 23 4.4 4.4 4.4 17.4 69.6 
300-499人 16 - - 43.8 12.5 43.8 
500-999人 16 6.3 18.8 6.3 - 68.8 
1000人以上 22 - 9.1 13.6 13.6 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 2.1 10.4 25.0 16.7 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 25.0 - 25.0 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - - - 28.6 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 22.2 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 10.6 6.4 10.6 68.1 
支社、支店 30 - 3.3 20.0 20.0 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - - 66.7 33.3 - 
その他 14 - 14.3 21.4 7.1 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 7.1 7.1 35.7 50.0 
やや上昇している 38 2.6 5.3 18.4 7.9 65.8 
横ばい 24 4.2 12.5 - 8.3 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 14.3 14.3 28.6 42.9 
低下している 6 - 16.7 16.7 - 66.7 
その他 7 - - 57.1 14.3 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 1.7 10.3 17.2 13.8 56.9 
ない 38 2.6 5.3 10.5 13.2 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  苦情処理措置　　　　　％

83－ 382 －
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Total 96 2.1 13.5 14.6 8.3 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 - 12.5 4.2 8.3 75.0 
300-499人 17 5.9 5.9 35.3 5.9 47.1 
500-999人 22 4.6 13.6 18.2 4.6 59.1 
1000人以上 24 - 20.8 4.2 4.2 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 25.0 25.0 25.0 
30-99人 12 - 8.3 8.3 8.3 75.0 
100-299人 23 4.4 8.7 4.4 13.0 69.6 
300-499人 16 - 6.3 43.8 6.3 43.8 
500-999人 16 6.3 12.5 12.5 - 68.8 
1000人以上 22 - 22.7 9.1 4.6 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 2.1 20.8 22.9 8.3 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 25.0 - 25.0 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - - 14.3 14.3 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 22.2 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 12.8 8.5 6.4 68.1 
支社、支店 30 - 10.0 16.7 16.7 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 66.7 - - 
その他 14 - 21.4 21.4 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 35.7 7.1 7.1 50.0 
やや上昇している 38 2.6 5.3 18.4 7.9 65.8 
横ばい 24 4.2 16.7 - 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - - 28.6 28.6 42.9 
低下している 6 - 33.3 - - 66.7 
その他 7 - - 57.1 14.3 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 1.7 17.2 17.2 6.9 56.9 
ない 38 2.6 7.9 10.5 10.5 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討　％

84－ 382 － － 383 －
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Total 96 5.2 13.5 11.5 7.3 62.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 4.2 4.2 8.3 8.3 75.0 
300-499人 17 5.9 17.7 23.5 5.9 47.1 
500-999人 22 4.6 22.7 9.1 4.6 59.1 
1000人以上 24 - 12.5 12.5 - 75.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 - 50.0 25.0 
30-99人 12 8.3 - - 16.7 75.0 
100-299人 23 4.4 - 21.7 4.4 69.6 
300-499人 16 6.3 25.0 18.8 6.3 43.8 
500-999人 16 6.3 25.0 - - 68.8 
1000人以上 22 4.6 13.6 13.6 - 68.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 6.2 22.9 18.8 4.2 47.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - - - 28.6 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 22.2 - 11.1 - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 12.8 8.5 6.4 68.1 
支社、支店 30 6.7 10.0 10.0 13.3 60.0 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 66.7 - - 
その他 14 7.1 21.4 14.3 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 7.1 28.6 14.3 50.0 
やや上昇している 38 7.9 10.5 10.5 5.3 65.8 
横ばい 24 8.3 4.2 8.3 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 14.3 14.3 14.3 57.1 
低下している 6 - 16.7 - 16.7 66.7 
その他 7 - 71.4 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 6.9 15.5 15.5 3.5 58.6 
ない 38 2.6 10.5 5.3 13.2 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の設置　　％

85－ 384 －
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Total 96 2.1 13.5 11.5 11.5 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 - 4.2 12.5 8.3 75.0 
300-499人 17 5.9 17.7 23.5 5.9 47.1 
500-999人 22 4.6 18.2 4.6 13.6 59.1 
1000人以上 24 - 16.7 4.2 8.3 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 - 50.0 25.0 
30-99人 12 - - 8.3 16.7 75.0 
100-299人 23 4.4 - 21.7 4.4 69.6 
300-499人 16 - 18.8 18.8 18.8 43.8 
500-999人 16 6.3 25.0 - - 68.8 
1000人以上 22 - 18.2 9.1 9.1 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 2.1 22.9 16.7 12.5 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - - - 28.6 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 - 22.2 - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 12.8 6.4 8.5 68.1 
支社、支店 30 - 10.0 16.7 16.7 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 33.3 33.3 - 
その他 14 - 21.4 14.3 7.1 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 7.1 7.1 35.7 50.0 
やや上昇している 38 2.6 7.9 15.8 7.9 65.8 
横ばい 24 4.2 4.2 12.5 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 28.6 14.3 14.3 42.9 
低下している 6 - 16.7 - 16.7 66.7 
その他 7 - 71.4 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 1.7 15.5 15.5 10.3 56.9 
ない 38 2.6 10.5 5.3 13.2 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労働側委員の指名のための代表者の選出　％

86－ 384 － － 385 －
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Total 96 5.2 17.7 8.3 7.3 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 - 16.7 4.2 4.2 75.0 
300-499人 17 11.8 23.5 17.7 - 47.1 
500-999人 22 4.6 18.2 9.1 9.1 59.1 
1000人以上 24 - 16.7 8.3 4.2 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 50.0 - 25.0 25.0 
30-99人 12 - 8.3 8.3 8.3 75.0 
100-299人 23 8.7 8.7 8.7 4.4 69.6 
300-499人 16 6.3 18.8 18.8 12.5 43.8 
500-999人 16 6.3 25.0 - - 68.8 
1000人以上 22 4.6 18.2 9.1 4.6 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 8.3 25.0 12.5 8.3 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - 33.3 - - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - - 14.3 14.3 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 22.2 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 17.0 6.4 4.3 68.1 
支社、支店 30 10.0 13.3 3.3 16.7 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 66.7 - - 
その他 14 - 28.6 14.3 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 14.3 28.6 7.1 50.0 
やや上昇している 38 7.9 10.5 7.9 7.9 65.8 
横ばい 24 4.2 12.5 4.2 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 14.3 28.6 - 14.3 42.9 
低下している 6 - 16.7 - 16.7 66.7 
その他 7 - 71.4 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 6.9 19.0 10.3 6.9 56.9 
ない 38 2.6 15.8 5.3 7.9 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の運営規定の策定　％

87－ 386 －
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Total 96 4.2 15.6 8.3 10.4 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 - 12.5 4.2 8.3 75.0 
300-499人 17 5.9 17.7 17.7 11.8 47.1 
500-999人 22 4.6 18.2 9.1 9.1 59.1 
1000人以上 24 - 16.7 8.3 4.2 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 - 50.0 25.0 
30-99人 12 - 8.3 - 16.7 75.0 
100-299人 23 4.4 4.4 13.0 8.7 69.6 
300-499人 16 6.3 18.8 18.8 12.5 43.8 
500-999人 16 6.3 25.0 - - 68.8 
1000人以上 22 4.6 18.2 9.1 4.6 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 6.2 25.0 12.5 10.4 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - - - 28.6 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 11.1 11.1 - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 14.9 6.4 6.4 68.1 
支社、支店 30 6.7 10.0 3.3 23.3 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 66.7 - - 
その他 14 - 28.6 14.3 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 14.3 21.4 14.3 50.0 
やや上昇している 38 7.9 10.5 7.9 7.9 65.8 
横ばい 24 4.2 8.3 4.2 8.3 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 14.3 14.3 28.6 42.9 
低下している 6 - 16.7 - 16.7 66.7 
その他 7 - 71.4 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 5.2 17.2 12.1 8.6 56.9 
ない 38 2.6 13.2 2.6 13.2 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  労使委員会の議事録の作成　％

88－ 386 － － 387 －
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Total 96 5.2 12.5 7.3 13.5 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - - 66.7 33.3 
100-299人 24 4.2 8.3 4.2 8.3 75.0 
300-499人 17 5.9 17.7 17.7 11.8 47.1 
500-999人 22 4.6 18.2 4.6 13.6 59.1 
1000人以上 24 - 12.5 4.2 12.5 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 - 50.0 25.0 
30-99人 12 - 8.3 - 16.7 75.0 
100-299人 23 8.7 - 13.0 8.7 69.6 
300-499人 16 6.3 18.8 12.5 18.8 43.8 
500-999人 16 6.3 25.0 - - 68.8 
1000人以上 22 4.6 13.6 4.6 13.6 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 6.2 20.8 10.4 16.7 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 25.0 25.0 - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 90.0 
医療、福祉 7 - - - 28.6 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 22.2 11.1 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 6.4 10.6 6.4 8.5 68.1 
支社、支店 30 6.7 6.7 6.7 23.3 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 33.3 33.3 - 
その他 14 - 28.6 7.1 7.1 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 7.1 7.1 35.7 50.0 
やや上昇している 38 7.9 7.9 10.5 7.9 65.8 
横ばい 24 8.3 8.3 - 8.3 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 14.3 14.3 28.6 42.9 
低下している 6 - 16.7 - 16.7 66.7 
その他 7 - 57.1 14.3 - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 6.9 15.5 6.9 13.8 56.9 
ない 38 2.6 7.9 7.9 13.2 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  決議事項の委員の５分の４以上による合意　％

89－ 388 －
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Total 96 8.3 15.6 7.3 7.3 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - 33.3 33.3 33.3 
100-299人 24 4.2 8.3 4.2 8.3 75.0 
300-499人 17 23.5 5.9 17.7 5.9 47.1 
500-999人 22 4.6 27.3 4.6 4.6 59.1 
1000人以上 24 - 20.8 4.2 4.2 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 50.0 - 25.0 
30-99人 12 - 8.3 - 16.7 75.0 
100-299人 23 8.7 - 13.0 8.7 69.6 
300-499人 16 25.0 18.8 6.3 6.3 43.8 
500-999人 16 6.3 25.0 - - 68.8 
1000人以上 22 4.6 22.7 4.6 4.6 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 12.5 25.0 8.3 8.3 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - 10.0 - 90.0 
医療、福祉 7 - - - 28.6 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 22.2 11.1 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 8.5 14.9 2.1 6.4 68.1 
支社、支店 30 6.7 10.0 13.3 13.3 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 66.7 33.3 - - 
その他 14 14.3 21.4 7.1 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 35.7 - 14.3 50.0 
やや上昇している 38 7.9 10.5 10.5 5.3 65.8 
横ばい 24 8.3 8.3 4.2 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 14.3 28.6 14.3 42.9 
低下している 6 - 16.7 - 16.7 66.7 
その他 7 42.9 28.6 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 12.1 20.7 3.5 6.9 56.9 
ない 38 2.6 7.9 13.2 7.9 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  個別労働者からの同意　％

90－ 388 － － 389 －
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Total 96 3.1 19.8 5.2 10.4 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - 33.3 33.3 33.3 
100-299人 24 - 16.7 4.2 4.2 75.0 
300-499人 17 5.9 23.5 11.8 11.8 47.1 
500-999人 22 4.6 22.7 4.6 9.1 59.1 
1000人以上 24 4.2 12.5 - 12.5 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 50.0 25.0 - 25.0 
30-99人 12 - 8.3 8.3 8.3 75.0 
100-299人 23 4.4 8.7 4.4 13.0 69.6 
300-499人 16 - 31.3 12.5 12.5 43.8 
500-999人 16 6.3 25.0 - - 68.8 
1000人以上 22 4.6 18.2 - 13.6 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 4.2 29.2 4.2 16.7 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - 33.3 - - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - 10.0 - 90.0 
医療、福祉 7 - - 14.3 14.3 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 22.2 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 17.0 4.3 6.4 68.1 
支社、支店 30 3.3 20.0 3.3 16.7 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 33.3 33.3 - 
その他 14 - 28.6 7.1 7.1 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 7.1 7.1 7.1 28.6 50.0 
やや上昇している 38 2.6 18.4 7.9 5.3 65.8 
横ばい 24 4.2 12.5 4.2 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 28.6 - 28.6 42.9 
低下している 6 - 16.7 - 16.7 66.7 
その他 7 - 71.4 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 3.5 22.4 3.5 13.8 56.9 
ない 38 2.6 15.8 7.9 5.3 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  協定届・決議届の作成及び労働基準監督署長への提出　％
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不
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Total 96 5.2 17.7 5.2 10.4 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - - 33.3 33.3 33.3 
100-299人 24 - 16.7 4.2 4.2 75.0 
300-499人 17 5.9 23.5 11.8 11.8 47.1 
500-999人 22 4.6 22.7 4.6 9.1 59.1 
1000人以上 24 4.2 12.5 - 12.5 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 50.0 25.0 - 25.0 
30-99人 12 - 8.3 8.3 8.3 75.0 
100-299人 23 4.4 8.7 4.4 13.0 69.6 
300-499人 16 6.3 25.0 12.5 12.5 43.8 
500-999人 16 6.3 25.0 - - 68.8 
1000人以上 22 9.1 13.6 - 13.6 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 8.3 25.0 4.2 16.7 45.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - 33.3 - - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - 10.0 - 90.0 
医療、福祉 7 - - 14.3 14.3 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 22.2 - - 66.7 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 17.0 4.3 6.4 68.1 
支社、支店 30 10.0 13.3 3.3 16.7 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 33.3 33.3 - 
その他 14 - 28.6 7.1 7.1 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 7.1 7.1 7.1 28.6 50.0 
やや上昇している 38 7.9 13.2 7.9 5.3 65.8 
横ばい 24 4.2 12.5 4.2 4.2 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - 28.6 - 28.6 42.9 
低下している 6 - 16.7 - 16.7 66.7 
その他 7 - 71.4 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 6.9 19.0 3.5 13.8 56.9 
ない 38 2.6 15.8 7.9 5.3 68.4 

問１０（２）　裁量労働制導入の際の負担感　企画業務型  報告の作成及び労働基準監督署長への届出　％
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Total 151 41.7 5.3 18.5 53.0 11.9 4.6 2.0 22.5 4.0 - 2.0 0.7 6.0 2.0 24.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 25.0 - - 25.0 - - - - - - - - - 25.0 50.0 
100-299人 44 45.5 6.8 25.0 52.3 9.1 4.6 - 13.6 - - - - 2.3 2.3 22.7 
300-499人 29 41.4 3.5 - 44.8 13.8 6.9 3.5 17.2 - - - - 3.5 3.5 34.5 
500-999人 34 44.1 5.9 20.6 61.8 8.8 2.9 2.9 32.4 8.8 - 8.8 - 14.7 - 14.7 
1000人以上 33 39.4 3.0 21.2 54.6 18.2 6.1 - 24.2 6.1 - - - 6.1 - 27.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 66.7 - 33.3 33.3 - - - - - - - - - - 33.3 
30-99人 20 50.0 5.0 25.0 35.0 15.0 5.0 - 5.0 - - - - 5.0 5.0 30.0 
100-299人 53 32.1 3.8 13.2 52.8 3.8 1.9 - 11.3 - - 1.9 - 3.8 3.8 28.3 
300-499人 22 59.1 9.1 18.2 54.6 18.2 9.1 4.6 36.4 - - 4.6 - 9.1 - 13.6 
500-999人 23 43.5 4.4 17.4 65.2 8.7 8.7 4.4 34.8 13.0 - 4.4 - 13.0 - 13.0 
1000人以上 26 34.6 3.9 15.4 50.0 23.1 3.9 - 34.6 7.7 - - - 3.9 - 34.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
製造業 58 43.1 5.2 20.7 48.3 17.2 8.6 5.2 43.1 8.6 - 5.2 - 3.4 - 31.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 33.3 16.7 16.7 83.3 16.7 16.7 - 33.3 16.7 - - 16.7 - 16.7 - 
運輸業、郵便業 4 50.0 25.0 25.0 50.0 - - - - - - - - - - 25.0 
卸売業、小売業 3 33.3 33.3 - - - - - - - - - - - - 33.3 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 - - - - - - - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 63.6 - 27.3 81.8 18.2 - - 18.2 - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 39 38.5 2.6 23.1 69.2 5.1 - - - - - - - 7.7 5.1 5.1 
医療、福祉 11 18.2 - - 27.3 - - - - - - - - 9.1 - 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 72.7 9.1 18.2 36.4 18.2 9.1 - 45.5 - - - - 27.3 - 18.2 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 37.3 6.0 19.4 52.2 16.4 4.5 3.0 19.4 7.5 - - 1.5 7.5 3.0 25.4 
支社、支店 49 36.7 2.0 14.3 38.8 4.1 6.1 2.0 22.5 2.0 - 2.0 - 4.1 2.0 34.7 
営業所 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
研究所 5 60.0 - 20.0 80.0 60.0 - - 60.0 - - - - 20.0 - - 
その他 28 60.7 7.1 25.0 78.6 7.1 3.6 - 25.0 - - 7.1 - 3.6 - 7.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 64.3 14.3 21.4 64.3 35.7 - - 28.6 - - - - 14.3 - 14.3 
やや上昇している 56 39.3 1.8 17.9 44.6 10.7 - - 19.6 1.8 - 1.8 - 7.1 1.8 32.1 
横ばい 41 39.0 7.3 22.0 51.2 4.9 17.1 4.9 29.3 9.8 - 2.4 - 2.4 2.4 26.8 
ゆるやかに低下している 9 44.4 11.1 - 33.3 33.3 - - 11.1 - - 11.1 - - - 22.2 
低下している 7 28.6 - 28.6 42.9 14.3 - 14.3 28.6 14.3 - - - - - 57.1 
その他 22 36.4 4.6 18.2 81.8 4.6 - - 18.2 - - - 4.6 4.6 4.6 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 40.6 5.2 17.7 51.0 13.5 3.1 1.0 27.1 4.2 - 2.1 - 8.3 2.1 24.0 
ない 55 43.6 5.5 20.0 56.4 9.1 7.3 3.6 14.6 3.6 - 1.8 1.8 1.8 1.8 25.5 

問１１　裁量労働制で働く労働者の適用対象要件  専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 96 33.3 1.0 11.5 25.0 17.7 4.2 1.0 28.1 5.2 1.0 1.0 1.0 3.1 - 60.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 3 33.3 - 66.7 - 33.3 33.3 - 33.3 - - - - - - 33.3 
100-299人 24 25.0 4.2 8.3 12.5 12.5 4.2 - 20.8 4.2 4.2 - - - - 75.0 
300-499人 17 47.1 - - 29.4 23.5 - - 29.4 - - - - 5.9 - 47.1 
500-999人 22 40.9 - 13.6 36.4 13.6 9.1 - 27.3 9.1 - 4.6 - 4.6 - 54.6 
1000人以上 24 20.8 - 12.5 25.0 20.8 - - 25.0 4.2 - - - 4.2 - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 50.0 - 25.0 - 25.0 - - 25.0 - - - - - - 25.0 
30-99人 12 25.0 8.3 16.7 8.3 8.3 16.7 - 16.7 - 8.3 - - - - 75.0 
100-299人 23 26.1 - 4.4 13.0 21.7 - - 17.4 4.4 - - - 4.4 - 69.6 
300-499人 16 56.3 - 12.5 43.8 18.8 - - 50.0 - - 6.3 - 6.3 - 43.8 
500-999人 16 31.3 - 6.3 31.3 6.3 12.5 - 18.8 12.5 - - - - - 62.5 
1000人以上 22 27.3 - 13.6 27.3 22.7 - - 31.8 4.6 - - - 4.6 - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 48 47.9 - 14.6 41.7 25.0 4.2 2.1 45.8 8.3 - 2.1 - 4.2 - 43.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 25.0 - - 50.0 25.0 - - 25.0 - - - 25.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - - - - - - - - - - - 66.7 
金融業、保険業 2 50.0 - 50.0 - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 - - - 20.0 - - - - - - - - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - 10.0 - 10.0 - - - - - - - - - 90.0 
医療、福祉 7 28.6 - 14.3 14.3 14.3 - - 14.3 14.3 14.3 - - - - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 33.3 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 - 22.2 - - - - 11.1 - 66.7 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 27.7 - 8.5 25.5 17.0 4.3 2.1 23.4 10.6 2.1 - 2.1 4.3 - 66.0 
支社、支店 30 33.3 - 13.3 16.7 13.3 3.3 - 30.0 - - - - - - 56.7 
営業所 1 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 3 100.0 - 33.3 66.7 66.7 - - 66.7 - - - - 33.3 - - 
その他 14 42.9 7.1 14.3 35.7 21.4 7.1 - 35.7 - - 7.1 - - - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 42.9 - 28.6 42.9 28.6 - - 35.7 - 7.1 - - 14.3 - 50.0 
やや上昇している 38 34.2 - 10.5 18.4 18.4 2.6 - 23.7 5.3 - 2.6 - 2.6 - 63.2 
横ばい 24 20.8 4.2 8.3 12.5 12.5 8.3 - 20.8 4.2 - - - - - 75.0 
ゆるやかに低下している 7 28.6 - - 28.6 28.6 14.3 - 14.3 14.3 - - - - - 42.9 
低下している 6 16.7 - 16.7 16.7 16.7 - 16.7 33.3 16.7 - - - - - 66.7 
その他 7 71.4 - - 71.4 - - - 71.4 - - - 14.3 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 39.7 1.7 12.1 29.3 19.0 6.9 - 37.9 5.2 - 1.7 - 3.5 - 55.2 
ない 38 23.7 - 10.5 18.4 15.8 - 2.6 13.2 5.3 2.6 - 2.6 2.6 - 68.4 

問１１　裁量労働制で働く労働者の適用対象要件  企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 63 33.3 28.6 9.5 15.9 12.7 20.6 6.4 19.1 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - 100.0 - - - 
100-299人 20 35.0 15.0 5.0 5.0 10.0 20.0 15.0 30.0 - 
300-499人 12 33.3 50.0 16.7 8.3 16.7 16.7 - 8.3 - 
500-999人 15 60.0 40.0 13.3 26.7 13.3 13.3 - 13.3 - 
1000人以上 13 7.7 15.4 7.7 30.8 15.4 23.1 7.7 23.1 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 - 50.0 - - 50.0 50.0 - - - 
30-99人 10 40.0 10.0 10.0 - - 10.0 20.0 30.0 - 
100-299人 17 29.4 23.5 - 11.8 17.7 29.4 5.9 23.5 - 
300-499人 13 46.2 38.5 23.1 23.1 7.7 15.4 - 7.7 - 
500-999人 10 50.0 40.0 10.0 10.0 10.0 20.0 10.0 20.0 - 
1000人以上 9 11.1 22.2 11.1 44.4 22.2 11.1 - 22.2 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - 
製造業 25 60.0 40.0 8.0 24.0 20.0 4.0 4.0 12.0 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - 50.0 - - - 50.0 - - - 
運輸業、郵便業 2 50.0 50.0 - - - - - - - 
卸売業、小売業 1 - 100.0 - - 100.0 - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 7 28.6 14.3 28.6 28.6 - 42.9 14.3 14.3 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 - - - 
教育、学習支援業 15 - - - 6.7 - 46.7 13.3 33.3 - 
医療、福祉 2 - 50.0 - 50.0 - - - 50.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 8 37.5 37.5 25.0 - 25.0 - - 25.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 25 32.0 24.0 8.0 12.0 20.0 24.0 4.0 16.0 - 
支社、支店 18 33.3 44.4 11.1 5.6 5.6 22.2 5.6 22.2 - 
営業所 0 - - - - - - - - - 
研究所 3 66.7 33.3 33.3 66.7 33.3 - - - - 
その他 17 29.4 17.7 5.9 23.5 5.9 17.7 11.8 23.5 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 9 22.2 - - 33.3 33.3 33.3 - 11.1 - 
やや上昇している 22 45.5 31.8 9.1 9.1 9.1 18.2 4.6 13.6 - 
横ばい 16 43.8 50.0 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 - 
ゆるやかに低下している 4 - 25.0 - - 25.0 - - 75.0 - 
低下している 2 50.0 100.0 - - - - - - - 
その他 8 12.5 - 12.5 37.5 - 37.5 - 37.5 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 39 38.5 25.6 7.7 25.6 12.8 15.4 7.7 20.5 - 
ない 24 25.0 33.3 12.5 - 12.5 29.2 4.2 16.7 - 

問１１付問１　専門業務型対象労働者の同意を要件とする理由　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 63 39.7 4.8 49.2 6.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 1 - - 100.0 - 
100-299人 20 30.0 5.0 60.0 5.0 
300-499人 12 41.7 8.3 50.0 - 
500-999人 15 53.3 - 33.3 13.3 
1000人以上 13 38.5 7.7 46.2 7.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 50.0 - 50.0 - 
30-99人 10 30.0 - 60.0 10.0 
100-299人 17 41.2 5.9 52.9 - 
300-499人 13 38.5 7.7 46.2 7.7 
500-999人 10 30.0 - 50.0 20.0 
1000人以上 9 55.6 11.1 33.3 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 0 - - - - 
製造業 25 72.0 8.0 20.0 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 2 - - 100.0 - 
運輸業、郵便業 2 50.0 - 50.0 - 
卸売業、小売業 1 100.0 - - - 
金融業、保険業 0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 7 14.3 14.3 71.4 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 - 
教育、学習支援業 15 6.7 - 80.0 13.3 
医療、福祉 2 - - 100.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 8 37.5 - 37.5 25.0 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 25 36.0 - 60.0 4.0 
支社、支店 18 33.3 11.1 50.0 5.6 
営業所 0 - - - - 
研究所 3 66.7 33.3 - - 
その他 17 47.1 - 41.2 11.8 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 9 44.4 - 55.6 - 
やや上昇している 22 50.0 - 40.9 9.1 
横ばい 16 37.5 6.3 56.3 - 
ゆるやかに低下している 4 25.0 25.0 50.0 - 
低下している 2 100.0 - - - 
その他 8 12.5 12.5 62.5 12.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 39 38.5 5.1 46.2 10.3 
ない 24 41.7 4.2 54.2 - 

問１１付問２　労使委員会等での決議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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め そ
の
他

わ
か
ら
な
い

不
明

Total 25 28.0 40.0 40.0 20.0 16.0 8.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - 
100-299人 6 16.7 83.3 16.7 16.7 - - - 
300-499人 5 20.0 40.0 20.0 20.0 20.0 - - 
500-999人 8 50.0 25.0 50.0 12.5 12.5 12.5 - 
1000人以上 5 20.0 20.0 60.0 40.0 40.0 20.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - 100.0 - - - - - 
30-99人 3 - 100.0 - - - - - 
100-299人 7 42.9 57.1 28.6 28.6 - - - 
300-499人 5 40.0 20.0 60.0 20.0 40.0 - - 
500-999人 3 33.3 - 33.3 - - 33.3 - 
1000人以上 5 20.0 20.0 60.0 40.0 40.0 20.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - 
製造業 18 33.3 33.3 44.4 22.2 22.2 11.1 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - 100.0 - - - - 
卸売業、小売業 1 - 100.0 - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 100.0 - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - 100.0 - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 3 - 66.7 - 33.3 - - - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 9 22.2 33.3 33.3 33.3 22.2 - - 
支社、支店 6 50.0 50.0 33.3 - - - - 
営業所 0 - - - - - - - 
研究所 2 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - - 
その他 8 12.5 37.5 50.0 12.5 12.5 25.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 4 - 25.0 75.0 75.0 75.0 - - 
やや上昇している 11 45.5 45.5 27.3 18.2 - 9.1 - 
横ばい 6 16.7 50.0 33.3 - 16.7 16.7 - 
ゆるやかに低下している 1 - 100.0 - - - - - 
低下している 2 50.0 - 50.0 - - - - 
その他 1 - - 100.0 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 15 26.7 33.3 60.0 20.0 20.0 6.7 - 
ない 10 30.0 50.0 10.0 20.0 10.0 10.0 - 

問１１付問３　労使委員会等での決議を行う理由（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　％
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由

不
明

Total 151 16.6 4.6 51.0 2.0 25.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 25.0 - 25.0 - 50.0 
100-299人 44 20.5 2.3 47.7 4.6 25.0 
300-499人 29 13.8 - 51.7 - 34.5 
500-999人 34 17.7 8.8 55.9 2.9 14.7 
1000人以上 33 12.1 6.1 51.5 - 30.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - - 66.7 - 33.3 
30-99人 20 25.0 - 45.0 - 30.0 
100-299人 53 15.1 3.8 47.2 3.8 30.2 
300-499人 22 13.6 4.6 68.2 - 13.6 
500-999人 23 17.4 4.4 60.9 4.4 13.0 
1000人以上 26 15.4 7.7 38.5 - 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 20.7 1.7 43.1 1.7 32.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 16.7 16.7 50.0 16.7 - 
運輸業、郵便業 4 25.0 50.0 - - 25.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 - 50.0 - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 9.1 9.1 81.8 - - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - - - 
教育、学習支援業 39 10.3 2.6 79.5 2.6 5.1 
医療、福祉 11 18.2 - 18.2 - 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 27.3 - 54.5 - 18.2 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 17.9 6.0 47.8 1.5 26.9 
支社、支店 49 20.4 2.0 40.8 2.0 34.7 
営業所 1 - 100.0 - - - 
研究所 5 20.0 - 80.0 - - 
その他 28 7.1 3.6 75.0 3.6 10.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 28.6 14.3 35.7 - 21.4 
やや上昇している 56 10.7 3.6 48.2 5.4 32.1 
横ばい 41 22.0 4.9 43.9 - 29.3 
ゆるやかに低下している 9 44.4 - 33.3 - 22.2 
低下している 7 28.6 14.3 - - 57.1 
その他 22 - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 11.5 4.2 56.3 2.1 26.0 
ない 55 25.5 5.5 41.8 1.8 25.5 

問１２（１）　裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用  専門業務型　　　　　　　　　　　　　％
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に
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し
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由

不
明

Total 96 11.5 2.1 27.1 - 59.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 66.7 - - - 33.3 
100-299人 24 8.3 4.2 16.7 - 70.8 
300-499人 17 17.7 - 35.3 - 47.1 
500-999人 22 9.1 - 36.4 - 54.6 
1000人以上 24 4.2 4.2 20.8 - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 25.0 - 50.0 - 25.0 
30-99人 12 8.3 - 16.7 - 75.0 
100-299人 23 21.7 4.4 8.7 - 65.2 
300-499人 16 6.3 - 50.0 - 43.8 
500-999人 16 6.3 - 31.3 - 62.5 
1000人以上 22 4.6 4.6 27.3 - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 12.5 - 43.8 - 43.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 - 25.0 25.0 - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - 100.0 
卸売業、小売業 3 - - 33.3 - 66.7 
金融業、保険業 2 50.0 - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 - - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 10.0 - - - 90.0 
医療、福祉 7 - 14.3 14.3 - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 22.2 - 22.2 - 55.6 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 8.5 4.3 23.4 - 63.8 
支社、支店 30 20.0 - 23.3 - 56.7 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 33.3 - 66.7 - - 
その他 14 - - 42.9 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 7.1 7.1 42.9 - 42.9 
やや上昇している 38 7.9 2.6 26.3 - 63.2 
横ばい 24 12.5 - 12.5 - 75.0 
ゆるやかに低下している 7 42.9 - 14.3 - 42.9 
低下している 6 16.7 - 16.7 - 66.7 
その他 7 - - 71.4 - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 12.1 - 32.8 - 55.2 
ない 38 10.5 5.3 18.4 - 65.8 

問１２（１）　裁量労働制適用者への出勤・退勤時刻の適用  企画業務型　　　　　　　　　　　　　％
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明

Total 32 40.6 3.1 3.1 9.4 28.1 28.1 12.5 3.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 100.0 - - - - - - - 
100-299人 10 40.0 - - - 10.0 50.0 10.0 - 
300-499人 4 - - - 25.0 50.0 25.0 25.0 - 
500-999人 9 33.3 - 11.1 22.2 55.6 22.2 - - 
1000人以上 6 66.7 16.7 - - 16.7 16.7 16.7 16.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 5 40.0 - - - - 40.0 20.0 - 
100-299人 10 30.0 - - 10.0 20.0 50.0 10.0 - 
300-499人 4 50.0 - - 25.0 75.0 - - - 
500-999人 5 20.0 - 20.0 20.0 60.0 20.0 - - 
1000人以上 6 66.7 16.7 - - 16.7 16.7 16.7 16.7 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 13 38.5 - 7.7 23.1 61.5 - 7.7 7.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 100.0 50.0 - - 50.0 - 50.0 - 
運輸業、郵便業 3 66.7 - - - - 33.3 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 100.0 - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - - - - 50.0 50.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - - - - - - 
教育、学習支援業 5 - - - - - 80.0 20.0 - 
医療、福祉 2 50.0 - - - - 50.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 3 33.3 - - - - 66.7 - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 16 56.3 6.3 - - 31.3 18.8 12.5 - 
支社、支店 11 27.3 - 9.1 27.3 36.4 36.4 9.1 - 
営業所 1 100.0 - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - - 100.0 - 
その他 3 - - - - - 66.7 - 33.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 83.3 - - - - 16.7 16.7 - 
やや上昇している 8 37.5 - - 12.5 25.0 37.5 12.5 - 
横ばい 11 18.2 9.1 - - 36.4 45.5 9.1 9.1 
ゆるやかに低下している 4 50.0 - - 50.0 75.0 - - - 
低下している 3 33.3 - 33.3 - - - 33.3 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 15 40.0 6.7 6.7 13.3 26.7 33.3 - 6.7 
ない 17 41.2 - - 5.9 29.4 23.5 23.5 - 

問１２（１）付問　遅刻への対応　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 151 17.2 45.0 8.0 1.3 0.7 27.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - 
30-99人 4 25.0 50.0 - - - 25.0 
100-299人 44 20.5 40.9 11.4 - - 27.3 
300-499人 29 17.2 37.9 - 3.5 3.5 37.9 
500-999人 34 20.6 55.9 2.9 - - 20.6 
1000人以上 33 12.1 48.5 6.1 3.0 - 30.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - 66.7 - - - 33.3 
30-99人 20 25.0 40.0 5.0 - - 30.0 
100-299人 53 24.5 34.0 7.6 1.9 1.9 30.2 
300-499人 22 22.7 54.6 9.1 - - 13.6 
500-999人 23 8.7 56.5 4.4 4.4 - 26.1 
1000人以上 26 3.9 50.0 7.7 - - 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 2 - - - - - 100.0 
製造業 58 3.4 46.6 12.1 - - 37.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 6 16.7 83.3 - - - - 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 25.0 - - 25.0 
卸売業、小売業 3 - - - - - 100.0 
金融業、保険業 2 - 50.0 - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 63.6 9.1 - 9.1 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 33.3 - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - - - 
教育、学習支援業 39 43.6 41.0 5.1 5.1 - 5.1 
医療、福祉 11 18.2 9.1 9.1 - - 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 72.7 - - - 18.2 
その他 0 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 17.9 46.3 9.0 - - 26.9 
支社、支店 49 18.4 32.7 8.2 4.1 - 36.7 
営業所 1 - 100.0 - - - - 
研究所 5 - 80.0 - - 20.0 - 
その他 28 17.9 57.1 7.1 - - 17.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 7.1 71.4 - - - 21.4 
やや上昇している 56 12.5 33.9 12.5 3.6 1.8 35.7 
横ばい 41 17.1 46.3 7.3 - - 29.3 
ゆるやかに低下している 9 11.1 55.6 - - - 33.3 
低下している 7 14.3 14.3 28.6 - - 42.9 
その他 22 40.9 59.1 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 20.8 44.8 6.3 - - 28.1 
ない 55 10.9 45.5 10.9 3.6 1.8 27.3 

問１２（２）　仕事の指示  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 96 3.1 30.2 4.2 - 1.0 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - 
30-99人 3 - 66.7 - - - 33.3 
100-299人 24 8.3 16.7 4.2 - - 70.8 
300-499人 17 5.9 35.3 - - 5.9 52.9 
500-999人 22 - 36.4 - - - 63.6 
1000人以上 24 - 25.0 4.2 - - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 25.0 - - 50.0 
30-99人 12 8.3 16.7 - - - 75.0 
100-299人 23 8.7 21.7 - - 4.4 65.2 
300-499人 16 - 50.0 6.3 - - 43.8 
500-999人 16 - 25.0 - - - 75.0 
1000人以上 22 - 27.3 9.1 - - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - 
製造業 48 2.1 41.7 8.3 - - 47.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 - - - 75.0 
卸売業、小売業 3 - - - - - 100.0 
金融業、保険業 2 - 50.0 - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - - - 20.0 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - 10.0 - - - 90.0 
医療、福祉 7 14.3 14.3 - - - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 33.3 - - - 55.6 
その他 0 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 29.8 2.1 - - 63.8 
支社、支店 30 3.3 26.7 10.0 - - 60.0 
営業所 1 - - - - - 100.0 
研究所 3 - 66.7 - - 33.3 - 
その他 14 - 35.7 - - - 64.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 14.3 42.9 - - - 42.9 
やや上昇している 38 - 21.1 7.9 - 2.6 68.4 
横ばい 24 - 25.0 - - - 75.0 
ゆるやかに低下している 7 14.3 28.6 - - - 57.1 
低下している 6 - 33.3 16.7 - - 50.0 
その他 7 - 71.4 - - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 1.7 36.2 6.9 - - 55.2 
ない 38 5.3 21.1 - - 2.6 71.1 

問１２（２）　仕事の指示  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

102－ 400 － － 401 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

指
示
は
し
な
い

業
務
の
目
的、

目
標
や

期
限
等、

基
本
的
事
項

を
指
示

具
体
的
な
仕
事
の
内
容

に
つ
い
て
指
示

業
務
の
遂
行
手
段、

時

間
配
分
の
決
定
等
を
含

め
具
体
的
に
指
示

そ
の
他

不
明

Total 157 2.6 28.7 21.7 8.9 1.3 36.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - 
30-99人 4 - 75.0 - - - 25.0 
100-299人 46 2.2 21.7 21.7 6.5 - 47.8 
300-499人 32 6.3 12.5 31.3 9.4 - 40.6 
500-999人 35 - 34.3 20.0 8.6 5.7 31.4 
1000人以上 33 3.0 45.5 15.2 6.1 - 30.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 75.0 - - - 
30-99人 21 - 28.6 19.1 4.8 - 47.6 
100-299人 54 5.6 24.1 16.7 5.6 - 48.2 
300-499人 25 4.0 28.0 24.0 20.0 - 24.0 
500-999人 23 - 26.1 26.1 8.7 8.7 30.4 
1000人以上 26 - 42.3 15.4 7.7 - 34.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 2 - - - - - 100.0 
製造業 62 1.6 24.2 21.0 16.1 - 37.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 6 - 50.0 16.7 16.7 - 16.7 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 - - - 75.0 
卸売業、小売業 4 - 25.0 25.0 - - 50.0 
金融業、保険業 2 - 100.0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 9.1 27.3 45.5 - - 18.2 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 5.1 43.6 25.6 - - 25.6 
医療、福祉 12 - 16.7 8.3 8.3 - 66.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 11 - 9.1 27.3 18.2 18.2 27.3 
その他 0 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 1.4 30.0 20.0 8.6 1.4 38.6 
支社、支店 51 2.0 27.5 19.6 13.7 2.0 35.3 
営業所 1 - - - - - 100.0 
研究所 5 - 40.0 60.0 - - - 
その他 29 6.9 27.6 24.1 3.5 - 37.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 - 50.0 12.5 6.3 - 31.3 
やや上昇している 57 1.8 17.5 14.0 15.8 3.5 47.4 
横ばい 41 2.4 36.6 19.5 4.9 - 36.6 
ゆるやかに低下している 9 11.1 22.2 44.4 - - 22.2 
低下している 8 - 12.5 12.5 25.0 - 50.0 
その他 24 4.2 37.5 41.7 - - 16.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 4.0 31.0 25.0 7.0 2.0 31.0 
ない 57 - 24.6 15.8 12.3 - 47.4 

問１２（２）　仕事の指示  その他の労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

103－ 402 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

労
働
者
が
期
限
を
す

べ
て
自
ら
設
定
し
て

い
る

必
ず
労
働
者
の
意
見

を
聴
い
て、

管
理
監

督
者
が
決
め
て
い
る

労
働
者
の
意
見
を
聴

く
よ
う
努
め
る

仕
事
の
緊
急
度
等
に

応
じ
管
理
監
督
者
が

決
め
る

労
働
者
の
意
向
に
関

わ
ら
ず
管
理
責
任
者

が
期
限
を
設
定
す
る

不
明

Total 151 23.8 13.3 25.8 5.3 2.0 29.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - 
30-99人 4 25.0 25.0 - - - 50.0 
100-299人 44 31.8 20.5 15.9 2.3 - 29.6 
300-499人 29 17.2 3.5 27.6 6.9 6.9 37.9 
500-999人 34 26.5 5.9 32.4 8.8 2.9 23.5 
1000人以上 33 18.2 18.2 27.3 6.1 - 30.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - 33.3 - - - 66.7 
30-99人 20 40.0 20.0 10.0 - - 30.0 
100-299人 53 28.3 9.4 17.0 9.4 3.8 32.1 
300-499人 22 27.3 9.1 40.9 - 4.6 18.2 
500-999人 23 17.4 4.4 43.5 8.7 - 26.1 
1000人以上 26 7.7 23.1 26.9 3.9 - 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 2 - - - - - 100.0 
製造業 58 3.4 20.7 31.0 3.4 3.4 37.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 6 16.7 16.7 50.0 16.7 - - 
運輸業、郵便業 4 25.0 - 50.0 - - 25.0 
卸売業、小売業 3 - - - - - 100.0 
金融業、保険業 2 50.0 - - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 18.2 45.5 9.1 - 9.1 
宿泊業、飲食サービス業 3 33.3 - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - - - 
教育、学習支援業 39 61.5 5.1 15.4 7.7 - 10.3 
医療、福祉 11 18.2 9.1 9.1 - - 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 11 18.2 9.1 36.4 9.1 9.1 18.2 
その他 0 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 25.4 14.9 23.9 6.0 3.0 26.9 
支社、支店 49 16.3 14.3 24.5 - 2.0 42.9 
営業所 1 100.0 - - - - - 
研究所 5 - 20.0 60.0 20.0 - - 
その他 28 35.7 7.1 28.6 10.7 - 17.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 21.4 35.7 21.4 - - 21.4 
やや上昇している 56 12.5 14.3 33.9 - 3.6 35.7 
横ばい 41 29.3 7.3 14.6 14.6 - 34.2 
ゆるやかに低下している 9 - 33.3 22.2 - 11.1 33.3 
低下している 7 14.3 - 42.9 - - 42.9 
その他 22 59.1 4.6 27.3 9.1 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 28.1 10.4 22.9 7.3 2.1 29.2 
ない 55 16.4 18.2 30.9 1.8 1.8 30.9 

問１２（３）　仕事の期限設定  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

104－ 402 － － 403 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

労
働
者
が
期
限
を
す

べ
て
自
ら
設
定
し
て

い
る

必
ず
労
働
者
の
意
見

を
聴
い
て、

管
理
監

督
者
が
決
め
て
い
る

労
働
者
の
意
見
を
聴

く
よ
う
努
め
る

仕
事
の
緊
急
度
等
に

応
じ
管
理
監
督
者
が

決
め
る

労
働
者
の
意
向
に
関

わ
ら
ず
管
理
責
任
者

が
期
限
を
設
定
す
る

不
明

Total 96 5.2 10.4 18.8 2.1 2.1 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - 
30-99人 3 33.3 33.3 - - - 33.3 
100-299人 24 12.5 8.3 4.2 4.2 - 70.8 
300-499人 17 - 11.8 23.5 - 11.8 52.9 
500-999人 22 4.6 4.6 22.7 4.6 - 63.6 
1000人以上 24 - 12.5 16.7 - - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 50.0 - - - 50.0 
30-99人 12 25.0 - - - - 75.0 
100-299人 23 4.4 4.4 13.0 4.4 8.7 65.2 
300-499人 16 - 18.8 31.3 6.3 - 43.8 
500-999人 16 6.3 - 18.8 - - 75.0 
1000人以上 22 - 13.6 22.7 - - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - 
製造業 48 2.1 16.7 29.2 2.1 2.1 47.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 4 - 25.0 25.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - 25.0 - - 75.0 
卸売業、小売業 3 - - - - - 100.0 
金融業、保険業 2 50.0 - - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - 20.0 - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - 10.0 - - - 90.0 
医療、福祉 7 14.3 - 14.3 - - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 9 22.2 - - 11.1 11.1 55.6 
その他 0 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 6.4 8.5 17.0 2.1 2.1 63.8 
支社、支店 30 3.3 10.0 23.3 - 3.3 60.0 
営業所 1 - - - - - 100.0 
研究所 3 - 33.3 66.7 - - - 
その他 14 7.1 14.3 7.1 7.1 - 64.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 14.3 28.6 14.3 - - 42.9 
やや上昇している 38 2.6 5.3 18.4 2.6 2.6 68.4 
横ばい 24 8.3 4.2 8.3 4.2 - 75.0 
ゆるやかに低下している 7 - - 28.6 - 14.3 57.1 
低下している 6 - 16.7 33.3 - - 50.0 
その他 7 - 28.6 42.9 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 5.2 12.1 22.4 3.5 1.7 55.2 
ない 38 5.3 7.9 13.2 - 2.6 71.1 

問１２（３）　仕事の期限設定  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

105－ 404 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

労
働
者
が
期
限
を
す

べ
て
自
ら
設
定
し
て

い
る

必
ず
労
働
者
の
意
見

を
聴
い
て、

管
理
監

督
者
が
決
め
て
い
る

労
働
者
の
意
見
を
聴

く
よ
う
努
め
る

仕
事
の
緊
急
度
等
に

応
じ
管
理
監
督
者
が

決
め
る

労
働
者
の
意
向
に
関

わ
ら
ず
管
理
責
任
者

が
期
限
を
設
定
す
る

不
明

Total 157 5.7 9.6 28.0 17.8 5.1 33.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - 
30-99人 4 25.0 25.0 - - - 50.0 
100-299人 46 6.5 13.0 30.4 13.0 2.2 34.8 
300-499人 32 3.1 - 21.9 28.1 6.3 40.6 
500-999人 35 2.9 8.6 28.6 22.9 8.6 28.6 
1000人以上 33 9.1 15.2 33.3 9.1 - 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 - 50.0 - 25.0 
30-99人 21 4.8 14.3 38.1 4.8 - 38.1 
100-299人 54 7.4 7.4 25.9 14.8 5.6 38.9 
300-499人 25 12.0 4.0 28.0 24.0 8.0 24.0 
500-999人 23 - 4.4 21.7 34.8 8.7 30.4 
1000人以上 26 3.9 19.2 30.8 3.9 3.9 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 2 - - - - - 100.0 
製造業 62 - 11.3 21.0 21.0 8.1 38.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 6 - - 50.0 50.0 - - 
運輸業、郵便業 4 - - 25.0 25.0 - 50.0 
卸売業、小売業 4 - 25.0 - 25.0 - 50.0 
金融業、保険業 2 100.0 - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 9.1 36.4 27.3 - 9.1 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 10.3 7.7 46.2 12.8 2.6 20.5 
医療、福祉 12 - 8.3 8.3 8.3 8.3 66.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 18.2 36.4 9.1 9.1 18.2 
その他 0 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 5.7 10.0 27.1 20.0 4.3 32.9 
支社、支店 51 2.0 11.8 25.5 13.7 7.8 39.2 
営業所 1 - - - - - 100.0 
研究所 5 - 20.0 40.0 40.0 - - 
その他 29 13.8 3.5 34.5 17.2 3.5 27.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 12.5 37.5 25.0 6.3 - 18.8 
やや上昇している 57 3.5 5.3 24.6 10.5 8.8 47.4 
横ばい 41 2.4 4.9 36.6 17.1 4.9 34.2 
ゆるやかに低下している 9 - 11.1 33.3 22.2 11.1 22.2 
低下している 8 - 12.5 12.5 25.0 - 50.0 
その他 24 16.7 8.3 29.2 37.5 - 8.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 8.0 9.0 31.0 18.0 5.0 29.0 
ない 57 1.8 10.5 22.8 17.5 5.3 42.1 

問１２（３）　仕事の期限設定  その他の労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

106－ 404 － － 405 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

定
期
的
に
報
告
さ

せ
て
い
る

仕
事
の
期
限
の
一

定
期
日
前
に
報
告

さ
せ
て
い
る

不
定
期
に
把
握
し

て
い
る

そ
の
他

不
明

Total 151 19.2 6.6 31.8 12.6 29.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 25.0 25.0 25.0 - 25.0 
100-299人 44 15.9 2.3 45.5 6.8 29.6 
300-499人 29 24.1 6.9 17.2 17.2 34.5 
500-999人 34 17.7 5.9 23.5 26.5 26.5 
1000人以上 33 18.2 9.1 33.3 6.1 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - 33.3 33.3 - 33.3 
30-99人 20 10.0 5.0 50.0 5.0 30.0 
100-299人 53 22.6 1.9 28.3 17.0 30.2 
300-499人 22 31.8 4.6 18.2 18.2 27.3 
500-999人 23 17.4 17.4 26.1 13.0 26.1 
1000人以上 26 7.7 3.9 42.3 7.7 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 22.4 6.9 25.9 8.6 36.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 16.7 33.3 50.0 - - 
運輸業、郵便業 4 50.0 - 25.0 - 25.0 
卸売業、小売業 3 - - - - 100.0 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 - 54.5 18.2 9.1 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - 33.3 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - - - 
教育、学習支援業 39 17.9 10.3 38.5 20.5 12.8 
医療、福祉 11 18.2 - 18.2 - 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 - 45.5 27.3 18.2 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 22.4 6.0 31.3 11.9 28.4 
支社、支店 49 16.3 12.2 30.6 2.0 38.8 
営業所 1 100.0 - - - - 
研究所 5 20.0 - 20.0 60.0 - 
その他 28 14.3 - 39.3 25.0 21.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 28.6 - 28.6 21.4 21.4 
やや上昇している 56 14.3 5.4 37.5 8.9 33.9 
横ばい 41 26.8 12.2 26.8 2.4 31.7 
ゆるやかに低下している 9 11.1 11.1 44.4 - 33.3 
低下している 7 28.6 - 14.3 14.3 42.9 
その他 22 13.6 4.6 31.8 40.9 9.1 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 16.7 3.1 34.4 15.6 30.2 
ない 55 23.6 12.7 27.3 7.3 29.1 

問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

107－ 406 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

定
期
的
に
報
告
さ

せ
て
い
る

仕
事
の
期
限
の
一

定
期
日
前
に
報
告

さ
せ
て
い
る

不
定
期
に
把
握
し

て
い
る

そ
の
他

不
明

Total 96 13.5 2.1 13.5 9.4 61.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 33.3 - 33.3 - 33.3 
100-299人 24 20.8 - 8.3 - 70.8 
300-499人 17 11.8 - 5.9 29.4 52.9 
500-999人 22 13.6 4.6 9.1 9.1 63.6 
1000人以上 24 4.2 - 16.7 8.3 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 50.0 - - - 50.0 
30-99人 12 8.3 - 16.7 - 75.0 
100-299人 23 21.7 - 4.4 8.7 65.2 
300-499人 16 6.3 6.3 18.8 25.0 43.8 
500-999人 16 12.5 - 6.3 6.3 75.0 
1000人以上 22 4.6 - 22.7 9.1 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 14.6 2.1 20.8 14.6 47.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 25.0 25.0 - - 50.0 
運輸業、郵便業 4 25.0 - - - 75.0 
卸売業、小売業 3 - - - - 100.0 
金融業、保険業 2 - - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - - 20.0 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 10.0 - - - 90.0 
医療、福祉 7 28.6 - - - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 - 22.2 11.1 55.6 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 17.0 2.1 10.6 6.4 63.8 
支社、支店 30 16.7 3.3 20.0 - 60.0 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 - - - 100.0 - 
その他 14 - - 14.3 21.4 64.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 21.4 7.1 7.1 21.4 42.9 
やや上昇している 38 7.9 - 18.4 5.3 68.4 
横ばい 24 12.5 - 12.5 - 75.0 
ゆるやかに低下している 7 28.6 - 14.3 - 57.1 
低下している 6 33.3 - 16.7 - 50.0 
その他 7 - 14.3 - 57.1 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 12.1 1.7 19.0 12.1 55.2 
ない 38 15.8 2.6 5.3 5.3 71.1 

問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

108－ 406 － － 407 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

定
期
的
に
報
告
さ

せ
て
い
る

仕
事
の
期
限
の
一

定
期
日
前
に
報
告

さ
せ
て
い
る

不
定
期
に
把
握
し

て
い
る

そ
の
他

不
明

Total 157 17.8 8.9 29.3 9.6 34.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 - 50.0 25.0 - 25.0 
100-299人 46 23.9 10.9 28.3 2.2 34.8 
300-499人 32 21.9 3.1 12.5 21.9 40.6 
500-999人 35 14.3 5.7 34.3 14.3 31.4 
1000人以上 33 12.1 9.1 36.4 6.1 36.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 50.0 50.0 - - - 
30-99人 21 23.8 9.5 28.6 - 38.1 
100-299人 54 14.8 5.6 27.8 11.1 40.7 
300-499人 25 24.0 4.0 28.0 16.0 28.0 
500-999人 23 13.0 13.0 30.4 13.0 30.4 
1000人以上 26 11.5 7.7 34.6 7.7 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 62 19.4 8.1 24.2 11.3 37.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 33.3 33.3 33.3 - - 
運輸業、郵便業 4 - - 50.0 - 50.0 
卸売業、小売業 4 50.0 - - - 50.0 
金融業、保険業 2 - - 100.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 9.1 18.2 45.5 18.2 9.1 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 20.5 10.3 38.5 7.7 23.1 
医療、福祉 12 16.7 - 8.3 - 75.0 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 9.1 36.4 27.3 18.2 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 22.9 7.1 30.0 7.1 32.9 
支社、支店 51 15.7 17.7 25.5 2.0 39.2 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 5 20.0 - 20.0 60.0 - 
その他 29 10.3 - 37.9 20.7 31.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 37.5 6.3 18.8 18.8 18.8 
やや上昇している 57 10.5 8.8 26.3 7.0 47.4 
横ばい 41 19.5 12.2 31.7 2.4 34.2 
ゆるやかに低下している 9 55.6 - 33.3 - 11.1 
低下している 8 12.5 12.5 25.0 - 50.0 
その他 24 8.3 8.3 37.5 29.2 16.7 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 16.0 7.0 34.0 13.0 30.0 
ない 57 21.1 12.3 21.1 3.5 42.1 

問１２（４）　仕事の進捗状況の把握  その他の労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

109－ 408 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
日
ご
と

１
週
間
ご
と

１ヶ

月
ご
と

四
半
期
ご
と

半
年
ご
と

１
年
ご
と

不
明

Total 29 10.3 37.9 24.1 3.5 10.3 13.8 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - 
30-99人 1 - - 100.0 - - - - 
100-299人 7 - 57.1 14.3 14.3 14.3 - - 
300-499人 7 - 42.9 42.9 - - 14.3 - 
500-999人 6 16.7 50.0 16.7 - 16.7 - - 
1000人以上 6 16.7 16.7 16.7 - 16.7 33.3 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - 
30-99人 2 - - 50.0 - 50.0 - - 
100-299人 12 - 41.7 25.0 8.3 8.3 16.7 - 
300-499人 7 14.3 57.1 14.3 - 14.3 - - 
500-999人 4 25.0 25.0 25.0 - - 25.0 - 
1000人以上 2 - 50.0 50.0 - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - 
製造業 13 7.7 53.8 30.8 7.7 - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - 
情報通信業 1 - 100.0 - - - - - 
運輸業、郵便業 2 100.0 - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - 50.0 50.0 - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 - - - - 
教育、学習支援業 7 - - 14.3 - 42.9 42.9 - 
医療、福祉 2 - 50.0 - - - 50.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 1 - 100.0 - - - - - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 15 13.3 46.7 6.7 6.7 20.0 6.7 - 
支社、支店 8 - 50.0 25.0 - - 25.0 - 
営業所 1 100.0 - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - 
その他 4 - - 75.0 - - 25.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 4 - 50.0 25.0 - - 25.0 - 
やや上昇している 8 12.5 62.5 - 12.5 - 12.5 - 
横ばい 11 9.1 36.4 18.2 - 27.3 9.1 - 
ゆるやかに低下している 1 - - 100.0 - - - - 
低下している 2 50.0 - 50.0 - - - - 
その他 3 - - 66.7 - - 33.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 16 12.5 25.0 37.5 - 6.3 18.8 - 
ない 13 7.7 53.9 7.7 7.7 15.4 7.7 - 

問１２（４）付問　報告の頻度  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

110－ 408 － － 409 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
日
ご
と

１
週
間
ご
と

１ヶ

月
ご
と

四
半
期
ご
と

半
年
ご
と

１
年
ご
と

不
明

Total 13 15.4 53.9 15.4 15.4 - - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - 
30-99人 1 - 100.0 - - - - - 
100-299人 5 20.0 40.0 - 40.0 - - - 
300-499人 2 - - 100.0 - - - - 
500-999人 3 - 100.0 - - - - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 50.0 50.0 - - - - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - - 
100-299人 5 - 40.0 40.0 20.0 - - - 
300-499人 1 - 100.0 - - - - - 
500-999人 2 - 100.0 - - - - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - 
製造業 7 14.3 42.9 28.6 14.3 - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - 
情報通信業 1 - 100.0 - - - - - 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - 100.0 - - - - - 
医療、福祉 2 - 50.0 - 50.0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 1 - 100.0 - - - - - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 12.5 62.5 - 25.0 - - - 
支社、支店 5 20.0 40.0 40.0 - - - - 
営業所 0 - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - 66.7 - 33.3 - - - 
やや上昇している 3 - 66.7 - 33.3 - - - 
横ばい 3 - 66.7 33.3 - - - - 
ゆるやかに低下している 2 - 50.0 50.0 - - - - 
低下している 2 100.0 - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 7 28.6 42.9 28.6 - - - - 
ない 6 - 66.7 - 33.3 - - - 

問１２（４）付問　報告の頻度  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

111－ 410 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
日
ご
と

１
週
間
ご
と

１ヶ

月
ご
と

四
半
期
ご
と

半
年
ご
と

１
年
ご
と

不
明

Total 28 21.4 42.9 14.3 - 21.4 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - 
100-299人 11 9.1 54.6 9.1 - 27.3 - - 
300-499人 7 42.9 14.3 28.6 - 14.3 - - 
500-999人 5 20.0 60.0 - - 20.0 - - 
1000人以上 4 25.0 50.0 25.0 - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 100.0 - - - - - - 
30-99人 5 - 40.0 20.0 - 40.0 - - 
100-299人 8 12.5 50.0 12.5 - 25.0 - - 
300-499人 6 33.3 33.3 16.7 - 16.7 - - 
500-999人 3 33.3 66.7 - - - - - 
1000人以上 3 - 66.7 33.3 - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - 
製造業 12 41.7 33.3 16.7 - 8.3 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - 
情報通信業 2 - 100.0 - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - 
卸売業、小売業 2 50.0 50.0 - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - 
教育、学習支援業 8 - 37.5 - - 62.5 - - 
医療、福祉 2 - 50.0 50.0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 1 - 100.0 - - - - - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 16 12.5 56.3 6.3 - 25.0 - - 
支社、支店 8 50.0 37.5 12.5 - - - - 
営業所 0 - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - 
その他 3 - - 33.3 - 66.7 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 16.7 50.0 16.7 - 16.7 - - 
やや上昇している 6 16.7 50.0 - - 33.3 - - 
横ばい 8 25.0 37.5 12.5 - 25.0 - - 
ゆるやかに低下している 5 20.0 60.0 20.0 - - - - 
低下している 1 100.0 - - - - - - 
その他 2 - - 50.0 - 50.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 16 25.0 43.8 18.8 - 12.5 - - 
ない 12 16.7 41.7 8.3 - 33.3 - - 

問１２（４）付問　報告の頻度  その他の労働者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

112－ 410 － － 411 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

あ
る

な
い

不
明

Total 157 31.9 45.2 22.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - 
30-99人 4 50.0 25.0 25.0 
100-299人 46 21.7 58.7 19.6 
300-499人 32 28.1 43.8 28.1 
500-999人 35 42.9 37.1 20.0 
1000人以上 33 33.3 39.4 27.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 50.0 50.0 - 
30-99人 21 23.8 47.6 28.6 
100-299人 54 14.8 61.1 24.1 
300-499人 25 56.0 28.0 16.0 
500-999人 23 43.5 39.1 17.4 
1000人以上 26 38.5 26.9 34.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 2 - - 100.0 
製造業 62 53.2 19.4 27.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - 
情報通信業 6 66.7 33.3 - 
運輸業、郵便業 4 25.0 25.0 50.0 
卸売業、小売業 4 - 50.0 50.0 
金融業、保険業 2 50.0 50.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 9.1 90.9 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 
教育、学習支援業 39 10.3 87.2 2.6 
医療、福祉 12 8.3 41.7 50.0 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 11 45.5 36.4 18.2 
その他 0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 24.3 50.0 25.7 
支社、支店 51 39.2 35.3 25.5 
営業所 1 - - 100.0 
研究所 5 60.0 40.0 - 
その他 29 34.5 55.2 10.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 37.5 43.8 18.8 
やや上昇している 57 29.8 36.8 33.3 
横ばい 41 36.6 41.5 22.0 
ゆるやかに低下している 9 22.2 66.7 11.1 
低下している 8 25.0 25.0 50.0 
その他 24 33.3 66.7 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 34.0 45.0 21.0 
ない 57 28.1 45.6 26.3 

問１３　特別手当の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

113－ 412 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

月
単
位

年
単
位

不
明

Total 50 98.0 2.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - 
30-99人 2 100.0 - - 
100-299人 10 100.0 - - 
300-499人 9 100.0 - - 
500-999人 15 100.0 - - 
1000人以上 11 90.9 9.1 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 100.0 - - 
30-99人 5 100.0 - - 
100-299人 8 100.0 - - 
300-499人 14 92.9 7.1 - 
500-999人 10 100.0 - - 
1000人以上 10 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 0 - - - 
製造業 33 100.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - 
情報通信業 4 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - 
金融業、保険業 1 100.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - 
教育、学習支援業 4 75.0 25.0 - 
医療、福祉 1 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 5 100.0 - - 
その他 0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 17 100.0 - - 
支社、支店 20 100.0 - - 
営業所 0 - - - 
研究所 3 100.0 - - 
その他 10 90.0 10.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 100.0 - - 
やや上昇している 17 100.0 - - 
横ばい 15 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 2 100.0 - - 
低下している 2 100.0 - - 
その他 8 87.5 12.5 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 34 97.1 2.9 - 
ない 16 100.0 - - 

問１３　特別手当の期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

114－ 412 － － 413 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１ヶ

月

２ヶ

月

３ヶ

月

４ヶ

月

５ヶ

月

６ヶ

月

７ヶ

月～

１

１ヶ

月

不
明 平

均（ヶ

月）

標
本
標
準
偏
差

Total 49 85.7 - - - - 6.1 - 8.2 1.3 1.25 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - 
30-99人 2 50.0 - - - - - - 50.0 1.0 - 
100-299人 10 80.0 - - - - 10.0 - 10.0 1.6 1.67 
300-499人 9 88.9 - - - - 11.1 - - 1.6 1.67 
500-999人 15 80.0 - - - - 6.7 - 13.3 1.4 1.39 
1000人以上 10 100.0 - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
30-99人 5 60.0 - - - - 20.0 - 20.0 2.3 2.50 
100-299人 8 75.0 - - - - 12.5 - 12.5 1.7 1.89 
300-499人 13 92.3 - - - - - - 7.7 1.0 - 
500-999人 10 80.0 - - - - 10.0 - 10.0 1.6 1.67 
1000人以上 10 100.0 - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - 
製造業 33 87.9 - - - - 6.1 - 6.1 1.3 1.25 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
運輸業、郵便業 1 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - - - - - - 100.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
医療、福祉 1 - - - - - - - 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 5 80.0 - - - - 20.0 - - 2.0 2.24 
その他 0 - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 17 94.1 - - - - - - 5.9 1.0 - 
支社、支店 20 75.0 - - - - 10.0 - 15.0 1.6 1.66 
営業所 0 - - - - - - - - - - 
研究所 3 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
その他 9 88.9 - - - - 11.1 - - 1.6 1.67 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 100.0 - - - - - - - 1.0 - 
やや上昇している 17 82.4 - - - - - - 17.6 1.0 - 
横ばい 15 86.7 - - - - 13.3 - - 1.7 1.76 
ゆるやかに低下している 2 50.0 - - - - 50.0 - - 3.5 3.54 
低下している 2 50.0 - - - - - - 50.0 1.0 - 
その他 7 100.0 - - - - - - - 1.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 33 84.8 - - - - 6.1 - 9.1 1.3 1.27 
ない 16 87.5 - - - - 6.2 - 6.2 1.3 1.29 

問１３　特別手当の期間　月単位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)
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所
定
労
働
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る
残

業
代
相
当
分

業
務
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行
の
能
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や
態
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務
遂
行
の
結
果

や
成
果

そ
の
他

不
明

Total 50 66.0 18.0 28.0 8.0 6.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 2 100.0 - - - - 
100-299人 10 70.0 30.0 40.0 - 10.0 
300-499人 9 66.7 11.1 33.3 - 11.1 
500-999人 15 60.0 6.7 33.3 13.3 - 
1000人以上 11 81.8 27.3 18.2 9.1 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 100.0 50.0 50.0 - - 
30-99人 5 60.0 - 40.0 - 20.0 
100-299人 8 62.5 25.0 37.5 12.5 - 
300-499人 14 64.3 21.4 14.3 7.1 14.3 
500-999人 10 60.0 - 40.0 - - 
1000人以上 10 80.0 30.0 20.0 10.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 33 72.7 21.2 24.2 6.1 6.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 75.0 - 25.0 25.0 - 
運輸業、郵便業 1 100.0 - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - 
金融業、保険業 1 100.0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - 
教育、学習支援業 4 25.0 25.0 - 25.0 25.0 
医療、福祉 1 100.0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 5 20.0 20.0 80.0 - - 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 17 64.7 23.5 29.4 11.8 - 
支社、支店 20 60.0 10.0 25.0 10.0 10.0 
営業所 0 - - - - - 
研究所 3 100.0 33.3 - - - 
その他 10 70.0 20.0 40.0 - 10.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 66.7 50.0 16.7 33.3 - 
やや上昇している 17 70.6 17.7 29.4 - 5.9 
横ばい 15 66.7 6.7 40.0 - 6.7 
ゆるやかに低下している 2 50.0 - 50.0 - - 
低下している 2 100.0 50.0 50.0 - - 
その他 8 50.0 12.5 - 25.0 12.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 34 61.8 23.5 29.4 5.9 5.9 
ない 16 75.0 6.3 25.0 12.5 6.3 

問１３付問１　特別手当の金額設定基準　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　％

116－ 414 － － 415 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

１
万
円
未
満

１
万
円
以
上
５
万

円
未
満

５
万
円
以
上
６
万

円
未
満

６
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７
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標
本
標
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Total 46 4.4 34.8 6.5 6.5 8.7 6.5 - 4.4 28.3 50.3 26.16 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 - 50.0 - - - - - - 50.0 40.0 - 
100-299人 9 - 44.4 - - 11.1 11.1 - - 33.3 50.2 22.12 
300-499人 7 14.3 42.9 14.3 - - - - 14.3 14.3 45.2 31.71 
500-999人 14 7.1 21.4 - 14.3 14.3 14.3 - 7.1 21.4 58.5 29.42 
1000人以上 11 - 36.4 - 9.1 9.1 - - - 45.5 46.7 19.85 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - 100.0 - - - - - - - 40.0 - 
30-99人 5 - - - - 20.0 - - - 80.0 79.0 - 
100-299人 8 - 62.5 - - - 12.5 - 12.5 12.5 51.0 30.03 
300-499人 11 9.1 45.5 18.2 - 9.1 - - 9.1 9.1 44.1 28.15 
500-999人 10 10.0 20.0 - 20.0 10.0 20.0 - - 20.0 55.0 26.17 
1000人以上 10 - 20.0 10.0 10.0 10.0 - - - 50.0 55.8 10.78 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - 
製造業 29 6.9 27.6 10.3 10.3 10.3 - - 3.4 31.0 50.0 23.70 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 - 50.0 - - - 25.0 - - 25.0 45.0 30.41 
運輸業、郵便業 1 - - - - 100.0 - - - - 79.0 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - - - - - - - 100.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - 100.0 - - - - - - - 37.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 4 - 75.0 - - - - - - 25.0 25.0 15.00 
医療、福祉 1 - 100.0 - - - - - - - 40.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 5 - 20.0 - - - 40.0 - 20.0 20.0 73.8 37.87 
その他 0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 16 6.3 43.8 6.3 - 6.3 12.5 - 6.3 18.8 48.8 28.37 
支社、支店 18 5.6 16.7 11.1 16.7 11.1 5.6 - - 33.3 53.3 20.23 
営業所 0 - - - - - - - - - - - 
研究所 3 - 66.7 - - - - - - 33.3 31.0 6.00 
その他 9 - 44.4 - - 11.1 - - 11.1 33.3 54.0 32.07 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 - 20.0 - - 20.0 - - - 60.0 62.0 17.00 
やや上昇している 17 - 23.5 17.7 5.9 11.8 17.7 - 5.9 17.7 62.6 20.42 
横ばい 15 6.7 33.3 - 6.7 6.7 - - 6.7 40.0 48.0 29.70 
ゆるやかに低下している 2 50.0 - - - - - - - 50.0 7.0 - 
低下している 1 - - - 100.0 - - - - - 60.0 - 
その他 6 - 100.0 - - - - - - - 27.0 9.75 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 30 - 30.0 10.0 6.7 3.3 6.7 - 3.3 40.0 51.9 23.71 
ない 16 12.5 43.8 - 6.3 18.8 6.3 - 6.3 6.3 48.4 28.71 

問１３付問２　特別手当　金額  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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標
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Total 38 - 31.6 7.9 2.6 2.6 2.6 - - 52.6 44.8 15.31 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 - 50.0 - - - - - - 50.0 40.0 - 
100-299人 8 - 25.0 - - - 12.5 - - 62.5 45.0 25.50 
300-499人 6 - 66.7 - - - - - - 33.3 41.3 2.17 
500-999人 10 - 20.0 10.0 - 10.0 - - - 60.0 46.8 18.75 
1000人以上 9 - 22.2 - 11.1 - - - - 66.7 51.7 7.41 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 2 - 50.0 - - - 50.0 - - - 60.0 20.00 
30-99人 4 - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 5 - 40.0 - - - - - - 60.0 27.5 7.50 
300-499人 10 - 50.0 20.0 - 10.0 - - - 20.0 47.8 10.21 
500-999人 7 - 14.3 - - - - - - 85.7 20.0 - 
1000人以上 9 - 22.2 11.1 11.1 - - - - 55.6 51.3 6.46 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - 
製造業 27 - 33.3 11.1 3.7 3.7 3.7 - - 44.4 48.1 14.69 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - 
情報通信業 3 - 33.3 - - - - - - 66.7 25.0 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - - - - - - - 100.0 - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 2 - 50.0 - - - - - - 50.0 40.0 - 
医療、福祉 1 - - - - - - - - 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - 33.3 - - - - - - 66.7 20.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 14 - 42.9 - - - - - - 57.1 35.5 10.14 
支社、支店 15 - 13.3 20.0 6.7 6.7 6.7 - - 46.7 56.8 12.52 
営業所 0 - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - 50.0 - - - - - - 50.0 20.0 - 
その他 7 - 42.9 - - - - - - 57.1 40.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - 16.7 16.7 - - - - - 66.7 51.0 6.00 
やや上昇している 14 - 28.6 14.3 7.1 7.1 - - - 42.9 50.0 10.59 
横ばい 9 - 22.2 - - - - - - 77.8 30.0 10.00 
ゆるやかに低下している 2 - - - - - - - - 100.0 - - 
低下している 2 - - - - - 50.0 - - 50.0 80.0 - 
その他 5 - 100.0 - - - - - - - 33.0 8.72 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 25 - 36.0 12.0 - 4.0 4.0 - - 44.0 46.1 15.55 
ない 13 - 23.1 - 7.7 - - - - 69.2 40.5 13.54 

問１３付問２　特別手当　金額  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 45 - - 28.9 28.9 17.8 24.4 8.4 0.82 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 8 - - 25.0 12.5 25.0 37.5 8.9 1.24 
300-499人 6 - - 50.0 16.7 33.3 - 8.3 0.72 
500-999人 16 - - 12.5 37.5 25.0 25.0 8.5 0.69 
1000人以上 12 - - 33.3 41.7 - 25.0 8.0 0.58 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
30-99人 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
100-299人 9 - - 11.1 22.2 33.3 33.3 9.0 1.06 
300-499人 10 - - 50.0 20.0 10.0 20.0 8.0 0.59 
500-999人 11 - - 9.1 45.5 27.3 18.2 8.7 0.61 
1000人以上 12 - - 41.7 33.3 - 25.0 7.9 0.53 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 1 - - - - - 100.0 - - 
製造業 38 - - 26.3 34.2 21.1 18.4 8.4 0.81 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - 50.0 - - 50.0 7.0 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - 100.0 - - - 7.6 0.12 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 17 - - 17.7 35.3 17.7 29.4 8.4 0.74 
支社、支店 15 - - 40.0 20.0 26.7 13.3 8.4 0.75 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 3 - - 66.7 33.3 - - 7.8 0.14 
その他 10 - - 20.0 30.0 10.0 40.0 8.5 1.15 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - - 16.7 50.0 16.7 16.7 8.2 0.55 
やや上昇している 16 - - 37.5 25.0 12.5 25.0 8.3 0.73 
横ばい 14 - - 21.4 35.7 21.4 21.4 8.5 1.03 
ゆるやかに低下している 3 - - - - 66.7 33.3 9.3 0.25 
低下している 3 - - - 33.3 - 66.7 8.0 - 
その他 3 - - 100.0 - - - 7.7 0.04 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 32 - - 31.3 28.1 15.6 25.0 8.3 0.85 
ない 13 - - 23.1 30.8 23.1 23.1 8.5 0.73 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務　　　　％
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Total 32 - - 25.0 34.4 18.8 21.9 8.3 0.63 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - 100.0 - - 
100-299人 6 - - 33.3 16.7 50.0 - 8.6 0.58 
300-499人 6 - - 50.0 33.3 16.7 - 8.1 0.45 
500-999人 10 - - 10.0 50.0 20.0 20.0 8.4 0.63 
1000人以上 7 - - 28.6 42.9 - 28.6 7.9 0.56 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 8.6 0.58 
100-299人 6 - - 50.0 - 33.3 16.7 8.3 0.61 
300-499人 6 - - 16.7 50.0 33.3 - 8.4 0.65 
500-999人 8 - - 12.5 50.0 12.5 25.0 8.2 0.51 
1000人以上 7 - - 28.6 42.9 - 28.6 7.9 0.56 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 17 - - 29.4 41.2 11.8 17.6 8.2 0.59 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 4 - - 25.0 25.0 - 50.0 7.6 0.88 
運輸業、郵便業 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.4 0.88 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - - 100.0 - 9.1 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 5 - - 20.0 60.0 20.0 - 8.3 0.52 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 18 - - 22.2 22.2 22.2 33.3 8.3 0.68 
支社、支店 9 - - 33.3 55.6 11.1 - 8.2 0.55 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 2 - - 50.0 50.0 - - 7.9 0.13 
その他 3 - - - 33.3 33.3 33.3 9.0 0.25 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - - 16.7 33.3 16.7 33.3 8.3 0.59 
やや上昇している 15 - - 33.3 20.0 26.7 20.0 8.3 0.65 
横ばい 8 - - 25.0 62.5 12.5 - 8.2 0.63 
ゆるやかに低下している 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 18 - - 27.8 44.4 16.7 11.1 8.2 0.64 
ない 14 - - 21.4 21.4 21.4 35.7 8.4 0.57 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務　％

120－ 418 － － 419 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - 50.0 - - 50.0 7.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - 100.0 - - - 7.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - 100.0 - - - 7.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - 100.0 - - - 7.0 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - 50.0 - - 50.0 7.0 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - 
横ばい 1 - - 100.0 - - - 7.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - 50.0 - - 50.0 7.0 - 
ない 0 - - - - - - - - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  記事の取材、編集の業務　　　　　　　　％

121－ 420 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 12 - - 16.7 50.0 8.3 25.0 8.4 0.99 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 8.8 1.55 
300-499人 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
500-999人 3 - - - 66.7 - 33.3 8.0 - 
1000人以上 3 - - - 100.0 - - 8.5 0.35 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 6 - - 33.3 16.7 16.7 33.3 8.6 1.41 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 4 - - - 75.0 - 25.0 8.3 0.35 
1000人以上 2 - - - 100.0 - - 8.4 0.38 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 6 - - - 83.3 - 16.7 8.3 0.41 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - 50.0 - 25.0 25.0 8.8 1.93 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 - - 25.0 37.5 12.5 25.0 8.5 1.17 
支社、支店 3 - - - 100.0 - - 8.3 0.35 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
やや上昇している 6 - - 16.7 33.3 16.7 33.3 8.9 1.26 
横ばい 3 - - 33.3 66.7 - - 8.1 0.51 
ゆるやかに低下している 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 4 - - 25.0 50.0 - 25.0 7.8 0.24 
ない 8 - - 12.5 50.0 12.5 25.0 8.7 1.08 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  デザイナーの業務　　　　　　　　　　　　 ％

122－ 420 － － 421 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 6 - - - - 50.0 50.0 10.0 0.71 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 5 - - - - 60.0 40.0 10.0 0.71 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 6 - - - - 50.0 50.0 10.0 0.71 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - 100.0 - 9.5 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - - 33.3 66.7 11.0 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 - - - - 50.0 50.0 10.0 0.71 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 3 - - - - 66.7 33.3 10.3 0.75 
横ばい 1 - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - - 100.0 - 9.5 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 3 - - - - 33.3 66.7 9.5 - 
ない 3 - - - - 66.7 33.3 10.3 0.75 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務　　％

123－ 422 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 5 - - 40.0 - 20.0 40.0 8.8 1.58 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 3 - - 33.3 - 33.3 33.3 9.3 1.75 
300-499人 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 5 - - 40.0 - 20.0 40.0 8.8 1.58 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - 50.0 - 25.0 25.0 8.8 1.93 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 5 - - 40.0 - 20.0 40.0 8.8 1.58 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 3 - - 33.3 - 33.3 33.3 9.4 1.59 
横ばい 1 - - 100.0 - - - 7.5 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - 50.0 - - 50.0 7.5 - 
ない 3 - - 33.3 - 33.3 33.3 9.4 1.59 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  コピーライターの業務　　　　　　　　　　　％

124－ 422 － － 423 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 7 - - - 42.9 14.3 42.9 8.5 0.53 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
1000人以上 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
1000人以上 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 3 - - - 33.3 33.3 33.3 9.0 0.35 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 4 - - - 25.0 25.0 50.0 8.6 0.63 
支社、支店 2 - - - 100.0 - - 8.4 0.38 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - - 100.0 - - 
やや上昇している 3 - - - 66.7 - 33.3 8.4 0.38 
横ばい 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
ない 5 - - - 60.0 - 40.0 8.3 0.35 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  システムコンサルタントの業務　　　　　％

125－ 424 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - - 100.0 - - 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - 100.0 - - 
ない 0 - - - - - - - - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務　　　％

126－ 424 － － 425 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - - 100.0 - - 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - 100.0 - - 
ない 0 - - - - - - - - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務　　％

127－ 426 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - 50.0 - 50.0 8.5 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.5 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - - 100.0 - - 8.5 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - 50.0 - 50.0 8.5 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - 100.0 - - 8.5 - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - - 50.0 - 50.0 8.5 - 
ない 0 - - - - - - - - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  証券アナリストの業務　　　　　　　　　　％

128－ 426 － － 427 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 46 - 2.2 87.0 8.7 - 2.2 7.6 0.33 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
100-299人 16 - 6.3 87.5 6.3 - - 7.5 0.49 
300-499人 8 - - 75.0 25.0 - - 7.8 0.11 
500-999人 10 - - 80.0 10.0 - 10.0 7.7 0.16 
1000人以上 10 - - 100.0 - - - 7.7 0.08 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 9 - 11.1 88.9 - - - 7.4 0.56 
100-299人 21 - - 81.0 19.1 - - 7.7 0.22 
300-499人 6 - - 83.3 - - 16.7 7.8 - 
500-999人 6 - - 100.0 - - - 7.7 0.10 
1000人以上 3 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 6 - - 83.3 - - 16.7 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 37 - 2.7 86.5 10.8 - - 7.6 0.37 
医療、福祉 3 - - 100.0 - - - 7.7 0.14 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 16 - - 93.8 6.3 - - 7.6 0.22 
支社、支店 14 - 7.1 85.7 - - 7.1 7.5 0.50 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
その他 15 - - 80.0 20.0 - - 7.8 0.10 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
やや上昇している 11 - - 90.9 9.1 - - 7.7 0.13 
横ばい 13 - 7.7 76.9 15.4 - - 7.5 0.51 
ゆるやかに低下している 2 - - 100.0 - - - 7.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 17 - - 94.1 5.9 - - 7.8 0.06 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 34 - - 91.2 8.8 - - 7.7 0.23 
ない 12 - 8.3 75.0 8.3 - 8.3 7.5 0.51 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  大学における教授研究の業務　　　　  ％

129－ 428 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
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間
以
上
６
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間
未
満

６
時
間
以
上
７
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間
未
満

７
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間
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未
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８
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間
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間
未
満

９
時
間
以
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不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - 
支社、支店 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
横ばい 0 - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - 
ない 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  弁護士の業務　　　　　　　　　　　　　　％

130－ 428 － － 429 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
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時

間
未
満

８
時
間
以
上
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時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
支社、支店 1 - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
横ばい 0 - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
ない 1 - - - - - 100.0 - - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  建築士の業務　　　　　　　　　　　　　　％

131－ 430 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
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上
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間
未
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６
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間
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上
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未
満
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間
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時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 3 - - - 33.3 33.3 33.3 9.0 0.25 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 3 - - - 33.3 33.3 33.3 9.0 0.35 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 
支社、支店 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
横ばい 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 
ない 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  弁理士の業務　　　　　　　　　　　　　　％

132－ 430 － － 431 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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差

Total 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - 
支社、支店 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
横ばい 0 - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - 
ない 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  税理士の業務　　　　　　　　　　　　　　％

133－ 432 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - 100.0 - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - 100.0 - - 
100-299人 0 - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - - - 100.0 - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - 
支社、支店 1 - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - 100.0 - - 
ない 0 - - - - - - - - 

問１４（１）　みなし労働時間数　専門業務型  中小企業診断士の業務　　　　　　　　％

134－ 432 － － 433 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 45 - 2.2 4.4 24.4 24.4 4.4 2.2 - - - - 37.8 9.0 1.04 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 8 - - 25.0 - 25.0 - 12.5 - - - - 37.5 9.0 1.61 
300-499人 6 - - - 16.7 66.7 - - - - - - 16.7 9.3 0.46 
500-999人 16 - 6.3 - 25.0 18.8 12.5 - - - - - 37.5 9.0 1.19 
1000人以上 12 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.7 0.33 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.5 - 
30-99人 2 - - 50.0 - - - - - - - - 50.0 7.0 - 
100-299人 9 - - - - 44.4 11.1 11.1 - - - - 33.3 9.9 0.83 
300-499人 10 - - - 20.0 50.0 - - - - - - 30.0 9.3 0.40 
500-999人 11 - 9.1 - 36.4 9.1 9.1 - - - - - 36.4 8.7 1.22 
1000人以上 12 - - - 41.7 8.3 - - - - - - 50.0 8.8 0.46 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
製造業 38 - 2.6 2.6 26.3 28.9 5.3 2.6 - - - - 31.6 9.1 1.05 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - 50.0 50.0 - - - - - - - - 8.1 0.85 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - . .
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 17 - 5.9 11.8 17.7 17.7 - - - - - - 47.1 8.4 1.17 
支社、支店 15 - - - 20.0 40.0 6.7 - - - - - 33.3 9.1 0.70 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 3 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.8 0.08 
その他 10 - - - 20.0 20.0 10.0 10.0 - - - - 40.0 9.9 0.94 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - - 16.7 50.0 - - - - - - - 33.3 8.4 0.82 
やや上昇している 16 - - 6.3 18.8 43.8 - - - - - - 31.3 9.0 0.68 
横ばい 14 - 7.1 - 14.3 14.3 7.1 7.1 - - - - 50.0 9.3 1.57 
ゆるやかに低下している 3 - - - - 33.3 33.3 - - - - - 33.3 9.6 0.60 
低下している 3 - - - 33.3 - - - - - - - 66.7 8.0 - 
その他 3 - - - 66.7 33.3 - - - - - - - 9.1 0.55 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 32 - - - 28.1 28.1 3.1 3.1 - - - - 37.5 9.3 0.76 
ない 13 - 7.7 15.4 15.4 15.4 7.7 - - - - - 38.5 8.3 1.29 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  新商品・新技術の研究開発業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

135－ 434 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 32 - 3.1 6.3 9.4 25.0 - - - - - - 56.3 8.8 1.03 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 6 - - 16.7 - 66.7 - - - - - - 16.7 9.1 0.66 
300-499人 6 - - 16.7 - 50.0 - - - - - - 33.3 9.1 0.78 
500-999人 10 - 10.0 - 10.0 10.0 - - - - - - 70.0 8.2 1.62 
1000人以上 7 - - - 28.6 - - - - - - - 71.4 8.5 0.45 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - - 25.0 - 50.0 - - - - - - 25.0 9.0 0.81 
100-299人 6 - - 16.7 - 33.3 - - - - - - 50.0 8.8 0.74 
300-499人 6 - 16.7 - 16.7 50.0 - - - - - - 16.7 8.7 1.38 
500-999人 8 - - - - 12.5 - - - - - - 87.5 9.8 - 
1000人以上 7 - - - 28.6 - - - - - - - 71.4 8.5 0.45 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 17 - 5.9 5.9 17.6 17.6 - - - - - - 52.9 8.5 1.23 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.5 - 
運輸業、郵便業 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.5 - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - 50.0 - 50.0 - - - - - - - 8.4 0.88 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 5 - - - - 40.0 - - - - - - 60.0 9.7 0.11 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 18 - - - 5.6 22.2 - - - - - - 72.2 9.4 0.37 
支社、支店 9 - 11.1 11.1 11.1 22.2 - - - - - - 44.4 8.2 1.29 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - - 50.0 50.0 - - - - - - - - 8.3 0.58 
その他 3 - - - - 66.7 - - - - - - 33.3 9.6 0.05 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - - - 33.3 16.7 - - - - - - 50.0 9.1 0.28 
やや上昇している 15 - 6.7 13.3 - 20.0 - - - - - - 60.0 8.3 1.26 
横ばい 8 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.6 0.12 
ゆるやかに低下している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 18 - 5.6 5.6 16.7 22.2 - - - - - - 50.0 8.6 1.11 
ない 14 - - 7.1 - 28.6 - - - - - - 64.3 9.2 0.73 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  情報処理システムの分析、設計の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

136－ 434 － － 435 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  記事の取材、編集の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

137－ 436 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
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間
以
上
７
時

間
未
満

７
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間
以
上
８
時

間
未
満

８
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間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 12 - - - 8.3 8.3 16.7 8.3 - - - - 58.3 9.8 0.72 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - - - 25.0 25.0 - - - - 50.0 10.5 0.50 
300-499人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
500-999人 3 - - - - - 33.3 - - - - - 66.7 10.0 - 
1000人以上 3 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 9.1 0.18 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 6 - - - - - 16.7 16.7 - - - - 66.7 10.5 0.50 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 4 - - - - 25.0 25.0 - - - - - 50.0 9.6 0.38 
1000人以上 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.9 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 6 - - - 16.7 16.7 16.7 - - - - - 50.0 9.4 0.56 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - - - - 25.0 25.0 - - - - 50.0 10.5 0.71 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 - - - 12.5 12.5 25.0 12.5 - - - - 37.5 9.8 0.72 
支社、支店 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.9 - 
やや上昇している 6 - - - - - - 16.7 - - - - 83.3 11.0 - 
横ばい 3 - - - - 33.3 33.3 - - - - - 33.3 9.6 0.38 
ゆるやかに低下している 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 4 - - - 25.0 - 25.0 - - - - - 50.0 9.5 0.55 
ない 8 - - - - 12.5 12.5 12.5 - - - - 62.5 10.1 0.72 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  デザイナーの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

138－ 436 － － 437 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
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標
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標
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偏
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Total 6 - 16.7 - - 16.7 - - - - - - 66.7 7.5 1.50 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 5 - 20.0 - - 20.0 - - - - - - 60.0 7.5 1.50 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 6 - 16.7 - - 16.7 - - - - - - 66.7 7.5 1.50 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - 33.3 - - - - - - - - - 66.7 6.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 6 - 16.7 - - 16.7 - - - - - - 66.7 7.5 1.50 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 3 - 33.3 - - 33.3 - - - - - - 33.3 7.5 1.50 
横ばい 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ない 3 - 33.3 - - 33.3 - - - - - - 33.3 7.5 1.50 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  プロデューサー、ディレクターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

139－ 438 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 5 20.0 - - - - - 20.0 - - - - 60.0 8.0 3.00 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 3 33.3 - - - - - 33.3 - - - - 33.3 8.0 3.00 
300-499人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 5 20.0 - - - - - 20.0 - - - - 60.0 8.0 3.00 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 25.0 - - - - - 25.0 - - - - 50.0 8.0 4.24 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 5 20.0 - - - - - 20.0 - - - - 60.0 8.0 3.00 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 3 33.3 - - - - - - - - - - 66.7 5.0 - 
横ばい 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 11.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - - - - - 50.0 - - - - 50.0 11.0 - 
ない 3 33.3 - - - - - - - - - - 66.7 5.0 - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  コピーライターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

140－ 438 － － 439 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 7 - - - 14.3 - - - - - - - 85.7 8.2 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.2 - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 4 - - - 25.0 - - - - - - - 75.0 8.2 - 
支社、支店 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
やや上昇している 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.2 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ない 5 - - - 20.0 - - - - - - - 80.0 8.2 - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  システムコンサルタントの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

141－ 440 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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Total 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  インテリアコーディネーターの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

142－ 440 － － 441 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  ゲーム用ソフトウェアの創作の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

143－ 442 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)
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間
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６
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間
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６
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間
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上
７
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間
未
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７
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間
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未
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９
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間
未
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９
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間
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上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.5 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.5 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.5 - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  証券アナリストの業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

144－ 442 － － 443 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
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間
未
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６
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間
以
上
７
時

間
未
満

７
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間
以
上
８
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間
未
満

８
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間
以
上
９
時

間
未
満

９
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間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 46 - 2.2 37.0 10.9 6.5 2.2 - - - - - 41.3 8.0 0.82 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 16 - - 31.3 6.3 6.3 - - - - - - 56.3 7.7 0.71 
300-499人 8 - - 37.5 25.0 12.5 - - - - - - 25.0 8.1 0.45 
500-999人 10 - - 30.0 - 10.0 10.0 - - - - - 50.0 8.5 1.11 
1000人以上 10 - 10.0 50.0 20.0 - - - - - - - 20.0 7.7 0.75 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 9 - - 44.4 - - - - - - - - 55.6 7.3 0.27 
100-299人 21 - 4.8 28.6 14.3 14.3 - - - - - - 38.1 8.0 0.89 
300-499人 6 - - 33.3 - - - - - - - - 66.7 7.8 - 
500-999人 6 - - 33.3 16.7 - 16.7 - - - - - 33.3 8.6 0.93 
1000人以上 3 - - 66.7 33.3 - - - - - - - - 7.9 0.22 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 6 - - 50.0 - - - - - - - - 50.0 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 37 - 2.7 35.1 10.8 8.1 - - - - - - 43.2 7.9 0.82 
医療、福祉 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 - - - - - - 8.7 1.19 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 16 - 6.3 50.0 6.3 6.3 - - - - - - 31.3 7.7 0.84 
支社、支店 14 - - 35.7 14.3 - 7.1 - - - - - 42.9 8.1 0.87 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
その他 15 - - 20.0 13.3 13.3 - - - - - - 53.3 8.2 0.58 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
やや上昇している 11 - 9.1 27.3 27.3 - - - - - - - 36.4 7.8 0.81 
横ばい 13 - - 38.5 15.4 - 7.7 - - - - - 38.5 8.0 0.79 
ゆるやかに低下している 2 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 17 - - 35.3 - 17.7 - - - - - - 47.1 8.3 0.77 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 34 - - 41.2 5.9 5.9 - - - - - - 47.1 7.9 0.53 
ない 12 - 8.3 25.0 25.0 8.3 8.3 - - - - - 25.0 8.2 1.18 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  大学における教授研究の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

145－ 444 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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１
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１
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未
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１
２
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上
１

３
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間
未
満

１
３
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間
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上
１

４
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間
未
満

１
４
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間
以
上
１

５
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未
満

１
５
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上
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明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  弁護士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

146－ 444 － － 445 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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１
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時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
ない 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  建築士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

147－ 446 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ない 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  弁理士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

148－ 446 － － 447 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ない 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  税理士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

149－ 448 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ない 0 - - - - - - - - - - - - - - 

問１４（１）　平均実労働時間数　専門業務型  中小企業診断士の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

150－ 448 － － 449 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 23 - - 26.1 30.4 8.7 34.8 8.2 0.50 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - 75.0 - 25.0 8.2 0.31 
300-499人 5 - - 80.0 - - 20.0 7.8 0.06 
500-999人 4 - - - 50.0 25.0 25.0 8.6 0.51 
1000人以上 5 - - - 40.0 - 60.0 8.4 0.38 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
100-299人 7 - - 28.6 28.6 - 42.9 8.1 0.36 
300-499人 4 - - 75.0 25.0 - - 7.8 0.12 
500-999人 3 - - - 33.3 33.3 33.3 8.9 0.38 
1000人以上 6 - - 16.7 33.3 - 50.0 8.2 0.42 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 15 - - 26.7 33.3 13.3 26.7 8.3 0.57 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 2 - - - 100.0 - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 15 - - 20.0 33.3 13.3 33.3 8.3 0.52 
支社、支店 6 - - 33.3 33.3 - 33.3 8.1 0.41 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
やや上昇している 10 - - 50.0 30.0 - 20.0 8.0 0.41 
横ばい 3 - - - 33.3 33.3 33.3 8.9 0.38 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 2 - - - - 50.0 50.0 9.0 - 
その他 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 12 - - 33.3 25.0 8.3 33.3 8.1 0.51 
ない 11 - - 18.2 36.4 9.1 36.4 8.3 0.47 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務　　　％

151－ 450 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 19 - - 36.8 21.1 - 42.1 7.9 0.31 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 4 - - 25.0 25.0 - 50.0 7.8 0.25 
300-499人 6 - - 100.0 - - - 7.8 0.05 
500-999人 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
1000人以上 5 - - - 40.0 - 60.0 8.4 0.38 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - 100.0 - - 
100-299人 6 - - 50.0 16.7 - 33.3 7.8 0.18 
300-499人 5 - - 80.0 20.0 - - 7.8 0.11 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 5 - - - 40.0 - 60.0 8.4 0.38 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 10 - - 40.0 30.0 - 30.0 8.0 0.37 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - 8.0 .
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - 50.0 - - 50.0 7.7 0.23 
その他 0 - - - - - - . .

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 11 - - 36.4 18.2 - 45.5 7.8 0.18 
支社、支店 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 2 - - 50.0 50.0 - - 7.9 0.13 
その他 4 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 4 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
やや上昇している 7 - - 42.9 28.6 - 28.6 8.0 0.39 
横ばい 2 - - 50.0 - - 50.0 7.5 - 
ゆるやかに低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 4 - - 75.0 - - 25.0 7.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 11 - - 45.5 18.2 - 36.4 7.8 0.16 
ない 8 - - 25.0 25.0 - 50.0 8.1 0.40 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務　　　　％

152－ 450 － － 451 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 19 - - 26.3 31.6 5.3 36.8 8.2 0.49 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - 50.0 - 50.0 8.3 0.33 
300-499人 4 - - 100.0 - - - 7.8 0.06 
500-999人 5 - - 20.0 40.0 20.0 20.0 8.4 0.60 
1000人以上 4 - - - 50.0 - 50.0 8.4 0.38 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - 100.0 - - 
100-299人 6 - - 33.3 33.3 - 33.3 8.1 0.36 
300-499人 3 - - 66.7 33.3 - - 7.8 0.14 
500-999人 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 8.5 0.65 
1000人以上 4 - - - 50.0 - 50.0 8.4 0.38 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 11 - - 27.3 45.5 9.1 18.2 8.3 0.56 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - 33.3 - - 66.7 7.8 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 14 - - 28.6 28.6 7.1 35.7 8.1 0.51 
支社、支店 2 - - - 100.0 - - 8.4 0.38 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
その他 2 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 4 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
やや上昇している 9 - - 44.4 33.3 - 22.2 8.0 0.43 
横ばい 3 - - - 33.3 33.3 33.3 8.9 0.38 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 10 - - 30.0 30.0 10.0 30.0 8.1 0.53 
ない 9 - - 22.2 33.3 - 44.4 8.2 0.42 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務　　　　％

153－ 452 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 19 - - 26.3 31.6 5.3 36.8 8.1 0.48 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 5 - - - 60.0 - 40.0 8.2 0.31 
300-499人 3 - - 100.0 - - - 7.8 0.07 
500-999人 5 - - 40.0 20.0 20.0 20.0 8.2 0.64 
1000人以上 4 - - - 50.0 - 50.0 8.4 0.38 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
100-299人 6 - - 33.3 33.3 - 33.3 8.1 0.36 
300-499人 3 - - 66.7 33.3 - - 7.8 0.14 
500-999人 3 - - 33.3 - 33.3 33.3 8.5 0.79 
1000人以上 4 - - - 50.0 - 50.0 8.4 0.38 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 10 - - 30.0 40.0 10.0 20.0 8.2 0.59 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 2 - - - 100.0 - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - 33.3 - - 66.7 7.8 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 13 - - 23.1 30.8 7.7 38.5 8.1 0.51 
支社、支店 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 2 - - 50.0 50.0 - - 7.9 0.13 
その他 3 - - 33.3 - - 66.7 7.8 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 - - - 60.0 - 40.0 8.0 - 
やや上昇している 10 - - 50.0 30.0 - 20.0 8.0 0.41 
横ばい 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 9 - - 33.3 22.2 11.1 33.3 8.1 0.55 
ない 10 - - 20.0 40.0 - 40.0 8.2 0.39 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  社員教育・研修計画を策定する業務　 ％

154－ 452 － － 453 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 20 - - 25.0 35.0 5.0 35.0 8.1 0.48 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - 50.0 - 50.0 8.4 0.38 
300-499人 4 - - 100.0 - - - 7.8 0.06 
500-999人 5 - - 20.0 40.0 20.0 20.0 8.4 0.60 
1000人以上 6 - - - 50.0 - 50.0 8.3 0.35 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
100-299人 4 - - 50.0 25.0 - 25.0 7.9 0.10 
300-499人 3 - - 66.7 33.3 - - 7.8 0.14 
500-999人 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 8.5 0.65 
1000人以上 6 - - - 50.0 - 50.0 8.3 0.35 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 12 - - 25.0 41.7 8.3 25.0 8.2 0.54 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 8.3 0.65 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 13 - - 30.8 23.1 7.7 38.5 8.1 0.51 
支社、支店 4 - - - 75.0 - 25.0 8.3 0.35 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
その他 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - - - 33.3 - 66.7 8.0 - 
やや上昇している 8 - - 50.0 25.0 - 25.0 7.9 0.38 
横ばい 3 - - - 66.7 33.3 - 8.8 0.31 
ゆるやかに低下している 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 11 - - 27.3 45.5 9.1 18.2 8.2 0.51 
ない 9 - - 22.2 22.2 - 55.6 8.1 0.40 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務　　　％

155－ 454 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 12 - - 33.3 33.3 - 33.3 8.1 0.42 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
100-299人 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
300-499人 4 - - 100.0 - - - 7.8 0.06 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - 66.7 - 33.3 8.4 0.38 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 4 - - 50.0 25.0 - 25.0 7.9 0.10 
300-499人 2 - - 100.0 - - - 7.7 0.04 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - 66.7 - 33.3 8.4 0.38 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 5 - - 40.0 40.0 - 20.0 8.0 0.49 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 - - 37.5 25.0 - 37.5 7.9 0.13 
支社、支店 2 - - - 100.0 - - 8.8 0.03 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - - 33.3 - 66.7 8.0 - 
やや上昇している 6 - - 50.0 33.3 - 16.7 8.0 0.39 
横ばい 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 2 - - 50.0 - - 50.0 7.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 3 - - 66.7 33.3 - - 7.8 0.14 
ない 9 - - 22.2 33.3 - 44.4 8.2 0.46 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  広報を企画・立案する業務　　　　　　　％

156－ 454 － － 455 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 13 - - 23.1 38.5 15.4 23.1 8.4 0.77 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
300-499人 2 - - 100.0 - - - 7.7 0.04 
500-999人 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 8.6 0.77 
1000人以上 3 - - - 66.7 - 33.3 8.4 0.38 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 7.9 0.13 
300-499人 2 - - 50.0 - 50.0 - 8.6 0.94 
500-999人 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 8.1 0.42 
1000人以上 3 - - - 66.7 - 33.3 8.4 0.38 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 8 - - 25.0 37.5 25.0 12.5 8.6 0.91 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - 50.0 - 50.0 8.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - 8.0 .
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 9 - - 22.2 44.4 11.1 22.2 8.3 0.75 
支社、支店 2 - - - 50.0 50.0 - 9.2 0.40 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - - 33.3 - 66.7 8.0 - 
やや上昇している 7 - - 42.9 28.6 14.3 14.3 8.2 0.70 
横ばい 1 - - - 100.0 - - 8.5 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - 100.0 - 10.0 - 
その他 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 5 - - 40.0 40.0 20.0 - 8.3 0.70 
ない 8 - - 12.5 37.5 12.5 37.5 8.5 0.82 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務　％

157－ 456 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 19 - - 42.1 26.3 10.5 21.1 8.2 0.54 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - 75.0 - 25.0 8.5 0.33 
300-499人 6 - - 66.7 - 16.7 16.7 8.0 0.51 
500-999人 3 - - 33.3 - 33.3 33.3 8.5 0.75 
1000人以上 4 - - 25.0 50.0 - 25.0 8.2 0.42 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
100-299人 5 - - - 40.0 20.0 40.0 8.6 0.42 
300-499人 6 - - 100.0 - - - 7.7 0.03 
500-999人 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
1000人以上 5 - - 40.0 40.0 - 20.0 8.1 0.41 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 16 - - 50.0 18.8 12.5 18.8 8.1 0.57 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 - - 25.0 37.5 12.5 25.0 8.2 0.56 
支社、支店 6 - - 50.0 16.7 16.7 16.7 8.2 0.56 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 5 - - 60.0 20.0 - 20.0 8.0 0.43 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - 33.3 33.3 - 33.3 7.9 0.13 
やや上昇している 9 - - 44.4 33.3 - 22.2 8.0 0.43 
横ばい 3 - - - 33.3 33.3 33.3 9.0 0.25 
ゆるやかに低下している 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 3 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 14 - - 57.1 14.3 14.3 14.3 8.1 0.55 
ない 5 - - - 60.0 - 40.0 8.5 0.33 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務　　　％

158－ 456 － － 457 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上

不
明 平

均（

時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 12 - - 25.0 8.3 25.0 41.7 8.5 0.74 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
100-299人 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
300-499人 2 - - 50.0 - - 50.0 7.7 - 
500-999人 3 - - 33.3 - 66.7 - 8.8 0.87 
1000人以上 3 - - 33.3 - - 66.7 7.8 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - 100.0 - - 8.8 - 
30-99人 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
100-299人 2 - - - - - 100.0 - - 
300-499人 1 - - 100.0 - - - 7.7 - 
500-999人 3 - - 33.3 - 66.7 - 8.8 0.87 
1000人以上 3 - - 33.3 - - 66.7 7.8 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 7 - - 42.9 14.3 28.6 14.3 8.4 0.78 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 1 - - - - - 100.0 - - 
金融業、保険業 1 - - - - 100.0 - 9.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - - - 100.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 7 - - 14.3 - 28.6 57.1 8.7 0.91 
支社、支店 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 8.5 0.68 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - 33.3 - - 66.7 7.8 - 
やや上昇している 3 - - 33.3 - 33.3 33.3 8.3 0.94 
横ばい 1 - - - - 100.0 - 9.3 - 
ゆるやかに低下している 2 - - - - 50.0 50.0 9.3 - 
低下している 2 - - - 50.0 - 50.0 8.8 - 
その他 1 - - 100.0 - - - 7.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 9 - - 33.3 11.1 33.3 22.2 8.5 0.74 
ない 3 - - - - - 100.0 - - 

問１４（１）　みなし労働時間数　企画業務型  その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

159－ 458 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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１
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５
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間
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１
５
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間
以
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不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 23 - - 4.4 21.7 21.7 4.4 - - - - - 47.8 8.7 0.75 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.1 0.13 
300-499人 5 - - 20.0 20.0 20.0 - - - - - - 40.0 8.5 0.59 
500-999人 4 - - - - - 25.0 - - - - - 75.0 10.6 - 
1000人以上 5 - - - - 20.0 - - - - - - 80.0 9.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
100-299人 7 - - 14.3 42.9 - - - - - - - 42.9 8.0 0.20 
300-499人 4 - - - 25.0 50.0 - - - - - - 25.0 8.9 0.31 
500-999人 3 - - - - - 33.3 - - - - - 66.7 10.6 - 
1000人以上 6 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 9.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 15 - - - 13.3 33.3 6.7 - - - - - 46.7 9.1 0.69 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 15 - - - 33.3 20.0 6.7 - - - - - 40.0 8.7 0.80 
支社、支店 6 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 9.0 - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - - - 33.3 16.7 - - - - - - 50.0 8.3 0.47 
やや上昇している 10 - - 10.0 30.0 20.0 - - - - - - 40.0 8.4 0.47 
横ばい 3 - - - - - 33.3 - - - - - 66.7 10.6 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
その他 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.2 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 12 - - - 8.3 33.3 8.3 - - - - - 50.0 9.2 0.66 
ない 11 - - 9.1 36.4 9.1 - - - - - - 45.5 8.2 0.40 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  経営に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

160－ 458 － － 459 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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不
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均（
時
間）

標
本
標
準
偏
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Total 19 - - 5.3 15.8 36.8 - - - - - - 42.1 8.9 0.68 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - 50.0 25.0 - - - - - - 25.0 8.3 0.47 
300-499人 6 - - 16.7 16.7 66.7 - - - - - - - 9.1 0.73 
500-999人 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
1000人以上 5 - - - - 20.0 - - - - - - 80.0 9.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 6 - - 16.7 33.3 33.3 - - - - - - 16.7 8.4 0.66 
300-499人 5 - - - 20.0 80.0 - - - - - - - 9.3 0.48 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 5 - - - - 20.0 - - - - - - 80.0 9.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 10 - - - 10.0 50.0 - - - - - - 40.0 9.2 0.49 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - - 25.0 50.0 - - - - - - 25.0 8.8 0.74 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 11 - - - 27.3 36.4 - - - - - - 36.4 8.7 0.53 
支社、支店 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - - 50.0 - 50.0 - - - - - - - 8.4 0.63 
その他 4 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.8 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 4 - - - 25.0 50.0 - - - - - - 25.0 8.7 0.47 
やや上昇している 7 - - 14.3 28.6 14.3 - - - - - - 42.9 8.4 0.65 
横ばい 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
ゆるやかに低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 4 - - - - 75.0 - - - - - - 25.0 9.6 0.28 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 11 - - - 9.1 54.6 - - - - - - 36.4 9.2 0.42 
ない 8 - - 12.5 25.0 12.5 - - - - - - 50.0 8.3 0.67 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  新たな社内組織を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

161－ 460 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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５
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均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 19 - - 10.5 15.8 10.5 10.5 - - - - - 52.6 8.7 1.05 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 - - 25.0 50.0 - - - - - - - 25.0 7.7 0.41 
300-499人 4 - - 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - - - 9.0 0.92 
500-999人 5 - - - - - 20.0 - - - - - 80.0 10.3 - 
1000人以上 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
100-299人 6 - - 33.3 33.3 - 16.7 - - - - - 16.7 8.2 0.97 
300-499人 3 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 9.2 0.63 
500-999人 4 - - - - - 25.0 - - - - - 75.0 10.3 - 
1000人以上 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 11 - - 9.1 9.1 18.2 9.1 - - - - - 54.5 9.0 1.23 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - 33.3 - 33.3 - - - - - 33.3 9.0 1.41 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 14 - - 7.1 21.4 14.3 14.3 - - - - - 42.9 8.8 1.05 
支社、支店 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
その他 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 4 - - - 25.0 25.0 - - - - - - 50.0 8.5 0.50 
やや上昇している 9 - - 22.2 22.2 - 11.1 - - - - - 44.4 8.3 0.97 
横ばい 3 - - - - - 33.3 - - - - - 66.7 10.3 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 10 - - - 10.0 20.0 10.0 - - - - - 60.0 9.4 0.68 
ない 9 - - 22.2 22.2 - 11.1 - - - - - 44.4 8.2 0.97 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  新たな人事制度を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

162－ 460 － － 461 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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偏
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Total 19 - - 5.3 26.3 15.8 - 5.3 - - - - 47.4 8.7 0.98 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 5 - - - 80.0 - - - - - - - 20.0 8.1 0.25 
300-499人 3 - - 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - 8.5 0.59 
500-999人 5 - - - - 20.0 - 20.0 - - - - 60.0 10.2 1.15 
1000人以上 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
100-299人 6 - - 16.7 50.0 16.7 - - - - - - 16.7 8.3 0.52 
300-499人 3 - - - 33.3 33.3 - 33.3 - - - - - 9.6 1.20 
500-999人 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 10 - - - 20.0 20.0 - 10.0 - - - - 50.0 9.3 1.15 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 8.6 0.85 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 13 - - - 38.5 15.4 - - - - - - 46.2 8.5 0.46 
支社、支店 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - - 50.0 - 50.0 - - - - - - - 8.4 0.63 
その他 3 - - - - - - 33.3 - - - - 66.7 11.3 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 - - - 40.0 40.0 - - - - - - 20.0 8.5 0.50 
やや上昇している 10 - - 10.0 30.0 10.0 - 10.0 - - - - 40.0 8.9 1.17 
横ばい 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 9 - - - 11.1 22.2 - 11.1 - - - - 55.6 9.5 1.08 
ない 10 - - 10.0 40.0 10.0 - - - - - - 40.0 8.3 0.49 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  社員教育・研修計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

163－ 462 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
時
間
以
上
８
時

間
未
満

８
時
間
以
上
９
時

間
未
満

９
時
間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 20 - - 5.0 20.0 20.0 5.0 - - - - - 50.0 8.8 0.87 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - 50.0 - 25.0 - - - - - 25.0 8.7 0.94 
300-499人 4 - - 25.0 25.0 50.0 - - - - - - - 8.7 0.88 
500-999人 5 - - - - 20.0 - - - - - - 80.0 9.8 - 
1000人以上 6 - - - 16.7 16.7 - - - - - - 66.7 8.5 0.50 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - - - 50.0 - - - - - 50.0 10.0 - 
100-299人 4 - - 25.0 75.0 - - - - - - - - 7.9 0.11 
300-499人 3 - - - - 66.7 - - - - - - 33.3 9.6 0.33 
500-999人 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.8 - 
1000人以上 6 - - - 16.7 16.7 - - - - - - 66.7 8.5 0.50 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 12 - - - 8.3 33.3 - - - - - - 58.3 9.2 0.76 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 - - - 66.7 - 33.3 - - - - - - 8.7 1.15 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 13 - - - 23.1 30.8 - - - - - - 46.2 8.9 0.79 
支社、支店 4 - - - 25.0 - - - - - - - 75.0 8.0 - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
その他 2 - - - - - 50.0 - - - - - 50.0 10.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 - - - 16.7 16.7 - - - - - - 66.7 8.5 0.50 
やや上昇している 8 - - 12.5 25.0 12.5 - - - - - - 50.0 8.3 0.59 
横ばい 3 - - - - 33.3 33.3 - - - - - 33.3 9.9 0.10 
ゆるやかに低下している 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.9 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 11 - - - 9.1 36.4 9.1 - - - - - 45.5 9.3 0.69 
ない 9 - - 11.1 33.3 - - - - - - - 55.6 7.9 0.11 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  財務に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

164－ 462 － － 463 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
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間
以
上
７
時

間
未
満

７
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間
以
上
８
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間
未
満

８
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間
以
上
９
時

間
未
満

９
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間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 12 - - 8.3 33.3 25.0 - - - - - - 33.3 8.6 0.66 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
100-299人 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
300-499人 4 - - 25.0 25.0 50.0 - - - - - - - 8.8 0.78 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 9.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 - - 25.0 75.0 - - - - - - - - 8.0 0.18 
300-499人 2 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 0.03 
500-999人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 3 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 9.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 5 - - - - 60.0 - - - - - - 40.0 9.4 0.31 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.1 0.18 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 - - - 37.5 37.5 - - - - - - 25.0 8.7 0.66 
支社、支店 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.5 - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 8.5 0.50 
やや上昇している 6 - - 16.7 33.3 16.7 - - - - - - 33.3 8.4 0.70 
横ばい 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.5 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.5 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 3 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.4 0.25 
ない 9 - - 11.1 44.4 - - - - - - - 44.4 8.1 0.26 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  広報を企画・立案する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

165－ 464 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
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間
以
上
８
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間
未
満

８
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間
以
上
９
時

間
未
満

９
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間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 13 7.7 - 7.7 23.1 15.4 15.4 - - - - - 30.8 8.5 1.35 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 2 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
300-499人 2 - - 50.0 - 50.0 - - - - - - - 8.4 0.68 
500-999人 4 25.0 - - - - 25.0 - - - - - 50.0 8.1 2.45 
1000人以上 3 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 9.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 3 - - 33.3 66.7 - - - - - - - - 7.9 0.12 
300-499人 2 50.0 - - - 50.0 - - - - - - - 7.4 1.76 
500-999人 3 - - - - - 33.3 - - - - - 66.7 10.5 - 
1000人以上 3 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 9.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 8 12.5 - - - 25.0 25.0 - - - - - 37.5 8.8 1.92 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.1 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 9 - - - 33.3 22.2 22.2 - - - - - 22.2 9.0 0.93 
支社、支店 2 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 5.6 - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - - - - - - - - 7.8 - 
その他 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 8.5 0.50 
やや上昇している 7 14.3 - 14.3 14.3 14.3 - - - - - - 42.9 7.6 1.27 
横ばい 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.5 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 10.0 - 
その他 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.1 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 5 20.0 - - - 40.0 20.0 - - - - - 20.0 8.6 1.80 
ない 8 - - 12.5 37.5 - 12.5 - - - - - 37.5 8.4 0.82 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  全社的な営業に関する計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

166－ 464 － － 465 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

５
時
間
以
上
６
時

間
未
満

６
時
間
以
上
７
時

間
未
満

７
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間
以
上
８
時

間
未
満

８
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間
以
上
９
時

間
未
満

９
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間
以
上
１
０

時
間
未
満

１
０
時
間
以
上
１

１
時
間
未
満

１
１
時
間
以
上
１

２
時
間
未
満

１
２
時
間
以
上
１

３
時
間
未
満

１
３
時
間
以
上
１

４
時
間
未
満

１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 19 - - - 21.1 42.1 - 5.3 - - - - 31.6 9.1 0.91 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 - - - 75.0 25.0 - - - - - - - 8.4 0.42 
300-499人 6 - - - 16.7 66.7 - - - - - - 16.7 9.1 0.37 
500-999人 3 - - - - - - 33.3 - - - - 66.7 11.8 - 
1000人以上 4 - - - - 25.0 - - - - - - 75.0 9.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
100-299人 5 - - - 60.0 20.0 - - - - - - 20.0 8.4 0.42 
300-499人 6 - - - 16.7 66.7 - 16.7 - - - - - 9.6 1.05 
500-999人 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
1000人以上 5 - - - - 40.0 - - - - - - 60.0 9.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 16 - - - 12.5 43.8 - 6.2 - - - - 37.5 9.3 0.93 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 - - - 50.0 50.0 - - - - - - - 8.5 0.71 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 - - - 50.0 25.0 - - - - - - 25.0 8.5 0.43 
支社、支店 6 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 5 - - - - 60.0 - 20.0 - - - - 20.0 10.0 1.09 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 8.5 0.50 
やや上昇している 9 - - - 33.3 22.2 - 11.1 - - - - 33.3 9.2 1.23 
横ばい 3 - - - - 33.3 - - - - - - 66.7 9.0 - 
ゆるやかに低下している 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 3 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.4 0.19 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 14 - - - 7.1 57.1 - 7.1 - - - - 28.6 9.3 0.86 
ない 5 - - - 60.0 - - - - - - - 40.0 8.2 0.28 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  全社的な生産計画を策定する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

167－ 466 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）
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１
４
時
間
以
上
１

５
時
間
未
満

１
５
時
間
以
上

不
明 平

均（
時
間）

標
本
標
準
偏
差

Total 12 - - - 16.7 16.7 - 16.7 - - - - 50.0 9.5 1.19 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 
100-299人 2 - - - 50.0 - - 50.0 - - - - - 9.5 1.50 
300-499人 2 - - - - 50.0 - - - - - - 50.0 9.0 - 
500-999人 3 - - - 33.3 - - - - - - - 66.7 8.3 - 
1000人以上 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 11.0 - 
30-99人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 
100-299人 2 - - - 50.0 - - - - - - - 50.0 8.0 - 
300-499人 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.0 - 
500-999人 3 - - - 33.3 - - - - - - - 66.7 8.3 - 
1000人以上 3 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 7 - - - 14.3 14.3 - 14.3 - - - - 57.1 9.4 1.42 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 1 - - - - - - 100.0 - - - - - 11.0 - 
卸売業、小売業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
金融業、保険業 1 - - - - 100.0 - - - - - - - 9.5 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.0 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 7 - - - 14.3 14.3 - 14.3 - - - - 57.1 9.3 1.25 
支社、支店 4 - - - - 25.0 - 25.0 - - - - 50.0 10.3 0.75 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.3 - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 3 - - - 33.3 - - - - - - - 66.7 8.0 - 
やや上昇している 3 - - - - 66.7 - - - - - - 33.3 9.3 0.24 
横ばい 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 2 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
低下している 2 - - - - - - 100.0 - - - - - 11.0 - 
その他 1 - - - 100.0 - - - - - - - - 8.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 9 - - - 11.1 22.2 - 22.2 - - - - 44.4 9.8 1.09 
ない 3 - - - 33.3 - - - - - - - 66.7 8.0 - 

問１４（１）　平均実労働時間数　企画業務型  その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

通
常
の
所
定
労

働
時
間

今
ま
で
の
実
績

か
ら
の
算
出

そ
の
他

不
明

Total 151 49.7 10.6 4.6 35.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 4 25.0 - - 75.0 
100-299人 44 45.5 11.4 4.6 38.6 
300-499人 29 44.8 13.8 3.5 37.9 
500-999人 34 55.9 11.8 8.8 23.5 
1000人以上 33 51.5 9.1 3.0 36.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - - - 100.0 
30-99人 20 50.0 - 10.0 40.0 
100-299人 53 49.1 15.1 - 35.9 
300-499人 22 54.6 9.1 4.6 31.8 
500-999人 23 56.5 17.4 13.0 13.0 
1000人以上 26 42.3 7.7 3.9 46.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 2 - - - 100.0 
製造業 58 36.2 17.2 8.6 37.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 6 50.0 33.3 - 16.7 
運輸業、郵便業 4 25.0 - - 75.0 
卸売業、小売業 3 - - - 100.0 
金融業、保険業 2 50.0 - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 72.7 9.1 - 18.2 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 87.2 - 2.6 10.3 
医療、福祉 11 27.3 9.1 - 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 11 36.4 18.2 9.1 36.4 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 41.8 13.4 4.5 40.3 
支社、支店 49 46.9 12.2 4.1 36.7 
営業所 1 - - - 100.0 
研究所 5 100.0 - - - 
その他 28 67.9 3.6 7.1 21.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 50.0 - 7.1 42.9 
やや上昇している 56 39.3 12.5 7.1 41.1 
横ばい 41 46.3 14.6 4.9 34.2 
ゆるやかに低下している 9 44.4 22.2 - 33.3 
低下している 7 28.6 - - 71.4 
その他 22 95.5 4.6 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 58.3 9.4 2.1 30.2 
ない 55 34.6 12.7 9.1 43.6 

問１４（２）　みなし労働時間の根拠  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

通
常
の
所
定
労

働
時
間

今
ま
で
の
実
績

か
ら
の
算
出

そ
の
他

不
明

Total 96 25.0 7.3 3.1 64.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 3 33.3 - - 66.7 
100-299人 24 16.7 4.2 - 79.2 
300-499人 17 29.4 11.8 - 58.8 
500-999人 22 22.7 13.6 9.1 54.6 
1000人以上 24 16.7 4.2 4.2 75.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 25.0 25.0 - 50.0 
30-99人 12 16.7 - - 83.3 
100-299人 23 13.0 8.7 - 78.3 
300-499人 16 50.0 6.3 - 43.8 
500-999人 16 12.5 12.5 12.5 62.5 
1000人以上 22 22.7 4.6 4.6 68.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 0 - - - - 
製造業 48 33.3 12.5 6.2 47.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 4 25.0 - - 75.0 
運輸業、郵便業 4 25.0 - - 75.0 
卸売業、小売業 3 - - - 100.0 
金融業、保険業 2 - - - 100.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 10.0 - - 90.0 
医療、福祉 7 28.6 - - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 9 22.2 11.1 - 66.7 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 21.3 8.5 2.1 68.1 
支社、支店 30 20.0 10.0 3.3 66.7 
営業所 1 - - - 100.0 
研究所 3 100.0 - - - 
その他 14 35.7 - 7.1 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 42.9 - - 57.1 
やや上昇している 38 18.4 7.9 5.3 68.4 
横ばい 24 12.5 4.2 4.2 79.2 
ゆるやかに低下している 7 14.3 28.6 - 57.1 
低下している 6 33.3 16.7 - 50.0 
その他 7 71.4 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 31.0 10.3 1.7 56.9 
ない 38 15.8 2.6 5.3 76.3 

問１４（２）　みなし労働時間の根拠  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

裁
量
労
働
制
適
用
労

働
者
の
平
均
実
労
働

時
間

裁
量
労
働
制
が
適
用

さ
れ
る
部
門、

部
署

の
平
均
実
労
働
時
間

そ
の
他

不
明

Total 16 31.3 62.5 6.3 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 0 - - - - 
100-299人 5 40.0 40.0 20.0 - 
300-499人 4 50.0 50.0 - - 
500-999人 4 - 100.0 - - 
1000人以上 3 33.3 66.7 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - 
30-99人 0 - - - - 
100-299人 8 50.0 37.5 12.5 - 
300-499人 2 - 100.0 - - 
500-999人 4 25.0 75.0 - - 
1000人以上 2 - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 0 - - - - 
製造業 10 30.0 70.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 2 - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 2 - 50.0 50.0 - 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 9 33.3 55.6 11.1 - 
支社、支店 6 33.3 66.7 - - 
営業所 0 - - - - 
研究所 0 - - - - 
その他 1 - 100.0 - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - 
やや上昇している 7 42.9 42.9 14.3 - 
横ばい 6 16.7 83.3 - - 
ゆるやかに低下している 2 50.0 50.0 - - 
低下している 0 - - - - 
その他 1 - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 9 33.3 66.7 - - 
ない 7 28.6 57.1 14.3 - 

問１４（２）付問　実績として用いたもの  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

裁
量
労
働
制
適
用
労

働
者
の
平
均
実
労
働

時
間

裁
量
労
働
制
が
適
用

さ
れ
る
部
門、

部
署

の
平
均
実
労
働
時
間

そ
の
他

不
明

Total 7 28.6 71.4 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 0 - - - - 
100-299人 1 100.0 - - - 
300-499人 2 50.0 50.0 - - 
500-999人 3 - 100.0 - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 100.0 - - - 
30-99人 0 - - - - 
100-299人 2 50.0 50.0 - - 
300-499人 1 - 100.0 - - 
500-999人 2 - 100.0 - - 
1000人以上 1 - 100.0 - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 0 - - - - 
製造業 6 33.3 66.7 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 0 - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - 
医療、福祉 0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 1 - 100.0 - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 4 - 100.0 - - 
支社、支店 3 66.7 33.3 - - 
営業所 0 - - - - 
研究所 0 - - - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - 
やや上昇している 3 - 100.0 - - 
横ばい 1 - 100.0 - - 
ゆるやかに低下している 2 50.0 50.0 - - 
低下している 1 100.0 - - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 6 33.3 66.7 - - 
ない 1 - 100.0 - - 

問１４（２）付問　実績として用いたもの  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

あ
る

な
い

不
明

Total 157 1.3 66.2 32.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - 
30-99人 4 - 50.0 50.0 
100-299人 46 - 67.4 32.6 
300-499人 32 - 65.6 34.4 
500-999人 35 - 74.3 25.7 
1000人以上 33 6.1 57.6 36.4 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 100.0 - 
30-99人 21 - 61.9 38.1 
100-299人 54 1.9 59.3 38.9 
300-499人 25 4.0 64.0 32.0 
500-999人 23 - 91.3 8.7 
1000人以上 26 - 53.9 46.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 2 - - 100.0 
製造業 62 - 61.3 38.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - 
情報通信業 6 - 100.0 - 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 50.0 
卸売業、小売業 4 - 25.0 75.0 
金融業、保険業 2 - 100.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - 72.7 27.3 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - 100.0 
教育、学習支援業 39 5.1 84.6 10.3 
医療、福祉 12 - 50.0 50.0 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 11 - 72.7 27.3 
その他 0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 1.4 62.9 35.7 
支社、支店 51 - 58.8 41.2 
営業所 1 - - 100.0 
研究所 5 - 100.0 - 
その他 29 3.5 86.2 10.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 - 62.5 37.5 
やや上昇している 57 1.8 59.7 38.6 
横ばい 41 - 63.4 36.6 
ゆるやかに低下している 9 - 88.9 11.1 
低下している 8 - 50.0 50.0 
その他 24 4.2 87.5 8.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 1.0 69.0 30.0 
ない 57 1.8 61.4 36.8 

問１４（３）　特別休暇の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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n)
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期
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以
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の
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に
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償

休
日
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次
有
給
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の
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続
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得
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暇
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心
と
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の
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窓
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日
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診
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の
実
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労
働
者
の
希
望
に
応
じ
臨

時
診
断
を
実
施

裁
量
労
働
制
が
適
用
さ
れ

な
い
部
署
へ
の
配
置
転
換

産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・

指
導
ま
た
は
保
健
指
導

不
明

Total 151 17.9 2.0 31.1 34.4 50.3 10.6 27.2 20.5 11.3 58.3 27.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - - - 25.0 25.0 - - - - - 75.0 
100-299人 44 20.5 4.6 43.2 25.0 38.6 6.8 15.9 15.9 11.4 54.6 29.6 
300-499人 29 13.8 3.5 27.6 20.7 41.4 10.3 24.1 20.7 10.3 55.2 34.5 
500-999人 34 20.6 - 32.4 44.1 67.7 11.8 32.4 14.7 11.8 64.7 14.7 
1000人以上 33 18.2 - 21.2 48.5 60.6 12.1 36.4 24.2 12.1 63.6 30.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 33.3 - 33.3 - 33.3 - - - - - 66.7 
30-99人 20 30.0 5.0 30.0 40.0 40.0 5.0 15.0 10.0 5.0 45.0 35.0 
100-299人 53 13.2 1.9 37.7 20.8 37.7 7.6 18.9 17.0 7.6 56.6 28.3 
300-499人 22 18.2 4.6 36.4 50.0 63.6 18.2 36.4 27.3 18.2 72.7 22.7 
500-999人 23 17.4 - 26.1 39.1 73.9 13.0 34.8 17.4 13.0 60.9 13.0 
1000人以上 26 15.4 - 15.4 46.2 50.0 7.7 38.5 26.9 15.4 61.5 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - - - - 100.0 
製造業 58 6.9 3.4 25.9 37.9 43.1 12.1 36.2 22.4 17.2 51.7 34.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 - - 83.3 33.3 100.0 33.3 33.3 33.3 33.3 83.3 - 
運輸業、郵便業 4 - - - - 25.0 - 25.0 25.0 - 50.0 50.0 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - 33.3 - - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 - - - 50.0 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 - 27.3 18.2 63.6 - 18.2 18.2 - 81.8 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 33.3 33.3 - - - - - - 33.3 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 41.0 2.6 48.7 48.7 71.8 12.8 23.1 23.1 - 76.9 12.8 
医療、福祉 11 27.3 - - 27.3 27.3 9.1 9.1 9.1 9.1 18.2 54.5 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 - 36.4 18.2 36.4 9.1 45.5 27.3 27.3 72.7 18.2 
その他 0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 16.4 1.5 35.8 29.9 56.7 14.9 20.9 22.4 13.4 58.2 26.9 
支社、支店 49 14.3 4.1 18.4 36.7 40.8 8.2 22.5 16.3 8.2 49.0 34.7 
営業所 1 - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 5 20.0 - 40.0 40.0 60.0 - 40.0 - 20.0 80.0 - 
その他 28 28.6 - 42.9 42.9 53.6 7.1 50.0 28.6 10.7 75.0 17.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 7.1 - 14.3 42.9 50.0 - 42.9 14.3 7.1 57.1 35.7 
やや上昇している 56 12.5 1.8 26.8 26.8 39.3 3.6 25.0 21.4 14.3 48.2 33.9 
横ばい 41 19.5 2.4 36.6 34.2 48.8 17.1 29.3 22.0 14.6 58.5 31.7 
ゆるやかに低下している 9 33.3 - 22.2 33.3 55.6 11.1 11.1 - - 55.6 33.3 
低下している 7 - - 14.3 28.6 28.6 28.6 14.3 28.6 14.3 42.9 28.6 
その他 22 31.8 4.6 50.0 50.0 81.8 18.2 27.3 22.7 4.6 86.4 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 18.8 2.1 31.3 45.8 49.0 8.3 33.3 26.0 8.3 62.5 27.1 
ない 55 16.4 1.8 30.9 14.6 52.7 14.6 16.4 10.9 16.4 50.9 29.1 
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Total 151 17.9 2.0 27.8 30.5 45.7 10.6 19.2 11.3 6.0 45.7 35.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - - - 25.0 25.0 - - - - - 75.0 
100-299人 44 20.5 4.6 36.4 25.0 36.4 6.8 9.1 2.3 4.6 40.9 36.4 
300-499人 29 13.8 3.5 27.6 20.7 41.4 10.3 24.1 17.2 10.3 41.4 37.9 
500-999人 34 20.6 - 26.5 29.4 55.9 11.8 17.7 8.8 2.9 47.1 35.3 
1000人以上 33 18.2 - 21.2 48.5 57.6 12.1 27.3 15.2 6.1 54.6 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 33.3 - 33.3 - 33.3 - - - - - 66.7 
30-99人 20 30.0 5.0 30.0 35.0 35.0 5.0 5.0 5.0 - 30.0 40.0 
100-299人 53 13.2 1.9 32.1 20.8 37.7 7.6 17.0 5.7 3.8 43.4 37.7 
300-499人 22 18.2 4.6 31.8 45.5 59.1 18.2 22.7 18.2 13.6 63.6 27.3 
500-999人 23 17.4 - 21.7 26.1 60.9 13.0 13.0 8.7 4.4 39.1 30.4 
1000人以上 26 15.4 - 15.4 46.2 46.2 7.7 34.6 15.4 7.7 53.9 42.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - - - - 100.0 
製造業 58 6.9 3.4 19.0 34.5 34.5 12.1 27.6 8.6 10.3 46.6 41.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 - - 83.3 33.3 100.0 33.3 33.3 33.3 16.7 83.3 - 
運輸業、郵便業 4 - - - - 25.0 - - 25.0 - 50.0 50.0 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - 33.3 - - - - - 66.7 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 - - - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 - 27.3 18.2 63.6 - 9.1 - - 54.5 18.2 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 33.3 - - - - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 41.0 2.6 48.7 46.2 71.8 12.8 15.4 15.4 - 59.0 15.4 
医療、福祉 11 27.3 - - 27.3 27.3 9.1 9.1 - - 9.1 63.6 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 - 27.3 - 18.2 9.1 27.3 27.3 18.2 45.5 45.5 
その他 0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 16.4 1.5 31.3 26.9 52.2 14.9 14.9 14.9 6.0 41.8 34.3 
支社、支店 49 14.3 4.1 18.4 32.7 34.7 8.2 16.3 4.1 6.1 42.9 38.8 
営業所 1 - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 5 20.0 - 40.0 40.0 60.0 - 40.0 - 20.0 60.0 20.0 
その他 28 28.6 - 35.7 35.7 50.0 7.1 32.1 17.9 3.6 60.7 32.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 7.1 - 7.1 35.7 50.0 - 35.7 14.3 - 50.0 42.9 
やや上昇している 56 12.5 1.8 23.2 21.4 30.4 3.6 14.3 7.1 7.1 35.7 44.6 
横ばい 41 19.5 2.4 31.7 34.2 46.3 17.1 22.0 12.2 7.3 46.3 36.6 
ゆるやかに低下している 9 33.3 - 22.2 33.3 55.6 11.1 11.1 - - 33.3 33.3 
低下している 7 - - 14.3 - 14.3 28.6 14.3 28.6 14.3 42.9 42.9 
その他 22 31.8 4.6 50.0 50.0 81.8 18.2 22.7 18.2 4.6 72.7 9.1 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 18.8 2.1 28.1 39.6 43.8 8.3 24.0 14.6 3.1 46.9 35.4 
ない 55 16.4 1.8 27.3 14.6 49.1 14.6 10.9 5.5 10.9 43.6 36.4 
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Total 96 4.2 2.1 16.7 20.8 21.9 6.3 19.8 16.7 7.3 32.3 57.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 3 - 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - - 33.3 33.3 
100-299人 24 - - 20.8 8.3 12.5 4.2 12.5 12.5 8.3 16.7 66.7 
300-499人 17 5.9 5.9 11.8 23.5 5.9 - 17.7 11.8 5.9 41.2 52.9 
500-999人 22 4.6 - 22.7 27.3 36.4 9.1 31.8 18.2 13.6 36.4 50.0 
1000人以上 24 8.3 - 8.3 20.8 25.0 4.2 20.8 12.5 - 29.2 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - - 25.0 25.0 25.0 - 25.0 - 25.0 25.0 50.0 
30-99人 12 - 8.3 16.7 8.3 8.3 - 8.3 8.3 - 8.3 75.0 
100-299人 23 4.4 - 21.7 8.7 8.7 4.4 13.0 13.0 4.4 26.1 60.9 
300-499人 16 - 6.3 12.5 50.0 25.0 - 31.3 25.0 12.5 50.0 43.8 
500-999人 16 6.3 - 18.8 12.5 31.3 12.5 18.8 12.5 12.5 31.3 56.3 
1000人以上 22 9.1 - 9.1 27.3 27.3 4.6 22.7 18.2 - 36.4 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - 
製造業 48 4.2 2.1 20.8 37.5 33.3 8.3 33.3 22.9 14.6 47.9 43.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 - - 25.0 - 50.0 25.0 25.0 25.0 - 50.0 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - - - - 25.0 - 25.0 75.0 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - 33.3 - - - - 33.3 66.7 
金融業、保険業 2 - 50.0 50.0 - 50.0 - - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 - 20.0 - - - - - - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 33.3 - - - - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - 10.0 - - - - - - 90.0 
医療、福祉 7 - - - 14.3 14.3 14.3 - 14.3 - 14.3 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 - - 22.2 - - - 22.2 22.2 - 22.2 55.6 
その他 0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 2.1 12.8 12.8 25.5 10.6 14.9 19.2 8.5 31.9 59.6 
支社、支店 30 3.3 3.3 20.0 26.7 16.7 3.3 23.3 20.0 6.7 36.7 56.7 
営業所 1 - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 3 33.3 - 66.7 66.7 66.7 - 33.3 - - 66.7 - 
その他 14 - - 14.3 28.6 14.3 - 28.6 7.1 7.1 21.4 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - - 14.3 42.9 35.7 - 35.7 14.3 - 42.9 42.9 
やや上昇している 38 5.3 5.3 18.4 15.8 18.4 2.6 18.4 23.7 10.5 26.3 60.5 
横ばい 24 4.2 - 8.3 12.5 12.5 4.2 12.5 8.3 4.2 20.8 70.8 
ゆるやかに低下している 7 14.3 - 28.6 14.3 28.6 28.6 28.6 14.3 - 42.9 57.1 
低下している 6 - - 16.7 - 33.3 16.7 16.7 16.7 33.3 33.3 50.0 
その他 7 - - 28.6 57.1 28.6 14.3 14.3 14.3 - 71.4 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 3.5 3.5 19.0 29.3 24.1 5.2 24.1 19.0 6.9 41.4 53.5 
ない 38 5.3 - 13.2 7.9 18.4 7.9 13.2 13.2 7.9 18.4 63.2 

問１５　健康・福祉確保措置　企画業務型  実施することになっているもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 96 4.2 2.1 11.5 17.7 16.7 6.3 14.6 8.3 2.1 22.9 63.5 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 3 - 33.3 33.3 - 33.3 - - - - 33.3 66.7 
100-299人 24 - - 12.5 8.3 12.5 4.2 12.5 4.2 - 12.5 70.8 
300-499人 17 5.9 5.9 11.8 23.5 5.9 - 17.7 11.8 5.9 29.4 52.9 
500-999人 22 4.6 - 9.1 18.2 22.7 9.1 13.6 4.6 - 13.6 63.6 
1000人以上 24 8.3 - 8.3 20.8 20.8 4.2 16.7 8.3 - 25.0 75.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - - 25.0 - 25.0 - 25.0 - - 25.0 75.0 
30-99人 12 - 8.3 16.7 8.3 8.3 - 8.3 8.3 - 8.3 75.0 
100-299人 23 4.4 - 13.0 8.7 8.7 4.4 13.0 4.4 - 21.7 65.2 
300-499人 16 - 6.3 6.3 43.8 18.8 - 25.0 12.5 6.3 31.3 50.0 
500-999人 16 6.3 - 6.3 6.3 18.8 12.5 - - - 6.3 68.8 
1000人以上 22 9.1 - 9.1 27.3 22.7 4.6 18.2 9.1 - 31.8 68.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - 
製造業 48 4.2 2.1 12.5 33.3 22.9 8.3 22.9 8.3 4.2 33.3 52.1 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - 
情報通信業 4 - - 25.0 - 50.0 25.0 25.0 25.0 - 50.0 50.0 
運輸業、郵便業 4 - - - - - - - 25.0 - 25.0 75.0 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - 33.3 - - - - - 66.7 
金融業、保険業 2 - 50.0 50.0 - 50.0 - - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 - 20.0 - - - - - - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 33.3 - - - - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - - - - - - - - 100.0 
医療、福祉 7 - - - 14.3 14.3 14.3 - - - - 71.4 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 9 - - 11.1 - - - 22.2 22.2 - 22.2 66.7 
その他 0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 4.3 2.1 6.4 12.8 19.2 10.6 10.6 10.6 4.3 21.3 63.8 
支社、支店 30 3.3 3.3 20.0 23.3 13.3 3.3 20.0 6.7 - 30.0 63.3 
営業所 1 - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 3 33.3 - 33.3 33.3 66.7 - 33.3 - - 33.3 - 
その他 14 - - 7.1 21.4 7.1 - 14.3 7.1 - 14.3 71.4 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - - 7.1 42.9 35.7 - 35.7 14.3 - 42.9 50.0 
やや上昇している 38 5.3 5.3 13.2 13.2 13.2 2.6 10.5 7.9 2.6 18.4 68.4 
横ばい 24 4.2 - 4.2 8.3 8.3 4.2 8.3 4.2 - 12.5 79.2 
ゆるやかに低下している 7 14.3 - 28.6 14.3 14.3 28.6 14.3 - - 28.6 57.1 
低下している 6 - - 16.7 - 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 33.3 50.0 
その他 7 - - 14.3 42.9 28.6 14.3 14.3 14.3 - 28.6 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 3.5 3.5 13.8 25.9 19.0 5.2 19.0 10.3 1.7 31.0 56.9 
ない 38 5.3 - 7.9 5.3 13.2 7.9 7.9 5.3 2.6 10.5 73.7 

問１５　健康・福祉確保措置　企画業務型  実際に実施したもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 157 22.9 5.7 38.9 45.2 55.4 13.4 34.4 24.8 4.5 62.4 20.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - - - 50.0 25.0 - - - - - 50.0 
100-299人 46 23.9 6.5 50.0 32.6 41.3 8.7 19.6 15.2 2.2 56.5 23.9 
300-499人 32 12.5 9.4 28.1 37.5 37.5 15.6 37.5 25.0 3.1 59.4 28.1 
500-999人 35 20.0 2.9 37.1 42.9 68.6 11.4 31.4 20.0 2.9 62.9 20.0 
1000人以上 33 39.4 6.1 42.4 72.7 84.9 18.2 60.6 42.4 9.1 84.9 6.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 50.0 - 75.0 75.0 75.0 - 50.0 - 25.0 25.0 - 
30-99人 21 33.3 14.3 38.1 52.4 42.9 9.5 14.3 19.1 - 52.4 23.8 
100-299人 54 13.0 1.9 37.0 25.9 33.3 7.4 24.1 14.8 - 50.0 33.3 
300-499人 25 20.0 8.0 36.0 56.0 60.0 24.0 40.0 28.0 8.0 76.0 16.0 
500-999人 23 17.4 4.4 34.8 39.1 73.9 13.0 30.4 21.7 - 60.9 17.4 
1000人以上 26 38.5 7.7 42.3 73.1 84.6 15.4 65.4 46.2 11.5 88.5 3.9 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - - - - 100.0 
製造業 62 16.1 4.8 35.5 53.2 54.8 16.1 45.2 30.6 8.1 66.1 17.7 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 - - 83.3 33.3 100.0 33.3 33.3 33.3 16.7 83.3 - 
運輸業、郵便業 4 - - - - 25.0 - 25.0 25.0 - 50.0 50.0 
卸売業、小売業 4 75.0 25.0 50.0 50.0 75.0 25.0 50.0 25.0 25.0 50.0 25.0 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 - - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 9.1 27.3 18.2 54.5 - 45.5 9.1 - 72.7 9.1 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 33.3 - - - - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 43.6 2.6 51.3 61.5 66.7 12.8 23.1 23.1 - 69.2 10.3 
医療、福祉 12 25.0 16.7 16.7 33.3 50.0 25.0 16.7 8.3 - 33.3 50.0 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 9.1 54.5 27.3 36.4 - 45.5 45.5 - 72.7 9.1 
その他 0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 18.6 8.6 41.4 34.3 58.6 17.1 27.1 27.1 2.9 60.0 24.3 
支社、支店 51 25.5 5.9 35.3 58.8 52.9 13.7 33.3 23.5 7.8 56.9 15.7 
営業所 1 - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 5 20.0 - 40.0 40.0 60.0 - 60.0 - - 80.0 - 
その他 29 27.6 - 37.9 48.3 51.7 6.9 48.3 24.1 3.5 75.9 20.7 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 12.5 12.5 31.3 56.3 68.8 12.5 50.0 25.0 6.3 75.0 18.8 
やや上昇している 57 22.8 3.5 40.4 35.1 40.4 7.0 35.1 28.1 3.5 45.6 33.3 
横ばい 41 22.0 7.3 41.5 51.2 56.1 14.6 31.7 22.0 4.9 65.9 14.6 
ゆるやかに低下している 9 55.6 - 33.3 55.6 88.9 33.3 33.3 22.2 - 77.8 - 
低下している 8 - - 25.0 25.0 37.5 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 37.5 
その他 24 25.0 8.3 41.7 54.2 70.8 16.7 29.2 20.8 - 83.3 4.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 26.0 5.0 41.0 58.0 57.0 12.0 43.0 31.0 4.0 71.0 15.0 
ない 57 17.5 7.0 35.1 22.8 52.6 15.8 19.3 14.0 5.3 47.4 29.8 

問１５　健康・福祉確保措置　その他  実施することになっているもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ％
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Total 157 21.7 3.2 35.7 42.7 52.2 11.5 28.0 19.8 2.6 51.0 24.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - - - 25.0 25.0 - - - - - 75.0 
100-299人 46 23.9 4.4 45.7 32.6 39.1 8.7 10.9 8.7 - 41.3 28.3 
300-499人 32 9.4 6.3 25.0 37.5 37.5 12.5 31.3 21.9 3.1 43.8 31.3 
500-999人 35 20.0 2.9 34.3 37.1 65.7 11.4 28.6 14.3 - 54.3 22.9 
1000人以上 33 36.4 - 39.4 69.7 78.8 12.1 51.5 36.4 6.1 75.8 12.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 50.0 - 75.0 50.0 75.0 - 25.0 - - 25.0 25.0 
30-99人 21 33.3 9.5 33.3 52.4 38.1 9.5 4.8 14.3 - 33.3 23.8 
100-299人 54 13.0 1.9 35.2 25.9 33.3 7.4 20.4 9.3 - 38.9 38.9 
300-499人 25 16.0 4.0 28.0 52.0 56.0 20.0 28.0 24.0 4.0 60.0 20.0 
500-999人 23 17.4 4.4 34.8 34.8 73.9 13.0 26.1 13.0 - 52.2 17.4 
1000人以上 26 34.6 - 38.5 69.2 76.9 7.7 61.5 42.3 7.7 80.8 11.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - - - - 100.0 
製造業 62 16.1 4.8 33.9 50.0 51.6 16.1 41.9 25.8 4.8 61.3 19.4 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 - - 83.3 33.3 100.0 33.3 33.3 33.3 16.7 83.3 - 
運輸業、郵便業 4 - - - - 25.0 - - 25.0 - 50.0 50.0 
卸売業、小売業 4 50.0 - 25.0 25.0 50.0 - - - - - 50.0 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 - - - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 - 27.3 18.2 54.5 - 36.4 - - 54.5 27.3 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 33.3 - - - - - - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 43.6 2.6 51.3 59.0 66.7 12.8 15.4 15.4 - 51.3 12.8 
医療、福祉 12 16.7 - - 33.3 33.3 8.3 8.3 8.3 - 8.3 58.3 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 9.1 9.1 45.5 27.3 36.4 - 45.5 45.5 - 63.6 18.2 
その他 0 - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 17.1 4.3 37.1 32.9 54.3 15.7 22.9 21.4 1.4 50.0 27.1 
支社、支店 51 23.5 3.9 33.3 54.9 51.0 9.8 29.4 17.7 3.9 49.0 19.6 
営業所 1 - - - - - - - - - - 100.0 
研究所 5 20.0 - 40.0 40.0 60.0 - 60.0 - - 60.0 20.0 
その他 29 27.6 - 34.5 44.8 48.3 6.9 31.0 20.7 3.5 55.2 27.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 6.3 - 12.5 50.0 50.0 - 37.5 18.8 - 56.3 37.5 
やや上昇している 57 21.1 1.8 36.8 33.3 38.6 5.3 31.6 22.8 1.8 40.4 35.1 
横ばい 41 22.0 7.3 41.5 48.8 56.1 14.6 24.4 19.5 4.9 51.2 17.1 
ゆるやかに低下している 9 55.6 - 33.3 55.6 88.9 33.3 22.2 11.1 - 55.6 - 
低下している 8 - - 25.0 12.5 25.0 25.0 25.0 25.0 12.5 50.0 37.5 
その他 24 25.0 4.2 41.7 54.2 70.8 16.7 25.0 16.7 - 70.8 12.5 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 24.0 3.0 38.0 55.0 55.0 10.0 35.0 24.0 1.0 57.0 19.0 
ない 57 17.5 3.5 31.6 21.1 47.4 14.0 15.8 12.3 5.3 40.4 35.1 

問１５　健康・福祉確保措置　その他  実際に実施したもの　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 151 7.3 16.6 16.6 43.7 9.9 33.8 6.0 25.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 4 - - - - - 25.0 - 75.0 
100-299人 44 - 6.8 9.1 40.9 9.1 43.2 2.3 25.0 
300-499人 29 6.9 13.8 13.8 44.8 13.8 27.6 6.9 31.0 
500-999人 34 14.7 17.7 29.4 64.7 8.8 41.2 11.8 11.8 
1000人以上 33 12.1 24.2 18.2 33.3 12.1 18.2 6.1 30.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - - - 66.7 66.7 33.3 33.3 33.3 
30-99人 20 - 5.0 10.0 25.0 5.0 45.0 - 30.0 
100-299人 53 - 15.1 11.3 45.3 7.6 30.2 3.8 26.4 
300-499人 22 22.7 22.7 13.6 50.0 9.1 27.3 9.1 22.7 
500-999人 23 8.7 13.0 30.4 69.6 8.7 52.2 17.4 8.7 
1000人以上 26 15.4 23.1 23.1 23.1 15.4 15.4 - 38.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - 100.0 
製造業 58 17.2 17.2 24.1 37.9 8.6 24.1 3.4 31.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 6 16.7 33.3 - 100.0 33.3 50.0 - - 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 25.0 25.0 - 25.0 - 50.0 
卸売業、小売業 3 - - - 33.3 33.3 33.3 - 33.3 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 50.0 - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - 27.3 18.2 63.6 18.2 36.4 9.1 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - 66.7 - - - 33.3 - 33.3 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 - 15.4 12.8 46.2 2.6 43.6 10.3 10.3 
医療、福祉 11 - - - 36.4 - 27.3 - 54.5 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 11 - 9.1 27.3 54.5 27.3 63.6 18.2 18.2 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 4.5 13.4 13.4 55.2 11.9 31.3 9.0 26.9 
支社、支店 49 6.1 16.3 10.2 28.6 8.2 34.7 4.1 32.7 
営業所 1 - - - - - - - 100.0 
研究所 5 20.0 - 40.0 80.0 20.0 40.0 - - 
その他 28 14.3 28.6 32.1 39.3 7.1 39.3 3.6 7.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 28.6 21.4 28.6 21.4 14.3 28.6 - 28.6 
やや上昇している 56 8.9 21.4 19.6 42.9 14.3 32.1 7.1 32.1 
横ばい 41 - 12.2 12.2 41.5 4.9 39.0 4.9 26.8 
ゆるやかに低下している 9 - 11.1 - 66.7 22.2 22.2 - 22.2 
低下している 7 14.3 28.6 14.3 28.6 - 28.6 - 42.9 
その他 22 4.6 9.1 18.2 59.1 4.6 36.4 13.6 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 9.4 17.7 22.9 37.5 7.3 31.3 6.3 26.0 
ない 55 3.6 14.6 5.5 54.6 14.6 38.2 5.5 23.6 

問１６（１）　苦情処理措置  専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 96 14.6 11.5 14.6 19.8 6.3 16.7 - 57.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 3 - - - - 33.3 33.3 - 33.3 
100-299人 24 8.3 4.2 8.3 16.7 4.2 16.7 - 70.8 
300-499人 17 23.5 11.8 5.9 23.5 11.8 11.8 - 47.1 
500-999人 22 18.2 9.1 22.7 31.8 4.6 22.7 - 50.0 
1000人以上 24 12.5 12.5 20.8 8.3 4.2 8.3 - 70.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 25.0 - 25.0 50.0 25.0 25.0 - 25.0 
30-99人 12 - - 8.3 - 8.3 8.3 - 83.3 
100-299人 23 4.4 8.7 - 21.7 8.7 17.4 - 60.9 
300-499人 16 43.8 18.8 18.8 18.8 6.3 25.0 - 43.8 
500-999人 16 6.3 6.3 18.8 31.3 - 12.5 - 56.3 
1000人以上 22 13.6 18.2 22.7 9.1 4.6 9.1 - 63.6 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 48 25.0 14.6 25.0 27.1 6.3 16.7 - 43.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 4 50.0 25.0 - 50.0 25.0 25.0 - 50.0 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 25.0 - - 25.0 - 75.0 
卸売業、小売業 3 - - - 33.3 33.3 33.3 - 33.3 
金融業、保険業 2 - - - - 50.0 - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - - - 20.0 - - - 80.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - 33.3 - - - 33.3 - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 - - - - - 10.0 - 90.0 
医療、福祉 7 - - - 14.3 - 14.3 - 85.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 9 - 11.1 11.1 11.1 - 22.2 - 55.6 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 12.8 8.5 12.8 25.5 4.3 17.0 - 61.7 
支社、支店 30 6.7 16.7 13.3 16.7 10.0 16.7 - 53.3 
営業所 1 - - - - - - - 100.0 
研究所 3 66.7 - 33.3 33.3 - 33.3 - - 
その他 14 28.6 14.3 21.4 7.1 7.1 14.3 - 57.1 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 28.6 14.3 35.7 14.3 7.1 21.4 - 50.0 
やや上昇している 38 10.5 18.4 13.2 21.1 7.9 15.8 - 60.5 
横ばい 24 - - 8.3 12.5 - 16.7 - 70.8 
ゆるやかに低下している 7 - 14.3 - 42.9 28.6 - - 42.9 
低下している 6 16.7 16.7 33.3 33.3 - 33.3 - 50.0 
その他 7 71.4 - - 14.3 - 14.3 - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 19.0 12.1 20.7 19.0 5.2 15.5 - 53.5 
ない 38 7.9 10.5 5.3 21.1 7.9 18.4 - 63.2 

問１６（１）　苦情処理措置  企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 157 7.6 15.9 21.0 39.5 12.7 42.7 5.7 24.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 4 - - - - 25.0 25.0 - 50.0 
100-299人 46 6.5 8.7 10.9 39.1 8.7 47.8 2.2 26.1 
300-499人 32 6.3 15.6 25.0 43.8 15.6 40.6 6.3 25.0 
500-999人 35 8.6 8.6 28.6 48.6 8.6 42.9 11.4 25.7 
1000人以上 33 12.1 27.3 27.3 33.3 21.2 39.4 6.1 18.2 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 25.0 - 25.0 75.0 50.0 25.0 25.0 25.0 
30-99人 21 - 4.8 9.5 28.6 9.5 52.4 - 19.1 
100-299人 54 3.7 14.8 9.3 33.3 7.4 35.2 3.7 37.0 
300-499人 25 16.0 16.0 32.0 52.0 12.0 48.0 8.0 20.0 
500-999人 23 4.4 13.0 30.4 52.2 8.7 47.8 17.4 17.4 
1000人以上 26 15.4 26.9 34.6 30.8 26.9 38.5 - 15.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - 100.0 
製造業 62 12.9 16.1 37.1 38.7 9.7 38.7 3.2 21.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 6 16.7 33.3 - 100.0 33.3 50.0 - - 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 25.0 25.0 - 25.0 - 50.0 
卸売業、小売業 4 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 50.0 - 25.0 
金融業、保険業 2 - - - 50.0 100.0 - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 - 27.3 18.2 54.5 18.2 54.5 9.1 9.1 
宿泊業、飲食サービス業 3 - 33.3 - - - 33.3 - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 2.6 12.8 5.1 30.8 2.6 46.2 10.3 25.6 
医療、福祉 12 8.3 8.3 8.3 41.7 16.7 33.3 - 41.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 11 - 9.1 27.3 54.5 27.3 72.7 18.2 9.1 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 7.1 11.4 12.9 47.1 14.3 38.6 8.6 30.0 
支社、支店 51 9.8 19.6 21.6 31.4 13.7 43.1 3.9 19.6 
営業所 1 - - - - - - - 100.0 
研究所 5 - - 40.0 60.0 20.0 60.0 - 20.0 
その他 29 6.9 24.1 34.5 34.5 6.9 48.3 3.5 17.2 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 12.5 25.0 18.8 31.3 25.0 43.8 - 31.3 
やや上昇している 57 10.5 21.1 29.8 36.8 17.5 42.1 7.0 31.6 
横ばい 41 4.9 12.2 9.8 39.0 7.3 46.3 4.9 22.0 
ゆるやかに低下している 9 - 22.2 - 55.6 22.2 22.2 - 11.1 
低下している 8 25.0 12.5 25.0 37.5 - 25.0 - 50.0 
その他 24 - 4.2 29.2 45.8 4.2 50.0 12.5 4.2 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 9.0 17.0 30.0 33.0 11.0 43.0 6.0 23.0 
ない 57 5.3 14.0 5.3 50.9 15.8 42.1 5.3 26.3 

問１６（１）　苦情処理措置  その他の労働者　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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Total 157 8.3 51.0 26.1 14.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 4 - - 75.0 25.0 
100-299人 46 10.9 47.8 23.9 17.4 
300-499人 32 9.4 50.0 21.9 18.8 
500-999人 35 2.9 57.1 31.4 8.6 
1000人以上 33 12.1 51.5 24.2 12.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 25.0 50.0 25.0 - 
30-99人 21 4.8 42.9 33.3 19.1 
100-299人 54 11.1 46.3 22.2 20.4 
300-499人 25 4.0 64.0 20.0 12.0 
500-999人 23 4.4 47.8 43.5 4.4 
1000人以上 26 11.5 53.9 19.2 15.4 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 2 - - - 100.0 
製造業 62 6.5 61.3 19.4 12.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 6 50.0 50.0 - - 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 - 50.0 
卸売業、小売業 4 25.0 50.0 - 25.0 
金融業、保険業 2 - - 50.0 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 45.5 36.4 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - 66.7 - 33.3 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - 100.0 
教育、学習支援業 39 2.6 53.8 38.5 5.1 
医療、福祉 12 8.3 16.7 41.7 33.3 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 11 9.1 45.5 36.4 9.1 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 11.4 47.1 22.9 18.6 
支社、支店 51 7.8 49.0 27.5 15.7 
営業所 1 - - - 100.0 
研究所 5 20.0 80.0 - - 
その他 29 - 58.6 37.9 3.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 18.8 43.8 12.5 25.0 
やや上昇している 57 10.5 45.6 24.6 19.3 
横ばい 41 7.3 48.8 34.2 9.8 
ゆるやかに低下している 9 11.1 66.7 11.1 11.1 
低下している 8 - 62.5 - 37.5 
その他 24 - 66.7 33.3 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 4.0 56.0 27.0 13.0 
ない 57 15.8 42.1 24.6 17.5 

問１６（２）　苦情の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

183－ 482 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



計(

n)

狭
い

現
行
制
度
の
ま

ま
で
よ
い

広
い

範
囲
が
不
明
瞭

不
明

Total 151 18.5 64.9 - 1.3 15.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 4 - 50.0 - - 50.0 
100-299人 44 15.9 65.9 - 2.3 15.9 
300-499人 29 10.3 69.0 - - 20.7 
500-999人 34 14.7 73.5 - - 11.8 
1000人以上 33 33.3 54.6 - 3.0 9.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - - - 33.3 66.7 
30-99人 20 5.0 75.0 - - 20.0 
100-299人 53 13.2 66.0 - - 20.8 
300-499人 22 22.7 68.2 - - 9.1 
500-999人 23 17.4 78.3 - - 4.4 
1000人以上 26 42.3 42.3 - 3.9 11.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 2 - - - - 100.0 
製造業 58 29.3 55.2 - 1.7 13.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 6 16.7 83.3 - - - 
運輸業、郵便業 4 - 50.0 - - 50.0 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - 66.7 
金融業、保険業 2 50.0 - - - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 9.1 81.8 - 9.1 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - 33.3 - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - - 
教育、学習支援業 39 5.1 92.3 - - 2.6 
医療、福祉 11 9.1 54.5 - - 36.4 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 11 36.4 54.5 - - 9.1 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 16.4 65.7 - 1.5 16.4 
支社、支店 49 18.4 61.2 - - 20.4 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 5 20.0 80.0 - - - 
その他 28 21.4 71.4 - 3.6 3.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 35.7 50.0 - - 14.3 
やや上昇している 56 26.8 55.4 - 1.8 16.1 
横ばい 41 19.5 61.0 - 2.4 17.1 
ゆるやかに低下している 9 - 88.9 - - 11.1 
低下している 7 - 42.9 - - 57.1 
その他 22 - 100.0 - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 24.0 61.5 - 1.0 13.5 
ない 55 9.1 70.9 - 1.8 18.2 

問１７　現在の対象業務の範囲の広さ  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 96 22.9 38.5 1.0 4.2 33.3 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 3 - 33.3 33.3 - 33.3 
100-299人 24 12.5 37.5 - 4.2 45.8 
300-499人 17 5.9 58.8 - 11.8 23.5 
500-999人 22 18.2 36.4 - - 45.5 
1000人以上 24 50.0 25.0 - 4.2 20.8 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 25.0 25.0 25.0 25.0 
30-99人 12 8.3 33.3 - - 58.3 
100-299人 23 8.7 43.5 - - 47.8 
300-499人 16 25.0 43.8 - 12.5 18.8 
500-999人 16 18.8 43.8 - - 37.5 
1000人以上 22 54.6 22.7 - 4.6 18.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 48 33.3 43.8 - 4.2 18.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 4 50.0 50.0 - - - 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 - - 75.0 
卸売業、小売業 3 33.3 - - - 66.7 
金融業、保険業 2 50.0 50.0 - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 - 40.0 - 20.0 40.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - 33.3 - - 66.7 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 10.0 - 10.0 - 80.0 
医療、福祉 7 - 71.4 - - 28.6 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 9 11.1 44.4 - 11.1 33.3 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 19.2 40.4 - 8.5 31.9 
支社、支店 30 26.7 36.7 3.3 - 33.3 
営業所 1 - - - - 100.0 
研究所 3 33.3 66.7 - - - 
その他 14 21.4 35.7 - - 42.9 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 35.7 35.7 - - 28.6 
やや上昇している 38 29.0 39.5 - 5.3 26.3 
横ばい 24 25.0 16.7 4.2 8.3 45.8 
ゆるやかに低下している 7 - 71.4 - - 28.6 
低下している 6 - 50.0 - - 50.0 
その他 7 - 71.4 - - 28.6 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 31.0 36.2 - 1.7 31.0 
ない 38 10.5 42.1 2.6 7.9 36.8 

問１７　現在の対象業務の範囲の広さ  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 28 78.6 35.7 3.6 7.1 10.7 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - 
100-299人 7 71.4 42.9 - 28.6 - - 
300-499人 3 66.7 33.3 33.3 - - - 
500-999人 5 80.0 40.0 - - 20.0 - 
1000人以上 11 81.8 36.4 - - 18.2 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - 
30-99人 1 100.0 100.0 - - - - 
100-299人 7 71.4 28.6 - 28.6 - - 
300-499人 5 60.0 40.0 20.0 - 20.0 - 
500-999人 4 100.0 25.0 - - - - 
1000人以上 11 81.8 36.4 - - 18.2 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - 
製造業 17 82.4 29.4 - - 17.7 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - 
情報通信業 1 100.0 100.0 - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - 
卸売業、小売業 1 100.0 - - - - - 
金融業、保険業 1 100.0 100.0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 - - 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - 
教育、学習支援業 2 50.0 50.0 - - - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - 
その他サービス業 4 50.0 50.0 25.0 25.0 - - 
その他 1 - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 11 72.7 45.5 9.1 9.1 9.1 - 
支社、支店 9 100.0 11.1 - - - - 
営業所 0 - - - - - - 
研究所 1 - 100.0 - - 100.0 - 
その他 6 66.7 50.0 - 16.7 16.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 40.0 100.0 - - 60.0 - 
やや上昇している 15 86.7 13.3 6.7 13.3 - - 
横ばい 8 87.5 37.5 - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - 
その他 0 - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 23 82.6 34.8 - 4.4 13.0 - 
ない 5 60.0 40.0 20.0 20.0 - - 

問１７付問１－１　対象業務の範囲　専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　％
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Total 22 68.2 59.1 13.6 36.4 - 13.6 4.6 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - 
100-299人 3 33.3 100.0 - 33.3 - - - 
300-499人 1 100.0 100.0 - - - - - 
500-999人 4 75.0 75.0 - 25.0 - 25.0 - 
1000人以上 12 66.7 50.0 8.3 33.3 - 16.7 8.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - 
30-99人 1 100.0 100.0 - - - - - 
100-299人 2 - 100.0 - 50.0 - - - 
300-499人 4 75.0 75.0 25.0 50.0 - 25.0 - 
500-999人 3 66.7 33.3 - - - - 33.3 
1000人以上 12 75.0 50.0 16.7 41.7 - 16.7 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - 
製造業 16 68.8 50.0 12.5 37.5 - 18.8 6.3 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - 
情報通信業 2 50.0 100.0 50.0 50.0 - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - 
卸売業、小売業 1 100.0 - - - - - - 
金融業、保険業 1 100.0 100.0 - 100.0 - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - 100.0 - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - 
その他サービス業 1 100.0 100.0 - - - - - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 9 66.7 66.7 11.1 33.3 - 11.1 11.1 
支社、支店 8 87.5 37.5 25.0 37.5 - - - 
営業所 0 - - - - - - - 
研究所 1 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 
その他 3 33.3 100.0 - 33.3 - 33.3 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 40.0 100.0 - 100.0 - 60.0 - 
やや上昇している 11 81.8 36.4 18.2 27.3 - - - 
横ばい 6 66.7 66.7 16.7 - - - 16.7 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 18 77.8 61.1 16.7 38.9 - 16.7 - 
ない 4 25.0 50.0 - 25.0 - - 25.0 

問１７付問１－２　対象業務の範囲　企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 8 - - - - - 62.5 - 25.0 - - - 12.5 5.6 0.90 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 - 
1000人以上 4 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
300-499人 2 - - - - - 50.0 - 50.0 - - - - 6.0 1.00 
500-999人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 5 - - - - - 80.0 - 20.0 - - - - 5.4 0.80 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 6 - - - - - 66.7 - 33.3 - - - - 5.7 1.03 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 .
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 3 - - - - - 66.7 - - - - - 33.3 5.0 - 
支社、支店 3 - - - - - 33.3 - 66.7 - - - - 6.3 0.94 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 - 
その他 1 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 - - - - - 100.0 - - - - - - 5.0 - 
やや上昇している 3 - - - - - - - 66.7 - - - 33.3 7.0 - 
横ばい 0 - - - - - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 7 - - - - - 71.4 - 28.6 - - - - 5.6 0.90 
ない 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 

問１７付問１－２　「主として」従事する割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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明

Total 2 - 50.0 - 50.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 0 - - - - 
100-299人 1 - 100.0 - - 
300-499人 0 - - - - 
500-999人 0 - - - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - 100.0 - - 
30-99人 0 - - - - 
100-299人 0 - - - - 
300-499人 0 - - - - 
500-999人 0 - - - - 
1000人以上 1 - - - 100.0 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 0 - - - - 
製造業 1 - - - 100.0 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 0 - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - 
医療、福祉 0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 0 - - - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 1 - 100.0 - - 
支社、支店 0 - - - - 
営業所 0 - - - - 
研究所 0 - - - - 
その他 1 - - - 100.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - 
やや上昇している 1 - 100.0 - - 
横ばい 1 - - - 100.0 
ゆるやかに低下している 0 - - - - 
低下している 0 - - - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 - - - 100.0 
ない 1 - 100.0 - - 

問１７付問２（１）　業務範囲についての具体的な考え　専門業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）％
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問１７付問２（２）　業務範囲についての具体的な考え　企画業務型　（複数回答：該当するものすべてに○）％

計(

n)

対
象
業
務
を
増
や
し

て
ほ
し
い

対
象
業
務
は
限
定
列

挙
で
は
な
く、

例
示

に
と
ど
め
て
ほ
し
い

そ
の
他

不
明

Total 4 25.0 75.0 - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 0 - - - - 
100-299人 1 - 100.0 - - 
300-499人 2 - 100.0 - - 
500-999人 0 - - - - 
1000人以上 1 100.0 - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - 100.0 - - 
30-99人 0 - - - - 
100-299人 0 - - - - 
300-499人 2 - 100.0 - - 
500-999人 0 - - - - 
1000人以上 1 100.0 - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 0 - - - - 
製造業 2 50.0 50.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 0 - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - 
教育、学習支援業 0 - - - - 
医療、福祉 0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 1 - 100.0 - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 4 25.0 75.0 - - 
支社、支店 0 - - - - 
営業所 0 - - - - 
研究所 0 - - - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - 
やや上昇している 2 - 100.0 - - 
横ばい 2 50.0 50.0 - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - 
低下している 0 - - - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 1 100.0 - - - 
ない 3 - 100.0 - - 
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格
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明

Total 151 6.6 76.8 1.3 15.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 4 - 50.0 - 50.0 
100-299人 44 11.4 70.5 - 18.2 
300-499人 29 6.9 75.9 - 17.2 
500-999人 34 2.9 82.4 2.9 11.8 
1000人以上 33 6.1 84.9 - 9.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 3 - 66.7 - 33.3 
30-99人 20 5.0 75.0 - 20.0 
100-299人 53 9.4 67.9 - 22.6 
300-499人 22 4.6 86.4 - 9.1 
500-999人 23 4.4 87.0 4.4 4.4 
1000人以上 26 7.7 80.8 - 11.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 2 - - - 100.0 
製造業 58 6.9 77.6 - 15.5 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 6 16.7 83.3 - - 
運輸業、郵便業 4 - 25.0 25.0 50.0 
卸売業、小売業 3 - 33.3 33.3 33.3 
金融業、保険業 2 - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 9.1 90.9 - - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 100.0 - - 
教育、学習支援業 39 2.6 94.9 - 2.6 
医療、福祉 11 - 63.6 - 36.4 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 11 27.3 72.7 - - 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 67 7.5 74.6 3.0 14.9 
支社、支店 49 - 77.6 - 22.5 
営業所 1 - - - 100.0 
研究所 5 20.0 80.0 - - 
その他 28 14.3 82.1 - 3.6 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 - 85.7 - 14.3 
やや上昇している 56 5.4 76.8 - 17.9 
横ばい 41 12.2 70.7 2.4 14.6 
ゆるやかに低下している 9 - 88.9 - 11.1 
低下している 7 - 28.6 14.3 57.1 
その他 22 9.1 90.9 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 96 8.3 76.0 1.0 14.6 
ない 55 3.6 78.2 1.8 16.4 

問１８（１）　手続きについての考え  専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(
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格
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Total 96 32.3 36.5 2.1 29.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - 
30-99人 3 - 66.7 - 33.3 
100-299人 24 33.3 20.8 - 45.8 
300-499人 17 29.4 47.1 - 23.5 
500-999人 22 31.8 31.8 4.6 31.8 
1000人以上 24 33.3 50.0 - 16.7 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 - 75.0 - 25.0 
30-99人 12 25.0 16.7 - 58.3 
100-299人 23 30.4 26.1 - 43.5 
300-499人 16 37.5 43.8 - 18.8 
500-999人 16 37.5 37.5 6.3 18.8 
1000人以上 22 36.4 45.5 - 18.2 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - 
建設業 0 - - - - 
製造業 48 33.3 47.9 - 18.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - 
情報通信業 4 75.0 25.0 - - 
運輸業、郵便業 4 - - 25.0 75.0 
卸売業、小売業 3 - 33.3 33.3 33.3 
金融業、保険業 2 - 50.0 - 50.0 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 5 20.0 40.0 - 40.0 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - 100.0 
教育、学習支援業 10 30.0 10.0 - 60.0 
医療、福祉 7 42.9 42.9 - 14.3 
複合サービス事業 0 - - - - 
その他サービス業 9 55.6 33.3 - 11.1 
その他 0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 47 36.2 29.8 4.3 29.8 
支社、支店 30 13.3 50.0 - 36.7 
営業所 1 - - - 100.0 
研究所 3 66.7 33.3 - - 
その他 14 57.1 28.6 - 14.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 14 35.7 28.6 - 35.7 
やや上昇している 38 21.1 50.0 - 29.0 
横ばい 24 37.5 25.0 4.2 33.3 
ゆるやかに低下している 7 14.3 57.1 - 28.6 
低下している 6 16.7 33.3 16.7 33.3 
その他 7 100.0 - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 58 39.7 36.2 1.7 22.4 
ない 38 21.1 36.8 2.6 39.5 

問１８（１）　手続きについての考え  企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 10 50.0 60.0 40.0 20.0 - - - - - - - - - 10.0 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 5 40.0 20.0 40.0 20.0 - - - - - - - - - 20.0 
300-499人 2 50.0 100.0 - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 100.0 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - 
1000人以上 2 50.0 100.0 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 1 - - - - - - - - - - - - - 100.0 
100-299人 5 60.0 40.0 40.0 20.0 - - - - - - - - - - 
300-499人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 100.0 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - 
1000人以上 2 50.0 100.0 50.0 50.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 4 50.0 75.0 75.0 25.0 - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 3 66.7 33.3 33.3 - - - - - - - - - - 33.3 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 5 60.0 60.0 40.0 20.0 - - - - - - - - - 20.0 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - 
その他 4 25.0 50.0 50.0 25.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 3 100.0 66.7 100.0 33.3 - - - - - - - - - - 
横ばい 5 20.0 40.0 20.0 20.0 - - - - - - - - - 20.0 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 2 50.0 100.0 - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 8 50.0 75.0 37.5 25.0 - - - - - - - - - - 
ない 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - - 50.0 

問１８（２）　煩雑な手続き　専門業務型　（複数回答：○は３つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 9 33.3 33.3 22.2 11.1 - - - - - - - - - - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 4 25.0 - 50.0 25.0 - - - - - - - - - - 
300-499人 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 2 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 5 40.0 - 40.0 20.0 - - - - - - - - - - 
300-499人 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
500-999人 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
1000人以上 2 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 4 25.0 50.0 25.0 - - - - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 1 - 100.0 - - - - - - - - - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 
医療、福祉 0 - - - - - - - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 2 50.0 - 50.0 - - - - - - - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 4 25.0 50.0 25.0 - - - - - - - - - - - 
支社、支店 0 - - - - - - - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - 
その他 4 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - - - - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
やや上昇している 3 33.3 33.3 33.3 - - - - - - - - - - - 
横ばい 4 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - - - - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他 2 50.0 50.0 - - - - - - - - - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 8 37.5 37.5 12.5 12.5 - - - - - - - - - - 
ない 1 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 

問１８（２）　最も煩雑な手続き　専門業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 31 - - - - 22.6 51.6 6.5 6.5 6.5 32.3 41.9 48.4 9.7 3.2 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 8 - - - - 25.0 75.0 12.5 12.5 12.5 12.5 37.5 37.5 - 12.5 
300-499人 5 - - - - - 40.0 - - - 60.0 60.0 60.0 - - 
500-999人 7 - - - - 14.3 42.9 14.3 - - 28.6 14.3 42.9 14.3 - 
1000人以上 8 - - - - 12.5 50.0 - 12.5 12.5 12.5 37.5 37.5 25.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 3 - - - - 33.3 66.7 - 33.3 33.3 - 33.3 33.3 - 33.3 
100-299人 7 - - - - 14.3 85.7 14.3 - - 14.3 28.6 28.6 - - 
300-499人 6 - - - - 16.7 16.7 - - - 66.7 66.7 66.7 16.7 - 
500-999人 6 - - - - 16.7 50.0 16.7 - - 33.3 16.7 50.0 - - 
1000人以上 8 - - - - 25.0 37.5 - 12.5 12.5 25.0 50.0 50.0 25.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 16 - - - - 25.0 25.0 6.3 6.3 6.3 43.8 50.0 62.5 18.8 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 3 - - - - 66.7 33.3 33.3 - - 66.7 66.7 100.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - - - - - 100.0 - - - - 33.3 33.3 - - 
医療、福祉 3 - - - - 33.3 100.0 - 33.3 33.3 - 33.3 33.3 - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 5 - - - - - 80.0 - - - 20.0 20.0 - - 20.0 
その他 1 - - - - 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 17 - - - - 29.4 58.8 11.8 11.8 11.8 29.4 29.4 41.2 5.9 5.9 
支社、支店 4 - - - - 50.0 25.0 - - - 50.0 75.0 75.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - - - - - - - - - 50.0 50.0 50.0 50.0 - 
その他 8 - - - - - 62.5 - - - 25.0 50.0 50.0 12.5 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 - - - - 20.0 20.0 - 20.0 20.0 - 40.0 40.0 60.0 - 
やや上昇している 8 - - - - 50.0 62.5 12.5 12.5 12.5 25.0 25.0 37.5 - - 
横ばい 9 - - - - - 66.7 - - - 33.3 44.4 44.4 - 11.1 
ゆるやかに低下している 1 - - - - 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 
その他 7 - - - - 14.3 42.9 - - - 71.4 71.4 71.4 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 23 - - - - 17.4 43.5 4.4 4.4 4.4 39.1 47.8 52.2 13.0 - 
ない 8 - - - - 37.5 75.0 12.5 12.5 12.5 12.5 25.0 37.5 - 12.5 

問１８（２）　煩雑な手続き　企画業務型 （複数回答：○は３つまで）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 30 - - - - 6.7 33.3 - - - 26.7 3.3 13.3 10.0 6.7 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - - - - - - 
100-299人 7 - - - - 14.3 42.9 - - - 14.3 - 14.3 - 14.3 
300-499人 5 - - - - - 40.0 - - - 60.0 - - - - 
500-999人 7 - - - - - 42.9 - - - 28.6 - 14.3 14.3 - 
1000人以上 8 - - - - 12.5 25.0 - - - 12.5 12.5 - 25.0 12.5 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - - - 
100-299人 7 - - - - - 57.1 - - - 14.3 - 14.3 - 14.3 
300-499人 6 - - - - - 16.7 - - - 50.0 - 16.7 16.7 - 
500-999人 6 - - - - - 50.0 - - - 33.3 - 16.7 - - 
1000人以上 8 - - - - 12.5 12.5 - - - 12.5 12.5 12.5 25.0 12.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
製造業 16 - - - - 6.2 12.5 - - - 31.2 6.2 18.8 18.8 6.2 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
情報通信業 3 - - - - - - - - - 66.7 - 33.3 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - - - - - 66.7 - - - - - - - 33.3 
医療、福祉 3 - - - - 33.3 66.7 - - - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - - - - - 75.0 - - - 25.0 - - - - 
その他 0 - - - - - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 16 - - - - 12.5 37.5 - - - 31.3 - 12.5 6.3 - 
支社、支店 4 - - - - - 25.0 - - - - 25.0 50.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - - - - - - - 
研究所 2 - - - - - - - - - 50.0 - - 50.0 - 
その他 8 - - - - - 37.5 - - - 25.0 - - 12.5 25.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 5 - - - - 20.0 - - - - - 20.0 - 60.0 - 
やや上昇している 8 - - - - 12.5 50.0 - - - - - 37.5 - - 
横ばい 8 - - - - - 37.5 - - - 37.5 - - - 25.0 
ゆるやかに低下している 1 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 
低下している 1 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 
その他 7 - - - - - 28.6 - - - 71.4 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 23 - - - - 4.4 26.1 - - - 30.4 4.4 13.0 13.0 8.7 
ない 7 - - - - 14.3 57.1 - - - 14.3 - 14.3 - - 

問１８（２）　最も煩雑な手続き　企画業務型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 16 31.3 68.8 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - 
30-99人 0 - - - 
100-299人 6 - 100.0 - 
300-499人 2 - 100.0 - 
500-999人 3 66.7 33.3 - 
1000人以上 4 75.0 25.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - 
30-99人 2 - 100.0 - 
100-299人 6 - 100.0 - 
300-499人 1 - 100.0 - 
500-999人 3 100.0 - - 
1000人以上 3 66.7 33.3 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 0 - - - 
製造業 4 100.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - 
情報通信業 1 - 100.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - 
卸売業、小売業 0 - - - 
金融業、保険業 0 - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - 100.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - 
教育、学習支援業 3 33.3 66.7 - 
医療、福祉 3 - 100.0 - 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 4 - 100.0 - 
その他 0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 10 20.0 80.0 - 
支社、支店 1 100.0 - - 
営業所 0 - - - 
研究所 0 - - - 
その他 5 40.0 60.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - 100.0 - 
やや上昇している 5 40.0 60.0 - 
横ばい 6 33.3 66.7 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - 
低下している 1 100.0 - - 
その他 3 - 100.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 10 50.0 50.0 - 
ない 6 - 100.0 - 

問１８（２）付問１－１　過半数組合の有無　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 11 18.2 18.2 - 9.1 - 18.2 36.4 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 6 33.3 33.3 - - - 16.7 16.7 - 
300-499人 2 - - - 50.0 - 50.0 - - 
500-999人 1 - - - - - - 100.0 - 
1000人以上 1 - - - - - - 100.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 2 - - - - - 100.0 - - 
100-299人 6 33.3 33.3 - 16.7 - - 16.7 - 
300-499人 1 - - - - - - 100.0 - 
500-999人 0 - - - - - - - - 
1000人以上 1 - - - - - - 100.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 0 - - - - - - - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - - 100.0 - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - - 100.0 - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 2 - 50.0 - - - - 50.0 - 
医療、福祉 3 33.3 - - - - 33.3 33.3 - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 4 25.0 25.0 - 25.0 - 25.0 - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 8 25.0 12.5 - 12.5 - 25.0 25.0 - 
支社、支店 0 - - - - - - - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 3 - 33.3 - - - - 66.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - - 100.0 - - 
やや上昇している 3 66.7 - - 33.3 - - - - 
横ばい 4 - 50.0 - - - 25.0 25.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - 
その他 3 - - - - - - 100.0 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 5 - 40.0 - - - - 60.0 - 
ない 6 33.3 - - 16.7 - 33.3 16.7 - 

問１８（２）付問１－２　過半数代表者の選出方法　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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Total 16 12.5 25.0 12.5 6.3 6.3 31.3 12.5 18.8 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - 
100-299人 6 - 33.3 - - 16.7 16.7 16.7 16.7 
300-499人 2 - 50.0 50.0 - - - - - 
500-999人 3 33.3 - 33.3 33.3 - 66.7 33.3 - 
1000人以上 4 25.0 25.0 - - - 50.0 - 25.0 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - - - - 
30-99人 2 - - 50.0 - 50.0 - - - 
100-299人 6 - 50.0 - - - 16.7 16.7 16.7 
300-499人 1 - - - - - - 100.0 - 
500-999人 3 33.3 - 33.3 33.3 - 100.0 - - 
1000人以上 3 33.3 33.3 - - - 33.3 - 33.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - 
製造業 4 50.0 25.0 25.0 25.0 - 75.0 - - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - 
情報通信業 1 - - - - - - - 100.0 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - - - 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - 
教育、学習支援業 3 - - - - - 33.3 66.7 - 
医療、福祉 3 - - - - 33.3 - - 66.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - 
その他サービス業 4 - 75.0 25.0 - - - - - 
その他 0 - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 10 10.0 30.0 10.0 - 10.0 20.0 10.0 20.0 
支社、支店 1 100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 - - 
営業所 0 - - - - - - - - 
研究所 0 - - - - - - - - 
その他 5 - 20.0 - - - 40.0 20.0 20.0 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 1 - - - - 100.0 - - - 
やや上昇している 5 20.0 40.0 - - - 40.0 - 20.0 
横ばい 6 - 33.3 16.7 - - 16.7 16.7 16.7 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - - - - 
低下している 1 100.0 - 100.0 100.0 - 100.0 - - 
その他 3 - - - - - 33.3 33.3 33.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 10 20.0 20.0 10.0 10.0 - 50.0 20.0 10.0 
ない 6 - 33.3 16.7 - 16.7 - - 33.3 

問１８（２）付問１－３　労働者側委員の指名方法　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

決
議
の
届
出
を
廃
止

す
る

届
出
を
１
年
に
１
回

に
緩
和
す
る

本
社
で
一
括
届
出
で

き
る
よ
う
に
す
る

そ
の
他

不
明

Total 13 38.5 23.1 38.5 7.7 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 0 - - - - - 
100-299人 3 66.7 33.3 - - - 
300-499人 3 - - 100.0 - - 
500-999人 1 - - 100.0 - - 
1000人以上 3 66.7 - - 33.3 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - 
30-99人 1 100.0 - - - - 
100-299人 2 50.0 50.0 - - - 
300-499人 4 - 25.0 75.0 - - 
500-999人 1 - - 100.0 - - 
1000人以上 4 50.0 25.0 - 25.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 8 12.5 25.0 50.0 12.5 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 2 100.0 - 50.0 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - 
教育、学習支援業 1 - 100.0 - - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 1 100.0 - - - - 
その他 0 - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 5 80.0 - 40.0 - - 
支社、支店 3 33.3 66.7 - - - 
営業所 0 - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - 
その他 4 - 25.0 50.0 25.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 2 100.0 - - - - 
やや上昇している 2 - 100.0 - - - 
横ばい 4 50.0 25.0 - 25.0 - 
ゆるやかに低下している 0 - - - - - 
低下している 0 - - - - - 
その他 5 20.0 - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 11 27.3 27.3 36.4 9.1 - 
ない 2 100.0 - 50.0 - - 

問１８（２）付問２　決議届の作成及び届出の現制度の変更について　（複数回答：該当するものすべてに○）％
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問１８（２）付問３　報告の作成及び届出の現制度の変更について　（複数回答：該当するものすべてに○）％

計(

n)

報
告
の
届
出
を
廃
止

す
る

届
出
を
１
年
に
１
回

に
緩
和
す
る

本
社
で
一
括
届
出
で

き
る
よ
う
に
す
る

そ
の
他

不
明

Total 15 53.3 6.7 40.0 6.7 - 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - 
30-99人 0 - - - - - 
100-299人 3 66.7 - 33.3 - - 
300-499人 3 - - 100.0 - - 
500-999人 3 33.3 33.3 33.3 - - 
1000人以上 3 66.7 - - 33.3 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 0 - - - - - 
30-99人 1 100.0 - - - - 
100-299人 2 50.0 - 50.0 - - 
300-499人 4 25.0 - 75.0 - - 
500-999人 3 33.3 33.3 33.3 - - 
1000人以上 4 75.0 - - 25.0 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - 
建設業 0 - - - - - 
製造業 10 40.0 10.0 40.0 10.0 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - 
情報通信業 3 100.0 - 33.3 - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - 
金融業、保険業 0 - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 0 - - - - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - 
教育、学習支援業 1 - - 100.0 - - 
医療、福祉 1 100.0 - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - 
その他サービス業 0 - - - - - 
その他 1 100.0 - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 7 71.4 14.3 28.6 - - 
支社、支店 3 100.0 - - - - 
営業所 0 - - - - - 
研究所 1 - - 100.0 - - 
その他 4 - - 75.0 25.0 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 2 100.0 - - - - 
やや上昇している 3 100.0 - - - - 
横ばい 4 25.0 25.0 25.0 25.0 - 
ゆるやかに低下している 1 100.0 - - - - 
低下している 0 - - - - - 
その他 5 20.0 - 100.0 - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 12 41.7 8.3 41.7 8.3 - 
ない 3 100.0 - 33.3 - - 
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計(

n)

従
業
員
の
モ
チ
ベー

ショ

ン
が
向
上
し
た

効
率
よ
く
仕
事
を
進

め
る
よ
う
に
従
業
員

の
意
識
が
変
わっ

た

従
業
員
の
間
で
の
競

争
意
識
が
高
まっ

た

労
働
時
間
短
縮
に
つ

な
がっ

た

人
件
費
の
抑
制
に
つ

な
がっ

た

企
業
業
績
の
向
上
に

つ
な
がっ

た

多
様
な
人
材
の
活
用

に
つ
な
がっ

た

そ
の
他

特
に
効
果
と
し
て
感

じ
て
い
る
こ
と
は
な

い 不
明

Total 157 19.1 31.2 3.2 10.8 10.8 4.5 11.5 5.7 20.4 26.1 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - - 
30-99人 4 - 25.0 - - 25.0 50.0 25.0 - 25.0 - 
100-299人 46 23.9 34.8 2.2 10.9 17.4 2.2 15.2 4.4 19.6 23.9 
300-499人 32 21.9 34.4 - 6.3 6.3 3.1 3.1 - 21.9 31.3 
500-999人 35 20.0 34.3 5.7 14.3 11.4 - 14.3 8.6 20.0 20.0 
1000人以上 33 15.2 21.2 6.1 12.1 6.1 6.1 9.1 12.1 18.2 33.3 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 25.0 - - 50.0 75.0 25.0 - - 25.0 - 
30-99人 21 23.8 33.3 - - - 9.5 23.8 4.8 19.1 23.8 
100-299人 54 16.7 29.6 1.9 7.4 13.0 - 13.0 3.7 24.1 27.8 
300-499人 25 24.0 44.0 4.0 8.0 8.0 4.0 4.0 4.0 20.0 24.0 
500-999人 23 21.7 39.1 8.7 17.4 13.0 4.4 13.0 8.7 17.4 13.0 
1000人以上 26 15.4 23.1 3.9 15.4 7.7 3.9 3.9 11.5 11.5 42.3 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - - 
建設業 2 - - - - - - - - - 100.0 
製造業 62 24.2 45.2 4.8 12.9 8.1 - 8.1 6.5 11.3 25.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - - 
情報通信業 6 - 33.3 - 16.7 16.7 16.7 - - 16.7 33.3 
運輸業、郵便業 4 25.0 25.0 - - - - - - 25.0 50.0 
卸売業、小売業 4 - 25.0 - - - - - - 25.0 50.0 
金融業、保険業 2 50.0 100.0 50.0 50.0 - 50.0 50.0 - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 18.2 27.3 - 27.3 27.3 - - 18.2 18.2 9.1 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - - - - - - - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 100.0 100.0 - - - 
教育、学習支援業 39 12.8 12.8 2.6 5.1 10.3 7.7 23.1 5.1 43.6 10.3 
医療、福祉 12 25.0 25.0 - 8.3 8.3 8.3 8.3 8.3 8.3 41.7 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - - 
その他サービス業 11 27.3 36.4 - 9.1 27.3 - 9.1 - 18.2 36.4 
その他 0 - - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 22.9 32.9 4.3 10.0 8.6 5.7 21.4 1.4 17.1 28.6 
支社、支店 51 15.7 29.4 2.0 11.8 17.7 3.9 3.9 - 23.5 31.4 
営業所 1 - - - - - - - - - 100.0 
研究所 5 40.0 40.0 20.0 40.0 - - - 20.0 20.0 - 
その他 29 13.8 31.0 - 6.9 6.9 3.5 3.5 24.1 24.1 10.3 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 31.3 31.3 6.3 18.8 - 25.0 18.8 18.8 - 31.3 
やや上昇している 57 21.1 35.1 3.5 10.5 12.3 - 10.5 3.5 17.5 31.6 
横ばい 41 17.1 31.7 2.4 4.9 9.8 7.3 14.6 2.4 22.0 24.4 
ゆるやかに低下している 9 - 55.6 - 11.1 - - 33.3 - 22.2 11.1 
低下している 8 12.5 12.5 - 25.0 25.0 - - - 25.0 50.0 
その他 24 20.8 20.8 4.2 12.5 16.7 - - 8.3 37.5 8.3 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 17.0 31.0 4.0 10.0 8.0 3.0 10.0 8.0 22.0 25.0 
ない 57 22.8 31.6 1.8 12.3 15.8 7.0 14.0 1.8 17.5 28.1 

問１９　裁量労働制導入の効果　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

今
の
ま
ま
で
よ

い 変
更
す
べ
き

不
明

Total 157 64.3 22.3 13.4 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - 
30-99人 4 100.0 - - 
100-299人 46 73.9 13.0 13.0 
300-499人 32 53.1 25.0 21.9 
500-999人 35 62.9 25.7 11.4 
1000人以上 33 60.6 30.3 9.1 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 4 75.0 25.0 - 
30-99人 21 76.2 9.5 14.3 
100-299人 54 68.5 11.1 20.4 
300-499人 25 52.0 36.0 12.0 
500-999人 23 60.9 34.8 4.4 
1000人以上 26 53.9 34.6 11.5 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - 
建設業 2 - - 100.0 
製造業 62 56.5 30.6 12.9 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - 
情報通信業 6 66.7 33.3 - 
運輸業、郵便業 4 50.0 - 50.0 
卸売業、小売業 4 50.0 - 50.0 
金融業、保険業 2 50.0 50.0 - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 11 90.9 9.1 - 
宿泊業、飲食サービス業 3 - - 100.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1 100.0 - - 
教育、学習支援業 39 89.7 10.3 - 
医療、福祉 12 58.3 16.7 25.0 
複合サービス事業 0 - - - 
その他サービス業 11 36.4 54.5 9.1 
その他 0 - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 70 57.1 25.7 17.1 
支社、支店 51 68.6 17.7 13.7 
営業所 1 - - 100.0 
研究所 5 60.0 40.0 - 
その他 29 75.9 20.7 3.5 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 16 50.0 37.5 12.5 
やや上昇している 57 57.9 26.3 15.8 
横ばい 41 65.9 19.5 14.6 
ゆるやかに低下している 9 88.9 11.1 - 
低下している 8 50.0 - 50.0 
その他 24 79.2 20.8 - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 100 64.0 25.0 11.0 
ない 57 64.9 17.5 17.5 

問２０　今後の裁量労働制について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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計(

n)

１
週
間
や
１ヶ

月
の
み
な

し
労
働
時
間
を
認
め
る
べ

き 労
働
時
間
等
に
関
す
る
規

制
を
す
べ
て
適
用
除
外
す

べ
き

一
定
以
上
の
年
収
の
確
保

で
労
働
時
間
規
制
を
適
用

除
外
す
べ
き

深
夜
労
働
に
関
す
る
規
制

を
適
用
除
外
す
べ
き

休
日
に
関
す
る
規
制
を
適

用
除
外
す
べ
き

年
次
有
給
休
暇
に
関
す
る

規
定
を
適
用
除
外
す
べ
き

休
日
が
確
保
さ
れ
る
な

ら、

労
働
時
間
規
制
を
適

用
除
外
す
べ
き

そ
の
他

不
明

Total 35 28.6 20.0 31.4 14.3 17.1 2.9 14.3 17.1 2.9 
Ｆ１－１ 従業員数　合計

30人未満 0 - - - - - - - - - 
30-99人 0 - - - - - - - - - 
100-299人 6 50.0 16.7 33.3 33.3 33.3 16.7 16.7 - 16.7 
300-499人 8 37.5 12.5 25.0 12.5 37.5 - - - - 
500-999人 9 11.1 33.3 22.2 11.1 11.1 - - 44.4 - 
1000人以上 10 30.0 20.0 50.0 10.0 - - 20.0 20.0 - 

Ｆ１－１ 従業員数　正社員
30人未満 1 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0 - - 
30-99人 2 50.0 - 50.0 - - - - - 50.0 
100-299人 6 66.7 33.3 16.7 16.7 16.7 - - - - 
300-499人 9 11.1 22.2 22.2 11.1 33.3 - 11.1 22.2 - 
500-999人 8 25.0 12.5 37.5 25.0 12.5 - - 25.0 - 
1000人以上 9 22.2 22.2 44.4 - - - 33.3 22.2 - 

Ｆ３ 事業の種類
林業 0 - - - - - - - - - 
鉱業、採石業、砂利採取業 0 - - - - - - - - - 
建設業 0 - - - - - - - - - 
製造業 19 15.8 15.8 26.3 15.8 15.8 - 21.1 21.1 - 
電気・ガス・熱供給・水道業 0 - - - - - - - - - 
情報通信業 2 50.0 50.0 100.0 - 50.0 - - - - 
運輸業、郵便業 0 - - - - - - - - - 
卸売業、小売業 0 - - - - - - - - - 
金融業、保険業 1 100.0 100.0 100.0 - - - - - - 
不動産業、物品賃貸業 0 - - - - - - - - - 
学術研究、専門・技術サービス業 1 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0 - - 
宿泊業、飲食サービス業 0 - - - - - - - - - 
生活関連サービス業、娯楽業 0 - - - - - - - - - 
教育、学習支援業 4 50.0 25.0 25.0 - - - - - - 
医療、福祉 2 50.0 50.0 50.0 - - - - - - 
複合サービス事業 0 - - - - - - - - - 
その他サービス業 6 33.3 - 16.7 16.7 16.7 - - 33.3 16.7 
その他 0 - - - - - - - - - 

Ｆ４ 事業場の種類
本社、本店 18 38.9 16.7 44.4 16.7 22.2 5.6 11.1 11.1 5.6 
支社、支店 9 33.3 11.1 22.2 - - - 33.3 22.2 - 
営業所 0 - - - - - - - - - 
研究所 2 - - - 50.0 50.0 - - 50.0 - 
その他 6 - 50.0 16.7 16.7 16.7 - - 16.7 - 

Ｆ５ 業績の推移
上昇している 6 33.3 16.7 50.0 - - - - 50.0 - 
やや上昇している 15 40.0 26.7 26.7 6.7 20.0 6.7 26.7 20.0 - 
横ばい 8 12.5 25.0 37.5 25.0 - - 12.5 - 12.5 
ゆるやかに低下している 1 100.0 - - - - - - - - 
低下している 0 - - - - - - - - - 
その他 5 - - 20.0 40.0 60.0 - - - - 

Ｆ６ 労働組合の有無
ある 25 16.0 24.0 24.0 12.0 12.0 - 12.0 24.0 - 
ない 10 60.0 10.0 50.0 20.0 30.0 10.0 20.0 - 10.0 

問２０付問　今後の裁量労働制の変更すべき事項　（複数回答：該当するものすべてに○）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％
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５．アンケート調査票（事業場用調査票） 
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裁量労働制等の労働時間制度に関する調査 

（事業場用調査票） 

 
＜調査へのご協力のお願い＞ 

 この調査は、事業場（本社を含む）の裁量労働制などの労働時間に関する実態やご意見を詳細に把握し、

今後の労働時間に関する法制度や行政施策の在り方を検討するための基礎資料を得るために実施する非常に

重要な調査です。また、この調査は、厚生労働省の要請を受けて、独立行政法人 労働政策研究・研修機構が

主体となって実施するものです。ご多忙のところ誠に恐縮とは存じますが、本調査の主旨をご理解頂き、是

非ともご協力頂きたく、どうぞ宜しく願い申し上げます。 
 ご記入頂いた内容はすべて数値化され、統計的に処理されます。また、調査結果は研究以外の目的には使

用致しません。したがって、貴事業場の機密（プライバシー）を侵害するようなことは絶対にありませんの

で、どうぞご安心の上、貴事業場のありのままの状況をご回答下さいますよう、宜しくお願い申し上げます。 
 調査に関してご不明な点などがございましたら、ご遠慮なく下記までお問い合わせ下さい。 
 なお、色が違う同じ内容の調査票が２通送られてきた場合、水色の方に記入し、黄色の方は廃棄して下さい。 

 
１．本調査は、事業場（企業）としてのお立場で、人事ご担当者様がご記入下さい。人事ご担当部門でお答え 

になれない場合は、回答できる他の部門の方にお答え頂いても結構です。 
２．現在の状況に関する質問は、特段の断りのない限り、平成 25 年 10 月時点を対象とし、なるべく答えられ 

る範囲でご回答下さい。 
３．回答は、特に指定のない限り、選択肢の番号に○印を付けて下さい。   には具体的な数字を記入

して下さい。できる限り正確な数字をご記入下さい。 
４．選択肢で「その他」に○を付けた場合、なるべく具体的な事柄をご記入下さい。 
５．ご記入頂いた調査票は、お手数ですが、ご記入漏れなどがないかをお確かめの上、返信用封筒（切手

不要）にて、11 月 29 日（金）までにご投函下さいますようお願い致します。 
６．なお、事業場調査票とともに、ご所属の労働者の方々向けに「労働者調査票」を 10 通同封しておりま

す。基本的に、①「専門業務型裁量労働制適用者」、②「企画業務型裁量労働制適用者」、③「フレッ

クスタイム制適用者」、④「管理監督者」、⑤「その他一般労働者」の方々に、それぞれ 2 通ずつお渡

し頂き、ご回答後、同封の封筒（切手不要）に封入の上、直接、下記調査会社宛、ご返送下さるよう

お伝え頂きたく、どうぞご協力下さい。（「労働者調査票」にもその旨記載しております。） 
７．上記①～③の対象労働者の方がいない（6 通余る）などの場合、なるべく、「労働者調査票」は、その

分、上記④⑤の方を多めにお選び頂き、お渡し頂けると幸いです。 
 

＜調査票の内容、記入方法に関するお問い合わせ＞ 

〒203-8686 東京都東久留米市本町 1-4-1 
株式会社 インテージリサーチ  担当：釜浦、押見 
TEL：042-476-5549（平日 9:30～12:00、13:00～17:30）、FAX：042-476-6306 
E-mail： 

 

＜調査の主旨に関するお問い合わせ＞ 

〒177-8502 東京都練馬区上石神井 4-8-23 
独立行政法人 労働政策研究・研修機構  担当：企業と雇用部門 主任研究員 池添 弘邦 
TEL：03-5991-5193、FAX：03-5991-5710、E-mail： 

【ご記入上の注意等】
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Ⅰ 貴事業場についてお尋ねします 
 

F１．貴事業場の正社員（期間を定めずに雇われている社員）の数、非正社員（直接雇用の、パートタイム社員、期間を定めて

雇われている契約社員・嘱託社員など）の数、それらの合計数を教えて下さい。また、正社員の平均勤続年数を教えて下

さい。 

 

１．正社員数           人／非正社員数          人／合計          人 

 

 

２. 正社員の平均勤続年数           年 

 

F２．貴社における管理監督者の職位は次のどこまでですか。当てはまるもの【１つだけに○】を付けて下さい。 

１．支社長・事業部長・工場長クラス（または同等処遇の者） ４．課長クラス（または同等処遇の者） 

２．部長クラス（または同等処遇の者）           ５．課長代理クラス（または同等処遇の者） 

３．部次長クラス（または同等処遇の者）          ６．その他〔                〕

 

F３. 貴事業場の事業の種類は次のどれですか。当てはまるもの【１つだけに○】を付けて下さい。 

１．林業              10．不動産業、物品賃貸業 

２．鉱業、採石業、砂利採取業    11．学術研究、専門・技術サービス業 

３．建設業             12．宿泊業、飲食サービス業 

４．製造業             13．生活関連サービス業、娯楽業 

５．電気・ガス・熱供給・水道業   14．教育、学習支援業 

６．情報通信業           15．医療、福祉 

７．運輸業、郵便業         16．複合サービス事業（郵便局、農業組合 等） 

８．卸売業、小売業         17．その他サービス業（他に分類されないもの） 

９．金融業、保険業         18．その他〔                       〕 

 

F４. 貴事業場は次のどれに当たりますか。当てはまるもの【１つだけに○】を付けて下さい。 

１. 本社、本店           ４. 研究所 

２. 支社、支店           ５. その他〔                       〕 

３. 営業所 

 

F５．貴事業場の過去３年間の業績はどのように推移していますか。当てはまるもの【１つだけに○】を付けて下さい。 

１．上昇している          ４．ゆるやかに低下している 

２．ゆるやかに上昇している     ５．低下している 

３．横ばい             ６．その他〔                       〕 

 

F６．貴事業場に労働組合はありますか。 

１. ある        ２. ない 
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Ⅱ 労働時間、休憩、休日についてお尋ねします 
 

問１. 所定労働時間 

就業規則等で定められた、貴事業場における１日の所定労働時間及び１週間の所定労働時間を教えて下さい。休憩時間、

残業時間を除いた時間数を記入して下さい。（例：7 時間 45 分なら、7.75 時間と記入して下さい。） 
 

１. １日の所定労働時間         時間    ２. １週間の所定労働時間         時間 

 

問２. 実労働時間の把握方法 

貴事業場では、労働時間の把握はどのように行っていますか。「Ａ.専門業務型裁量労働制適用者」、「Ｂ.企画業務型裁量労

働制適用者」、「Ｃ．フレックスタイム制適用者」、「Ｄ.管理監督者」、「Ｅ.その他の労働時間制で働く労働者」それぞれについ

て、当てはまる方法の欄の数字に○を付けて下さい。該当する人がいない場合は、「７」に○を付けて下さい。 

＊注：「Ｄ.管理監督者」については、在社時間の把握等の観点から行っているものについて○を付けて下さい。 

 タイムカ

ード・IC
カード 

PC のログ

イン・ログ

アウト 

自己申告

制 

管理監督

者の視認 

予め一定

時間数を

定めてい

る 

把握して

いない 

該当者は

いない 

Ａ.専門業務型裁量労働制適用者 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

Ｂ.企画業務型裁量労働制適用者 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

Ｃ. フレックスタイム制適用者 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

Ｄ. 管理監督者 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

Ｅ.その他の労働時間制で働く 

労働者 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

 

問３．長時間労働削減策 

貴事業場では、所定外労働時間（残業）の削減に向けて、具体的にどのような取組みを行っていますか。当てはまるもの 

【すべてに○】を付けて下さい。 

１．文書の掲示による周知・啓発、社内放送による注意喚起   ５．残業をしている者の上長に対する注意・助言 

２．人事担当者等による直接の声掛け             ６．従業員ごとの業務の内容・配分の見直し 

３．ノー残業デーの設定                   ７．部・課・係の業務の内容・配分の見直し 

４．強制消灯、PC の一斉電源オフ ８．その他〔                  〕

                              ９．特に行っていない 

 

問４. 休憩の一斉付与 

貴事業場では、全従業員一律の休憩時間を設定していますか。当てはまるもの、【どちらかに○】を付けて下さい。 

１．設定している →付問１へ           ２．設定していない →付問３へ 

 

付問１．貴事業場では、従業員の職種や部署単位などで、異なる休憩時間の設定を検討したことがありますか。当ては

まるもの、【どちらかに○】を付けて下さい。 

１．ある →次頁の付問２へ            ２．ない →問５へ 
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前頁、付問１「１．ある」の続き 

   付問２．前頁の付問１．で、検討したことが「ある」に○を付けた場合、従業員の職種や部署単位などで異なる休憩

時間（分割付与）を設定していない理由は次のどれですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．業務内容は労働者が一体となって行うものであり、分割付与は困難だから 

２．職場の一体性を保つため、分割付与することは適当でないから 

３．労働者や労働組合が一斉休憩を希望しているから 

４．労働者や労働組合から分割付与の希望が特にないから 

５．分割付与のための労使協定の締結が困難だから 

６．分割付与のための労使協定の締結が煩雑で時間がかかるから 

７．その他〔                                         〕

 

付問３．問４で「２．設定していない」に○を付けた場合、どのように休憩を付与していますか。当てはまるもの 

【すべてに○】を付けて下さい。 

１．一定の部・課ごとにずらして付与している   ３．労働者の自由裁量に任せている 

２．部課内の一定の係・職種等ごとにずらして   ４．上長の判断に任せている 

  付与している                ５．その他〔                  〕

 

問５. 労働時間制度 

貴事業場で採用している労働時間制度について、当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．通常の労働時間制度（以下のいずれにも当てはまらないもの） 

２．変形労働時間制 ⇒ 単位となる期間 １． 1 ヶ月単位 ／ ２． 1 年以内 ／ ３．その他〔          〕

３．交替制（2 交替や 3 交替のシフト制） 

４．フレックスタイム制 ⇒ コアタイムの有無  １．あり ／ ２．なし →下の付問１へ 

  ※ フレックスタイム制を導入していない事業場は、次頁の付問２へ進んで下さい。 

５．事業場外労働のみなし労働時間制 

６．専門業務型裁量労働制 

７．企画業務型裁量労働制 

 

付問１．フレックスタイム制を導入している事業場にお尋ねします。フレックスタイム制を導入していない事業場は、 

付問２へ進んで下さい。 

 

１－１．貴事業場のフレックスタイム制の清算期間について、当てはまるもの【１つだけに○】を付けて下さい。 

１．1 週間 

２．1 週間超 2 週間以内 

３．2 週間超 3 週間以内 

４．3 週間超 4 週間以内 

５．1 ヵ月 

 

１－２．フレックスタイム制を運用する上で不便を感じたことがありますか。当てはまるもの【１つだけに○】を付

けて下さい。 

１．ある →次頁の１－３へ       ２．ない →次頁の１－４へ 
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前頁、問５、付問１－２．の続き 

     １－３．前頁の１－２．で不便を感じたことが「１．ある」に○を付けた場合、具体的にどのような点で不便を感じ

ましたか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．週休２日制の場合に、法定労働時間の総枠を超えてしまう月がある 

２．週休２日制の場合に、総枠を超えないよう、最終週の労働時間が制限される月がある 

３．複数月をまたいだ清算ができない 

４．清算期間が短い →下の付問へ 

５．法令に定められた手続、就業規則の変更・届出が煩雑だから 

６．その他〔                                      〕 

 

        付問．上の１－３で「４．清算期間が短い」に○を付けた場合、具体的にはどの程度の期間が良いと思います

か。当てはまるもの【１つだけに○】を付けて下さい。また、その理由を教えて下さい。 

１．労使で自由に決定できるようにする     ４．３ヶ月程度 

２．１年程度                 ５．１ヶ月以上３ヶ月未満 

３．６ヶ月程度 

            理由： 

 

 

 

 

１－４．導入しているフレックスタイム制に関して、職場でどのような問題がありますか。当てはまるもの【すべて

に○】を付けて下さい。 

１．従業員の時間意識がルーズになること 

２．人事担当における時間管理が煩雑になること 

３．業務遂行の効率性、生産性が低下すること 

４．社内のコミュニケーションに支障が出ること 

５．取引先・顧客に迷惑をかけてしまうこと 

６．清算期間中の特定の期間に始業・終業時刻を固定できないこと 

７．清算期間が限定されること 

８．その他〔                                        〕

９．特に問題はない 

 

  付問２．フレックスタイム制を導入していない事業場にお尋ねします。貴事業場でフレックスタイム制を導入していない 

理由は何ですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．適した業務・職種がなく、必要性がないから 

２．業務遂行の効率性、生産性が低下するおそれがあるから 

３．従業員の時間意識がルーズになるおそれがあるから 

４．人事担当における時間管理が煩雑になるおそれがあるから 

５．取引先・顧客に迷惑をかけるおそれがあるから 

６．社内のコミュニケーションに支障が出るおそれがあるから 

７．法令に定められた手続、就業規則の変更・届出が煩雑だから 

８．その他〔                                          〕

９．わからない 
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＊ここからはすべての事業所にお答えいただきます。 

問６．今後の労働時間管理のあり方について、どのようにお考えですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．現行制度のままで良い         ５．専門業務型裁量労働制の拡大 

２．変形労働時間制度の拡大        ６．企画業務型裁量労働制の拡大 

３．フレックスタイム制度の拡大      ７．労働時間規制が適用されない新制度の導入 

４．事業場外労働のみなし制の拡大     ８．その他〔                      〕 

９．わからない 

 

問７．評価制度 

「Ａ．専門業務型裁量労働制適用者」、「Ｂ．企画業務型裁量労働制適用者」、「Ｃ．フレックスタイム制適用者」、「Ｄ．管理

監督者」、「Ｅ．その他の労働時間制で働く労働者」のそれぞれについて適用している評価制度はどのようなものですか。当て

はまる箇所【すべてに○】を付けて下さい。貴事業場に該当者がいない場合は、「６」に○を付けて下さい。 

 年齢・勤続年数

による評価（年

齢給・勤続給） 

職務遂行能力

による評価（職

能給） 

仕事の種類や

性質による評

価（職種給・職

務給） 

仕事の成果に

よる評価（成果

給・業績給） 

その他 

↓ 

下の付問へ 

該当者は 

いない 

Ａ．専門業務型裁量

労働制適用者 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

Ｂ．企画業務型裁量

労働制適用者 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

Ｃ．フレックスタイ

ム制適用者 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

Ｄ．管理監督者  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

Ｅ．その他の労働時

間制で働く労働者 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

                                              ↓ 

  付問．「その他」に○を付けた場合、具体的な評価方法を教えて下さい。Ａ．〔                     〕 

 Ｂ．〔                     〕 

 Ｃ．〔                     〕 

 Ｄ．〔                     〕 

 Ｅ．〔                     〕 

 

問８．裁量労働制を導入していない事業場にお尋ねします。導入している事業場については、次の Ⅲ 裁量労働制 にお進み下

さい。 

裁量労働制制度の対象業務や導入手続を知っていますか。 

１．知っている →付問１へ 

２．知らない  →これで質問は終わりです。ご協力頂き、どうもありがとうございました。 

 

付問１．上の問で「１．知っている」に○を付けた場合、貴事業場で裁量労働制を導入していない理由は何ですか。当てはま

るもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．対象となりうる業務がないから             ５．手続が煩雑だから →次頁、一番上の付問２へ

２．対象業務に常態として従事している労働者がいないから  ６．フレックスタイム制を活用しているから 

３．労働者（または労働組合）から反対がある（または要望  ７．法的効果、メリットが少ないから 

  がない）から                     ８．その他〔                 〕

４．法令上の要件が煩雑だから               ９．わからない 
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前頁、問８、付問１「５．」の続き 

 

付問２．前頁の付問１で｢５．手続が煩雑だから｣に○を付けた場合、①具体的にどの手続が煩雑と思われましたか。当ては

まるものに【３つまで（１つでも可）○】を付けて下さい。②また、○を付けた３つのうち最も煩雑だと感じてい

るものについては、該当欄に○を付けて下さい。専門業務型、企画業務型、それぞれについてお答え下さい。 

 専門業務型 企画業務型 

 ① 煩雑 

な手続 
（○は３つ

まで） 

②最も 

煩雑な 

手続 
(○は１つ) 

 煩雑 

な手続 
（○は３つ

まで） 

②最も 

煩雑な 

手続 
(○は１つ)

労使協定の締結 １ １   

労使協定の労働基準監督署長への届出 ２ ２   

健康福祉確保措置 ３ ３ ３ ３ 

苦情処理措置 ４ ４ ４ ４ 

労使委員会の設置   ５ ５ 

労働側委員の指名のための代表者選出   ６ ６ 

労使委員会の運営規定の策定   ７ ７ 

労使委員会の議事録の作成   ８ ８ 

決議事項の委員の５分の４以上による合意   ９ ９ 

個別労働者からの同意   10 10 

企画業務型裁量労働制に関する決議届の作成および労働基準監督署長への届出   11 11 

企画業務型裁量労働制に関する報告の作成および労働基準監督署長への届出   12 12 

その他〔                               〕 13 13 13 13 

 

 

⇒ 裁量労働制を導入している事業場は、次頁以降の問に進んで下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
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Ⅲ 裁量労働制についてお尋ねします 

 

※ Ⅱの 問５で「６．専門業務型裁量労働制」または／および｢７．企画業務型裁量労働制｣に○を付けた事業場にお尋ねし

ます。そうでない事業場の場合、これで質問は終わりです。ご協力頂き、どうもありがとうございました。 

 

問９．対象業務 

（１）専門業務型裁量労働制を導入している事業場にお尋ねします。専門業務型裁量労働制の対象としている業務【すべてに

○】を付けて下さい。また、○を付けた業務に従事する労働者（及び貴事業場全体の労働者）のうち、専門業務型裁量

労働制が適用されている労働者のおおよその割合も記入して下さい。 

  割合  割合 

１ 新商品・新技術の研究開発業務 割 11 金融派生商品等の開発の業務 割

２ 情報処理システムの分析、設計の業務 割 12 大学における教授研究の業務 割

３ 記事の取材、編集の業務 割 13 公認会計士の業務 割

４ デザイナーの業務 割 14 弁護士の業務 割

５ プロデューサー、ディレクターの業務 割 15 建築士の業務 割

６ コピーライターの業務 割 16 不動産鑑定士の業務 割

７ システムコンサルタントの業務 割 17 弁理士の業務 割

８ インテリアコーディネーターの業務 割 18 税理士の業務 割

９ ゲーム用ソフトウェアの創作の業務 割 19 中小企業診断士の業務 割

10 証券アナリストの業務 割  【事業場全体】 割

 

（２）企画業務型裁量労働制を導入している事業場にお尋ねします。企画業務型裁量労働制の対象としている業務【すべてに

○】を付けて下さい。また、○を付けた業務に従事する労働者（及び貴事業場全体の労働者）のうち、企画業務型裁量

労働制が適用されている労働者のおおよその割合も記入して下さい。 

  割合 

１ 経営状態・経営環境等について調査及び分析を行い、経営に関する計画を策定する業務 割

２ 現行の社内組織の問題点やその在り方等について調査及び分析を行い、新たな社内組織を策定する業務 割

３ 現行の人事制度の問題点やその在り方等について調査及び分析を行い、新たな人事制度を策定する業務 割

４ 
業務の内容やその遂行のために必要とされる能力等について調査及び分析を行い、社員の教育・研修計画

を策定する業務 
割

５ 財務状況等について調査及び分析を行い、財務に関する計画を策定する業務 割

６ 効果的な広報手法等について調査及び分析を行い、広報を企画・立案する業務 割

７ 
営業成績や営業活動上の問題点等について調査及び分析を行い、企業全体の営業方針や取り扱う商品ごと

の全社的な営業に関する計画を策定する業務 
割

８ 
生産効率や原材料等に係る市場の動向等について調査及び分析を行い、原材料等の調達計画を含め全社的

な生産計画を策定する業務 
割

９ その他（具体的に：                                    ） 割

 【事 業 場 全 体】 割
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※ 以下の質問から、専門業務型裁量労働制を導入している事業場は｢専門型｣の項目に、企画業務型裁量労働制を導入して

いる事業場は｢企画型｣の項目に、それぞれ○を付けて下さい。 

 

問10. 裁量労働制の導入理由等 

（１）導入したきっかけは何ですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

 専門型 企画型 

成果主義・業績評価制度導入の一貫として １ １ 

労働者の創造力を高め、能力発揮を促すため ２ ２ 

残業代を削減するため ３ ３ 

長時間労働（時間外労働）を削減するため ４ ４ 

労働者のワーク・ライフ・バランスを推進するため ５ ５ 

従業員の意識改革を行うため ６ ６ 

仕事の成果で評価してほしいという要望が労働者からあったため ７ ７ 

労働時間管理に対する労働者の不満が多かったため ８ ８ 

同業他社が導入しているため（企業間競争に適応していくため） ９ ９ 

その他 具体的内容を〔  〕内に記入して下さい。 

 専門型〔                               〕

 企画型〔                               〕

10 10 

わからない 11 11 

 

（２）裁量労働制導入の手続について、どの程度負担を感じましたか。以下の【すべての手続について、１～４のいずれかに○】

を付けて下さい。 

 専門型 企画型 

 

か
な
り
感
じ
た 

あ
る
程
度
感
じ
た 

あ
ま
り 

感
じ
な
か
っ
た 

ほ
と
ん
ど 

感
じ
な
か
っ
た 

か
な
り
感
じ
た 

あ
る
程
度
感
じ
た 

あ
ま
り 

感
じ
な
か
っ
た 

ほ
と
ん
ど 

感
じ
な
か
っ
た 

Ａ．労働時間の状況の把握方法の検討 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

Ｂ．みなし労働時間の設定 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

Ｃ．健康福祉確保措置 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

Ｄ．苦情処理措置 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

Ｅ．深夜または休日労働の労働時間管理方法の検討 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

Ｆ．労使委員会の設置     １ ２ ３ ４ 

Ｇ．労働側委員の指名のための代表者の選出     １ ２ ３ ４ 

Ｈ．労使委員会の運営規定の策定     １ ２ ３ ４ 

Ｉ．労使委員会の議事録の作成     １ ２ ３ ４ 

Ｊ．決議事項の委員の５分の４以上による合意     １ ２ ３ ４ 

Ｋ．個別労働者からの同意     １ ２ ３ ４ 

Ｌ．「専門業務型裁量労働制に関する協定届」または

「企画業務型裁量労働制に関する決議届」の作成

及び労働基準監督署長への届出 

１ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ 

Ｍ．「企画業務型裁量労働制に関する報告」の作成及

び労働基準監督署長への届出 
    １ ２ ３ ４ 
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問11. 裁量労働制で働く労働者 

裁量労働制の対象となりうる業務に従事している労働者について、実際に、裁量労働制の適用対象とするために貴事業場で

設けている要件は何ですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

 専門型 企画型  

労働者本人の同意 １ １ →専門型に○を付けた場合、付問1,2,3へ

試験（採用試験を含む） ２ ２  

採用区分（総合職、専門職など） ３ ３  

職種（事務職、営業職、専門職など） ４ ４  

職位（課長など） ５ ５  

勤続年数 ６ ６  

年齢 ７ ７  

一定の人事等級以上（職能クラスなど） ８ ８  

事業部門 ９ ９  

年収 10 10  

特別な処遇制度 11 11  

職務経験年数（他社での経験年数を含む） 12 12  

その他 具体的内容を〔  〕内に記入して下さい。

 専門業務型〔               〕

 企画業務型〔               〕

13 13 
 

特にない 14 14  

 

付問１．専門業務型裁量労働制の適用に当たり、適用対象労働者本人の同意を要件としている理由は何ですか。当ては

まるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．適用対象労働者のモラルの向上のため     ５．企画業務型と同じ取扱いとするため 

２．適用対象労働者の不平・不満を緩和するため  ６．採用の時点で本人の同意を得ているため 

３．応募制のため、実質的に同意であるため    ７．その他〔                   〕

４．労働組合からの要望があるため        ８．わからない 

 

付問２．専門業務型裁量労働制の適用に当たり、労使委員会または労働時間等設定改善委員会（労働時間等の設定の 

改善に関する特別措置法第７条の委員会）で決議を行っていますか。 

１．労使委員会で行っている →付問３へ 

２．労働時間等設定改善委員会で行っている 

３．行っていない →次の問12へ 

 

付問３．労使委員会で決議を行っている理由は何ですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．適用対象労働者のモラルの向上のため     ４．企画業務型と同じ取扱いとするため 

２．適用対象労働者の不平・不満を緩和するため  ５．その他〔                   〕

３．労働組合からの要望があるため        ６．わからない 
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問12. 業務の遂行等 

（１）裁量労働制適用者にも出勤・退勤時刻を適用するとの定めがありますか。 

 専門型 企画型  

一律の出退勤時刻がある １ １ →下の付問へ 

決められた時間帯に職場にいれば出退勤時刻は自由 ２ ２ →下の付問へ 

出退勤の時刻は自由だが、出勤の必要はある ３ ３ →その下の（２）へ 

出勤するかしないかは自由 ４ ４ →その下の（２）へ 

 

付問．上の（１）で、｢１．一律の出退勤時刻がある」、｢２．決められた時間帯に職場にいれば出退勤時刻は自由」に

○を付けた場合、遅刻するとどのような対応を取りますか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．上司が口頭で注意する        ４．賃金をカットする 

２．場合によっては懲戒処分を科す    ５．勤務評定に反映させる 

３．裁量制の適用をいったん外す     ６．特に何もしない 

                    ７．その他〔                〕 

 

（２）管理監督者は裁量労働制適用者に対して仕事の指示をどのように行っていますか。また裁量労働制適用者以外の労働者の

場合はどうですか。【それぞれ、１～５のいずれかに○】を付けて下さい。（分かる範囲で） 

 専門型 企画型 
その他の

労働者 

指示はしない １ １ １ 

業務の目的、目標や期限等、基本的事項を指示する ２ ２ ２ 

具体的な仕事の内容について指示する ３ ３ ３ 

業務の遂行手段、時間配分の決定等を含め具体的に指示する ４ ４ ４ 

その他  具体的な指示の方法を〔  〕内に書いて下さい。 

 専門型〔                             〕

 企画型〔                             〕

 その他の労働者〔                         〕

５ ５ ５ 

 

（３）裁量労働制適用者に命じる仕事の期限の設定は、通常どのようにして決めていますか。また裁量労働制適用者以外の労働

者の場合はどうですか。【それぞれ、１～５のいずれかに○】を付けて下さい。（分かる範囲で） 

 専門型 企画型 
その他の

労働者 

労働者が期限をすべて自ら決定している １ １ １ 

必ず労働者の意見を聴いて、管理監督者が期限を決めている ２ ２ ２ 

仕事の緊急度等に応じ管理監督者が決めるが、労働者の意見を聴くように努め

ている 
３ ３ ３ 

仕事の緊急度等に応じ管理監督者が決めている ４ ４ ４ 

労働者の意向にかかわらず管理監督者が期限を設定している ５ ５ ５ 
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（４）管理監督者は裁量労働制適用者の仕事の進捗状況をどのように把握していますか。【それぞれの労働者ごとに、１～４の

いずれかに○】を付けて下さい。また、裁量労働制適用者以外の労働者の場合はどうですか。（わかる範囲で） 

 専門型 企画型 
その他の

労働者 
 

定期的に報告させている  １ １ １ →下の付問へ

仕事の期限の一定期日前に報告させている ２ ２ ２  

不定期（追加の仕事がある時、本人の勤務態様に応じて

適宜等）に把握している 
３ ３ ３  

その他〔                    〕 ４ ４ ４  

 

 付問．「１．定期的に報告させている」に○を付けた場合、当てはまる期間に【それぞれ労働者ごとに１つずつ○】を付

けて下さい。 

 専門型 企画型 その他の労働者 

１日ごと １ １ １ 

１週間ごと ２ ２ ２ 

１ヶ月ごと ３ ３ ３ 

四半期ごと ４ ４ ４ 

半年ごと ５ ５ ５ 

１年ごと ６ ６ ６ 

 

問13．特別な手当制度 

裁量労働制適用者だけに支払われる特別手当などがありますか【「ある」、「ない」、いずれかに○】。「ある」場合、単位とな

る期間として「月単位」か「年単位」を選び【「月単位」か「年単位」のいずれかに○】、「月単位」の場合、      内に

単位となる期間を記入して下さい。 

   ＊注：月例の手当以外（半期賞与への加算等）の場合、「月単位」を選択し、例えば６ヶ月等と記入して下さい。 

１．ある ⇒ （ １．月単位          ヶ月 ／ ２．年単位 ） →下の付問へ 

 

２．ない →問14へ 

 

付問１．上の問で「１．ある」に○を付けた場合、その特別手当の金額は何を基準として定められましたか。当てはまる

もの【すべてに○】をつけて下さい。 

１．通常の所定労働時間を超える残業代相当分   ３．業務遂行の結果や成果 

２．業務遂行の能力や態度            ４．その他〔                    〕

 

   付問２．上の問13で「１．ある」に○を付けた場合、その特別手当の具体的金額を記入して下さい。 

   ＊注：１ヶ月を超える月単位で支払われる場合、１ヶ月の平均金額を記入して下さい。 

専門型     約           千円  

企画型     約           千円  
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問14. みなし労働時間等 

（１）裁量労働制適用者の「1 日のみなし労働時間数」（例：8 時間 15 分なら 8.25 時間）と、裁量労働制適用者の平成 25 年 10
月の 1 日当たりの「平均実労働時間数」（例：8 時間 15 分なら 8.25 時間）を記入して下さい。対象業務別にみなし時間が

複数ある場合、【最も適用者が多い業務】について記入して下さい。 

 

  【専門業務型裁量労働制適用者】 

  みなし 

時間数 

平均実労働 

時間数 

  みなし 

時間数 

平均実労働 

時間数 

１ 
新商品・新技術の研究 

開発業務 
時間 時間 11

金融派生商品等の開発

の業務 
時間 時間

２ 
情報処理システムの 

分析、設計の業務 
時間 時間 12

大学における教授研究

の業務 
時間 時間

３ 
記事の取材、編集の 

業務 
時間 時間 13 公認会計士の業務 時間 時間

４ デザイナーの業務 時間 時間 14 弁護士の業務 時間 時間

５ 
プロデューサー、ディレ

クターの業務 
時間 時間 15 建築士の業務 時間 時間

６ コピーライターの業務 時間 時間 16 不動産鑑定士の業務 時間 時間

７ 
システムコンサルタン

トの業務 
時間 時間 17 弁理士の業務 時間 時間

８ 
インテリアコーディネ

ーターの業務 
時間 時間 18 税理士の業務 時間 時間

９ 
ゲーム用ソフトウェア

の創作の業務 
時間 時間 19 中小企業診断士の業務 時間 時間

10 証券アナリストの業務 時間 時間
 

 

 

  【企画業務型裁量労働制適用者】 

  
みなし時間数 

平均実労働 

時間数 

１ 
経営状態・経営環境等について調査及び分析を行い、経営に関する計画を策定

する業務 
時間 時間

２ 
現行の社内組織の問題点やその在り方等について調査及び分析を行い、新たな

社内組織を策定する業務 
時間 時間

３ 
現行の人事制度の問題点やその在り方等について調査及び分析を行い、新たな

人事制度を策定する業務 
時間 時間

４ 
業務の内容やその遂行のために必要とされる能力等について調査及び分析を

行い、社員の教育・研修計画を策定する業務 
時間 時間

５ 財務状況等について調査及び分析を行い、財務に関する計画を策定する業務 時間 時間

６ 効果的な広報手法等について調査及び分析を行い、広報を企画・立案する業務 時間 時間

７ 
営業成績や営業活動上の問題点等について調査及び分析を行い、企業全体の営

業方針や取り扱う商品ごとの全社的な営業に関する計画を策定する業務 
時間 時間

８ 
生産効率や原材料等に係る市場の動向等について調査及び分析を行い、原材料

等の調達計画を含め全社的な生産計画を策定する業務 
時間 時間

９ その他〔具体的に：                         〕 時間 時間
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（２）みなし労働時間は何をもとに決めましたか。【それぞれの裁量労働制について、１～３の１つだけに○】を付けて下さい。 

 専門型 企画型  

通常の所定労働時間 １ １  

今までの実績から算出 ２ ２ →下の付問へ 

その他  具体的に〔  〕内に記入して下さい。 

 専門業務型〔                       〕

 企画業務型〔                       〕

３ ３ 

 

 

    付問．上の質問で「２」に○を付けた場合、どのような実績を用いましたか。【それぞれの裁量労働制について、１～

３のうち１つだけに○】を付けて下さい。 

 専門型 企画型 

裁量労働制適用労働者の平均実労働時間 １ １ 

裁量労働制が適用される部門、部署の平均実労働時間 ２ ２ 

その他  具体的に〔  〕内に記入して下さい。 

 専門業務型〔                          〕

 企画業務型〔                          〕

３ ３ 

 

（３）裁量労働制適用者のみに付与される特別休暇がありますか。また、「ある」場合、具体的にどのような休暇制度か、記入

して下さい。 

１．ある → 具体的に〔                                    〕

２．ない 

 

 

⇒次頁の問に進んで下さい。 
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問15. 健康・福祉確保措置 

裁量労働制適用者や、それ以外の労働者に対する健康・福祉確保措置として、①【実施することになっているものすべて

に○】を付けて下さい。②また、そのうち、【実際に実施したものすべてに○】を付けて下さい｡「専門型」「企画型」「その

他の労働者」それぞれについてお答え下さい。 

 専門型 企画型 その他の労働者 

 ①実施する

ことになっ

ているもの 

②実際に実

施したもの

①実施する

ことになっ

ているもの

②実際に実

施したもの

①実施する

ことになっ

ているもの 

②実際に実

施したもの

定期的に特別な休暇を付与する １ １ １ １ １ １ 

一定時間以上の勤務または休日

労働が行われた場合に特別な休

暇を付与する 

２ ２ ２ ２ ２ ２ 

一定時間以上の勤務または休日

労働が行われた場合に代償休日

を付与する 

３ ３ ３ ３ ３ ３ 

年次有給休暇の連続取得を含む

休暇取得促進措置を講じる 
４ ４ ４ ４ ４ ４ 

心と体の健康相談窓口を設置す

る 
５ ５ ５ ５ ５ ５ 

定期健康診断以外に一定期間ご

との健康診断を実施する 
６ ６ ６ ６ ６ ６ 

一定時間以上の勤務や休日労働

が行われた場合に健康診断を実

施する 

７ ７ ７ ７ ７ ７ 

労働者の希望に応じ臨時診断を

実施する 
８ ８ ８ ８ ８ ８ 

勤務状況および健康状態により、

裁量労働制が適用されない部署

へ配置転換する 

９ ９ ９ ９ ９ ９ 

産業医等による助言・指導または

保健指導を受けさせる 
10 10 10 10 10 10 

 

問16. 苦情処理措置 

（１）苦情処理措置の内容はどのようなものですか。専門業務型裁量労働制適用者、企画業務型裁量労働制適用者、それ以外の

労働者のそれぞれについて、当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

 専門型 企画型 
その他の

労働者 

労使委員会に相談窓口を設置 １ １ １ 

苦情処理を行う独自の委員会を会社組織内に設置 ２ ２ ２ 

労働組合が相談窓口を設置 ３ ３ ３ 

人事担当部署等に独自の相談窓口を設置 ４ ４ ４ 

相談窓口を会社の組織以外に設置 ５ ５ ５ 

上司への申し出 ６ ６ ６ 

その他〔具体的に：                     〕 ７ ７ ７ 

 

－ 520 －

調査シリーズNo.124

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



16 
 

 

（２）実際に苦情はありましたか。また、「あった」場合、最も多かった苦情の内容はどのようなものでしたか。 

１．あった  →内容〔                                       〕

２．なかった 

３．わからない 

 

問17. 対象業務 

現在の裁量労働制の対象業務の範囲についてどのようにお考えですか。専門業務型裁量労働制、企画業務型裁量労働制のそ

れぞれについて、当てはまるもの、【それぞれ１つに○】を付けて下さい。 

 専門型 企画型  

狭い １ １ →付問１へ 

現行制度のままでよい ２ ２  

広い ３ ３  

範囲が不明確 ４ ４ →次頁の付問２へ

 

付問１．上の問で「１．狭い」に○を付けた場合 

付問１－１．専門業務型裁量労働制について、「１．狭い」に○を付けた場合、対象業務の範囲について具体的にどの

ようにすべきだとお考えですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．業務遂行の手段や時間配分について使用者が具体的な指示をすることが困難であるものについては広く対象業

務として認めるべき 

２．労使に委ねるべき 

３．一定以上の年収という要件に変えるべき 

４．他にも対象とすべき業務がある〔業務：          ／理由：               〕 

５．その他〔                                           〕 

 

付問１－２．企画業務型裁量労働制について、「１．狭い」に○を付けた場合、対象業務の範囲について具体的にどの

ようにすべきだとお考えですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．現在、事業運営についての企画・立案・調査・分析に限られている対象業務の要件を拡大すべき 

２．法令上限定された業務でなくても、労使委員会で労使が合意できれば、対象業務として認めるべき 

３．現在対象業務とされていない業務であっても、一定以上の年収を条件に対象業務として認めるべき 

４．現在、対象業務に「常態として」従事すべきこととなっている対象労働者について、「主として」従事して 

いればよいこととすべき →下の付問へ 

５．他にも対象とすべき業務がある〔業務：          ／理由：                〕

６．その他〔                                            〕

 

      付問．上の付問１－２で「４．」に○を付けた場合、対象業務に「主として」従事する割合はどれくらいがよいと

思いますか。具体的な数値を記入して下さい。 

                    

                   割 
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前頁問17の付問 

 

付問２．問17で「４．範囲が不明確」に○を付けた場合、対象業務の範囲について具体的にどのようにすべきだとお考え

ですか。(1)専門業務型裁量労働制、(2)企画業務型裁量労働制のそれぞれについて、当てはまるもの【すべてに

○】を付けて下さい。 

 

(1)【専門型】 

１．対象業務を増やしてほしい →〔具体的に：                   〕 

２．対象業務は限定列挙ではなく、例示にとどめてほしい 

３．その他〔                                   〕 

 

      (2)【企画型】 

１．対象業務の例示を増やしてほしい 

２．対象業務の例示ではなく、対象業務を限定して示してほしい 

３．その他〔                                   〕 

 

問18．手続 

（１）現在の裁量労働制の手続についてどのようにお考えですか。専門業務型裁量労働制、企画業務型裁量労働制のそれぞれに

ついて、当てはまるもの【１つだけに○】を付けて下さい。 

 専門型 企画型  

有用でない手続があり、煩雑である １ １ →次頁の（２）へ 

現行制度でよい ２ ２  

より厳格にすべきである ３ ３  
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前頁問18の続き 

（２）前頁の（１）で「１．有用でない手続があり、煩雑である」に○を付けた場合、①具体的にはどの手続が有用でない、ま

たは煩雑だと考えますか。当てはまるものに【３つまで（１つでも可）○】を付けて下さい。②そのうち、最も煩雑と思

われるもの【１つだけに○】を付けて下さい。また、企画業務型の手続で「６」「11」「12」に○を付けた場合、下の付問

にもお答え下さい。 

 専門業務型 企画業務型  

 ① 煩雑 

な手続 
(○は３つ

まで) 

② 最も 

 煩雑な

手続 
(○は１つ)

① 煩雑 

な手続 
(○は３つ

まで) 

② 最も 

 煩雑な 

手続 
(○は１つ) 

 

労使協定の締結 １ １    

労使協定の労働基準監督署長への届出 ２ ２    

健康福祉確保措置 ３ ３ ３ ３  

苦情処理措置 ４ ４ ４ ４  

労使委員会の設置   ５ ５  

労働側委員の指名のための代表者選出   ６ ６ →付問１へ 

労使委員会の運営規定の策定   ７ ７  

労使委員会の議事録の作成   ８ ８  

決議事項の委員の５分の４以上による合意   ９ ９  

個別労働者からの同意   10 10  

企画業務型裁量労働制に関する決議届の作成および労働

基準監督署長への届出 
  11 11 →付問２へ 

企画業務型裁量労働制に関する報告の作成および労働基

準監督署長への届出 
  12 12 →付問３へ 

その他〔                   〕 13 13 13 13  

 

   付問１．上の付問で「６．労働側委員の指名のための代表者選出」に○を付けた場合、以下の付問にお答え下さい。 

     付問１－１．貴事業場に過半数組合はありますか。 

１．ある →下の付問１－３へ      ２．ない →下の付問１－２と付問１－３へ 

 

     付問１－２．貴事業場に過半数組合が「ない」場合、過半数代表者をどのように選出していますか。当てはまるもの

【１つだけに○】を付けて下さい。 

１．事業場の労使協議機関から選出している 

２．事業場の全従業員の投票により選出している 

３．事業場の全従業員の挙手により選出している 

４．事業場の全従業員へ文書回覧により選出している 

５．事業場の親睦会長等から自動的に選出している 

６．事業場の全従業員の中から会社側が指名して選出している 

７．その他〔                                       〕

 

     付問１－３．過半数組合や過半数代表者は、どのような労働者を労使委員会の労働者側委員に指名していますか。当

てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．事業場の過半数組合または労使協議機関から指名している 

２．適用対象労働者の中から指名している 

３．適用対象労働者の上司の中から指名している 

４．適用対象業務に従事する労働者から指名している 

５．部門や職種にかかわりなく事業場の全従業員から万遍なく指名している 

６．労働組合の執行部から指名している 

７．その他〔                                       〕
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前頁問18（２）の続き 

 

   付問２．前頁の（２）で「11．企画業務型裁量労働制に関する決議届の作成および労働基準監督署長への届出」*注に○を

付けた場合、今の制度をどのように変えるべきとお考えですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

        （＊注：現在は、事業場ごとに、6ヶ月ごとに1回の届出が義務付けられています。） 

１．決議の届出を廃止する         ３．本社で一括届出できるようにする 

２．届出を１年に１回に緩和する      ４．その他〔                       〕

 

   付問３．前頁の（２）で「12．企画業務型裁量労働制に関する報告の作成および労働基準監督署長への届出」*注に○を付

けた場合、今の制度をどのように変えるべきとお考えですか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

        （＊注：現在は、事業場ごとに、6ヶ月ごとに1回の届出が義務付けられています。） 

１．報告の届出を廃止する        ３．本社で一括届出できるようにする 

２．届出を１年に１回に緩和する     ４．その他〔                        〕

 

問19．裁量労働制導入の効果 

貴事業場が裁量労働制を導入した効果として感じていることはありますか。当てはまるもの【すべてに○】を付けて下さい。 

１．従業員のモチベーションが向上した           ６．企業業績の向上につながった 

２．効率よく仕事を進めるように従業員の意識が変わった   ７．多様な人材の活用につながった 

３．従業員の間での競争意識が高まった           ８．その他〔                   〕

４．労働時間短縮につながった               ９．特に効果として感じていることはない 

５．人件費の抑制につながった 

 

問20．今後の裁量労働制について 

現在の裁量労働制について、今のままでよいとお考えですか。 

１．今のままでよい         ２．変更すべき →下の付問へ 

 

付問．上の問で「２．変更すべき」に○を付けた場合、具体的にどのように変更すべきだとお考えですか。当てはまるも

の【すべてに○】を付けて下さい。 

１．１日ではなく、１週間や１ヶ月のみなし労働時間を認めるべき 

２．労働時間、深夜労働、休日、年次有給休暇に関する規制をすべて適用除外すべき 

３．一定以上の高い水準の年収が確保されるなら、労働時間規制を適用除外すべき 

４．深夜労働に関する規制を適用除外すべき 

５．休日に関する規制を適用除外すべき 

６．年次有給休暇に関する規制を適用除外すべき 

７．完全週休２日制や年次有給休暇の完全取得などにより休日や休暇が確保されるなら、労働時間規制を適用除外

すべき 

８．その他〔                                             〕
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問21．その他、現行の裁量労働制に関してご意見・ご要望等がありましたら自由にご記入下さい。 

                                            

                                            

 

 

 

 

 

 

以上で質問は終わりです。ご協力頂き、どうもありがとうございました。 

 

 なお、今後、インタビュー調査を計画しております。インタビュー調査に協力して頂けるかどうか、下の数字に○を付けて教

えて下さい。また、「１．インタビュー調査に協力してもよい」に○を付けた場合、それぞれの項目についてご記入下さい。 

 

１．インタビュー調査に協力してもよい 

貴企業名  

貴事業場名  

貴事業場所在地  

ご担当者様お肩書  

お名前  

お電話番号  

メールアドレス  

 

 ２．インタビュー調査には協力できない 
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